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6. 計測制御系統施設 

6.1 設計基準対象の施設 

6.1.1 概要 

  計測制御系統施設は，計測制御設備，安全保護回路，制御室及び制御室

換気設備で構成する。 

計測制御設備は，再処理施設の運転時，停止時及び事故時の監視及び

制御のための設備である。 
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6.1.2 計測制御設備 

6.1.2.1 概要 

  計測制御設備は，再処理施設の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設，

せん断処理施設，溶解施設，分離施設，精製施設，脱硝施設，酸及び溶媒

の回収施設，製品貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設及びその他再処理設

備の附属施設の計測制御系で構成する。また，各々の計測制御系は，核計

装設備及び工程計装設備で構成する。 

核計装設備は，臨界安全の観点から安全上重要な施設であって，ガンマ 

線，アルファ線，中性子の計数率等を測定し，警報等を発する設備である。 

核計装設備においては，検出器に封入して又は検出器の校正用に少量

の核燃料物質を使用する。また，核計装設備は，検出器の校正に放射性同

位元素及び使用済燃料集合体を使用する。 

工程計装設備は，各施設の温度，圧力，流量，液位，密度等を測定し，

通常監視及び制御を行う設備である。そのうち，各施設の核，熱及び化学

的制限値を維持するために必要な計測制御系統及び各施設の安全機能を維

持するために必要な計測制御系統は，異常状態を検知し，警報，工程停止

信号等を発する安全上重要な施設である。 
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6.1.2.2 設計方針 

 (１) 計測制御設備は，運転時，停止時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて施設の運転状態を想定される範囲内で監視及び制御できる設計

とする。 

 (２) 計測制御設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計

とする。 

 (３) 計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために

必要な計測制御系は，動的機器の単一故障を仮定しても安全が確保で

きるよう多重性又は多様性を有するとともに，電気的・物理的な独立

性を有する設計とする。 

 (４) 計測制御設備は，安全保護回路との部分的共用によって安全保護回

路が有する安全機能を損なうことのない設計とする。 

 (５) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，その健

全性及び能力を確認するため，安全機能の重要度及び設備の特性に応

じ，運転中又は停止中に試験又は検査ができる設計とする。 

 (６) 計測制御設備のうち安全上重要な施設の計測制御系は，外部電源系

統の機能喪失時及び一般圧縮空気系の機能喪失時にも，安全機能が確

保できる設計とする。 

 (７) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，それら

の安全機能を健全に維持するための適切な保守及び修理ができる設計

とする。 

 (８) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，設計基

準事故が発生した場合の状況を把握し，対策を講ずるために必要なパ

ラメータを，設計基準事故時に想定される環境下において，十分な測

定範囲及び期間にわたり監視（記録を含む。）できる設計とする。当該
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記録は適切な保存を行う。 

 (９) 計測制御設備は，再処理施設の健全性を確保するために必要なパラ

メータを監視するための設備及び再処理施設の安全性を確保するため

に必要な操作を行うことができる設備を分離施設，精製施設その他必

要な施設に設ける設計とする。 

 (10) 計測制御設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵の安全確保及び運

転操作上必要な計測制御系は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使

用できる設計とする。 

 (11) 安全上重要な施設以外の施設とした計測制御設備（核計装設備，工

程計装設備）は，安全上重要な施設への波及的影響防止をし，多重化

による高い信頼性を確保して既に設置され運用されている経緯を踏ま

え，安全上重要な施設の計測制御設備と同等の信頼性を維持する設計

とする。 
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6.1.2.3 主要設備の仕様 

  計測制御設備の仕様を第6.1.2－１表，第6.1.2－２表及び第6.1.2－３

表に示す。 

また，主要な計測制御系の系統概要図を第6.1.2－１図～第6.1.2－23

図に示す。 

なお，計測制御設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設及びその他再処理

設備の附属施設の計測制御系は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用

できる。 
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6.1.2.4 主要設備 

  計測制御設備は，再処理施設の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設，

せん断処理施設，溶解施設，分離施設，精製施設，脱硝施設，酸及び溶媒

の回収施設，放射性廃棄物の廃棄施設及びその他再処理設備の附属施設の

計測制御系で構成する。また，各々の計測制御系は，ガンマ線，アルファ

線及び中性子の計数率を測定し，監視及び制御を行う核計装設備並びに温

度，圧力，流量，液位，密度，濃度，位置等のプロセス量を測定し，監視

及び制御を行う工程計装設備で構成する。 

なお，核計装設備においては，計測のために少量の核燃料物質を封入

した検出器を使用する。また，核計装設備は，検出器の校正に放射性同

位元素及び使用済燃料集合体を使用する。 

計測制御設備は，可能な限り難燃性ケーブルを使用し，ケーブルトレ

イ及び電線管は，金属材料を主体に使用する。また，その他の構成品も

可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する。 

ただし，燃焼度計測装置の一部に使用する放射線測定器用のケーブルに

ついて，専用電線管に収納し，電線管外部からの酸素の供給防止のため，

両端は耐火性を有するシール材で処置するとともに，機器との接続部にお

いては可動性を持たせる必要があることから，不燃性，遮炎性，耐久性及

び被覆性の確認された防火シートで覆う設計とすることで，十分な保安水

準を確保する設計とする。 

計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために必要

な計測制御系は，各々，多重化又は多様化した回路で構成し，その多重化

又は多様化した回路は，相互干渉が起こらないように，電源及びケーブル

トレイを２系統に分離し，電気的・物理的な独立性を持たせる。 

計測制御設備は，安全保護回路と検出器，変換器等を共用する場合には，
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計測制御設備の故障により安全保護回路が有する安全機能に影響を与えな

いように，アイソレータ及び継電器を用いて計測制御設備と分離する。 

計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，その健全性

及び能力を確認するため，安全機能の重要度及び設備の特性に応じ，必要

に応じて試験回路を設け，運転中又は停止中に試験又は検査を行う。 

計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，それらの安

全機能を健全に維持するための適切な保守及び修理ができる設計とする。 

計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，設計基準事

故が発生した場合の状況を把握し，対策を講ずるために必要なパラメータ

を，設計基準事故時に想定される環境下において，十分な測定範囲及び期

間にわたり監視（記録を含む。）できる設計とする。 

計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために必要

な計測制御系は，外部電源系統の機能喪失時にも，その安全機能が確保で

きるようその他再処理設備の附属施設の非常用所内電源系統に接続する。 

また，安全上重要な施設の安全機能を維持するために必要な計測制御系

に，圧縮空気を供給する必要がある場合は，外部電源系統の機能喪失時に

も，その安全機能が確保できるようその他再処理設備の附属施設の非常用

所内電源系統に接続した安全圧縮空気系から圧縮空気を供給する。 

計測制御設備のうち必要な耐震性を持たせることが困難な分離施設のプ

ルトニウム洗浄器のアルファ線検出器及び精製施設のプルトニウム洗浄器

のアルファ線検出器は，故障警報を設けるとともに警報を検知し運転員が

工程を停止する回路を設ける設計とする。 

なお，計測制御設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設及びその他再処理

設備の附属施設の計測制御系は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用
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できる。 

 (１) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の計測制御系 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の計測制御系は，使用済燃料受

入れ設備の計測制御系及び使用済燃料貯蔵設備の計測制御系で構成す

る。 

 ａ．使用済燃料受入れ設備の計測制御系 

 (ａ) 核計装 

   使用済燃料受入れ設備の計測制御系の核計装設備である燃焼度計測装

置は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設並びに溶解施設の臨界安

全管理のために，平均濃縮度の測定を行う。また，燃焼度計測装置の

校正及び検査の際には，標準線源及び燃料貯蔵プールに貯蔵した使用

済燃料集合体を用いる。 

 燃焼度計測装置は，電離箱，ゲルマニウム半導体検出器及び核分裂

計数管で構成され，２系列の燃料仮置きピットにそれぞれ設置し，使

用済燃料集合体１体ごとに燃焼度及び平均濃縮度を測定する。電離箱

は，使用済燃料集合体の軸方向に多数個配置し，グロスガンマ線強度

の分布を測定する。また，ゲルマニウム半導体検出器及び核分裂計数

管は，使用済燃料集合体の中央部に複数設置し，特定のエネルギのガ

ンマ線の強度及び主に自発核分裂核種から放出される中性子を測定す

る。燃焼度計測装置は，これら多様化した測定方法により得られる測

定結果から燃焼度及び平均濃縮度を求める。燃焼度計測装置の校正及

び検査は，標準線源及び使用済燃料集合体を用いて適切な校正を行う

ことにより信頼性を確保する 。
（１）

 

 (ｂ) 工程計装 

   燃料取出しピット及び燃料仮置きピットには，漏えい検知装置を設置
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し，漏えい時には使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に警

報を発する。 

 ｂ．使用済燃料貯蔵設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

   使用済燃料貯蔵設備の計測制御系は，燃料貯蔵プールの水位及び水温

を測定し，水位低又は温度高で使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室に警報を発する。 

燃料貯蔵プール及び燃料送出しピットには，漏えい検知装置を設置し，

漏えい時には使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に警報を

発する。 

 (２) せん断処理施設の計測制御系 

   せん断処理施設の計測制御系は，燃料供給設備の計測制御系及びせん

断処理設備の計測制御系で構成する。 

 ａ．燃料供給設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．光学的読み取り装置により，使用済燃料集合体番号を読み取り，異

常のある場合は中央制御室に警報を発する。 

  ⅱ．燃料横転クレーンによる使用済燃料集合体のつり上げ，横転及びせ

ん断機への供給を制御する。 

 ｂ．せん断処理設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．溶解施設の溶解槽のバケット１個当たりの燃料装荷量が所定量を超

えないよう，せん断機においてせん断する使用済燃料集合体の送り出

し長さ及びせん断刃位置を測定し，せん断機のせん断速度及びせん断

長さを制御する。 
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また，エンドピース酸洗浄槽に有意量の核燃料物質が入らないよう，

せん断機においてせん断する使用済燃料集合体の送り出し長さ及びせ

ん断刃位置を測定し，エンドピースせん断位置を制御する。 

せん断機は，溶解槽のホイールの停止位置確認信号及びホイールの

ロック位置確認信号によりせん断を行う。 

  ⅱ．せん断機においてせん断する使用済燃料集合体のエンドピースせん

断位置異常，せん断刃位置異常，燃料せん断長位置異常により，警報

を発するとともにせん断停止信号を発する。 

これらのせん断停止のための検出器及びインターロック回路は，二

重化する。 

  ⅲ．せん断機のせん断停止回路（せん断停止系含む。）は安全保護回路

であり，計測制御設備のせん断位置の異常等による停止の他に，溶

解槽の溶解液温度，溶解液密度等の異常信号，エンドピース酸洗浄

槽の洗浄液温度，洗浄液密度等の異常信号を受け，せん断停止信号

を発するインターロックと共用する。 

 (３) 溶解施設の計測制御系 

   溶解施設の計測制御系は，溶解設備の計測制御系及び清澄・計量設備

の計測制御系で構成する。 

 ａ．溶解設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．溶解槽は，せん断終了信号を受け，所定の溶解時間を経過した後，

溶解槽のホイールを回転させ，１バケット分回転したことを確認して

せん断開始信号を発する。 

  ⅱ．溶解槽の溶解液温度，溶解液密度及び槽内圧力を測定し，温度低，

密度高又は圧力高で中央制御室に警報を発する。溶解液温度低下がさ
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らに大きい場合又は溶解液密度上昇がさらに大きい場合は，せん断停

止信号を発する。これらのうち溶解液温度及び溶解液密度によるせん

断停止のための検出器及びインターロック回路は，二重化する。 

  ⅲ．溶解槽に供給する硝酸の流量を制御し，流量低で中央制御室に警報

を発する。供給硝酸流量低下がさらに大きい場合は，せん断停止信号

を発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回路は，多

様化する。 

  ⅳ．硝酸調整槽の硝酸密度を測定し，中央制御室に指示する。 

  ⅴ．硝酸供給槽の硝酸密度を測定し，密度低で中央制御室に警報を発し，

硝酸密度低下がさらに大きい場合は，せん断停止信号を発する。せん

断停止のための検出器及びインターロック回路は，二重化する。 

  ⅵ．可溶性中性子吸収材を使用する運転時には，溶解槽に供給する硝酸

中の可溶性中性子吸収材濃度を硝酸供給槽にて測定し，濃度低で中央

制御室に警報を発する。 

  ⅶ．可溶性中性子吸収材緊急供給槽の液位を測定し，液位低で中央制御

室に警報を発し，液位低下がさらに大きい場合は，せん断停止信号を

発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回路は，二重

化する。 

  ⅷ．第１よう素追出し槽及び第２よう素追出し槽の溶解液密度を測定し，

密度高で中央制御室に警報を発する。検出器及び警報器は，二重化す

る。 

  ⅸ．エンドピース酸洗浄槽の洗浄液密度を測定し，密度高で中央制御室

に警報を発し，洗浄液密度上昇がさらに大きい場合は，せん断停止信

号を発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回路は，

二重化する。 
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  ⅹ．エンドピース酸洗浄槽の洗浄液温度を測定し，温度低で中央制御室

に警報を発し，洗浄液温度低下がさらに大きい場合は，せん断停止信

号を発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回路は，

二重化する。 

  ⅺ．エンドピース酸洗浄槽への供給硝酸密度を測定し，密度低で中央制

御室に警報を発し，供給硝酸密度低下がさらに大きい場合は，せん断

停止信号を発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回

路は，二重化する。 

  ⅻ．エンドピース酸洗浄槽への供給硝酸流量を制御し，流量低で中央制

御室に警報を発し，供給硝酸流量低下がさらに大きい場合は，せん断

停止信号を発する。せん断停止のための検出器及びインターロック回

路は，二重化する。 

  ⅹⅲ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。これらのうち溶解

槽セル及び放射性配管分岐第１セルの漏えい液受皿の検出器及び警報

器は，二重化する。 

 ｂ．清澄・計量設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．清澄機の振動及び軸受温度を測定し，振動大及び温度高で中央制御

室に警報を発する。 

  ⅱ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。これらのうち中継

槽セル，清澄機セル，計量・調整槽セル，計量後中間貯槽セル及び放

射性配管分岐第４セルの漏えい液受皿の検出器及び警報器は，二重化

する。 
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 (４) 分離施設の計測制御系 

   分離施設の計測制御系は，分離設備の計測制御系，分配設備の計測制

御系及び分離建屋一時貯留処理設備の計測制御系で構成する。 

 ａ．分離設備の計測制御系 

 (ａ) 核計装 

  ⅰ．補助抽出器の中性子の計数率を測定し，計数率高で中央制御室に警

報を発し，中性子の計数率上昇がさらに大きい場合，工程停止信号を

発する。工程停止のための検出器及びインターロック回路は，二重化

する。（安全上重要な施設以外の施設） 

 (ｂ) 工程計装 

  ⅰ．抽出塔に供給する溶解液流量を測定し，流量高で中央制御室に警報

を発し，溶解液流量上昇がさらに大きい場合，溶解液の送液停止信号

を発する。送液停止のための検出器及びインターロック回路は，二重

化する。（安全上重要な施設以外の施設） 

ⅱ．抽出塔に供給する有機溶媒流量を測定し，流量低で中央制御室に警

報を発し，有機溶媒流量低下がさらに大きい場合，工程停止信号を発

する。工程停止のための検出器及びインターロック回路は，二重化す

る。（安全上重要な施設以外の施設） 

ⅲ．第１洗浄塔から抽出塔への洗浄廃液密度を測定し，密度高で中央制

御室に警報を発し，洗浄廃液密度上昇がさらに大きい場合，工程停止

信号を発する。工程停止のための検出器及びインターロック回路は，

二重化する。（安全上重要な施設以外の施設） 

ⅳ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の

液位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。なお，溶解液

中間貯槽セル，溶解液供給槽セル，抽出塔セル，抽出廃液受槽セル，
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抽出廃液供給槽セル及び放射性配管分岐第２セルの漏えい液受皿の

検出器及び警報器は，二重化する。 

ⅴ．第１洗浄塔及び第２洗浄塔へ供給する洗浄用硝酸濃度を制御及び

指示し，濃度が低下した場合には，中央制御室に警報を発する。 

ⅵ．第１洗浄塔及び第２洗浄塔へ供給する洗浄用硝酸流量を指示し，

流量が低下した場合には，中央制御室に警報を発する。 

 ｂ．分配設備の計測制御系 

 (ａ) 核計装 

  ⅰ．プルトニウム洗浄器の中性子の計数率を測定し，計数率高で中央制

御室に警報を発する。なお，中性子の計数率上昇がさらに大きい場合，

工程停止信号を発するインターロック回路は安全保護回路とする。 

  ⅱ．プルトニウム洗浄器のアルファ線の計数率を測定し，計数率高で中

央制御室に警報を発する。検出器及び警報器は，二重化する。また，

アルファ線検出器は耐震性を持たせることが困難なため，故障警報を

設けるとともに，警報を検知し，運転員が工程を停止する回路を設け

る設計とする。 

 (ｂ) 工程計装 

  ⅰ．プルトニウム分配塔に供給するウラナス及びヒドラジンを含む硝酸

溶液の流量を制御する。流量が低下した場合には，中央制御室に警報

を発する。 

  ⅱ．プルトニウム洗浄器に供給するヒドラジンを含む硝酸溶液の流量を

制御し，流量が低下した場合には，中央制御室に警報を発する。 

  ⅲ．ウラン逆抽出器内の溶液温度を測定し，溶液温度が異常に上昇した

場合には，中央制御室に警報を発するとともに逆抽出用硝酸の供給停

止信号を発する。 
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  ⅳ．ウラン濃縮缶の凝縮液を冷却する熱交換器出口の凝縮液温度を制御

し，凝縮液温度が異常に上昇した場合には，中央制御室に警報を発す

る。 

  ⅴ．ウラン濃縮缶の加熱蒸気の圧力を制御することにより加熱蒸気の温

度を調整する。 

  ⅵ．ウラン濃縮缶の加熱蒸気の温度を測定し，温度高で中央制御室に警

報を発する。なお，加熱蒸気温度上昇がさらに大きい場合，ウラン濃

縮缶への加熱蒸気の遮断及びウラン濃縮缶加熱蒸気発生器への一次蒸

気の遮断信号を発するインターロック回路は，安全保護回路とする。 

  ⅶ．ウラン濃縮缶の缶内圧力及び液位を測定し，圧力高又は液位低で中

央制御室に警報を発するとともに，ウラン濃縮缶加熱蒸気発生器への

一次蒸気の遮断信号を発する。また，缶内密度を測定し，密度高で中

央制御室に警報を発する。 

  ⅷ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。なお，プルトニウ

ム洗浄器セルの漏えい液受皿の検出器及び警報器は，二重化する。 

 ｃ．分離建屋一時貯留処理設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

   主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液位

を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。なお，分離建屋一時貯

留処理第１セル及び分離建屋一時貯留処理第２セルの漏えい液受皿の検

出器及び警報器は，二重化する。 

 (５) 精製施設の計測制御系 

   精製施設の計測制御系は，ウラン精製設備の計測制御系，プルトニウ

ム精製設備の計測制御系及び精製建屋一時貯留処理設備の計測制御系で
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構成する。 

 ａ．ウラン精製設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．逆抽出器内の溶液温度を測定し，溶液温度が異常に上昇した場合に

は，中央制御室に警報を発するとともに逆抽出用硝酸の供給停止信号

を発する。 

  ⅱ．ウラン濃縮缶の加熱蒸気の圧力を制御することにより加熱蒸気の温

度を調整する。 

 ⅲ．ウラン濃縮缶の加熱蒸気の温度を測定し，温度高で中央制御室に

警報を発し，加熱蒸気温度上昇がさらに大きい場合は，ウラン濃縮缶

への加熱蒸気の遮断及びウラン濃縮缶加熱蒸気発生器への一次蒸気の

遮断信号を発する。 

  ⅳ．ウラン濃縮缶の凝縮液を冷却する熱交換器出口の凝縮液温度を制御

し，凝縮液温度が異常に上昇した場合には中央制御室に警報を発する。 

  ⅴ．ウラン濃縮缶の缶内圧力及び液位を測定し，圧力高又は液位低で中

央制御室に警報を発するとともに，ウラン濃縮缶加熱蒸気発生器への

一次蒸気の遮断信号を発する。また，缶内密度を測定し，密度高で中

央制御室に警報を発する。 

  ⅵ．ウラナス製造器に供給する水素ガス流量を制御し，ウラナス製造器

の水素ガス圧力を測定し，圧力高で中央制御室に警報を発するととも

に，水素ガスの供給停止信号を発する。また，ウラナス製造器に供給

する硝酸ウラニル溶液の流量を測定し，流量低で中央制御室に警報を

発するとともに，硝酸ウラニル溶液の供給停止信号を発する。 

  ⅶ．第１気液分離槽から洗浄塔へ移送する未反応の水素ガス圧力を制御

し，流量を測定し，圧力高又は流量高で中央制御室に警報を発する。 
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  ⅷ．洗浄塔に供給する空気流量を測定し，流量低で中央制御室に警報を

発するとともに，窒素ガスの供給信号を発する。 

  ⅸ．第２気液分離槽へ供給する窒素ガス流量を測定し，流量低で中央制

御室に警報を発する。 

  ⅹ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

 ｂ．プルトニウム精製設備の計測制御系 

 (ａ) 核計装 

  ⅰ．プルトニウム洗浄器の有機溶媒のアルファ線の計数率を測定し，計

数率高で中央制御室に警報を発する。検出器及び警報器は，二重化す

る。また，アルファ線検出器は耐震性を持たせることが困難なため，

故障警報を設けるとともに，警報を検知し，運転員が工程を停止する

回路を設ける設計とする。 

 (ｂ) 工程計装 

  ⅰ．加熱用の温水の流量を調節することにより逆抽出塔に供給する有機

溶媒，ＨＡＮ及びヒドラジンを含む硝酸溶液並びに逆抽出液の温度を

制御する。 

  ⅱ．逆抽出塔内の溶液温度を測定し，温度高で中央制御室に警報を発

する。なお，溶液温度上昇がさらに大きい場合，供給する有機溶媒，

ＨＡＮ及びヒドラジンを含む硝酸溶液並びに逆抽出液の加熱用の温水

の遮断信号を発するインターロック回路は安全保護回路とする。 

  ⅲ．プルトニウム洗浄器に供給するヒドラジンを含む硝酸溶液の流量を

制御し，流量が低下した場合には，中央制御室に警報を発する。 

  ⅳ．加熱用の温水の流量を調節することにより，ウラン逆抽出器に供給

する硝酸溶液の温度を制御する。 
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  ⅴ．ウラン逆抽出器内の温度を測定し，温度高で中央制御室に警報を発

するとともに，供給する硝酸溶液の加熱用の温水の遮断信号を発する。 

  ⅵ．プルトニウム濃縮缶の缶内圧力及び密度を測定及び制御し，圧力高

又は密度高で中央制御室に警報を発するとともに，プルトニウム濃縮

缶加熱蒸気発生器への一次蒸気の遮断信号を発する。また，缶内液位

を測定し，液位低で中央制御室に警報を発するとともに，プルトニウ

ム濃縮缶加熱蒸気発生器への一次蒸気の遮断信号を発する。 

  ⅶ．プルトニウム濃縮缶の加熱蒸気の圧力を制御することにより加熱蒸

気の温度を調整する。 

  ⅷ．プルトニウム濃縮缶の加熱蒸気の温度を測定し，温度高で中央制御

室に警報を発する。なお，加熱蒸気温度上昇がさらに大きい場合，プ

ルトニウム濃縮缶への加熱蒸気の遮断及びプルトニウム濃縮缶蒸気

発生器への一次蒸気の遮断信号を発するインターロック回路は，安

全保護回路とする。 

  ⅸ．注水槽の液位を指示し，液位低で中央制御室に警報を発する。検

出器及び警報器は，二重化する。（安全上重要な施設以外の施設） 

  ⅹ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。これらのうちプル

トニウム精製塔セル，プルトニウム濃縮缶供給槽セル，油水分離槽セ

ル，プルトニウム濃縮液受槽セル，プルトニウム濃縮液一時貯槽セル，

プルトニウム濃縮液計量槽セル及び放射性配管分岐第１セルの漏えい

液受皿の検出器及び警報器は，二重化する。 

  ⅺ．凝縮器の出口冷却水流量を測定し，流量低で中央制御室に警報を発

する。 

  ⅻ．凝縮器の出口廃ガス温度を測定し，温度高で中央制御室に警報を発
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する。 

 ｃ．精製建屋一時貯留処理設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

   主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液位

を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

 (６) 脱硝施設の計測制御系 

   脱硝施設の計測制御系は，ウラン脱硝設備の計測制御系及びウラン・

プルトニウム混合脱硝設備の計測制御系で構成する。 

 ａ．ウラン脱硝設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．脱硝塔外壁の温度を測定し，脱硝塔の外部ヒータの出力を制御する

ことにより温度を調整する。 

  ⅱ．脱硝塔内の温度を測定し，温度が異常に低下した場合，硝酸ウラニ

ル濃縮液の供給停止信号を発する。この供給停止のための検出器及び

インターロック回路は，二重化する。 

  ⅲ．脱硝塔内の圧力を測定し，圧力が異常に上昇した場合，脱硝塔運転

停止信号を発する。 

  ⅳ．脱硝塔内の流動層レベルを測定し，流動層レベルが異常に上昇した

場合，硝酸ウラニル濃縮液の供給停止信号を発する。 

  ⅴ．ウラン酸化物貯蔵容器充てん定位置を検出し，ＵＯ３粉末の充てん

起動信号を発する。この充てん起動のための検出器及びインターロッ

ク回路は，二重化する。 

  ⅵ．液体状の放射性物質を取り扱う主要機器の床に設置した漏えい液受

皿の集液溝の液位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

 ｂ．ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の計測制御系 
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 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．脱硝装置内のウラン・プルトニウム混合脱硝粉体の白熱を温度計及

び照度計を用いて検出して脱硝の終了を確認したのち，温度高により

脱硝皿取扱装置の起動の条件信号を発するとともに，照度高によりシ

ャッタの起動の条件信号を発する。この脱硝皿取扱装置及びシャッタ

の起動のための検出器及びインターロック回路は，温度計と照度計に

より多様化する。 

  ⅱ．脱硝皿内のウラン・プルトニウム混合脱硝粉体の空気輸送終了を検

出し，秤量器による空脱硝皿の重量を確認した後，脱硝皿取扱装置の

起動信号を発する。この脱硝皿取扱装置の起動のための検出器及びイ

ンターロック回路は，多様化する。 

  ⅲ．焙焼炉の加熱ヒータ部の温度を測定し，加熱ヒータを制御する。な

お，温度が異常に上昇した場合に，加熱停止の信号を発するインター

ロック回路は，安全保護回路とする。 

  ⅳ．還元炉の加熱ヒータ部の温度を測定し，加熱ヒータを制御する。な

お，温度が異常に上昇した場合に，加熱停止の信号を発するインタ

ーロック回路は，安全保護回路とする。 

  ⅴ．還元炉に供給する還元用窒素・水素混合ガス（以下では「還元ガ

ス」という｡）中の水素濃度を測定し，水素濃度が異常に上昇した場

合には，濃度高で警報を発する。なお，この警報とともに還元ガス

の供給停止の信号を発するインターロック回路は，安全保護回路と

する。 

  ⅵ．保管容器の充てん定位置を検知し，ＭＯＸ粉末の充てん起動信号

を発する。この充てん起動のための検出器及びインターロック回路

は，二重化する。 
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  ⅶ．粉末缶の充てん定位置を検知し，ＭＯＸ粉末の充てん起動信号を発

する。この充てん起動のための検出器及びインターロック回路は，二

重化する。 

  ⅷ．粉末缶の質量を秤量器により確認し，粉末缶払出装置の起動信号を

発する。この粉末缶払出装置起動のための検出器及びインターロック

回路は，二重化する。 

  ⅸ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。これらのうち硝酸

プルトニウム貯槽セル，混合槽セル及び一時貯槽セルの漏えい液受皿

の検出器及び警報器は，二重化する。 

 (７) 酸及び溶媒の回収施設の計測制御系 

   酸及び溶媒の回収施設の計測制御系は，酸回収設備の計測制御系及び

溶媒回収設備の計測制御系で構成する。 

 ａ．酸回収設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．蒸発缶の加熱蒸気の圧力を制御することにより加熱蒸気の温度を調

整する。 

  ⅱ．第１酸回収系の蒸発缶の加熱蒸気の圧力を測定し，圧力高により中

央制御室に警報を発する。 

  ⅲ．第２酸回収系の蒸発缶の加熱蒸気の温度を測定し，温度高で中央制

御室に警報を発する。なお，加熱蒸気温度上昇がさらに大きい場合，

蒸発缶への加熱蒸気の遮断及び蒸発缶加熱蒸気発生器への一次蒸気の

遮断信号を発するインターロック回路は，安全保護回路とする。 

  ⅳ．第１酸回収系及び第２酸回収系の精留塔の圧力及び液位並びに蒸発缶

の液位を測定し，精留塔の圧力高又は液位低並びに蒸発缶の液位低に
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より中央制御室に警報を発するとともに，加熱蒸気の遮断信号を発す

る。 

  ⅴ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

 ｂ．溶媒回収設備の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．温水加熱している第１洗浄器及び第３洗浄器内の溶液の温度を測定

し，温度高で中央制御室に警報を発するとともに，加熱用の温水の供

給停止信号を発する。 

  ⅱ．第１蒸発缶及び溶媒蒸留塔の系統内の圧力を測定し，圧力が異常に

上昇した場合には，不活性ガス（窒素）注入信号を発するとともに有

機溶媒の供給停止及び加熱蒸気の遮断信号を発する。 

ⅲ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

 (８) 放射性廃棄物の廃棄施設の計測制御系 

   放射性廃棄物の廃棄施設の計測制御系は，気体廃棄物の廃棄施設の計

測制御系，液体廃棄物の廃棄施設の計測制御系及び固体廃棄物の廃棄

施設の計測制御系で構成する。 

 ａ．気体廃棄物の廃棄施設の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．せん断処理・溶解廃ガス処理設備の計測制御系 

  (ⅰ) 溶解槽内圧力を制御し，圧力高で中央制御室に警報を発する。検

出器及び警報器は，二重化する。 

  (ⅱ) 排風機の回転数を測定し，回転数低で中央制御室に警報を発する。 

  (ⅲ) ミストフィルタ，高性能粒子フィルタ及びよう素フィルタの差圧を
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測定する。 

  (ⅳ) ＮＯｘ吸収塔出口側の廃ガスの温度を測定し，温度高で中央制御室

に警報を発する。 

  (ⅴ) 加熱器出口側の廃ガスの温度を制御する。 

  (ⅵ) 主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の

液位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

  ⅱ．塔槽類廃ガス処理設備の計測制御系 

  (ⅰ) 前処理建屋，分離建屋，精製建屋（プルトニウム系），ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の塔槽類

廃ガス処理設備の洗浄塔入口圧力を制御し，圧力高で中央制御室に警

報を発する。検出器及び警報器は，二重化する。 

  (ⅱ) 排風機の回転数，排風機の入口側圧力又は排風機の入口・出口間

差圧を測定し，回転数低，圧力高又は差圧低で中央制御室に警報を発

する。 

  (ⅲ) 高性能粒子フィルタ及びよう素フィルタの差圧を測定する。 

  (ⅳ) 加熱器出口側の廃ガスの温度を制御する。 

  (ⅴ) 主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の

液位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

  ⅲ．高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の計測制御系 

  (ⅰ) ガラス溶融炉内部の気相圧力を制御し，圧力高で中央制御室に警

報を発する。検出器及び警報器は，二重化する。 

  (ⅱ) 排風機の入口側圧力を測定し，圧力高で中央制御室に警報を発す

る。 

  (ⅲ) ミストフィルタ，ルテニウム吸着塔，高性能粒子フィルタ及びよう

素フィルタの差圧を測定する。 
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  (ⅳ) 廃ガス洗浄器出口側の廃ガスの温度を測定し，温度高で中央制御室

に警報を発する。 

  (ⅴ) 加熱器出口側の廃ガスの温度を制御する。 

  (ⅵ) 主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液位

を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。 

  ⅳ．換気設備の計測制御系 

  (ⅰ) ミストフィルタ（高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のミスト

フィルタのみ）及び高性能粒子フィルタの差圧を測定する。 

 ｂ．液体廃棄物の廃棄施設の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．高レベル廃液濃縮缶の圧力を制御する。 

  ⅱ．高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の圧力を制御することにより加熱蒸

気の温度を調整する。 

  ⅲ．高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度を測定し，温度高で中央制御

室に警報を発する。なお，加熱蒸気温度上昇がさらに大きい場合，高

レベル廃液濃縮缶への加熱蒸気の遮断及び高レベル廃液濃縮缶加熱蒸

気発生器への一次蒸気の遮断信号を発するインターロック回路は，安

全保護回路とする。 

  ⅳ．高レベル廃液濃縮缶の凝縮器の排気側出口温度を測定し，温度高で

中央制御室に警報を発する。なお，出口温度上昇がさらに大きい場合，

高レベル廃液濃縮缶への加熱蒸気の遮断及び高レベル廃液濃縮缶加熱

蒸気発生器への一次蒸気の遮断信号を発するインターロック回路は，

安全保護回路とする。 

  ⅴ．高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽及び高レベル廃液共用

貯槽の廃液温度を測定し，温度高で中央制御室に警報を発する。 
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  ⅵ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。これらのうち高レ

ベル廃液供給槽セル，高レベル濃縮廃液貯槽セル，高レベル濃縮廃液

一時貯槽セル，不溶解残渣廃液貯槽セル，不溶解残渣廃液一時貯槽セ

ル及び高レベル廃液共用貯槽セルの漏えい液受皿の検出器及び警報器

は，二重化する。 

 ｃ．固体廃棄物の廃棄施設の計測制御系 

 (ａ) 工程計装 

  ⅰ．固化セル移送台車上に多重に設けた重量計により，固化セル移送台

車上の流下ガラスの質量を中央制御室に指示する。 

  ⅱ．ガラス溶融炉の溶融ガラスをガラス固化体容器に注入する際には，

所定質量値で注入停止信号を発し，所定質量値よりも質量がさらに増

加した場合には，中央制御室に警報を発する。なお，所定質量値で注

入停止信号を発するインターロック回路は安全保護回路とする。さら

に安全保護回路による質量上限でガラスの流下が停止しなかった場合

は質量上限警報を中央制御室に発する。 

  ⅲ．ガラス溶融炉とガラス固化体容器との結合装置圧力が所定の値でな

い場合及び固化セル移送台車位置が所定の位置にない場合，インター

ロックにより流下ノズルの加熱を停止する。これらのうち，結合装置

圧力による加熱停止のための検出器及びインターロック回路は，二重

化する。 

  ⅳ．高レベル廃液混合槽及び供給液槽の廃液の温度を測定し，温度高で

中央制御室に警報を発する。 

  ⅴ．主要機器を収納するセルの床に設置した漏えい液受皿の集液溝の液

位を測定し，液位高で中央制御室に警報を発する。なお，固化セル及
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び高レベル廃液混合槽セルの漏えい液受皿の検出器及び警報器は，二

重化する。 

 (９) その他再処理設備の附属施設の計測制御系 

 ａ．安全圧縮空気系の水素掃気用空気貯槽及び計装用空気貯槽の圧力を測

定し，圧力低で中央制御室に警報を発する。この検出器及び警報器は，

二重化する。 

 ｂ．水素掃気用希釈空気流量を測定し，流量低で中央制御室に警報を発す

る。 

 ｃ．安全冷却水系の冷却水循環ポンプの運転状態を監視し，故障を検知し

て，中央制御室に警報を発する。この検知装置及び警報器は，各々の

ポンプに各１式設置する。 

 ｄ．冷却対象機器からの放射性物質の漏えい検知のために安全冷却水系の

冷却水の放射線レベルを測定し，放射線レベル高で中央制御室に警報を

発する。 

 ｅ．安全蒸気系のボイラの運転状態を監視し，故障を検知して，中央制御

室に警報を発する。検知装置及び警報器は，各々のボイラに各１式設置

する。 

 (10) その他の計測制御設備 

   再処理施設の各施設は，その他にも計測制御設備を設け指示，警報及

び制御を行う。 
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6.1.2.5 試験・検査 

  安全機能を有する施設の計測制御系は，安全機能の重要度及び設備の特

性に応じて，運転中又は停止中に行う計器の点検及び保守により機能，性

能の維持を行う。 

計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために必

要な計測制御系は，その健全性及び能力を確認するため，設備の特性に応

じ，定期的な警報装置の作動確認，インターロックの作動確認並びに計器

の点検及び保守により機能，性能の維持を行う。また，必要に応じて試験

回路を設け，運転中又は停止中に試験又は検査を実施する。 

安全機能を有する施設の計測制御系のうち，「1.7.7 安全機能を有す

る施設の設計」に示す安全上重要な施設から安全機能を有する施設に分類

を変更した「6.1.2.4 主要設備」の安全上重要な施設以外の施設につい

ては，安全上重要な施設への波及的影響防止をし，多重化による高い信頼

性を確保して設置され運用されている経緯を踏まえ，安全上重要な施設と

同等の信頼性を維持する観点から，定期的な警報装置の作動確認，インタ

ーロックの作動確認並びに計器の点検及び保守により機能，性能の維持を

行う。 
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6.1.2.6 評  価 

 (１) 計測制御設備は，運転時，停止時及び運転時の異常な過渡変化時に

おいて施設運転状態を想定される範囲内で監視及び制御できる。 

 (２) 計測制御設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計

としているので火災を防止できる。 

 (３) 計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために

必要な計測制御系は，多重性又は多様性を有するとともに，電気的・

物理的な独立性を有する設計としているので，動的機器の単一故障を

仮定してもその安全機能が確保できる。 

 (４) 計測制御設備は，アイソレータ及び継電器を用いて安全保護回路と

分離する設計としているので，安全保護回路との部分的共用によって

安全保護回路の安全機能を損なうことはない。 

 (５) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，その健

全性及び能力を確認するため，安全機能の重要度及び設備の特性に応

じ，必要に応じて試験回路を設ける設計としているので，運転中又は

停止中に試験又は検査を実施できる。 

 (６) 計測制御設備のうち安全上重要な施設の安全機能を維持するために

必要な計測制御系は，その他再処理設備の附属施設の非常用所内電源

系統に接続する設計としているので，外部電源系統の機能喪失時にも，

安全機能が確保できる。 

また，安全上重要な施設の安全機能を維持するために，必要な計測

制御系に圧縮空気を供給する必要がある場合は，外部電源系統の機能

喪失時にも，その安全機能が確保できるようその他再処理設備の附属

施設の非常用所内電源系統に接続した安全圧縮空気系から圧縮空気を

供給する設計としているので，安全機能を確保できる。 
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 (７) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，それら

の安全機能を健全に維持するための適切な保守及び修理ができる設計

としているので適切な保守及び修理が実施できる。 

 (８) 計測制御設備のうち安全機能を有する施設の計測制御系は，設計基

準事故が発生した場合の状況を把握し，対策を講ずるために必要なパ

ラメータを，設計基準事故時に想定される環境下において，十分な測

定範囲及び期間にわたり監視（記録）できる設計としているので安全

機能を確保できる。当該記録は適切に保存を行うため，事象の経過後

においても参照できる。 

 (９) 計測制御設備は，再処理施設の健全性を確保するために必要なパラ

メータを監視するための設備及び再処理施設の安全性を確保するため

に必要な操作を行うことができる設備を分離施設，精製施設及びその

他必要な施設に設ける設計としているので適切な監視及び制御が実施

できる。 

 (10) 計測制御設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵の安全確保及び運

転操作上必要な計測制御設備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち

使用できる。 

 (11) 安全上重要な施設以外の施設とした計測制御設備（核計装設備,工程

計装設備）は，安全上重要な施設への波及的影響防止をし，多重化に

よる高い信頼性で設計すること及び当該施設を継続的に維持するため

の管理を行うことにより，安全上重要な施設の計測制御設備と同等の

信頼性を維持できる。 
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       第 6.1.2－１表(1) 主要な計測制御系の核計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 使用済燃料の受入れ  使用済燃料集合体の燃焼度及び  燃焼度及び平均 

 施設  平均濃縮度  濃縮度測定 

  使用済燃料受入れ   

  設備   
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       第 6.1.2－１表(2) 主要な計測制御系の核計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 分離施設  補助抽出器の中性子の計数率  計数率警報 

  分離設備   工程停止＊ 

  分配設備  プルトニウム洗浄器の中性子の  計数率警報 

  計数率  

  プルトニウム洗浄器のアルファ  計数率警報 

  線の計数率 故障警報 

  工程停止 

＊は安全上重要な施設以外の施設 
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       第 6.1.2－１表(3) 主要な計測制御系の核計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 精製施設  プルトニウム洗浄器のアルファ  計数率警報 

  プルトニウム精製  線の計数率 故障警報 

  設備  工程停止 

 

６－６－32



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(1) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 

   
 使用済燃料の受入れ 
 施設 
  使用済燃料受入れ 
  設備 

 燃料取出しピット漏えい水水位  水位警報 

 燃料仮置きピット漏えい水水位  水位警報 

 

６－６－33



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(1) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 

   
 使用済燃料の受入れ 
 施設 
  使用済燃料受入れ 
  設備 

 燃料取出しピット漏えい水水位  水位警報 

 燃料仮置きピット漏えい水水位  水位警報 

 

６－６－34



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(2) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 
  
 使用済燃料の貯蔵施 
 設 
  使用済燃料貯蔵設 
  備 

 燃料貯蔵プール水位  水位警報   

 燃料貯蔵プール漏えい水水位  水位警報 

 燃料送出しピット漏えい水水位  水位警報 

 燃料貯蔵プール水温度  温度警報 

 

６－６－35



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(3) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 

 せん断処理施設 
  せん断処理設備 

 エンドピースせん断位置 
 

 位置警報 
 せん断停止 

  せん断刃位置 
 

 位置警報 
 せん断停止  

  燃料せん断長位置 
 

 位置警報 
 せん断停止  

 

６－６－36



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(4) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 
  
 溶解施設 
   溶解設備 

 溶解槽ホイ－ル位置  
  
 せん断開始 

 溶解槽ホイ－ルロック位置  せん断開始 

 
 溶解槽溶解液温度 
 

 温度警報 
 せん断停止  

 
 溶解槽溶解液密度 
 

 密度警報 
 せん断停止  

  溶解槽圧力  圧力警報 

 
 溶解槽供給硝酸流量 
 
 

 流量制御 
 流量警報 
 せん断停止 

 

 

  硝酸調整槽硝酸密度  密度指示 

 
 硝酸供給槽硝酸密度 
 

 密度警報 
 せん断停止  

 
 硝酸供給槽可溶性中性子吸収材 
 濃度 

 濃度警報（注） 
  

 
 第１及び第２よう素追出し槽溶 
 解液密度 

 密度警報 
  

 
 可溶性中性子吸収材緊急供給槽 
 液位 

 液位警報 
 せん断停止  

 
 エンドピース酸洗浄槽洗浄液 
 密度 

 密度警報 
 せん断停止  

（注）可溶性中性子吸収材を使用する運転時のみ 

６－６－37



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第6.1.2－２表(5) 主要な計測制御系の工程計装 
 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機  能 
  
 溶解施設 
   溶解設備 

 エンドピース酸洗浄槽洗浄液 
 温度 

 温度警報 
 せん断停止 

 
 エンドピース酸洗浄槽供給硝 
 酸密度 

 密度警報 
 せん断停止  

 
 エンドピース酸洗浄槽供給硝 
 酸流量 

 流量警報 
 せん断停止  

 
 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－38



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(6) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 溶解施設 
  清澄・計量設備 
 
 
 

 清澄機振動  振動警報 

 清澄機軸受温度  温度警報 

 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
 

 

６－６－39



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(7) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 分離施設 
  分離設備 

 抽出塔供給溶解液流量 
 

 流量警報 
 送液停止＊ 

  抽出塔供給有機溶媒流量 
 

 流量警報 
 工程停止＊  

  第１洗浄塔洗浄廃液密度 
 

 密度警報 
 工程停止＊  

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 第１洗浄塔及び第２洗浄塔への
供給洗浄用硝酸濃度 
 

濃度制御 
濃度指示 
濃度警報 

 

 

 第１洗浄塔及び第２洗浄塔への
供給洗浄用硝酸流量 

 流量指示 
 流量警報  

                    

＊は安全上重要な施設以外の施設 

６－６－40



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(8) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名          信 号 の 種 類   機  能 

 分離施設 
  分配設備 
 

 プルトニウム分配塔供給ウラナ 
 ス及びヒドラジンを含む硝酸溶 
 液流量 

 流量制御 
 流量警報 
 

  プルトニウム洗浄器のヒドラジ 
 ンを含む硝酸溶液供給流量 

 流量制御 
 流量警報  

  ウラン逆抽出器溶液温度 
 

 温度警報 
 硝酸供給停止  

  ウラン濃縮缶加熱蒸気圧力 
 

 圧力制御 
 圧力警報  

  ウラン濃縮缶液位 
 

 液位制御 
 液位警報  

  ウラン濃縮缶液密度  密度警報 

  ウラン濃縮缶の凝縮液温度 
 

 温度制御 
 温度警報  

  ウラン濃縮缶加熱蒸気温度 
 

 温度警報 
   

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－41



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(9) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名          信 号 の 種 類   機  能 

 精製施設 
  ウラン精製設備 

 逆抽出器溶液温度 
 

 温度警報 
 硝酸供給停止 

  ウラン濃縮缶加熱蒸気圧力  圧力制御 

  ウラン濃縮缶加熱蒸気温度 
 

 温度警報 
 加熱停止  

  ウラナス製造器供給水素ガス流 
 量 

 流量制御 
  

  ウラナス製造器供給水素ガス圧 
 力 
 

 圧力警報 
 水素ガス供給停 
 止 

 

 

  ウラナス製造器供給硝酸ウラニ 
 ル溶液流量 
 

 流量警報 
 硝酸ウラニル溶 
 液供給停止 

 

 

  第１気液分離槽水素ガス圧力 
 

 圧力制御 
 圧力警報  

  洗浄塔供給空気流量 
 

 流量警報 
 窒素ガス供給  

  第２気液分離槽供給窒素ガス流 
 量 

 流量警報 
  

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－42



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(10) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 精製施設 

プルトニウム精製 
  設備 

 逆抽出塔供給有機溶媒温度  温度制御 

 逆抽出塔供給ＨＡＮ及びヒドラ 
 ジンを含む硝酸溶液並びに逆抽 
 出液温度 

 温度制御 
 
  

  逆抽出塔溶液温度 
 

 温度警報 
  

  プルトニウム洗浄器のヒドラジ 
 ンを含む硝酸溶液供給流量 

 流量制御 
 流量警報  

  ウラン逆抽出器温度 
 

 温度警報 
 加熱停止  

  プルトニウム濃縮缶圧力 
 
 

 圧力制御 
 圧力警報 
 加熱停止 

 

 

  プルトニウム濃縮缶液位 
 

 液位警報 
 加熱停止  

  プルトニウム濃縮缶加熱蒸気圧 
 力 

 圧力制御 
  

  プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温 

 度 

 温度警報 

   

  プルトニウム濃縮缶液密度 

 

 

 密度制御 

 密度警報 

 加熱停止 
 

 

  注水槽液位 

 

 液位警報＊ 

 液位指示  

  セル漏えい液受皿の集液溝の 

 液位 

 液位警報 

  

  凝縮器の出口冷却水流量  流量警報 

 凝縮器の出口廃ガス温度  温度警報 

 ＊は安全上重要な施設以外の施設 

６－６－43



 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(11) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 脱硝施設 
  ウラン脱硝設備 

 脱硝塔外壁温度  温度制御 

 脱硝塔内部温度 

 

 硝酸ウラニル濃 

 縮液供給停止  

  脱硝塔内圧力  脱硝塔運転停止 

  脱硝塔内流動層レベル 

 

 硝酸ウラニル濃 

 縮液供給停止  

  ウラン酸化物貯蔵容器の充てん 

 定位置 

 ＵＯ３粉末充て 

 ん起動条件  

  漏えい液受皿の集液溝の液位  液位警報 

 

６－６－44



 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(12) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

脱硝施設 

ウラン・プルトニ 

  ウム混合脱硝設備 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝 

 粉体の白熱時の温度 

 脱硝皿取扱装置 

起動条件 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝 

 粉体の白熱時の照度 

 脱硝皿取出しシ 

 ャッタ起動条件  

  脱硝皿のウラン・プルトニウム 

 混合脱硝粉体の空気輸送終了 

 脱硝皿取扱装置 

 起動条件  

  脱硝皿の重量 

 

 脱硝皿取扱装置 

 起動条件  

  焙焼炉ヒ－タ部温度 

 

 温度制御 

  

  還元炉ヒ－タ部温度 
 

 温度制御 
  

  還元炉還元ガス水素濃度 
 

濃度警報 
  

  保管容器の充てん定位置 
 

 ＭＯＸ粉末充て 
 ん起動条件  

  粉末缶の充てん定位置 
 

 ＭＯＸ粉末充て 
 ん起動条件  

  粉末缶の質量 
 

 粉末缶払出装置 
 起動条件  

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－45



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(13) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
 
 酸及び溶媒の回収施 
 設 
  酸回収設備 

 蒸発缶加熱蒸気圧力  圧力制御 

 第１酸回収系の蒸発缶加熱蒸気 
 圧力 

 圧力警報 
 

 第２酸回収系の蒸発缶加熱蒸気 
 温度 

 温度警報 
   

  第１酸回収系及び第２酸回収系 
 の精留塔の圧力及び液位 
 

 圧力警報 
 液位警報 
 加熱停止 

 

 

  第１酸回収系及び第２酸回収系 
 の蒸発缶気液分離部の液位 

 液位警報 
 加熱停止  

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－46



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(14) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 酸及び溶媒の回収施 
 設 

溶媒回収設備 
 

 第１洗浄器溶液温度 
 

 温度警報 
 加熱停止 

 第３洗浄器溶液温度 
 

 温度警報 
 加熱停止  

  第１蒸発缶系統内圧力 
 
 

 不活性ガス注入 
 溶媒供給停止 
 加熱停止 

 

 

  溶媒蒸留塔系統内圧力 
 
 

 不活性ガス注入 
 溶媒供給停止 
 加熱停止 

 

 

  セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
  

 

６－６－47



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(15) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 気体廃棄物の廃棄施 
 設 
  せん断処理・溶解 
  廃ガス処理設備 

 溶解槽内圧力 
 

 圧力制御 
 圧力警報 

  排風機の回転数  回転数警報 

 
  ミストフィルタ，高性能粒子 

 フィルタ及びよう素フィルタ差 
 圧 

 差圧指示 
 
 

 

 ＮＯｘ吸収塔出口側廃ガス温度  温度警報 

 加熱器出口側廃ガス温度  温度制御 

 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
 

 

６－６－48



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(16) 主要な計測制御系の工程計装 

施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

  
 気体廃棄物の廃棄施 
 設 

塔槽類廃ガス処理 

設備 

 

 前処理建屋，分離建屋，精製建 

 屋，ウラン・プルトニウム混合 

 脱硝建屋及び高レベル廃液ガラ

ス固化建屋の廃ガス洗浄塔入口

圧力 

 圧力制御 

 圧力警報 

 

 

 

 
 排風機の回転数，入口側圧力又 
 は入口・出口間差圧 

 回転数警報，圧 
 力警報又は差圧 
 警報 

 

 高性能粒子フィルタ及びよう素 
 フィルタ差圧 

 差圧指示 
 

 加熱器出口側廃ガス温度  温度制御 

 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
 

 

６－６－49



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊：安全機能を有する施設のうち「◎」を付した設備・機器等は安全上重要な施設である。 

第 6.1.2－２表(17) 主要な計測制御系の工程計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 気体廃棄物の廃棄施 
 設 
   高レベル廃液ガラ 
  ス固化廃ガス処理 
  設備 

 

 ガラス溶融炉内部の気相圧力 
 

  
圧力制御 
圧力警報 
 

 排風機の入口側圧力  圧力警報 

 ミストフィルタ，ルテニウム 
 吸着塔，高性能粒子フィルタ及 
 びよう素フィルタ差圧 

 差圧指示 
 

 廃ガス洗浄器出口側廃ガス温度  温度警報 

 加熱器出口側廃ガス温度  温度制御 

 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
 

 

６－６－50



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊：安全機能を有する施設のうち「◎」を付した設備・機器等は安全上重要な施設である。 

第 6.1.2－２表(18) 主要な計測制御系の工程計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
 
 気体廃棄物の廃棄施 
 設 
 換気設備 

 
 

 ミストフィルタ（高レベル廃 
 液ガラス固化建屋のみ）及び高 
 性能粒子フィルタ差圧 

 差圧指示 
 
 

 

６－６－51



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊：安全機能を有する施設のうち「◎」を付した設備・機器等は安全上重要な施設である。 

第 6.1.2－２表(19) 主要な計測制御系の工程計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 液体廃棄物の廃棄施 
 設 
  高レベル廃液処理 
  設備 

 高レベル廃液濃縮缶圧力  圧力制御 

 高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気圧 
 力 

 圧力制御 
 

 高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気温 
 度 

 温度警報 
 

 高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気 
 出口温度 

 温度警報 
  

 

 

 高レベル濃縮廃液貯槽廃液温度  温度警報 

 不溶解残渣
さ

廃液貯槽廃液温度  温度警報 

 高レベル廃液共用貯槽廃液温度  温度警報 

 セル漏えい液受皿の集液溝の 
 液位 

 液位警報 
 

 

６－６－52



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.2－２表(20) 主要な計測制御系の工程計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 
  
 固体廃棄物の廃棄施 
 設 
  高レベル廃液ガラ 
  ス固化設備 

 固化セル移送台車上の流下ガラ 
 スの質量 
 

 質量指示 
 質量警報 
  

 固化セル移送台車位置 
 

 流下ノズル加熱 
 条件 

  結合装置圧力 
 

 流下ノズル加熱 
 条件  

  高レベル廃液混合槽廃液温度  温度警報 

  供給液槽廃液温度  温度警報 

  セル漏えい液受皿の集液溝の  液位警報 

  液位  
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第 6.1.2－２表(21) 主要な計測制御系の工程計装 

 施 設 ・ 設 備 名              信 号 の 種 類   機   能 

 その他再処理設備の 
 附属施設 

 水素掃気用空気貯槽及び計装用 
 空気貯槽の圧力 

 圧力警報 
 

  水素掃気用希釈空気流量  流量警報 

  安全冷却水系の冷却水循環ポン 
 プ故障 

 故障警報 
  

  安全冷却水放射線レベル 
 

 放射線レベル警 
 報  

  安全蒸気系のボイラ故障  故障警報 
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第6.1.2－３表 計測制御系の主要な設定値一覧表 
 

 施 設 ・ 設 備 名          信 号 の 種 類          機 能 設 定 値       

 溶解施設 
  溶解設備 

 溶解槽溶解液密度高 
 

 せん断 
 停止 

 350g･(U+Pu)/ℓ  
 相当以下 

  よう素追出し槽溶解液 
 密度高 

 警 報 
 

 350g･(U+Pu)/ℓ  
相当以下  

  エンドピース酸洗浄  せん断  100g･(U+Pu)/ℓ  
 相当以下   槽洗浄液密度高  停止 

 分離施設 
  分離設備 

 補助抽出器中性子の計 
 数率高 

 工程停 
 止 

 5g･ Pu/ℓ 相当 
 以下 

  分配設備 
 

 プルトニウム洗浄器第 
 １段中性子の計数率高 

 警 報 
 

 5g･ Pu/ℓ 相当 
 以下 

 
 プルトニウム洗浄器第 
 ５段アルファ線の計数 
 率 

 警 報 
 
 

 有意量 
 
 

 精製施設 
  ウラン精製設備 

 ウラン濃縮缶加熱蒸気 
 温度高 

 加熱停 
 止 

 134℃以下 
 

  プルトニウム精製設 
  備 
 

 プルトニウム洗浄器第 
 ４段アルファ線の計数 
 率 

 警 報 
 
 

 有意量 
 
 

脱硝施設 
  ウラン・プルトニウ 
  ム混合脱硝設備 
 

還元ガス中の水素濃度 
 高 

警 報 
 

6.0vol％以下 
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第 6.1.2－1 図  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 
 
  主要な計測制御系の系統概要図 
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第 6.1.2－２図 せん断処理施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （せん断処理施設のせん断機） 
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第 6.1.2－3 図 溶解施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
       （溶解設備の溶解槽及び硝酸供給槽） 
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第 6.1.2－４図 分離施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
       （抽出塔，第１洗浄塔，第２洗浄塔及び補助抽出器） 

ｎ 

ｎ 
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第 6.1.2－５図 分離施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
    （分配設備のプルトニウム分配塔及びプルトニウム洗浄器） 
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第 6.1.2－6 図 分離施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
       （分配設備のウラン濃縮缶） 
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温水 

第 6.1.2－７図  精製施設の主要な計測制御系の系統概要図 

       （プルトニウム精製設備の逆抽出塔及びプルトニウム洗浄器） 
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第 6.1.2－８図 精製施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
       （プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮缶及び注水槽） 
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第 6.1.2－9 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （ウラン脱硝設備の脱硝塔） 
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第 6.1.2－10 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 

        （ウラン脱硝設備内に置くウラン酸化物貯蔵容器） 

 

充てん台車 

６－６－65



 

第
6
.
1
.
2
－

1
1
図

 
脱

硝
施

設
の

主
要

な
計

測
制

御
系

の
系

統
概

要
図

 
  

 
 

 
 

 
 

 
（

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

設
備

）
 

グ
ロ
ー

ブ
ボ
ッ

ク
ス

 

焙
焼
炉

へ
 

秤
量
器

 

（
粗
砕

）
 

（
冷
却

）
 

（
乾

燥
）

 

脱
硝
皿

取
扱
装

置
 

ｼ
ｬ
ｯ
ﾀ 

脱
硝

装
置

 

脱
硝

皿
 

中
間
ポ

ッ
ト

 

凝
縮
廃

液
ろ
過

器
 

凝
縮

廃
液
受
槽

へ
 

定
量

ポ
ッ

ト
か

ら
 

IT
V
 

Zs
 

W
s 

Xs
 

Ts
 IT

V
 

マ
イ

ク
ロ

波
 

発
振

機
 

：
照
度

計
に
よ

る
起

動
信

号
 

：
温
度

計
に
よ

る
起

動
信

号
 

：
秤
量

器
に
よ

る
起

動
信

号
 

：
空
気

輸
送
終

了
に

よ
る

検
知
信

号
 

：
監
視

カ
メ
ラ

 

：
制
御

の
信
号

 

Xs
 

Ts
 

W
s 

Zs
 

IT
V
 

ボ
ッ

ク
ス

 
グ

ロ
ー

ブ
 

シ
ャ

ッ
タ

 
起

動
回

路
 

脱
硝

皿
 

取
扱

装
置

 
起

動
回

路
 

空
気
輸

送
 

空
皿
秤

量
 

脱
硝
皿

 
取
扱
装

置
 

起
動
回

路
 

脱
硝
皿

 
取
扱
装

置
 

起
動
回

路
 

空
気
輸

送
終
了

検
知

及
び

脱
硝
皿

の
重

量
確
認

に
よ
る

 
脱
硝
皿

取
扱
装

置
の

起
動

回
路

 

６－６－66



 

混合 

 FT 

 QA 

 FT 

 Q 

 Ｐ 

 Q  QA  Q  QA 

還元ガス供給槽 還元ガス受槽 

遮断弁 

水素ガス 

窒素ガス 

（供給停止） 
（供給開始） 

窒素ガス（掃気用） 

還元炉へ 

遮断弁 

（供給停止） 

遮断弁 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 還元ガス製造建屋 

ガスの流れ 

制御の信号 

 Ｐ 圧力計 

水素濃度計  Q 

濃度警報 

 FT 流量計 

常時閉を

示す。 

建屋の境界

を示す。 

 Ｐ 

弁 

第 6.1.2－12 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 

       （ウラン・プルトニウム混合脱硝設備） 
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第 6.1.2－13 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 
        （ウラン・プルトニウム混合脱硝設備） 
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第 6.1.2－14 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （ウラン・プルトニウム混合脱硝設備） 
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第 6.1.2－15 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 

        （ウラン・プルトニウム混合脱硝設備） 
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第 6.1.2－16 図 脱硝施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （秤量器による粉末払出装置の起動回路)  

６－６－71



LA 

LS 

PA 

LC 

LC 

TA 

F 

F 

PS 

LC 

PA 

LS 

LA 

PS 

PC 

 

Ｌ Ｌ 

Ｈ 

Ｈ Ｈ 

P 

遮断弁 

Ｈ 

TA 

Ｐ 

 

一次蒸気 
遮 断 弁 

蒸気発生器 

加熱蒸気 

凝縮器 回収水 

回収酸 
C.V. 

水相の流れ 

使用済硝酸 
蒸発缶 精留塔 

C.V. 

Ｌ 

気相の流れ 

加熱蒸気の凝縮液 

制御の信号 

:ポンプ 

:温度警報 

:開度調節弁 

:流量制御器 

:レベル制御 

:圧力警報 

:液位警報 

:圧力による停止信号の発信 

:液位による停止信号の発信 

第 6.1.2－17 図 酸及び溶媒の回収施設の主要な計測制御系の系統概要図 

        （酸回収設備の第２酸回収系の蒸発缶） 
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第 6.1.2－18 図 酸及び溶媒の回収施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （溶媒回収設備の第１蒸発缶及び溶媒蒸留塔)  
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第 6.1.2－22 図 高レベル濃縮廃液貯槽に係る安全冷却水系及び安全圧縮 
 
        空気系の系統概要図 
 
        （高レベル廃液処理設備の高レベル濃縮廃液貯槽） 
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第 6.1.2－23 図  固体廃棄物の廃棄施設の主要な計測制御系の系統概要図 
 
        （高レベル廃液ガラス固化設備） 

Ｈ 

WA  
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WA  
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6.1.3 安全保護回路 

6.1.3.1 概要 

  安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した

場合において，これらの異常を検知し，これらの核的，熱的及び化学的制

限値を超えないようにするための設備及び火災，爆発その他の再処理施設

の安全性を著しく損なうおそれが生じたときに，これらを抑制し，又は防

止するための設備の作動を速やかに，かつ自動で開始させる設計とし，以

下のもので構成する。 

 (１) 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気温度高による

加熱停止回路 

 (２) 溶解施設の溶解槽の可溶性中性子吸収材緊急供給回路及びせん断処

理施設のせん断機のせん断停止回路 

 (３) 精製施設の逆抽出塔溶液温度高による加熱停止回路 

 (４) 分離施設のウラン濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路 

 (５) 精製施設のプルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路 

 (６) 酸及び溶媒の回収施設の第２酸回収系の蒸発缶加熱蒸気温度高によ

る加熱停止回路 

 (７) 脱硝施設の還元ガス受槽水素濃度高による還元ガス供給停止回路 

 (８) 分離施設のプルトニウム洗浄器中性子計数率高による工程停止回路 

 (９) 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気出口温度高

による加熱停止回路 

 (10) 脱硝施設の焙焼炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 

 (11) 脱硝施設の還元炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 

 (12) 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパの

閉止回路（分離建屋） 
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 (13) 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパの

閉止回路（精製建屋） 

 (14) 固体廃棄物の廃棄施設の固化セル移送台車上の質量高によるガラス

流下停止回路 

 (15) 気体廃棄物の廃棄施設の固化セル圧力高による固化セル隔離ダンパ

の閉止回路 
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6.1.3.2 設計方針 

 (１) 安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生

した場合において，これらの異常を検知し，これらの核的，熱的及び

化学的制限値を超えないようにするための設備及び火災，爆発その他

の再処理施設の安全性を著しく損なうおそれが生じたときに，これら

を抑制し，又は防止するための設備の作動を速やかに，かつ，自動で

開始させる設計とする。 

 (２) 安全保護回路は，動的機器の単一故障を仮定してもその安全機能が

確保できるよう多重性又は多様性を有するとともに，電気的，物理的

な独立性を有する設計とする。 

 (３) 安全保護回路は，検出器等を計測制御設備と一部共用する場合は，

当該検出器等を安全保護回路として設計するとともに，計測制御設備

の短絡，地絡又は断線によって安全保護回路に影響を与えない設計と

する。 

 (４) 安全保護回路は，適切な方法により，試験できるよう試験回路を設

ける設計とする。 

 (５) 安全保護回路は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計

とする。 

 (６) 安全保護回路は，電源の喪失，安全保護動作に関連する継電器のコ

イルの断線，短絡等において，安全上許容される状態になる設計とす

る。 

 (７) 安全保護回路は，それらの安全機能を健全に維持するための適切な

保守及び修理ができる設計とする。 
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6.1.3.3 主要設備の仕様 

安全保護回路の主要設備の仕様を第6.1.3－１表に示す。 

なお，安全保護回路の系統概要図を第6.1.3－１図～第6.1.3－15図に

示す。 
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6.1.3.4 主要設備 

  安全保護回路は，多重化又は多様化した回路で構成する。その多重化又

は多様化した回路は，安全機能を有する施設からの電磁障害による相互干

渉が起こらないように，電源及びケーブルトレイを２系統に分離し，電気

的，物理的な独立性を持たせる。 

安全保護回路は，検出器，変換器等を計測制御設備と共用する場合は，

当該計測制御設備の故障が安全保護回路に影響を与えないように，アイソ

レータ及び継電器を用いて計測制御設備と分離する。 

安全保護回路は，適切な方法により，試験できるよう試験回路を設け

る設計とする。 

安全保護回路は，適切な保守及び修理ができる設計とする。 

安全保護回路の火災発生防止対策は「1.5.1.2.3 不燃性材料又は難燃

性材料の使用」に示す。 

安全保護回路は，電源の喪失，安全保護動作に関連する継電器のコイ

ルの断線，短絡等において，安全上許容される状態になる設計とする。 

 (１) 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気温度高による

加熱停止回路 

高レベル廃液濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路は，液体廃

棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶におけるＴＢＰ又はＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応を防止するためのものであり，温度検出器によ

り高レベル廃液濃縮缶への加熱蒸気の温度高を検知し，蒸気発生器へ

の一次蒸気配管の遮断弁を閉じる信号を発する回路及び別の温度検出

器により高レベル廃液濃縮缶への加熱蒸気の温度高を検知し高レベル

廃液濃縮缶への加熱蒸気配管の遮断弁を閉じる信号を発する回路で多

様化して構成する。 
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 (２) 溶解施設の溶解槽の可溶性中性子吸収材緊急供給回路及びせん断処

理施設のせん断機のせん断停止回路 

可溶性中性子吸収材緊急供給回路及びせん断停止回路（せん断停止

系含む。）は，溶解施設の溶解槽における臨界事故を速やかに収束さ

せるためのものであり，溶解槽セルの外の放射線検出器により放射線

線量率高を検知し，可溶性中性子吸収材の供給配管の弁を開く信号及

びせん断機を停止する信号を発する回路を二重化して構成する。 

 (３) 精製施設の逆抽出塔溶液温度高による加熱停止回路 

逆抽出塔溶液温度高による加熱停止回路は，プルトニウム精製設備

の逆抽出塔内の有機溶媒の温度が上昇しｎ－ドデカンに引火すること

を防止するためのものであり，温度検出器により逆抽出塔の溶液温度

高を検知し，供給する有機溶媒，ＨＡＮ及びヒドラジンを含む硝酸溶

液並びに逆抽出液の加熱用の温水の遮断弁を閉じる信号を発する回路

を二重化して構成する。 

 (４) 分離施設のウラン濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路 

ウラン濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路は，分離施設のウ

ラン濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を防止するため

のものであり，温度検出器によりウラン濃縮缶への加熱蒸気の温度高

を検知し，蒸気発生器への一次蒸気配管の遮断弁を閉じる信号を発す

る回路及び別の温度検出器によりウラン濃縮缶への加熱蒸気の温度高

を検知しウラン濃縮缶への加熱蒸気配管の遮断弁を閉じる信号を発す

る回路で多様化して構成する。 

 (５) 精製施設のプルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路 

プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路は，精製施

設のプルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を
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防止するためのものであり，温度検出器によりプルトニウム濃縮缶へ

の加熱蒸気の温度高を検知し，蒸気発生器への一次蒸気配管の遮断弁

を閉じる信号を発する回路及び別の温度検出器によりプルトニウム濃

縮缶への加熱蒸気の温度高を検知しプルトニウム濃縮缶への加熱蒸気

配管の遮断弁を閉じる信号を発する回路で多様化して構成する。 

 (６) 酸及び溶媒の回収施設の第２酸回収系の蒸発缶加熱蒸気温度高によ

る加熱停止回路 

第２酸回収系の蒸発缶加熱蒸気温度高による加熱停止回路は，酸及

び溶媒の回収施設の第２酸回収系の蒸発缶におけるＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応を防止するためのものであり，温度検出器により蒸発

缶への加熱蒸気の温度高を検知し，蒸気発生器への一次蒸気配管の遮

断弁を閉じる信号を発する回路及び別の温度検出器により蒸発缶への

加熱蒸気の温度高を検知し蒸発缶への加熱蒸気配管の遮断弁を閉じる

信号を発する回路で多様化して構成する。 

 (７) 脱硝施設の還元ガス受槽水素濃度高による還元ガス供給停止回路 

還元ガス受槽水素濃度高による還元ガス供給停止回路は，ウラン・

プルトニウム混合脱硝設備の還元炉での還元ガス中の水素濃度が上昇

し水素の爆発を防止するためのものであり，還元炉に供給する還元ガ

ス中の水素濃度検出器により水素濃度高を検知し，還元ガスの供給を

停止する弁を閉じる信号を発する回路を二重化して構成する。 

 (８) 分離施設のプルトニウム洗浄器中性子計数率高による工程停止回路 

プルトニウム洗浄器中性子計数率高による工程停止回路は，分配設

備のプルトニウム洗浄器に過度のプルトニウムが流入し臨界になるこ

とを防止するためのものであり，プルトニウム洗浄器セルの外の中性

子検出器により計数率高を検知し，プルトニウム分配塔からプルトニ
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ウム洗浄器への有機溶媒の移送を停止する弁を閉じる信号を発する回

路を二重化して構成する。 

 (９) 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気出口温度高

による加熱停止回路 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器排気出口温度高による加熱停止回路は，

液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶凝縮器に供給する冷却水

が停止し凝縮機能が低下することによる放射性物質の放出の有意な増

加を防止するためのものであり，温度検出器により高レベル廃液濃縮

缶凝縮器の排気出口温度高を検知し，蒸気発生器への一次蒸気配管の

遮断弁を閉じる信号を発する回路及び別の温度検出器により高レベル

廃液濃縮缶凝縮器の排気出口温度高を検知し高レベル廃液濃縮缶への

加熱蒸気配管の遮断弁を閉じる信号を発する回路で多様化して構成す

る。 

 (10) 脱硝施設の焙焼炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 

焙焼炉ヒータ部温度高による加熱停止回路は，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝設備の焙焼炉のヒータ部温度が異常に上昇したことによる

焙焼炉の炉心管が破損し閉じ込め機能が喪失することを防止するため

のものであり，温度検出器により焙焼炉のヒータ部温度高を検知し，

ヒータへの通電を停止する信号を発する回路を二重化して構成する。 

 (11) 脱硝施設の還元炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 

還元炉ヒータ部温度高による加熱停止回路は，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝設備の還元炉のヒータ部温度が異常に上昇したことによる

還元炉の炉心管が破損し閉じ込め機能が喪失することを防止するため

のものであり，温度検出器により還元炉のヒータ部温度高を検知し，

ヒータへの通電を停止する信号を発する回路を二重化して構成する。 
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 (12) 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパの

閉止回路（分離建屋） 

外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパ閉止回路（分離建屋）は，

外部電源喪失時に分離建屋内が正圧になることを防止するためのもの

であり，外部電源の喪失を検知し分離建屋の建屋給気閉止ダンパを閉

止する信号を発する回路を二重化して構成する。 

 (13) 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパの

閉止回路（精製建屋） 

外部電源喪失による建屋給気閉止ダンパ閉止回路（精製建屋）は，

外部電源喪失時に精製建屋内が正圧になることを防止するためのもの

であり，外部電源の喪失を検知し精製建屋の建屋給気閉止ダンパを閉

止する信号を発する回路を二重化して構成する。 

 (14) 固体廃棄物の廃棄施設の固化セル移送台車上の質量高によるガラス

流下停止回路 

固化セル移送台車上の質量高によるガラス流下停止回路は，高レベ

ル廃液ガラス固化設備のガラス溶融炉からの溶融ガラスがガラス固化

体容器から漏えいすることによる放射性物質の放出の有意な増加を防

止するためのものであり，固化セル移送台車上の重量計により質量高

を検知し，ガラス流下停止信号となる流下ノズルの加熱を停止する信

号及び流下ノズルに空気を供給する弁を開ける信号を発する回路を二

重化して構成する。 

 (15) 気体廃棄物の廃棄施設の固化セル圧力高による固化セル隔離ダンパ

の閉止回路 

固化セル圧力高による固化セル隔離ダンパの閉止回路は，高レベル

廃液ガラス固化建屋の固化セルの負圧が低下した場合に固化セルから
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建屋への逆流を防止するためのものであり，圧力検出器により固化セ

ルの圧力高を検知し，固化セルへの給気系に設けた固化セル隔離ダン

パを閉止する信号を発する回路を二重化して構成する。 
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6.1.3.5 試験・検査 

  安全保護回路は，その健全性及び能力を確認するため，必要に応じて試

験回路を用いて，運転中又は停止中に試験又は検査を実施する。 
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6.1.3.6 評価 

 (１) 安全保護回路は，再処理施設の安全性を著しく損なうおそれのある

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生した場合，その異常

状態を検知し，設備を速やかに，かつ，自動で作動させる設計として

いることから，その拡大を防止又は抑制できる。 

 (２) 安全保護回路は，多重性又は多様性を有するとともに，電気的，物

理的な独立性を有する設計としていることから，動的機器の単一故障

を仮定してもその安全機能が確保できる。 

 (３) 安全保護回路は，アイソレータ及び継電器を用いて計測制御設備と

分離する設計としていることから，計測制御設備との部分的共用によ

ってその安全機能を損なうことはない。 

 (４) 安全保護回路は，試験回路を設ける設計としていることから，その

安全機能を損なうことなく，定期的に試験及び検査ができる。 

 (５) 安全保護回路は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計

としていることから，火災を防止できる。 

 (６) 安全保護回路は，駆動源の喪失又は系統の遮断が発生しても安全上

許容される状態になる設計としていることから，その安全機能を損な

うことはない。 

 (７) 安全保護回路は，それらの安全機能を健全に維持するための適切な保

守及び修理ができる設計としていることから安全機能が維持できる。 
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第6.1.3－１表(1) 安全保護回路一覧表 
 

   名     称   信号の種類    機   能  設 定 値      

液体廃棄物の廃棄施
設の高レベル廃液濃
縮缶加熱蒸気温度高
による加熱停止回路 

 高レベル廃液 
 濃縮缶加熱蒸 
 気温度高 

 一次蒸気及び加熱蒸 
 気の遮断 
 

 134℃以下 
 
 

溶解施設の溶解槽の
可溶性中性子吸収材
緊急供給回路及びせ
ん断処理施設のせん
断機のせん断停止回
路※1 

溶解槽放射線 
レベル高 

可溶性中性子吸収材 
 の溶解槽への供給 
せん断停止 

通常の放射線 
 レベルの50倍 

精製施設の逆抽出塔
溶液温度高による加
熱停止回路 

逆抽出塔溶液 
温度高 

加熱用温水の遮断  69℃以下 

分離施設のウラン濃
縮缶加熱蒸気温度高
による加熱停止回路 

ウラン濃縮缶 
加熱蒸気温度 
高 

一次蒸気及び加熱蒸 
気の遮断 

 134℃以下 

精製施設のプルトニ
ウム濃縮缶加熱蒸気
温度高による加熱停
止回路 

プルトニウム 
濃縮缶加熱蒸 
気温度高 

一次蒸気及び加熱蒸 
気の遮断 

 134℃以下 

酸及び溶媒の回収施
設の第２酸回収系の
蒸発缶加熱蒸気温度
高による加熱停止回
路 

第２酸回収系 
の蒸発缶加熱 
蒸気温度高 

一次蒸気及び加熱蒸 
気の遮断 

134℃以下 

脱硝施設の還元ガス
受槽水素濃度高によ
る還元ガス供給停止
回路 

還元ガス受槽 
水素濃度高 

還元ガス供給停止 6.0vol％以下 

分離施設のプルトニ
ウム洗浄器中性子計
数率高による工程停
止回路 

プルトニウム 
洗浄器中性子 
検出器の計数 
率高 

工程停止 
 7g･Pu/ℓ 相当 
 以下 

※１ せん断停止系含む 
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第6.1.3－１表(2) 安全保護回路一覧表 
 

   名     称   信号の種類    機   能  設 定 値      

液体廃棄物の廃棄施
設の高レベル廃液濃
縮缶凝縮器排気出口
温度高による加熱停
止回路 

高レベル廃液 
濃縮缶凝縮器 
排気出口温度 
高 

一次蒸気及び加熱蒸 
 気の遮断 
 

51℃以下 

脱硝施設の焙焼炉ヒ
ータ部温度高による
加熱停止回路 

焙焼炉ヒータ 
部温度高 

加熱停止  890℃以下 

脱硝施設の還元炉ヒ
ータ部温度高による
加熱停止回路 

還元炉ヒータ 
部温度高 

加熱停止  890℃以下 

気体廃棄物の廃棄施
設の外部電源喪失に
よる建屋給気閉止ダ
ンパの閉止回路（分
離建屋） 

外部電源喪失 
時 

建屋給気閉止ダンパ 
の閉止 

－ 
(母線電圧低) 

気体廃棄物の廃棄施
設の外部電源喪失に
よる建屋給気閉止ダ
ンパの閉止回路（精
製建屋） 

外部電源喪失 
時 

建屋給気閉止ダンパ 
の閉止 

－ 
(母線電圧低) 
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第 6.1.3－１図 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶 
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第 6.1.3－２図 溶解施設の溶解槽の可溶性中性子吸収材緊急 
       供給回路及びせん断処理施設のせん断機のせ 
       ん断停止回路 
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第 6.1.3－３図 精製施設の逆抽出塔溶液温度高による加熱停止回路 
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第 6.1.3－５図 精製施設のプルトニウム濃縮缶加熱温度高による加熱停止回路 
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第 6.1.3－７図 脱硝施設の還元ガス受槽水素濃度高による還元ガ

ス供給停止回路 
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第 6.1.3－８図 分離施設のプルトニウム洗浄器中性子計数率高

による工程停止回路 
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第 6.1.3－９図 液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液濃縮缶凝縮器 

排気出口温度高による加熱停止回路 
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第 6.1.3－10 図 脱硝施設の焙焼炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 
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第 6.1.3－11 図 脱硝施設の還元炉ヒータ部温度高による加熱停止回路 
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第6.1.3－12図 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋給

気閉止ダンパの閉止回路（分離建屋） 
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第 6.1.3－13 図 気体廃棄物の廃棄施設の外部電源喪失による建屋

給気閉止ダンパの閉止回路（精製建屋） 
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第 6.1.3－14 図  固体廃棄物の廃棄施設の固化セル移送台車上の質量高によ

るガラス流下停止回路 
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第 6.1.3－15 図 気体廃棄物の廃棄施設の固化セル圧力高によ

る固化セル隔離ダンパの閉止回路 
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6.1.4 制 御 室 

6.1.4.1 概要 

  再処理施設の運転の状態を集中的に監視及び制御するため，制御建屋に

中央制御室を設けるほか，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室を設ける。 

再処理施設の運転の監視，制御及び操作を行うための表示及び操作装置で

ある監視制御盤並びに再処理施設の安全性を確保するために必要な操作を

行うための表示及び操作装置である安全系監視制御盤は，集中的に監視，

制御及び操作が行えるよう中央制御室に設置する。 

ただし，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用する使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の運転の監視，制御及び操作を行うための表示及び操作装

置である監視制御盤並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の安全性

を確保するために必要な操作を行うための表示及び操作装置である安全系

監視制御盤は，集中的に監視，制御及び操作が行えるよう使用済燃料の受入

れ施設及び貯蔵施設の制御室に設置する。 

再処理施設の外の状況を昼夜にわたり把握するため，暗視機能を有す

る監視カメラ，気象観測設備及び公的機関から気象情報を入手できる設備

等は，制御室に設置する。 

分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施設の健全性を確

保するために計測制御系統施設で監視が要求されるパラメータを連続的に

監視するための設備及び再処理施設の安全性を確保するために必要な操作

を手動により行うことができる設備を設ける設計とする。 

制御室には，気体状の放射性物質及び外部火災により発生する有毒ガ

スに対して運転員その他の従事者を適切に防護するために，外気を遮断で

きる換気設備及び遮蔽を設け，設計基準事故が発生した場合においても運
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転員その他の従事者が制御室にとどまり再処理施設の安全性を確保するた

めに必要な操作及び措置が行える設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，再処理設備本体の

運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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6.1.4.2 設計方針 

 (１) 再処理施設の運転の状態を集中的に監視及び制御するため，制御建

屋に中央制御室を設けるほか，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を設ける。 

 (２) 制御室には，再処理施設の健全性を確保するために必要な施設の計

測制御設備のパラメータのうち,連続的に監視する必要があるものを監

視できる表示及び操作装置を配置することにより，連続的に監視及び

制御ができる設計とする。また，必要なパラメータを監視するための

表示及び操作装置は，誤操作及び誤判断を防止でき，操作が容易に行

える設計とする。 

 (３) 制御室には，主要な警報装置及び計測制御設備を設ける設計とする。 

 (４) 再処理施設の外の状況を昼夜にわたり把握するため，暗視機能を有

する監視カメラ，気象観測設備及び公的機関から気象情報を入手でき

る設備等を設置し，制御室から再処理施設に影響を及ぼす可能性のあ

る自然現象等（森林火災，草原火災，航空機落下及び近隣工場等の火

災等）を把握できる設計とする。 

 (５) 分離施設，精製施設その他必要な施設には，再処理施設の健全性を

確保するために必要なパラメータを監視できる設計とする。 

 (６) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係，せん断処理施設関係，

溶解施設関係，分離施設関係，精製施設関係，脱硝施設関係，酸及び

溶媒の回収施設関係，製品貯蔵施設関係，放射性廃棄物の廃棄施設関

係，その他再処理設備の附属施設関係，安全保護系関係，電気設備関

係，放射線管理関係，火災防護関係及び気象観測関係の監視及び操作

を手動で行える設計とする。 

 (７) 制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が制御
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室に出入りするための区域には，設計基準事故が発生した場合にも運

転員その他の従事者が制御室内にとどまり再処理施設の安全性を確保

するための措置がとれるよう，アクセス通路を確保するとともに，適

切な遮蔽を設ける設計とする。 

 (８) 制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び火災又は爆発により発

生する有毒ガスに対して運転員その他の従事者を適切に防護するため

に，外気を遮断して換気系統の再循環運転が可能な設計とする。 

 (９) 中央制御室は，再処理事業所内の運転員その他の従事者に対して操

作，作業又は退避の指示の連絡ができる設計とするとともに，緊急時

対策所及び再処理施設外の必要箇所との通信連絡ができる設計とする。

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，使用済燃料輸送容

器管理建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵

管理建屋，第１低レベル廃棄物貯蔵建屋及び第４低レベル廃棄物貯蔵

建屋の運転員その他の従事者に対して操作，作業又は退避の指示の連

絡ができる設計とするとともに中央制御室及び緊急時対策所との通信

連絡ができる設計とする。 

 (10) 制御室には，設計基準事故が発生した場合においても，運転員その

他の従事者が操作，作業及び監視を適切に実施できるよう照明を設け

る設計とする。 

 (11) 制御室は，想定される地震，内部火災，内部溢水及び化学薬品の漏え

いを考慮しても制御室での運転操作に影響を与えない設計とする。 

 (1２) 制御室に設置する必要なパラメータを監視するための表示及び操作

装置は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計とする。 

 (1３) 使用済燃料の受入れ及び貯蔵の安全確保及び運転操作上必要となる

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに同室内に設置す
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る表示及び操作装置は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用でき

る設計とする。 
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6.1.4.3 主要設備の仕様 

  制御室の主要機器仕様を第6.1.4－１表に示す。 
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6.1.4.4 主要設備 

6.1.4.4.1 中央制御室 

  中央制御室は，制御建屋内に設置し，設計基準事象が発生した場合に，

運転員その他の従事者が支障なく中央制御室に入ることができるよう，こ

れに連絡する通路及び出入りするための区域を設ける設計とする。また，

中央制御室にとどまり再処理施設の安全性確保に必要な操作，措置を行う

運転員その他の従事者が過度の被ばくを受けないよう，制御建屋中央制御

室換気設備の機能とあいまって，設計基準事故等の対処が収束するまでの

期間滞在できるよう遮蔽を設ける設計とする。 

中央制御室の換気設備は，気体廃棄物の廃棄施設の換気設備と独立し

て設け，設計基準事故時には外気との連絡口を遮断し，高性能粒子フィル

タを内蔵した中央制御室フィルタユニットを通る再循環運転とし，運転員

その他の従事者を過度の被ばくから防護する設計とする。外部との遮断が

長期にわたり，室内の雰囲気が悪くなった場合には，外気を中央制御室フ

ィルタユニットで浄化しながら取り入れることも可能な設計とする。 

再処理施設に影響を及ぼす可能性のあると想定される自然現象等（森

林火災，草原火災，航空機落下及び近隣工場等の火災等）や再処理施設の

外の状況を把握するため暗視機能を有する監視カメラを設置し，昼夜にわ

たり制御室で監視できる設計とする。 

中央制御室は，再処理施設の安全性を確保するための操作が必要とな

る理由となった事象が有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件

及び再処理施設で有意な可能性をもって同時にもたらされる環境条件（地

震，内部火災，内部溢水，化学薬品の漏えい，外部電源喪失，ばい煙及び

有毒ガス，降下火砕物による操作雰囲気の悪化並びに凍結）を想定しても，

適切な措置を講ずることにより運転員その他の従事者が運転時の異常な過
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渡変化及び設計基準事故に対応するための設備を容易に操作ができる設計

とする。 

中央制御室で想定される環境条件とその措置は次のとおり。 

 

・地震 

  中央制御室，監視制御盤及び安全系監視制御盤は，耐震性を有す

る制御建屋内に設置し，基準地震動による地震力に対し必要となる

機能が喪失しない設計とする。また，監視制御盤及び安全系監視制

御盤は床等に固定することにより，地震発生時においても運転操作

に影響を与えない設計とする。 

・内部火災 

  中央制御室に粉末消火器又は二酸化炭素消火器を設置するととも

に，常駐する運転員その他の従事者によって火災感知器による早期

の火災感知を可能とし，火災が発生した場合の運転員その他の従事

者の対応を社内規定に定め，運転員その他の従事者による速やかな

消火活動を行うことで運転操作に重大な影響を与えず容易に操作が

できる設計とする。 

・内部溢水 

  中央制御室内には溢水源となる機器を設けない設計とする。また，

他の区画からの流入を防止する設計とする。 

  万が一，火災が発生したとしても，粉末消火器又は二酸化炭素消

火器にて初期消火活動を行うため，溢水源とならないことから，運

転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

・化学薬品の漏えい 

  中央制御室内には化学薬品の漏えい源となる機器を設けない設計
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とする。また，他の区画からの流入を防止する設計とする。 

・外部電源喪失 

  中央制御室における運転操作に必要な照明は，外部電源が喪失し

た場合には，第２非常用ディーゼル発電機が起動することにより，

操作に必要な照明用の電源を確保し，運転操作に影響を与えず容易

に操作ができる設計とする。また，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照

明により中央制御室における運転操作に必要な照明を確保し，容易

に操作ができる設計とする。 

・ばい煙及び有毒ガス，降下火砕物による操作環境の悪化 

  火災又は爆発により発生する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降

下火砕物による中央制御室内の操作環境の悪化に対しては，手動で

制御建屋中央制御室換気設備の制御建屋中央制御室空調系のダンパ

を閉止し，再循環運転を行うことで外気を遮断することにより，運

転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

・凍結による操作環境への影響 

  凍結による操作環境への影響に対しては，制御建屋中央制御室換

気設備により中央制御室内の環境温度を制御することにより，運転

操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

 

（１） 再処理施設の外の状況を把握するための設備 

中央制御室において再処理施設の外の状況を把握するための設備につ

いては，「1.7.9 その他外部からの衝撃に対する考慮」で選定した再処

理施設の敷地で想定される自然現象，再処理施設敷地又はその周辺におい

て想定される再処理施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがあって

人為によるもの（故意によるものを除く。）のうち，再処理施設に影響を
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及ぼす可能性がある事象や再処理施設の外の状況を把握できるように，以

下の設備を設置する設計とする。 

また，手順に基づき，監視カメラ及び気象観測設備等により再処理施

設の外の状況を把握するとともに，公的機関から気象情報を入手できる設

備により必要な情報を入手できる設計とする。 

 ａ．再処理施設の外の状況を把握するための監視カメラ 

   再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能を有する監視カメラ

は，昼夜にわたり，再処理施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象

等（森林火災，草原火災，航空機落下及び近隣工場等の火災等）の状

況を把握することができる設計とする。 

近隣工場等の火災については，地震を起因にして発生する可能性も

考慮し，監視カメラは，基準地震動に対して機能を損なわないよう耐

震設計を有する設計とする。 

 ｂ．気象観測設備等の表示装置 

   風（台風），竜巻，凍結，降水等による再処理事業所の状況を把握す

るため，敷地内の風向，風速，気温，降水量等の計測値を表示する気

象盤及び地震計を設置する設計とする。 

 ｃ．公的機関から気象情報を入手できる設備 

   地震，津波，竜巻，落雷等の再処理施設に影響を及ぼす可能性がある

事象に関する情報を入手するため，中央制御室に電話，ファクシミリ，

社内ネットワークに接続されたパソコン等の公的機関から気象情報を

入手できる設備を設置する設計とする。 

 

 (２) 計測制御装置 

   中央制御室に設ける運転の監視，制御及び操作をするための主要な
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表示及び操作装置（記録計及び警報を含む｡）は，以下のとおりであ

る。 

 ａ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係 

   バスケット取扱装置及びバスケット搬送機の運転の監視及び制御をす

るための表示及び操作装置並びに燃料貯蔵プ－ル等の運転の監視のた

めの表示装置 

 ｂ．せん断処理施設関係 

   燃料横転クレーン，せん断機等の運転の監視及び制御をするための表

示及び操作装置 

 ｃ．溶解施設関係 

   溶解槽，硝酸調整槽，硝酸供給槽，第１よう素追出し槽，第２よう素

追出し槽，清澄機等の運転の監視及び制御をするための表示及び操作

装置 

 ｄ．分離施設関係 

   第１洗浄塔，第２洗浄塔，補助抽出器，プルトニウム分配塔，プルト

ニウム洗浄器，ウラン逆抽出器，ウラン濃縮缶等の運転の監視及び制

御をするための表示及び操作装置 

 ｅ．精製施設関係 

   逆抽出器，ウラン濃縮缶，抽出塔，逆抽出塔，プルトニウム洗浄器，

プルトニウム濃縮缶等の運転の監視及び制御をするための表示及び操

作装置 

 ｆ．脱硝施設関係 

   脱硝塔，還元炉等の運転の監視及び制御をするための表示及び操作装置 

 ｇ．酸及び溶媒の回収施設関係 

   蒸発缶，溶媒洗浄器，溶媒蒸留塔等の運転の監視及び制御をするため
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の表示及び操作装置 

 ｈ．製品貯蔵施設関係 

   貯蔵容器台車，移載機等の運転の監視及び制御をするための表示及び

操作装置 

 ｉ．放射性廃棄物の廃棄施設関係 

   高レベル廃液濃縮缶，高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽等

の運転の監視及び制御をするための表示及び操作装置 

 ｊ．その他再処理設備の附属施設関係 

   安全圧縮空気系の空気圧縮機，安全冷却水系の冷却水循環ポンプ，安全

蒸気系のボイラの運転の監視及び制御をするための表示及び操作装置 

 ｋ．安全保護系関係 

   安全保護系の表示及び操作装置 

 ｌ．電気設備関係 

   せん断処理施設，溶解施設等の電源系統の監視及び制御をするための

表示及び操作装置 

 ｍ．放射線管理関係 

   放射線監視のための表示装置 

 ｎ．火災防護関係 

   火災報知のための表示装置 

 ｏ．気象観測関係 

   風向，風速等の表示装置 

 

 (３) 制御建屋中央制御室換気設備 

   中央制御室の換気系統は，気体状の放射性物質及び火災又は爆発によ

り発生する有毒ガスに対して，運転員その他の従事者を防護し，必要
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な操作及び措置が行えるようにするため，気体廃棄物の廃棄施設の換

気設備とは独立とし，外気を中央制御室フィルタユニットへ通して取

り入れるか，又は外気との連絡口を遮断し，中央制御室フィルタユニ

ットを通して再循環できるように設計するとともに，基準地震動によ

る地震力に対し必要となる機能が喪失しない設計とする（「6.1.5 制

御室換気設備」参照）｡ 

 

 (４) 中央制御室遮蔽 

   中央制御室遮蔽は，中央制御室を内包する制御建屋と一体構造とし，

短時間の全交流動力電源喪失等の設計基準事故時に，中央制御室にとど

まり必要な操作，措置を行う運転員その他の従事者が過度の被ばくを受

けないように設置する設計とする。また，運転員その他の従事者が中央

制御室遮蔽を透過する放射線による線量，中央制御室に侵入した外気に

よる線量及び入退域時の線量が，制御建屋中央制御室換気設備の機能と

あいまって，設計基準事故等の対処が収束するまでの期間滞在できるよ

う適切な遮蔽厚を有する設計とする（「1.3 放射線の遮蔽に関する設

計」参照）。 

 

 (５) 通信連絡設備及び照明設備 

   中央制御室には，通信連絡設備を設け，再処理事業所内の従事者に

対し操作，作業又は退避の指示の連絡ができる設計とするとともに再処

理施設外の必要箇所との通信連絡ができる設計とする（「9.17 通信連

絡設備」参照）。 

   また，中央制御室には，避難用とは別に作業用の照明設備を設け，設

計基準事故が発生した場合においても，従事者が操作，作業及び監視
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を適切に実施できる設計とする（「9.2 電気設備」参照）。 
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6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋に設置する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，再処理設備本体の

運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，再処理施設の安全

性を確保するための操作が必要となる理由となった事象が有意な可能性を

もって同時にもたらされる環境条件及び再処理施設で有意な可能性をもっ

て同時にもたらされる環境条件（地震，内部火災，内部溢水，化学薬品の

漏えい，外部電源喪失，ばい煙及び有毒ガス，降下火砕物による操作雰囲

気の悪化並びに凍結）を想定しても，適切な措置を講じることにより運転

員その他の従事者が運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故に対応する

ための設備を容易に操作ができる設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室で想定される環境条件

とその措置は次のとおり。 

 

・地震 

  監視制御盤及び安全系監視制御盤は，耐震性を有する使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋内に設置し，基準地震動による地震力に対し必要

となる機能が喪失しない設計とする。また，安全上重要な設備の制

御盤は床等に固定することにより，地震発生時においても運転操作

に影響を与えない設計とする。 

・内部火災 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に粉末消火器又は

二酸化炭素消火器を設置するとともに，常駐する運転員その他の従
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事者によって火災感知器による早期の火災感知を可能とし，火災が

発生した場合の運転員その他の従事者の対応を社内規定に定め，運

転員その他の従事者による速やかな消火活動を行うことで運転操作

に重大な影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

・内部溢水 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内には溢水源がな

く，他の区画からの溢水の流入を防止する設計とするとともに，万

が一，火災が発生したとしても，粉末消火器又は二酸化炭素消火器

にて初期消火活動を行うため，溢水源とならないことから，運転操

作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

・化学薬品の漏えい 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，化学薬品の

漏えい源となる機器を設けない設計とする。また，他の区画からの

流入を防止する設計とする。 

・外部電源喪失 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室における運転操作

に必要な照明は，外部電源が喪失した場合には，第１非常用ディー

ゼル発電機が起動することにより，操作に必要な照明用の電源を確

保し，運転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。ま

た，直流非常灯及び蓄電池内蔵型照明により使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室における運転操作に必要な照明を確保し，

容易に操作ができる設計とする。 

・ばい煙及び有毒ガス，降下火災物による制御室内雰囲気の悪化 

  火災又は爆発により発生する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降

下火砕物による使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の
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操作雰囲気の悪化に対しては，手動で使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

制御室換気設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系のダン

パを閉止し，再循環運転を行うことで外気を遮断することにより，

運転操作に影響を与えず容易に操作ができる設計とする。 

・凍結による操作環境への影響 

  凍結による操作環境への影響に対しては，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋制御室換気設備により使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設

の制御室内の環境温度を制御することにより，運転操作に影響を与

えず容易に操作ができる設計とする。 

 

（１） 再処理施設の外の状況を把握するための設備 

  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室において再処理施設の外

の状況を把握するための設備については，「1.7.9 その他外部からの衝

撃に対する考慮」で選定した再処理施設の敷地で想定される自然現象，再

処理施設敷地又はその周辺において想定される再処理施設の安全性を損な

わせる原因となるおそれがあって人為によるもの（故意によるものを除

く。）のうち，再処理施設に影響を及ぼす可能性がある事象や再処理施設

の外の状況を把握できるように，以下の設備を設置する設計とする。 

 ａ．再処理施設の外の状況を把握するための監視カメラ 

   再処理施設の外の状況を把握するため，暗視機能を有する監視カメラ

は，昼夜にわたり，再処理施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象

等（森林火災，草原火災，航空機落下及び近隣工場等の火災等）の状

況を把握することができる設計とする。 

   近隣工場等の火災については，地震を起因にして発生する可能性も考

慮し，監視カメラは，基準地震動に対して機能を損なわないよう耐震
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設計を有する設計とする。 

 ｂ．気象観測設備等の表示装置 

   風（台風），竜巻，凍結，降水等による再処理事業所の状況を把握す

るため，中央制御室に設置した気象観測設備等の計測値を通信連絡設

備により把握する設計とする。 

 ｃ．公的機関から気象情報を入手できる設備 

   地震，津波，竜巻，落雷等の再処理施設に影響を及ぼす可能性がある

事象に関する情報は，中央制御室に設置した電話，ファクシミリ，社

内ネットワークに接続されたパソコン等の公的機関から気象情報を入

手できる設備からの情報を通信連絡設備により把握する設計とする。 

 

 (２) 計測制御装置 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に設ける運転の監視，

制御及び操作をするための主要な表示及び操作装置（記録計及び警報

を含む。）は，以下のとおりである。 

 ａ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係 

   燃料取出しピット，燃料仮置きピット，燃料貯蔵プール，燃料送出し

ピット等の運転の監視及び制御をするための表示及び操作装置 

 ｂ．電気設備関係 

   電源系統の監視及び制御をするための表示及び操作装置 

 ｃ．放射線管理関係 

   放射線監視のための表示装置 

 ｄ．火災防護関係 

   火災報知のための表示装置 
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 (３) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の換気系統は，気体廃

棄物の廃棄施設の換気設備とは独立とし，外気を制御室フィルタユニ

ットを通して取り入れるか，又は外気との連絡口を遮断し，制御室フ

ィルタユニットを通して再循環できるように設計する（「6.1.5 制御

室換気設備」参照）｡ 

 

 (４) 制御室遮蔽 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，従事者が過度な

被ばくを受けないように遮蔽を設ける設計とする｡ 

 

 (５) 通信連絡設備及び照明設備 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，通信連絡設備

を設け，使用済燃料輸送容器管理建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，

使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋，第１低レベル廃棄物貯蔵建屋及び

第４低レベル廃棄物貯蔵建屋の従事者に対し操作，作業又は退避の指

示の連絡ができる設計とするとともに中央制御室及び緊急時対策所へ

通信連絡ができる設計とする（「9.17 通信連絡設備」参照）。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室には，避難用

とは別に作業用照明設備を設け，従事者が操作，作業及び監視を適切

に実施できる設計とする（「9.2 電気設備」参照）。 
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6.1.4.5 試験・検査 

  制御室にある安全系監視制御盤は，定期的に試験又は検査を行い，その

機能の健全性を確認する。 
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6.1.4.6 評  価 

 (１) 制御建屋に中央制御室を設ける設計とすることで，再処理施設の運

転の状態を集中的に監視及び制御することができるほか，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋に使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室を

設けることで，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の状態を集中的

に監視及び制御することができる。 

 

 (２) 中央制御室には，再処理施設の健全性を確保するために必要な施設

の計測制御設備のパラメータのうち,連続的に監視する必要があるもの

を監視できる表示及び操作装置を配置し，また，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の健全性を確保するために必要な施設の計測制御設備のパラメータ

のうち,連続的に監視する必要があるものを監視できる表示及び操作装

置を配置することにより，連続的に監視及び制御ができる。また，必

要なパラメータを監視するための表示及び操作装置は，誤操作及び誤

判断を防止でき，操作を容易に行うことができる。 

 

 (３) 制御室に主要な警報装置及び計測制御設備を設けることで，再処理

施設内の運転の状態を集中的に監視及び制御することができる。 

 

 (４) 制御室は，再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能を有す

る監視カメラ，気象観測関係の表示装置及び公的機関から気象情報を

入手できる設備によって昼夜にわたり，再処理施設に影響を及ぼす可

能性のある自然現象，航空機落下及び森林火災を把握することができ

る。また，再処理施設の外の状況を把握するための暗視機能を有する
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監視カメラは，基準地震動Ｓｓに対する耐震性の確保等により，地震

を要因として発生する近隣工場等の火災，その他自然現象等が発生し

た場合においても，再処理施設の周辺状況を把握することができる設

計とする。 

 

 (５)  使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設関係，せん断処理施設関係，

溶解施設関係，分離施設関係，精製施設関係，脱硝施設関係，酸及び

溶媒の回収施設関係，製品貯蔵施設関係，放射性廃棄物の廃棄施設関

係，その他再処理設備の附属施設関係，安全保護系関係，電気設備関

係，放射線管理関係，火災防護関係及び気象観測関係の監視並びに操

作を手動で行うことができる。 

 

 (６)  制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の従事者が制御

室に出入りするための区域には，運転員その他の従事者が過度の放射

線被ばくを受けないような遮蔽設計及びアクセス通路を確保する設計

としているので，設計基準事故が発生した場合にも運転員その他の従

事者が制御室内にとどまり再処理施設の安全性を確保するための措置

がとれる。 

 

 (７) 制御室は，外気との連絡口を遮断して換気系統の再循環運転が可能

な設計とすることにより，気体状の放射性物質及び火災又は爆発によ

り発生する有毒ガスから運転員その他の従事者を防護することができ

るため，設計基準事故が発生した場合にも運転員その他の従事者が制

御室にとどまり必要な操作及び措置ができる。 
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 (８) 制御室は，通信連絡設備を設けるため，再処理事業所内の運転員そ

の他の従事者に対し必要な操作，作業又は退避の指示等の連絡が行え

るとともに再処理施設外の必要箇所との通信連絡ができる。 

 

 (９) 制御室は，外部電源喪失時においても第１非常用ディーゼル発電機又

は第２非常用ディーゼル発電機から給電され，第１非常用蓄電池又は

第２非常用蓄電池からの給電により点灯する直流非常灯又は蓄電池内

蔵型照明を備え，機能が喪失しない設計とする。 

 

 (10) 制御室は，溢水源及び化学薬品の漏えい源となる機器がなく，他の

区画からの流入を防止する設計とするとともに，制御室にて火災が発

生した場合は運転員が火災状況を確認できる設計とし，万が一，火災

が発生したとしても，初期消火活動を行うことができるように，消火

器を設置しており，かつ，制御室外で発生した溢水及び火災に対して

も，制御室の機能に影響を与えることがない設計としているため，想

定される地震，内部火災及び内部溢水を考慮しても制御室での運転操

作に影響を与えない。 

 

 (11) 制御室に設置する必要なパラメータを監視するための表示及び操作

装置は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する設計としている

ため，火災を防止できる。 

 

 (12) 使用済燃料の受入れ及び貯蔵の安全確保及び運転操作上必要な使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室及び同室内に設置する表示

及び操作装置は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる。 
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第6.1.4－１表 制御室の主要設備の仕様 

 

 (１) 中央制御室 

    監視制御盤        １式 

    安全系監視制御盤     １式 

屋外監視カメラ      ３台 

気象盤          １式 

 (２) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

    監視制御盤        １式 

    安全系監視制御盤     １式 

屋外監視カメラ      ３台 

（中央制御室の屋外監視カメラと兼用） 

  なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，再処理設備本

 体の運転開始に先立ち使用する。 
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6.1.5 制御室換気設備 

6.1.5.1 概要 

  制御室換気設備は，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室の換気・空調及び雰囲気の浄化を行うものであり，制御建屋

中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備で構

成する。 

  制御建屋中央制御室換気設備系統概要図及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋制御室換気設備系統概要図をそれぞれ第6.1.5－１図及び第6.1.5－２図

に示す。 
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6.1.5.2 設計方針 

 (１) 制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び外部火災により発生す

る有毒ガスに対して，必要に応じて外気との連絡口を遮断し，運転員

その他の従事者を適切に防護できる設計とする。 

 

 (２) 制御室換気設備は，各区域の換気及び空調を適切に行える設計とす

る。 

 

 (３) 制御室換気設備の安全上重要な系統及び機器は，それらを構成する

動的機器の単一故障を仮定しても，安全機能が確保できる設計とする。 

 

 (４) 制御室換気設備の安全上重要な系統及び機器は，外部電源系統の機

能喪失を仮定しても安全機能を確保できる設計とする。 

 

 (５) 制御室換気設備の安全上重要な送風機及びフィルタユニットは，定

期的に試験及び検査ができる設計とする。 

 

 (６) 制御室換気設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用し，火

災区域の耐火壁を貫通するダクトには，原則として，貫通部近傍に防

火ダンパを設けることで，万一の火災の発生を想定しても火災の拡大

を防止できる設計とする。 

 

 (７) 制御室換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備は，

再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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6.1.5.3 主要設備の仕様 

  制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換

気設備の主要設備の仕様をそれぞれ第6.1.5－１表及び第6.1.5－２表に示

す。 

  なお，制御室換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用する。 
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6.1.5.4 主要設備 

  制御室換気設備は，給気系，排気系及び空調系で構成し，適切な換気及

び空調を行う設計とするとともに，制御室換気設備は，気体状の放射性物

質及び制御室外の火災又は爆発により発生する有毒ガスに対して，必要に

応じて外気との連絡口を遮断し，運転員その他の従事者を適切に防護でき

る設計とする。 

  また，制御室換気設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用する

とともに，万一の火災に備え，火災区域の耐火壁を貫通するダクトには，

貫通部近傍に防火ダンパを設ける設計とする。 

  なお，制御室換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用できる設計とする。 

 

 (１) 制御建屋中央制御室換気設備 

   制御建屋中央制御室換気設備は，以下の系統で構成する。 

   ・制御建屋中央制御室給気系 

   ・制御建屋中央制御室排気系 

   ・制御建屋中央制御室空調系 

 

   制御建屋中央制御室換気設備系統概要図を第6.1.5－１図に，制御建

屋中央制御室換気設備の主要設備の仕様を第6.1.5－１表に示す。 

 

 ａ．制御建屋中央制御室給気系 

   制御建屋中央制御室給気系は，制御建屋の中央制御室へ外気を供給す

るため，中央制御室給気ユニットで構成する。 
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 ｂ．制御建屋中央制御室排気系 

   制御建屋中央制御室排気系は，制御建屋の中央制御室から排気するた

め，中央制御室排風機で構成する。 

 

 ｃ．制御建屋中央制御室空調系 

   制御建屋中央制御室空調系は，通常時及び設計基準事故時に制御建屋

の中央制御室の雰囲気を所定の条件に維持するため,中央制御室フィル

タユニット，中央制御室空調ユニット及び中央制御室送風機で構成す

る。 

制御建屋中央制御室空調系は，設計基準事故時に必要に応じて外気

との連絡口を遮断し,制御建屋の中央制御室内空気を中央制御室フィル

タユニットを通し再循環して浄化運転することができるとともに，必

要に応じて外気を中央制御室フィルタユニットを通して取り入れるこ

とができる設計とする。 

   制御建屋中央制御室空調系はそれらを構成する動的機器の単一故障を

仮定しても安全機能が確保できるよう多重化し，また，中央制御室送

風機は，外部電源喪失時においても安全機能が確保できるよう非常用

所内電源系統に接続できる設計とする。 

 

 (２) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，以下の系統で構成す

る。 

   ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系 

   ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系 

   ・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系 
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   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備系統概要図を第6.1.5－

２図に，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の主要設備の仕様

を第6.1.5－２表に示す。 

 

 ａ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室給気系は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室へ外気を供給するため，制御室給気ユニット

で構成する。 

 

 ｂ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室排気系は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室から排気するため，制御室排風機で構成する。 

 

 ｃ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室の雰囲気を所定の条件に維持するため, 制御

室フィルタユニット,制御室空調ユニット及び制御室送風機で構成する。 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系は，必要に応じて外気との

連絡口を遮断し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内空

気を制御室フィルタユニットを通し再循環して浄化運転することがで

きるとともに,必要に応じて外気を制御室フィルタユニットを通して取

り入れることができる設計とする。 
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6.1.5.5 試験・検査 

  制御室換気設備のうち安全上重要な送風機及びフィルタは，定期的に試

験及び検査を実施する。 
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6.1.5.6 評  価 

 (１) 制御室換気設備は，気体状の放射性物質及び制御室外の火災又は爆

発により発生する有毒ガスに対して，必要に応じて外気との連絡口を

遮断して制御室内空気を中央制御室フィルタユニット及び制御室フィ

ルタユニットを通して再循環することによって浄化運転し,必要に応じ

て外気を中央制御室フィルタユニット及び制御室フィルタユニットを

通して取り入れる設計としているので，運転員その他の従事者を適切

に防護できる。 

 (２) 制御室換気設備は，各区域の換気・空調を行うことができる。 

 (３) 制御室換気設備の安全上重要な制御建屋中央制御室換気設備の中央

制御室送風機は，多重化する設計としているので，単一故障を仮定し

ても，安全機能を確保できる。 

 (４) 制御室換気設備の安全上重要な制御建屋中央制御室換気設備の中央

制御室送風機は，その他再処理設備の附属施設の非常用所内電源系統

に接続する設計としているので，外部電源系統の機能喪失時にも，そ

の系統の安全機能を確保できる。 

 (５) 制御室換気設備の安全上重要な制御建屋中央制御室換気設備の中央

制御室送風機は，多重化する設計とし，フィルタユニットは予備を備

える設計とするので，安全機能を損なうことなく，定期的な試験及び

検査ができる。 

 (６) 制御室換気設備は，可能な限り不燃性又は難燃性材料を使用すると

ともに，万一の火災に備えて火災区域の耐火壁を貫通するダクトには，

原則として，貫通部近傍に防火ダンパを設ける設計としているので，

火災の拡大を防止できる。 

 (７) 制御室換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な使用済
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燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，再処理設備本体の運転開始

に先立ち使用できる。 
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第6.1.5－１表 制御建屋中央制御室換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 制御建屋中央制御室空調系 

 ａ．中央制御室フィルタユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ３(うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約３千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．中央制御室送風機 

    台  数    ２(うち１台は予備） 

    容  量    約11万ｍ３／ｈ／台 
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第6.1.5－２表 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の 

          主要設備の仕様 

 

 (１) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室空調系＊  

 ａ．制御室フィルタユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約５千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．制御室送風機 

    台  数    ２(うち１台は予備） 

    容  量    約６万ｍ３／ｈ／台 

  *印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備である。 
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6.2 重大事故等対処設備 

6.2.1 計装設備 

6.2.1.1 概要 

 (１) 重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ 

   再処理施設には，重大事故等が発生した場合において，計測機器（非

常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事故等

に対処するために監視することが必要なパラメータを計測することが

困難となった場合，再処理施設における重大事故等の事象進展速度や重

大事故等に対処するための時間的余裕の観点を考慮し，当該パラメータ

を推定するために必要な設備を設ける設計とする。 

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータは，パ

ラメータの重要性や計測にあたっての優先順位の明確化の観点から，以

下のとおり分類する。 

再処理施設の状態を監視するパラメータのうち，当該重大事故等に対

処するために監視することが必要なパラメータは，「添付書類八 5. 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な

技術的能力」のうち，以下の作業手順に用いるパラメータ及び「添付書

類八 7. 重大事故等に対する対策の有効性評価」において監視を行う

パラメータから抽出する（以下「抽出パラメータ」という。）。 

・1. 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

・2. 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等 

・3. 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための手

順等 

・4. 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

・5. 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 
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・6. 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための手順等 

・7. 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

・8. 電源の確保に関する手順等 

・9. 事故時の計装に関する手順等 

   なお，以下の作業手順に用いるパラメータについては，重大事故等の

発生防止対策，拡大防止対策を実施するための手順ではないため，各々

の手順において整理する。 

・10. 制御室の居住性等に関する手順等 

・11. 監視測定等に関する手順等 

・12. 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

・13. 通信連絡に関する手順等 

   抽出パラメータのうち，重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策

等を成功させるために把握することが必要なパラメータを主要パラメ

ータとする。また，抽出パラメータのうち，電源設備の受電状態，重大

事故等対処設備の運転状態及び再処理施設の状態を補助的に監視する

パラメータを補助パラメータとする。 

主要パラメータのうち，再処理施設の状態を直接監視するパラメータ

を重要監視パラメータとする。主要パラメータのうち，再処理施設の状

態を間接監視又は推定するパラメータを重要代替監視パラメータとす

る。 

重要代替監視パラメータが複数ある場合は，重要監視パラメータとの

相関性の高さ，検出器の種類及び使用環境条件を踏まえた確からしさを

考慮し，計測に当たっての優先順位を定める。 

重要代替監視パラメータは，重要監視パラメータと同一物理量のパラ

メータを計測する異なる計測点(以下「他チャンネル」という。)がある
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場合は，重要代替監視パラメータとしていずれか１つの適切な他チャン

ネルを選定し，計測する設計とする。また，重要監視パラメータを換算

等により推定，又は推測可能なパラメータがある場合は，重要代替監視

パラメータとして計測する設計とする。 

重要監視パラメータの計測が困難となった場合は，「添付書類八 5. 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な

技術的能力」のうち，「1.10 事故時の計装に関する手順等」に示す対

応手段等により重要代替監視パラメータの計測手段に着手することで，

再処理施設の状態を推定，又は推測する手段を有する設計とする。 

 

(２) 重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを把握

する設備 

主要パラメータを計測する設備は，以下の設備構成とし，重大事故等

の発生要因に応じて対処に有効な設備を使用する設計とする。 

重要監視パラメータを計測する設備を重要計器，重要代替監視パラメ

ータを計測する設備を重要代替計器とし，重大事故等の発生要因に応じ

て，各々可搬型計器又は常設計器を使用する設計とする。 

重要監視パラメータを計測する計器のうち，可搬型計器を可搬型重要

計器，常設計器を常設重要計器とする。また，重要代替監視パラメータ

を計測する計器のうち，可搬型計器を可搬型重要代替計器，常設計器を

常設重要代替計器とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は重大事故等対処設備とし

て配備する。常設重要計器は，設計基準対象の施設である計測制御設備

の常設計器を重大事故等対処設備として位置付ける。また，一部の常設

重要計器は重大事故等対処設備として設置する。 
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可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，計測方式に応じて設計基

準対象の施設である計測制御設備の計装導圧配管及び温度計ガイド管

（以下「計装配管」という。）を使用する設計とする。 

パラメータの計測に必要な電源は，「9.2 電気設備」の一部及び

「6.2.5 制御室」の情報把握計装設備により電源を供給する設計とす

る。また，パラメータの計測に必要な圧縮空気は，可搬型計測ユニッ

ト用空気圧縮機，「9.3 圧縮空気設備」の安全圧縮空気系，一般圧縮

空気系又は可搬型空気圧縮機から空気を供給する設計とする。 

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを把

握するための設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータの計測範囲，重大事

故時における変動範囲及び重大事故等対処設備の個数を第6.2.1－１表，

重要代替監視パラメータによる重要監視パラメータの推定方法を第

6.2.1－２表，補助パラメータの対象を第6.2.1－３表に示す。 

主要パラメータを計測する設備の計測概要図を第6.2.1－１図，第

6.2.1－２図、第6.2.1－３図及び第6.2.1－４図に示す。 

(３) 再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において把握するパラメータ 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発生した場合に

おいて必要な情報として把握するパラメータは，添付書類八の「4.2 大

規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

への対応における事項」の対処を行うために整備する以下の３つの活動

を行うための手順で用いるパラメータとする。 

・大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

・燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損
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傷を緩和するための対策に関する手順等 

・放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順等 

これらの活動は，添付書類八の「添付１ 重大事故の発生及び拡大の

防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」のうち，「1. 臨

界事故の拡大を防止するための手順等」，「2. 冷却機能の喪失による蒸

発乾固に対処するための手順等」，「3. 放射線分解により発生する水

素による爆発に対処するための手順等」，「4. 有機溶媒等による火災又

は爆発に対処するための手順等」，「5. 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のた

めの手順等」，「6. 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するため

の手順等」，「7. 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等」及

び「8.電源の確保に関する手順等」に用いる重大事故等対処設備にて当

該活動を行うことから，「9. 事故時の計装に関する手順等」のパラメ

ータの選定においてはこれを網羅したパラメータ選定を行う設計とす

る。 

 

 (４) 再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において必要な情報を把握する設備 

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において必要な情報を把握する設備として，可搬型重要計器，

可搬型重要代替計器，常設重要計器，常設重要代替計器及び「6.2.5 制

御室」の計測制御装置並びに「9.16 緊急時対策所」の緊急時対策建屋

情報把握設備を使用する設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器，常設重要計器，常設重要代

替計器により計測したパラメータは，「6.2.5 制御室」の計測制御装置

及び「9.16 緊急時対策所」の緊急時対策建屋情報把握設備に伝送し，
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中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室又は緊急時

対策所において必要な情報を共有することにより，共通要因によって制

御室と同時に必要な情報を把握する機能が損なわれない設計とする。 
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6.2.1.2 設計方針 

(１) 重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測

するための設備 

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータは，

重大事故等に対処するための設備として，可搬型計器及び常設計器を

用いて計測する設計とする。重要監視パラメータを計測する設備を重

要計器，重要代替監視パラメータを計測する設備を重要代替計器とし，

重大事故等の発生要因に応じて，各々可搬型計器又は常設計器を使用

する設計とする。重要監視パラメータを計測する可搬型計器を可搬型

重要計器，重要監視パラメータを計測する常設計器を常設重要計器と

する。また，重要代替監視パラメータを計測する可搬型計器を可搬型

重要代替計器，重要代替監視パラメータを計測する常設計器を常設重

要代替計器とする。 

重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計

測するための設備を第6.2.1-４表に示す。 

 

(２) 多様性，位置的分散 

「1.7.18 重大事故等対処施設に関する設計」の「(１) 多様性，位置

的分散，悪影響防止等」の「ａ．多様性，位置的分散」に示す基本方針

を踏まえ以下の通り設計する。 

可搬型重要代替計器及び常設重要代替計器は，可搬型重要計器及び常

設重要計器と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，異なる物理量の計測又は計測方式により換算表等を用いて推定

することで，可能な限り多様性を有する設計とする。 

重要代替監視パラメータは，重要監視パラメータと異なる計測点とす
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ることにより，可能な限り位置的分散を図る設計とする。 

常設重要計器及び常設重要代替計器は，地震，溢水，化学薬品漏えい，

火災及び内部発生飛散により機能が損なわれる場合，代替設備による機

能の確保，修理等の対応により重大事故等に対処するための機能を損な

わない設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する

等の手順を整備する。 

常設重要計器及び常設重要代替計器は，風（台風），竜巻，凍結，高温，

降水，積雪，落雷，火山の影響，森林火災及び航空機落下により機能が

損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理等の対応により機能

を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止

する等の手順を整備する。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，常設重要計器及び常設重

要代替計器と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，可搬型とすることで独立性を有する設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替のうち以下の設備については，外

部からの衝撃による損傷の防止が図られた前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建

屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び制御建屋内の計測制御系統施設の

計測制御設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，計測制

御系統施設の計測制御設備と異なる場所に保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部発生飛散物及び配管の全周破断

に対して可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，計測制御系統施設

の計測制御設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないようにする

ため，可能な限り位置的分散を図る。 
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  【前処理建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

【分離建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型冷却コイル通水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 
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・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮水槽液位計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

  【精製建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 
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・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 
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・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

【高レベル廃液ガラス固化建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 
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・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

  【使用済燃料受入れ・貯蔵建屋】 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ） 

  【制御建屋】 

・ガンマ線用サーベイメータ 

・中性子線用サーベイメータ 

・可搬型建屋内線量率計 

 

以下の可搬型設備は，転倒しないことを確認する，又は必要により固

縛等の処置をするとともに，基準地震動による地震力により生じる敷地

下斜面のすべり等の影響を受けない場所に，計測制御系統施設の計測制

御設備，常設重要計器及び常設重要代替計器が設置される建屋から 100

ｍ以上の離隔距離を確保した複数の保管場所に保管することで位置的分

散を図る。 

・可搬型冷却水排水線量計 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体） 

・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型スプレイ設備流量計 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 
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・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計） 

・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

・可搬型貯水槽水位計（ロープ式） 

・可搬型貯水槽水位計（電波式） 

・可搬型第１貯水槽給水流量計 

・可搬型空冷ユニット A 

・可搬型空冷ユニット B 

・可搬型空冷ユニット C 

・可搬型空冷ユニット D 

・可搬型空冷ユニット E 

・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計用冷却ケース 

・可搬型計測ユニット 

・可搬型監視ユニット 

・可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器の電源は，計測制御系統施設

の計測制御設備の電源と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

乾電池，充電池又は可搬型発電機から給電することで，電気設備の設計

基準対象の施設に対して多様性を有する設計とする。 
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 (２) 悪影響防止 

   「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(１) 多様性，位置

的分散，悪影響防止等」の「ｂ．悪影響防止」に示す基本方針を踏まえ

以下のとおり設計する。 

常設重要計器及び常設重要代替計器のうち，以下の設備は，安全機能

を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設

備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

・プルトニウム濃縮缶供給槽液位計 

・供給槽ゲデオン流量計 

・プルトニウム濃縮缶圧力計 

・プルトニウム濃縮缶気相部温度計 

・プルトニウム濃縮缶液相部温度計 

・プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計 

 

(３) 個数・容量 

   「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(２) 個数及び容量」

に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する添付書類八の「添付１ 重大事故の発

生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」の

うち，「7. 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等」で使用す

る貯水槽水位計は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事

故等対処に同時に対処することを考慮し，対処に必要となる計測範囲及

び個数を有する設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，重大事故等の対処に必要
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なパラメータの計測に必要な計測範囲を有する設計とする。保有数は，

重大事故等の対処に必要な個数を確保するとともに，故障時及び保守点

検による待機除外時のバックアップを必要数以上確保する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する以下の可搬型重要計器は，再処理施設

及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処に同時に対処すること

を考慮し，対処に必要となる計測範囲及び個数を確保するとともに，故

障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを必要数以上確保す

る。 

・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

・可搬型第１貯水槽給水流量計 

・可搬型貯水槽水位計（ロープ式） 

・可搬型貯水槽水位計（電波式） 
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 (４) 環境条件等 

   「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(３) 環境条件等」

の「ａ．環境条件」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

   常設重要計器及び常設重要代替計器は，外部からの衝撃による損傷を

防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に設置し，風（台風）

等により機能を損なわない設計とする。 

常設重要計器及び常設重要代替計器は，溢水，化学薬品漏えい，火災

及び内部発生飛散物に対して，代替設備による機能の確保，修理等の対

応により重大事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。ま

た，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

常設重要計器及び常設重要代替計器は，地震等により機能が損なわれ

る場合，代替設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持す

る設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の

手順を整備する。 

添付書類八の「添付１ 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置

を実施するために必要な技術的能力」の「2. 冷却機能の喪失による蒸

発乾固に対処するための手順等」，「3. 放射線分解により発生する水素

による爆発に対処するための手順等」及び「5. 使用済燃料貯蔵槽の冷

却等のための手順等」に用いる常設重要計器及び常設重要代替計器は，

地震，溢水，化学薬品漏えい，火災及び内部飛散物により機能が損なわ

れる場合，可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器による対策を講ずる

ことができる設計とする。 
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   可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器を接続する計装配管は，「ロ． 

(７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器を接続する計装配管の接続口

は，溢水に対して，溢水量を考慮した位置への設置及び被水を考慮した

設計とする。 

以下の可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とするとともに，「ロ． (７) 

(ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。また，溢

水量，化学薬品の漏えい量及び内部飛散物を考慮し，影響を受けない位

置への保管，被水及び被液防護を講ずる設計とする。 

 【前処理建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 
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・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

【分離建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型冷却コイル通水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮水槽液位計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 
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・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

  【精製建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 
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・可搬型セル導出ユニット流量計 

【ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計 

・可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

【高レベル廃液ガラス固化建屋】 

・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 
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・可搬型貯槽温度計 

・可搬型冷却水流量計 

・可搬型貯槽液位計 

・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器出口排気温度計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

・可搬型フィルタ差圧計 

・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型冷却コイル圧力計 

・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

・可搬型導出先セル圧力計 

・可搬型漏えい液受皿液位計 

・可搬型水素濃度計 

・可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

・可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

・可搬型セル導出ユニット流量計 

  【使用済燃料受入れ・貯蔵建屋】 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ） 

  【制御建屋】 

・ガンマ線用サーベイメータ 

・中性子線用サーベイメータ 
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・可搬型建屋内線量率計 

【第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所】 

・可搬型冷却水排水線量計 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式） 

・可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体） 

・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型スプレイ設備流量計 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ） 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計） 

・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

・可搬型貯水槽水位計（ロープ式） 

・可搬型貯水槽水位計（電波式） 

・可搬型第１貯水槽給水流量計 

 

以下の可搬型設備は，風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び

竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備の転倒防止，固縛等の

措置を講じて保管する設計とする。  

・可搬型空冷ユニット A 

・可搬型空冷ユニット B 

・可搬型空冷ユニット C 

・可搬型空冷ユニット D 

・可搬型空冷ユニット E 
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・可搬型空冷ユニット用ホース 

・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ用冷却ケース 

・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計用冷却ケース 

・可搬型計測ユニット 

・可搬型監視ユニット 

・可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

 

可搬型重要計器及び可搬型設備のうち，以下の設備については，積雪

及び火山の影響に対して，積雪に対しては除雪する手順を，火山の影響

（降下火砕物による積載荷重）に対しては徐灰及び屋内へ配備する手順

を整備する。 

・可搬型放水砲流量計 

・可搬型放水砲圧力計 

・可搬型空冷ユニット A 

・可搬型空冷ユニット B 

・可搬型空冷ユニット C 

・可搬型空冷ユニット D 

・可搬型空冷ユニット E 

・可搬型計測ユニット 

・可搬型監視ユニット 

・可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

 

   可搬型重要計器のうち，ガンマ線用サーベイメータ，中性子線用サー

ベイメータ，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計については，想定される重

大事故等が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に支障が
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ないように，線量の高くなるおそれの少ない設置場所の選定により当該

設備の設置場所で操作可能な設計とする。 

可搬型重要計器のうち，可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ及び

可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計）については，崩壊熱

による使用済燃料貯蔵槽の水の温度上昇及び沸騰による使用済燃料貯蔵

槽周辺の湿度の上昇を考慮し，可搬型空冷ユニット等により冷却空気を

供給することで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環境条件を考慮して

も機能を損なわない設計とする。 

 

 (５) 操作性の確保 

   「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「(４) 環境条件等」

の「ａ．操作性の確保」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設計する。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器と情報把握計装設備又はその

他の重大事故等対処設備との接続は，コネクタ方式又はフランジ方式等

とし，現場での接続が容易に可能な設計とする。また，可搬型重要計器

及び可搬型重要代替計器は，附属の操作スイッチにより，配備場所にて

操作が可能な設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器と計装配管との接続は，容易

かつ確実に接続でき，かつ，複数の計装配管と相互に使用することがで

きるようコネクタ方式を用いる設計とする。 
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6.2.1.3 主要設備及び仕様 

  計装設備の主要設備の仕様を第6.2.1－４表に示す。 
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6.2.1.4 系統構成及び主要設備 

 (１) 系統構成 

計装設備は，重大事故等が発生した場合において，計測機器（非常用

のものを含む。）の直流電源の喪失その他の故障により重大事故等に対

処するために監視することが必要なパラメータを計測することが困難

となった場合に当該パラメータを推定するための設備として，常設重要

計器，可搬型重要計器，常設重要代替計器及び可搬型重要代替計器を設

置又は配備する。 

常設重要計器，可搬型重要計器，常設重要代替計器及び可搬型重要代

替計器は，重大事故等の発生要因に応じて対処に有効な設備を使用する

設計とする。 

常設重要計器は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流

動力電源の喪失を伴わない重大事故等が発生した場合において，重大事

故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測する設

計とする。 

可搬型重要計器は，外的事象による安全機能の喪失を要因として重大

事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監視する

ことが必要なパラメータを計測する設計とする。また，当該計器は，内

的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等が発生した場合

においても重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメ

ータを計測する設計とする。 

常設重要計器は，設計基準対象の施設である計測制御設備の常設計器

を重大事故等対処設備として位置付ける。 

常設重要計器のうち，臨界事故の拡大を防止するための対処に用いる

設備については重大事故等対処設備として設置する。 
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常設重要代替計器は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全

交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等が発生した場合において，重

大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測す

る設計とする。 

可搬型重要代替計器は，外的事象による安全機能の喪失を要因として

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために監視

することが必要なパラメータを計測する設計とする。また，当該計器は，

内的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等が発生した場

合においても重大事故等に対処するために監視することが必要なパラ

メータを計測する設計とする。 

常設重要代替計器は，設計基準対象の施設である計測制御設備の常設

計器を重大事故等対処設備として位置付ける。 

常設重要代替計器のうち，臨界事故の拡大を防止するために用いる設

備については重大事故等対処設備として設置する。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器の電源は，「6.2.5 制御室」

の情報把握計装設備が設置される前は，充電池又は乾電池から必要な電

源を供給し，「6.2.5 制御室」の情報把握計装設備が設置された後は，

「6.2.5 制御室」の情報把握計装設備から電源を供給することにより，

計測に必要な電源の供給を継続する設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器の計測方式に応じて必要と

なる圧縮空気は，「9.3.2.1 代替安全圧縮空気系」の可搬型空気圧縮機

が起動される前は，代替供給源として可搬型重要計器及び可搬型重要代

替計器に附属の計測用ボンベから必要な空気を供給し，「9.3.2.1 代替

安全圧縮空気系」の可搬型空気圧縮機が起動された後は，「9.3.2.1 代

替安全圧縮空気系」の可搬型空気圧縮機から圧縮空気を供給することに
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より，計測に必要な圧縮空気の供給を継続する設計とする。使用済燃料

貯蔵槽の冷却等のための対策に使用する可搬型計器に必要となる圧縮

空気は，可搬型計測ユニット用空気圧縮機から供給する。 

可搬型重要計器のうち，使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備とし

て使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内で使用する設備は，崩壊熱による使用

済燃料貯蔵槽の水の温度上昇及び沸騰による使用済燃料貯蔵槽周辺の

湿度の上昇を考慮し，可搬型重要計器を冷却するための設備として，可

搬型計測ユニット用空気圧縮機及び可搬型空冷ユニットを配備する。ま

た，建屋近傍にて当該パラメータを計測，監視する設備として，可搬型

計測ユニット及び可搬型監視ユニット並びにこれらのユニットをけん

引するけん引車を配備する。 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機及びけん引車への燃料の補給は，

「9.14 補機駆動用燃料補給設備」の軽油貯蔵タンクローリから燃料を

補給可能な設計とする。 

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合において必要な情報を把握する設備として，可搬型重要計器

及び可搬型重要代替計器を使用するとともに，「6.2.5 制御室」の情報

把握計装設備を再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムが発生した場合において必要な情報を把握する設備として兼用

する設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器により計測したパラメータ

は，「6.2.5 制御室」の情報把握計装設備により中央制御室，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所に必要な情

報を共有することにより，共通要因によって制御室と同時に必要な情報

を把握する機能が損なわれない設計とする。 
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 (２) 主要設備 

  ａ．パラメータを計測する計器の故障時に使用する設備 

外的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等が発生した

場合は,重要監視パラメータを可搬型重要計器により計測する手段及び，

重要監視パラメータを計測する可搬型重要計器の故障（計装配管が損傷

した場合を含む）又は計測範囲を超過により，計測することが困難とな

った場合に備え，重要代替監視パラメータとして他チャンネルを可搬型

重要代替計器にて計測する手段又は，重要監視パラメータを換算等によ

り推定，又は推測可能なパラメータがある場合は，重要代替監視パラメ

ータとして計測する手段を有する設計とする。 

また，内的事象による安全機能の喪失を要因として重大事故等が発生

した場合,重要監視パラメータを常設重要計器にて確認，又は重要監視パ

ラメータを可搬型重要計器にて計測する手段及び，重要監視パラメータ

を計測する常設重要計器及び可搬型重要計器の故障（計装配管が損傷し

た場合を含む）又は計測範囲の超過により，計測することが困難となっ

た場合に備え，重要監視パラメータを可搬型重要計器にて計測する手段，

重要代替監視パラメータを他チャンネルの常設重要代替計器にて計測

する手段並びに重要代替監視パラメータを可搬型重要代替計器にて計

測する手段を有する設計とする。 

   主要な設備は以下の通りとする。 

(ａ)外的事象による安全機能の喪失を要因とした重大事故等の発生時に 

   使用する設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

計装配管 

［可搬型重大事故等対処設備］ 
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可搬型重要計器※１ 

可搬型重要代替計器※１ 

可搬型監視ユニット 

可搬型計測ユニット 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

可搬型空冷ユニット 

けん引車 

可搬型空気圧縮機（9.3.2.1 代替安全圧縮空気系） 

［代替電源設備］ 

情報把握計装設備可搬型発電機（6.2.5 制御室） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機（9.2 電気設

備） 

※1：計器に附属の計測用ボンベ，充電池及び乾電池を含む 

 

(ｂ)内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失を

伴わない重大事故等の発生時に使用する設備 

［常設重大事故等対処設備］  

常設重要計器 

常設重要代替計器 

計装配管 

安全圧縮空気系（9.3 圧縮空気設備） 

一般圧縮空気系（9.3 圧縮空気設備） 

電気設備（9.2 電気設備） 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型重要計器 ※１ 
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可搬型計測ユニット 

可搬型監視ユニット 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

可搬型空冷ユニット 

けん引車 

可搬型空気圧縮機（9.3.2.1 代替安全圧縮空気系） 

〔代替電源設備〕 

情報把握計装設備可搬型発電機（6.2.5 制御室） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機（9.2 電気設

備） 

※1：計器に附属の計測用ボンベ，充電池及び乾電池を含む 

 

  ｂ．計測に必要な計器電源が喪失した場合に使用する設備 

   全交流動力電源喪失及び直流電源喪失により計器の電源が喪失した場

合には，重要監視パラメータを可搬型重要計器にて計測することにより，

再処理施設の状態を把握する手段を有する設計とする。 

   主要な設備は以下の通りとする。 

［常設重大事故等対処設備］ 

計装配管 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型重要計器※１ 

可搬型計測ユニット 

可搬型監視ユニット 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

可搬型空冷ユニット 
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けん引車 

可搬型空気圧縮機（9.3.2.1 代替安全圧縮空気系） 

〔代替電源設備〕 

情報把握計装設備可搬型発電機（6.2.5 制御室） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機（9.2 電気設

備） 

※1：計器に附属の計測用ボンベ，充電池及び乾電池を含む 

   常設計器及び可搬型計器の機器配置概要図を第6.2.1－５図から第

6.2.1－105図に示す。 

 

  ｃ．再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが

発生した場合において必要なパラメータを把握する設備 

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが

発生した場合において，常設重要計器，常設重要代替計器，可搬型重

要計器，可搬型重要代替計器及び「添付書類六 6.2.5 制御室」の情

報把握計装設備により中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室並びに緊急時対策所で必要な情報を把握する手段を有す

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

［常設重大事故等対処設備］  

常設重要計器 

常設重要代替計器 

計装配管 

安全圧縮空気系（9.3 圧縮空気設備） 

一般圧縮空気系（9.3 圧縮空気設備） 
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電気設備（9.2 電気設備） 

監視制御盤（6.2.5 制御室） 

安全系監視制御盤※１（6.2.5 制御室） 

情報把握計装設備用屋内伝送系統（6.2.5 制御室） 

建屋間伝送用無線装置（6.2.5 制御室） 

情報収集装置（9.16 緊急時対策所） 

情報表示装置（9.16 緊急時対策所） 

データ収集装置（9.16 緊急時対策所） 

データ表示装置（9.16 緊急時対策所） 

直流電源設備（添付書類六 9.2 電気設備） 

計測制御用交流電源設備（添付書類六 9.2 電気設備） 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型重要計器※２ 

可搬型重要代替計器※２ 

可搬型計測ユニット 

可搬型監視ユニット 

可搬型計測ユニット用空気圧縮機 

可搬型空冷ユニット 

けん引車 

前処理建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

分離建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

精製建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 

制御室） 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御
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室） 

制御建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置（6.2.5 制御

室） 

制御建屋可搬型情報表示装置（6.2.5 制御室） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報表示装置（6.2.5 制御室） 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（6.2.5 制御室） 

情報把握計装設備可搬型発電機（6.2.5 制御室） 

前処理建屋可搬型発電機（9.2 電気設備） 

分離建屋可搬型発電機（9.2 電気設備） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機（9.2 電気設備） 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機（9.2 電気設備） 

制御建屋可搬型発電機（9.2 電気設備） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機（9.2 電気設

備） 

可搬型空気圧縮機（9.3.2.1 代替安全圧縮空気系） 

通信連絡設備（添付書類六 9.17 通信連絡設備） 

代替通信連絡設備（添付書類六 9.17 通信連絡設備） 

※１ 監視のみに使用する設備 

※２ 計器に附属の計測用ボンベ，充電池及び乾電池を含む 
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6.2.1.5 試験・検査 

  基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処施設に関する設計」の

「(４) 環境条件等」の「ｂ．試験・検査性」に示す基本方針を踏まえ以下

のとおり設計する。 

常設重要計器及び常設重要代替計器は，再処理施設の運転中又は停止中

に，模擬入力による機能，性能の確認及び校正並びに外観の確認が可能な

設計とする。また，常設重要計器及び常設重要代替計器は，可能な限り各々

が独立して試験又は検査ができる設計とする。 

可搬型重要計器及び可搬型重要代替計器は，模擬入力による機能，性能

の確認及び校正並びに外観の確認が可能な設計とする。 
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１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

１
／

1
6
）

 

 

 
(１

) 
臨
界
事
故
の

拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 貯 槽 の 放 射 線 レ ベ ル 

放
射
線
レ
ベ
ル
 

ガ
ン
マ
線
：
1E
-1
～
 

1
E+
6μ

Sv
/
h 

1
E+
0～

1E
+
4μ

Sv
/h
 

半
導
体
検
出
器
 
未
臨
界
に
移
行
し
た
こ
と
を
携
行
型
の

サ
ー
ベ
イ
メ
ー
タ
を
用
い
て
セ
ル
周
辺

の
線
量
率
に
よ
り
判
断
す
る
た
め
，
重

大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲
を

監
視
可
能
と
す
る
。
 

3 

－
 

－
 

〇
 

－
 

－
 

中
性
子
線
：
1E
-2
～
 

1
E+
4μ

Sv
/
h 

比
例
計
数
管
 

3 

1
E+
0～

1E
+
7μ

Sv
/h
 

1
E+
0～

1E
+
7μ

Sv
/h
 

電
離
箱
 

臨
界
事
故
の
発
生
を
判
断
す
る
た
め
,

重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

－
 

2
4 

－
 

○
 

－
 

－
 

② 貯 槽 掃

気 圧 縮 空

気 の 流 量 

貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

0～
30
Nm

3 /
h 

0～
20
Nm

3 /
h 

熱
式
 

水
素
掃
気
成
功
判
断
の
た
め
,重

大
事

故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視

可
能
と
す
る
。
 

1
8 

－
 

－
 

×
 

※
4 

－
 

－
 

③ 廃 ガ ス

貯 留 槽 の

圧 力 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

※
2  

0～
1M
Pa
 

0～
0.
76
MP
a 

圧
力
式
 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
へ
の
貯
留
（
自
動
）
成

否
判
断
/廃

ガ
ス
貯
留
槽
へ
の
貯

留
完

了
判
断
の
た
め
,重

大
事
故
時
に
想
定

さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す

る
。
 

－
 

1
9 

－
 

○
 

－
 

－
 

④ 廃 ガ ス

貯 留 槽 の

入 口 流 量 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

※
2  

0～
13
6N
m
3 /
h 

0～
13
6N
m
3 /
h 

差
圧
式
 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
へ
の
貯
留
（
自
動
）
成

否
判
断
の
た
め
,重

大
事
故
時
に
想
定

さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す

る
。
 

－
 

4 
－
 

○
 

○
 

－
 

⑤ 廃 ガ ス 貯

留 槽 の 放 射

線 レ ベ ル 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
放
射
線
レ
ベ
ル
 

1
E+
0～

1E
+
7μ

Sv
/h
 

1
E+
0～

1E
+
7μ

Sv
/h
 

電
離
箱
 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
へ
の
貯
留
（
自
動
）
成

否
判
断
の
た
め
,重

大
事
故
時
に
想
定

さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す

る
。
 

－
 

4 
－
 

○
 

－
 

－
 

⑥ 溶 解

槽 の 圧
力 

溶
解
槽
圧
力
 

-
2～

2k
Pa
 

-
2～

2k
Pa
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

溶
解
槽
の
状
態
を
把
握
す
る
た
め
，
重

大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲
を

監
視
可
能
と
す
る
。
 

－
 

4 
－
 

○
 

〇
 

－
 

⑦ 廃 ガ ス

洗 浄 塔 の

入 口 圧 力 

廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力

※
3  

-
3.
5～

2k
P
a 

-
3.
5～

2k
P
a 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

の
状

態
を

把
握

す
る

た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る

。
 

－
 

2 
－
 

○
 

〇
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
「

(４
) 

有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
3 
「

(２
) 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」

及
び
「

(４
) 

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」

と
兼

用
す
る
設
備
 

※
4 
設
備
の
健
全
性
確
認
時
の
み
に

計
測
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
り
，
継
続
監
視
し
な
い

た
め
伝
送
し
な
い
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

２
／

1
6
）

 

 

 
(２

) 
冷
却
機
能
の

喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 貯 槽 等 の 温 度 

貯
槽
等
温
度

※
3  

0～
15
0℃

 
2
9～

13
0℃

 
熱
電
対
 

測
温
抵
抗
体
 

発
生

防
止

対
策

の
成

否
判

断
／

拡
大

防

止
対

策
の

開
始

判
断

／
貯

槽
等

の
溶

液

温
度

の
監

視
の

た
め

，
重

大
事

故
時

に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可
能

と

す
る
。
 

1
06
 

5
5 

1
8 

○
 

－
 

○
 

［
冷
却
コ

イ
ル
通
水
流
量
］
 

「
⑭
冷
却
コ
イ
ル
通
水
の
流
量
」
を
監
視
す

る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
内
部
ル

ー
プ
通
水
流
量
］
 

「
⑮
内
部
ル
ー
プ
通
水
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
貯
槽
等
液
位
］
 

「
②
貯
槽

等
の
液
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

② 貯 槽 等 の 液 位 

貯
槽
等
液
位

※
4  

液
位
：
0～

80
kP
a 

密
度
：
0～

30
kP
a 

液
位
：
0～

65
kP
a 

密
度
：
0～

22
.1
7k
Pa
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

拡
大

防
止

対
策

に
お

け
る

貯
槽

等
へ

の

注
水

の
開

始
判

断
／

貯
槽

等
へ

の
注

水

量
の

決
定

／
拡

大
防

止
対

策
の

成
否

判

断
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と

す

る
。
 

1
06
 

5
3 

－
 

○
 

○
 

－
 

［
貯
槽
等
温
度
］
 

「
①
 貯

槽
等
の
温
度
」
を
監
視
す
る

パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
貯
槽
等
注
水
流
量
］
 

「
⑯
貯
槽
等
注
水
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
凝
縮
水

回
収
セ
ル
液
位
］
 

「
⑥
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
の
液
位
」
を
監
視
す
る

パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。

 

［
凝
縮
水
槽
液
位
］
 

「
⑥
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
の
液
位
」
を
監
視
す
る

パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。

 

③ 凝 縮 器 出 口 の 排 気 温 度 

凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
 

0～
13
0℃

 
2
9～

13
0℃

 
熱
電
対
 

測
温
抵
抗
体
 

発
生

蒸
気

の
凝

縮
効

果
を

監
視

す
る

た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動

範
囲

及
び

蒸
気

発
生

元
で

あ
る

貯
槽

温

度
の

上
限

値
ま

で
を

監
視

可
能

と
す

る
。
 

1
2 

－
 

1
5 

○
 

－
 

○
 

［
貯
槽
等
液
位
］
 

「
②
貯
槽
等
の
液
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
凝
縮
水

回
収
セ
ル
液
位
］
 

「
⑥
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
の
液
位
」
を
監
視
す
る

パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。

 

［
凝
縮
水
槽
液
位
］
 

「
⑥
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
の
液
位
」
を
監
視
す
る

パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。

 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
3 
「

(３
) 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
4 
「

(４
) 

有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

３
／

1
6
）

 

 

 
(２

) 
冷
却
機
能
の

喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

④ セ ル 導 出 ユ

ニ ッ ト フ ィ ル

タ の 差 圧 

セ
ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
 

差
圧

※
2  

0～
1.
0k
Pa
 

0～
0.
6k
Pa
 

差
圧
式
 

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル
タ

の
目

詰

ま
り

に
よ

る
系

統
切

替
の

判
断

に
用

い

る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ

れ
る
変

動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

2
0 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑤ 代 替 セ ル 排

気 系 フ ィ ル タ

の 差 圧 

 

代
替
セ
ル
排
気
系
 

フ
ィ
ル
タ
差
圧

※
2  

0～
1.
0k
Pa
 

0～
0.
6k
Pa
 

差
圧
式
 

代
替

セ
ル

排
気

系
フ

ィ
ル

タ
の

目
詰

ま

り
に

よ
る

系
統

切
替

の
判

断
に

用
い

る

た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ

る
変
動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る

。
 

2
0 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑥ 凝 縮 水 回 収 セ ル 又 は 凝 縮 水

槽 の 液 位 

凝
縮
水
回
収
セ
ル
液
位

※
5  

0～
20
kP
a 

0～
2k
Pa
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

沸
騰

蒸
気

が
冷

却
さ

れ
凝

縮
水

が
発

生

し
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監

視
可
能
と
す
る
。
 

1
0 

9 
－
 

○
 

○
 

－
 

凝
縮
水
槽
液
位
 

液
位
：
0～

80
kP
a 

密
度
：
0～

5k
Pa
 

液
位
：
0～

64
.9

5k
Pa
 

密
度
：
2.
61
5～

4
.0
66
kP
a 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

沸
騰

蒸
気

が
冷

却
さ

れ
凝

縮
水

が
発

生

し
て
い
る
こ
と
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監

視
可
能
と
す
る
。
 

2 
2 

－
 

○
 

○
 

－
 

［
貯
槽
等
液
位
］
 

「
②
貯
槽

等
の
液
位
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
凝
縮
器

出
口
排
気
温
度
］
 

「
③
凝
縮
器
出
口
の
排
気
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑦ 膨 張 槽 の

液 位 

膨
張
槽
液
位
 

0～
10
m 

0～
2.
07
1m
 

ロ
ー
プ
式
 

通
水
配
管
に
損
傷
が
無
く
，
内
部
ル
ー
プ

へ
の

通
水

作
業

が
開

始
で

き
る

こ
と

を

判
断
す
る
た
め

,重
大
事
故
時
に
想
定
さ

れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

1
4 

－
 

－
 

×
 

※
4 

－
 

－
 

⑧ 内 部 ル ー プ 通 水

及 び 冷 却 コ イ ル の

圧 力 

内
部
ル
ー
プ
通
水
圧
力
 

冷
却
コ
イ
ル
圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
98
MP
a 

圧
力
式
 

通
水
配
管
に
損
傷
が
無
く
，
冷
却
コ
イ
ル

等
又

は
内

部
ル

ー
プ

へ
の

通
水

作
業

が

開
始
で
き
る
こ
と
を
判
断
す
る
た
め
，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を

監
視
可
能
と
す
る
。

※
６
 

1
8 

－
 

－
 

×
 

※
4 

－
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
「

(３
) 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用

す
る
設
備
 

※
3 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
4 
設
備
の
健
全
性
確
認

時
の
み
に
計
測
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
り
，
継
続
監
視
し
な
い
た
め
伝
送
し
な
い
 

※
5 
「
⑪
漏
え
い
液
受
皿

の
液
位
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
6 
内
部
ル
ー
プ
通
水
作
業
の
判
断
を
行
う
対
象
は
，
分
離
建
屋
の

分
離
建
屋
内
部
ル
ー
プ

1 
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

４
／

1
6
）

 

 

 
(２

) 
冷
却
機
能
の

喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
「

(１
) 

臨
界
事
故
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
」
，「

(３
) 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」

及
び
「

(４
) 

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」

と
兼
用
す
る
設
備
 

※
3 
「

(３
) 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
4 
「
⑥
凝
縮
水
回
収
セ

ル
の
液
位
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
5 
設
備
の
健
全
性
確
認
時
の
み
に
計
測
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
り
，
継
続
監
視
し
な
い
た
め
伝
送
し
な
い
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

⑨ セ ル 導 出

経 路 の 圧 力 

セ
ル
導
出
経
路
圧
力

※
2  

-
12
～
10
kP
a 

-
5～

10
kP
a 

圧
力
式
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

セ
ル

導
出

時
に

お
け

る
導

出
経

路
の

状

態
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大
事
故

時
に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と

す

る
。
 

1
0 

1
0 

－
 

○
 

〇
 

－
 

⑩ 導 出 先 セ

ル の 圧 力 

導
出

先
セ
ル
圧
力

※
3  

-
5～

5k
Pa
 

-
4.
7～

3k
P
a 

圧
力
式
 

導
出

先
セ

ル
の

重
大

事
故

時
に

想
定

さ

れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る

。
 

1
6 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑪ 漏 え い 液

受 皿 の 液 位 

漏
え
い
液
受
皿
液
位

※
4  

0～
20
kP
a 

0～
15
kP
a 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

セ
ル

内
漏

え
い

の
有

無
を

確
認

す
る

た

め
，
漏
え
い
液
受
皿
の
重
大
事
故
時
に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と

す

る
。
 

1
8 

－
 

－
 

×
 

※
5 

〇
 

－
 

⑫ 排 水 の

線 量 

排
水
線
量
 

1
E-
1～

1E
+
6μ

Sv
/h
 

1
E-
1～

1E
+
6μ

Sv
/h
 

半
導
体
検
出
器
 

通
水

ラ
イ

ン
の

循
環

運
転

開
始

判
断

の

た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

1
0 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑬ 凝 縮 器 通

水 の 流 量 

凝
縮
器
通
水
流
量
 

2
.3
～
57
2 

m3
/h
 

0～
45
m3
/h
 

電
磁
式
 

凝
縮

器
通

水
流

量
の

調
整

／
冷

却
水

供

給
が

継
続

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

状
態

を

把
握
す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ

れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

2
8 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑭ 冷 却 コ イ

ル 通 水 の 流

量 

冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
 

0～
13
m3
/h
 

0～
13
m3
/h
 

電
磁
式
 

冷
却

水
供

給
が

継
続

さ
れ

て
い

る
こ

と

の
監

視
及

び
冷

却
水

通
水

流
量

を
調

整

す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

1
59
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑮ 内 部 ル ー

プ 通 水 の 流

量 

内
部
ル
ー
プ
通
水
流
量
 

2
.3
～
10
7m

3 /
h 

0～
17
m3
/h
 

電
磁
式
 

冷
却

水
供

給
が

継
続

さ
れ

て
い

る
こ

と

の
監

視
及

び
冷

却
水

通
水

流
量

を
調

整

す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

5
7 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
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重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

５
／

1
6
）

 

 

 
(２

) 
冷
却
機
能
の

喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

⑯ 貯 槽 等 注 水

の 流 量 

貯
槽
等
注
水
流
量
 

0
.0
4～

10
7
m3
/h
 

0～
1.
9m

3 /
h 

電
磁
式
 

貯
槽

等
注

水
流

量
の

調
整

／
貯

槽
等

へ

の
注

水
に

必
要

な
水

供
給

が
で

き
て

い

る
こ
と
の
成
否
判
断
を
把
握
す
る
た
め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

1
67
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑰ 建 屋 給 水 の

流 量 

建
屋
給
水
流
量
 

0～
48
0 
m
3 /
h 

0～
18
0m

3 /
h 

電
磁
式
 

各
建

屋
に

供
給

す
る

冷
却

水
流

量
の

調

整
／
各

建
屋

に
必

要
な

水
供

給
が

で
き

て
い
る
こ
と
の
確
認
の
た
め
，
重

大
事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可

能
と
す
る
。
 

1
5 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

６
／

1
6
）

 

  
(３

) 
放
射
線
分
解

に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 圧 縮 空 気 自

動 供 給 貯 槽 の

圧 力 

圧
縮
空
気

自
動
供
給
貯
槽
圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
97
MP
a 

圧
力
式
 

圧
縮

空
気

自
動

供
給

貯
槽

か
ら

圧
縮

空

気
が

供
給

さ
れ

て
い

る
状

態
を

把
握

す

る
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

4 
2
※
3  

－
 

○
 

－
 

－
 

［
貯
槽
掃

気
圧
縮
空
気
流
量
］
 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

② 圧 縮 空 気 自

動 供 給 ユ ニ ッ

ト の 圧 力 

圧
縮
空
気
自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
97
MP
a 

圧
力
式
 

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か
ら

圧

縮
空

気
が

供
給

さ
れ

て
い

る
状

態
を

把

握
す

る
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ

れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

2 
－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

［
貯
槽
掃

気
圧
縮
空
気
流
量
］
 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

③ 機 器 圧 縮 空

気 自 動 供 給 ユ

ニ ッ ト の 圧 力 

機
器
圧
縮
空
気
自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
97
MP
a 

圧
力
式
 

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

か

ら
圧

縮
空

気
が

供
給

さ
れ

て
い

る
状

態

を
把

握
す

る
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と

す

る
。
 

6 
－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

［
貯
槽
掃

気
圧
縮
空
気
流
量
］
 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

④ 圧 縮 空 気 手 動

供 給 ユ ニ ッ ト 接

続 系 統 の 圧 力 

圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
接
続

系
統
圧
力
 

液
位
：
0～

80
kP
a 

密
度
：
0～

10
kP
a 

液
位
：
0～

64
.1
8k
Pa
 

密
度
：
0～

5.
29
6k
Pa
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

接
続

系

統
が

健
全

で
あ

り
，

掃
気

開
始

可
能

で

あ
る

か
の

判
断

に
用

い
る

た
め

，
重

大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監

視
可
能
と
す
る
。
 

6 
－
 

－
 

×
 

※
4 

○
 

－
 

［
貯
槽
掃

気
圧
縮
空
気
流
量
］
 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑤ 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 の 流 量 

貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

0～
60
Nm

3 /
h 

0～
32
Nm

3 /
h 

熱
式
 

面
積
式
 

発
生

防
止

対
策

及
び

拡
大

防
止

対
策

の

成
否

判
断

／
水

素
掃

気
機

能
が

維
持

さ

れ
て

い
る

こ
と

の
監

視
／

拡
大

防
止

対

策
の

開
始

判
断

に
用

い
る

た
め

，
重

大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監

視
可
能
と
す
る
。
 

2
24
 

4
9 

－
 

○
 

－
 

－
 

［
水
素
掃
気
系
統
圧
縮
空
気
の
圧

力
］
 

「
⑥
水
素
掃
気
系
統
圧
縮
空
気
の
圧
力
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

[か
く
は
ん

系
統
圧
縮
空
気
圧
力
] 

「
⑦
か
く
は
ん
系
統
圧
縮
空
気
の
圧
力
」
を
監

視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

[セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
流
量
] 

「
⑧
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
の
流
量
」
を
監
視

す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
3 
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
供
給
元
貯
槽
圧
力
を
示
す
 

※
4 
設
備
の
健
全
性
確
認
時
の
み
に

計
測
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
り
，
継
続
監
視
し
な
い

た
め
伝
送
し
な
い
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

７
／

1
6
）

 

  
(３

) 
放
射
線
分
解

に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

⑥ 水 素 掃 気 系 統

圧 縮 空 気 の 圧 力 

水
素
掃
気
系
統
圧
縮
空
気
の
圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
97
MP
a 

圧
力
式
 

水
素

掃
気

用
安

全
圧

縮
空

気
系

へ
圧

縮
空

気
が

供
給

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

状
態
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と
す
る
。
 

1
0 

6 
－
 

○
 

－
 

－
 

[貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
] 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視

す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑦ か く は ん 系 統

圧 縮 空 気 の 圧 力 

か
く
は
ん
系
統
圧
縮
空
気
圧
力
 

0～
1.
6M
Pa
 

0～
0.
97
MP
a 

圧
力
式
 

か
く

は
ん

用
安

全
圧

縮
空

気
系

へ
圧

縮
空

気
が

供
給

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

状
態
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と
す
る
。
 

6 
－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

[貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
] 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視

す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑧ セ ル 導 出 ユ

ニ ッ ト の 流 量 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
流
量
 

0～
13
8.
6N

m3
/h
 

0～
13
8.
6N

m3
/h
 

熱
式
 

機
器

へ
の

圧
縮

空
気

供
給

の
成

否
判

断
を
把
握
す
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可
能

と
す
る
。
 

1
5 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

[貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
] 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視

す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑨ 貯 槽 等 水 素

の 濃 度 

貯
槽
等
水
素
濃
度
 

0～
25
vo
l%
 

0～
8v
ol
% 

熱
伝
導
式
 

貯
槽

等
内

の
水

素
濃

度
の

監
視

の
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

2
1 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

［
貯
槽
掃

気
圧
縮
空
気
流
量
］
 

「
⑤
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
の
流
量
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
貯
槽
等
温
度
］
 

「
⑭
貯
槽
等
の
温
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

８
／

1
6
）

 

 

 
(３

) 
放
射
線
分
解

に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

⑩ セ ル 導 出 ユ

ニ ッ ト フ ィ ル

タ の 差 圧 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
 

差
圧

※
2  

0～
1.
0k
Pa
 

0～
0.
6k
Pa
 

差
圧
式
 

セ
ル

導
出

ユ
ニ

ッ
ト

フ
ィ

ル
タ

の
目

詰

ま
り

に
よ

る
系

統
切

替
の

判
断

に
用

い

る
た

め
，

フ
ィ

ル
タ

の
重

大
事

故
時

に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可
能

と

す
る
。
 

2
0 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑪ 代 替 セ ル 排

気 系 フ ィ ル タ

の 差 圧 

代
替

セ
ル
排
気
系
 

フ
ィ
ル
タ
差
圧

※
2  

0～
1.
0k
Pa
 

0～
0.
6k
Pa
 

差
圧
式
 

代
替

セ
ル

排
気

系
フ

ィ
ル

タ
の

目
詰

ま

り
に

よ
る

系
統

切
替

の
判

断
に

用
い

る

た
め

，
フ

ィ
ル

タ
の

重
大

事
故

時
に

想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能
と

す

る
。
 

2
0 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑫ セ ル 導 出 経 路 の 圧

力 

セ
ル
導
出
経
路
圧
力

※
3  

-
12
～
10
kP
a 

-
4.
7～

3k
P
a 

圧
力
式
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

セ
ル

導
出

時
に

お
け

る
セ

ル
導

出
経

路

の
状

態
を

把
握

す
る

た
め

，
重

大
事

故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可

能
と
す
る

。
 

4 
4 

－
 

○
 

○
 

－
 

⑬ 導 出 先

セ ル の 圧

力 

導
出

先
セ
ル
圧
力

※
2  

-
5～

5k
Pa
 

-
4.
7～

0.
5
kP
a 

圧
力
式
 

可
搬

型
排

風
機

起
動

の
判

断
に

用
い

る

た
め

，
導

出
先

セ
ル

の
重

大
事

故
時

に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可
能

と

す
る
。
 

1
6 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑭ 貯 槽 等 の 温 度 

貯
槽
等
温
度

※
5  

0～
20
0℃

 
2
9～

13
0℃

 
熱
電
対
 

測
温
抵
抗
体
 

発
生

防
止

対
策

及
び

拡
大

防
止

対
策

に

お
け

る
貯

槽
等

の
温

度
監

視
の

た
め

，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

9
2 

4
8 

1
8 

○
 

－
 

○
 

[貯
槽
等
水
素
濃
度
] 

「
⑨
貯
槽
等
水
素
の
濃
度
」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
「

(２
) 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用

す
る
設
備
 

※
3 
「

(１
) 

臨
界
事
故
の

拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
」
及
び
「

(２
) 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
4 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
5 
「

(２
) 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
及
び
「

(４
) 

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

９
／

1
6
）

 

 

 
(４

) 
有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 供 給

槽 の 液 位 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
 

供
給
槽
液
位

※
3  

0～
33
.2
7k
Pa
 

0
.4
0～

31
.
73
kP
a 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

濃
縮
缶
へ
の
供
給
停
止
の
判
断
に
用
い

る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

－
 

1 
－
 

○
 

○
 

－
 

［
供
給
槽

ゲ
デ
オ
ン
流
量
］
 

0～
0.
14
m
3 /
h 

0～
0.
12
m
3 /
h 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
の
液
位

に
よ
り
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供

給
が
停
止
し
て
い
る
こ
と
を
判
断
す
る

た
め
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽

ゲ
デ
オ
ン
の
流
量
計
の
指
示
値
が
ゼ
ロ

で
あ
る
こ
と
を
確
認
可
能
と
す
る
。
 

－
 

1 
－
 

○
 

〇
 

－
 

② プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 加 熱 蒸

気 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
加
熱
蒸
気
温

度
 

0～
15
0℃

 
4
0～

14
3℃

 
測
温
抵
抗
体
 

加
熱
蒸
気
の
停
止
の
判
断
に
用
い
る
た

め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変
動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

－
 

2 
－
 

○
 

－
 

○
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
］
 

「
③
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
の
圧
力

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温

度
］
 

「
④
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温

度
］
 

「
⑤
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
3 
「

(２
) 

冷
却
機
能
の

喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
0
／

1
6
）

 

 

 
(４

) 
有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

③ プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 の 圧 力 

プ
ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
 

-
24
～
2k
Pa
 

-
2～

2k
Pa
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

拡
大
防
止
対
策
が
機
能
し
て
い
る
こ
と

の
確
認
に
用
い
る
た
め
，
拡
大
防
止
対

策
の
実
施
（
事
象
発
生
の
検
知
か
ら
約

５
秒
）
の
後
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
な
お
，
事
象
発

生
か
ら
約
３
秒
ま
で
は
測
定
範
囲
を
超

え
る
が
，
監
視
開
始
以
前
の
状
態
で
あ

る
た
め
，
要
求
は
満
足
す
る
。
 

ま
た
，
事
象
発
生
の
判
断
／
濃
縮
缶
へ

の
供
給
停
止
の
実
施
／
加
熱
蒸
気
の
停

止
着
手
の
判
断
／
貯
留
設
備
に
よ
る
放

射
性
物
質
の
貯
留
の
実
施
判
断
に
用
い

る
際
は
，
測
定
範
囲
内
に
警
報
設
定
値

を
設
け
，
こ
の
警
報
の
発
報
に
基
づ
き

判
断
・
動
作
を
行
う
た
め
要
求
は
満
足

す
る
。
 

－
 

1 
－
 

○
 

○
 

－
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温

度
］
 

「
④
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温

度
］
 

「
⑤
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
1
／

1
6
）

 

 

 
(４

) 
有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

④ プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 気 相 部 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
 

気
相
部
温
度
 

0～
20
0℃

 
1
00
～
20
0℃

 
熱
電
対
 

拡
大
防
止
対
策
が
機
能
し
て
い
る
こ
と

の
確
認
に
用
い
る
た
め
，
拡
大
防
止
対

策
の
実
施
（
事
象
発
生
の
検
知
か
ら
約

５
秒
）
の
後
に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
な
お
，
事
象
発

生
か
ら
約
３
秒
ま
で
は
測
定
範
囲
を
超

え
る
が
，
監
視
開
始
以
前
の
状
態
で
あ

る
た
め
，
要
求
は
満
足
す
る
。
 

ま
た
，
事
象
発
生
の
判
断
／
濃
縮
缶
へ

の
供
給
停
止
の
実
施
／
加
熱
蒸
気
の
停

止
着
手
の
判
断
／
貯
留
設
備
に
よ
る
放

射
性
物
質
の
貯
留
の
実
施
判
断
に
用
い

る
際
は
，
測
定
範
囲
内
に
警
報
設
定
値

を
設
け
，
こ
の
警
報
の
発
報
に
基
づ
き

判
断
・
動
作
を
行
う
た
め
要
求
は
満
足

す
る
。
 

－
 

1 
－
 

○
 

－
 

○
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
］
 

「
③
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
の
圧
力

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温

度
］
 

「
⑤
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

⑤ プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 液 相 部 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
 

液
相
部
温
度

※
3  

0～
20
0℃

 
1
00
～
13
7℃

 
熱
電
対
 

拡
大
防
止
対
策
が
機
能
し
て
い
る
こ
と

の
確
認
に
用
い
る
た
め
，
重
大
事
故
時

に
想
定
さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能

と
す
る
。
 

ま
た
，
事
象
発
生
の
判
断
／
濃
縮
缶
へ

の
供
給
停
止
の
実
施
／
加
熱
蒸
気
の
停

止
着
手
の
判
断
／
貯
留
設
備
に
よ
る
放

射
性
物
質
の
貯
留
の
実
施
判
断
に
用
い

る
際
は
，
測
定
範
囲
内
に
警
報
設
定
値

を
設
け
，
こ
の
警
報
の
発
報
に
基
づ
き

判
断
・
動
作
を
行
う
た
め
要
求
は
満
足

す
る
。
 

－
 

1 
－
 

○
 

－
 

○
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
］
 

「
③
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
の
圧
力

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

［
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温

度
］
 

「
④
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
の
温
度

」
を
監
視
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
と
同
じ
。
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
［
 

］
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
を
示
す
 

※
3 
「

(３
) 

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
2
／

1
6
）

 

 

 
(４

) 
有
機
溶
媒
等

に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え
方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー

個
数

※
1  

情
報
把
握
計
装

設
備
へ
の
伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

⑥ 廃 ガ ス

貯 留 槽 の

圧 力 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

※
2  

0～
1M
Pa
 

0～
0.
76
MP
a 

圧
力
式
 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質

の
貯
留
に
使
用
す
る
設
備
を
用
い
た
対

応
／
放
出
低
減
対
策
の
判
断
に
用
い
る

た
め
，
重
大
事
故
時
に
想
定
さ
れ
る
変

動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

－
 

1
4 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑦ 廃 ガ ス 貯

留 槽 の 入 口

流 量 

廃
ガ
ス
貯

留
槽
入
口
流
量

※
2  

0～
13
6N
m
3 /
h 

0～
13
6N
m
3 /
h 

差
圧
式
 

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
に
よ
る
放
射
性
物
質

の
貯
留
に
使
用
す
る
設
備
を
用
い
た
対

応
に
用
い
る
た
め
，
重
大
事
故
時
に
想

定
さ
れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す

る
。
 

－
 

2 
－
 

○
 

〇
 

－
 

⑧ 廃 ガ ス 洗

浄 塔 の 入 口

圧 力 

廃
ガ
ス
洗

浄
塔
入
口
圧
力

※
3  

-
3.
5～

2k
P
a 

-
3.
5～

0k
P
a 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

の
状

態
を

把
握

す
る

た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る

。
 

－
 

2 
－
 

○
 

〇
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
「

(１
) 

臨
界
事
故
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
 

※
3 
「

(１
) 

臨
界
事
故
の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
の
設
備
」
及
び
「

(２
) 

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
3
／

1
6
）

 

 

 
(５

) 
使
用
済
燃
料

貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 水 位 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
 

0～
11
.5
ｍ

〔
超
音
波
式
〕
 

0～
2ｍ

〔
メ
ジ
ャ
ー
〕
 

0～
11
.5
ｍ
 

超
音
波
式
 

メ
ジ
ャ
ー
 

燃
料

が
冠

水
し

て
い

る
こ

と
の

確
認

／

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
開

始
・

停
止

判
断

／
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等

へ
の

注
水

の
成

否
判

断
／

対
策

の
移

行

判
断

／
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

監

視
の

た
め

，
超

音
波

式
は

重
大

事
故

時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を
監

視
可

能

と
す
る
。
 

な
お

，
メ

ジ
ャ

ー
に

つ
い

て
は

重
大

事

故
等

発
生

初
期

の
水

位
は

基
本

的
に

は

左
記
計
測
範
囲
（

2ｍ
）
内
で
変
動
す
る

こ
と

，
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

の
水

面
に

揺

ら
ぎ

等
が

な
け

れ
ば

超
音

波
式

を
使

用

し
て

計
測

す
る

こ
と

か
ら

，
プ

ロ
セ

ス

変
動

範
囲

が
計

測
範

囲
を

上
回

っ
て

い

て
も
要
求
は
満
足
す
る
。
 

〔
携
行
型
〕
 

3 
〔
超
音
波
式
〕
 

2 
〔
メ
ジ
ャ
ー
〕
 

9 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

0～
11
.5
ｍ
 

電
波
式
 

エ
ア
パ
ー
ジ
式
 

燃
料

が
冠

水
し

て
い

る
こ

と
の

確
認

／

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

の
開

始
・

停
止

判
断

／
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等

へ
の

注
水

の
成

否
判

断
／

対
策

の
移

行

判
断

／
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

等
の

水
位

監

視
の

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ

る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
〕
 

3 
〔
電
波
式
〕
 

1
2 

〔
エ
ア
パ
ー
ジ

式
〕
 

－
 

○
 

－
 

－
 

② 燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等 の 温 度 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
温
 

0～
10
0℃

 
2
5～

10
0℃

 

サ
ー
ミ
ス
タ
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

温
を

監
視

す

る
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
携
行
型
〕
 

3 

9 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

測
温
抵
抗
体
 

熱
電
対
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
水

温
を

監
視

す

る
た

め
，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る

変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
〕
 

1
2 

－
 

○
 

－
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
携
行
型
の
計
器
に
よ
る
確
認
の

た
め
伝
送
し
な
い
。
伝
送
は
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
の

計
器
に
よ
り
行
う
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
4
／

1
6
）

 

 

 
(５

) 
使
用
済
燃
料

貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

③ 代 替 注 水

設 備 の 流 量 

代
替

注
水
設
備
流
量
 

0～
24
0m

3 /
h 
 

0～
24
0m

3 /
h 

電
磁
式
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

へ
の

注
水

量
の

確

認
／

水
供

給
が

継
続

さ
れ

て
い

る
こ

と

の
監

視
の

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監
視

可
能

と
す

る
。
 

3 
－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

④ ス プ レ イ

設 備 の 流 量 

ス
プ

レ
イ
設
備
流
量
 

0～
11
4m

3 /
h 

0～
11
4m

3 /
h 

電
磁
式
 

ス
プ

レ
イ

ヘ
ッ

ダ
へ

の
供

給
流

量
の

監

視
の

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ

る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

3
6 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

⑤ 空 間 の 線 量 率 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率

※
4  

1
E-
1～

1E
+
6μ

Sv
/h
 

5
E+
1～

7.
3
E+
8μ

Sv
/
h 

半
導
体
検
出
器
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
線

量
率

を
監

視

す
る

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ

る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
携
行
型
〕
 

2 

4 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

1
E-
1～

1E
+
9μ

Sv
/h
 

5
E+
1～

7.
3
E+
8μ

Sv
/
h 

半
導
体
検
出
器
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
線

量
率

を
監

視

す
る

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ

る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
〕
 

2 
－
 

〇
 

－
 

－
 

⑥ 燃 料 貯

蔵 プ ー ル

の 状 態 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
（
監
視
カ

メ
ラ
）

※
4  

－
 

－
 

－
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
状

態
を

監
視

可

能
と
す
る
。
 

1
2 

7 
－
 

×
 

※
3 

－
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
携
行
型
の
計
器
に
よ
る
確
認
の

た
め
伝
送
し
な
い
。
伝
送
は
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
の

計
器
に
よ
り
行
う
 

※
3 
映
像
信
号
の
た
め
伝
送
し
な
い
 

※
4「

(６
) 

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の

設
備
」
と
兼
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
.
1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
5
／

1
6
）

 

 

 
(６

) 
工
場
等
外
へ

の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 放 水 砲

の 流 量 

放
水
砲
流
量

※
5  

0～
18
00
m
3 /
h 

0～
90
0m

3 /
h 

電
磁
式
 

可
搬

型
放

水
砲

の
放

水
量

を
監

視
す

る

た
め

，
重

大
事

故
に

想
定

さ
れ

る
変

動

範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

2
1 

－
 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

② 放 水 砲

の 圧 力 

放
水
砲
圧
力

※
5  

0～
1.
6M
Pa
 

0～
1.
2M
Pa
 

圧
力
式
 

放
水

時
の

圧
力

を
監

視
す

る
た

め
，

重

大
事

故
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲
を

監

視
可
能
と
す
る
。
 

1
4 

－
 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

③ 空 間 の

線 量 率 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率

※
4  

1
E-
1～

1E
+
9μ

Sv
/h
 

5
E+
1～

7.
3
E+
8μ

Sv
/
h 

半
導
体
検
出
器
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
線

量
率

を
監

視

す
る

た
め

，
重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ

る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
〕
 

2 
4 

－
 

〇
 

－
 

－
 

④ 燃 料 貯

蔵 プ ー ル

の 状 態 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
（
監
視
カ

メ
ラ
）

※
4  

－
 

－
 

－
 

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
等

の
状

態
を

監
視

可

能
と
す
る
。
 

1
2 

7 
－
 

×
 

※
3 

－
 

－
 

⑤ 建 屋 内 の

線 量 率 

建
屋
内
線
量
率
 

1
E+
0～

3E
+
5μ

Sv
/h
 

2
.5
E+
5～

3E
+5
μ
Sv
/
h 

半
導
体
検
出
器
 

建
屋

内
の

線
量

率
を

監
視

す
る

た
め

，

重
大

事
故

時
に

想
定

さ
れ

る
変

動
範

囲

を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

1
0 

6
1 

－
 

〇
 

－
 

－
 

1
E-
1～

1E
+
4μ

Sv
/h
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
情
報
把
握
計
装
設
備
の
接
続
が
放
出
抑
制
対
策

の
柔
軟
性
を
損
な
う
こ
と
か
ら
伝
送
し
な
い
 

※
3 
映
像
信
号
の
た
め
伝
送
し
な
い
 

※
4「

(５
)使

用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
の
設
備
」
と
兼
用
す
る

設
備
 

※
5「

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
」
と
共
用
す
る
設
備
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第

6
.
2
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1
－

１
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
及

び
重
要
代

替
監
視

パ
ラ

メ
ー

タ
（

1
6
／

1
6
）

 

 

 
(７

) 
重
大
事
故
等

へ
の
対
処
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

分
類
 

重
要
監
視

パ
ラ
メ
ー
タ
及
び
 

重
要
代
替

監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

計
測
範
囲
 

重
大
事
故
時
に
お
け
る
 

プ
ロ
セ
ス
の
変
動
範
囲
 

計
測
方
式
 

把
握
能
力
（
計
測
範
囲
の
考
え

方
）
 

可
搬
型
重
大

事
故
等
対
処

設
備
個
数

※
1  

常
設
重
大
事

故
等
対
処
設

備
個
数
 

テ
ス
タ
ー
 

個
数

※
1  

情
報
把
握
計

装
設
備
へ
の

伝
送
 

計
装
導
圧

配
管
と
の

接
続
 

温
度
計
ガ

イ
ド
管
と

の
接
続
 

① 貯 水 槽 の 水 位 

貯
水
槽
水
位

※
4  

0～
10
m 

0～
67
50
mm
 

ロ
ー
プ
式
 

貯
水

槽
の

水
位

を
監

視
す

る
た

め
，

重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を

監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
携
行
型
〕
 

8 

[ロ
ー
プ
式
] 

4 

－
 

×
 

※
2 

－
 

－
 

3
00
～
75
00
mm
 

電
波
式
 

貯
水

槽
の

水
位

を
監

視
す

る
た

め
，

重

大
事

故
時

に
想

定
さ

れ
る

変
動

範
囲

を

監
視
可
能
と
す
る
。
 

〔
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
〕
 

1
2 

[電
波
式
] 

－
 

○
 

－
 

－
 

② 第 １ 貯 水 槽 給 水

の 流 量 

第
1
貯
水
槽
給
水
流
量

※
4  

0～
18
00
m
3 /
h 

0～
90
0m

3 /
h 

電
磁
式
 

大
型

移
送

ポ
ン

プ
車

か
ら

吐
出

流
量

を

監
視

す
る

た
め

，
重

大
事

故
に

想
定

さ

れ
る
変
動
範
囲
を
監
視
可
能
と
す
る
。
 

3
0 

－
 

－
 

×
 

※
3 

－
 

－
 

※
1 
事
故
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
及
び
待
機
除
外
時
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
含
む
 

※
2 
携
行
型
の
計
器
に
よ
る
確
認
の

た
め
伝
送
し
な
い
。
伝
送
は
パ
ラ
メ
ー
タ
伝
送
型
の

計
器
に
よ
り
行
う
 

※
3 
設
備
の
健
全
性
確
認
時
の
み
に

計
測
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
り
，
継
続
監
視
し
な
い

た
め
伝
送
し
な
い
 

※
4「

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
」
と
共
用
す
る
設
備
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第
6
.
2
.
1
－
２
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

１
／

1
2
）

 

 

 
(1
) 

臨
界
事
故

の
拡

大
を
防

止
す
る

た
め

の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
監

視
に
は
常
設
の
計
器
を
使
用
す
る
 

※
2:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
2  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 槽 の 放 射 線

レ ベ ル 

放
射
線
レ
ベ
ル

※
1  

ａ
．
放
射
線
レ
ベ
ル
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
臨
界
検
知
用
放
射
線
検
出
器

に
て
貯
槽
の
放
射
線
レ
ベ
ル
を
測
定
す
る
。
 

放
射
線
レ
ベ
ル
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

貯 槽 掃 気

圧 縮 空 気

の 流 量 

貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し

。
 

廃 ガ ス

貯 留 槽

の 圧 力 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放

射
性
物
質
の
導
出
開
始
及
び
完
了
を
判
断
す
る
た
め
に
計
測
し
，
万
一
，
廃
ガ
ス
貯

留
槽
の
圧
力
が
監
視
で
き
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
，
異
な
る
計
測
点
の
圧
力
計
よ
り
パ
ラ
メ
ー
タ
を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 貯

留 槽 の 入

口 流 量 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放

射
性
物
質
の
導
出
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
を
判
断
す
る
た
め
に
計
測
し
，
万
一
，
廃
ガ

ス
貯
留
槽
へ
の
流
量
が
監
視
で
き
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
，
異
な
る
計
測
点
の
流
量
計
よ
り
パ
ラ
メ
ー
タ
を
測

定
す

る
。
 

廃 ガ ス 貯 留

槽 の 放 射 線

レ ベ ル 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
放
射
線
レ
ベ
ル

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
放
射
線
レ
ベ
ル
 

（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
設
備
へ
の
放

射
性
物
質
の
導
出
が
開
始
さ
れ
た
こ
と
を
判
断
す
る
た
め
に
計
測
し
，
万
一
，
廃
ガ

ス
貯
留
槽
の
放
射
線
レ
ベ
ル
が
監
視
で
き
な
く
な
っ
た
場
合
に
は
，
異
な
る
計
測
点
の

廃
ガ
ス
貯
留
設
備
の
放
射
線

モ
ニ
タ
に
よ
り
パ
ラ
メ
ー
タ
を
測
定
す
る
。

 

溶 解 槽 の

圧 力 

溶
解
槽
圧
力

※
1  

ａ
．
溶
解
槽
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て
溶
解
槽
圧
力
を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 洗

浄 塔 の 入

口 圧 力 

廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
を
測
定
す
る
。
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.
2
.
1
－
２
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

２
／

1
2
）

 

 

 
(2
) 

冷
却
機
能

の
喪

失
に
よ

る
蒸
発

乾
固

に
対

処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 槽 等 の 温 度 

貯
槽
等
温
度
 

ａ
．
貯
槽
等
温
度
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
．
内
部
ル
ー
プ
通
水
流
量
又
は
冷
却
コ
イ
ル
通
水
流

量
 

ｃ
．
貯
槽
等
液
位
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
温
度
計
ガ
イ
ド
管
を
使
用
し
,貯

槽
等
温
度
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
．
貯
槽
の
冷
却
に
必
要
な
冷
却
水
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
内
部
ル
ー
プ
通
水
の
流
量
又
は
冷
却
コ
イ
ル
通

水
の
流
量
に
よ
り
把
握
し
，
貯
槽
が
沸
点
未
満
に
冷
却
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

ｃ
．
貯
槽
等
の
液
位
が
低
下
し
て
い
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
，
貯
槽
が
冷
却
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

推

測
す
る
。
 

貯 槽 等 の 液 位 

貯
槽
等
液
位
 

ａ
．
貯
槽
等
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
1．

貯
槽
等
温
度
及
び
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水

槽
液
位
 

ｂ
2．

貯
槽
等
温
度
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は

凝
縮
水
槽

液
位
及
び
貯
槽
等
注
水
流
量
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
を
使
用
し
,貯

槽
等
液
位
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
1．

貯
槽

等
の
温
度
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
,貯

槽
等
の
液
位
が
低
下
し
て
い
な
い
こ
と
を
推
定
す
る
。
ま

た
，
貯
槽
等
の
温
度
が
沸
点
に
至
っ
て
い
る
場
合
に
は
，

凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
液
位
の
上
昇
率
か
ら

貯
槽
等
液
位
を
推
定
す
る
。
 

ｂ
2．

貯
槽

等
の
温
度
が
沸
点
に
至
っ
て
い
る
場
合
に
は
，
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
液
位
の
上

昇
率
及
び

貯
槽
等
注
水
流
量
か
ら
貯
槽
等
液
位
を
推
定
す
る
。
 

凝 縮 器 出

口 の 排 気

温 度 

凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
 

ｂ
．
貯
槽
等
液
位
及
び
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水

槽
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
水
回
収
セ
ル
又
は
凝
縮
水
槽
液
位
か
ら
推
定
さ
れ
る
凝
縮
水
の
発
生
率
及
び

貯
槽
等

液
位
か
ら
推
定
さ

れ
る
蒸
発
率
が
一
致
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
，
沸
騰
蒸
気
が
凝
縮
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す

る
。
 

セ ル 導 出 ユ ニ

ッ ト フ ィ ル タ

の 差 圧 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

並
列
に
設
置
さ
れ
た
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ
ト
ご
と
に
差
圧
計
を
設
置
し
，
片
系
列
運
用
と
す
る
。
一
方
の
系
列
の
差
圧

の
計
測
が
で
き
な
い
場
合
に
は
，
他
方
の
系
列
に
切
り
替
え
る
た
め
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

代 替 セ ル 排

気 系 フ ィ ル

タ の 差 圧 

代
替
セ
ル
排
気
系
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
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1
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

３
／

1
2
）

 

 

 
(2
) 

冷
却
機
能

の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対

処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

凝 縮 水 回 収 セ ル 又 は

凝 縮 貯 槽 の 液 位 

凝
縮
水
回
収
セ
ル
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
及
び
貯
槽
等
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
か
ら
凝
縮
器
が
所
定
の
性
能
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
，
貯
槽
等
液
位
の
低

下
量
か
ら
凝
縮
水
の
発
生
量
を
推
定
す
る
こ
と
で
，
凝
縮
水
回
収
セ

ル
の
液
位
を
推
定
す
る
。
 

凝
縮
水
槽
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
及
び
貯
槽
等
液
位
 

ｂ
．
凝
縮
器
出
口
排
気
温
度
か
ら
凝
縮
器
が
所
定
の
性
能
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
，

貯
槽
等
液
位
の
低

下
量
か
ら
凝
縮
水
の
発
生
量
を
推
定
す
る
こ
と
で
，
凝
縮
水
槽
の
液
位
を
推
定
す
る
。

 

膨 張 槽 の 液 位 

膨
張
槽
液
位
 

―
 

直
接
的
な
計
測
方
法
で
あ
る
た
め
，
可
搬
型
の
計
器
以
外
に
故
障
等
が
発
生
す
る
箇
所
が
な
く
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ

の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

内 部 ル ー プ 通

水 及 び 冷 却 コ

イ ル の 圧 力 

内
部
ル
ー
プ
通
水
圧
力
 

冷
却
コ
イ
ル
圧
力
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

セ ル 導 出 経 路

の 圧 力 

セ
ル
導
出
経
路
圧
力
 

ａ
．
セ
ル
導
出
経
路
圧
力

（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
（
気
相
部
）
を
使
用
し
，
セ
ル
導
出
経
路
圧
力
を
測
定
す
る
。
 

導 出 先 セ ル

の 圧 力 

導
出
先
セ
ル
圧
力
 

ａ
．
導
出
先
セ
ル
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

 
ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
（
気
相
部
）
に
可
搬
型
圧
力
計
を
接
続
し
，
導
出
先
セ
ル
圧
力
を
測
定
す
る
。 
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－
２
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

４
／

1
2
）

 

 

 
(2
) 

冷
却
機
能

の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対

処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

漏 え い 液 受

皿 の 液 位 

漏
え
い
液
受
皿
液
位
 

ａ
．
漏
え
い
液
受
皿
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
漏
え
い
液
受
皿
液
位
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
に
可
搬
型
漏
え
い
液
受
皿
液
位
計
を
接
続
し
,漏

え
い
液
受
皿
液
位
を

測
定
す
る
。
 

排 水 の 線 量 

排
水
線
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

凝 縮 器 通 水 の

流 量 

凝
縮
器
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

冷 却 コ イ ル 通

水 の 流 量 

冷
却
コ
イ
ル
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

内 部 ル ー プ 通

水 の 流 量 

内
部
ル
ー
プ
通
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

貯 槽 等 注 水 の

流 量 

貯
槽
等
注
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

建 屋 給 水 の 流

量 

建
屋
給
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

５
／

1
2
）

 

 

 
(3
) 

放
射
線
分

解
に

よ
り
発

生
す
る

水
素

に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

圧 縮 空 気 自

動 供 給 貯 槽

の 圧 力 

圧
縮
空
気
自
動
供
給
貯
槽
圧
力
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
が
，
貯
槽
等
を
未
然
防
止
濃
度
に
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
流
量
以
上
で
あ
る
こ

と
確
認
す
る
た
め
に
，
水
素
掃
気
系
統
の
施
錠

管
理
し
て
い
る
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で

，
圧
縮

空
気
自
動
供
給
貯
槽
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
測
す
る
。
 

圧 縮 空 気 自

動 供 給 ユ ニ

ッ ト の 圧 力 

圧
縮
空
気
自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
圧
力
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
が
，
貯
槽
等
を
未
然
防
止

濃
度
に
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
流
量
以
上
で
あ
る

こ
と

確
認
す
る
た
め
に
，
水
素
掃
気
系
統
の
施
錠
管
理
し
て
い
る
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で
，
圧
縮
空
気

自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
測
す
る
。
 

機 器 圧 縮 空 気

自 動 供 給 ユ ニ

ッ ト の 圧 力 

機
器
圧
縮
空
気
自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
圧
力
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
が
，
貯
槽
等
を
未
然
防
止

濃
度
に
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
流
量
以
上
で
あ
る

こ
と

確
認
す
る
た
め
に
，
水
素
掃
気
系
統
の
施
錠
管
理
し
て
い
る
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で
，
機
器
圧
縮

空
気
自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
測
す
る
。
 

圧 縮 空 気 手 動 供

給 ユ ニ ッ ト 接 続

系 統 の 圧 力 

圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
接
続
系
統
圧
力
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
が
，
貯
槽
等
を
未
然
防
止

濃
度
に
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
流
量
以
上
で
あ
る

こ
と

確
認
す
る
た
め
に
，
か
く
は
ん
系
統
又
は
計
装
導
圧

配
管
の
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で

，
圧
縮
空
気

手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
測
す
る
。
 

貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 の 流 量 

貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ａ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
1．

水
素
掃
気
系
統
圧
縮

の
空
気
圧
力
 

ｂ
2．

か
く
は
ん
系
統
圧
縮
空
気
圧
力
 

ｃ
．
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
流
量
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
配
管
を
使
用
し
，
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
1．

可
搬
型

空
気
圧
縮
機
か
ら
水
素

爆
発
を
想
定

す
る
機
器
へ
圧
縮
空

気
が
供
給
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
確
認
す

る

た
め
，
水
素
掃
気
系
統
の
施
錠

管
理
し
て
い
る
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で
系
統
の
圧
縮
空
気
圧
力
を

測
定
す
る
こ
と
に
よ
り
，
機
器
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

ｂ
2．

可
搬
型

空
気
圧
縮
機
か

ら
水
素

爆
発
を
想
定

す
る
機
器
へ
圧
縮
空

気
が
供
給
さ
れ
て
い

る
こ
と
を
確
認
す

る

た
め
，
か
く
は
ん
系
統
の
下
流
側
の
弁
の
開
度
を
確
認
し
た
う
え
で
系
統
の
圧
縮
空
気
圧
力
を
測
定
す
る
こ
と
に
よ

り
，
機
器
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

ｃ
．
機
器
個
別
の
貯
槽
圧
縮
空
気
流
量
を
変
化
さ
せ
，
そ
の
時
の
セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
流
量
の
変
化
を
確
認
す
る
こ

と
に
よ
り
，
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
を
推
測
す
る
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

６
／

1
2
）

 

 

 
(3
) 

放
射
線
分

解
に

よ
り
発

生
す
る

水
素

に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

水 素 掃 気 系 統 圧

縮 空 気 の 圧 力 

水
素
掃
気
系
統
圧
縮
空
気
の
圧
力
 

ｂ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｂ
．
可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か
ら

水
素
爆
発
を

想
定
す
る
機
器
へ
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た

め
，

水
素

掃
気

系
統

の
下

流
側

の
弁

の
開
度

を
確

認
し

た
う

え
で

系
統
の

圧
縮

空
気
流

量
を

測
定

す
る

こ
と

に
よ

り
，
機
器
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

か く は ん 系 統 圧

縮 空 気 の 圧 力 

か
く
は
ん
系
統
圧
縮
空
気
圧
力
 

ｂ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｂ
．
可
搬
型
空
気
圧
縮
機
か
ら

水
素
爆
発
を

想
定
す
る
機
器
へ
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た

め
，

か
く

は
ん

系
統

の
下

流
側

の
弁

の
開
度

を
確

認
し

た
う

え
で

系
統
の

圧
縮

空
気
流

量
を

測
定

す
る

こ
と

に
よ

り
，
機
器
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
推
定
す
る
。
 

セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト の

流 量 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
を
測
定
す
る
こ
と
で
，
機
器
に
必
要
な
圧
縮
空
気
が
供
給
さ
れ
て
い
る
こ
と
を

推
測

す
る
。
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1
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２
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

７
／

1
2
）

 

 

 
(3
) 

放
射
線
分

解
に

よ
り
発

生
す
る

水
素

に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る

状
況
の

推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 槽 等 水 素

の 濃 度 

貯
槽
等
水
素
濃
度
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
 

ｃ
．
貯
槽
等
温
度
 

ｃ
．
貯
槽
掃
気
圧
縮
空
気
流
量
よ
り
，
貯
槽
等
を
可
燃
限
界
濃
度
未
満
に
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
空
気
が
供
給
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
に
よ
り
，
貯
槽
等
が
可
燃
限
界
濃
度
未
満
で
あ
る
こ
と
を
推
測
す
る
。
 

ｃ
．
貯
槽
等
温
度
よ
り
，
溶
液
の
性
状
の
変
化
に
応
じ
た
水
素
発
生
量
を
推
測
し
，
貯
槽
等
が
可
燃
限
界
濃
度
未
満

で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト

フ ィ ル タ の 差 圧 

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

並
列
に
設
置
さ
れ
た
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ
ト
ご
と
に
差
圧
計
を
設
置
し
，
片
系
列
運
用
と
す
る
。
一
方
の
系
列
の
差
圧

の
計
測
が
で
き
な
い
場
合
に
は
，
他
方
の
系
列
に
切
り
替
え
る
た
め
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

代 替 セ ル 排 気 系

フ ィ ル タ の 差 圧 

代
替
セ
ル
排
気
系
フ
ィ
ル
タ
差
圧
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら
な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

セ ル 導 出 経 路 の

圧 力 

セ
ル
導
出
経
路
圧
力
 

ａ
．
セ
ル
導
出
経
路
圧
力

（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
（
気
相
部
）
を
使
用
し
，
セ
ル
導
出
経
路
圧
力
を
測
定
す
る
。
 

導 出 先 セ ル の

圧 力 

導
出
先
セ
ル
圧
力
 

ａ
．
導
出
先
セ
ル
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

 
ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
計
装
導
圧
配
管
（
気
相
部
）
に
可
搬
型
圧
力
計
を
接
続
し
，
導
出
先
セ
ル
圧
力
を
測
定
す
る
。 

貯 槽 等 の 温

度 

貯
槽
等
温
度
 

ａ
．
貯
槽
等
温
度
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
 

ｂ
．
貯
槽
等
水
素
濃
度
 

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
温
度
計
ガ
イ
ド
管
を
使
用
し
,貯

槽
等
温
度
を
測
定
す
る
。
 

ｂ
．
貯
槽
等
水
素
濃
度
よ
り
，
貯
槽
等
の
溶
液
の
性
状
の
変
化
を
確
認
し
，
貯
槽
等
温
度
を
推
定
す
る
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

８
／

1
2
）

 

  
(4
) 

有
機
溶
媒

等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対

処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
監

視
に
は
常
設
の
計
器
を
使
用
す
る
 

※
2:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
2  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮

缶 供 給 槽 の 液 位 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
液
位

※
1  

ｂ
．
供
給
槽
ゲ
デ
オ
ン
流
量

※
1  

 

ｂ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
の
液
位
は
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供
給
が
停
止
す
る
こ
と
に
よ
り
，
Ｔ

Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
再
発
が
防
止
で
き
た
こ
と
の
判
断
に
使
用
す
る
た
め
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮

缶
へ
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
溶
液
を
供
給
す
る
供
給
槽
ゲ
デ
オ
ン
の
流
量
を
分
単
位
の
流
量
に
換
算
し
，
こ
れ
を
監
視
期
間

に
わ
た
り
積
算
す
る
こ
と
で
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
供
給
槽
の
減
少
量
を
推
定
し
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
供

給
が
停
止
し
て
い
る
か
確
認
す
る
。
 

プ ル ト ニ ウ ム 濃 縮 缶 加

熱 蒸 気 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
加
熱
蒸
気
温
度

※
1  

ａ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
加
熱
蒸
気
温
度
（
他
チ
ャ

ン
ネ
ル
）

※
1  

ｃ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力

※
1 ，

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

濃
縮
缶
気
相
部
温
度

※
1
及
び
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液

相
部
温
度

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
温
度
計
に
て
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
加
熱
蒸
気
温
度
を
測
定
す
る
。
 

ｃ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
加
熱
蒸
気
温
度
は
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
へ
の
加
熱
蒸
気
の
供
給
が
停
止
す
る
こ
と

に
よ
り
，
Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
再
発
が
防
止
で
き
た
こ
と
の
判
断
に
使
用
す
る
た
め
，
拡
大
防

止
対
策
の
成
否
に
よ
り
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温
度
及
び
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
缶
液
相
部
温
度
が
同
様
に
変
動
す
る
こ
と
か
ら
，
こ
れ
ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
す
る
こ
と
で
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃

縮
缶
加
熱
蒸
気
温
度
の
挙
動
を
推
測
す
る
。

 

プ ル ト ニ ウ ム

濃 縮 缶 の 圧 力 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力

※
1  

ｃ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温
度

※
1
及
び
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温
度

※
1  

ｃ
．
Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
成
否
に
よ
り
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮

缶
気

相
部

温
度

及
び

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮
缶

液
相

部
温

度
は

プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
濃

縮
缶
圧

力
と

同
様

に
変

動
す

る
こ

と
か
ら
，
こ
れ
ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
す
る
こ
と
で
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力
の
挙
動
を

推
測
す
る
。
 

プ ル ト ニ ウ

ム 濃 縮 缶 気

相 部 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温
度

※
1  

ｃ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力

※
1
及
び
プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
濃
縮
缶
液
相
部
温
度

※
1  

ｃ
．
Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
成
否
に
よ
り
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮

缶
圧

力
及

び
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

液
相
部

温
度

は
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃
縮

缶
気

相
部
温

度
と

同
様

に
変

動
す

る
こ

と
か
ら
，
こ
れ
ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
す
る
こ
と
で
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
気
相
部
温
度
の
挙
動
を
推
測
す
る
。
 

プ ル ト ニ ウ

ム 濃 縮 缶 液

相 部 の 温 度 

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温
度

※
1  

ｃ
．
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
圧
力

※
1
及
び
プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
濃
縮
缶
気
相
部
温
度

※
1  

ｃ
．
Ｔ
Ｂ
Ｐ
等
の
錯
体
の
急
激
な
分
解
反
応
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
の
措
置
の
成
否
に
よ
り
，
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮

缶
圧

力
及

び
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

気
相
部

温
度

は
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃
縮

缶
液

相
部
温

度
と

同
様

に
変

動
す

る
こ

と
か
ら
，
こ
れ
ら
の
パ
ラ
メ
ー
タ
を
監
視
す
る
こ
と
で
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
濃
縮
缶
液
相
部
温
度
の
挙
動
を
推
測
す
る
。
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6
.
2
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1
－
２
表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

９
／

1
2
）

 

 

  
(4
) 

有
機
溶
媒

等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対

処
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
（
つ
づ
き
）
 

※
1:
重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
又
は
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
の
監

視
に
は
常
設
の
計
器
を
使
用
す
る
 

※
2:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
2  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

廃 ガ ス 貯 留

槽 の 圧 力 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て

廃
ガ
ス
貯
留
槽
圧
力

を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 貯 留 槽

の 入 口 流 量 

廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量

（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
流
量
計
に
て

廃
ガ
ス
貯
留
槽
入
口
流
量
を
測
定
す
る
。
 

廃 ガ ス 洗 浄 塔

の 入 口 圧 力 

廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力

※
1  

ａ
．
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）

※
1  

ａ
．
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
の
圧
力
計
に
て
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入
口
圧
力
を
測
定
す
る
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

1
0
／

1
2
）

 

 

 
(5
) 

使
用
済
燃

料
貯

蔵
槽
の

冷
却
等

の
た

め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

燃 料 貯 蔵 プ ー

ル 等 の 水 位 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル

等 の 温 度 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
温
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

代 替 注 水 設 備

の 流 量 

代
替
注
水
設
備
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し

。
 

ス プ レ イ 設 備

の 流 量 

ス
プ
レ
イ
設
備
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し

。
 

空 間 の 線 量 率 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

燃 料 貯 蔵 プ ー

ル の 状 態 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
（
監
視
カ
メ
ラ
）

 
―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

1
1
／

1
2
）

 
 

 
(6
) 

工
場
等
外

へ
の

放
射
性

物
質
等

の
放

出
を
抑
制
す
る
た
め
の
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

 
 

分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

放 水 砲 の 流 量 

放
水
砲
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

放 水 砲 の 圧 力 

放
水
砲
圧
力
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

空 間 の 線 量 率 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
空
間
線
量
率
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル

の 状 態 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
状
態
（
監
視
カ
メ
ラ
）

 
―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
 

建 屋 内 の 線

量 率 

建
屋
内
線
量
率
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
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表

 
重

要
監
視
パ

ラ
メ
ー

タ
の

代
替
方

法
（

1
2
／

1
2
）

 
 

 
(７

) 
重
大
事
故

等
へ

の
対
処

に
必
要

と
な

る
水
の
供
給
設
備
に
必
要
な
計
装
設
備
 

※
1:
重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
は
以
下
の
と
お
り
分
類
し
，
こ
れ

を
優
先
順
位
と
す
る
 

 
 ａ

．
異
な
る
計
測
点
（
他
チ
ャ
ン
ネ
ル
）
へ
の
接
続
に
よ
る
測
定
 

ｂ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
か
ら
の
換
算
等
に
よ
る
推
定
 

ｃ
．
他
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
移
に
よ
る
状
況
の
推
測
 

 分
類
 

重
要
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ
 

重
要
代
替
監
視
パ
ラ
メ
ー
タ

※
1  

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ
の
推
定
方
法
 

貯 水 槽 の 水 位 

貯
水
槽
水
位
 

―
 

携
行
型
及
び
可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か

つ
破
損
等
が
あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な

ら
な
い
こ
と
か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は
な
し
。
 

第 １ 貯 水 槽 給 水

の 流 量 

第
1
貯
水
槽
給
水
流
量
 

―
 

可
搬
型
設
備
の
計
測
用
で
あ
る
た
め
，
重
大
事
故
等
の
起
因
で
は
破
損
等
の
可
能
性
が
低
い
こ
と
，
か
つ
破
損
等
が

あ
っ
て
も
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
と
の
交
換
対
応
が
可
能
で
あ
り
，
対
象
パ
ラ
メ
ー
タ
の
計
測
が
困
難
と
は
な
ら

な
い
こ
と

か
ら
,代

替
パ
ラ
メ
ー
タ
は

な
し
。
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第 6.2.1－３表 補助パラメータ（重大事故等対処設備）（１／３） 
 

事象分類 分類 補助パラメータ 
可搬

型 
常設 

重大事

故等対

処設備 

電源

設備 

再処理施設

の状態を補

助的に監視 

(1)使用

済燃料貯

蔵槽の冷

却等のた

めの設備 

可搬型計測ユニット用

空気圧縮機の出口圧力

（機器付） 

可搬型計測ユニット用空気圧縮

機出口圧力（機器付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

可搬型空冷ユニットの

出口圧力（機器付） 

可搬型空冷ユニット出口圧力

（機器付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

可搬型空冷ユニット用

冷却装置の圧力（機器

付） 

可搬型空冷ユニット用冷却装置

圧力（機器付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

可搬型空冷ユニット用

バルブユニットの流量

（機器付） 

可搬型空冷ユニット用バルブユ

ニット流量（機器付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

監視カメラ入口空気の

流量（機器付） 

監視カメラ入口空気流量（機器

付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

線量率計入口空気の流

量（機器付） 

線量率計入口空気流量（機器

付） 
〇 ― 〇 ― 〇 

(2)工場

等外への

放射性物

質等の放

出を抑制

するため

の設備 

可搬型中型移送ポンプ

の吐出圧力 
可搬型中型移送ポンプ吐出圧力 〇 ― 〇 ― ― 

(3)電源

設備 
代替電源の電圧等 

前処理建屋可搬型発電機電圧 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

前処理建屋可搬型発電機燃料油 ※

1 
〇 ― 〇 〇 〇 

分離建屋可搬型発電機電圧 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

分離建屋可搬型発電機燃料油 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

制御建屋可搬型発電機電圧 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

制御建屋可搬型発電機燃料油 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋可搬型発電機電圧 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋可搬型発電機燃料油 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

高レベル廃液ガラス固化建屋可

搬型発電機電圧 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

高レベル廃液ガラス固化建屋可

搬型発電機燃料油 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

※1 可搬型発電機付きの計測器で測定するパラメータ  
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第 6.2.1－３表 補助パラメータ（重大事故等対処設備）（２／３） 
 

事象分類 分類 補助パラメータ 
可搬

型 
常設 

重大事

故等対

処設備 

電源

設備 

再処理施設

の状態を補

助的に監視 

(3)電源

設備 

（つづ

き） 

代替電源の電圧等 

（つづき） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機電圧 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機燃料油 ※1 
〇 ― 〇 〇 〇 

母線の電圧 

受電開閉設備 154ｋＶ受電電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

ユーティリティ建屋 6.9ｋＶ運転

予備用主母線電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設 6.9ｋＶ非常用母線Ａ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設 6.9ｋＶ非常用母線Ｂ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

非常用電源建屋6.9ｋＶ非常用主

母線Ａ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

非常用電源建屋6.9ｋＶ非常用主

母線Ｂ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ａ電

圧 
― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ｂ電

圧 
― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 6.9ｋＶ運転予備用母線

C1 電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 6.9ｋＶ運転予備用母線

C2 電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 460Ｖ非常用母線Ａ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

制御建屋 460Ｖ非常用母線Ｂ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

前処理建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ａ

電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

前処理建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ｂ

電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

前処理建屋 6.9ｋＶ運転予備用母

線電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

前処理建屋 460Ｖ非常用母線Ａ電

圧 
― 〇 〇 〇 ― 

前処理建屋 460Ｖ非常用母線Ｂ電

圧 
― 〇 〇 〇 ― 

分離建屋 460Ｖ非常用母線Ａ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

分離建屋 460Ｖ非常用母線Ｂ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

分離建屋 6.9ｋＶ運転予備用母線

電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

精製建屋 460Ｖ非常用母線Ａ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

精製建屋 460Ｖ非常用母線Ｂ電圧 ― 〇 〇 〇 ― 

精製建屋 6.9ｋＶ運転予備用母線

電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

※1 可搬型発電機付きの計測器で測定するパラメータ  
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第 6.2.1－３表 補助パラメータ（重大事故等対処設備）（３／３） 
 

事象分類 分類 補助パラメータ 
可搬

型 
常設 

重大事

故等対

処設備 

電源

設備 

再処理施設

の状態を補

助的に監視 

(3)電源

設備 

（つづ

き） 

母線の電圧 

（つづき） 

ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ａ電

圧 

― 〇 〇 〇 ― 

ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋 6.9ｋＶ非常用母線Ｂ電

圧 

― 〇 〇 〇 ― 

ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋 6.9ｋＶ運転予備用母線

電圧 

― 〇 〇 〇 ― 

ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋 460Ｖ非常用母線Ａ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

ウラン・プルトニウム混合脱

硝建屋 460Ｖ非常用母線Ｂ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

高レベル廃液ガラス固化建屋

460Ｖ非常用母線Ａ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

高レベル廃液ガラス固化建屋

460Ｖ非常用母線Ｂ電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

高レベル廃液ガラス固化建屋

6.9ｋＶ運転予備用母線電圧 
― 〇 〇 〇 ― 

燃料油貯蔵タンクの液位 

第１軽油貯槽液位 ※1 ― 〇 〇 〇 〇 

第２軽油貯槽液位 ※1 ― 〇 〇 〇 〇 

軽油用タンクローリ液位 ※1 〇 ― 〇 〇 〇 

(4) 情 報

把握計装

設備 

情報把握計装設備の代替

電源の電圧等 

情報把握計装設備可搬型発電

機電圧 ※2 
〇 ― 〇 〇 ― 

情報把握計装設備可搬型発電

機燃料油 ※2 
〇 ― 〇 〇 ― 

※1「ＭＯＸ燃料加工施設」と共用する設備 

※2 可搬型発電機付きの計測器で測定するパラメータ 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( １／ 27)  

 

 (1)  臨界事故の拡大を防止するための設備に必要な計装設備 

[ 常設重大事故等対処設備 ]  

 ａ．臨界検知用放射線検出器 

   ・臨界検知用放射線検出器の一部は，代替安全保護回路と兼用する。 

 個  数   24 

計測範囲   1E+0～1E+7μSv/h  

計測方式   電離箱 

 

 ｂ．廃ガス貯留設備の圧力計 

個  数   19    

計測範囲   ０～１ MPa  

計測方式   圧力式 

 

 ｃ．廃ガス貯留設備の流量計 

個  数   ４    

計測範囲   ０～136Nm3/h 

計測方式   差圧式 

 

 ｄ．廃ガス貯留設備の放射線モニタ 

個  数   ４    

計測範囲   1E+0～1E+7μSv/h  

計測方式   電離箱 

  

６－６－212



第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ２／ 27)  

 

 ｅ．溶解槽圧力計 

( 設計基準対象の施設と兼用 )  

個  数   ４    

計測範囲   - ２～２ kPa  

計測方式   エアパージ式 

 

 ｆ．廃ガス洗浄塔入口圧力計 

( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・廃ガス洗浄塔入口圧力計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処

するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   ２    

計測範囲   -3.5～２ kPa  

計測方式   エアパージ式 

 

   [ 可搬型重大事故等対処設備 ]  

 ａ．可搬型放射線レベル計 

 (a)  ガンマ線用サーベイメータ 

    個  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２台） 

計測範囲   1E-1～1E+6μSv/h  

計測方式   半導体検出器 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ３／ 27)  

 

 (b)  中性子線用サーベイメータ 

個  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２台）  

計測範囲   1E-2～1E+4μSv/h 

計測方式   比例計数管 

 

 ｂ．可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

個  数   18 （予備として故障時及び待機除外時のバックアッ

プを14台） 

    計測範囲   ０～ 30Nm3/h  

    計測方式   熱式 

 

 (2)  冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備に必要な計装設 

  備 

   [ 常設重大事故等対処設備 ]  

 a ．貯槽温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 (a)  貯槽温度計（熱電対） 

    個  数   41 

 計測範囲   ０～ 100 ℃  

計測方式   熱電対 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ４／ 27)  

 

 (b)  貯槽温度計（測温抵抗体） 

    個  数   14 

 計測範囲   ０～ 150 ℃ 

 計測方式   測温抵抗体   

 

 b ．貯槽液位計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

    個  数   55 

計測範囲   液位：０～65kPa,密度：０～ 10kPa  

計測方式   エアパージ式 

 

 c ．漏えい液受皿液位計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

    個  数   ９ 

 計測範囲   ０～13.44kPa  

 計測方式   エアパージ式 

 

 d ．廃ガス洗浄塔入口圧力計，混合廃ガス凝縮器入口圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   10    

計測範囲   -12 ～２ kPa  

計測方式   エアパージ式 

  

６－６－215



第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ５／ 27)  

 

   [ 可搬型重大事故等対処設備 ]  

 a ．可搬型貯槽温度計 

 (a)  可搬型貯槽温度計（熱電対） 

    個  数   78 （予備として故障時のバックアップを39台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃ 

    計測方式   熱電対 

 

 (b)  可搬型貯槽温度計（測温抵抗体） 

個  数   28 （予備として故障時のバックアップを14台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃ 

    計測方式   測温抵抗体 

 

 (c)  可搬型貯槽温度計（テスター） 

    個  数   18 （予備として故障時及び待機除外時のバックア 

ップを12台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃（熱電対・測温抵抗体） 

    計測方式   テスター 

 

 b ．可搬型冷却水流量計 

    個  数   57 （予備として故障時及び待機除外時のバックア 

ップを44台） 

    計測範囲   2.3 ～ 107m3/h  

    計測方式   電磁式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ６／ 27)  

 

 c ．可搬型冷却コイル通水流量計  

    個  数   159 （予備として故障時及び待機除外時のバックアッ

プを 106 台） 

    計測範囲   ０～13m3/h 

    計測方式   電磁式 

 

 d ．可搬型貯槽液位計 

    個  数   106 （予備として故障時のバックアップを53台） 

計測範囲   液位：０～80kPa,密度：０～ 30kPa 

計測方式   エアパージ式 

 

 e ．可搬型機器注水流量計 

    個  数   167  （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを 126 台） 

    計測範囲   0.04～ 107m3/h  

    計測方式   電磁式 

 

 f ．可搬型凝縮器出口排気温度計 

 (a)  可搬型凝縮器出口排気温度計（熱電対） 

    個  数   ８  （予備として故障時のバックアップを４台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃  

    計測方式   熱電対 

  

６－６－217



第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ７／ 27)  

 

 (b)  可搬型凝縮器出口排気温度計（測温抵抗体） 

    個  数   ４  （予備として故障時のバックアップを２台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃ 

    計測方式   測温抵抗体 

 

 (c)  可搬型凝縮器出口排気温度計（テスター） 

    個  数   15  （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを10台） 

    計測範囲   ０～ 130 ℃（熱電対・測温抵抗体） 

    計測方式   テスター 

 

 g ．可搬型凝縮器通水流量計 

    個  数   28  （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを22台） 

 計測範囲   2.3 ～ 572m3/h  

 計測方式   電磁式 

 

 h ．可搬型凝縮水槽液位計 

    個  数   ２  （予備として故障時のバックアップを１台） 

計測範囲   液位：０～80kPa,密度：０～５ kPa  

計測方式   エアパージ式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ８／ 27)  

 

 i ．可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

個  数   20  （予備として故障時のバックアップを10台） 

    計測範囲   ０～1.0kPa  

    計測方式   差圧式 

 

 j ．可搬型フィルタ差圧計  

個  数   20  （予備として故障時のバックアップを10台） 

    計測範囲   ０～1.0kPa  

    計測方式   差圧式 

 

 k ．可搬型膨張槽液位計 

個  数   14  （予備として故障時のバックアップを７台） 

 計測範囲   ０～ 10m  

 計測方式   ロープ式 

 

 l ．可搬型冷却コイル圧力計   

 個  数   18  （予備として故障時のバックアップを９台） 

計測範囲   ０～1.6MPa 

計測方式   圧力式 

 

 m ．可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

    個  数   10  （予備として故障時のバックアップを５台） 

計測範囲   - ５～ 10kPa  

計測方式   圧力式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 ( ９／ 27)  

 

 n ．可搬型導出先セル圧力計 

個  数   16  （予備として故障時のバックアップを８台） 

 計測範囲   - ５～５ kPa  

 計測方式   圧力式 

 

 o ．可搬型漏えい液受皿液位計（可搬型圧縮空気ボンベを含む） 

    個  数   18  （予備として故障時のバックアップを９台） 

    計測範囲   ０～ 20kPa  

    計測方式   エアパージ式 

 

 p ．可搬型建屋供給冷却水流量計   

    個  数   15  （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを10台） 

    計測範囲   ０～ 480m3/h  

    計測方式   電磁式 

 

 q ．可搬型冷却水排水線量計  

    個  数   10  （予備として故障時のバックアップを５台） 

    計測範囲   1E-1～1E+6μSv/h 

    計測方式   半導体検出器 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (10 ／ 27)  

 

 (3)  放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必要

な計装設備 

   [ 常設重大事故等対処設備 ]  

 a ．圧縮空気自動供給貯槽圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   ２ 

 計測範囲   ０～1.2MPa 

計測方式   圧力式 

 

 b ．貯槽掃気圧縮空気流量計 

( 設計基準対象の施設と兼用 )  

個  数   49    

計測範囲   0.25～ 45Nm3/h  

計測方式   面積式 

 

 c ．水素掃気系統圧縮空気圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

    個  数   ６ 

 計測範囲   ０～1.5MPa  

 計測方式   圧力式 

  

６－６－221



第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (11 ／ 27)  

 

 d ．廃ガス洗浄塔入口圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

・廃ガス洗浄塔入口圧力計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処

するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   ４    

計測範囲   -12 ～２ kPa  

計測方式   エアパージ式 

 

 e ．貯槽温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・貯槽温度計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設

備に必要な計装設備」のうち45台を兼用する。 

 (a)  貯槽温度計（熱電対） 

  ・貯槽温度計（熱電対）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処する

ための設備に必要な計装設備」のうち34台を兼用する。 

個  数   37 

    計測範囲   ０～ 200 ℃ 

    計測方式   熱電対 
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 (b)  貯槽温度計（測温抵抗体） 

   ・貯槽温度計（測温抵抗体）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対

処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   11 

    計測範囲   ０～ 150 ℃  

    計測方式   測温抵抗体 

 

   [ 可搬型重大事故等対処設備 ]  

 a ．可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計  

    個  数   ４  （予備として故障時のバックアップを２台） 

 計測範囲   ０～1.6MPa 

 計測方式   圧力式 

 

 b ．可搬型圧縮空気自動供給ユニット圧力計   

    個  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１台） 

 計測範囲   ０～1.6MPa 

 計測方式   圧力式 

 

 c ．可搬型機器圧縮空気自動供給ユニット圧力計   

    個  数   ６ （予備として故障時のバックアップを３台） 

 計測範囲   ０～1.6MPa 

 計測方式   圧力式 
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 d ．可搬型圧縮空気手動供給ユニット接続系統圧力計   

    個  数   ６ （予備として故障時のバックアップを３台） 

 計測範囲   液位：０～80kPa,密度：０～ 10kPa  

 計測方式   エアパージ式 

 

 e ．可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

    個  数   224 （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを 175 台） 

 計測範囲   ０～ 60Nm3/h  

 計測方式   熱式 

 

 f ．可搬型水素濃度計（冷却器，吸着剤カラム，真空ポンプ，凝縮液回収容

器を搭載） 

    個  数   21 （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを14台） 

 計測範囲   ０～25vol% 

 計測方式   熱伝導式 

 

 g ．可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

 個  数   10 （予備として故障時のバックアップを５台） 

 計測範囲   ０～1.6MPa 

 計測方式   圧力式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (14 ／ 27)  

 

 h ．可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

    個  数   ６ （予備として故障時のバックアップを３台） 

    計測範囲   ０～1.6MPa 

    計測方式   圧力式 

 

 i ．可搬型セル導出ユニット流量計 

    個  数   15 （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを10台） 

    計測範囲   ０～138.6Nm3/h 

    計測方式   熱式 

 

 j ．可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計 

   ・可搬型セル導出ユニットフィルタ差圧計は，「冷却機能の喪失による

蒸発乾固に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

    個  数   20 （予備として故障時のバックアップを10台） 

    計測範囲   ０～1.0kPa  

    計測方式   差圧式 

 

 k ．可搬型フィルタ差圧計 

   ・可搬型フィルタ差圧計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処す

るための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

    個  数   20 （予備として故障時のバックアップを10台） 

    計測範囲   ０～1.0kPa 

    計測方式   差圧式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (15 ／ 27)  

 

 l ．可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

   ・可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固

に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   ４ （予備として故障時のバックアップを２台） 

計測範囲   - ５～ 10kPa  

計測方式   圧力式 

 

 m ．可搬型導出先セル圧力計 

   ・可搬型導出先セル圧力計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処

するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

    個  数   16 （予備として故障時のバックアップを８台） 

 計測範囲   - ５～５ kPa  

 計測方式   圧力式 

 

 n ．可搬型貯槽温度計 

   ・可搬型貯槽温度計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するた

めの設備に必要な計装設備」のうち86台を兼用する。 

 (a)  可搬型貯槽温度計（熱電対） 

   ・可搬型貯槽温度計（熱電対）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に

対処するための設備に必要な計装設備」のうち64台を兼用する。 

個  数   70 （予備として故障時のバックアップを35台） 

 計測範囲   ０～ 130 ℃ 

 計測方式   熱電対 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (16 ／ 27)  

 

 (b)  可搬型貯槽温度計（測温抵抗体） 

   ・可搬型貯槽温度計（測温抵抗体）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   22 （予備として故障時のバックアップを11台） 

 計測範囲   ０～ 130 ℃ 

 計測方式   測温抵抗体 

 

 (c)  可搬型貯槽温度計（テスター） 

・可搬型貯槽温度計（テスター）は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固 

に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

    個  数   18 （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを12台） 

 計測範囲   ０～ 130 ℃（熱電対・測温抵抗体） 

 計測方式   テスター 

 

 (4)  有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備に必要な計装設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 a ．プルトニウム濃縮缶供給槽液位計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・プルトニウム濃縮缶供給槽液位計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾

固に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

 個  数   １ 

 計測範囲   ０～ 33.27 kPa  

 計測方式   エアパージ式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (17 ／ 27)  

 

 b ．供給槽ゲデオン流量計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   １ 

 計測範囲   ０～0.14m3/h 

 計測方式   エアパージ式 

 

 c ．プルトニウム濃縮缶圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   １ 

 計測範囲   -24 ～２ kPa  

 計測方式   エアパージ式 

 

 d ．プルトニウム濃縮缶気相部温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   １ 

 計測範囲   ０～ 200 ℃ 

 計測方式   熱電対 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (18 ／ 27)  

 

 e ．プルトニウム濃縮缶液相部温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・プルトニウム濃縮缶液相部温度計は，「放射線分解により発生する水

素による爆発に対処するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

 個  数   １ 

 計測範囲   ０～ 200 ℃ 

 計測方式   熱電対 

 

 f ．プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   ２ 

 計測範囲   ０～ 150 ℃ 

 計測方式   測温抵抗体 

 

 g ．廃ガス貯留設備の圧力計 

   ・貯留設備の圧力計は，「臨界事故の拡大を防止するための設備に必要

な計装設備」と兼用する。 

個  数   14    

計測範囲   ０～１ MPa  

計測方式   圧力式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (19 ／ 27)  

 

 h ．廃ガス貯留設備の流量計 

   ・貯留設備の流量計は，「臨界事故の拡大を防止するための設備に必要

な計装設備」と兼用する。 

個  数   ２    

計測範囲   ０～136Nm3/h 

計測方式   差圧式 

 

 i ．廃ガス洗浄塔入口圧力計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・廃ガス洗浄塔入口圧力計は，「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処

するための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   ２   

計測範囲   -3.5～２ kPa  

計測方式   エアパージ式 

 

 (5)  使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備に必要な計装設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ａ．燃料貯蔵プール等水位計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

個  数   ９    

計測範囲   650 ～1650mm 

計測方式   超音波式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (20 ／ 27)  

 

 ｂ．燃料貯蔵プール等温度計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

    個  数   ９    

計測範囲   ０～ 100 ℃ 

計測方式   熱電対 

 

 ｃ．燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

 個  数   ７ 

 

 ｄ．ガンマ線エリアモニタ 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

個  数   ４    

計測範囲   1E-1～1E+4μSv/h  

計測方式   半導体検出器 

 

   ［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ａ．可搬型燃料貯蔵プール等水位計 

 (a)  可搬型燃料貯蔵プール等水位計（超音波式） 

    個  数   ３ （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを２台） 

 計測範囲   ０～ 11.5m  

 計測方式   超音波式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (21 ／ 27)  

 

 (b)  可搬型燃料貯蔵プール等水位計（メジャー） 

    個  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１台） 

 計測範囲   ０～２ m  

 計測方式   メジャー 

 

 (c)  可搬型燃料貯蔵プール等水位計（電波式） 

    個  数   ３ （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを２台） 

 計測範囲   ０～ 11.5m  

 計測方式   電波式 

 

 (d)  可搬型燃料貯蔵プール等水位計（エアパージ式）※ １  

    個  数   12 （予備として故障時のバックアップを６台） 

 計測範囲   ０～ 11.5m  

 計測方式   エアパージ式 

 

 b ．可搬型燃料貯蔵プール等温度計 

 (a)  可搬型燃料貯蔵プール等温度計（サーミスタ） 

    個  数   ３ （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを２台） 

 計測範囲   ０～ 100 ℃ 

計測方式   サーミスタ 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (22 ／ 27)  

 

 (b)  可搬型燃料貯蔵プール等温度計（測温抵抗体） 

    個  数   12 （予備として故障時のバックアップを６台） 

 計測範囲   ０～ 100 ℃ 

 計測方式   測温抵抗体 

 

 c ．可搬型代替注水設備流量計 

    個  数   ３ （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを２台） 

計測範囲   ０～ 240m3/h   

計測方式   電磁式 

 

 d ．可搬型スプレイ設備流量計 

    個  数   36 （予備として故障時及び待機除外時のバック 

アップを24台） 

計測範囲   ０～ 114m3/h  

計測方式   電磁式 

 

 e ．可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

   ・可搬型空冷ユニット等を含む ※ ２  

    個  数   12 （予備として故障時のバックアップを６台） 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (23 ／ 27)  

 

 f ．可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計 

 (a)  可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（サーベイメータ） 

    個  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１台） 

 計測範囲   1E-1～1E+6μSv/h 

 計測方式   半導体検出器 

 

 (b)  可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計） 

   ・可搬型空冷ユニット等を含む※ ２  

    個  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１台） 

 計測範囲   1E+3～1E+9μSv/h 

 計測方式   半導体検出器 

 

   ※１ 可搬型計測ユニット用空気圧縮機から圧縮空気を供給する。 

   ※２ けん引車にて運搬を行う。 

 

 (6)  工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備に必要な計装設

備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ａ．燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

   ・燃料貯蔵プール等状態監視カメラは，「使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

 個  数   ７   
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (24 ／ 27)  

 

 ｂ．ガンマ線エリアモニタ 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

・燃料貯蔵プール等空間線量率計は，「使用済燃料貯蔵槽の冷却等のた

めの設備に必要な計装設備」と兼用する。 

 個  数   ４    

計測範囲   1E-1～1E+4μSv/h 

計測方式   半導体検出器 

 

 ｃ．建屋内線量率計 

   ( 設計基準対象の施設と兼用 )  

個  数   61 

計測範囲   1E-1～1E+4μSv/h 

計測方式   半導体検出器 

 

   ［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ａ．可搬型放水砲流量計 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    個  数   21 （予備として故障時及び待機除外時のバックアッ

プを14台）  

計測範囲   ０～1800m3/h 

計測方式   電磁式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (25 ／ 27)  

 

 ｂ．可搬型放水砲圧力計 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    個  数   14 （予備として故障時のバックアップを７台）   

計測範囲   ０～1.6MPa 

計測方式   圧力式 

 

 ｃ．可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラ 

   ・可搬型燃料貯蔵プール等状態監視カメラは「使用済燃料貯蔵槽の冷却

等のための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

    個  数   12 （予備として故障時のバックアップを６台） 

 

 ｄ．可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計（線量率計） 

   ・可搬型燃料貯蔵プール等空間線量率計は「使用済燃料貯蔵槽の冷却等

のための設備に必要な計装設備」と兼用する。 

個  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１台） 

計測範囲   1E+3～1E+9μSv/h 

計測方式   半導体検出器 

 

 ｅ．可搬型建屋内線量率計 

    個  数   10 （予備として故障時のバックアップを５台） 

計測範囲   1E+0～3E+5μSv/h 

計測方式   半導体検出器 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (26 ／ 27)  

 

 (7)  重大事故等への対処に必要となる水の供給設備に必要な計装設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ａ．貯水槽水位計 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

個  数   ４    

計測範囲   300 ～7500mm 

計測方式   電波式 

 

   ［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ａ．可搬型貯水槽水位計 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

 (a)  可搬型貯水槽水位計（ロープ式） 

    個  数   ８ （予備として故障時のバックアップを４台） 

計測範囲   ０～ 10m  

計測方式   ロープ式 

 

 (b)  可搬型貯水槽水位計（電波式） 

    個  数   12 （予備として故障時及び待機除外時のバックアッ

プを８台） 

計測範囲   300 ～7500mm 

計測方式   電波式 
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第 6.2.1 －４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様 (27 ／ 27)  

 

 ｂ．可搬型第１貯水槽給水流量計 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    個  数   30 （予備として故障時及び待機除外時のバックアッ

プを20台） 

計測範囲   ０～1800m3/h 

計測方式   電磁式 
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事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
中

間
ポ

ッ
ト

Ａ
）

②
貯

槽
温

度
計

（
中

間
ポ

ッ
ト

Ｂ
）

③

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯

槽
液

位
計

（
リ

サ
イ

ク
ル

槽
Ａ

）
貯

槽
液

位
計

（
リ

サ
イ

ク
ル

槽
Ｂ

）
貯

槽
液

位
計

（
計

量
前

中
間

貯
槽

Ａ
）

貯
槽

液
位

計
（

計
量

前
中

間
貯

槽
Ｂ

）
貯

槽
液

位
計

（
計

量
後

中
間

貯
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
計

量
・

調
整

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

計
量

補
助

槽
）

①

②

③

第
6
.
2
.
1
－
2
0
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－258



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
液

位
計

（
中

継
槽

Ａ
）

貯
槽

液
位

計
（

中
継

槽
Ｂ

）

①

第
6
.
2
.
1
－
2
1
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－259



①

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置

場
所

機
器

名
称

①

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯

槽
液

位
計

（
中

間
ポ

ッ
ト

Ａ
）

貯
槽

液
位

計
（

中
間

ポ
ッ

ト
Ｂ

）
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

第
6
.
2
.
1
－
2
2
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
３
階
）

６－６－260



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
溶

解
液

中
間

貯
槽

）

②
貯

槽
温

度
計

（
抽

出
廃

液
受

槽
）

貯
槽

温
度

計
（

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

）

③
貯

槽
温

度
計

（
抽

出
廃

液
供

給
槽

Ａ
）

貯
槽

温
度

計
（

抽
出

廃
液

供
給

槽
Ｂ

）
④

貯
槽

温
度

計
（

第
１

一
時

貯
留

処
理

槽
）

⑤
貯

槽
温

度
計

（
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
第

４
一

時
貯

留
処

理
槽

）
⑥

貯
槽

温
度

計
（

第
６

一
時

貯
留

処
理

槽
）

⑦
貯

槽
温

度
計

（
第

７
一

時
貯

留
処

理
槽

）
⑧

貯
槽

温
度

計
（

第
８

一
時

貯
留

処
理

槽
）

②
③

④
⑤

⑥

⑦

⑧

①

第
6
.
2
.
1
－
2
3
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－261



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
供

給
槽

）

①

第
6
.
2
.
1
－
2
4
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－262



設
置
場
所

機
器
名

称
①

貯
槽
温
度
計
（

溶
解

液
供

給
槽

）

②

漏
え
い
液
受

皿
液

位
計

貯
槽
液
位
計
（
第

６
一

時
貯

留
処

理
槽

)
貯
槽
液
位
計
(
抽

出
廃

液
受

槽
)

貯
槽
液
位
計
（
抽

出
廃

液
中

間
貯

槽
）

貯
槽
液
位
計
（
抽

出
廃

液
供

給
槽

Ａ
）

貯
槽
液
位
計
（
抽

出
廃

液
供

給
槽

Ｂ
）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

②

①

③

第
6
.
2
.
1
－
2
5
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
１
階
）

設
置

場
所

機
器

名
称

②

貯
槽

液
位

計
（

第
１

一
時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

７
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

８
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

４
一

時
貯

留
処

理
槽

）
③

貯
槽

液
位

計

６－６－263



設
置

場
所

機
器

名
称

①
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計
②

貯
槽

温
度

計
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
）

③
貯

槽
液

位
計

（
溶

解
液

中
間

貯
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
溶

解
液

供
給

槽
）

④
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計
⑤

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

②

①
③

④

⑤

第
6
.
2
.
1
－
2
6
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－264



設
置

場
所

機
器

名
称

①
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

貯
槽

液
位

計
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

缶
）

貯
槽

液
位

計
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

供
給

槽
）

②
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計

①

②

第
6
.
2
.
1
－
2
7
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
３
階
）

６－６－265



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
2
8
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
４
階
）

６－６－266



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
希

釈
槽

）

②
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

一
時

貯
槽

）
①

②

第
6
.
2
.
1
－
2
9
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
下
３
階
）

６－６－267



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

中
間

貯
槽

）

②
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

計
量

槽
）

③
貯

槽
温

度
計

（
油

水
分

離
槽

）

④
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
受

槽
）

⑤
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

供
給

槽
）

⑥

貯
槽

温
度

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
）

貯
槽

温
度

計
（

リ
サ

イ
ク

ル
槽

）

①
②

③
④

⑤
⑥

第
6
.
2
.
1
－
3
0
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－268



①
②

③

④

設
置
場
所

機
器

名
称

①
貯
槽
温
度
計
（
第

１
一

時
貯

留
処

理
槽

）

②
貯
槽
温
度
計
（
第

２
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯
槽
温
度
計
（
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

）

設
置

場
所

機
器

名
称

③

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯

槽
液

位
計

（
リ

サ
イ

ク
ル

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

希
釈

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

計
量

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
）

④
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
一

時
貯

槽
）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
1
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－269



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
2
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－270



設
置

場
所

機
器

名
称

①

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯

槽
液

位
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
受

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

油
水

分
離

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

１
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

２
一

時
貯

留
処

理
槽

）
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

②
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計

①
②

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
3
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－271



設
置

場
所

機
器

名
称

①
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

貯
槽

液
位

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

）

①

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
4
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
上
３
階
）

６－６－272



①

設
置

場
所

機
器

名
称

①
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
5
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計

装
設
備
の
機
器
配

置
図
（
精
製
建
屋

地
上
４
階
）

６－６－273



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
6
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－274



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置
場
所

機
器

名
称

①
貯
槽
温
度
計
（

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

貯
槽

）
貯
槽
温

度
計

（
一

時
貯

槽
）

②
貯
槽
温

度
計

（
混

合
槽

Ａ
）

貯
槽
温

度
計

（
混

合
槽

Ｂ
）

第
6
.
2
.
1
－
3
7
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－275



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
8
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
上
１
階
）

設
置
場
所

機
器

名
称

①
凝
縮
器

出
口

排
気

温
度

計

６－６－276



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
3
9
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
上
２
階
）

設
置
場
所

機
器

名
称

①

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯
槽
液
位
計
（

硝
酸

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

貯
槽

）
貯
槽
液

位
計

（
混

合
槽

Ａ
）

貯
槽
液

位
計

（
混

合
槽

Ｂ
）

貯
槽
液

位
計

（
一

時
貯

槽
）

混
合
廃

ガ
ス

凝
縮

器
入

口
圧

力
計
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設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

温
度

計
（

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
）

②
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ａ
）

③
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ｂ
）

①

② ③

第
6
.
2
.
1
－
4
0
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
３
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
共

用
貯

槽
）

②
貯

槽
温

度
計

（
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
）

③
貯

槽
温

度
計

（
第

１
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
）

④
漏

え
い

液
受

皿
液

位
計

⑤

貯
槽

液
位

計
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
Ａ

）
貯

槽
液

位
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ｂ
）

① ② ③

④
⑤

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
4
1
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－279



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
供

給
液

槽
Ａ

）
貯

槽
温

度
計

（
供

給
槽

Ａ
）

②
貯

槽
温

度
計

（
供

給
液

槽
Ｂ

）
貯

槽
温

度
計

（
供

給
槽

Ｂ
）

③

貯
槽

液
位

計
（

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
共

用
貯

槽
）

④

漏
え

い
液

受
皿

液
位

計
貯

槽
液

位
計

（
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
貯

槽
）

貯
槽

液
位

計
（

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

）
貯

槽
液

位
計

（
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
）

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

入
口

圧
力

計

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

③

②
④

第
6
.
2
.
1
－
4
2
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
液

位
計

（
供

給
液

槽
Ａ

）

貯
槽

液
位

計
（

供
給

槽
Ａ

）

②
貯

槽
液

位
計

（
供

給
液

槽
Ｂ

）

貯
槽

液
位

計
（

供
給

槽
Ｂ

）

③
凝

縮
器

出
口

排
気

温
度

計

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

③

②

第
6
.
2
.
1
－
4
3
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－281



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
4
4
図

冷
却
機
能
の
喪
失
に
よ
る
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－282



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
計

量
補

助
槽

）

①

第
6
.
2
.
1
－
4
5
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
４
階
）

６－６－283



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
計

量
後

中
間

貯
槽

）

②
貯

槽
温

度
計

（
計

量
前

中
間

貯
槽

Ａ
）

③
貯

槽
温

度
計

（
計

量
前

中
間

貯
槽

Ｂ
）

④
水

素
掃

気
系

統
圧

縮
空

気
圧

力
計

⑤
,
⑥

圧
縮

空
気

自
動

供
給

貯
槽

圧
力

計

①

②
③

第
6
.
2
.
1
－
4
6
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
３
階
）

⑤ ④ ⑥

６－６－284



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
中

継
槽

Ａ
）

貯
槽

温
度

計
（

中
継

槽
Ｂ

）
貯

槽
温

度
計

（
計

量
・

調
整

槽
）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

第
6
.
2
.
1
－
4
7
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－285



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

中
継

槽
Ａ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
中

継
槽

Ｂ
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

計
量

前
中

間
貯

槽
Ａ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
計

量
前

中
間

貯
槽

Ｂ
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

計
量

後
中

間
貯

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

計
量

・
調

整
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
計

量
補

助
槽

）
②

水
素

濃
度

計

②

第
6
.
2
.
1
－
4
8
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
１
階
）

①

６－６－286



①

第
6
.
2
.
1
－
4
9
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
３
階
）

設
置

場
所

機
器

名
称

①
廃

ガ
ス

洗
浄

塔
入

口
圧

力
計

６－６－287



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
溶

解
液

中
間

貯
槽

）

②
貯

槽
温

度
計

（
抽

出
廃

液
受

槽
）

貯
槽

温
度

計
（

抽
出

廃
液

中
間

貯
槽

）

③
貯

槽
温

度
計

（
抽

出
廃

液
供

給
槽

Ａ
）

貯
槽

温
度

計
（

抽
出

廃
液

供
給

槽
Ｂ

）

④
貯

槽
温

度
計

（
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
第

４
一

時
貯

留
処

理
槽

）
⑤

水
素

掃
気

系
統

圧
縮

空
気

圧
力

計

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

②
③

④

⑤①

第
6
.
2
.
1
－
5
0
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－288



設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

抽
出

廃
液

受
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
抽

出
廃

液
中

間
貯

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

抽
出

廃
液

供
給

槽
Ａ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
抽

出
廃

液
供

給
槽

Ｂ
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

受
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
中

間
貯

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
４

一
時

貯
留

処
理

槽
）

①

第
6
.
2
.
1
－
5
1
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
圧

縮
空

気
手

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト
接

続
系

統
圧

力
計

水
素

濃
度

計
②

貯
槽

温
度

計
（

溶
解

液
供

給
槽

）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

②

第
6
.
2
.
1
－
5
2
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
溶

解
液

中
間

貯
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
溶

解
液

供
給

槽
）

②
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
缶

）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

②

①

第
6
.
2
.
1
－
5
3
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－291



設
置

場
所

機
器

名
称

①
水

素
濃

度
計

②
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
缶

)

①

第
6
.
2
.
1
－
5
4
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
３
階
）

②

６－６－292



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
5
5
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
４
階
）

６－６－293



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
希

釈
槽

）
②

貯
槽

温
度

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
一

時
貯

槽
）

③
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
供

給
槽

）

①
②

第
6
.
2
.
1
－
5
6
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
３
階
）

③

６－６－294



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

中
間

貯
槽

）
②

貯
槽

温
度

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
計

量
槽

）
③

貯
槽

温
度

計
（

油
水

分
離

槽
）

④
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
溶

液
受

槽
）

⑤
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

供
給

槽
）

⑥
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

受
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
リ

サ
イ

ク
ル

槽
）

⑦
貯

槽
温

度
計

（
第

７
一

時
貯

留
処

理
槽

）

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦

第
6
.
2
.
1
－
5
7
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－295



②

③
①

設
置

場
所

機
器
名
称

①

貯
槽

掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
溶

液
供

給
槽

）
貯

槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
プ
ル

ト
ニ
ウ

ム
溶

液
受

槽
）

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
油
水

分
離

槽
）

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

濃
縮

缶
供

給
槽

）
貯

槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
プ
ル

ト
ニ
ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

）

設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

リ
サ

イ
ク

ル
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
希

釈
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

一
時

貯
槽

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
液

計
量

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
中

間
貯

槽
）

水
素

濃
度

計

②
貯

槽
温

度
計

（
第

２
一

時
貯

留
処

理
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

）
③

貯
槽

温
度

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

溶
液

一
時

貯
槽

）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
３

一
時

貯
留

処
理

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽
）

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

濃
縮

液
受

槽
）

第
6
.
2
.
1
－
5
8
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－296



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置

場
所

機
器

名
称

①
圧

縮
空

気
手

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト
接

続
系

統
圧

力
計

②
貯

槽
温

度
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

）

③
水

素
掃

気
系

統
圧

縮
空

気
圧

力
計

①

②

③

第
6
.
2
.
1
－
5
9
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－297



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
6
0
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－298



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
濃

縮
缶

）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

第
6
.
2
.
1
－
6
1
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
３
階
）

６－６－299



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
6
2
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
４
階
）

６－６－300



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
6
3
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－301



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置
場
所

機
器

名
称

①
貯
槽
温
度
計

（
硝

酸
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
貯

槽
）

貯
槽

温
度

計
（

一
時

貯
槽

）

②
貯
槽

温
度

計
（

混
合

槽
Ａ

）
貯
槽

温
度

計
（

混
合

槽
Ｂ

）

第
6
.
2
.
1
－
6
4
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－302



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置
場
所

機
器

名
称

①
圧
縮
空

気
手

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト
接

続
系

統
圧

力
計

②
水

素
掃

気
系

統
圧

縮
空

気
圧

力
計

③

貯
槽
掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
(
硝

酸
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
貯

槽
)

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
(
混

合
槽

Ａ
)

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
(
混

合
槽

Ｂ
)

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
(
一

時
貯

槽
)

第
6
.
2
.
1
－
6
5
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－303



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

設
置
場
所

機
器

名
称

①
水

素
濃

度
計

第
6
.
2
.
1
－
6
6
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－304



設
置

場
所

機
器

名
称

①

貯
槽

掃
気

圧
縮

空
気

流
量

計
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

混
合

槽
Ａ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ｂ
）

②

貯
槽

温
度

計
（

第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

一
時

貯
槽

）
貯

槽
温

度
計

（
第

２
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
一

時
貯

槽
）

③
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ａ
）

④
貯

槽
温

度
計

（
高

レ
ベ

ル
廃

液
混

合
槽

Ｂ
）

①③ ④

第
6
.
2
.
1
－
6
7
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
３
階
）

②

６－６－305



設
置

場
所

機
器
名
称

①
貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
高
レ

ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

）
②

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

）
③

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流
量
計
（
第
１

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

）
④

貯
槽
温
度
計
（
高

レ
ベ
ル

廃
液

共
用

貯
槽

）

④ ⑤ ⑥

⑦

第
6
.
2
.
1
－
6
8
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
２
階
）

① ② ③

設
置

場
所

機
器

名
称

⑤
貯

槽
温

度
計

（
第

１
高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

）
⑥

貯
槽

温
度

計
（

第
２

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
槽

）
⑦

水
素

濃
度

計

６－６－306



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

④

②

③

第
6
.
2
.
1
－
6
9
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
下
１
階
）

⑤ ⑥

設
置

場
所

機
器
名
称

①
水
素
掃
気
系
統
圧

縮
空

気
圧

力
計

②

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流

量
計

（
第
１
高
レ
ベ
ル

濃
縮
廃

液
一

時
貯

槽
）

貯
槽
掃
気
圧
縮
空

気
流

量
計

（
第
２
高
レ
ベ
ル

濃
縮
廃

液
一

時
貯

槽
）

③
廃
ガ
ス
洗
浄
塔
入

口
圧

力
計

設
置

場
所

機
器

名
称

④
水

素
濃
度

計

⑤
貯

槽
温

度
計

（
供

給
液

槽
Ａ

）
貯

槽
温

度
計

（
供

給
槽

Ａ
）

⑥
貯

槽
温

度
計

（
供

給
液

槽
Ｂ

）
貯

槽
温

度
計

（
供

給
槽

Ｂ
）

６－６－307



設
置

場
所

機
器

名
称

①
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
供

給
液

槽
Ａ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
供

給
槽

Ａ
）

②
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
供

給
液

槽
Ｂ

）
貯

槽
掃

気
圧

縮
空

気
流

量
計

（
供

給
槽

Ｂ
）

：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

①

②

第
6
.
2
.
1
－
7
0
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
上
１
階
）

６－６－308



：
可

搬
型

重
大

事
故

等
対

処
設

備
保

管
場

所

第
6
.
2
.
1
－
7
1
図

放
射
線
分
解
に
よ
り
発
生
す
る
水
素
に
よ
る
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

地
上
２
階
）

６－６－309



第
6
.
2
.
1
－
7
2
図

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装

設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
２
階
）

①

設
置
場
所

機
器
名
称

①
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮

缶
加

熱
蒸
気

温
度
計

６－６－310



第
6
.
2
.
1
－
7
3
図

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装

設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
１
階
）

① ②

設
置
場
所

機
器
名
称

①
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮

缶
気

相
部
温

度
計

②
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮

缶
液

相
部
温

度
計

６－６－311



第
6
.
2
.
1
－
7
4
図

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装

設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
２
階
）

①
②

設
置
場
所

機
器
名
称

①
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮

缶
供
給

槽
液

位
計

②
廃

ガ
ス
洗

浄
塔
入
口

圧
力
計

６－６－312



第
6
.
2
.
1
－
7
5
図

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装

設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
３
階
）

①
②

設
置
場
所

機
器
名
称

①
供

給
槽
ゲ

デ
オ
ン
流

量
計

②
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム
濃
縮

缶
圧
力

計
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第
6
.
2
.
1
－
7
6
図

有
機
溶
媒
等
に
よ
る
火
災
又
は
爆
発
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装

設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
上
４
階
）

①
②

設
置
場
所

機
器
名
称

①
廃

ガ
ス
貯

留
設
備
の

圧
力
計

②
廃

ガ
ス
貯

留
設
備
の

流
量
計

６－６－314



第
6
.
2
.
1
－
7
7
図

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽

の
冷
却
等
の
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋

地
下
２
階
）

①
①

①
①

①
①

設
置
場
所

機
器
名
称

①
燃

料
貯
蔵

プ
ー
ル
等

温
度
計

６－６－315



第
6
.
2
.
1
－

7
8
図

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋

地
上
１
階
）

①
①

①

③
③

③
③

③

③③

④
④

④
④

① ②
① ②

① ②

：
可
搬
型

重
大
事
故

等
対
処

設
備
保
管

場
所

設
置
場
所

機
器
名
称

①
燃

料
貯
蔵

プ
ー
ル
等

水
位
計

②
燃

料
貯
蔵

プ
ー
ル
等

温
度
計

③
燃

料
貯
蔵

プ
ー
ル
等

状
態
監
視

カ
メ
ラ

④
ガ

ン
マ
線

エ
リ
ア
モ

ニ
タ

６－６－316



第
6
.
2
.
1
－
7
9
図

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の
冷
却
等
の
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋

地
上
２
階
）

：
可
搬
型

重
大
事
故

等
対
処

設
備
保
管

場
所

６－６－317



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
極

低
レ

ベ
ル

含
塩

廃
液

ポ
ン

プ
室

）
②

建
屋

内
線

量
率

計
（

地
下

４
階

南
北

第
１

廊
下

）

②

①

第
6
.
2
.
1
－
8
0
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
４
階
）

６－６－318



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
ド

ラ
ム

搬
送

設
備

Ｂ
第

１
保

守
室

）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
ド

ラ
ム

搬
送

設
備

Ａ
第

１
保

守
室

）
③

建
屋

内
線

量
率

計
（

清
澄

機
保

守
室

）
④

建
屋

内
線

量
率

計
（

清
澄

機
セ

ル
Ａ

ポ
ン

プ
保

守
室

）
⑤

建
屋

内
線

量
率

計
（

清
澄

機
セ

ル
Ｂ

ポ
ン

プ
保

守
室

）

⑥
建

屋
内

線
量

率
計

（
計

量
・

調
整

槽
セ

ル
ス

チ
ー

ム
ジ

ェ
ッ

ト
ポ

ン
プ

保
守

室
）

① ②

③

④
⑤

⑥

第
6
.
2
.
1
－
8
1
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
３
階
）

６－６－319



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
槽

セ
ル

第
１

保
守

室
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
槽

セ
ル

第
１

保
守

室
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
槽

セ
ル

第
１

保
守

室
）

①

②

③

第
6
.
2
.
1
－
8
2
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
２
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
１

階
東

西
第

１
廊

下
）

①

第
6
.
2
.
1
－
8
3
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
下
１
階
）

６－６－321



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
設

備
Ｂ

保
守

室
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

上
１

階
南

北
第

１
廊

下
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
設

備
Ａ

保
守

室
）

④
建

屋
内

線
量

率
計

（
ハ

ル
・

エ
ン

ド
ピ

ー
ス

ド
ラ

ム
搬

送
室

）
⑤

建
屋

内
線

量
率

計
（

せ
ん

断
設

備
Ａ

・
Ｂ

保
守

室
）

①

②

③

③

④

⑤

第
6
.
2
.
1
－
8
4
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
せ

ん
断

設
備

Ｂ
保

守
室

）
②

建
屋

内
線

量
率

計
（

せ
ん

断
設

備
Ａ

・
Ｂ

保
守

室
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
燃

料
供

給
設

備
Ａ

・
Ｂ

保
守

室
）

④
建

屋
内

線
量

率
計

（
D
O
G
サ

ン
プ

リ
ン

グ
室

）

① ②

③

④

第
6
.
2
.
1
－
8
5
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
２
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
溶

解
槽

セ
ル

排
気

フ
ィ

ル
タ

ユ
ニ

ッ
ト

室
）

①

第
6
.
2
.
1
－
8
6
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
前
処
理
建
屋

地
上
４
階
）

６－６－324



①

②

⑥

④

⑤

③

設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

５
廊

下
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

５
廊

下
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
東

西
第

１
廊

下
）

④
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

３
廊

下
）

⑤
建

屋
内

線
量

率
計

（
極

低
レ

ベ
ル

廃
液

サ
ン

プ
槽

室
）

⑥
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

１
廊

下
）

第
6
.
2
.
1
－
8
7
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
３
階
）

６－６－325



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
２

階
南

北
第

３
廊

下
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
分

配
設

備
ポ

ン
プ

保
守

室
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
液

体
廃

棄
物

設
備

ポ
ン

プ
室

）
④

建
屋

内
線

量
率

計
（

地
下

２
階

東
西

第
３

廊
下

）
②

③

④

①

第
6
.
2
.
1
－
8
8
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
２
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
１

階
南

北
第

１
廊

下
）

①

第
6
.
2
.
1
－
8
9
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
下
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
サ

ン
プ

リ
ン

グ
ベ

ン
チ

第
６

保
守

室
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
極

低
レ

ベ
ル

廃
ガ

ス
洗

浄
塔

ポ
ン

プ
室

）
③

建
屋

内
線

量
率

計
（

ミ
キ

サ
・

セ
ト

ラ
撹

拌
機

保
守

室
）

④
建

屋
内

線
量

率
計

（
ミ

キ
サ

・
セ

ト
ラ

撹
拌

機
保

守
室

）
⑤

建
屋

内
線

量
率

計
（

地
下

１
階

東
西

第
２

廊
下

）

④②

①

③

⑤

第
6
.
2
.
1
－
9
0
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
塔

槽
類

廃
ガ

ス
第

３
処

理
室

）
②

建
屋

内
線

量
率

計
（

ア
ク

テ
ィ

ブ
試

薬
設

備
第

１
室

）
③

建
屋

内
線

量
率

計
（

現
場

放
射

線
管

理
機

器
室

）
②

③

①

第
6
.
2
.
1
－
9
1
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
２
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
ア

ク
テ

ィ
ブ

試
薬

設
備

第
６

室
）

①

第
6
.
2
.
1
－
9
2
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
３
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
排

気
フ

ィ
ル

タ
ユ

ニ
ッ

ト
室

）

①

第
6
.
2
.
1
－
9
3
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
分
離
建
屋

地
上
４
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

３
廊

下
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
南

北
第

３
廊

下
）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
東

西
第

１
廊

下
）

④
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
３

階
東

西
第

１
廊

下
）

①
②

③

④

第
6
.
2
.
1
－
9
4
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
３
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
第

７
保

守
室

）

①

第
6
.
2
.
1
－
9
5
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
２
階
）

６－６－333



設
置

場
所

機
器

名
称

①
建

屋
内

線
量

率
計

（
地

下
１

階
南

北
第

４
廊

下
）

②
建

屋
内

線
量

率
計

（
第

９
保

守
室

）

③
建

屋
内

線
量

率
計

（
硝

酸
ウ

ラ
ニ

ル
サ

ン
プ

リ
ン

グ
用

フ
ー

ド
室

）
④

建
屋

内
線

量
率

計
（

ウ
ラ

ナ
ス

溶
液

ポ
ン

プ
室

）
⑤

建
屋

内
線

量
率

計
（

地
下

１
階

南
北

第
１

廊
下

）

①

②

③

④

⑤

第
6
.
2
.
1
－
9
6
図

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
等
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備
の
機
器
配
置
図
（
精
製
建
屋

地
下
１
階
）
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設
置

場
所

機
器

名
称

①
建
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6.2.2 代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

6.2.2.1 概  要 

  溶解設備の溶解槽において，臨界事故が発生した場合，溶解設備の溶解

槽に可溶性中性子吸収材を供給し，溶解設備の溶解槽を未臨界に移行する

ために必要な重大事故等対処設備を設置する。また，緊急停止系の操作に

よって速やかに固体状の核燃料物質の移送を停止することで未臨界を維持

するために必要な重大事故等対処設備を設置する。 

  臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を判定した場合において，

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路により自動で代替可溶性中性子吸収

材緊急供給槽から溶解設備の溶解槽に可溶性中性子吸収材を重力流により

供給する。また，中央制御室における緊急停止系の操作によって速やかに

固体状の核燃料物質の移送を停止するために必要な重大事故等対処設備を

設置する。 
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6.2.2.2 系統構成及び主要設備 

溶解設備の溶解槽にて臨界事故が発生した場合に可溶性中性子吸収材

の供給及び使用済燃料のせん断処理を停止するための設備として代替可溶

性中性子吸収材緊急供給回路を設ける。 

 (１) 系統構成 

溶解設備の溶解槽の臨界事故の発生を判定した場合，可溶性中性子吸

収材を自動で供給する設備として，代替可溶性中性子吸収材緊急供給回

路を使用する。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，臨界検知用放射線検出器

及び緊急停止系で構成する。また，代替可溶性中性子吸収材緊急供給

回路の緊急停止系は，ハードワイヤードロジックで構成する。 

計装設備の一部である臨界検知用放射線検出器を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉

設備等を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

計装設備については「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に，電気設備

については「9.2.2.4 系統構成」に示す。 

 (２) 主要設備 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の臨界検知用放射線検出器は，

臨界事故が発生した機器から放出される核分裂に伴う放射線を計測す

ることで，臨界事故が発生した場合にその発生を即座に検知できる設

計とする。臨界検知用放射線検出器は，溶解施設の溶解槽１基当たり

３台を設ける設計とする。また，臨界検知用放射線検出器の種類は，

放射線の測定原理が単純であり，放射線計測分野で多く用いられてい

るガンマ線用検出器とする。さらに，高線量に曝露された場合でも窒
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息現象が生じにくい測定方式とする。臨界検知用放射線検出器からの

警報信号は臨界検知用放射線検出器の論理回路に入力し，論理回路に

より臨界事故の発生を判定する設計とする。臨界事故の発生の判定に

は，臨界検知用放射線検出器の誤作動等を考慮して，臨界検知用放射

線検出器各３台からの警報の「２ out of ３」論理を用いる。臨界検

知用放射線検出器の論理回路は，臨界事故が発生したと判定した場合

に，中央制御室に警報を発し，臨界事故への対処を促すとともに，代

替可溶性中性子吸収材緊急供給系の供給弁の開信号，廃ガス貯留設備

の隔離弁の開信号，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起動信号，廃ガス

貯留設備のせん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の閉信号を発す

ることができる設計とする。 

臨界検知用放射線検出器への給電は計測制御用交流電源設備からと

し，外部電源の喪失等により電源が切断され，誤警報を発することが

ない設計とする。臨界検知用放射線検出器の配置は，臨界事故が発生

した場合に線量率の上昇を検知しやすいよう，臨界事故が発生する機

器に可能な限り近接させるとともに，遮蔽体を考慮しても臨界事故を

確実に検知できる設計とする。臨界検知用放射線検出器の測定範囲に

ついては，想定される臨界事故の規模（プラトー期における核分裂率

が１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓ）に対し，核分裂率が一桁の上振れ又

は下振れを生じた場合においても測定できるよう設定する。 

臨界検知用放射線検出器の警報設定値は，想定される臨界事故の規

模（プラトー期における核分裂率が１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓ）の

臨界事故が発生した場合に，線量率の上昇を検知して確実に警報を発

するよう設定し，具体的には通常想定される線量率の変動を考慮する

とともに，バックグラウンドレベルの50倍を目安に設定する。臨界検
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知用放射線検出器の論理回路は，１系列当たり２台設ける多重化構成

とし，臨界検知用放射線検出器の信号が分配されて入力される。その

ため，片方の論理回路の機能が喪失した場合でも，臨界事故の検知機

能を喪失しないよう設計する。臨界検知用放射線検出器は，複数の検

出器及び論理回路のいずれかにおいて故障を検知した場合に中央制御

室に故障警報を発すること又は運転員による指示値の確認を行うこと

により，速やかに異常を把握できる設計とする。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の緊急停止系は，緊急停止操

作スイッチ及び設計基準対象の施設のせん断機を停止する回路から構

成し，臨界事故が発生した機器への固体状の核燃料物質の移送を停止

することで，未臨界を維持できる設計とする。また，代替可溶性中性

子吸収材緊急供給回路の緊急停止系は，作動状態の確認が可能な設計

とする。 
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6.2.2.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，設計基準事故に対処するた

めの設備である可溶性中性子吸収材緊急供給回路及びせん断停止回路と

共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，可溶

性中性子吸収材緊急供給回路及びせん断停止回路と異なる設備とするこ

とで，独立性を有する設計とする。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，地震等により機能が損なわ

れる場合，修理等の対応により機能を維持する設計とする。また，必要

に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

 (２) 悪影響防止 

   基本方針については，「1.7.18(１)ｂ．悪影響防止」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，他の設備から独立して単

独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

 (３) 個数及び容量 

   基本方針については，「1.7.18(２) 個数及び容量」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の緊急停止系は，せん断処理

施設のせん断機１機器当たり１系列で構成する。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，臨界事故が発生した場合

に，代替可溶性中性子吸収材緊急供給系及び廃ガス貯留設備に対して

起動信号を発するよう警報設定値を設定するとともに，動的機器であ

る臨界検知用放射線検出器の単一故障を考慮した数量を有する設計と

する。 
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代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，可溶性中性子吸収材緊急

供給回路及びせん断停止回路に対して，重大事故等への対処に必要な

設備を１セット確保する。 

 (４) 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18(３) 環境条件等」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，地震等により機能が損な

われる場合，修理等の対応により機能を維持する設計とする。また，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，配管の全周破断に対して，

位置的分散を考慮することにより，漏えいした放射性物質を含む腐食

性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とする。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，想定される重大事故等が

発生した場合においても操作に支障がないように，中央制御室で操作

可能な設計とする。 

 (５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18(４)ａ．操作性の確保」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の緊急停止系は中央制御室に

おいて緊急停止操作スイッチを押下することで作動する設計とする。 
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6.2.2.4 主要設備の仕様 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の主要設備の仕様を第6.2.2－１

表に，代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の系統概要図を第6.2.2－１

図に示す。 
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6.2.2.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路は，再処理施設の運転中又は停

止中に外観点検，員数確認，性能確認等が可能な設計とする。 
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第6.2.2－１表 代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の主要設備の仕様 

 (１) 常設重大事故等対処設備 

 ａ．緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 

     数  量   １式 

 ｂ．臨界検知用放射線検出器 

   「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様」

に記載する。 

 ｃ．電気設備 

   「第9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様」，「第9.2－２表 

受電変圧器の主要設備の仕様」，「第9.2－３(1)表 非常用母線の設

備仕様」，「第9.2－５表 直流電源設備の主要設備の仕様」，「第9.2

－６表 計測制御用交流電源設備の主要設備の仕様」に記載する。 
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6.2.3 重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

6.2.3.1 概  要 

臨界事故の発生を想定する機器において，臨界事故が発生した場合，

臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材を供給し，臨界事故が発生

した機器を未臨界に移行するために必要な重大事故等対処設備を設置する。

また，緊急停止系の操作によって速やかに固体状又は液体状の核燃料物質

の移送を停止することで未臨界を維持するために必要な重大事故等対処設

備を設置する。 

臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を判定した場合におい

て，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路により自動で重大事故時可溶

性中性子吸収材供給槽から臨界事故が発生した機器に可溶性中性子吸収材

を重力流により供給する。また，中央制御室における緊急停止系の操作に

よって速やかに固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止するために必

要な重大事故等対処設備を設置する。 
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6.2.3.2 系統構成及び主要設備 

臨界事故が発生した場合に可溶性中性子吸収材の供給及び使用済燃料

のせん断処理を停止する又は液体状の核燃料物質の移送を停止するための

設備として重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路を設ける。 

 (１) 系統構成 

臨界事故の発生を判定した場合，可溶性中性子吸収材を自動で供給する

設備として，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路を使用する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，臨界検知用放射線検出

器及び緊急停止系で構成する。また，重大事故時可溶性中性子吸収材

供給回路の緊急停止系は，ハードワイヤードロジックで構成する。 

計装設備の一部である臨界検知用放射線検出器を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉

設備等を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

計装設備については「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に，電気設備

については「9.2.2.4 系統構成」に示す。 

 (２) 主要設備 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の臨界検知用放射線検出器

は，臨界事故が発生した機器から放出される核分裂に伴う放射線を計

測することで，臨界事故が発生した場合にその発生を即座に検知でき

る設計とする。臨界検知用放射線検出器は，臨界事故の発生を想定す

る機器１基当たり３台を設ける設計とする。また，臨界検知用放射線

検出器の種類は，放射線の測定原理が単純であり，放射線計測分野で

多く用いられているガンマ線用検出器とする。さらに，高線量に曝露

された場合でも窒息現象が生じにくい測定方式とする。臨界検知用放
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射線検出器からの警報信号は臨界検知用放射線検出器の論理回路に入

力し，論理回路により臨界事故の発生を判定する設計とする。臨界事

故の発生の判定には，臨界検知用放射線検出器の誤作動等を考慮して，

臨界検知用放射線検出器各３台からの警報の「２ out of ３」論理を

用いる。臨界検知用放射線検出器の論理回路は，臨界事故が発生した

と判定した場合に，中央制御室に警報を発し，臨界事故への対処を促

すとともに，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の供給弁の開信号，

廃ガス貯留設備の隔離弁の開信号，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起

動信号，廃ガス貯留設備のせん断処理・溶解廃ガス処理設備又は廃ガ

ス貯留設備の精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プ

ルトニウム系）の隔離弁の閉信号及び精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機の停止信号を発する

ことができる設計とする。 

臨界検知用放射線検出器への給電は計測制御用交流電源設備からと

し，外部電源の喪失等により電源が切断され，誤警報を発することが

ない設計とする。臨界検知用放射線検出器の配置は，臨界事故が発生

した場合に線量率の上昇を検知しやすいよう，臨界事故が発生する機

器に可能な限り近接させるとともに，遮蔽体を考慮しても臨界事故を

確実に検知できる設計とする。臨界検知用放射線検出器の測定範囲に

ついては，想定される臨界事故の規模（プラトー期における核分裂率

が１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓ）に対し，核分裂率が一桁の上振れ又

は下振れを生じた場合においても測定できるよう設定する。 

臨界検知用放射線検出器の警報設定値は，想定される臨界事故の規

模（プラトー期における核分裂率が１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓ）の

臨界事故が発生した場合に，線量率の上昇を検知して確実に警報を発
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するよう設定し，具体的には通常想定される線量率の変動を考慮する

とともに，バックグラウンドレベルの50倍を目安に設定する。臨界検

知用放射線検出器の論理回路は，１系列当たり２台設ける多重化構成

とし，臨界検知用放射線検出器の信号が分配されて入力される。その

ため，片方の論理回路の機能が喪失した場合でも，臨界事故の検知機

能を喪失しないよう設計する。臨界検知用放射線検出器は，複数の検

出器及び論理回路のいずれかにおいて故障を検知した場合に中央制御

室に故障警報を発すること又は運転員による指示値の確認を行うこと

により，速やかに異常を把握できる設計とする。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系は，緊急停止

操作スイッチ及び設計基準対象の施設のせん断機を停止する回路，精

製建屋第５一時貯留処理槽への移送機器を停止するための弁及び精製

建屋第７一時貯留処理槽への移送機器を停止するための弁から構成し，

臨界事故が発生した機器への固体状又は液体状の核燃料物質の移送を

停止することで，未臨界を維持できる設計とする。また，重大事故時

可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系は，作動状態の確認が可能

な設計とする。 
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6.2.3.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，地震等により機能が損

なわれる場合，修理等の対応により機能を維持する設計とする。また，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

 (２) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18(１)ｂ．悪影響防止」に示す。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，他の設備から独立して

単独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18(２) 個数及び容量」に示す。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系は，臨界事故

の発生を想定する機器１機器当たり１系列で構成する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，臨界事故が発生した場

合に，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系及び廃ガス貯留設備に対

して起動信号を発するよう警報設定値を設定するとともに，動的機器

である臨界検知用放射線検出器の単一故障を考慮した数量を有する設

計とする。 

臨界事故は，同時又は連鎖して発生することはないことから，重大

事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，溶解設備又は精製建屋一時貯

留設備の臨界事故の発生を想定する機器間で共用する。 

 (４) 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18(３) 環境条件等」に示す。 
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重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，地震等により機能が損

なわれる場合，修理等の対応により機能を維持する設計とする。また，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，配管の全周破断に対し

て，位置的分散を考慮することにより，漏えいした放射性物質を含む

腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とす

る。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，想定される重大事故等

が発生した場合においても操作に支障がないように，中央制御室で操

作可能な設計とする。 

 (５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18(４)ａ．操作性の確保」に示す。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の緊急停止系は中央制御室

において緊急停止操作スイッチを押下することで作動する設計とする。 
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6.2.3.4 主要設備の仕様 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の主要設備の仕様を第6.2.3－

１表に，重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の系統概要図を第6.2.3

－１図第6.2.3－２図に示す。 
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6.2.3.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路は，再処理施設の運転中又は

停止中に外観点検，員数確認，性能確認等が可能な設計とする。 
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第6.2.3－１表 重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の主要設備の仕様 

 (１) 常設重大事故等対処設備 

  ａ．緊急停止系（前処理建屋用，電路含む） 

     数  量   １式 

  ｂ．緊急停止系（精製建屋用，電路含む） 

     数  量   １式 

  ｃ．臨界検知用放射線検出器 

   「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様」

に記載する。 

  ｄ．電気設備 

   「第9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様」，「第9.2－２表 

受電変圧器の主要設備の仕様」，「第9.2－３(1)表 非常用母線の設

備仕様」，「第9.2－３(2)表 運転予備用母線及び常用母線の設備仕

様」，「第9.2－５表 直流電源設備の主要設備の仕様」，「第9.2－６

表 計測制御用交流電源設備の主要設備の仕様」に記載する。 
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6.2.4 重大事故時供給停止回路 

6.2.4.1 概  要 

  ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合において，プルトニウ

ム濃縮缶への供給液の供給を停止することで，プルトニウム濃縮缶におけ

るＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発を防止するために必要な重大事

故等対処設備を設置する。また，当該重大事故で発生した放射性物質を含

む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために必要な

重大事故等対処設備を設置する。 

重大事故時供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発

生を判定した場合に，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給を自動及び手

動で停止する。また，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽に放射性物質を導出

するため，廃ガス貯留設備の隔離弁を自動で開とするとともに廃ガス貯留

設備の空気圧縮機を自動で起動する。並行して，精製建屋塔槽類廃ガス処

理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の流路を遮断するため，当

該系統上の隔離弁を自動閉止するとともに排風機を自動停止する。 

 

6.2.4.2 系統構成及び主要設備 

プルトニウム濃縮缶におけるＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の再発

を防止するための設備として，プルトニウム濃縮缶への供給液の供給を停

止するため，重大事故時供給停止回路を設ける。また，大気中への放射性

物質の放出量を低減するための設備として，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応により発生する放射性物質の大気中への放出量を低減するため，重大

事故時供給停止回路を設ける。 

 (１) 系統構成 

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した場合の重大事故等対処設
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備として，重大事故時供給停止回路を使用する。 

重大事故時供給停止回路は，プルトニウム濃縮缶液相部温度計，プル

トニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム濃縮缶気相部温度計及び緊急停止

系（精製建屋用，電路含む）で構成する。重大事故時供給停止回路の緊

急停止系（精製建屋用，電路含む）は，ハードワイヤードロジックで構

成する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する計装設備の一部であるプルト

ニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム濃縮缶気相部温度計，プルトニウ

ム濃縮缶液相部温度計，電気設備の一部である受電開閉設備等を常設

重大事故等対処設備として位置付ける。 

計装設備については「6.2.1.3 主要設備及び仕様」に，電気設備につ

いては「9.2.2.4 系統構成」に示す。 

 

(２) 主要設備 

重大事故時供給停止回路は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発

生した場合に，プルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム濃縮缶気相

部温度計及びプルトニウム濃縮缶液相部温度計の３台の検出器により

プルトニウム濃縮缶の異常を検知し，警報を発する。また，これらの

検出器の誤作動を考慮して，同時に２台以上の検出器においてプルト

ニウム濃縮缶の異常を検知した場合に，論理回路がＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応が発生したと判定できる設計とする。論理回路は，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生したと判定する場合に，警報を

発するとともに，プルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンの停止信号，廃

ガス貯留設備の隔離弁の開信号，廃ガス貯留設備の空気圧縮機の起動

信号，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニ
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ウム系）の隔離弁の閉信号及び精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類

廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機の停止信号を発することが

できる設計とする。 

  また，中央制御室における緊急停止系の操作によって速やかにプルト

ニウム濃縮缶への供給液の供給を停止できる設計とする。 

 

6.2.4.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

「1.7.18 (１)ａ．多様性，位置的分散」に示す基本方針を踏まえ以下の

とおり設計する。 

重大事故時供給停止回路は，プルトニウム濃縮缶加熱蒸気温度高による

加熱停止回路と共通要因によって同時にその機能を損なわれるおそれがな

いよう，加熱停止回路とは異なるプルトニウム濃縮缶供給槽ゲデオンの停

止回路を設けることで，多様性を有する設計とする。 

重大事故時供給停止回路は，地震等により機能が損なわれる場合，代替

設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。

また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

 (２) 悪影響防止 

   「1.7.18 (１)ｂ．悪影響防止」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり

設計する。 

重大事故時供給停止回路は，他の設備から独立して単独で使用可能

なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

(３) 個数及び容量 

   「1.7.18 (２)個数及び容量」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設

計する。 
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   重大事故時供給停止回路のうちプルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニ

ウム濃縮缶気相部温度計及びプルトニウム濃縮缶液相部温度計は，プ

ルトニウム濃縮缶の異常を検知するために警報設定値を有する設計と

する。 

プルトニウム濃縮缶圧力計の警報設定値は，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応が発生した場合にプルトニウム濃縮缶気相部の圧力が瞬間

的に上昇することから，設計基準対象の施設であるプルトニウム濃縮

缶圧力の圧力高警報設定値の約２倍を目安に設定することにより，Ｔ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応を検知できる設計とする。 

プルトニウム濃縮缶気相部温度計の警報設定値は，ＴＢＰ等の錯体

の急激な分解反応が発生した場合にプルトニウム濃縮缶気相部温度が

急激に上昇することから，文献値を基にＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応が発生する温度を目安に設定することにより，ＴＢＰ等の錯体の

急激な分解反応を検知できる設計とする。 

プルトニウム濃縮缶液相部温度計の警報設定値は，熱的制限値を目

安に設定することにより，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を検知で

きる設計とする。 

重大事故時供給停止回路の論理回路は，１系列当たり２台設ける多

重化構成とし，プルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム濃縮缶気相

部温度計及びプルトニウム濃縮缶液相部温度計からの信号が分配され

て入力される。そのため，１台の論理回路の機能が喪失した場合でも，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の検知機能を喪失しないよう設計す

る。重大事故時供給停止回路は，検出器又は論理回路のいずれかにお

いて故障を検知した場合に中央制御室に故障警報を発すること若しく

は運転員による指示値の確認を行うことにより，速やかに異常を把握
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できる設計とする。 

 (４) 環境条件等 

「1.7.18 (３)ａ．環境条件」に示す基本方針を踏まえ以下のとおり設

計する。 

重大事故時供給停止回路は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応によ

る瞬間的に上昇する温度及び圧力の影響を考慮しても機能を維持でき

る設計とする。 

重大事故時供給停止回路は，外部からの衝撃による損傷を防止でき

る精製建屋及び制御建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわ

ない設計とする。 

重大事故時供給停止回路は，落雷により機能が損なわれる場合，代

替設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計と

する。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を

整備する。 

重大事故時供給停止回路は，溢水量及び化学薬品の漏えい量を考慮

し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護する設計とする。 

重大事故時供給停止回路は，地震等により機能が損なわれる場合，

代替設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計

とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順

を整備する。 

重大事故時供給停止回路は，配管の全周破断に対して，鋼製等，腐

食し難い材質とすることにより，漏えいした放射性物質を含む腐食性

の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とする。 

重大事故時供給停止回路は，想定される重大事故等が発生した場合

においても，機能を発揮できる設計とする。 
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重大事故時供給停止回路の緊急停止系は，想定される重大事故等が

発生した場合においても操作に支障がないように，中央制御室で操作

可能な設計とする。 

 (５) 操作性の確保 

   「1.7.18 (４)ａ．操作性の確保」に示す基本方針を踏まえ以下のとお

り設計する。 

重大事故時供給停止回路の緊急停止系は，中央制御室において緊急

停止操作スイッチを押下することで作動する設計とする。 

 

6.2.4.4 主要設備の仕様 

   重大事故時供給停止回路の主要設備の仕様を第6.2.4－１表に，重大

事故時供給停止回路の系統概要図を第6.2.4-１図に示す。 

 

6.2.4.5 試験・検査 

   「1.7.18 (４)ｂ．試験・検査性」に示す基本方針を踏まえ以下のとお

り設計する。   

重大事故時供給停止回路の緊急停止系は，再処理施設の運転中又は

停止中に外観点検，員数確認，性能確認等が可能な設計とする。 
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第6.2.4－１表 重大事故時供給停止回路の主要設備の仕様 

[常設重大事故等対処設備] 

ａ. 緊急停止系（精製建屋用，電路含む）（「6.2.3 重大事故用可溶性中 

性子吸収材供給回路」と兼用） 

「第6.2.3－１表 重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の主

要設備の仕様」に記載する。 

ｂ.プルトニウム濃縮缶圧力計（「6.2.1 計装設備」と兼用） 

「第6.2.1－１表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

ｃ.プルトニウム濃縮缶気相部温度計（「6.2.1 計装設備」と兼用） 

「第6.2.1－１表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

ｄ.プルトニウム濃縮缶液相部温度計（「6.2.1 計装設備」と兼用） 

「第6.2.1－１表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

 ｅ.電気設備 

「第9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様」，「第9.2－２表 

受電変圧器の主要設備の仕様」，「第9.2－３表 非常用母線の設備

仕様」，「第9.2－５表 直流電源設備の主要設備の仕様」，「第9.2

－６表 計測制御用交流電源設備の主要設備の仕様」に記載する。 
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6.2.5 制 御 室 

6.2.5.1 概  要 

各重大事故が発生した場合において，制御室にとどまり必要な操作及

び措置を行う実施組織要員がとどまるために必要な重大事故等対処施設

を配備又は位置付ける。 

制御室の居住性を確保するため，制御室遮蔽設備並びに制御室換気設

備の制御建屋中央制御室換気設備及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御

室換気設備を常設重大事故等対処設備として位置付けるとともに，制御

室換気設備の代替制御建屋中央制御室換気設備，代替使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋制御室換気設備，制御室照明設備，制御室環境測定設備及

び制御室放射線計測設備を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

制御室への汚染の持ち込みを防止するため，制御室に連絡する通路上

に作業服の着替え，防護具の着装及び脱装，汚染検査並びに除染作業が

できる区画（以下「出入管理区画」という。）を設ける。 

重大事故等が発生し，安全機能を有する施設の計測機器（非常用のもの

を含む。）の直流電源の喪失その他の故障により，主要パラメータが中央

制御室において監視，記録することが困難となった場合を考慮し，主要パ

ラメータを中央制御室で監視，記録するための設備として情報把握計装設

備を設置又は配備する。 
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6.2.5.2 設計方針 

制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としている事象のうち，最

も厳しい結果を与える事象の発生時において，実施組織要員のマスクの着

用及び交代要員体制を考慮せず，中央制御室は代替制御建屋中央制御室換

気設備，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は代替使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備による外気取入れにて換気を実施してい

る状況下において評価し，制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実

施組織要員の実効線量が，７日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。 

実施組織要員が，制御室にとどまるために必要な居住性を確保するた

めの設備は，計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制御室環

境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成する。 

計測制御装置の情報把握計装設備は，中央制御室において監視及び記

録ができるよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，第１保管庫・貯水所，第２保管庫・貯水所，中央制御室に配備する

可搬型情報収集装置，制御室に配備する可搬型表示装置で構成する。 

計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，制御室遮蔽設備，

制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備は，設計基準事故及び重大

事故等を考慮した設計とする。 

 

 (１) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(１) 多様性，位置的分散，悪影響防止等」の「ａ．多様性，位置的

分散」に示す。  

１）計測制御装置 
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 （ａ）常設重大事故等対処設備 

監視制御盤は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備に

よる機能の確保，修理の対応等により機能を維持する設計とする。

また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備

する。 

情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置は，

監視制御盤及び安全系監視制御盤と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう監視制御盤及び安全系監視制御盤

と独立した異なる系統により当該機能に必要な系統を構成すること

で，独立性を有する設計とする。 

 （ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた第１

保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所内に保管することにより，

制御建屋及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の監視制御盤及び安全

系監視制御盤と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，監

視制御盤及び安全系監視制御盤と異なる場所に保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えいに対して可搬型情報収集装置及び

可搬型情報表示装置は，監視制御盤及び安全系監視制御盤と同時に

その機能が損なわれるおそれがないようにするため，可能な限り位

置的分散を図る。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，可搬

型情報収集装置，可搬型情報表示装置，情報把握計装設備可搬型発

電機は，当該設備がその機能を代替する監視制御盤及び安全系監視

制御盤から 100m 以上の離隔距離を確保した上で保管する設計とす
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る。 

情報把握計装設備は，「9.2.2.3 主要設備及び仕様」の可搬型発

電機及び情報把握計装設備可搬型発電機から電力を供給することで，

電気設備の設計基準対象の施設に対して多様性を有する設計とする。 

２）制御室換気設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，設計基準より厳しい条件の要因

となる事象の外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等），森林火災，草原火災及び積雪に対し

て，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり

等）に対してはフィルタ交換，清掃及び除灰する手順を，森林火災

及び草原火災に対しては消防車による初期消火活動を行う手順を，

積雪に対しては除雪する手順を整備する。 

使用済燃料・貯蔵建屋制御室換気設備は，設計基準より厳しい条

件の要因となる事象の外的事象のうち火山の影響（降下火砕物によ

る積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火災，草原火災及び積

雪に対して，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィルタの

目詰まり等）に対してはフィルタ交換，清掃及び除灰する手順を，

森林火災及び草原火災に対しては消防車による初期消火活動を行う

手順を，積雪に対しては除雪する手順を整備する。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，制

御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機（「6.1.4.4.1 中央

制御室」と兼用）と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，中央制御室送風機に給電するための設計基準対
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象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，

分離独立性を有する制御建屋可搬型発電機から電力を供給すること

で，多様性を有する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送

風機は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風

機（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」

と兼用）と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれが

ないよう，制御室送風機に給電するための設計基準対象の施設と兼

用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，分離独立性

を有する使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型発電機から

電力を供給することで，多様性を有する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室換気設

備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う，制御建屋中央制御室換気設備から分離独立した換気経路とする

ことで，独立性を有する設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備と共通要因によって同時にその機

能が損なわれるおそれがないよう，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制

御室換気設備から分離独立した換気経路とすることで，独立性を有

する設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷

の防止が図られた制御建屋内の中央制御室送風機と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，中央制御室送風機と異なる場所に

必要数及び故障時バックアップを複数箇所に分散して保管する設計

とする。 
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また，溢水，化学薬品の漏えい，内部飛散物及び配管の全周破断

に対して代替制御建屋中央制御室換気設備は，制御建屋中央制御室

換気設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないようにするた

め，可能な限り位置的分散を図る。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの

衝撃による損傷の防止が図られた使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の

制御室送風機と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，制

御室送風機と異なる場所に必要数及び故障時バックアップを複数箇

所に分散して保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部飛散物及び配管の全周破断

に対して代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，使用

済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

３）制御室照明設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室代替照明設備は，中央制御室照明設備の運転保安灯及

び直流非常灯と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそ

れがないよう，中央制御室照明設備の運転保安灯，直流非常灯に給

電するための設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である

受電開閉設備等に対して，分離独立性を有する代替照明設備に内蔵

されている蓄電池から電力を供給することで，多様性を有する設計

とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設代替照明設備は，使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安灯及び直

流非常灯と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれが
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ないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備

の運転保安灯，直流非常灯に給電するための設計基準対象の施設と

兼用する電気設備の一部である受電開閉設備等に対して，分離独立

性を有する代替照明設備に内蔵されている蓄電池から電力を供給す

ることで，多様性を有する設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，中央制御室照明設備の運転保安灯，

直流非常灯と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれ

がないよう，中央制御室代替照明設備のみで使用可能とすることで，

独立性を有する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運転保安

灯，直流非常灯と共通要因によって同時にその機能が損なわれるお

それがないよう，代替照明設備のみで使用可能とすることで，独立

性を有する設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた制御建屋内の中央制御室の照明設備の運転保安灯，直流非

常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，中央制御室

の照明設備と異なる場所に必要数及び故障時バックアップを複数箇

所に分散して保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部飛散物及び配管の全周破断

に対して中央制御室代替照明設備は，中央制御室の照明設備の運転

保安灯，直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

うにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた使用済燃料受入れ・貯
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蔵建屋内の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の照明設

備の運転保安灯，直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそれ

がないよう，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の照明

設備の運転保安灯，直流非常灯と異なる場所に必要数及び故障時バ

ックアップを複数箇所に分散して保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部飛散物及び配管の全周破断

に対して使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設

備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室照明設備の運

転保安灯，直流非常灯と同時にその機能が損なわれるおそれがない

ようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

５）制御室環境測定設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた制御建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所に

分散して保管する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所に分散して保

管する設計とする。 

６）制御室放射線計測設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損傷の防止

が図られた制御建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所

に分散して保管する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，
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外部からの衝撃による損傷の防止が図られた使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋内に必要数及び故障時バックアップを複数箇所に分散して保

管する設計とする。 

 

 (２) 悪影響防止 

 基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(１) 多様性，位置的分散，悪影響防止等」の「ｂ．悪影響防止」に

示す。 

１）計測制御装置 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

監視制御盤及び安全系監視制御盤は，安全機能を有する施設とし

て使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す

ることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置は，

他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

２）制御室換気設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，安全機能を有する施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用するこ

とにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，安全機能を有す

る施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備と

して使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 
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制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機（「6.1.4.4.1 中

央制御室」と兼用），使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

の制御室送風機（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室」と兼用）は，回転体が飛散することを防ぐことで他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，他の設備から独立して単独

で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，他の設備か

ら独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

３）制御室照明設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室代替照明設備は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，

他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

４）制御室遮蔽設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

中央制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と

同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 
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制御室遮蔽は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ

系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設

備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

５）制御室環境測定設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室環境測定設備は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，

他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

６）制御室放射線計測設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室放射線計測設備は，他の設備から独立して単独で使用

可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，

他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

 (３) 個数及び容量 

  基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の

「(2) 個数及び容量」に示す。 

１）計測制御装置 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

監視制御盤及び安全系監視制御盤は，重大事故等時におけるパラ

メータを記録するために必要な容量を有する設計とする。 

６－６－383



 

情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置は，

制御室及び緊急時対策所へ収集したパラメータを伝送するために必

要なデータ伝送量を有する設計とするとともに，動的機器の単一故

障を考慮した予備を含めた数量として２系統を設置する設計とする。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

可搬型情報収集装置は，想定される重大事故等時において必要な

データ量を伝送することができる設計とする。 

制御建屋可搬型情報収集装置及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可

搬型情報収集装置は，重大事故等時におけるパラメータを記録する

ために必要な容量を有する設計とする。 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機の保有数は，必要数として重大事故等の対処に必要な

個数を確保するとともに，故障時のバックアップを必要数以上確保

する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する第１保管庫・貯水所可搬型情報収

集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装

設備可搬型発電機は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における

重大事故等対処に必要となるデータの伝送，記録容量及び個数を有

する設計とする。 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機の個数を第 6.2.5－１表に示す。 

２）制御室換気設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

制御建屋中央制御室換気設備の中央制御室送風機は，想定される

重大事故時に実施組織要員が制御室にとどまるために十分な換気風
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量を有する設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予

備を含めた数量２台以上を有する設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の制御室送風機は，

想定される重大事故時に実施組織要員が使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の制御室にとどまるために十分な換気風量を有する設計

とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた数量

２台以上を有する設計とする。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備の代替中央制御室送風機は，想

定される重大事故時に実施組織要員が中央制御室とどまるために十

分な換気風量を確保するために必要な台数を有する設計とするとと

もに，保有数は，必要数として２台，予備として故障時及び点検保

守による待機除外時のバックアップを３台の合計５台以上を確保す

る。また，代替中央制御室送風機は，複数の敷設ルートで対処でき

るよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，建屋内に保

管する制御建屋の可搬型ダクトについては，１式以上の予備を含め

た個数を必要数として確保する。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備の代替制御室送

風機は，想定される重大事故等時に実施組織要員が制御室にとどま

るために十分な換気風量を確保するために必要な台数を有する設計

とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障時

及び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合計３台以

上を確保する。また，代替制御室送風機は，複数の敷設ルートで対

処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，建屋

内に保管する使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクト
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については，１式以上の予備を含めた個数を必要数として確保する。 

３）制御室照明設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室代替照明設備の可搬型代替照明は，想定される重大事

故等時に実施組織要員が中央制御室で操作可能な照明を確保するた

めに必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して 76 台，予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバ

ックアップを 86 台の合計 162 台以上を確保する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備の可

搬型代替照明は，想定される重大事故等時に実施組織要員が使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室で操作可能な照明を確保す

るために必要な台数を有する設計とするとともに，保有数は，必要

数として 17 台，予備として故障時及び点検保守による待機除外時

のバックアップを 19 台の合計 36 台以上を確保する。 

４）制御室環境測定設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室環境測定設備の可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計は，中央制御室の酸素濃度，二

酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にある

ことを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，保

有数は，必要数として１個を１セット，予備として故障時及び点検

保守による待機除外時のバックアップを２セットの合計３セット以

上を確保する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備の可

搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃
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度計は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲内にあ

ることを測定するために必要な台数を有する設計とするとともに，

保有数は，必要数として１個を１セット，予備として故障時及び点

検保守による待機除外時のバックアップを２セットの合計３セット

以上を確保する。 

５）制御室放射線計測設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室放射線計測設備の可搬型サーベイメータ（ＳＡ），可

搬型アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダス

トサンプラ（ＳＡ）は，中央制御室の実効線量が活動に支障がない

範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計とする

とともに，保有数は，必要数として１個を１セット，予備として故

障時のバックアップを１セットの合計２セット以上を確保する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備の

可搬型サーベイメータ（ＳＡ），可搬型アルファ・ベータ線用サー

ベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の実効線量が活動に支障が

ない範囲内にあることを測定するために必要な台数を有する設計と

するとともに，保有数は，必要数として１個を１セット，予備とし

て故障時のバックアップを１セットの合計２セット以上を確保する。 

 

 (４) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(３) 環境条件等」の「a.環境条件」に示す。 
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１）計測制御装置 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

監視制御盤及び安全系監視制御盤は，外部からの衝撃による損傷

を防止できる制御建屋又は使用済燃料受入れ・貯蔵建屋に設置し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

監視制御盤は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備に

よる機能の確保，修理の対応等により機能を維持する設計とする。

また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備

する。 

情報把握計装設備用屋内伝送系統は，外部からの衝撃による損傷

を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設計

とする。 

建屋間伝送用無線装置は，風（台風），竜巻，積雪及び火山の影

響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下

火砕物による積載荷重により機能を損なわない設計とする。 

情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置は，

「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわ

ない設計とする。 

情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置は，

溢水量及び化学薬品の漏えいを考慮し，影響を受けない位置への設

置及び被水，被液防護を講ずる設計とする。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 
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可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機は，外部からの衝撃による損傷を防止できる第１保管

庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により

機能を損なわない設計とする。 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする

重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでそ

の機能を損なわない設計とする。 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機は，溢水量及び化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を

受けない高さへの保管及び被水，被液防護を講ずる設計とする。 

情報把握計装設備可搬型発電機は，積雪及び火山の影響に対して，

積雪に対しては除雪する手順を，火山の影響（降下火砕物による積

載荷重）に対しては徐灰及び屋内へ配備する手順を整備する。 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機は，想定される重大事故等が発生した場合においても

操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場所の

選定又は当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設備の設

置場所で操作可能な設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置は，可搬型監視

ユニット内に搭載することで，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内の環

境条件を考慮しても機能を損なわない設計とする。 

２）制御室換気設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防
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止できる制御建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない

設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの衝撃

による損傷を防止できる制御建屋に設置し，風（台風）等により機

能を損なわない設計とする。 

制御建屋中央制御室換気設備は，設計基準より厳しい条件の要因

となる事象の外的事象のうち火山の影響（降下火砕物による積載荷

重，フィルタの目詰まり等），森林火災，草原火災及び積雪に対し

て，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィルタの目詰まり

等）に対してはフィルタ交換，清掃及び除灰する手順を整備する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，設計基準より厳

しい条件の要因となる事象の外的事象のうち火山の影響（降下火砕

物による積載荷重，フィルタの目詰まり等），森林火災，草原火災

及び積雪に対して，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィ

ルタの目詰まり等）に対してはフィルタ交換，清掃及び除灰する手

順を整備する。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，外部からの衝撃による損傷

を防止できる制御建屋に保管し，風（台風等）により機能を損なわ

ない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外部からの

衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風（台風等）によ

り機能を損なわない設計とする。 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)

（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に
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基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，「ロ． (７) 

(ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

代替中央制御室換気設備は，内部飛散物の影響を考慮し，内部飛

散物の影響を受けない回転体のない制御建屋の室に保管することに

より，機能を損なわない設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，内部飛散物

の影響を考慮し，内部飛散物の影響を受けない回転体のない制御建

屋の室に保管することにより，機能を損なわない設計とする。 

 

３）制御室照明設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室代替照明設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる制御建屋に保管し，風（台風等）により機能を損なわない設計

とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風（台

風等）により機能を損なわない設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，「1.7.18 重大事故等対処設備に関

する設計」の「（５） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計と

する。 

使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，
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「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「（５） 地震を要

因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする

ことでその機能を損なわない設計とする。 

中央制御室代替照明設備は，内部飛散物の影響を考慮し，内部飛

散物の影響を受けない回転体のない制御建屋の室に保管することに

より，機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，内

部飛散物の影響を考慮し，内部飛散物の影響を受けない回転体のな

い制御建屋の室に保管することにより，機能を損なわない設計とす

る。 

４）制御室遮蔽設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

中央制御室遮蔽は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因と

する重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすること

でその機能を損なわない設計とする。 

制御室遮蔽は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする

重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでそ

の機能を損なわない設計とする。 

５）制御室環境測定設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる制御建屋に保管し，風（台風等）により機能を損なわない設計

とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風（台
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風等）により機能を損なわない設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，「1.7.18 重大事故等対処設備に関

する設計」の「（５） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の

耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計と

する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「（５） 地震を要

因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする

ことでその機能を損なわない設計とする。 

中央制御室環境測定設備は，内部飛散物の影響を考慮し，内部飛

散物の影響を受けない回転体のない制御建屋の室に保管することに

より，機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，

内部飛散物の影響を考慮し，内部飛散物の影響を受けない回転体の

ない制御建屋の室に保管することにより，機能を損なわない設計と

する。 

６）制御室放射線計測設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室放射線計測設備は，外部からの衝撃による損傷を防止

できる制御建屋に保管し，風（台風等）により機能を損なわない設

計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に保管し，風（台

風等）により機能を損なわない設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，「1.7.18 重大事故等対処設備に
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関する設計」の「（５） 地震を要因とする重大事故等に対する施設

の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計

とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，

「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の「（５） 地震を要

因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする

ことでその機能を損なわない設計とする。 

中央制御室放射線計測設備は，内部飛散物の影響を考慮し，内部

飛散物の影響を受けない回転体のない制御建屋の室に保管すること

により，機能を損なわない設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，

内部飛散物の影響を考慮し，内部飛散物の影響を受けない回転体の

ない制御建屋の室に保管することにより，機能を損なわない設計と

する。 

 

 (５) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(４) 環境条件等」の「ａ．操作性の確保」に示す。 

１）計測制御装置 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

可搬型情報収集装置，可搬型情報表示装置，情報把握計装設備

用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置との接続は，コネクタ

方式とし，現場での接続が容易に可能な設計とする。 
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6.2.5.3 主要設備及び仕様 

制御室（重大事故等時）の主要設備及び仕様を第 6.2.5－１表に示す。 
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6.2.5.4 系統構成及び主要設備 

6.2.5.4.1 中央制御室 

重大事故等が発生した場合において，中央制御室にて必要な操作及び

措置を行う実施組織要員が中央制御室にとどまるために必要な居住性を確

保するための設備は，計測制御装置，制御室換気設備，制御室照明設備，

制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測設備で構成す

る。 

中央制御室は，情報把握計装設備の制御建屋可搬型情報表示装置及び制

御建屋可搬型情報収集装置を配備できる区画を有する構造とする。 

重大事故等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により汚染したよ

うな状況下において，中央制御室の外側から中央制御室に放射性物質によ

る汚染を持ち込むことを防止するため，出入管理建屋から中央制御室に連

絡する通路上及び制御建屋の外から中央制御室に連絡する通路上に出入管

理区画を設ける設計とする。 

汚染が確認された場合に除染作業ができる区画は，汚染検査を行う区画

に隣接して設置する設計とする。 

全交流動力電源喪失時においても，出入管理区画は必要な照明を制御室

照明設備の可搬型代替照明を用いて確保する設計とする。 

中央制御室の外から中央制御室に連絡する通路上の出入管理区画配置

概要図を第 6.2.5－１図，出入管理建屋から中央制御室に連絡する通路上

の出入管理区画配置概要図を第 6.2.5－２図，第 6.2.5－３図にそれぞれ

示す。 

中央制御室は，各重大事故の有効性評価の対象としている事象のうち，

最も厳しい結果を与える全交流動力電源の喪失を起因とする「放射線分解

により発生する水素による爆発」と「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の
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重畳の発生時において，実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を

考慮せず，中央制御室は代替制御建屋中央制御室換気設備による外気取入

れにて換気を実施している状況下において評価し，中央制御室にとどまり

必要な操作及び措置を行う実施組織要員及びＭＯＸ燃料加工施設から中央

制御室に移動する要員の実効線量が，７日間で 100ｍＳｖを超えない設計

とする。 

なお，中央制御室における居住性に係る被ばく評価結果は，上記状況

下において約 1×10-3ｍＳｖであり，7 日間で 100ｍＳｖを超えない。 

中央制御室の重大事故等対処設備の機器配置概要図を第 6.2.5－４図～

第 6.2.5－７図に示す。 

 

（１） 計測制御装置 

重大事故等が発生し，安全機能を有する施設の計測機器（非常用のもの

を含む。）の直流電源の喪失その他の故障により，主要パラメータが中央

制御室において監視，記録することが困難となった場合を考慮し，主要パ

ラメータを中央制御室で監視，記録するための設備として情報把握計装設

備を設置又は配備する。 

主要パラメータの監視は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，

全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には中央制御室に設

置している計測制御装置の監視制御盤及び安全系監視制御盤にて監視する

設計とし，常設重大事故等対処設備として位置付ける。また，外的事象に

よる安全機能の喪失を要因とした重大事故等の発生時及び内的事象による

安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失により発生する重大事

故等の発生時には，中央制御室に配備する情報把握計装設備の可搬型情報

表示装置にて監視する設計とするとともに，当該設備を可搬型重大事故等
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対処設備として配備する。 

また，中央制御室において実施組織要員を介さずに監視するために設置

する情報把握計装設備が設置されるまでの間は，主要パラメータの計測又

は推定を実施組織要員により所定の頻度（1時間30分）で監視を行い，

「9.17 通信連絡設備」の「9.17.2 重大事故等対処施設」を用いて，中

央制御室に情報伝達し，監視する。 

主要パラメータの記録は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，

全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には中央制御室に設

置している監視制御盤にて記録する設計とする。また，外的事象による安

全機能の喪失を要因とした重大事故等の発生時及び内的事象による安全機

能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失により発生する重大事故等の

発生時には，中央制御室及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋近傍に配備する

可搬型情報収集装置にて記録する設計とする。 

中央制御室にて実施組織要員を介さずに記録するために設置する情報把

握計装設備が設置されるまでの間は，「9.17 通信連絡設備」の「9.17.2 

重大事故等対処施設」を用いて，中央制御室に情報伝達し，記録用紙に記

録する。 

情報把握計装設備は，中央制御室において監視及び記録ができるよう，

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，

高レベル廃液ガラス固化建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水

所，中央制御室，に配備する可搬型情報収集装置及び中央制御室に配備す

る可搬型表示装置で構成し，監視及び記録ができる設計とする。 

前処理建屋可搬型情報収集装置，分離建屋可搬型情報収集装置，精製建

屋可搬型情報収集装置，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収

集装置，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・
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貯水所可搬型情報収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置は，

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，

高レベル廃液ガラス固化建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水

所の「6.2.1.3 主要設備及び仕様」の可搬型重要計器及び可搬型重要代

替計器にて計測した主要パラメータを収集する設計とする。 

収集した主要パラメータは，制御建屋可搬型情報収集装置に伝送する設

計とする。 

制御建屋可搬型情報収集装置は，前処理建屋可搬型情報収集装置，分離

建屋可搬型情報収集装置，精製建屋可搬型情報収集装置，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装置，高レベル廃液ガラス固化建屋可

搬型情報収集装置，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置，第

１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報

収集装置より伝送される主要パラメータを記録する設計とする。 

制御建屋可搬型情報収集装置にて収集した主要パラメータは，電磁的に

記録及び保存し，電源喪失により保存した記録が失われないようにすると

ともに帳票として出力できる設計とする。また，記録に必要な容量は，記

録が必要な期間に亘って保存できる容量を有する設計とする。 

制御建屋可搬型情報表示装置は，中央制御室に配備し，制御建屋可搬型

情報収集装置に伝送された主要パラメータを監視できる設計とする。 

情報把握計装設備の電源は，代替電源として「9.2 電気設備」の

「9.2.2 重大事故等対処施設」の可搬型発電機及び情報把握計装設備可

搬型発電機からの給電により使用可能な設計とする。なお，内的事象によ

る安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故

等の発生時には設計基準の電源設備を使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 
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ⅰ)情報把握計装設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

情報把握計装設備用屋内伝送系統 

建屋間伝送用無線装置 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

前処理建屋可搬型情報収集装置 

分離建屋可搬型情報収集装置 

精製建屋可搬型情報収集装置 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装置 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置 

制御建屋可搬型情報収集装置 

制御建屋可搬型情報表示装置 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 

ⅱ)代替電源設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

情報把握計装設備用可搬型発電機 

情報把握計装設備用可搬型電源ケーブル 

前処理建屋可搬型発電機（「9.2 電気設備」と兼用） 

分離建屋可搬型発電機（「9.2 電気設備」と兼用） 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 

（「9.2 電気設備」と兼用） 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

（「9.2 電気設備」と兼用） 

制御建屋可搬型発電機（「9.2 電気設備」と兼用） 
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ⅱ)計測制御装置 

［常設重大事故等対処設備］ 

監視制御盤（「6.1.4.4.1中央制御室」と兼用） 

安全系監視制御盤（「6.1.4.4.1中央制御室」と兼用） 

 ⅲ)電気設備 

直流電源設備（「9.2 電気設備」と兼用） 

計測制御用交流電源設備（「9.2 電気設備」と兼用） 

 

重大事故等時のパラメータを監視及び記録するための設備の系統概要図

を第6.2.5－８図及び第6.2.5－９図に示す。 

 

（２） 制御室換気設備 

制御室換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備及び制御建屋中

央制御室換気設備で構成する。 

制御室換気設備は，代替制御建屋中央制御室換気設備を可搬型重大事

故等対処設備として配備するとともに，制御建屋中央制御室換気設備を常

設重大事故等対処設備として位置付ける。 

a.代替制御建屋中央制御室換気設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，代替中央制御室送風機及び制御

建屋の可搬型ダクトで構成する。 

代替中央制御室送風機は，重大事故等発生時において，中央制御室送

風機の機能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸

化炭素濃度等の許容限界に達する前に制御建屋内に設置し，中央制御室内

の換気が可能な設計とする。 

代替中央制御室送風機は，代替電源設備の制御建屋可搬型発電機から
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受電する設計とする。 

制御建屋可搬型発電機は，補器駆動用燃料補給設備の軽油用タンクロ

ーリから軽油を補給できる設計とする。また，補器駆動用燃料補給設備の

軽油用タンクローリは, 補器駆動用燃料補給設備の軽油貯槽から軽油を補

給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ)代替制御建屋中央制御室換気設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

代替中央制御室送風機 

制御建屋の可搬型ダクト 

ⅱ)代替電源設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

制御建屋可搬型発電機 

ⅲ)代替所内電気設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

制御建屋の可搬型分電盤 

制御建屋の可搬型電源ケーブル 

ⅳ)補機駆動用燃料補給設備 

［常設重大事故等対処設］ 

軽油貯槽 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

軽油用タンクローリ 

ｂ．制御建屋中央制御室換気設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，中央制御室送風機及び制御建屋の

換気ダクトで構成する。 
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制御建屋中央制御室換気設備は，重大事故等の発生の起因となる安

全機能の喪失の要因に応じて対処に有効な設備を使用することとし，

内的事象による安全機能の喪失を要因とした全交流動力電源の喪失を

伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施設の一部を兼用

し，同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用する設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ)制御建屋中央制御室換気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

中央制御室送風機（「6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用） 

制御建屋の換気ダクト（「6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用） 

ⅱ)設計基準事故に対処するための電気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

（「9.2.1.4.3 所内高圧系統」と兼用） 

制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線 

（「9.2.1.4.3 所内高圧系統」と兼用） 

制御建屋の 460 Ｖ非常用母線 

（「9.2.1.4.4 所内低圧系統」と兼用） 

ⅲ)計測制御装置 

［常設重大事故等対処設備］ 

制御建屋安全系監視制御盤（「6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用） 

 

重大事故等時の中央制御室の系統概要図を第 6.2.5－10 図，第 6.2.5－

11 図に示す。 
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（３） 制御室照明設備 

中央制御室代替照明設備は，可搬型代替照明で構成する。 

中央制御室代替照明設備は，可搬型代替照明を可搬型重大事故等対処設

備として配備する。 

可搬型代替照明は，蓄電池を内蔵しており，かつ，蓄電池を適宜交換す

ることで全交流動力電源喪失発生から外部からの支援が期待できるまでの

7 日間に必要な照明の確保が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室代替照明設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型代替照明 

 

（４） 制御室遮蔽設備 

制御室遮蔽設備は，中央制御室遮蔽で構成する。 

制御室遮蔽設備は，中央制御室遮蔽を常設重大事故等対処設備として

位置付ける。 

中央制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替制御建

屋中央制御室換気設備若しくは制御建屋中央制御室換気設備の機能とあい

まって中央制御室にとどまる実施組織要員及びＭＯＸ燃料加工施設から中

央制御室に移動する要員の実効線量が７日間で 100ｍＳｖを超えない設計

とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室遮蔽 

［常設重大事故等対処設備］ 

中央制御室遮蔽（「6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用） 
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（５） 制御室環境測定設備 

  環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬

型窒素酸化物濃度計で構成する。 

中央制御室の環境測定設備は，可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素

濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計を可搬型重大事故等対処設備として配

備する。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃

度計は，重大事故等が発生した場合においても中央制御室内の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障がない範囲にあることを

把握できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室環境測定設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型酸素濃度計 

可搬型二酸化炭素濃度計 

可搬型窒素酸化物濃度計 

（６） 制御室放射線計測設備 

制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アル

ファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）で構成する。 

中央制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），ア

ルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

中央制御室放射線計測設備は，重大事故等が発生した場合において，
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中央制御室内の線量当量率及び空気中の放射性物質濃度が活動に支障がな

い範囲にあることを把握できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)中央制御室放射線計測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 
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6.2.5.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室 

重大事故等が発生した場合において，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実施組織要員がとど

まるために必要な居住性を確保するための設備は，制御室換気設備，制御

室照明設備，制御室遮蔽設備，制御室環境測定設備及び制御室放射線計測

設備で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は，情報把握計装設備の

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報表示装置及び使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋可搬型情報収集装置を配備できる区画を有する構造とする。 

重大事故等が発生し，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の

外側が放射性物質により汚染したような状況下において，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室の外側から使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設の制御室に放射性物質による汚染を持ち込むことを防止するため，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の外から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施

設の制御室に連絡する通路上に出入管理区画を設ける設計とする。 

汚染が確認された場合に除染作業ができる区画は，汚染検査を行う区画

に隣接して設置する設計とする。 

全交流動力電源喪失時においても,出入管理区画は必要な照明を制御室

照明設備の可搬型代替照明を用いて確保する設計とする。 

屋外から使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に連絡する通

路上の出入管理区画配置概要図を第 6.2.5－12 図，第 6.2.5－13 図にそれ

ぞれ示す。 

居住性を確保するための設備は，各重大事故の有効性評価の対象とし

ている事象のうち，最も厳しい結果を与える臨界事故の発生時において，

実施組織要員のマスクの着用及び交代要員体制を考慮せず，使用済燃料の

６－６－407



 

受入れ施設及び貯蔵施設の制御室は代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御

室換気設備による外気取入れにて換気を実施している状況下において評価

し，制御室にとどまり必要な操作及び措置を行う実施組織要員の実効線量

が，７日間で 100ｍＳｖを超えない設計とする。 

なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室における居住性

に係る被ばく評価結果は，上記状況下において約 3×10-3ｍＳｖであり，7

日間で 100ｍＳｖを超えない。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の重大事故等対処設備

の機器配置概要図を第 6.2.5－14 図～第 6.2.5－15 図に示す。 

 

（１） 計測制御装置 

  重大事故等が発生し，安全機能を有する施設の計測機器（非常用のもの

を含む。）の直流電源の喪失その他の故障により，主要パラメータが使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室において監視，記録することが

困難となった場合を考慮し，主要パラメータを使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の制御室で監視，記録するための設備として情報把握計装設備

を配備する。 

主要パラメータの監視は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，

全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室に設置している計測制御装置の監視制御盤

にて監視する設計とし，常設重大事故等対処設備として位置付ける。また，

外的事象による安全機能の喪失を要因とした重大事故等の発生時及び内的

事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失により発生

する重大事故等の発生時には，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制

御室に配備する可搬型情報表示装置にて監視する設計とするとともに，当
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該設備を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室において実施組織

要員を介さずに監視するために設置する情報把握計装設備が設置されるま

での間は，主要パラメータの計測又は推定を実施組織要員により所定の頻

度（1時間30分）で監視を行い，「9.17 通信連絡設備」の「9.17.2 重大

事故等対処施設」を用いて，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室に情報伝達し，監視する。 

主要パラメータの記録は，内的事象による安全機能の喪失を要因とし，

全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の制御室に設置している監視制御盤にて記録する設

計とする。また，外的事象による安全機能の喪失を要因とした重大事故等

の発生時及び内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源

の喪失により発生する重大事故等の発生時には，中央制御室及び使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋近傍に配備する可搬型情報収集装置にて記録する設計

とする。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室にて実施組織要員

を介さずに記録するために設置する情報把握計装設備が設置されるまでの

間は，「9.17 通信連絡設備」の「9.17.2 重大事故等対処施設」を用い

て，中央制御室並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に情

報伝達し，記録用紙に記録する。 

情報把握計装設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おいて監視及び記録ができるよう，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に設置する可搬型情報収集装置及

び可搬型表示装置で構成し，監視及び記録ができる設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置は，使用済燃料受入
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れ・貯蔵建屋の可搬型重要計器にて計測した主要パラメータを収集する設

計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置にて収集した主要パラ

メータは，制御建屋可搬型情報収集装置に伝送する設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置は，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋での可搬型計器にて計測した主要パラメータを記録する設計

とする。 

使用済燃料受入れ及び貯蔵建屋可搬型情報収集装置にて収集した主要パ

ラメータは，電磁的に記録及び保存し，電源喪失により保存した記録が失

われないようにするとともに帳票として出力できる設計とする。また，記

録に必要な容量は，記録が必要な期間に亘って保存できる容量を有する設

計とする。 

使用済燃料受入れ及び貯蔵建屋可搬型表示装置は，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室に設置し，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型

情報収集装置に収集された主要パラメータを監視できる設計とする。 

使用済燃料受入れ及び貯蔵建屋情報把握計装設備の電源は，代替電源と

して「9.2 電気設備」の「9.2.2 重大事故等対処施設」及び可搬型重大

事故等対処設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機から

の給電により使用可能な設計とする。なお，内的事象による安全機能の喪

失を要因とし，全交流動力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には

設計基準の電源設備を使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ)情報把握計装設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

情報把握計装設備用屋内伝送系統 
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［可搬型重大事故等対処設備］ 

使用済燃料受入れ及び貯蔵建屋可搬型情報収集装置 

使用済燃料受入れ及び貯蔵建屋可搬型情報表示装置 

ⅱ)代替電源設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

（「9.2 電気設備」） 

ⅲ)計測制御装置 

［常設重大事故等対処設備］ 

監視制御盤（「6.1.4.4.1中央制御室」と兼用） 

直流電源設備（「9.2 電気設備」） 

ⅳ)電気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

計測制御用交流電源設備（「9.2 電気設備」） 

 

重大事故等時のパラメータを監視及び記録するための設備の系統概

要図を第6.2.5－８図及び第6.2.5－９図に示す。 

 

（２） 制御室換気設備 

制御室換気設備は，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備で構成する。 

制御室換気設備は，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備

を可搬型重大事故等対処設備として配備するとともに，使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋制御室換気設備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

a.代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，代替制御室送風
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機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクトで構成する。 

代替制御室送風機は，重大事故等発生時において，制御室送風機の機

能喪失後，外気の遮断が長期にわたり，室内環境が悪化して二酸化炭素濃

度等の許容限界に達する前に使用済燃料受入れ・貯蔵建屋内に設置し，使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室内の換気が可能な設計とする。 

代替制御室送風機は，代替電源設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設可搬型発電機から受電する設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機は，補器駆動用燃

料補給設備の軽油用タンクローリから軽油を補給できる設計とする。また，

補器駆動用燃料補給設備の軽油用タンクローリは, 補器駆動用燃料補給設

備の軽油貯槽から軽油を補給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ)代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

代替制御室送風機 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクト 

ⅱ)代替電源設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

ⅲ)代替所内電気設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電盤 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル 

ⅳ)補機駆動用燃料補給設備 

［常設重大事故等対処設備］ 
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軽油貯槽 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

軽油用タンクローリ 

 

b.使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，制御室送風機

（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」と兼

用）並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト

（6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」と兼

用）で構成する。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，重大事故等の発生

の起因となる安全機能の喪失の要因に応じて対処に有効な設備を使用

することとし，内的事象による安全機能の喪失を要因とした全交流動

力電源の喪失を伴わない重大事故等の発生時には，設計基準対象の施

設の一部を兼用し，同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す

る設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

ⅰ)使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

制御室送風機 

（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」

と兼用） 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト 

（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」

と兼用） 

６－６－413



 

ⅱ)計基準事故に対処するための電気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 6.9ｋＶ非常用母線 

（「9.2.1.4.3 所内高圧系統」と兼用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の 460 Ｖ非常用母線 

（「9.2.1.4.4 所内低圧系統」と兼用） 

ⅲ)計測制御装置 

［常設重大事故等対処設備］ 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋安全系監視制御盤 

（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」

と兼用） 

 

重大事故等時の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の系統

概要図を第 6.2.5－16 図及び第 6.2.5－17 図に示す。 

  

（３） 制御室照明設備 

制御室照明設備は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代

替照明設備で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，可搬

型代替照明を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

可搬型代替照明は，蓄電池を内蔵しており，かつ，蓄電池を適宜交換

することで全交流動力電源喪失発生から外部からの支援が期待できるま

での 7 日間に必要な照明の確保が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備 
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［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型代替照明 

 

（４） 制御室遮蔽設備 

制御室遮蔽設備は，制御室遮蔽（「6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室」と兼用）で構成する。 

制御室遮蔽設備は，制御室遮蔽を常設重大事故等対処設備として位置付

ける。 

制御室遮蔽は，重大事故等が発生した場合において，代替使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋制御室換気設備若しくは使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御

室換気設備の機能とあいまって使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室にとど

まる実施組織要員の実効線量が７日間で100ｍＳｖを超えない設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i) 制御室遮蔽設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

制御室遮蔽 

（「6.1.4.4.2使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室」と

兼用） 

（５） 制御室環境測定設備 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，可搬

型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計

で構成する。 

可搬型酸素濃度計，可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度

計は，重大事故等が発生した場合においても，使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設の制御室内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が
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活動に支障がない範囲にあることを把握できる設計とする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型酸素濃度計 

可搬型二酸化炭素濃度計 

可搬型窒素酸化物濃度計 

（６） 制御室放射線計測設備 

制御室放射線計測設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アル

ファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ）で構成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の制御室放射線計測

設備は，ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サ

ーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）を可搬型重

大事故等対処設備として配備する。 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サーベイ

メータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，重大事故等が

発生した場合において，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室内の線量当量率及び空気中の放射性物質濃度が活動に支障がない範

囲にあることを把握できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

i)使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 
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6.2.5.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の

「(４) 操作性及び試験・検査性」の「ｂ．試験・検査性」示す。 

 

１）計測制御装置 

  監視制御盤，安全系監視制御盤及び情報把握計装設備は，再処理施設の

運転中又は停止中に，模擬入力による機能，性能確認（表示）及び外観確

認が可能な設計とする。 

  また，情報把握計装設備は，各々が独立して試験又は検査ができる設計

とする。 

 

２）制御室換気設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

制御建屋中央制御室換気設備は，再処理施設の運転中又は停止中に

外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，再処理施設の運転

中又は停止中に外観点検，性能確認，分解点検が可能な設計とする。 

（ｂ）可搬型重大事故等対処設備 

代替制御建屋中央制御室換気設備は，外観点検，分解点検が可能な

設計とする。また，代替制御建屋中央制御室換気設備は，各々が独立

して試験又は検査ができる設計とする。 

代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備は，外観点検，分

解点検が可能な設計とする。また，代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

制御室換気設備は，各々が独立して試験又は検査ができる設計とする。 
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３）制御室照明設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室代替照明設備は，外観点検，分解点検が可能な設計とす

る。また，中央制御室代替照明設備は，各々が独立して試験又は検査

ができる設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，外

観点検，分解点検が可能な設計とする。また，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備は，各々が独立して試験又は検

査ができる設計とする。 

 

４）制御室遮蔽設備 

（ａ）常設重大事故等対処設備 

中央制御室遮蔽は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可

能な設計とする。 

制御室遮蔽は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検が可能な

設計とする。 

 

５）制御室環境測定設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室環境測定設備は，外観点検，分解点検が可能な設計とす

る。また，中央制御室環境測定設備は，各々が独立して試験又は検査

ができる設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，外

観点検，分解点検が可能な設計とする。また，使用済燃料の受入れ施

設及び貯蔵施設の制御室環境測定設備は，各々が独立して試験又は検
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査ができる設計とする。 

 

６）制御室放射線計測設備 

（ａ）可搬型重大事故等対処設備 

中央制御室放射線計測設備は，外観点検，分解点検が可能な設計と

する。また，中央制御室放射線計測設備は，各々が独立して試験又は

検査ができる設計とする。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，

外観点検，分解点検が可能な設計とする。また，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室放射線計測設備は，各々が独立して試験又

は検査ができる設計とする。 
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 1/9）  

 

1.計測制御装置  

a)制御室における監視設備  

i)常設重大事故等対処設備  

a-1)監視制御盤 (「 6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用 ) 

個   数    １式    

a-2)安全系監視制御盤 (「 6.1.4.4.1 中央制御室」と兼  

用 ) 

個   数    １式  

b)情報把握計装設備  

i)常設重大事故等対処設備  

b-1)情報把握計装設備用屋内伝送系統  

個   数    １式     

b-2)建屋間伝送用無線装置  

個   数    １式     

ⅱ )可搬型重大事故等対処設備  

b-3)前処理建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-4)分離建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 2/9）  

 

b-5)精製建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-6)ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収  

集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-7)高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-8)制御建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）   

b-9)使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-10)制御建屋可搬型情報表示装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-11)使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報表示装置  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 3/9）  

 

b-12)第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置  

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-13)第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置  

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）  

台   数    ２    

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-14)情報把握計装設備可搬型発電機  

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   

台   数    ５    

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

３台）  

 

2.制御室換気設備  

a)代替制御建屋中央制御室換気設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

a-1) 代替中央制御室送風機  

台   数     ５  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

３台）  

容   量    約 2,600ｍ ３ ／ｈ／台  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 4/9）  

 

a-2) 制御建屋の可搬型ダクト  

数   量    約 300ｍ／式  

（予備として故障時のバックアップを１式）  

b)制御建屋中央制御室換気設備  

i)常設重大事故等対処設備  

b-1)中央制御室送風機（「 6.1.4.4.1 中央制御室」と  

兼用）  

台   数     ２（うち予備１台） 

容   量     約 11万ｍ ３ ／ｈ／台  

b-2)制御建屋の換気ダクト（「 6.1.4.4.1 中央制御室」  

と兼用 ) 

系  統  数     １  

c)代替使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

c-1)代替制御室送風機  

台   数     ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

容   量    約 2,600ｍ ３ ／ｈ／台  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 5/9）  

 

c-2)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型ダクト  

数   量    約 300ｍ／式  

（予備として故障時のバックアップを１式）  

d) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室換気設備  

i)常設重大事故等対処設備  

d-1)制御室送風機（「 6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設  

及び貯蔵施設の制御室」と兼用）  

台   数     ２（うち予備１台）  

容   量     約６万ｍ ３ ／ｈ／台  

d-2)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の換気ダクト  

（「 6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設  

の制御室」と兼用）  

系  統  数     １  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 6/9）  

 

3.制御室照明設備  

a)中央制御室代替照明設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

a-1)可搬型代替照明  

台   数     162 

(予備として故障時及び待機除外時のバックアップを 86 

台）  

b)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室代替照明設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

b-1)可搬型代替照明  

台   数     36 

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

 19台）  

 

4.制御室遮蔽設備  

a)中央制御室遮蔽  

i)常設重大事故等対処設備  

a-1)中央制御室遮蔽  

（「 6.1.4.4.1 中央制御室」と兼用 ) 

外部遮蔽      厚さ  約 1.0ｍ以上  

材料  コンクリート  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 7/9）  

 

b)制御室遮蔽  

i)常設重大事故等対処設備  

b-1)制御室遮蔽  

（「 6.1.4.4.2 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の

制御室」と兼用 ) 

外部遮蔽      厚さ  約 1.0ｍ以上  

材料  コンクリート  

 

5.制御室環境測定設備  

a)中央制御室環境測定設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

a-1)可搬型酸素濃度計  

台   数   ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

a-2)可搬型二酸化炭素濃度計  

台   数   ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

a-3)可搬型窒素酸化物濃度計  

台   数    ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 8/9）  

 

b)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室環境測  

定設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

b-1)可搬型酸素濃度計  

台   数    ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

b-2)可搬型二酸化炭素濃度計  

台   数    ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

b-3)可搬型窒素酸化物濃度計  

台   数    ３  

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを  

２台）  

 

6.制御室放射線計測設備  

a)中央制御室放射線計測設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

a-1)ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  
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第 6.2.5－１表  制御室（重大事故等時）の設備仕様（ 9/9）  

 

a-2)アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  

a-3)可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b)使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の制御室の放射線計測  

設備  

i)可搬型重大事故等対処設備  

b-1)ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-2)アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  

b-3)可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）  

台   数     ２  

（予備として故障時のバックアップを１台）  
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7. 放射性廃棄物の廃棄施設

7.1 概  要 

  放射性廃棄物の廃棄施設は，再処理施設の運転中及び停止中に生じる放

射性廃棄物を処理する施設であり，環境へ放出する放射性物質を合理的に

達成できる限り低くするとともに，敷地周辺の公衆の線量が十分に低くな

るよう設計に際して考慮する。 

  放射性廃棄物の廃棄施設は，次の施設で構成する。 

気体廃棄物の廃棄施設 

液体廃棄物の廃棄施設 

固体廃棄物の廃棄施設 
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7.2 気体廃棄物の廃棄施設 

7.2.1 設計基準対象の施設 

7.2.1.1 概  要 

 気体廃棄物の廃棄施設は，せん断処理施設のせん断機，溶解施設の溶解

槽等から発生する放射性気体廃棄物を処理するせん断処理・溶解廃ガス処

理設備，各施設の放射性物質を収容する塔槽類から発生する放射性気体廃

棄物を処理する塔槽類廃ガス処理設備，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶

融炉から発生する放射性気体廃棄物を処理する高レベル廃液ガラス固化廃

ガス処理設備，汚染のおそれのある区域を換気する換気設備，及び主排気

筒で構成する。 

 気体廃棄物の廃棄施設系統概要図を第7.2－１図に示す。 
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7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

7.2.1.2.1 概  要 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，せん断処理施設のせん断機，溶解

施設の溶解槽等から発生する廃ガス中のＮＯｘ及び放射性物質を除去する

とともに，せん断機，溶解槽等の機器内部を負圧に維持する設備である。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－２図に示す。 
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7.2.1.2.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，せん断処理施設のせん断機，溶

解施設の溶解槽等から発生する廃ガスによる環境への放射性物質の放出

量を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。 

（２) 閉じ込め 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器は，腐

食し難い材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とする。万一液体状の

放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置でき

る設計とする。また，せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，気体状の放

射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流し難い設計とする。 

(３) 単一故障 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統及び機器は，そ

れらを構成する動的機器に単一故障を仮定しても安全機能を確保できる

設計とする。 

(４) 外部電源喪失 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機は，非

常用所内電源系統に接続し，外部電源が喪失した場合でも安全機能を確

保できる設計とする。 

(５) 試験及び検査 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機，高性能

粒子フィルタ等は，必要に応じて試験及び検査ができる設計とする。 
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7.2.1.2.3 主要設備の仕様 

  せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－１表に示

す。 

  また，フィルタ概要図を第7.2－３図に示す。 
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7.2.1.2.4 系統構成及び主要設備 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器，ＮＯｘ吸収塔及びよう素追

出し塔は，溶解槽に対応して各々１系列設ける。ミストフィルタから排風

機までは，３系列で構成し，２系列で運転し，他の１系列は予備とする。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，せん断処理施設のせん断機及び溶

解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する廃ガスを処理することが

可能な処理能力を有する。 

(１) 系統構成

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，せん断処理施設のせん断機及び

溶解施設の溶解槽，よう素追出し槽等から発生する約290ｍ３／ｈ 

［ｎｏｒｍａｌ］（凝縮性ガス約150ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］，非凝縮

性ガス約140ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］）の廃ガスを凝縮器で冷却した後，

溶解施設のエンドピース酸洗浄槽，硝酸調整槽及び硝酸供給槽から発生

する約１ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスとともに，ＮＯｘ吸収塔で

のＮＯｘの回収及び放射性物質の除去，ミストフィルタでのろ過，加熱

器での加熱，高性能粒子フィルタでのろ過及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で前処理建屋塔槽類廃ガス

処理設備の排風機下流へ移送する。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，接続する溶解槽等の負圧を 

－0.7ｋＰａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。ここでいうｇａｇｅは，大

気圧との差圧であり，以下「ｇａｇｅ」という。 

 ＮＯｘ吸収塔で回収した約３ｍｏｌ／Ｌの硝酸は，よう素追出し塔に

おいて高温状態で残留よう素を追い出した後，溶解施設の溶解槽で再使

用する。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１系列当
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たり２段設置する。 

 (２) 主要設備 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の凝縮器，ＮＯｘ吸収塔，よう素追

出し塔等の液体状の放射性物質を内包する機器は，ステンレス鋼又はジ

ルコニウムを用い，接液部は溶接構造とし，異種金属間の接続には爆着

接合法による異材継手を用いる設計とする。また，これらの機器を収納

するセルの床には漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製の漏えい液受

皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は溶解施設の硝酸調整槽等

に移送する設計とする。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要機器は，排風機に接続し，負

圧を維持する設計とし，溶解施設の溶解槽内部の負圧を監視することに

より，系統の負圧監視ができる設計とする。排風機及び加熱器は，多重

化し，非常用所内電源系統に接続するとともに，その１系列の試験及び

検査中においても，予備系列に切り替えて運転できる設計とする。また，

排風機の回転数及び加熱器の出口の廃ガス温度を測定することにより，

運転状態を監視できる設計とする。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ等は前後の差

圧を測定することにより運転状態が監視できる設計とする。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備のよう素フィルタは，定期的によう

素フィルタ１段目及び２段目出口のよう素濃度を測定できる設計とする。

また，高性能粒子フィルタ及びよう素フィルタは，その１系列の試験及

び検査中においても，予備系列に切り替えて運転できる設計とする。 

  せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風機，フィルタ等は，クレーン

等により保守・補修を行う。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要機器の機能及び性能について
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以下に示す。 

 ａ．凝縮器 

 凝縮器は，多管式を使用し，廃ガスを冷却して除湿することにより，

廃ガス中のトリチウムを除去するとともに，廃ガス中のＮＯｘを回収す

る。なお，凝縮器は，廃ガス中に含まれるトリチウムを96.6％以上除去

できる設計とする。 

 ｂ．ＮＯｘ吸収塔 

 ＮＯｘ吸収塔は，充てん塔を使用し，廃ガス中に含まれるＮＯｘを回

収するとともに，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去する。 

 ｃ．よう素追出し塔 

 よう素追出し塔は，充てん塔を使用し，ＮＯｘ吸収塔で回収した硝酸

中に含まれるよう素を廃ガス中に追い出す。 

 ｄ．ミストフィルタ 

 ミストフィルタは，ろ材にガラス繊維を使用し，廃ガス中に含まれる

放射性エアロゾルを除去する。なお，ミストフィルタは，ＮＯｘ吸収塔

と合わせて，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを99％以上
（ １ ）

除去でき

る設計とする。 

 ｅ．加熱器 

 加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガスを加熱して相対湿度を下げる

とともに，下流のよう素除去に適切な温度にする
（１）（２）（３）（４）

。 

 ｆ．高性能粒子フィルタ 

 高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス繊維を使用し，よう素フィルタ

の前後に設置し，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去する。な

お，高性能粒子フィルタは，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを１

段当たり99.9％以上除去
（５）（６）（７）

できる設計とする。 
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ｇ．よう素フィルタ 

 よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材を使用し，廃ガス中に含まれる

よう素を除去する。なお，よう素フィルタは，廃ガス中に含まれるよう

素を99.6％以上除去できる
（１）（２）（３）（４）

設計（よう素フィルタ ベッド厚約85ｃｍ）

とする。 

ｈ．排風機 

 排風機は，せん断処理施設のせん断機及び溶解施設の溶解槽，よう素

追出し槽等の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ移送する。 
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7.2.1.2.5 試験・検査 

 よう素フィルタは，定期的に前後のよう素濃度を測定し，除染性能の確

認を行う。 

 高性能粒子フィルタは，交換時に据え付け状態の健全性を確認する。 

 加熱器は定期的に切り替え，健全性を確認する。 

 排風機は定期的に切り替え，健全性を確認する。 
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7.2.1.2.6 評  価 

(１) 放射性物質の放出低減

せん断処理・溶解廃ガス処理設備は，凝縮器，ＮＯｘ吸収塔，フィル

タ等を組み合わせて，せん断処理施設のせん断機，溶解施設の溶解槽等

から発生する廃ガスを処理する設計としているので，環境へ放出する放

射性物質を合理的に達成できる限り低くすることができる。 

(２) 閉じ込め

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器は，ス

テンレス鋼及びジルコニウムの腐食し難い材料を用い，かつ，接液部は

溶接構造とし，異種金属間の接続には爆着接合法による異材継手により，

漏えいし難い設計とし，さらに，気体状の放射性物質を内包する機器内

を負圧に保つ設計とするので閉じ込め機能を確保できる。 

 また，安全上重要な系統の排風機は，多重化し，非常用所内電源系統

に接続しているので，気体状の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流

を防止できる。 

 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の液体状の放射性物質を内包する機

器を収納するセルの床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製の

漏えい液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質を溶解施設の硝

酸調整槽等に移送する設計としているので，万一の液体状の放射性物質

の漏えいを想定してもその拡大を防止できる。 

(３) 単一故障

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機は，多

重化しているので，単一故障を仮定しても閉じ込め機能を確保できる。 

(４) 外部電源喪失

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機及び加
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熱器は，その他再処理設備の附属施設の非常用所内電源系統に接続する

設計としているので，外部電源喪失時に閉じ込め機能を確保できる。 

(５) 試験及び検査

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機，高性

能粒子フィルタ等は，多重化する設計としているので，閉じ込め機能を

損なうことなく，必要に応じて試験及び検査ができる。 
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7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備 

7.2.1.3.1 概  要 

 塔槽類廃ガス処理設備は，再処理設備本体，放射性廃棄物の廃棄施設等

の塔槽類から発生する廃ガス中に含まれるＮＯｘ及び放射性物質を除去す

るとともに，それらの塔槽類の内部を負圧に維持する設備であり，前処理

建屋塔槽類廃ガス処理設備，分離建屋塔槽類廃ガス処理設備，精製建屋塔

槽類廃ガス処理設備，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備，高レベル廃液ガラス固化

建屋塔槽類廃ガス処理設備，低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備，

低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備，チャンネルボックス・バ

ーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備,ハル・エンドピース貯

蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備及び分析建屋塔槽類廃ガス処理設備で構成す

る。 

 塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－４図に示す。 
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7.2.1.3.2 設計方針 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガスによる環境への放射性物質の

放出量を，合理的に達成できる限り低くする設計とする。 

 (２) 閉じ込め 

 塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し難い材

料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とする。万一液体状の放射性物質

が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置できる設計とす

る。また，塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統は，気体状の放射

性物質が漏えいし難く，かつ，逆流し難い設計とする。 

 (３) 単一故障 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統及び機器は，それらを構成

する動的機器に単一故障を仮定しても安全機能を確保できる設計とする。 

 (４) 外部電源喪失 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機は，非常用所内電

源系統に接続し，外部電源が喪失した場合でも安全機能を確保できる設

計とする。 

 (５) 試験及び検査 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機及び高性能粒子フ

ィルタは，必要に応じて試験及び検査ができる設計とする。 
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7.2.1.3.3 主要設備の仕様 

 塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－２表～第7.2－12表

に示す。 
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7.2.1.3.4 系統構成及び主要設備 

 塔槽類廃ガス処理設備の排風機，フィルタ等は原則として予備系列を有

する設計とする。 

 塔槽類廃ガス処理設備は，各施設の塔槽類から発生する廃ガスを処理す

ることが可能な能力を有する。 

 (１) 系統構成 

 ａ．前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及びよう素フ

ィルタは，各々４系列で構成し３系列運転とし，排風機は，２系列で構

成し１系列運転とする。 

 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，溶解施設の計量・調整槽等の前

処理建屋内に設置する塔槽類及び液体廃棄物の廃棄施設の不溶解残渣廃

液一時貯槽等の高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する塔槽類の一部

から発生する約790ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを廃ガス洗浄塔で，

前処理建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内に設置する極低レベル塔

槽類から発生する硝酸ミストを含む約100ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃

ガスを極低レベル廃ガス洗浄塔で洗浄した後，前処理建屋内に設置する

極低レベル塔槽類から発生する硝酸ミストを含まない約40ｍ３／ｈ 

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスと合流し，凝縮器での冷却，デミスタでのミ

スト除去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フ

ィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒

へ移送する。 

 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽類の負圧を－690

Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１系列当
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たり２段設置する。 

前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－５図に，前処

理建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－２表に示す。 

ｂ．分離建屋塔槽類廃ガス処理設備 

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガス処理系及びパルセー

タ廃ガス処理系で構成する。

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系の高性能粒子フ

ィルタは，５系列で構成し４系列運転とし，よう素フィルタは，４系列で

構成し３系列運転とする。排風機は，２系列で構成し１系列運転とする。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系の高性能粒

子フィルタは，５系列で構成し４系列運転とし，排風機は，２系列で構

成し１系列運転とする。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系は，分離施設の

溶解液中間貯槽等，酸及び溶媒の回収施設の第１酸回収系の第１供給槽

等，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液供給槽等の分離建屋内に設置

する塔槽類から発生する約1,300ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを廃

ガス洗浄塔で，分離建屋内に設置する極低レベル塔槽類から発生する約 

90ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを極低レベル廃ガス洗浄塔で洗浄

した後，凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除去，高性能粒子フィル

タでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の除去を組

み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ移送する。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系は，接続する塔

槽類の負圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系は，分離施

設のパルスカラムのパルセータから発生する約1,600ｍ３／ｈ 
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［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過し，排風機で主

排気筒へ移送する。 

  分離建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系は，接続す

るパルセータの負圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１系列当た

り２段設置する設計とする。 

 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－６図に，分離建

屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－３表に示す。 

 ｃ．精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備は，塔槽類廃ガス処理系（ウラン系及

びプルトニウム系），パルセータ廃ガス処理系及び溶媒処理廃ガス処理

系で構成する。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（ウラン系）の

高性能粒子フィルタは，４系列で構成し３系列運転とし，排風機は，２

系列で構成し１系列運転とする。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）の高性能粒子フィルタ及びよう素フィルタは，各々３系列で構成し

２系列運転とする。排風機は，２系列で構成し１系列運転とする。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系の高性能粒

子フィルタは，３系列で構成し２系列運転とし，排風機は，２系列で構

成し１系列運転とする。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の溶媒処理廃ガス処理系の真空ポンプ

は，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設備の第１蒸発缶用２系列，溶媒

蒸留塔用２系列で構成し，各々１系列運転とする。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（ウラン系）は，
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精製施設のウラン濃縮液第１中間貯槽等の精製建屋内に設置する塔槽類

から発生する廃ガス及び精製建屋内に設置する極低レベル塔槽類から発

生する硝酸ミストを含む約760ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを廃ガ

ス洗浄塔で洗浄した後，精製建屋内に設置する極低レベル塔槽類から発

生する硝酸ミストを含まない約40ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスと

合流し，凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除去及び高性能粒子フィ

ルタでのろ過を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ移送する。

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（ウラン系）は，

接続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウ

ム系）は，精製施設の第１酸化塔等から発生する約80ｍ３／ｈ 

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスをＮＯｘ廃ガス洗浄塔で洗浄した後，精製施

設のプルトニウム濃縮缶供給槽等の精製建屋内に設置する塔槽類から発

生する約470ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスとともに，廃ガス洗浄塔

で洗浄し，凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除去をした後，溶媒

処理廃ガス処理系からの約５ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスと合

流し，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィル

タでのよう素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ移

送する。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）は，接続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

  精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系は，精製施

設のパルスカラムのパルセータから発生する約780ｍ３／ｈ 

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過し，排風機で主

排気筒へ移送する。 
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  精製建屋塔槽類廃ガス処理設備のパルセータ廃ガス処理系は，接続す

るパルセータの負圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の溶媒処理廃ガス処理系は，酸及び溶

媒の回収施設の溶媒回収設備の第１蒸発缶等から発生する約５ｍ３／ｈ

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを真空ポンプを用い，塔槽類廃ガス処理系

（プルトニウム系）の高性能粒子フィルタへ移送する。精製建屋塔槽類

廃ガス処理設備の溶媒処理廃ガス処理系は，接続する塔槽類の負圧を

約－93ｋＰａ［ｇａｇｅ］以下に維持する。 

 塔槽類廃ガス処理系（ウラン系及びプルトニウム系）及びパルセータ

廃ガス処理系の高性能粒子フィルタは，１系列当たり２段設置する。 

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－７図(１)及び第 

7.2－７図(２)に，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第

7.2－４表に示す。 

ｄ．ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及び排風

機は，各々２系列で構成し１系列運転とする。 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施設の脱硝塔から発生

する約400ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを凝縮器で冷却及び廃ガス

洗浄塔で洗浄した後，脱硝施設の硝酸ウラニル貯槽，濃縮液受槽等のウ

ラン脱硝建屋内に設置する塔槽類から発生する約１ｍ３／ｈ

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスとともに，廃ガス洗浄塔での洗浄及び高性能

粒子フィルタでのろ過を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ

移送する。 

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽類の負圧を

－490Ｐａ［ｇａｇｅ］程度（室との差圧）に維持する。 
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 ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１系

列当たり１段設置する。 

 また，ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，廃ガス中のＮＯｘ回

収のため，凝縮器で冷却した廃ガスをその他再処理設備の附属施設の化

学薬品貯蔵供給設備の化学薬品貯蔵供給系へ移送できる設計とするとと

もに，移送した廃ガスを化学薬品貯蔵供給系から廃ガス洗浄塔に受け入

れできる設計とする。 

 ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－８図に，

ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－５表

に示す。 

 ｅ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒

子フィルタは，１段目は３系列で構成し２系列運転とし，２段目は２系

列で構成し１系列運転とする。よう素フィルタは，２系列で構成し１系

列運転とする。排風機は，１段目は２系列で構成し１系列運転とし，２

段目は３系列で構成し，２系列運転とする。 

  ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，脱硝施

設の脱硝装置から発生する約50ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを凝

縮器で冷却し，脱硝施設の硝酸プルトニウム貯槽，混合槽等のウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋内に設置する塔槽類から発生する約25ｍ３／ｈ

［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスとともに廃ガス洗浄塔で洗浄した後，脱硝施

設の焙焼炉，還元炉から発生する約80ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガ

スとともに，廃ガス洗浄塔での洗浄，高性能粒子フィルタでのろ過，加

熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理

し，排風機で主排気筒へ移送する。 
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 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続す

る塔槽類の負圧を－490Ｐａ［ｇａｇｅ］程度（セル等との差圧）に維持

する。 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒

子フィルタは，１系列当たり４段設置する。 

  ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図

を第7.2－９図に，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処

理設備の主要設備の仕様を第7.2－６表に示す。 

 ｆ．高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備 

  高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備は，高レベル濃縮

廃液廃ガス処理系及び不溶解残渣廃液廃ガス処理系で構成する。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃

液廃ガス処理系の高性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列で構成

し１系列運転とし，よう素フィルタは，３系列で構成し２系列運転とする。 

  高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の不溶解残渣廃液

廃ガス処理系の高性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列で構成し

１系列運転とする。よう素フィルタは，３系列で構成し２系列運転とする。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃

液廃ガス処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル濃縮廃液貯槽，固

体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液混合槽等の高レベル廃液ガラス固化

建屋内に設置する塔槽類から発生する約340ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の

廃ガスを廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，デミスタでの

ミスト除去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素

フィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で主排気

筒へ移送する。 
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 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高レベル濃縮廃

液廃ガス処理系は，接続する塔槽類の負圧を－５ｋＰａ［ｇａｇｅ］程

度（セルとの差圧）に維持する。 

  高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の不溶解残渣廃液

廃ガス処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の不溶解残渣廃液貯槽，固体廃

棄物の廃棄施設のアルカリ濃縮廃液中和槽等の高レベル廃液ガラス固化

建屋内に設置する塔槽類から発生する約310ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の

廃ガスを廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，デミスタでの

ミスト除去，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素

フィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で主排気

筒へ移送する。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の不溶解残渣廃液

廃ガス処理系は，接続する塔槽類の負圧を－５ｋＰａ［ｇａｇｅ］程度

（セルとの差圧）に維持する。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィ

ルタは１系列当たり２段設置する。

高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第

7.2－10図に，高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の主

要設備の仕様を第7.2－７表に示す。 

ｇ．低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及

び排風機は，各々２系列で構成し１系列運転とする。 

 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，液体廃棄物の廃棄施

設の第１放出前貯槽等の低レベル廃液処理建屋内に設置する塔槽類から

発生する約400ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを廃ガス洗浄塔で洗
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浄した後，凝縮器での冷却，デミスタでのミスト除去及び高性能粒子フ

ィルタでのろ過を組み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ移送す

る。 

 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽類の負

圧を－690Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは

１系列当たり２段設置する。 

 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－11

図に，低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を

第7.2－８表に示す。 

 ｈ．低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備は，低レベル濃縮廃液

処理廃ガス処理系，廃溶媒処理廃ガス処理系，雑固体廃棄物焼却処理廃

ガス処理系及び塔槽類廃ガス処理系で構成する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処

理廃ガス処理系の高性能粒子フィルタ，よう素フィルタ及び排風機は，各 

々２系列で構成し１系列運転とする。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処

理系の高性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列で構成し１系列運

転とする。よう素フィルタは，１系列で構成し運転する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処

理廃ガス処理系の高性能粒子フィルタは，２系列で構成し１系列運転と

する。排風機は，主排風機１系列及び補助排風機２系列で構成し，固体

廃棄物の廃棄施設の焼却装置の運転時は，主排風機で運転する。焼却装

置の停止時は，補助排風機１系列で運転する。主排風機の故障時は，焼
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却装置を停止し，補助排風機１系列で運転する。補助排風機は，予備系

列を有する設計とする。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系

の高性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列で構成し１系列運転と

する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処 

理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の乾燥装置から発生する約

250ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］（うち，非凝縮性ガス約10ｍ３／ｈ 

［ｎｏｒｍａｌ］）の廃ガスを凝縮器での冷却，廃ガス洗浄塔での洗

浄・冷却，高性能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フ

ィルタでのよう素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で低レベル

廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処

理廃ガス処理系は，廃ガス洗浄塔の負圧を－４ｋＰａ［ｇａｇｅ］程度

（室との差圧）に維持する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処

理系は，固体廃棄物の廃棄施設の熱分解装置からの可燃性ガスを燃焼す

る燃焼装置から発生する約250ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスをスプ

レイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却，高性

能粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう

素の除去を組み合わせて処理した後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋

換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス処

理系は，熱分解装置の負圧を－２ｋＰａ［ｇａｇｅ］程度（室との差圧）

に維持する。 
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  低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処

理廃ガス処理系は，固体廃棄物の廃棄施設の焼却装置からセラミック

フィルタを経て発生する約1,700ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスをス

プレイ塔での冷却，廃ガス洗浄塔での洗浄・冷却，凝縮器での冷却及び

高性能粒子フィルタでのろ過を組み合わせて処理した後，主排風機で低

レベル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移送する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の雑固体廃棄物焼却処

理廃ガス処理系は，焼却装置の負圧を－２ｋＰａ［ｇａｇｅ］程度（室と

の差圧）に維持する。 

  低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系

は，低レベル廃棄物処理建屋内に設置する塔槽類から発生する約500

ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを高性能粒子フィルタでろ過をした

後，排風機で低レベル廃棄物処理建屋換気設備の建屋排風機Ⅲ下流へ移

送する。 

  低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系

は，接続する塔槽類の負圧を－490Ｐａ［ｇａｇｅ］程度（室との差圧）

に維持する。 

  低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の低レベル濃縮廃液処

理廃ガス処理系の高性能粒子フィルタは，１系列当たり２段設置する。

廃溶媒処理廃ガス処理系，雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理系及び塔槽

類廃ガス処理系の高性能粒子フィルタは，１系列当たり１段設置する。 

 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－

12図に，低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕

様を第7.2－９表に示す。 
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 ｉ．チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処 

  理設備 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備の高性能粒子フィルタ及び排風機は，各々２系列で構成し１系列運

転とする。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備は，固体廃棄物の廃棄施設の廃樹脂貯槽等のチャンネルボック

ス・バーナブルポイズン処理建屋内に設置する塔槽類及び第２切断装

置から発生する約1,500ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを高性能粒子

フィルタでろ過をした後，排風機でチャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋換気設備の建屋排風機Ⅱ下流へ移送する。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備は，接続する塔槽類の負圧を－490Ｐａ［ｇａｇｅ］程度（室との差

圧）に維持する。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備の高性能粒子フィルタは，１系列当たり２段設置する。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋塔槽類廃ガス処理

設備系統概要図を第7.2－13図に，チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－10表

に示す。 

 ｊ．ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備 

 ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フ

ィルタ及び排風機は，各々２系列で構成し１系列運転とする。 

 ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備は，固体廃棄物の

廃棄施設の廃樹脂貯槽等のハル・エンドピース貯蔵建屋内に設置する
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塔槽類から発生する約200ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを高性能粒

子フィルタでろ過した後，排風機でハル・エンドピース貯蔵建屋換気設

備の排風機下流へ移送する。 

 ハル・エンド ピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽

類の負圧を－590Ｐａ［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

  ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィ

ルタは，１系列当たり２段設置する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を

第7.2－14図に，ハル・エンドピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備の

主要設備の仕様を第7.2－11表に示す。 

 ｋ．分析建屋塔槽類廃ガス処理設備 

  分析建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ及び排風機は，

各々２系列で構成し１系列運転とする。 

分析建屋塔槽類廃ガス処理設備は，分析建屋に設置する塔槽類から発

生する約200ｍ３／ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の廃ガスを廃ガス洗浄塔で洗浄し

た後，分析建屋内に設置する極低レベル塔槽類から発生する約60ｍ３／

ｈ［ｎｏｒｍａｌ］の硝酸ミストを含まない廃ガスと合流し，凝縮器で

の冷却，デミスタでのミスト除去及び高性能粒子フィルタでのろ過を組

み合わせて処理した後，排風機で主排気筒へ移送する。 

 分析建屋塔槽類廃ガス処理設備は，接続する塔槽類の負圧を－690Ｐａ

［ｇａｇｅ］程度に維持する。 

 分析建屋塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１系列当た

り２段設置する。 

 分析建屋塔槽類廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－15図に，分析建

屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－12表に示す。 
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(２) 主要設備

塔槽類廃ガス処理設備の廃ガス洗浄塔，凝縮器，デミスタ等の液体状

の放射性物質を内包する機器は，ステンレス鋼を用い，接液部は溶接構

造とする。また，これらの機器を収納するセル等の床には漏えい検知装

置を備えたステンレス鋼製の漏えい液受皿を，室の床にはステンレス鋼

製又は樹脂製の漏えい液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質

は，酸及び溶媒の回収施設の酸回収設備，又は液体廃棄物の廃棄施設の

低レベル廃液処理設備等に移送する設計とする。 

 塔槽類廃ガス処理設備の主要機器は，排風機等に接続し負圧を維持す

る設計とするとともに，系統の負圧の監視ができる設計とする。 

 塔槽類廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ等は前後の差圧を監視し，

加熱器は出口の廃ガス温度を測定することにより，運転状態が監視でき

る設計とする。高性能粒子フィルタはその１系列の試験及び検査中にお

いても，予備系列に切り替えて運転できる設計とする。 

 安全上重要な系統の前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備，分離建屋塔槽

類廃ガス処理設備，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理

系（プルトニウム系），パルセータ廃ガス処理系，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備及び高レベル廃液ガラス固化建屋

塔槽類廃ガス処理設備の排風機は多重化し，非常用所内電源系統に接続

するとともに，その１系列の試験及び検査中においても，予備系列に切

り替えて運転できる設計とする。また，排風機は，回転数又は排風機前

後の差圧を測定することにより，運転状態を監視できる設計とする。 

  塔槽類廃ガス処理設備のよう素フィルタは，定期的によう素フィルタ

出口のよう素濃度を測定できる設計とする。 

塔槽類廃ガス処理設備の排風機，フィルタ等は，クレーン等により
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保守・補修を行う。 

塔槽類廃ガス処理設備の主要機器の機能及び性能について以下に示す。 

 ａ．スプレイ塔 

 スプレイ塔は，耐火物を内張し，水を噴霧することにより，廃ガス温

度を下げる。 

 ｂ．廃ガス洗浄塔 

 廃ガス洗浄塔は，棚段塔又は充てん塔を使用し，廃ガス中に含まれる

放射性物質を除去するとともに，必要に応じて廃ガスの温度を下げる。 

なお，廃ガス洗浄塔は，凝縮器，デミスタと合わせて廃ガス中の放射性

エアロゾルを90％以上除去できる設計とする。ウラン脱硝建屋塔槽類廃

ガス処理設備，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備，低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の廃溶媒処理廃ガス

処理系及び雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理系の廃ガス洗浄塔は，凝縮

器と合わせて廃ガス中の揮発性ルテニウムを99.8％以上除去できる設計

とする。 

 ｃ．凝縮  

 凝縮器は，多管式熱交換器等を使用し，廃ガスを冷却して除湿するこ

とにより，廃ガス中のトリチウムを除去するとともに，廃ガス中に含ま

れる放射性物質を除去する。なお，前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備，

分離建屋塔槽類廃ガス処理設備及び高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類

廃ガス処理設備の凝縮器は，廃ガス洗浄塔と合わせて廃ガス中に含まれ

るトリチウムを80％以上除去できる設計とする。 

 ｄ．デミスタ 

 デミスタは，多層板構造のエレメント等を使用し，廃ガス中に含まれ

る放射性エアロゾルを除去する。 

（８）（９） 

（８） 
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 ｅ．高性能粒子フィルタ 

 高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス繊維を使用し，廃ガス中に含ま

れる放射性エアロゾルを除去する。なお，高性能粒子フィルタは，廃ガ

ス中に含まれる放射性エアロゾルを１段当たり99.9％以上除去できる設

計とする。 

 ｆ．加熱器 

 加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガスを加熱して相対湿度を下げる

とともに，下流のよう素除去に適切な温度にする。 

 ｇ．よう素フィルタ 

 よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材を使用し，よう素を除去する。 

なお，よう素フィルタは，廃ガス中のよう素を90％以上除去できる設計

（よう素フィルタ ベッド厚５ｃｍ以上）とする。 

 ｈ．排風機 

 排風機は，塔槽類の負圧を維持するとともに，廃ガスを主排気筒又は

北換気筒（ハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）

へ移送する。 

 

 

（５）（６）（７） 

（１）（２）（３）（４） 

（１）（２）（３）（４） 
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7.2.1.3.5 試験・検査 

  高性能粒子フィルタは，交換時に据付け状態の健全性を確認する。 

  排風機は定期的に切り替え，健全性を確認する。 
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7.2.1.3.6 評  価 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 塔槽類廃ガス処理設備は，洗浄塔，フィルタ等を組み合わせて，塔槽

類から発生する廃ガスを処理する設計としているので，環境へ放出する

放射性物質を合理的に達成できる限り低くすることができる。 

 (２) 閉じ込め 

 塔槽類廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し難いス

テンレス鋼等を用い，かつ，接液部は溶接構造等で漏えいし難い設計と

し，さらに，気体状の放射性物質を内包する機器内を負圧に保つ設計と

しているので閉じ込め機能を確保できる。 

 また，安全上重要な系統の排風機は，多重化し，非常用所内電源系統

に接続しているので，気体状の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流

を防止できる。 

 塔槽類廃ガス処理設備の液体状の放射性物質を内包する機器を収納す

るセル等の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製の漏えい液

受皿を，室の床にはステンレス鋼製又は樹脂製の漏えい液受皿を設置

し，漏えいした液体状の放射性物質を酸及び溶媒の回収施設の酸回収設

備又は液体廃棄物の廃棄施設の低レベル廃液処理設備等に移送する設計

としているので，万一の液体状の放射性物質の漏えいを想定してもその

拡大を防止できる。 

 (３) 単一故障 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機は，多重化してい

るので単一故障を仮定しても閉じ込め機能を確保できる。 

 (４) 外部電源喪失 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機は，その他再処理
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設備の附属施設の非常用所内電源系統に接続する設計としているので，

外部電源喪失時に閉じ込め機能を確保できる。 

(５) 試験及び検査 

 塔槽類廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機及び高性能粒子フ

ィルタは，多重化する設計とするので，閉じ込め機能を損なうことなく，

必要に応じて試験及び検査ができる。 
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7.2.1.4 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備 

7.2.1.4.1 概  要 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設のガ

ラス溶融炉から発生する廃ガス中のＮＯｘ及び放射性物質を除去するとと

もに，ガラス溶融炉の内部を負圧に維持する設備である。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備系統概要図を第7.2－16図に示

す。 
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7.2.1.4.2 設計方針 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設の

ガラス溶融炉から発生する廃ガスによる環境への放射性物質の放出量を，

合理的に達成できる限り低くする設計とする。 

 (２) 閉じ込め 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器

は，腐食し難い材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とする。万一液

体状の放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処

置できる設計とする。また，高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，

気体状の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流し難い設計とする。 

 (３) 単一故障 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統及び機器

は，それらを構成する動的機器に単一故障を仮定しても安全機能を確保

できる設計とする。 

 (４) 外部電源喪失 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機

及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガスの冷水系等の動的

機器は，非常用所内電源系統に接続し，外部電源が喪失した場合でも安

全機能を確保できる設計とする。 

 (５) 試験及び検査 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機，

高性能粒子フィルタ等は，必要に応じて試験及び検査ができる設計とす

る。 
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7.2.1.4.3 主要設備の仕様 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の主要設備の仕様を第7.2－13

表に示す。 

 また，ルテニウム吸着塔概要図を第7.2－17図に示す。 
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7.2.1.4.4 系統構成及び主要設備 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄器は，固体廃棄物

の廃棄施設のガラス溶融炉に対応して各々１基設ける。 

ミストフィルタ，ルテニウム吸着塔，高性能粒子フィルタ，排風機等は,

各々２系列で構成し，１系列で運転し，他の１系列は予備とする。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，固体廃棄物の廃棄施設のガ

ラス溶融炉から発生する廃ガスを処理することが可能な能力を有する。

(１) 系統構成

固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉からの約150ｍ３／ｈ[normal]

（ガラス溶融炉１基当たりの廃ガス流量)，約400℃の廃ガスは，廃ガス

洗浄器での洗浄・冷却，吸収塔での洗浄，凝縮器での冷却，ミストフィ

ルタでのろ過，ルテニウム吸着塔での揮発性ルテニウムの除去，高性能

粒子フィルタでのろ過，加熱器での加熱及びよう素フィルタでのよう素

の除去を組み合わせて処理した後，高性能粒子フィルタでろ過し，排風

機で高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の排風機下流へ

移送する。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で発生する廃ガス洗浄廃液は，

廃ガス洗浄液槽へ移送した後，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液処

理設備へ移送する。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，接続するガラス溶融炉の

負圧を－１kＰa[gage]程度（セルとの差圧)に維持する。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタは，１

系列当たり３段設置する。 
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 (２) 主要設備 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄器，吸収塔，凝

縮器等の液体状の放射性物質を内包する機器は，ステンレス鋼を用い，

接液部は溶接構造等とする。また，これらの機器を収納するセルの床に

は，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製の漏えい液受皿を設置し，

漏えいした液体状の放射性物質は，廃ガス洗浄液槽又は液体廃棄物の廃

棄施設の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル廃液共用貯槽に移送する設計

とする。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の主要機器は，排風機に接続

し，負圧を維持する設計とし，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉内

部の負圧を監視することにより高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備

の負圧監視ができる設計とする。また，排風機は多重化し，非常用所内

電源系統に接続するとともに，その１系列の試験及び検査中においても，

予備系列に切り替えて運転できる設計とする。また，排風機の回転数を

監視することにより運転状態を監視できる設計とする。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の高性能粒子フィルタ等は差

圧を監視し，加熱器は出口の廃ガス温度を監視することにより運転状態

が監視できる設計とする。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備のよう素フィルタは，定期的

によう素フィルタ出口のよう素濃度を測定できる設計とする。ルテニウ

ム吸着塔は，定期的にルテニウム吸着塔出口のルテニウム濃度を測定で

きる設計とする。また，高性能粒子フィルタ，加熱器はその１系列の試

験及び検査中においても，予備系列に切り替えて，運転できる設計とす

る。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄器，吸収塔及び
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凝縮器は，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により冷水系を

介して冷水を適切に供給し，廃ガスの除熱をする設計とする。また，高

レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，その他再処理設備の附属施設

の給水処理設備から純水を適切に供給する純水系を設け，吸収塔に純水

を供給する設計とする。これらの安全上重要な冷水系は，動的機器を多

重化し，外部電源喪失時には非常用所内電源系統に接続する設計とし，

この動的機器はその１系列の試験及び検査中においても，予備系列に切

り替えて，運転できる設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の排風機，フィルタ等は，ク

レーン等により保守・補修を行う。

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の主要機器の機能及び性能に

ついて以下に示す。 

ａ．廃ガス洗浄器 

廃ガス洗浄器は，充てん塔を使用し，廃ガスの温度を下げるとともに，

廃ガス中に含まれる放射性物質を除去する。廃ガス洗浄器は，廃ガスの

冷却のため独立した２系列の冷却コイルを設置し，その他再処理設備の

附属施設の安全冷却水系により冷水系を介して冷水を適切に供給する設

計とする。なお，廃ガス洗浄器は，廃ガス中の放射性エアロゾルを

66.7％ 以
（１０）

上，揮発性ルテニウムを99.8％ 以
（１０）

上除去できる設計とする。 

ｂ．吸収塔 

 吸収塔は，棚段塔を使用し，廃ガス中に含まれるＮＯｘを回収すると

ともに，廃ガス中の放射性物質を除去する。吸収塔は，洗浄液の冷却の

ため冷却コイルを設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

により冷水系を介して冷水を適切に供給する設計とする。また，吸収塔

は，廃ガスの洗浄のため純水系から純水を適切に供給する設計とする。

６－７－40



なお，吸収塔は，廃ガス中の揮発性ルテニウムを２基で99.8％以上除去
（８）（１１）

できる設計とする。 

 ｃ．凝縮器 

 凝縮器は，多管式熱交換器を使用し，廃ガスを冷却して除湿し，トリ

チウムを除去する。凝縮器は，廃ガスの冷却のためその他再処理設備の

附属施設の安全冷却水系により冷水系を介して冷水を適切に供給する設

計とする。なお，凝縮器は，吸収塔と合わせて廃ガス中のトリチウムを

80％以上除去できる設計とする。 

 ｄ．ミストフィルタ 

 ミストフィルタは，ろ材にガラス繊維製フィルタを使用し,廃ガス中

に含まれる放射性エアロゾルを除去する。なお，ミストフィルタは，吸

収塔と合わせて廃ガス中の放射性エアロゾルを99％以上
（ １ ）

除去できる設計

とする。 

 ｅ．ルテニウム吸着塔 

 ルテニウム吸着塔は，シリカゲル吸着材を充てんし，廃ガス中に含ま

れる揮発性ルテニウムを除去する。なお，ルテニウム吸着塔は，廃ガス

中の揮発性ルテニウムを99％以上
（１２）

除去できる設計とする。 

 ｆ．高性能粒子フィルタ 

 高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス繊維を使用し，よう素フィルタ

の前後に設置し，廃ガス中に含まれる放射性エアロゾルを除去する。な

お，高性能粒子フィルタは，廃ガス中の放射性エアロゾルを１段当たり

99.9％以上除去
（５）（６）（７）

できる設計とする。 

 ｇ．加熱器 

 加熱器は，電気ヒータを使用し，廃ガスを加熱して相対湿度を下げる 

とともに，下流のよう素除去に適切な温度にする。
（１）（２）（３）（４）
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 ｈ．よう素フィルタ 

 よう素フィルタは，ろ材に銀系吸着材を使用し，廃ガス中に含まれる

よう素を除去する。なお，よう素フィルタは，廃ガス中のよう素を

90％ 以 上 除 去
（１）（２）（３）（４）

できる設計（よう素フィルタ ベッド厚５ｃｍ以

上）とする。 

 ｉ．排風機 

 排風機は，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉及び塔槽類の負圧を

維持するとともに，廃ガスを主排気筒へ移送する。 

 ｊ．廃ガス洗浄液槽 

 廃ガス洗浄液槽は，廃ガス洗浄器及び吸収塔からの洗浄廃液を受け入

れる。廃ガス洗浄液槽に受け入れた洗浄廃液は，液体廃棄物の廃棄施設

の高レベル廃液処理設備へ移送する。 
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7.2.1.4.5 試験・検査 

 高性能粒子フィルタは，交換時に据え付け状態の健全性を確認する。 

 排風機は定期的に切り替え，健全性を確認する。 

 廃ガスの冷水系の動的機器は，定期的に切り替え，健全性を確認する。 
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7.2.1.4.6 評  価 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備は，廃ガス洗浄器，吸収塔，

フィルタ等を組み合わせて，固体廃棄物の廃棄施設のガラス溶融炉から

の廃ガスを処理する設計としているので，環境へ放出する放射性物質を

合理的に達成できる限り低くすることができる。 

 (２) 閉じ込め 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の放射性物質を内包する機器

は，腐食し難いステンレス鋼を用い，かつ，接液部は溶接構造等で漏え

いし難い設計とし，さらに，気体状の放射性物質を内包する機器内を負

圧に保つ設計としているので閉じ込め機能を確保できる。 

 また，排風機は，多重化し，非常用所内電源系統に接続しているので，

気体状の放射性物質が漏えいし難く，かつ，逆流を防止できる。 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の液体状の放射性物質を内包

する機器を収納するセルの床には，漏えい検知装置を備えたステンレス

鋼製の漏えい液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質を廃ガス

洗浄液槽又は液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液貯蔵設備の高レベル

廃液共用貯槽に移送する設計としているので，万一の液体状の放射性物

質の漏えいを想定してもその拡大を防止できる。 

 (３) 単一故障 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機

及び冷水系の動的機器は，多重化しているので，単一故障を仮定しても

閉じ込め機能を確保できる。 

 (４) 外部電源喪失 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機
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及び冷水系の動的機器は，その他再処理設備の附属施設の非常用所内電

源系統に接続する設計としているので，外部電源喪失時に閉じ込め機能

を確保できる。 

(５) 試験及び検査 

 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の安全上重要な系統の排風機，

高性能粒子フィルタ等は，多重化する設計とするので，閉じ込め機能を

損なうことなく必要に応じて試験及び検査ができる。 
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7.2.1.5 換気設備 

7.2.1.5.1 概  要 

 換気設備は，各建屋の換気・空調，排気の浄化及び空気汚染の拡大防止

を行うものであり，使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備，使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋換気設備，前処理建屋換気設備，分離建屋換気設備，精製

建屋換気設備，ウラン脱硝建屋換気設備，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋換気設備，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備，高レ

ベル廃液ガラス固化建屋換気設備，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備，

低レベル廃液処理建屋換気設備，低レベル廃棄物処理建屋換気設備，ハ

ル・エンドピース貯蔵建屋換気設備，チャンネルボックス・バーナブルポ

イズン処理建屋換気設備，分析建屋換気設備，北換気筒（使用済燃料輸送

容器管理建屋換気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並びにハル・エ

ンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）及び低レベル廃棄物処

理建屋換気筒で構成する。分析建屋換気設備の一部は，六ヶ所保障措置分

析所と共用し，北換気筒の支持構造物は，廃棄物管理施設と共用する。 

 換気設備の系統概要図を第7.2－18図に示す。 
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7.2.1.5.2 設計方針 

(１) 放射性物質の放出低減

ａ．換気設備は，汚染のおそれのある区域からの排気を高性能粒子フィル

タ等で浄化できる設計とする。

ｂ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，放出する気体状の放

射性物質に対し，十分な拡散効果を有する設計とする。 

(２) 閉じ込め

換気設備は，汚染のおそれのある区域を，清浄区域より負圧に維持で

きるようにするとともに，汚染の程度の低い区域から汚染の程度のよ

り高い区域に向かって空気を流すことのできる設計とする。また，換

気設備の安全上重要な系統は，気体状の放射性物質が漏えいし難く，

かつ，逆流し難い設計とする。 

(３) 単一故障

換気設備の安全上重要な系統及び機器は，それらを構成する動的機器

に単一故障を仮定しても，安全機能が確保できる設計とする。 

(４) 外部電源喪失

換気設備の安全上重要な系統の排風機及びセル内ク－ラは，非常用所

内電源系統に接続し，外部電源が喪失した場合でも安全機能が確保で

きる設計とする。 

(５) 火  災 

換気設備は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用し，万一の

火災の発生を想定しても火災の拡大を防止できる設計とする。 

(６) 崩壊熱除去

換気設備により崩壊熱を除去する必要がある場合には，崩壊熱による

過度の温度上昇を防止するため，適切な換気を行える設計とする。 

６－７－47



 (７) 換気・空調 

   換気設備は，各区域の換気・空調を適切に行える設計とする。 

 (８) 共  用 

   貯蔵容器搬送用洞道は，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉解放時には，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設の気体廃棄物の廃棄施設により負圧に維持する設計

とし，再処理施設境界の扉（防火戸）開放時には，ウラン・プルトニ

ウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備により貯蔵容器搬送用洞道を負圧に

維持する設計とすること，また，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉及び再

処理施設境界の扉（防火戸）は，同時に開放しない設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

   六ヶ所保障措置分析所と共用する分析建屋換気設備は，換気設備の排

風機に必要な容量を確保する設計とすることで，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない設計とし，廃棄物管理施設と共用する北換気筒

の支持構造物は，廃棄物管理施設の筒身を考慮した強度を確保する設計

とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とす

る。 

 (９) 試験及び検査 

   換気設備の安全上重要な系統の排風機，高性能粒子フィルタ及びセル

内ク－ラは，必要に応じて試験及び検査ができる設計とする。 

 (10) その他 

   換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処理設

備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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7.2.1.5.3 主要設備の仕様 

 換気設備の主要設備の仕様を第7.2－14表～第7.2－30表に示す。 

 なお，換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃料輸

送容器管理建屋換気設備,使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備及び北換

気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋換気筒）は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる。 
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7.2.1.5.4 系統構成及び主要設備 

 換気設備は，給気系及び排気系で構成し，汚染の程度の低い区域から汚

染の程度のより高い区域に向かって空気を流す設計とし，給排気量を適切

に設定及び調節することにより，汚染のおそれのある区域を清浄区域より

負圧に維持するとともに，適切な換気・空調を行う設計とする。このため，

負圧の設定値は，汚染の程度の低い区域では－20Ｐａ［ｇａｇｅ］以下，汚

染の程度の高い区域では－100Ｐａ［ｇａｇｅ］以下とする。 

 (１) 系統構成 

 ａ．使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備 

 使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  使用済燃料輸送容器管理建屋給気系 

  使用済燃料輸送容器管理建屋排気系 

 使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備系統概要図を第7.2－19図に，

使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－14表

に示す。 

  使用済燃料輸送容器管理建屋給気系は，使用済燃料輸送容器管理建屋

の除染エリア及び保守エリアの管理区域へ外気を供給するため，建屋給

気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

 使用済燃料輸送容器管理建屋排気系は，使用済燃料輸送容器管理建屋

の除染エリア及び保守エリアの汚染のおそれのある区域の負圧維持，排

気の浄化及び排気の北換気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒）の

排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニット及び建屋排風機で

構成する。 

 ｂ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

６－７－50



   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系 

   使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備系統概要図を第7.2－20図に，

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－15表

に示す。 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

及び使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の管理区域へ外気を供給するため，

建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系は，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

及び使用済燃料受入れ・貯蔵管理建屋の汚染のおそれのある区域の負圧

維持，排気の浄化及び排気の北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換

気筒）の排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニット及び建屋

排風機で構成する。 

 ｃ．前処理建屋換気設備 

 前処理建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  前処理建屋給気系 

  前処理建屋排気系 

 前処理建屋換気設備系統概要図を第7.2－21図に，前処理建屋換気設

備の主要設備の仕様を第7.2－16表に示す。 

 前処理建屋給気系は，前処理建屋の管理区域へ外気を供給するため，

建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

 前処理建屋排気系は，４系統の排気系を設置する。 

 前処理建屋排気系は，前処理建屋の汚染のおそれのある区域の負圧維

持，排気の浄化及び排気の主排気筒の排気口からの排出のため，建屋排

気フィルタユニット，セル排気フィルタユニット，溶解槽セルＡ排気フ
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ィルタユニット，溶解槽セルＢ排気フィルタユニット，建屋排風機，セ

ル排風機，溶解槽セルＡ排風機及び溶解槽セルＢ排風機で構成する。 

 ｄ．分離建屋換気設備 

 分離建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  分離建屋給気系 

  分離建屋排気系 

 分離建屋換気設備系統概要図を第7.2－22図に，分離建屋換気設備の

主要設備の仕様を第7.2－17表に示す。 

  分離建屋給気系は，分離建屋の管理区域へ外気を供給するため，建屋

給気ユニット及び建屋送風機で構成する。また，セル内有機溶媒火災時

に給気を閉鎖するため，建屋給気閉止ダンパを設置する。 

  分離建屋排気系は，２系統の排気系を設置する。 

 分離建屋排気系は，分離建屋の汚染のおそれのある区域の負圧維持，

排気の浄化及び排気の主排気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フ

ィルタユニット，グローブボックス・セル排気フィルタユニット，建屋

排風機及びグローブボックス・セル排風機で構成する。 

 ｅ．精製建屋換気設備 

 精製建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  精製建屋給気系 

  精製建屋排気系 

 精製建屋換気設備系統概要図を第7.2－23図に，精製建屋換気設備の

主要設備の仕様を第7.2－18表に示す。 

  精製建屋給気系は，精製建屋の管理区域へ外気を供給するため，建屋

給気ユニット及び建屋送風機で構成する。また，セル内有機溶媒火災時

に給気を閉鎖するため，建屋給気閉止ダンパを設置する。 

６－７－52



精製建屋排気系は，３系統の排気系を設置する。 

  精製建屋排気系は，精製建屋の汚染のおそれのある区域の負圧維持，

排気の浄化及び排気の主排気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フ

ィルタユニット，セル排気フィルタユニット，グローブボックス排気フ

ィルタユニット，建屋排風機及びグローブボックス・セル排風機で構成

する。 

ｆ．ウラン脱硝建屋換気設備 

ウラン脱硝建屋換気設備は，以下の系統で構成する。

ウラン脱硝建屋給気系

ウラン脱硝建屋排気系

ウラン脱硝建屋換気設備系統概要図を第7.2－24図に，ウラン脱硝建

屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－19表に示す。 

ウラン脱硝建屋給気系は，ウラン脱硝建屋の管理区域へ外気を供給す

るため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

ウラン脱硝建屋排気系は，２系統の排気系を設置する。

ウラン脱硝建屋排気系は，ウラン脱硝建屋の汚染のおそれのある区域

の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒の排気口からの排出のため，

建屋排気フィルタユニット，フード排気フィルタユニット，建屋排風機

及びフード排風機で構成する。 

ｇ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備は，以下の系統で構成す

る。 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋給気系

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備系統概要図を第7.2－25
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図に，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備の主要設備の仕様を

第7.2－20表に示す。 

  ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋給気系は，ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋の管理区域へ外気を供給するため，建屋給気ユニット及び

建屋送風機で構成する。 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系は，２系統の排気系を設置

する。 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系は，ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排

気の主排気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニット，

グローブボックス・セル排気フィルタユニット，建屋排風機及びグロー

ブボックス・セル排風機で構成する。 

 ｈ．ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備は，以下の系統で

構成する。 

  ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋給気系 

  ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋排気系 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備系統概要図を第7.

2－26図に，ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備の主要

設備の仕様を第7.2－21表に示す。 

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋給気系は，２系統の給気系

を設置する。 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋給気系は，ウラン・プルト

ニウム混合酸化物貯蔵建屋の管理区域へ外気を供給するため，建屋給気

ユニット，貯蔵室送風機及び建屋送風機で構成する。 
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  ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋排気系は，２系統の排気系

を設置する。 

  ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋排気系は，貯蔵室排気フィ

ルタユニット，建屋排気フィルタユニット，貯蔵室排風機及び建屋排風

機で構成する。 

 貯蔵室排気フィルタユニット及び貯蔵室排風機は，ウラン・プルトニ

ウム混合酸化物貯蔵建屋の貯蔵室の換気を行い，混合酸化物貯蔵容器か

らの崩壊熱の除去，貯蔵室の負圧維持，排気の浄化及び排気の低レベル

廃棄物処理建屋換気筒の排気口からの排出ができる設計とする。 

 建屋排気フィルタユニット及び建屋排風機は，ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化

及び排気の低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排気口からの排出ができる

設計とする。 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋は，地下階において，その

南側に隣接する形で設置される貯蔵容器搬送用洞道と接続する。これに

伴い，貯蔵容器搬送用洞道及び燃料加工建屋の一部は，負圧管理の境界

として共用する。 

 ｉ．高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備 

 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  高レベル廃液ガラス固化建屋給気系 

  高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 

 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備系統概要図を第7.2－27図に，

高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－22表

に示す。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋給気系は，高レベル廃液ガラス固化建屋
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の管理区域へ外気を供給するため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で

構成する。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋排気系は，６系統の排気系を設置する。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋排気系は，高レベル廃液ガラス固化建屋

の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒

の排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニット，貯蔵ピット収

納管排気フィルタユニット，セル排気フィルタユニット，固化セル圧力

放出系前置フィルタユニット，固化セル圧力放出系排気フィルタユニッ

ト，固化セル換気系前置フィルタユニット，固化セル換気系排気フィル

タユニット，フード排気フィルタユニット，建屋排風機，貯蔵ピット収

納管排風機，セル排風機，固化セル換気系排風機及びフード排風機で構

成する。 

  また，固化セルには，セル内の除熱を行うため，セル内クーラを設置

するとともに，固化セルから建屋内への逆流を防止するため，固化セル

への給気系に固化セル隔離ダンパを設置する。 

 固化セル圧力放出系は，固化セル内圧力が万一異常に上昇した場合に

固化セル内を排気する系統である。 

 ｊ．第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系 

  第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備系統概要図を第7.2－28図に，第

１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－23表に示

す。 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟
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の管理区域へ外気を供給するための第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋

給気ユニット及び第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋送風機並びに第１

ガラス固化体貯蔵建屋西棟の管理区域へ外気を供給するための第１ガラ

ス固化体貯蔵建屋西棟建屋給気ユニット及び第１ガラス固化体貯蔵建屋

西棟建屋送風機で構成する。 

  第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系は，６系統の排気系を設置する。 

  第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系は，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟

の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の北換気筒

（ハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）の排気口

からの排出のため，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排気フィルタユ

ニット，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット収納管排気フィルタ

ユニット，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排風機及び第１ガラス

固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット収納管排風機並びに第１ガラス固化体貯

蔵建屋西棟の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気

の北換気筒（ハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒）

の排気口からの排出のため，第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排気フ

ィルタユニット，第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排気

フ ィ ル タ ユ ニ ッ ト ， 第 １ ガ ラ ス 固 化 体 貯 蔵 建 屋 西 棟 建 屋 排 

風機及び第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排風機で構成する。 

 収納管からの排気系は，収納管からの排気中に含まれる放射性物質量

の測定ができる設計とする。また，負圧の監視用に圧力計を設ける。 

 ｋ．低レベル廃液処理建屋換気設備 

 低レベル廃液処理建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  低レベル廃液処理建屋給気系 

  低レベル廃液処理建屋排気系 
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 低レベル廃液処理建屋換気設備系統概要図を第7.2－29図に，低レベ

ル廃液処理建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－24表に示す。 

 低レベル廃液処理建屋給気系は，低レベル廃液処理建屋の管理区域へ

外気を供給するため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

  低レベル廃液処理建屋排気系は，１系統の排気系を設置する。 

  低レベル廃液処理建屋排気系は，低レベル廃液処理建屋の汚染のおそ

れのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の低レベル廃棄物処理建

屋換気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニット，建屋

排風機及び運転予備用建屋排風機で構成する。 

 ｌ．低レベル廃棄物処理建屋換気設備 

 低レベル廃棄物処理建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  低レベル廃棄物処理建屋給気系 

  低レベル廃棄物処理建屋排気系 

 低レベル廃棄物処理建屋換気設備系統概要図を第7.2－30図に，低レ

ベル廃棄物処理建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－25表に示す。 

 低レベル廃棄物処理建屋給気系は，低レベル廃棄物処理建屋の管理区

域へ外気を供給するため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成す

る。 

 低レベル廃棄物処理建屋排気系は，３系統の排気系を設置する。 

 低レベル廃棄物処理建屋排気系は，低レベル廃棄物処理建屋の汚染の

おそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒及び低レ

ベル廃棄物処理建屋換気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フィル

タユニットⅠ，建屋排気フィルタユニットⅡ，建屋排気フィルタユニッ

トⅢ，建屋排風機Ⅰ，建屋排風機Ⅱ及び建屋排風機Ⅲで構成する。 
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ｍ．ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備 

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備は，以下の系統で構成する。

ハル・エンドピース貯蔵建屋給気系

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備系統概要図を第7.2－31図に，

ハル・エンドピース貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－26表

に示す。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋給気系は，ハル・エンドピース貯蔵建屋

の管理区域へ外気を供給するため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で

構成する。 

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系は，２系統の排気系を設置する。

ハル・エンドピース貯蔵建屋排気系は，ハル・エンドピース貯蔵建屋

の汚染のおそれのある区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の北換気筒

（ハル・エンドピース及びガラス固化体貯蔵建屋換気筒）の排気口

からの排出のため，建屋排気フィルタユニットⅠ，建屋排気フィルタユ

ニットⅡ，建屋排風機Ⅰ及び建屋排風機Ⅱで構成する。

ｎ．チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備 

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備は，以下

の系統で構成する。 

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋給気系

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋排気系

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換気設備系統概要

図を第7.2－32図に，チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建

屋換気設備の主要設備の仕様を第7.2－27表に示す。 

チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋給気系は，チャン
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ネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋の管理区域へ外気を供給す

るため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋排気系は，２系統

の排気系を設置する。 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋排気系は，チャン

ネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋の汚染のおそれのある区域

の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒及び低レベル廃棄物処理

建屋換気筒の排気口からの排出のため，建屋排気フィルタユニットⅠ，

建屋排気フィルタユニットⅡ，建屋排風機Ⅰ及び建屋排風機Ⅱで構成す

る。 

 ｏ．分析建屋換気設備 

 分析建屋換気設備は，以下の系統で構成する。 

  分析建屋給気系 

  分析建屋排気系 

 分析建屋換気設備系統概要図を第7.2－33図に，分析建屋換気設備の 

主要設備の仕様を第7.2－28表に示す。 

 分析建屋給気系は，分析建屋及び出入管理建屋の管理区域へ外気を供

給するため，建屋給気ユニット及び建屋送風機で構成する。 

 分析建屋排気系は，４系統の排気系を設置する。 

 分析建屋排気系は，分析建屋及び出入管理建屋の汚染のおそれのある

区域の負圧維持，排気の浄化及び排気の主排気筒の排気口からの排出の

ため，建屋排気フィルタユニット，セル排気フィルタユニット，グロー

ブボックス排気フィルタユニット，フード排気フィルタユニット，建屋

排風機，セル排風機，グローブボックス排風機及びフード排風機で構成

する。 
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 六ヶ所保障措置分析所は，分析建屋の中に配置されている。六ヶ所保

障措置分析所は，換気・空調を独立して設置せずに，換気・空調，排気

の浄化及び空気汚染の拡大防止のため，分析建屋換気設備の分析建屋排

気系の一部を六ヶ所保障措置分析所と共用する。 

 ｐ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

 北換気筒の概要図を第7.2－34図に，低レベル廃棄物処理建屋換気筒

の概要図を第7.2－35図に，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気

筒の主要設備の仕様を第7.2－29表に示す。 

  北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，鉄塔支持形とし，北

換気筒の支持構造物については，廃棄物管理施設の筒身も支持する構造

とすることで，廃棄物管理施設と共用する。 

  また，北換気筒は，多筒集合形とし，使用済燃料輸送容器管理建屋換

気筒，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒並びにハル・エンドピース及

び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒で構成する。 

 (２) 主要設備 

 換気設備の給気系は，給気フィルタ，送風機及び必要に応じ空調機器

を設け，外気を管理区域へ供給する設計とする。 

 換気設備の排気系は，排風機及び汚染の程度に応じ適切に粒子フィル

タ，排気フィルタ等を設け，排気を主排気筒，北換気筒及び低レベル廃

棄物処理建屋換気筒の排気口から排出する設計とする。 

 安全上重要な系統は，溶接ダクト，逆止ダンパ等を適切に使用する設

計とする。 

 分離建屋換気設備の分離建屋給気系及び精製建屋換気設備の精製建屋

給気系には建屋給気閉止ダンパを設け，外部電源喪失時には給気を閉鎖

し分離建屋内及び精製建屋内が正圧になることを防止し，建屋給気閉止
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ダンパは，単一故障を仮定しても給気を閉鎖できる設計とする。 

 前処理建屋排気系の建屋排風機，セル排風機，溶解槽セルＡ排風機及

び溶解槽セルＢ排風機，分離建屋排気系の建屋排風機及びグローブボッ

クス・セル排風機，精製建屋排気系の建屋排風機及びグローブボック

ス・セル排風機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系の建屋排風

機及びグローブボックス・セル排風機，ウラン・プルトニウム混合酸化

物貯蔵建屋排気系の建屋排風機及び貯蔵室排風機並びに高レベル廃液ガ

ラス固化建屋排気系の建屋排風機，セル排風機及び固化セル換気系排風

機は多重化し，非常用所内電源系統に接続するとともに，その１系列の

試験及び検査中においても，予備系列のあるものは予備系列に切り替え

又は予備系列のないものは排風機を分割することにより，運転できる設

計とする。また，排風機の流量を測定することにより，運転状態を監視

できる設計とする。 

  換気設備の排気系の高性能粒子フィルタは多重化し，その試験及び検

査中においても，排気量を損なうことなく運転できるとともに，前後の

差圧を測定することにより，運転状態を監視できる設計とする。また，

高性能粒子フィルタは，前後の差圧を測定できる設計とする。 

 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備のセル内クーラは多重化し，非

常用所内電源系統に接続するとともに，その１基の試験及び検査中にお

いても，セル内の除熱ができる設計とする。 

 セル内クーラに冷水を供給する設備は，動的機器に単一故障を仮定し

ても閉じ込め機能を確保できる設計とし，その他再処理設備の附属施設

の安全冷却水系を介して冷水を適切に供給する設計とする。 

 換気設備の排風機，高性能粒子フィルタ及びセル内クーラは，クレー

ン等により保守・補修を行う。 
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 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の固化セル隔離ダンパは，非常

用所内電源系統に接続するとともに，単一故障を仮定しても固化セルか

ら建屋内への逆流を防止できる設計とする。 

 換気設備は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用するととも

に，万一の火災に備え，火災区域の耐火壁を貫通するダクトには，原則 

として，貫通部近傍に防火ダンパを設ける設計とする。 

 換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃料輸送容

器管理建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備及び北換気

筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋換気筒）は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とす

る。 

  換気設備の主要機器の機能及び性能について以下に示す。 

 ａ．排気フィルタユニット 

 排気フィルタユニットは，排気系の排気量が塔槽類廃ガス処理設備等

に比べて多いため，高性能粒子フィルタを並列に組み合わせたものとす

る。 

 高性能粒子フィルタは，ろ材にガラス繊維を使用し，排気中に含まれ

る放射性エアロゾルを除去する。また，高性能粒子フィルタは，排気中

に含まれる放射性エアロゾルを１段当たり99.9％以上除去
（５）（６）（７）

できる設計

とする。 

 ｂ．固化セル換気系前置フィルタユニット 

 固化セル換気系前置フィルタユニットは，排気中に含まれる放射性物

質を除去する。また，固化セル換気系前置フィルタユニットは，排気中

の揮発性ルテニウムを99.98％以上除 去 で き
（８）（１０）（１１）

，そのうちルテニウム吸

着塔は揮発性ルテニウムを99％以上除去
（１２）

できる設計とする。ミストフ
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ィルタは，洗浄塔と合わせて排気中の放射性エアロゾルを99％以上 除
（１）

去できる設計とする。 

 ｃ．セル内クーラ 

 セル内クーラは，セル内の機器から発生する熱を除去し，固化セル内

の温度上昇による圧力の上昇を防止して，負圧を維持する設計とする。 

 ｄ．排風機 

 排風機は，汚染のおそれのある区域の負圧を維持するとともに，排気

を主排気筒，北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の排気口から

排出する。 

 ｅ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

 北換気筒（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒）は，使用済燃料輸送

容器管理建屋換気設備からの排気を排気口から排出する。 

  北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）は，使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋換気設備からの排気を排気口から排出する。 

 北換気筒（ハル・エンドピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気

筒）は，第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備及びハル・エンドピース貯

蔵建屋換気設備からの排気を排気口から排出する。 

 低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，ウラン・プルトニウム混合酸化物

貯蔵建屋換気設備，低レベル廃液処理建屋換気設備，低レベル廃棄物処

理建屋換気設備（汚染のおそれのある区域及び熱分解装置室等からの

排気系）及びチャンネルボックス・バーナブルポイズン処理建屋換

気設備（汚染のおそれのある区域からの排気系）からの排気を排気口か

ら排出する。 
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7.2.1.5.5 試験・検査 

高性能粒子フィルタの交換時に据付け状態の健全性を確認する。また，

固化セル圧力放出系前置フィルタユニット（高性能粒子フィルタ１段内蔵

形）及び固化セル圧力放出系排気フィルタユニット（高性能粒子フィルタ

１段内蔵形）は，定期的に粒子除去効率の確認を行う。 

排風機は定期的に健全性を確認する。 
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7.2.1.5.6 評  価 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 ａ．換気設備は，汚染のおそれのある区域からの排気を高性能粒子フィル

タ等でろ過することにより，排気の浄化ができる。 

 ｂ．北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒は，約75ｍの排気口地上

高さを有し，放出される気体状の放射性物質に対し，十分な拡散効果

を有する。 

 (２) 閉じ込め 

   換気設備は，汚染のおそれのある区域を清浄区域より負圧に維持でき

るようにするとともに，汚染の程度の低い区域から汚染の程度のより

高い区域に向かって空気を流す設計としているので汚染の拡大を防止

できる。また，換気設備の安全上重要な系統は，溶接ダクト，逆止ダ

ンパ等を適切に使用する設計としているので気体状の放射性物質の漏

えい及び逆流を防止できる。 

 (３) 単一故障 

   換気設備の安全上重要な系統の排風機及びセル内クーラは，多重化し

ているので，単一故障を仮定しても，閉じ込め機能及び崩壊熱除去機

能を確保できる。 

 (４) 外部電源喪失 

   換気設備の安全上重要な系統の排風機及びセル内クーラは，その他再

処理設備の附属施設の非常用所内電源系統に接続する設計としているの

で，外部電源喪失時に閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能を確保できる。 

 (５) 火  災 

   換気設備は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用するととも

に，万一の火災に備え，火災区域の耐火壁を貫通するダクトには，原
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則として，貫通部近傍に防火ダンパを設ける設計としているので，火

災の拡大を防止できる。 

 (６) 崩壊熱除去 

   換気設備は，混合酸化物貯蔵容器からの崩壊熱を除去するため，貯蔵

室の適切な換気を行う設計としているので過度の温度上昇を防止でき

る。 

 (７) 換気・空調 

   換気設備は，各区域の換気・空調を行える設計としているので各区域

の雰囲気を所定の条件に維持できる。 

 (８) 共  用 

   貯蔵容器搬送用洞道は，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉開放時には，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設の気体廃棄物の廃棄設備により負圧に維持する設計と

し，再処理施設境界の扉（防火戸）開放時には，ウラン・プルトニウム

混合酸化物貯蔵建屋換気設備により貯蔵容器搬送用洞道を負圧に維持す

る設計とすること，また，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉及び再処理施設

境界の扉（防火戸）は，同時に開放しない設計とすることで，共用によ

って再処理施設の安全性を損なわない。 

   六ヶ所保障措置分析所と共用する分析建屋換気設備は，換気設備の排

風機に必要な容量を確保する設計とすることで，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない。また，廃棄物管理施設と共用する北換気筒の

支持構造物は，廃棄物管理施設の筒身を考慮した強度を確保する設計と

することで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。 

 (９) 試験及び検査 

   換気設備の安全上重要な系統の排風機，高性能粒子フィルタ及びセル

内クーラは多重化する設計とするので，閉じ込め機能及び崩壊熱除去
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機能を損なうことなく必要に応じて試験及び検査ができる。 

 (10) その他 

 換気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用済燃料輸送容器

管理建屋換気設備，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備及び北換気筒

（使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

換気筒）は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計として

いる。 
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7.2.1.6 主排気筒 

7.2.1.6.1 概  要 

  主排気筒は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備，塔槽類廃ガス処理設備

及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備で処理した気体状の放射性物

質を，換気設備の排気とともに大気へ放出するためのものであり，再処理

施設から放出される気体状の放射性物質のほぼ全量を放出する。 

  なお，換気設備のうち，主排気筒に接続するものは，以下のとおりであ

る。 

 (１) 前処理建屋換気設備 

 (２) 分離建屋換気設備 

 (３) 精製建屋換気設備 

 (４) ウラン脱硝建屋換気設備 

 (５) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備 

 (６) 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備 

 (７) 低レベル廃棄物処理建屋換気設備（第１廃棄物取扱室等及び器材保守 

   第１室等からの排気系） 

 (８) チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋換気設備（バー

   ナブル ポイズン貯蔵室及びクレーン室からの排気系） 

 (９) 分析建屋換気設備 

 

６－７－69



7.2.1.6.2 設計方針 

 (１) 放射性廃棄物の放出管理 

   主排気筒は，放出する気体状の放射性物質に対し，十分な拡散効果を

有する設計とする。 
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7.2.1.6.3 主排気筒の仕様 

  主排気筒は，地上高さ約150ｍの鉄塔支持形とする。 

  主排気筒には，流量計を設置し，流量を監視できる設計とする。 

  主排気筒の概要図を第7.2－36図に，主排気筒の仕様を第7.2－30表に

示す。 
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7.2.1.6.4 評  価 

(１) 放射性廃棄物の放出管理

主排気筒は，約150ｍの排気口地上高さを有し,放出される気体状の放

射性物質に対し，十分な拡散効果を有する
（ １ ３ ）

。 
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7.2.2 重大事故等対処設備 

7.2.2.1 代替換気設備 

7.2.2.1.1 概  要 

冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素によ

る爆発が発生した場合において，当該重大事故等が発生した機器の気相中

に移行する放射性物質をセルに導出し，大気中へ放出される放射性物質を

低減するために必要なセルへの導出経路の構築及びセル排気系を代替する

排気系による対応に使用する重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

  冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合には，沸騰に伴い「冷却

機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器の気相中に移行す

る放射性物質を，機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出す

る。また，セルに導出された放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出

する。 

  放射線分解により発生する水素による爆発が発生した場合には，水素掃

気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発に伴い「放射線分解により発生

する水素による爆発」の発生を想定する対象機器の気相中に移行する放射

性物質を，機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出する。ま

た，セルに導出された放射性物質を除去し，主排気筒を介して放出する。 

   

7.2.2.1.2 系統構成及び主要設備 

大気中への放射性物質の放出を低減するための設備として，冷却機能の

喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素による爆発に対処

するため，代替換気設備のセル導出設備及び代替セル排気系を設ける。 

 (１) 系統構成 

   冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素に
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よる爆発が発生した場合の重大事故等対処設備として，セル導出設備及

び代替セル排気系を使用する。 

代替換気設備は，セル導出設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導

出するユニット，セル導出ユニットフィルタ，高レベル廃液ガラス固化

建屋の気液分離器，凝縮器，予備凝縮器，凝縮液回収系，可搬型建屋内

ホース，前処理建屋の可搬型ダクト，分離建屋の可搬型配管及び高レベ

ル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管並びに代替セル排気系の前処理建屋

の主排気筒へ排出するユニット，可搬型ダクト，可搬型フィルタ，可搬

型排風機及び高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型デミスタで構成する。 

計装設備の一部，補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽及び

代替所内電気設備の一部である前処理建屋の重大事故対処用母線（常設

分電盤，常設電源ケーブル）等を常設重大事故等対処設備として設置す

る。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリ，代替電源

設備の一部である前処理建屋可搬型発電機等，代替所内電気設備の一部

である可搬型電源ケーブル及び可搬型分電盤，計装設備の一部である可

搬型貯槽温度計，可搬型凝縮器出口排気温度計，可搬型廃ガス洗浄塔入

口圧力計，可搬型導出先セル圧力計，可搬型セル導出ユニットフィルタ

差圧計及び可搬型フィルタ差圧計，代替モニタリング設備の一部並びに

代替試料分析関係設備の一部を可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。 

また，設計基準対象の施設と兼用する前処理建屋塔槽類廃ガス処理設

備の一部，分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の一部，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，高レベル廃液ガ
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ラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部，これらの塔槽類廃ガス処理

設備の隔離弁及び水封安全器，分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器及

び分離建屋の第１エジェクタ凝縮器，前処理建屋換気設備のダクト・ダ

ンパの一部，分離建屋換気設備のダクト・ダンパの一部，精製建屋換気

設備のダクト・ダンパの一部，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気

設備のダクト・ダンパの一部及び高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備

のダクト・ダンパの一部，放射線監視設備の一部，試料分析関係設備の

一部，主排気筒並びに「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定

する対象機器（第7.2－31表(2)）及び「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を想定する対象機器（第7.2－31表(3)）を常設重大

事故等対処設備として位置付ける。 

放射線監視設備，代替モニタリング設備，試料分析関係設備及び代替

試料分析関係設備については「8.2.4 系統構成及び主要設備」に，補

機駆動用燃料補給設備については「9.14.3 主要設備の仕様」及び

「9.14.4 系統構成」に，代替所内電気設備及び代替電源設備について

は「9.2.2.3 主要設備の仕様」及び「9.2.2.4 系統構成」に，計装設

備については「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に示す。 

 (２) 主要設備 

セル導出設備は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による蒸発乾

固」の発生を想定する対象機器の気相中に移行する放射性物質，水素

掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解によ

り発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器の気相中に移

行する放射性物質を，これらの機器に接続する塔槽類廃ガス処理設備

の隔離弁を閉止し，塔槽類廃ガス処理設備の流路を遮断することで，

「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器及び
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「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象

機器の排気をセルに導出できる設計とする。 

セル導出設備は，水素爆発により「放射線分解により発生する水素

による爆発」の発生を想定する対象機器の気相中に移行する放射性物

質が，セル導出設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニ

ットを経由して導出先セルに導出されない場合，水封安全器を経由し

て，気相中に移行した放射性物質を水封安全器を設置するセルに導出

できる設計とする。 

セル導出設備は，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気をセルに導出する

前に排気経路上の凝縮器により凝縮し，発生する凝縮水は，回収先の

漏えい液受皿等に貯留できる設計とする。 

また，セル導出設備は，溶液の沸騰により「冷却機能の喪失による

蒸発乾固」の発生を想定する対象機器の気相中に移行する放射性物質，

水素掃気空気に同伴する放射性物質及び水素爆発により「放射線分解

により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器の気相中

に移行する放射性物質を，凝縮器下流側に設置したセル導出ユニット

フィルタにより除去できる設計とする。 

セル導出設備の凝縮器は，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮す

るため，代替安全冷却水系の可搬型中型移送ポンプによる通水によっ

て，溶液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮させるのに必要な伝熱面積

を有する設計とする。 

代替セル排気系は，可搬型排風機，可搬型ダクト及び可搬型フィルタ

を敷設し，主排気筒へつながるよう，可搬型排風機，可搬型ダクト及び

可搬型フィルタを接続し，可搬型ダクト及び建屋換気設備を接続した後，

可搬型排風機を運転することで，セルに導出された放射性エアロゾルを

６－７－76



 

除去し，主排気筒を介して大気中に管理しながら放出できる設計とする。 

代替セル排気系の可搬型排風機は，代替電源設備の可搬型発電機の給

電により駆動し，可搬型発電機の運転に必要な燃料は，補機駆動用燃料

補給設備から補給が可能な設計とする。 

代替安全冷却水系の詳細については，「9.5.2.1.2 系統構成及び主要

設備」に示す。 
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7.2.2.1.3 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散

基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。

セル導出設備の凝縮器及び予備凝縮器は，設置方向を互いに異なる方

向とする設計とすることで，地震に対して多様性を有する設計とする。 

代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

セル導出ユニットフィルタ，凝縮器等は，塔槽類廃ガス処理設備と共通

要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，塔槽類廃

ガス処理設備から弁等により隔離することで，独立性を有する設計とす

る。 

上記以外の代替換気設備の常設重大事故等対処設備の配管・弁，ダク

ト・ダンパ等は，可能な限り独立性又は位置的分散を図った上で，想定

される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重及びその

他の使用条件において，その機能を確実に発揮できる設計とする。重大

事故等時の環境条件に対する健全性については，「7.2.2.1.3(４)環境条件

等」に記載する。 

 代替セル排気系の可搬型排風機は，建屋換気設備の排風機と共通要因

によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，可搬型排風機

を代替電源設備の可搬型発電機の給電により駆動し，代替電源設備の可

搬型発電機の運転に必要な燃料は，補機駆動用燃料補給設備から補給が

可能な設計とすることで，多様性を有する設計とする。 

 代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，外部からの衝撃

による損傷の防止が図られた前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内の建

屋換気設備又は代替換気設備の常設重大事故等対処設備と同時にその機
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能が損なわれるおそれがないよう，建屋換気設備又は代替換気設備の常

設重大事故等対処設備と異なる場所に保管する設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部発生飛散物及び配管の全周破断

に対して可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，建屋換気設備又は代替換

気設備の常設重大事故等対処設備と同時にその機能が損なわれるおそれ

がないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，転倒しないこと

を確認する，又は必要により固縛等の処置をするとともに，基準地震動

による地震力により生じる敷地下斜面のすべり等の影響を受けない場所

に，建屋換気設備又は代替換気設備の常設重大事故等対処設備と同時に

その機能が損なわれるおそれがないように，建屋換気設備又は代替換気

設備の常設重大事故等対処設備が設置される建屋から 100ｍ以上の離隔

距離を確保した外部保管エリアにも保管することで位置的分散を図る。 

(２) 悪影響防止

基本方針については，「1.7.18(１)ｂ．悪影響防止」に示す。

代替換気設備の配管・弁，ダクト・ダンパ等は，弁等の操作によって

安全機能を有する施設として使用する系統構成から重大事故等対処設備

としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

 代替換気設備の塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット，

セル導出ユニットフィルタ，凝縮器等は，重大事故等発生前（通常時）

の離隔若しくは分離された状態から弁等の操作や接続により重大事故等

対処設備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

 代替セル排気系の可搬型排風機は，回転体が飛散することを防ぐこと
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で他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

   屋外に保管する代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，

竜巻により飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとること

で他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 (３) 個数及び容量 

基本方針については，「1.7.18(２) 個数及び容量」に示す。 

   セル導出設備の凝縮器等は，想定される重大事故等時において，「冷

却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器に内包する溶

液の沸騰に伴い発生する蒸気を凝縮し，蒸気に同伴する水素掃気空気等

の非凝縮性の気体の温度を 50℃以下とするために必要な除熱能力を有

する設計とするとともに，前処理建屋に対して１基，分離建屋に対して

２基，精製建屋に対して１基，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に対

して１基及び高レベル廃液ガラス固化建屋に対して１基の運転により，

十分な除熱能力を発揮する設計とする。また，必要数６基に加え，予備

を５基，合計 11 基以上を確保する。 

   代替セル排気系の可搬型排風機は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及

び放射線分解により発生する水素による爆発の発生時において，放射性

エアロゾルを代替セル排気系の可搬型フィルタで除去しつつ，主排気筒

を介して，大気中に放出するために必要な排気風量を有する設計とする

とともに，保有数は，必要数として前処理建屋に対して１台，分離建屋

に対して１台，精製建屋に対して１台，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋に対して１台及び高レベル廃液ガラス固化建屋に対して１台の合計

５台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ

を６台の合計 11 台以上を確保する。 

   また，セル導出ユニットフィルタの保有数は，必要数として前処理建
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屋に対して１基，分離建屋に対して１基，精製建屋に対して１基，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋に対して１基及び高レベル廃液ガラス固

化建屋に対して１基の合計５基，予備として５基の合計 10 基以上を確

保し，代替セル排気系の可搬型フィルタの保有数は，必要数として前処

理建屋に対して２基，分離建屋に対して２基，精製建屋に対して２基，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に対して２基及び高レベル廃液ガラ

ス固化建屋に対して２基の合計 10 基，予備として 10 基の合計 20 基以

上を確保する。 

 代替セル排気系の可搬型排風機は，冷却機能の喪失による蒸発乾固及

び放射線分解により発生する水素による爆発で同時に要求される複数の

機能に必要な排気風量を有する設計とし，兼用できる設計とする。 

セル導出設備のセル導出ユニットフィルタ及び代替セル排気系の可搬

型フィルタは，冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発

生する水素による爆発で同時に要求される複数の機能に必要な処理容量

を有する設計とし，兼用できる設計とする。 

代替換気設備は，塔槽類廃ガス処理設備及び建屋換気設備に対して，

重大事故等への対処に必要な設備を１セット確保する。 

(４) 環境条件等

基本方針については，「1.7.18(３)ａ．環境条件」に示す。

代替換気設備の常設重大事故等対処設備は，同時に発生するおそれが

ある冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発生する水素

による爆発による温度，圧力及び湿度に対して，機能を損なわない設計

とする。 

セル導出設備の常設重大事故等対処設備は，放射線分解により発生す

る水素による爆発の発生を想定する対象機器における水素濃度 12ｖｏ
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ｌ％未満での水素爆発に伴う瞬間的に上昇する温度及び圧力の影響を考

慮しても，機能を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の常設重大事故等対処設備は，「1.7.18(５) 地震を要因

とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることで

その機能を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の常設重大事故等対処設備は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，風（台風）

等により機能を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の常設重大事故等対処設備のうち，建屋外に設置する代

替セル排気系のダクト・ダンパ及び主排気筒は，風（台風），竜巻，積

雪及び火山の影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷

重及び降下火砕物による積載荷重により機能を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の常設重大事故等対処設備及び常設重大事故等対処設備

と可搬型重大事故等対処設備の接続口は，溢水量及び化学薬品の漏えい

量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護する設計

とする。 

   代替換気設備の常設重大事故等対処設備は，配管の全周破断に対して，

適切な材料を使用すること又は影響を受けない場所に設置することによ

り，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）に

より機能を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，外部からの衝撃

による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に保管し，風

（台風）等により機能を損なわない設計とする。 
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   代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ等は，風（台風）及び

竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，必要により

当該設備の転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

   代替セル排気系の可搬型排風機は，「1.7.18(５) 地震を要因とする重

大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。 

   代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備は，溢水量及び化学薬品の

漏えい量を考慮し，影響を受けない位置への保管及び被水，被液防護す

る設計とする。 

   代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備は，内部発生飛散物の影響

を考慮し，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋及び外部保管エリアの内部発

生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を損なわな

い設計する。 

   代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備は，配管の全周破断に対し

て，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）の

影響を受けない材質とすること又は漏えい量を考慮した位置又は構造，

被液防護等の措置を講じて保管することにより，機能を損なわない設計

とする。 

   代替換気設備の弁，ダンパ等の操作は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれ

の少ない場所の選定又は当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当

該設備の設置場所で操作可能な設計とする。 

   代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等

が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に支障がないよう
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に，線量率の高くなるおそれの少ない場所の選定又は当該設備の設置場

所への遮蔽の設置等により当該設備の設置場所で操作可能な設計により，

当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な設計とする。 

 塔槽類廃ガス処理設備からセル導出経路への切替えは，弁の手動操作

又は弁の手動操作と可搬型ダクトによるセル導出経路の構築とし，重大

事故等が発生した場合において，当該設置場所で操作できる設計とする。 

 建屋換気設備のセルからの排気系から代替セル排気系への切替えは，

ダンパの手動操作と可搬型ダクトによる経路の構築とし，重大事故等が

発生した場合において，当該設置場所で操作できる設計とする。 

(５) 操作性の確保

基本方針については，「1.7.18(４)ａ．操作性の確保」に示す。

代替換気設備の可搬型排風機，可搬型フィルタ，可搬型ダクト等の接

続は，一般的に使用される工具を用いて接続可能なフランジ接続に統

一することにより，現場での接続が可能な設計とする。 

セル導出設備は，通常時に使用する系統から速やかに切り替えること

ができるよう，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

代替セル排気系は，通常時に使用する系統から速やかに切り替えるこ

とができるよう，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

代替換気設備の可搬型重大事故等対処設備は，容易かつ確実に接続で

き，かつ，複数の系統が相互に使用することができるよう，配管・ダ

クト・ホースは口径並びに内部流体の圧力及び温度に応じたフランジ

接続又はより簡便な接続方式を用い，ケーブルはネジ接続又はより簡

便な接続方式を用いる設計とする。 

塔槽類廃ガス処理設備からセル導出経路への切替えは，弁の手動操作

又は弁の手動操作と可搬型ダクトによるセル導出経路の構築とし，重
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大事故等が発生した場合において，操作及び作業できる設計とする。 

建屋換気設備のセルからの排気系から代替セル排気系への切替えは，

ダンパの手動操作と可搬型ダクトによる経路の構築とし，重大事故等

が発生した場合において，操作及び作業できる設計とする。 
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7.2.2.1.4 主要設備の仕様 

代替換気設備の主要設備の仕様を第 7.2－31 表(1)に，代替換気設備に

よる対応に関する設備の系統概要図を第 7.2－37 図及び第 7.2－38 図に，

機器及び接続口配置概要図を第 7.2－39 図及び第 7.2－40 図に示す。 
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7.2.2.1.5 試験・検査 

基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

代替セル排気系の可搬型排風機は，運転状態の確認及び外観の確認が可

能な設計とする。 

代替換気設備の接続口は，外観の確認が可能な設計とする。 
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7.2.2.2 廃ガス貯留設備 

7.2.2.2.1 概  要 

  臨界事故の発生を想定する機器において臨界事故が発生した場合及びＴ

ＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を想定する機器においてＴＢＰ等の

錯体の急激な分解反応が発生した場合，当該重大事故で発生した放射性物

質を含む気体を貯留し，大気中への放射性物質の放出量を低減するために

必要な重大事故等対処設備を設置する。 

 臨界事故が発生した場合又はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生し

た場合において，当該重大事故で発生した放射性物質を含む気体を貯留し，

大気中への放射性物質の放出量を低減する。 

 代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路又は重大事故時可溶性中性子吸収

材供給回路により臨界事故の発生を判定した場合若しくは重大事故時供給

停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を判定した場合に，

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽に放射性物質を導出するため，廃ガス貯留

設備の隔離弁を自動開放するとともに廃ガス貯留設備の空気圧縮機を自動

で起動する。同時に，前処理建屋においてはせん断処理・溶解廃ガス処理

設備の流路を遮断するため，当該系統上の隔離弁を自動閉止し，精製建屋

においては精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニ

ウム系）の流路を遮断するため，当該系統上の隔離弁を自動閉止するとと

もに排風機を自動停止する。 

 ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生した際に精製建屋塔槽類廃ガス

処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の廃ガスポットからセル

へ導出される放射性物質については，精製建屋換気設備のセル排気フィル

タユニットにより除去し，主排気筒を介して大気中へ放出する。 

精製建屋に設置する廃ガス貯留設備の一部は，臨界事故の発生を想定す
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る機器及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を想定する機器間で兼

用する。 

 

7.2.2.2.2 系統構成及び主要設備 

大気中への放射性物質の放出量を低減するための設備として，臨界事故

及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生する放射性物質の放出量

を低減するため，廃ガス貯留設備を設ける。 

 (１) 系統構成 

 臨界事故が発生した場合又はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応が発生

した場合の重大事故等対処設備として，廃ガス貯留設備を使用する。 

 廃ガス貯留設備は，隔離弁，空気圧縮機，逆止弁，廃ガス貯留槽，配

管・弁等で構成する。 

 代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路，重大事故時可溶性中性子吸収

材供給回路及び計装設備の一部である廃ガス貯留設備の圧力計，廃ガス

貯留設備の流量計及び廃ガス貯留設備の放射線モニタを常設重大事故等対

処設備として設置する。 

 また，設計基準対象の施設と兼用するせん断処理・溶解廃ガス処理設

備の一部である凝縮器，高性能粒子フィルタ，排風機，隔離弁及び主配

管・弁，前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の一部である主配管，精製建

屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の一部

である凝縮器，高性能粒子フィルタ，排風機，隔離弁及び主配管・弁，

廃ガスポット，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設

備の一部である主配管，高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理

設備高レベル濃縮廃液廃ガス処理系の一部である主配管，精製建屋換気

設備の一部であるセル排気フィルタユニット，グローブボックス・セル
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排風機及びダクト，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備の一部

であるダクト，主排気筒，圧縮空気設備の一部である一般圧縮空気系及

び安全圧縮空気系，冷却水設備の一部である一般冷却水系，低レベル廃

液処理設備の一部である第１低レベル廃液処理系，計装設備の一部であ

る溶解槽圧力計，廃ガス洗浄塔入口圧力計，プルトニウム濃縮缶供給槽液

位計，供給槽ゲデオン流量計，プルトニウム濃縮缶圧力計，プルトニウム

濃縮缶気相部温度計，プルトニウム濃縮缶液相部温度計及びプルトニウム

濃縮缶加熱蒸気温度計，電気設備の一部である受電開閉設備等，試料分

析関係設備，放射線監視設備の一部並びに環境管理設備を常設重大事故

等対処設備として位置付ける。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び重大事故時可溶性中性子

吸収材供給回路については「6.2.2.2 系統構成及び主要設備」に，計

装設備については「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に，電気設備につ

いては「9.2.2.4 系統構成」に，試料分析関係設備については「8.1.4.

2 試料分析関係設備」に，放射線監視設備については「8.1.4.3 放射

線監視設備」に，環境管理設備については「8.1.4.4 環境管理設備」に

示す。 

 

 (２) 主要設備 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路又は重大事故時可溶性中性子吸

収材供給回路により臨界事故の発生を判定した場合若しくは重大事故時

供給停止回路によりＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生を判定した

場合に，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽に放射性物質を導出するため，

廃ガス貯留設備の隔離弁を自動開放するとともに廃ガス貯留設備の空気

圧縮機を自動で起動する設計とする。 
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同時に，前処理建屋においてはせん断処理・溶解廃ガス処理設備の流

路を遮断するため，当該系統上の隔離弁を自動閉止する設計とする。精

製建屋においては精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系

（プルトニウム系）の流路を遮断するため，当該系統上の隔離弁を自動

閉止するとともに排風機を自動停止する設計とする。 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽への放射性物質の導出においては，重

大事故が発生した機器から放射性物質を含む気体が，せん断処理・溶解

廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系

（プルトニウム系）を通じて大気中へ放出されるよりも早く，せん断処

理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウム系）の経路を遮断することで導出することとし，

具体的には約１分以内で導出できるよう設計する。廃ガス貯留設備での

貯留に当たっては，放射性物質を含む気体が水封部からセルに導出される

ことがないよう，圧力を制御する設計とする。 

 また，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽の圧力が所定の圧力に達した場

合，中央制御室からの操作により，せん断処理・溶解廃ガス処理設備又

は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）の隔離弁を開放するとともにせん断処理・溶解廃ガス処理設備又は

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）

の排風機を起動した場合であっても，廃ガス貯留設備に逆止弁を設ける

ことで，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽からせん断処理・溶解廃ガス処

理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルト

ニウム系）への放射性物質の逆流が生じない設計とする。 

 その後，中央制御室からの操作で貯留設備の廃ガス貯留設備の隔離弁

を閉止し，空気圧縮機を停止する。これらの操作により，排気をせん断

６－７－91



処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃

ガス処理系（プルトニウム系）から主排気筒を介して大気中へ放出する。 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽については，臨界事故の発生を起点と

して１時間にわたって，また，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応の発生

を起点として約２時間にわたって放射性物質を含む気体を導出できる容

量を有する設計とする。その際，臨界事故によって発生する放射線分解

による水素を導出した場合でも，廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽の気相

部の水素濃度がドライ換算４ｖｏｌ％を超えない容量とする。 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）からの経路に復旧する操作は，

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽の圧力が所定の圧力に達したことを起点

として約３分以内に実施できる設計とする。引き続いて実施する廃ガス

貯留設備の空気圧縮機の停止は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備又は

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）

からの経路に復旧する操作の完了を起点として約５分以内に実施できる

設計とする。 

廃ガス貯留設備の空気圧縮機から発生したドレン水については，低レ

ベル廃液処理設備に移送し，適切に処理できる設計とする。 

想定される重大事故等において操作する廃ガス貯留設備の隔離弁及び

空気圧縮機並びにせん断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類

廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機及び隔

離弁は，その作動状態の確認が可能な設計とする。廃ガス貯留設備の隔

離弁及び空気圧縮機は，多重化することで，他方の機器が万一動作しな

い場合であっても，経路が維持される設計とする。  
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7.2.2.2.3 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散

基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。

廃ガス貯留設備は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び精製建屋塔

槽類廃ガス処理設備廃ガス処理系（プルトニウム系）と共通要因によっ

て同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，弁により隔離するこ

とで，独立性を有する設計とする。廃ガス貯留設備の系統は，精製建屋

換気設備と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，系統構成として独立性を有する設計とする。 

廃ガス貯留設備は，地震等により機能が損なわれる場合，修理等の対

応により機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の

再処理を停止する等の手順を整備する。 

(２) 悪影響防止

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処施設に関する設計」

の「(１) 多様性，位置的分散，悪影響防止等」の「ｂ．悪影響防止」に

示す。 

廃ガス貯留設備は，通常時は弁等により隔離し，重大事故等時は，弁

等の操作によって安全機能を有する施設として使用する系統構成から重

大事故等対処設備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影

響を及ぼさない設計とする。廃ガス貯留設備の系統は，精製建屋換気設

備とは独立した系統構成とすることで，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

廃ガス貯留設備の空気圧縮機は，回転体が飛散することを防ぐことで

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

(３) 個数及び容量
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   基本方針については，「1.7.18(２) 個数及び容量」に示す。 

   臨界事故は，同時又は連鎖して発生することはないことから，廃ガス貯

留設備は，せん断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス

処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）に接続される臨界事故

の発生を想定する機器間で兼用することとし，臨界事故により発生する放

射性物質を貯留できるよう前処理建屋及び精製建屋に各１系列を設置する。

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応は同時又は連鎖して発生しないことから，

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応により発生する放射性物質を貯留する場

合に，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系）に接続される臨界事故時に使用する廃ガス貯留設備の一部を兼用する。 

廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽は，臨界事故又はＴＢＰ等の錯体の急

激な反応が発生した場合において，臨界事故又はＴＢＰ等の錯体の急激

な反応により発生した放射性物質を含む気体を貯留するために必要な容

量を有する設計とするとともに，動的機器である空気圧縮機及び弁の単

一故障を考慮した設計とする。 

 (４) 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18(３) 環境条件等」に示す。 

廃ガス貯留設備は，地震等により機能が損なわれる場合，修理等の対

応により機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の

再処理を停止する等の手順を整備する。 

廃ガス貯留設備は，配管の全周破断に対して，ステンレス鋼等，腐食

し難い材質とすることにより，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液

体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とする。 

廃ガス貯留設備は，想定される重大事故等が発生した場合においても

操作に支障がないように，中央制御室で操作可能な設計とする。 
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 (５) 操作性の確保 

   基本方針については，「1.7.18(４) 操作性及び試験・検査性」に示す。 

廃ガス貯留設備は，通常時に使用する系統から速やかに切り替えるこ

とができるよう，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

臨界事故又はＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への対処において迅速

な操作を必要とする廃ガス貯留設備の隔離弁及び空気圧縮機並びにせん

断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類

廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風機及び隔離弁は，想定する時間

内に操作できるように中央制御室での操作が可能な設計とする。制御盤

の操作器具は実施組織要員の操作性を考慮した設計とする。 
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7.2.2.2.4 主要設備の仕様 

廃ガス貯留設備の主要設備の仕様を第 7.2－32 表に，廃ガス貯留設備の

系統概要図を第 7.2－41 図～第 7.2－42 図に，廃ガス貯留設備の機器配置

概要図を第 7.2－43 図に示す。 

 

7.2.2.2.5 試験・検査 

  基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

廃ガス貯留設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検，員数確

認，性能確認，分解点検等が可能な設計とする。性能確認においては，代

替可溶性中性子吸収材緊急供給回路，重大事故時可溶性中性子吸収材供給

回路又は重大事故時供給停止回路からの信号による廃ガス貯留設備の隔離

弁及び空気圧縮機の作動試験等を行うことにより定期的に試験及び検査を

実施する。 
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第7.2－１表 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

 

(１) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    ２(１基／系列×２系列） 

   容  量    約170,000kcal／ｈ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) ＮＯｘ吸収塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    ２(１基／系列×２系列） 

   容  量    約140ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) よう素追出し塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    ２(１基／系列×２系列） 

   容  量    約0.2ｍ３／基 

   主要材料    ジルコニウム 

(４) ミスト フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ６(２基／系列×３系列，うち２基／系列×１系 

             列は予備） 

   容  量    約260ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材) 

           ガラス繊維(ろ材） 
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(５) 加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

    基  数    ３(１基／系列×３系列，うち１基／系列×１系 

             列は予備） 

   容  量    約30ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

(６) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式）

   基  数    ６(１基×２段／系列×３系列，うち１基×２段 

             ／系列×１系列は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約520ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材) 

           ガラス繊維(ろ材） 

(７) よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

    基  数    12(２基×２段／系列×３系列，うち２基×２段 

             ／系列×１系列は予備） 

    容  量    約260ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           銀系吸着材(ろ材） 

(８) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ３(１台／系列×３系列，うち１台／系列×１系 

             列は予備） 
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    容  量    約520ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－２表 前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

(１) 廃ガス洗浄塔

種  類   棚段塔 

基  数   １ 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ［normal］ 

主要材料 ステンレス鋼

(２) 極低レベル廃ガス洗浄塔

種  類   棚段塔 

基  数   １ 

容  量   約120 ／ｈ［normal］ 

主要材料 ステンレス鋼

(３) 凝 縮 器

種  類   たて置多管式 

基  数   １ 

容  量   約46,000 kcal／ｈ 

主要材料 ステンレス鋼

(４) デミスタ

種  類   横置円筒形 

基  数   １ 

容  量   約1,200ｍ３／ｈ［normal］ 

主要材料 ステンレス鋼

(５) 高性能粒子フィルタ

種  類   たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

基  数   ８(４基×２段，うち１基×２段は予備） 
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   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約400ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(６) 加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約26ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

(７) よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ４(うち１基は予備） 

   容  量    約 400ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           銀系吸着材(ろ材） 

(８) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,700ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－３表 分離建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

 

(１) 塔槽類廃ガス処理系 

ａ．廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約1,400ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｂ．極低レベル廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約110ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｃ．凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約70ｋＷ（約61,000 kcal／ｈ） 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｄ．デミスタ 

   種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約1,500ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｅ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 
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    基  数    10(５基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約390ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｆ．加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約34ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｇ．よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ４(うち１基は予備） 

    容  量    約510ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           銀系吸着材(ろ材） 

ｈ．排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約2,300ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) パルセータ廃ガス処理系 

ａ．高性能粒子フィルタ 

     種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    10(５基×２段，うち１基×２段は予備） 
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    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約400ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｂ．排 風 機   

   種  類    ターボ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,600ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－４表 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

(１) 塔槽類廃ガス処理系 

ａ．ウラン系 

(ａ) 廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約920ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

(ｂ) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約43ｋＷ（約37,000kcal／ｈ） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(ｃ) デミスタ 

   種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約950ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

(ｄ) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ８(４基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約320ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 
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(ｅ) 排 風 機 

種  類 ルーツ式

台  数   ２(うち１台は予備） 

容  量   約1,400ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

主要材料  ステンレス鋼

ｂ．プルトニウム系 

(ａ) 廃ガス洗浄塔 

種  類   棚段塔 

基  数   １ 

容  量   約660ｍ３／ｈ[normal] 

主要材料  ステンレス鋼

(ｂ) ＮＯｘ廃ガス洗浄塔 

種  類   充てん塔 

基  数   １ 

容  量   約90ｍ３／ｈ[normal] 

主要材料 ステンレス鋼

(ｃ) 凝 縮 器   

種  類   たて置多管式 

基  数   １ 

容  量   約29ｋＷ（約25,000kcal／ｈ） 

主要材料 ステンレス鋼

(ｄ) デミスタ 

種  類   横置円筒形 

基  数   １ 

容  量   約660ｍ３／ｈ[normal] 
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    主要材料    ステンレス鋼 

(ｅ) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ６(３基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約380ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(ｆ) 加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約17ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

(ｇ) よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ３(うち１基は予備） 

   容  量    約380ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           銀系吸着材(ろ材） 

(ｈ) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,100ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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(２) パルセータ廃ガス処理系 

ａ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ６(３基×２段，うち１基×２段は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約390ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｂ．排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約780ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) 溶媒処理廃ガス処理系 

ａ．真空ポンプ 

   種  類    水封回転式 

   台  数    ４(うち２台は予備） 

   容  量    約２ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

   真空ポンプからの廃ガスは，塔槽類廃ガス処理系（プルト 

   ニウム系）の高性能粒子フィルタへ移送し，処理する。  
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第7.2－５表 ウラン脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

 

(１) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    ２(１基×２系列） 

   容  量    約63,000kcal／ｈ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) 廃ガス洗浄塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    ２ 

   容  量    約500ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    箱形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ２(うち１基は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

   容  量    約550ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(４) 排 風 機   

   種  類    遠心式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約600ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－６表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備 

       の主要設備の仕様 

 

(１) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    ４（２基×２系列） 

   容  量    約12ｋＷ（約11,000kcal／ｈ）（１系列当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) 廃ガス洗浄塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    ３ 

   容  量    約220ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    箱形(高性能粒子フィルタ２段内蔵式） 

   基  数    １段目 ３(うち１基は予備） 

           ２段目 ２(うち１基は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約220ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(４) 加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約５ｋＷ／基 

６－７－110



 

 

   主要材料    ステンレス鋼 

(５) よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ２（うち１基は予備） 

   容  量    約220ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材) 

           銀系吸着材(ろ材) 

(６) 排 風 機   

   種  類    遠心式 

   台  数    １段目 ２(うち１台は予備） 

           ２段目 ３(うち１台は予備） 

   容  量    １段目 約220ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

           ２段目 約110ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－７表 高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

 主要設備の仕様 

(１) 高レベル濃縮廃液廃ガス処理系

ａ．廃ガス洗浄塔 

種  類   棚段塔 

基  数   １ 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ[normal] 

  約20ｋＷ(約17,000kcal／ｈ)（除熱） 

主要材料 ステンレス鋼

ｂ．凝 縮 器   

種  類   たて置多管式 

基  数   １ 

容  量   約48ｋＷ(約41,000kcal／ｈ) 

主要材料 ステンレス鋼

ｃ．デミスタ 

種  類   横置円筒形 

基  数   １ 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ[normal] 

主要材料  ステンレス鋼

ｄ．高性能粒子フィルタ 

種  類   たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

基  数   ４(２基×２段，うち１基×２段は予備） 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ[normal] (１基当たり） 
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   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｅ．加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約22ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｆ．よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ３(うち１基は予備） 

    容  量    約500ｍ３／ｈ[normal] (１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           銀系吸着材(ろ材） 

ｇ．排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,500ｍ３／ｈ[normal] (１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２)  不溶解残渣廃液廃ガス処理系 

ａ．廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約1,000ｍ３／ｈ[normal] 

           約20ｋＷ(約17,000kcal／ｈ）（除熱） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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ｂ．凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約48ｋＷ(約41,000kcal／ｈ) 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｃ．デミスタ 

   種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約1,000ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｄ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ４(２基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約1,000ｍ３／ｈ[normal] (１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｅ．加 熱 器   

   種  類    電気ヒータ 

   基  数    ２ 

   容  量    約22ｋＷ／基 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｆ．よう素フィルタ 

   種  類    たて置円筒形 

   基  数    ３(うち１基は予備） 
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 容  量   約500ｍ３／ｈ[normal] (１基当たり） 

主要材料 ステンレス鋼(枠材）

  銀系吸着材(ろ材） 

ｇ．排 風 機  

種  類 ルーツ式

台  数   ２(うち１台は予備） 

容  量   約1,500ｍ３／ｈ[normal] (１台当たり） 

主要材料 ステンレス鋼
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第7.2－８表 低レベル廃液処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

        主要設備の仕様 

(１) 廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約500ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約22ｋＷ（約19,000kcal／ｈ） 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) デミスタ 

   種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約500ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼 

(４) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    箱形(高性能粒子フィルタ２段内蔵式） 

   基  数    ２(うち１基は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約500ｍ３／ｈ[normal] (１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 
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(５) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約720ｍ３／ｈ[normal] (１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－９表 低レベル廃棄物処理建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

         主要設備の仕様 

 

(１) 低レベル濃縮廃液処理廃ガス処理系 

ａ．凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約150ｋＷ 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｂ．廃ガス洗浄塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    １ 

   容  量    約10ｍ３／ｈ[normal] 

           約0.5ｋＷ（除熱） 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｃ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ４(２基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約30ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｄ．加 熱 器   

      種  類     電気ヒータ 

      基  数     １ 
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      容  量    約１ｋＷ 

      主要材料    ステンレス鋼 

ｅ．よう素フィルタ 

      種  類    たて置円筒形 

   基  数    ２(うち１基は予備） 

   容  量    約30ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼（枠材） 

           銀系吸着材 （ろ材） 

ｆ．排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約30ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    炭素鋼 

(２) 廃溶媒処理廃ガス処理系 

ａ．スプレイ塔 

   種  類    たて置スプレイ塔 

   基  数    １ 

   容  量    約60 ／ｈ（噴霧水） 

   主要材料    炭素鋼（ケーシング） 

           耐火物（内張） 

ｂ．廃ガス洗浄塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    １ 

   容  量    約380ｍ３／ｈ[normal] 

           約80ｋＷ（除熱） 
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    主要材料    ステンレス鋼 

ｃ．凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約24ｋＷ 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｄ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ２(うち１基は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

   容  量    約350ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

ｅ．加 熱 器   

      種  類    電気ヒータ 

      基  数    １ 

      容  量    約14ｋＷ 

      主要材料    ステンレス鋼 

ｆ．よう素フィルタ 

      種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約350ｍ３／ｈ[normal] 

   主要材料    ステンレス鋼（枠材） 

           銀系吸着材 （ろ材） 
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ｇ．排 風 機   

   種  類    遠心式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,300ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    炭素鋼 

(３) 雑固体廃棄物焼却処理廃ガス処理系 

ａ．スプレイ塔 

   種  類    たて置スプレイ塔 

   基  数    １ 

   容  量    約330 ／ｈ（噴霧水） 

   主要材料    炭素鋼（ケーシング） 

           耐火物（内張） 

ｂ．廃ガス洗浄塔 

   種  類    充てん塔 

   基  数    １ 

   容  量    約2,300ｍ３／ｈ[normal] 

           約450ｋＷ（除熱） 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｃ．凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約150ｋＷ 

   主要材料    ステンレス鋼 

ｄ．高性能粒子フィルタ 

   種  類    横置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

６－７－121



  基  数   ２(うち１基は予備） 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

容  量   約3,200ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

主要材料  ステンレス鋼(枠材）

  ガラス繊維(ろ材） 

ｅ．主排風機 

種  類   遠心式 

台  数   １ 

容  量   約3,200ｍ３／ｈ[normal] 

主要材料   炭素鋼 

ｆ．補助排風機 

種  類   遠心式 

台  数   ２(うち１台は予備） 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

主要材料   炭素鋼 

(４) 塔槽類廃ガス処理系

ａ．高性能粒子フィルタ 

種  類   たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

基  数   ２(うち１基は予備） 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

容  量   約1,000ｍ３／ｈ[normal]（１基当たり） 

主要材料  ステンレス鋼(枠材）

  ガラス繊維(ろ材） 

ｂ．排 風 機  

種  類   遠心式 
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    台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約1,000ｍ３／ｈ[normal]（１台当たり） 

   主要材料    炭素鋼 

 

６－７－123



第7.2－10表 チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋 

        塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

 

(１) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    横置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ４(２基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約2,000ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(２) 排 風 機   

   種  類    遠心式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約2,000ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    炭素鋼 
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第7.2－11表 ハル・エンド ピース貯蔵建屋塔槽類廃ガス処理設備の 

        主要設備の仕様 

 

(１) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    箱形(高性能粒子フィルタ２段内蔵式） 

   基  数    ２(うち１基は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約250ｍ３／ｈ［normal］（１基当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 

(２) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約250ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－12表 分析建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

 

(１) 廃ガス洗浄塔 

   種  類    棚段塔 

   基  数    １ 

   容  量    約300ｍ３／ｈ［normal］ 

   主要材料    ステンレス鋼 

(２) 凝 縮 器   

   種  類    たて置多管式 

   基  数    １ 

   容  量    約15,000kcal／ｈ 

   主要材料    ステンレス鋼 

(３) デミスタ 

   種  類    横置円筒形 

   基  数    １ 

   容  量    約500ｍ３／ｈ［normal］ 

   主要材料    ステンレス鋼 

(４) 高性能粒子フィルタ 

   種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

   基  数    ４(２基×２段，うち１基×２段は予備） 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

   容  量    約500ｍ３／ｈ／基［normal］ 

   主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

           ガラス繊維(ろ材） 
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(５) 排 風 機   

   種  類    ルーツ式 

   台  数    ２(うち１台は予備） 

   容  量    約540ｍ３／ｈ［normal］（１台当たり） 

   主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－13表 高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の主要設備の仕様 

(１) 廃ガス洗浄器

種  類 充てん塔 

基  数 ２（１基／系列 × ２系列） 

容  量 約340ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

約80ｋＷ(約70,000kcal／ｈ）(１基当たり）（除熱） 

主要材料 ステンレス鋼

(２) 吸 収 塔

種  類 棚段塔 

基  数 ２（２基／系列 × １系列） 

容  量 約680ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

主要材料 ステンレス鋼

(３) 凝 縮 器

種  類 たて置多管式 

基  数 １ 

容  量 約20ｋＷ(約17,000kcal／ｈ) 

主要材料 ステンレス鋼

(４) ミスト フィルタ

種  類 たて置円筒形 

基  数 ２(うち１基は予備） 

容  量 約680ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

主要材料 ステンレス鋼(枠材）

ガラス繊維(ろ材） 
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 (５) ルテニウム吸着塔 

    種  類    たて置円筒形 

    基  数    ２(うち１基は予備） 

    容  量    約680ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

    主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

            シリカゲル吸着材(ろ材） 

 (６) 高性能粒子フィルタ 

    種  類    たて置円筒形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式）

            箱 形(高性能粒子フィルタ１段内蔵式） 

    基  数    たて置円筒形 ４ 

             (２基×２段，うち１基×２段は予備） 

            箱 形 ２(うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

    容  量    約680ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

     主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

            ガラス繊維(ろ材） 

 (７) 加 熱 器   

    種  類    電気ヒータ 

    基  数    ２(うち１基は予備） 

    容  量    約22ｋＷ／基 

    主要材料    ステンレス鋼 

 (８) よう素フィルタ 

    種  類    たて置円筒形 

    基  数    ２(うち１基は予備） 
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    容  量    約680ｍ３／ｈ[normal](１基当たり） 

    主要材料    ステンレス鋼(枠材） 

            銀系吸着材(ろ材） 

 (９) 排 風 機   

    種  類    ルーツ式 

    台  数    １段目 ２(うち１台は予備） 

            ２段目 ２(うち１台は予備） 

    容  量    約680ｍ３／ｈ[normal](１台当たり） 

     主要材料    ステンレス鋼 

 (10) 廃ガス洗浄液槽 

    種  類    たて置円筒形 

    基  数    １ 

    容  量    約25ｍ３ 

    主要材料    ステンレス鋼 
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第7.2－14表  使用済燃料輸送容器管理建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

(１)  使用済燃料輸送容器管理建屋給気系＊  

ａ．建屋送風機 

   台  数    ２ 

   容  量    約１万６千ｍ３／ｈ(１台当たり） 

(２) 使用済燃料輸送容器管理建屋排気系＊  

ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

   種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

   基  数    ５(うち１基は予備) 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

   容  量    約９千ｍ３／ｈ(１基当たり） 

ｂ．建屋排風機 

   台  数    ２ 

   容  量    約１万６千ｍ３／ｈ(１台当たり） 

＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備である。 
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第7.2－15表 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

(１) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋給気系＊  

ａ．建屋送風機 

   台  数    ３(うち１台は予備) 

   容  量    約14万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

(２) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋排気系＊  

ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

   種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

   基  数    ３(うち１基は予備) 

   粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

   容  量    約14万ｍ３／ｈ（１基当たり） 

ｂ．建屋排風機 

   台  数    ３(うち１台は予備) 

   容  量    約14万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備である。 

 

６－７－132



 

 

第7.2－16表 前処理建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 前処理建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約15万ｍ３／ｈ／台 

 (２) 前処理建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    19(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ３ 

    容  量    約６万１千ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．セル排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ４(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．セル排風機 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約２万６千ｍ３／ｈ／台 

 ｅ．溶解槽セルＡ排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 
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基  数 ４(うち１基は予備） 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

容  量 約１万２千ｍ３／ｈ／基 

ｆ．溶解槽セルＢ排気フィルタ ユニット 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 ４(うち１基は予備） 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

容  量 約１万２千ｍ３／ｈ／基 

ｇ．溶解槽セルＡ排風機 

台  数 ２(うち１台は予備) 

容  量 約３万５千ｍ３／ｈ／台 

ｈ．溶解槽セルＢ排風機 

台  数 ２(うち１台は予備) 

容  量 約３万５千ｍ３／ｈ／台
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第7.2－17表 分離建屋換気設備の主要設備の仕様 

(１) 分離建屋給気系

ａ．建屋送風機 

台  数 ２ 

容  量 約14万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

(２) 分離建屋排気系

ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 15(うち１基は予備) 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

容  量 約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

ｂ．建屋排風機 

台  数 ２ 

容  量 約８万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

ｃ．グローブ ボックス・セル排気フィルタ ユニット 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 11(うち１基は予備) 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

容  量 約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

ｄ．グローブ ボックス・セル排風機 

台  数 ３(うち１台は予備) 

容  量 約６万ｍ３／ｈ（１台当たり） 
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第7.2－18表 精製建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 精製建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約15万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 (２) 精製建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    17（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約９万３千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｃ．セル排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    10(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｄ．グローブ ボックス排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ（１基当たり） 
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 ｅ．グローブ ボックス・セル排風機 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約12万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 

６－７－137



 

 

第7.2－19表 ウラン脱硝建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) ウラン脱硝建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約３万９千ｍ３／ｈ／台 

 (２) ウラン脱硝建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    10(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約３万７千ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．フード排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．フード排風機 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約４千ｍ３／ｈ／台 
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第7.2－20表 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備の 

                  主要設備の仕様 

 

 (１) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約７万ｍ３／ｈ／台 

 (２) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    22(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子)／段 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約６万ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．グローブ ボックス・セル排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    ６(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子)／段 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．グローブ ボックス・セル排風機 

    台  数    ３(うち１台は予備) 

    容  量    約１万３千ｍ３／ｈ／台 
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第7.2－21表 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋換気設備の 

               主要設備の仕様 

 

 (１) ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万４千ｍ３／ｈ／台 

 ｂ．貯蔵室送風機 

    台  数    ３(うち１台は予備) 

    容  量    約７万２千ｍ３／ｈ／台 

 (２) ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    ７(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子)／段 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．貯蔵室排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    17(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子)／段 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ／基 

 ｃ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万４千ｍ３／ｈ／台 
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ｄ．貯蔵室排風機 

台  数 ４(うち２台は予備) 

容  量 約７万２千ｍ３／ｈ／台
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第7.2－22表 高レベル廃液ガラス固化建屋換気設備の 

                      主要設備の仕様 

 

 (１) 高レベル廃液ガラス固化建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約９万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 (２) 高レベル廃液ガラス固化建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    11（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約５万５千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｃ．貯蔵ピット収納管排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約50ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｄ．貯蔵ピット収納管排風機 

    台  数    ２（うち１台は予備） 

    容  量    約50ｍ３／ｈ（１台当たり） 
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 ｅ．セル排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ７（うち１基は予備） 

      粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｆ．セル排風機 

    台  数    ２（うち１台は予備） 

    容  量    約６万５千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｇ．固化セル圧力放出系前置フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備） 

      粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｈ．固化セル圧力放出系排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備） 

      粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｉ．固化セル換気系前置フィルタ ユニット 

    種  類 

      洗 浄 塔         棚段塔   

      凝 縮 器         たて置多管式 

      ミスト フィルタ       たて置円筒形 

      ルテニウム吸着塔   箱形 

    基  数 
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      洗 浄 塔        １ 

      凝 縮 器        １ 

      ミスト フィルタ    ２（うち１基は予備） 

      ルテニウム吸着塔   １ 

    容  量        約440ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｊ．固化セル換気系排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

    容  量    約440ｍ３／ｈ(１基当たり） 

 ｋ．固化セル換気系排風機 

    台  数    ２（うち１台は予備） 

    容  量    約440ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｌ．フード排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｍ．フード排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約３千500ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｎ．セル内クーラ 

    種  類    フィン付管熱交換式 

    基  数    10 

    容  量    約70ｋＷ（約６万kcal／ｈ）（１基当たり） 
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第7.2－23表 第１ガラス固化体貯蔵建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 第１ガラス固化体貯蔵建屋給気系 

 ａ．第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万５千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｂ．第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 (２) 第１ガラス固化体貯蔵建屋排気系 

 ａ．第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    10(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｂ．第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万５千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｃ．第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット収納管排気フィルタ ユニット

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備) ／系列×２系列 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約100ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｄ．第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟貯蔵ピット収納管排風機 

    台  数    ２(うち１台は予備) ／系列×２系列 
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容  量    約100ｍ３／ｈ（１台当たり） 

ｅ．第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排気フィルタ ユニット 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 ８(うち１基は予備) 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

容  量 約６千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

ｆ．第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟建屋排風機 

台  数    ２ 

容  量    約２万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

ｇ．第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排気フィルタ ユニット 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 ２(うち１基は予備) ／系列×２系列 

粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

容  量 約100ｍ３／ｈ（１基当たり） 

ｈ．第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟貯蔵ピット収納管排風機 

台  数 ２(うち１台は予備) ／系列×２系列 

容  量 約100ｍ３／ｈ（１台当たり） 
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第7.2－24表 低レベル廃液処理建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 低レベル廃液処理建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約５万７千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 (２) 低レベル廃液処理建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約11万４千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｂ．建屋排風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約５万７千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｃ．運転予備用建屋排風機 

    台  数    １ 

    容  量    約４千ｍ３／ｈ 
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第7.2－25表 低レベル廃棄物処理建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 低レベル廃棄物処理建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ４（うち１台は予備） 

    容  量    約13万ｍ３／ｈ／台 

 (２) 低レベル廃棄物処理建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニットⅠ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    56(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機Ⅰ 

    台  数    ４（うち１台は予備） 

    容  量    約11万ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．建屋排気フィルタ ユニットⅡ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    13(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．建屋排風機Ⅱ 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約７万ｍ３／ｈ／台 

 ｅ．建屋排気フィルタ ユニットⅢ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 
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    基  数    ８(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約３千ｍ３／ｈ／基 

 ｆ．建屋排風機Ⅲ 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約２万ｍ３／ｈ／台 
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第7.2－26表 ハル・エンド ピース貯蔵建屋換気設備の 

           主要設備の仕様 

 

 (１) ハル・エンド ピース貯蔵建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約３万２千ｍ３／ｈ／台 

 (２) ハル・エンド ピース貯蔵建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニットⅠ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ５(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機Ⅰ 

    台  数    ２ 

    容  量    約２万ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．建屋排気フィルタ ユニットⅡ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ３(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約６千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．建屋排風機Ⅱ 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約１万１千ｍ３／ｈ／台 
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第7.2－27表 チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋 

        換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約４万５千ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 (２) チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニットⅠ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ３(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約３万ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｂ．建屋排風機Ⅰ 

    台  数    ２ 

    容  量    約３万ｍ３／ｈ（１台当たり） 

 ｃ．建屋排気フィルタ ユニットⅡ 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２(うち１基は予備) 

    粒子除去効率  99.9％以上(0.3μｍＤＯＰ粒子) 

    容  量    約２万９千ｍ３／ｈ（１基当たり） 

 ｄ．建屋排風機Ⅱ 

    台  数    ２(うち１台は予備) 

    容  量    約２万９千ｍ３／ｈ（１台当たり） 
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第7.2－28表 分析建屋換気設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 分析建屋給気系 

 ａ．建屋送風機 

    台  数    ２ 

    容  量    約12万ｍ３／ｈ／台 

 (２) 分析建屋排気系 

 ａ．建屋排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    19（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／基 

 ｂ．建屋排風機 （六ヶ所保障措置分析所と共用） 

    台  数    ２ 

    容  量    約10万ｍ３／ｈ／台 

 ｃ．セル排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ２（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約９千ｍ３／ｈ／基 

 ｄ．セル排風機 

    台  数    ２（うち１台は予備) 

    容  量    約５千ｍ３／ｈ／台 
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 ｅ．グローブ ボックス排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵形 

    基  数    ４（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／基 

 ｆ．グローブ ボックス排風機 （六ヶ所保障措置分析所と共用） 

    台  数    ２（うち１台は予備） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／台 

 ｇ．フード排気フィルタ ユニット 

    種  類    高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

    基  数    ４（うち１基は予備） 

    粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子） 

    容  量    約１万２千ｍ３／ｈ／基 

 ｈ．フード排風機 （六ヶ所保障措置分析所と共用） 

    台  数    ２ 

    容  量    約１万７千ｍ３／ｈ／台 
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第7.2－29表  北換気筒及び低レベル廃棄物処理建屋換気筒の 

          主要設備の仕様 

 

(１) 北換気筒（廃棄物管理施設と一部共用） 

   種   類  鉄塔支持形（多筒集合形） 

ａ．使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒＊  

   排気口高さ  地上約75ｍ 

   排  気  量   約３万ｍ３／ｈ 

ｂ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒＊  

   排気口高さ  地上約75ｍ 

   排  気  量   約28万ｍ３／ｈ 

ｃ．ハル・エンド ピース及び第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒 

   排気口高さ  地上約75ｍ 

   排 気 量   約14万ｍ３／ｈ 

(２) 低レベル廃棄物処理建屋換気筒 

   種   類  鉄塔支持形 

   排気口高さ  地上約75ｍ 

    排 気 量   約80万ｍ３／ｈ 

 

注) ＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備である。 
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第7.2－30表 主排気筒の仕様 

種   類  鉄塔支持形 

排気口高さ  地上高さ約150ｍ 

排気口内径  約５ｍ 

排 気 量  約150万ｍ３／ｈ 

主 要 材 料       炭素綱 
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第7.2－31表(1) 代替換気設備の主要設備の仕様 

(１) セル導出設備

［常設重大事故等対処設備］ 

ａ．配管・弁（設計基準対象の施設と兼用（第7.2－37図）） 

数  量    ５系列 

ｂ．ダクト・ダンパ（設計基準対象の施設と兼用（第7.2－37図）） 

数  量    ５系列 

ｃ．隔離弁（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

基  数 20 

ｄ．水封安全器（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

基  数    ４ 

ｅ．塔槽類廃ガス処理設備からセルに導出するユニット 

数  量    ５系列 

ｆ．セル導出ユニットフィルタ 

種  類 高性能粒子フィルタ１段内蔵形 

基  数 10（５基×１段，予備として故障時のバックアッ

プを５基） 

粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

容  量    約2,500ｍ３／ｈ／基 

ｇ．高レベル廃液ガラス固化建屋の気液分離器 

種  類 たて置円筒型 

基  数 １ 

容  量 約0.2ｍ３ 

主要材料 ステンレス鋼
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ｈ．凝縮器 

種  類    横置き多管式 

基  数    ５（前処理建屋１基，分離建屋１基，精製建屋１

基，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋１基，

高レベル廃液ガラス固化建屋１基） 

容  量    約68ｋＷ（前処理建屋） 

約80ｋＷ（分離建屋） 

       約82ｋＷ（精製建屋） 

       約20ｋＷ（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

       約1,200ｋＷ（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

主要材料    ステンレス鋼 

ｉ．予備凝縮器 

種  類    横置き多管式 

基  数    ４（前処理建屋１基，精製建屋１基，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋１基，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋１基） 

容  量    約68ｋＷ（前処理建屋） 

       約82ｋＷ（精製建屋） 

       約20ｋＷ（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋） 

       約1,200ｋＷ（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

主要材料    ステンレス鋼 

ｊ．凝縮液回収系（設計基準対象の施設と一部兼用（第7.2－37図）） 

    数  量    ６系列 
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ｋ．分離建屋の高レベル廃液濃縮缶凝縮器（「7.3.2.2 高レベル廃液濃縮

設備」と兼用） 

   基  数   １ 

その他の仕様は，「第7.3－１表 高レベル廃液濃縮設備の主要設

備の仕様」に記載する。 

ｌ． 分離建屋の第１エジェクタ凝縮器（「7.3.2.2 高レベル廃液濃縮設備」

と兼用） 

種  類   横置き多管式 

基  数   １ 

容  量   約330ｋＷ 

主要材料   ステンレス鋼 

ｍ．「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器 

（設計基準対象の施設と兼用）（第7.2－31表(2)） 

    基  数    53基 

ｎ．「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機

器（設計基準対象の施設と兼用）（第7.2－31表(3)） 

    基  数    49基 

ｏ．計装設備 

「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

ａ．可搬型建屋内ホース 

    数  量    １式 

ｂ．前処理建屋の可搬型ダクト 

    数  量    １式 
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ｃ．分離建屋の可搬型配管 

    数  量    １式 

ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型配管 

    数  量    １式 

ｅ．計装設備 

「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

 (２) 代替セル排気系 

［常設重大事故等対処設備］ 

ａ．ダクト・ダンパ（設計基準対象の施設と兼用（第7.2－38図）） 

    数  量    ５系列 

ｂ．前処理建屋の主排気筒へ排出するユニット 

数  量    １系列 

ｃ．主排気筒 

「第7.2－30表 主排気筒の仕様」に記載する。 

ｄ．「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の発生を想定する対象機器 

（設計基準対象の施設と兼用）（第7.2－31表(2)） 

    基  数    53基 

ｅ．「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機

器（設計基準対象の施設と兼用）（第7.2－31表(3)） 

    基  数    49基 

ｆ．補機駆動用燃料補給設備 

「第9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載す

る。 
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ｇ．代替所内電気設備 

「第9.2－10表 常設重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対

処設備の主要機器仕様」に記載する。 

ｈ．計装設備 

「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

ｉ．放射線監視設備 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

ｊ．試料分析関係設備 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

［可搬型重大事故等対処設備] 

ａ．可搬型ダクト 

    数  量    １式 

ｂ．可搬型フィルタ 

種  類    高性能粒子フィルタ 

基  数    20（予備として故障時のバックアップを10基） 

粒子除去効率  99.9％以上（0.3μｍＤＯＰ粒子）／段 

容  量    約2,500ｍ３／ｈ／基 

ｃ．可搬型排風機 

種  類    遠心式 

台  数    11（予備として故障時及び待機除外時バックアッ

プを６台） 

容  量    約2,400ｍ３／ｈ／台 

主要材料    ステンレス鋼 
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ｄ．高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型デミスタ 

基  数    ８（予備として故障時のバックアップを４基） 

容  量    約2,400ｍ３／ｈ／基 

主要材料    ステンレス鋼 

ｅ．補機駆動用燃料補給設備 

「第9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載する。 

ｆ．代替電源設備 

「第9.2－10表 常設重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対

処設備の主要機器仕様」に記載する。 

ｇ．代替所内電気設備 

「第9.2－10表 常設重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等

対処設備の主要機器仕様」に記載する。 

ｈ．計装設備 

「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

ｉ．代替モニタリング設備 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

ｊ．代替試料分析関係設備 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 
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第 7.2－31 表(2) 「冷却機能の喪失による蒸発乾固」の 

    発生を想定する対象機器 

建屋 機器グループ 機器名 

前処理建屋 

前処理建屋 

内部ループ１ 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

リサイクル槽Ａ 

リサイクル槽Ｂ 

前処理建屋 

内部ループ２ 

中間ポットＡ 

中間ポットＢ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量後中間貯槽 

計量・調整槽 

計量補助槽 

分離建屋 

分離建屋内部ループ１ 高レベル廃液濃縮缶※１ 

分離建屋内部ループ２ 
高レベル廃液供給槽※１ 

第６一時貯留処理槽 

分離建屋内部ループ３ 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

第１一時貯留処理槽 

第８一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

※１ 長期予備は除く 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

精製建屋 

精製建屋内部ループ１ 

プルトニウム濃縮液受槽 

リサイクル槽

希釈槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

精製建屋内部ループ２ 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム溶液一時貯槽 

第１一時貯留処理槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

ウラン・

プルトニウム

混合脱硝建屋

内部ループ

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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（つづき） 

建屋 機器グループ 機器名 

高レベル廃液 

ガラス 

固化建屋 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ１ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ２ 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ３ 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ４ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

内部ループ５ 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き

容量を確保している。 
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第 7.2－31 表(3) 「放射線分解により発生する水素による爆発」の 

発生を想定する対象機器 

建屋 機器 

前処理建屋 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量・調整槽 

計量補助槽 

計量後中間貯槽 

分離建屋 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

プルトニウム溶液受槽 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶※１ 

精製建屋 

プルトニウム溶液供給槽 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム濃縮缶 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

リサイクル槽

※１ 長期予備は除く
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（つづき） 

建屋 機器 

精製建屋 

希釈槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 

ウラン・プルト

ニウム混合脱硝

建屋

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽※２ 

高レベル廃液ガ

ラス固化建屋

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液共用貯槽※２ 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

※２ 平常時は他の貯槽等の内包液を受け入れることができるよう，空き容

量を確保している。 
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第7.2－32表 廃ガス貯留設備の主要設備の仕様 

 (１) 常設重大事故等対処設備 

 ａ．廃ガス貯留設備（前処理建屋用） 

    廃ガス貯留設備の隔離弁 

      基  数   ４（２基／系列×２系列） 

     主要材料   ステンレス鋼 

   廃ガス貯留設備の空気圧縮機 

     台  数   ２(うち１台は予備） 

    吐出圧力   約0.5ＭＰａ[gage] 

    電気負荷容量 約40ｋＶＡ／台 

    容  量   約50ｍ３／ｈ[normal]／台 

   廃ガス貯留設備の逆止弁 

     基  数   １ 

     主要材料   ステンレス鋼 

   廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 

     種  類   たて置円筒形 

     数  量   １式 

     容  量   約10ｍ３ 

主要材料   ステンレス鋼 

    廃ガス貯留設備の配管・弁 

      数  量   １系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｂ．廃ガス貯留設備（精製建屋用） 

    廃ガス貯留設備の隔離弁 

    基  数   ２ 
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    主要材料   ステンレス鋼 

    廃ガス貯留設備の空気圧縮機 

      台  数   ３(うち１台は予備） 

      吐出圧力   約0.5ＭＰａ[gage] 

    電気負荷容量 約40ｋＶＡ／台 

    容  量   約50ｍ３／ｈ[normal]／台 

   廃ガス貯留設備の逆止弁 

    基  数   １ 

    主要材料   ステンレス鋼 

   廃ガス貯留設備の廃ガス貯留槽 

    種  類   たて置円筒形 

    数  量   １式 

    容  量   約21ｍ３ 

    主要材料   ステンレス鋼 

    廃ガス貯留設備の配管・弁 

    数  量   １系列 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｃ．せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

    凝縮器（「7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備」と兼用） 

      「第7.2－１表 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要設備の

仕様」に記載する。 

    高性能粒子フィルタ（「7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備」

と兼用） 

     「第7.2－１表 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要設備

の仕様」に記載する。 
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    排風機（「7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備」と兼用） 

      「第7.2－１表 せん断処理・溶解廃ガス処理設備の主要設備の

仕様」に記載する。 

    隔離弁（「7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備」と兼用） 

      基  数   ６ 

      主要材料   ステンレス鋼 

    主配管・弁（「7.2.1.2 せん断処理・溶解廃ガス処理設備」と兼用） 

      数  量   ３系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｄ．精製建屋塔槽類廃ガス処理設備 塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム

系） 

    凝縮器（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      「第7.2－４表 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕

様」に記載する。 

    高性能粒子フィルタ（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      「第7.2－４表 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の仕

様」に記載する。 

    排風機（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      「第7.2－４表 精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の主要設備の

仕様」に記載する。 

    隔離弁（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      基  数   ２ 

      主要材料   ステンレス鋼 

    廃ガスポット（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      基  数   １ 
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      主要材料   ステンレス鋼 

    主配管・弁（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      数  量   １系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｅ．前処理建屋塔槽類廃ガス処理設備 

    主配管（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      数  量   １系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｆ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋塔槽類廃ガス処理設備 

主配管（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      数  量   １系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｇ．高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス処理設備 高レベル濃縮廃

液廃ガス処理系 

    主配管（「7.2.1.3 塔槽類廃ガス処理設備」と兼用） 

      数  量   １系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｈ．精製建屋換気設備 

    セル排気フィルタユニット（「7.2.1.5 換気設備」と兼用） 

      「第7.2－18表 精製建屋換気設備の主要設備の仕様」に記載す

る。 

    グローブボックス・セル排風機（「7.2.1.5 換気設備」と兼用） 

      「第7.2－18表 精製建屋換気設備の主要設備の仕様」に記載す

る。 

    ダクト（「7.2.1.5 換気設備」と兼用） 
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      数  量   １系列 

 ｉ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋換気設備 

    ダクト（「7.2.1.5 換気設備」と兼用） 

      数  量   １系列 

 ｊ．主排気筒 

    主排気筒（「7.2.1.6 主排気筒」と兼用） 

      「第7.2－30表 主排気筒の仕様」に記載する。 

 ｋ．圧縮空気設備 

    一般圧縮空気系（「9.3 圧縮空気設備」と兼用） 

      「第9.3－１表 圧縮空気設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    安全圧縮空気系（「9.3 圧縮空気設備」と兼用） 

      「第9.3－１表 圧縮空気設備の主要設備の仕様」に記載する。 

 ｌ．冷却水設備 

    一般冷却水系（「9.5 冷却水設備」と兼用） 

      「第9.5－１表 冷却水設備の主要設備の仕様」に記載する。 

 ｍ．低レベル廃液処理設備 

    第１低レベル廃液処理系（「7.3.3 低レベル廃液処理設備」と兼用） 

      「第7.3－３表 低レベル廃液処理設備の主要設備の仕様」に記

載する。 

 ｎ．代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路 

   「第6.2.2－１表 代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路の主要設備

の仕様」に記載する。 

 ｏ．重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路 

   「第6.2.3－１表 重大事故時可溶性中性子吸収材供給回路の主要設

備の仕様」に記載する。 
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ｐ．重大事故時供給停止回路 

「第6.2.4－１表 重大事故時供給停止回路の主要設備の仕様」に

記載する。 

ｑ．計装設備 

 「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様」

に記載する。 

ｒ．電気設備（「9.2 電気設備」と兼用） 

  「第9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様」，「第9.2－２表 

受電変圧器の主要設備の仕様」，「第9.2－３(1)表 非常用母線の設

備仕様」，「第9.2－３(2)表 運転予備用母線及び常用母線の設備仕

様」，，「第9.2－５表 直流電源設備の主要設備の仕様」，「第9.2－６

表 計測制御用交流電源設備の主要設備の仕様」に記載する。 

ｓ．試料分析関係設備（「8.2 重大事故等対処設備」と兼用） 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

ｔ．放射線監視設備（「8.2 重大事故等対処設備」と兼用） 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

ｕ．環境管理設備（「8.2 重大事故等対処設備」と兼用） 

「第8.2－３表 放射線管理施設の主要設備の仕様」に記載する。 

６－７－172



前 処 理 建 屋

使用済燃料輸送容器 
管理建屋換気筒

精 製 建 屋

換気設備

ＤＯＧ 
ＶＯＧ 

主排気筒 

分 離 建 屋

ウラン脱硝建屋

ＶＯＧ

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

換気設備

分析建屋及び出入
管理建屋

高レベル廃液  
ガラス固化建屋

ウラン・プルト
ニウム混合脱硝
建屋

ウラン・プルトニウム混合

酸化物貯蔵建屋 

チャンネルボックス・バーナブル

ポイズン処理建屋 

低レベル廃棄物  
処理建屋

低レベル廃液  
処理建屋

使用済燃料輸送容器
管理建屋の除染エリア
及び保守エリア

使用済燃料受入れ・貯蔵
建屋及び使用済燃料受入
れ・貯蔵管理建屋

ハル・エンドピース
貯蔵建屋 

第１ガラス固 
化体貯蔵建屋

ＶＯＧ

ＶＯＧ

ＭＯＧ 
ＶＯＧ 

ＶＯＧ

ＶＯＧ

ＶＯＧ

ＶＯＧ

ＶＯＧ

ＶＯＧ

北換気筒 

北換気筒 

北換気筒 

低レベル廃棄物
処理建屋換気筒

ＤＯＧ 

ＶＯＧ 

ＭＯＧ 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備 

塔槽類廃ガス処理設備 

高レベル廃液ガラス固化廃ガス 
処理設備 

逆止ダンパ 

逆止弁 

使用済燃料受入れ 
・貯蔵建屋換気筒

ハル・エンドピース
及び第１ガラス固化
体貯蔵建屋換気筒 

第 7.2－1 図 気体廃棄物の廃棄施設系統概要図 

凡 例 
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廃ガス洗浄塔 

極低レベル廃ガス洗浄塔

凝縮器 デミスタ 加熱器

真空ポンプ

排風機よう素フィルタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

よう素フィルタ 排風機

排風機

廃ガス洗浄塔 

極低レベル廃ガス洗浄塔

凝縮器 デミスタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 加熱器

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

廃ガス洗浄塔 凝縮器 デミスタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 加熱器 よう素フィルタ 排風機

ＮＯｘ廃ガス洗浄塔

廃ガス洗浄塔 凝縮器 デミスタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

廃ガス洗浄塔 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

凝縮器 廃ガス洗浄塔 

廃ガス洗浄塔 

凝縮器

廃ガス洗浄塔 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 加熱器 排風機よう素フィルタ 排風機 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ

(1)前処理建屋塔槽類
廃ガス処理設備

(2)分離建屋塔槽類
廃ガス処理設備

パルセータ廃ガス処理系 
 

塔槽類廃ガス処理系 
（Ｕ系）

(5)ウラン・プルトニウム
混合脱硝建屋塔槽類
廃ガス処理設備

(4)ウラン脱硝建屋塔槽類
廃ガス処理設備

(3)精製建屋塔槽類
廃ガス処理設備

塔槽類廃ガス処理系 
（Ｐｕ系）

溶媒処理廃ガス処理系 

パルセータ廃ガス処理系 

塔槽類廃ガス処理系 

塔 槽 類

極低レベル塔槽類 
 
極低レベル塔槽類（硝酸ミストなし）
 

塔 槽 類
 

第 １ 酸 化 塔 等

塔 槽 類
 

極低レベル塔槽類（硝酸ミストなし）
 

塔 槽 類
 
極低レベル塔槽類 
 

パ ル セ ー タ
 
蒸 発 缶 等
 

焙焼炉，還元炉
 

脱 硝 装 置
 

塔 槽 類
 

脱 硝 塔
 

塔 槽 類
 

パ ル セ ー タ
 

極低レベル塔槽類 
 

せん断処理・溶解廃ガス処理設備から 

主排気筒へ 

第 7.2－4 図(1) 塔槽類廃ガス処理設備系統概要図（その１） 
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廃ガス洗浄塔 凝縮器

デミスタ 排風機

よう素フィルタ 

廃ガス洗浄塔 

廃ガス洗浄塔 

廃ガス洗浄塔 凝縮器 デミスタ 

凝縮器

デミスタ 凝縮器

デミスタ 

加熱器

排風機加熱器

排風機

よう素フィルタ 

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

加熱器

排風機よう素フィルタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 加熱器

排風機よう素フィルタ 高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

凝縮器スプレイ塔

凝縮器

廃ガス洗浄塔 

廃ガス洗浄塔 

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

スプレイ塔

排風機

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 排風機

排風機高性能粒子ﾌｨﾙﾀ 

廃ガス洗浄塔 凝縮器

(8)低レベル廃棄物処理建
屋塔槽類廃ガス処理設
備

(7)低レベル廃液処理建屋
塔槽類廃ガス処理設備

(6)高レベル廃液ガラス固
化建屋塔槽類廃ガス処
理設備

第 ２ 切 断 装 置 等 

廃溶媒処理 
廃ガス処理系

低レベル濃縮廃液 
処理廃ガス処理系

高レベル濃縮廃液 
廃ガス処理系

不溶解残 廃 
液廃ガス処理系

(11)分析建屋塔槽類廃ガス
処理設備

(10)ﾊﾙ･ｴﾝﾄﾞﾋ゚ ｰｽ 貯蔵建屋塔
槽類廃ガス処理設備

(9)ﾁｬﾝﾈﾙﾎﾞｯｸｽ･ﾊﾞｰﾅﾌﾞﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ 
処理建屋塔槽類廃ガ
ス処理設備

高ﾚﾍﾞﾙ 濃縮廃液貯槽等 

不溶解残 廃液貯槽等 

塔槽類廃ガス処理系 

雑固体廃棄物焼却 
処理廃ガス処理系

塔 槽 類 

焼 却 装 置 

熱 分 解 装 置 

乾 燥 装 置 

塔 槽 類 

第 7.2－4 図(2) 塔槽類廃ガス処理設備系統概要図（その２）

極低レベル塔槽類（硝酸ミストなし） 

塔 槽 類

塔 槽 類 

主排気筒へ 

ﾁｬﾝﾈﾙﾎ゙ ｯｸｽ･ﾊ゙ ｰﾅﾌﾞ 
ﾙﾎﾟｲｽﾞﾝ 処理建屋
換気設備へ

低レベル廃棄物 
処理建屋換気設
備へ

ﾊﾙ･ｴﾝﾄﾞﾋﾟｰｽ貯蔵
建屋換気設備へ

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備から
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能
粒
子
フ
ィ
ル
タ
 

粒
子
フ
ィ
ル
タ
 

プ
レ
フ
ィ
ル
タ
 

送
・
排
風
機
 

器
材
保
守
 

第
1
室
等
 

熱
分
解

装
置
室

等

建
屋
排
気
フ
ィ
ル
タ
 

ユ
ニ
ッ
ト
Ⅰ

主
排
気
筒
へ
 

（
建
屋
境
界
) 

低
レ
ベ
ル
廃

 
棄
物
処
理
建

 
屋
換
気
筒
へ

 

建
屋
排
風
機
Ⅱ
 

第
1
廃
棄
 

物
取
扱
室

 
等

汚
染
の
お
そ
れ
の
あ
る
区
域
 

第
7
.
2
－

3
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図
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備
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支持構造物 

A A 
(A－A 断面) 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒 

筒身 

(ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒) 
使用済燃料輸送容器管理建屋換気筒 

ハル・エンド ピース及び 
第１ガラス固化体貯蔵建屋換気筒 

(注１) ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋 
    換気筒は，廃棄物管理事業に係 
    る換気筒である。 
(注２) 使用済燃料輸送容器管理建屋換 

気筒及び使用済燃料受入れ・貯 
蔵建屋換気筒は，再処理設備本 
体の運転開始に先立ち使用でき 
る設計とする。 

(注３) 制震装置 
数量：12 台（オイルダンパー） 
 

第 7.2－34 図 北換気筒概要図 

制震装置 

(B 部筒身詳細) 

制震装置 

B 
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第 7.2－35 図 低レベル廃棄物処理建屋換気筒概要図 
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換気設備 

第 7.2－36 図 主排気筒概要図 

換気設備 

せん断処理・溶解廃ガス 
処理設備，
塔槽類廃ガス処理設備，
高レベル廃液ガラス固化 
廃ガス処理設備

支持構造物 

筒 身 
地

上
高

さ
 

約
1
5
0
ｍ
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第
7
.
2
－

3
7
図

(
1
)

セ
ル

導
出

設
備

の
系

統
概

要
図

（
そ

の
１

）

①
又
は
②
に

接
続
す
る

本
図
は
，
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
系
統
概
要
で
あ
る
。
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
及
び
可
搬
型
ダ
ク
ト
等
の
敷
設
ル
ー
ト
，
接
続
箇
所
，
個
数
及
び
位
置
に
つ
い
て
は
，

ホ
ー
ス
敷
設
ル
ー
ト
ご
と
に
異
な
る
。

導
出

先
セ

ル
①
’
又
は
②
’
に
接
続
す
る

（
建
屋
境
界
）

系
統
構
成
に

つ
い
て
は
同
左

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等

①
①
’

凝
縮

水
回

収
先

セ
ル

等

内
部
ル
ー
プ

セ
ル

他
建
屋
の
代
替
安
全

冷
却
水
系
よ
り

可
搬
型
排
水
受
槽

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
可

搬
型

排
風

機
主

排
気

筒
（

主
排

気
筒

）

② ②
’

セ
ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

T L

L

P

P

T

L

R

R

F

F

F

F

P
P

P P

R

L

P

F

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

接
続
口

可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ

（
水
中
ポ
ン
プ
）

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

F
流
量
計

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

T
温
度
計

本
対
策
に
使
用
す
る
設
備

（
実
線
）

L
液
位
計

（
破
線
）

本
対
策
以
外
に
使
用
す
る
設
備

P
圧
力
計

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

R
モ
ニ
タ

（
線
量
計
含
む
)

膨
張
槽

凝
縮

器

※１

※
１

※１

※２

※
２

※
３

第
1貯

水
槽

（
水
供
給
設
備
）

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

凝
縮
液
回
収
系

塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備

か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る

ユ
ニ
ッ
ト

※
１
，
※
２
及
び
※
３
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用

す
る
設
備
は
，
セ
ル
導
出
設
備
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設

と
兼
用
一
覧
に
示
す
。

※
４
：
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
は
，
塔
槽
類
廃

ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
の
経
路

上
に
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
の
気
液
分
離
器
を

設
置
す
る
。

※
４

（
太
線
）
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※
１

　
配

管
・

弁
※

１
　

隔
離

弁
※

２
　

ダ
ク

ト
・

ダ
ン

パ
※

３
　

凝
縮

液
回

収
系

設
備

名
設

備
名

設
備

名
設

備
名

前
処

理
建

屋
前

処
理

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

前
処

理
建

屋
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
（

「
7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

前
処

理
建

屋
換

気
設

備
（

「
7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

前
処

理
建

屋
換

気
設

備
（

「
7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設
備

（
「

7
.
3
.
2
.
2
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
設

備
」

と
兼

用
）

分
離

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

分
離

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設
備

（
「

7
.
3
.
2
.
2
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
濃

縮
設

備
」

と
兼

用
）

分
離

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

－
－

分
離

設
備

（
「

4
.
4
.
4
.
1
 
分

離
設

備
」

と
兼

用
）

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

系
（

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

系
）

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

精
製

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

（
「

4
.
5
.
1
.
3
 
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
精

製
設

備
」

と
兼

用
）

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

精
製

設
備

（
「

4
.
5
.
1
.
3
 
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
精

製
設

備
」

と
兼

用
）

－
－

－

精
製

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

（
「

4
.
5
.
1
.
4
 
精

製
建

屋
一

時
貯

留
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

－
－

－

溶
液

系
（

「
4
.
6
.
3
　

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

設
備

」
と

兼
用

）

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

系
（

「
9
.
9
　

化
学

薬
品

貯
蔵

供
給

設
備

」
と

兼
用

）

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

－
－

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

系
（

「
4
.
6
.
3
　

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

設
備

」
と

兼
用

）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
高

レ
ベ

ル
濃

縮
廃

液
廃

ガ
ス

処
理

系
（

「
7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

廃
ガ

ス
処

理
系

（
「

7
.
2
.
1
.
3
 
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
排

気
系

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
設

備
（

「
7
.
4
.
2
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

設
備

」
と

兼
用

）
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3
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系

統
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要
図
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の
２
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出
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備

の
設

計
基
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対

象
の

施
設

と
兼

用
一

覧

建
屋

精
製

建
屋
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建
屋
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第
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2
－

3
8
図

(
1
)

代
替

セ
ル

排
気

系
の

系
統

概
要

図
（

そ
の

１
）

①
又
は
②
に

接
続
す
る

本
図
は
，
蒸
発
乾
固
に
対
処
す
る
た
め
の
系
統
概
要
で
あ
る
。
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
及
び
可
搬
型
ダ
ク
ト
等
の
敷
設
ル
ー
ト
，
接
続
箇
所
，
個
数
及
び
位
置
に
つ
い
て
は
，

ホ
ー
ス
敷
設
ル
ー
ト
ご
と
に
異
な
る
。

導
出

先
セ

ル
①
’
又
は
②
’
に
接
続
す
る

（
建
屋
境
界
）

系
統
構
成
に

つ
い
て
は
同
左

蒸
発

乾
固

対
象

貯
槽

等

①
①
’

凝
縮

水
回

収
先

セ
ル

等

内
部
ル
ー
プ

セ
ル

他
建
屋
の
代
替
安
全

冷
却
水
系
よ
り

可
搬
型
排
水
受
槽

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
可

搬
型

排
風

機
主

排
気

筒
（

主
排

気
筒

）

② ②
’

セ
ル
導
出

ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

T L

L

P

P

T

L

R

R

F

F

F

F

P
P

P P

R

L

P

F

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

接
続
口

可
搬
型
中
型
移
送
ポ
ン
プ

（
水
中
ポ
ン
プ
）

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

F
流
量
計

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

T
温
度
計

本
対
策
に
使
用
す
る
設
備

（
実
線
）

L
液
位
計

（
破
線
）

本
対
策
以
外
に
使
用
す
る
設
備

P
圧
力
計

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

R
モ
ニ
タ

（
線
量
計
含
む
）

膨
張
槽

凝
縮

器

※
１

※
２

第
1貯

水
槽

（
水
供
給
設
備
）

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

※
１
及
び
※
２
：
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用
す
る
設

備
は
，
代
替
セ
ル
排
気
系
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼

用
一
覧
に
示
す
。

※
３
：
前
処
理
建
屋
は
，
代
替
セ
ル
排
気
系
の
経
路
上
に
，

前
処
理
建
屋
の
主
排
気
筒
へ
排
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
を
設
置

す
る
。

※
３
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ダ
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・
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ダ

ク
ト

・
ダ

ン
パ

設
備

名
設

備
名

前
処

理
建

屋
前

処
理

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
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5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

前
処

理
建

屋
換

気
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備
（
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2
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1
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5
 
換

気
設

備
」

と
兼
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）

分
離

建
屋

分
離

建
屋

換
気

設
備
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7
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1
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5
 
換

気
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と
兼
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）

分
離

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
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2
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.
5
 
換

気
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備
」

と
兼

用
）

精
製

建
屋

精
製

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

精
製

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

換
気

設
備

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

排
気

系
（

「
7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
排

気
系

（
「

7
.
2
.
1
.
5
 
換

気
設

備
」

と
兼

用
）

代
替

セ
ル

排
気

系
の

設
計

基
準

対
象

の
施

設
と

兼
用

一
覧

第
7
.
2
－

3
8
図

(
2
)
　

代
替

セ
ル

排
気

系
の

系
統

概
要

図
（

そ
の

２
）

建
屋
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第

7
.
2
－

3
9
図

(１
) 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
前

処
理

建
屋

（
地

下
４

階
）
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第

7
.
2
－

3
9
図

(２
) 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

前
処

理
建

屋
（

地
下

３
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(３
) 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

前
処

理
建

屋
（

地
下

１
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(４
) 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

前
処

理
建

屋
（

地
上

１
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(５
) 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機
 

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

前
処

理
建

屋
（

地
上

２
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(６
) 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

分
離

建
屋

（
地

下
３

階
）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(７
) 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
分

離
建

屋
（

地
下

２
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(８
) 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
分

離
建

屋
（

地
下

１
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(９
) 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
分

離
建

屋
（

地
上

１
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
0)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
分

離
建

屋
（

地
上

２
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
1)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
分

離
建

屋
（

地
上

４
階

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
2)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

下
３

階
）

 

対
象

な
し
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
3)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

下
２

階
）

 

対
象

な
し
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
4)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

下
1
階

）
 

対
象

な
し
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
5)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

上
1
階

）
 

セ
ル

導
出

設
備

の
配

管
の

弁

計
装

設
備

 
可

搬
型

建
屋

内
ホ

ー
ス

 

セ
ル

導
出

設
備

の
ダ

ン
パ

可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス
 

計
装

設
備

 

６－７－230



第
7
.
2
－

3
9
図

(1
6)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

上
２

階
）

 

セ
ル

導
出

設
備

の
配

管
の

弁
代

替
セ

ル
排

気
系

の
ダ

ク
ト

の
ダ

ン
パ

セ
ル

導
出

設
備

の
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
弁

（
凝

縮
器

ま
わ

り
）

セ
ル

導
出

設
備

の
凝

縮
液

回
収

系
の

弁

セ
ル

導
出

設
備

の
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
弁

（
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
ま

わ
り

）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
7)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

上
３

階
）

 

対
象

な
し
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
8)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

上
４

階
）

 

セ
ル

導
出

設
備

の
 

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル

に
導

出
す

る
ユ

ニ
ッ

ト
の

弁
 

可
搬

型
ダ

ク
ト

 

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ
 

計
装

設
備

 

可
搬

型
排

風
機

 

可
搬

型
ダ

ク
ト

 

代
替

セ
ル

排
気

系
の

ダ
ク

ト
の

ダ
ン

パ
 

セ
ル

導
出

設
備

の
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
弁

（
予

備
凝

縮
器

ま
わ

り
）

セ
ル

導
出

設
備

の
凝

縮
液

回
収

系
の

弁
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第
7
.
2
－

3
9
図

(1
9)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機
器

及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

精
製

建
屋

（
地

上
５

階
）

 

セ
ル

導
出

設
備

の
隔

離
弁
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可
搬

型
ダ

ク
ト

計
装

設
備

可
搬

型
ダ

ク
ト

第
7
.
2
－

3
9
図

(2
0)
 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
（

地
下

２
階

）
 

代
替
セ
ル

排
気
系
の
ダ

ク
ト

の
ダ

ン
パ

可
搬

型
排

風
機

可
搬

型
フ

ィ
ル

タ

可
搬

型
ダ

ク
ト

セ
ル

導
出

設
備

の
凝

縮
液

回
収

系
の
弁
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セ
ル
導
出

設
備
の
ダ

ク
ト

の
ダ

ン
パ

第
7
.
2
－

3
9
図

(2
1)
 

代
替

換
気

設
備
（

セ
ル

へ
の

導
出

経
路

の
構

築
及

び
代

替
セ

ル
排

気
系

に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 
ウ

ラ
ン

・
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋
（

地
下

１
階

）
 

計
装

設
備

硝
酸
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
貯
槽
セ
ル
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可
搬

型
建

屋
内

ホ
ー

ス

第
7
.
2
－

3
9
図

(2
2)
 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）

）
の

機

器
及

び
接

続
口

配
置

概
要

図
 

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

（
地

上
１

階
）

 

セ
ル

導
出

設
備

の
塔

槽
類

廃
ガ

ス
処

理
設

備
か

ら
セ

ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
弁

（
セ

ル
導

出
ユ

ニ
ッ

ト
フ

ィ
ル

タ
ま
わ

り
）

セ
ル

導
出

設
備

の

塔
槽

類
廃

ガ
ス

処
理

設
備

か
ら

セ
ル
に

導
出

す
る

ユ
ニ

ッ
ト

の
弁
（

凝
縮

器
ま

わ
り

）

セ
ル

導
出

設
備

の
配

管
の

弁
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計
装
設
備

 

セ
ル
導
出
設
備
の
隔
離
弁

 
セ
ル
導
出
設
備
の
配
管
の
弁

 

第
7.

2
－

39
図

(23
) 

代
替

換
気
設

備
（
セ
ル
へ
の
導
出
経
路
の
構
築
及
び
代
替
セ
ル
排
気

系
に
よ

る
対

応
（

蒸
発

乾
固

）
）

の
機

器
及

び
接
続

口
配
置
概
要
図
 
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝

建
屋
（

地
上

２
階

）
 

セ
ル

導
出

設
備

の
塔
槽

類
廃

ガ
ス
処

理
設

備
か
ら

セ
ル

に

導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
の
弁
（
予
備
凝
縮
器
ま
わ
り
）
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第
7
.
2
－

3
9
図

(2
4)
 

代
替

換
気

設
備

（
セ

ル
へ

の
導

出
経

路
の

構
築

及
び

代
替

セ
ル

排
気

系
に

よ
る

対
応

（
蒸

発
乾

固
）
）

の
機

器

及
び

接
続

口
配

置
概

要
図

 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

（
地

下
４
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7.3  液体廃棄物の廃棄施設 

7.3.1  概  要 

 液体廃棄物の廃棄施設は，高レベル廃液処理設備及び低レベル廃液処理

設備で構成する。 

 高レベル廃液処理設備は，溶解施設，分離施設等から発生する高レベル

廃液を濃縮して貯蔵する設備である。 

 低レベル廃液処理設備は，再処理施設の管理区域内の床清掃，酸及び溶

媒の回収施設の酸回収設備，溶媒回収設備等から発生する低レベル放射性

液体廃棄物（以下「低レベル廃液」という。）のうち，酸及び溶媒の回収

施設の溶媒回収設備等から発生する廃有機溶媒残渣，廃有機溶媒及び廃希

釈剤（以下7.では廃有機溶媒残渣，廃有機溶媒及び廃希釈剤を総称して

「廃溶媒」という。）を除く低レベル廃液を処理する設備である。 

 なお，廃溶媒は，固体廃棄物の廃棄施設の低レベル固体廃棄物処理設備

の廃溶媒処理系で処理する。 
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7.3.2  高レベル廃液処理設備 

7.3.2.1  概  要 

  高レベル廃液処理設備は，高レベル廃液濃縮設備及び高レベル廃液貯蔵

設備で構成する。 
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7.3.2.2 高レベル廃液濃縮設備 

7.3.2.2.1 概  要 

高レベル廃液濃縮設備は，高レベル廃液濃縮系及びアルカリ廃液濃縮

系で構成する。 

 高レベル廃液濃縮系は，分離施設の分離設備から発生する抽出廃液，気

体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃液等を

蒸発・濃縮する系である。 

 アルカリ廃液濃縮系は，酸及び溶媒の回収施設の溶媒再生系から発生す

るアルカリ廃液を蒸発・濃縮する系である。 

 高レベル廃液濃縮設備系統概要図を第7.3－１図に示す。 
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7.3.2.2.2  設計方針 

 (１) 閉じ込め 

高レベル廃液濃縮設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し難い

材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とするとともに，万一液体状

の放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置

できる設計とする。また，気体廃棄物の廃棄施設で負圧を維持するこ

とにより閉じ込め機能を確保できる設計とする。 

 (２) 火災及び爆発の防止 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽及び高レベル廃液濃縮缶

は，高レベル廃液の放射線分解により発生する水素の爆発を適切に防

止できる設計とする。 

 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃縮缶は，ＴＢＰ等の錯体の急激

な分解反応を適切に防止できる設計とする。 

 (３) 崩壊熱除去 

 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽及び高レベル廃液濃縮缶

は，崩壊熱による過度の温度上昇を防止するため，適切な冷却機能を有

する設計とする。 

 (４) 単一故障 

 高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁等の安全上重要な系統

及び機器は，それらを構成する動的機器に単一故障を仮定しても安全機

能が確保できる設計とする。 

 (５) 試験及び検査 

 高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁等の安全上重要な系統

及び機器は，定期的な試験及び検査ができる設計とする。 
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7.3.2.2.3 主要設備の仕様 

高レベル廃液濃縮設備の主要設備の仕様を第7.3－１表に示す。 

また，高レベル廃液濃縮缶概要図を第7.3－２図に示す。 
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7.3.2.2.4 系統構成及び主要設備 

高レベル廃液濃縮系は，２系列で構成し，通常は１系列運転とし，万

一の故障時に備え予備系列を有する設計とする。 

アルカリ廃液濃縮系は，１系列で構成する。 

高レベル廃液処理設備は，分離施設の分離設備から発生する抽出廃液

等を処理することが可能な能力を有する。 

 (１) 系統構成 

 ａ．高レベル廃液濃縮系 

 高レベル廃液濃縮系は，分離施設の分離設備の抽出廃液供給槽から

の抽出廃液，酸及び溶媒の回収施設の酸回収設備の蒸発缶から発生し

分離施設の分離設備の抽出廃液供給槽を経た濃縮液，気体廃棄物の廃

棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備の廃ガス洗浄液槽か

ら発生し分離施設の分離設備の抽出廃液供給槽を経た廃ガス洗浄廃液

等を高レベル廃液供給槽に受け入れた後，流量約３ｍ３／ｈ，硝酸濃

度約３ｍｏｌ／Ｌで連続的に高レベル廃液濃縮缶に供給する。高レベ

ル廃液濃縮缶では，減圧下で蒸発・濃縮した後，濃縮液（以下7.では

「高レベル濃縮廃液」という。）は，硝酸濃度を約２ｍｏｌ／Ｌに調整

しスチームジェットポンプで高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液

一時貯槽，高レベル濃縮廃液貯槽又は高レベル廃液共用貯槽へ移送する。

また，蒸発蒸気は，高レベル廃液濃縮缶凝縮器で冷却・凝縮後，凝縮液

は酸及び溶媒の回収施設の第１酸回収系の第１供給槽又は第２供給槽へ

移送し，廃ガスは減衰器で放射能を減衰した後，気体廃棄物の廃棄施設

の分離建屋塔槽類廃ガス処理設備へ移送する。 

 ｂ．アルカリ廃液濃縮系 

 アルカリ廃液濃縮系は，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設備の溶
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媒再生系の分離・分配系の第１洗浄器，プルトニウム精製系の第１洗

浄器等からアルカリ廃液をアルカリ廃液供給槽に受け入れた後，約0.2

ｍ３／ｈでアルカリ廃液濃縮缶に供給する。アルカリ廃液濃縮缶で蒸

発・濃縮した濃縮液（以下「アルカリ濃縮廃液」という。）はスチー

ムジェット ポンプで高レベル廃液貯蔵設備のアルカリ濃縮廃液貯槽又

は高レベル廃液共用貯槽へ移送する。また，蒸発蒸気は，アルカリ廃

液濃縮缶凝縮器で冷却・凝縮後，低レベル廃液処理設備の第１低レベ

ル廃液処理系の第１低レベル第１廃液受槽等へ移送する。

(２) 主要設備

高レベル廃液濃縮設備の主要機器は，ステンレス鋼を用い，接液部は

溶接構造等の設計とする。また，機器を収納するセルの床には，ステン

レス鋼製の漏えい液受皿を設置し，漏えい検知装置により漏えいを検知

する設計とする。漏えいした液体状の放射性物質は，スチームジェット

ポンプ等で高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽，分離建屋一

時貯留処理設備の第10一時貯留処理槽等に移送する設計とする。 

 なお，高レベル廃液供給槽を収納するセルにおいて，万一漏えいが起

きた場合は，漏えいした液体状の放射性物質が沸騰するおそれがあるた

め，高レベル廃液供給槽を収納するセルの漏えい検知装置を多重化する

とともに，漏えい液の移送のための，スチームジェットポンプの蒸気は，

その他再処理設備の附属施設の安全蒸気系からも供給できる設計とする。

また，高レベル廃液濃縮缶を収納するセルにおいて，万一漏えいが起き

た場合は，重力流で高レベル廃液供給槽を収納するセルに移送する設計

とする。 

 高レベル廃液濃縮設備の主要機器は，気体廃棄物の廃棄施設の分離建

屋塔槽類廃ガス処理設備等に接続し，負圧を維持する設計とする。 
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 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，

廃液の放射線分解により発生する水素
（１４）

を可燃限界濃度未満に抑制する設

計とするとともに，接地する。さらに，機器内及びそれらの機器等を収

納するセルは着火源を排除する設計とする。 

 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽は，その他再処理設備の附

属施設の安全冷却水系から冷却コイルに冷却水を供給することにより，

崩壊熱を除去する設計とする。また高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液

濃縮缶は，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系から加熱・冷却

コイル及び加熱・冷却ジャケットに冷却水を供給することにより，崩壊

熱を除去する設計とする。 

安全上重要な高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁は，その

単一故障を仮定してもＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を防止で
（ １ ５ ） （ １ ６ ） （ １ ７ ）

きるよ

うに，多様化する設計とする。 

 安全上重要な高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁は，そ

の単一故障を仮定しても高レベル廃液濃縮缶の崩壊熱を除去できるよう

に，冷却水系を多重化する設計とする。 

なお，その他核種について高レベル廃液濃縮缶の除染係数は 2,000以

上，
（１８）

アルカリ廃液濃縮缶の除染係数は11,000以上
（１９）

得られる設計とする。 

ａ．高レベル廃液供給槽 

高レベル廃液供給槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，冷

却コイルを設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系から

冷却水を供給する設計とする。冷却コイルは２系列で構成し，各系列

は１系列だけで高レベル廃液供給槽の崩壊熱を除去できる能力を有す

る設計とする。 
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また，高レベル廃液供給槽は，廃液の放射線分解により発生する水
（ １ ４ ）

素を希釈するために，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系

から空気を適切に供給する設計とする。 

 ｂ．高レベル廃液濃縮缶 

高レベル廃液濃縮缶は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，必

要に応じて加熱・冷却コイル及び加熱・冷却ジャケットに，その他再

処理設備の附属施設の安全冷却水系から冷却水を適切に供給する設計

とする。 

 冷却系は，加熱・冷却コイル及び加熱・冷却ジャケットの組合せによ

り２系列で構成し，各系列は１系列で高レベル廃液濃縮缶の崩壊熱を除

去できる設計とする。 

 高レベル廃液濃縮缶は，廃液の放射線分解によって発生する水素
（１４）

を希

釈するために，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気

を適切に供給する設計とする。 

 なお，高レベル廃液濃縮缶内の温度計保護管は，濃縮缶側から保護管

内先端部にかかる圧力以上に保護管の内部をその他再処理設備の附属施

設の一般圧縮空気系により加圧できる設計とする。 

 高レベル廃液濃縮缶は，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を防止す
（ １ ５ ） （ １ ６ ） （ １ ７ ）

る

ため，供給する廃液のうち，分離施設の分離設備から発生するＴＢＰを

含む可能性のある抽出廃液については，分離設備においてＴＢＰを除去

する。また，高レベル廃液濃縮缶の加熱・冷却コイル及び加熱・冷却ジ

ャケットに供給する約130℃の加熱蒸気の温度は,加熱蒸気の圧力により

制御し，温度計により監視し，温度高により警報を発し，さらに高レベ

ル廃液濃縮缶加熱停止回路により，多様化した遮断弁を閉じることによ

り，加熱蒸気の温度が135℃を超えない設計とする。 
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 高レベル廃液濃縮缶は，約50℃と運転温度を
（ １ ６ ） （ １ ７ ）

低くして腐食し難い環境

とするため，廃ガス流量を調整することにより缶内圧力を約７ｋＰa 

[ａｂｓ]に制御し，減圧下で蒸発操作する設計とする。また，圧力高

により警報を発するとともに，自動で加熱蒸気を遮断する設計とする。

高レベル廃液濃縮缶の液位を制御，監視し，液位低により警報を発する

とともに，自動で加熱蒸気を遮断する設計とする。 

ｃ．高レベル廃液濃縮缶凝縮器 

高レベル廃液濃縮缶凝縮器は，高レベル廃液濃縮缶の蒸発蒸気を冷

却・凝縮するためのものであり，高レベル廃液濃縮缶凝縮器に供給す

る冷却水が停止し凝縮機能が低下することによる放射性物質の放出の

有意な増加を防止するため，高レベル廃液濃縮缶凝縮器の排気出口温

度（通常約30℃) を監視し，温度高により警報を発し，さらに，多様

化した遮断弁を閉じることにより，加熱を停止する設計とする。 
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7.3.2.2.5 試験・検査 

安全上重要な高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁及び高レ

ベル廃液濃縮缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁は，運転停止時に信号を入力

することにより試験及び検査を実施する。 

高レベル廃液濃縮缶等の機器は，据付検査，外観検査等の品質保証活

動のもとに据付けを行う。 

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気配管の遮断弁等

は，室内の作業者が容易に接近できる場所に配置する。 
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7.3.2.2.6 評  価 

 (１) 閉じ込め 

高レベル廃液濃縮設備の放射性物質を内包する主要機器は，腐食し

難いステンレス鋼を用い，かつ，接液部は溶接構造等で漏えいし難い

設計とし，さらに，気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備に

より負圧を維持する設計としているので，閉じ込め機能を確保できる。

また，高レベル廃液濃縮缶は，減圧蒸発法を採用し運転温度を低くし

て腐食し難い環境としている。 

 高レベル廃液濃縮設備の主要機器を収納するセルの床には，漏えい検

知装置を備えた漏えい液受皿を設置し，漏えいした廃液を高レベル廃液

貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽等に移送する設計としているので，万

一の放射性廃液の漏えいを想定しても，その拡大を防止できる。 

 (２) 火災及び爆発の防止 

 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽及び高レベル廃液濃縮缶は，

その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，

溶液の放射線分解により発生する水素を，可燃限界濃度未満に抑制する

設計とし，さらに，これらの機器を接地する設計としているので爆発を

防止できる。 

 高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液濃縮缶は，供給する廃液のうち，

ＴＢＰを含む可能性のある分離施設の分離設備から発生する抽出廃液に

ついては，分離設備においてＴＢＰ洗浄を行うとともに，高レベル廃液

濃縮缶加熱停止回路により高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気の温度を135

 ℃以下に制限する設計としているので，ＴＢＰ等の錯体の急激な分解

反応を防止できる。 

 

（１４） 

（１６）（１７） 

（１５）（１６）（１７） 

６－７－296



(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液濃縮系の高レベル廃液供給槽には冷却コイルを，高レ

ベル廃液濃縮缶には，加熱・冷却コイル及び加熱・冷却ジャケットを

それぞれ設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系により

冷却水を適切に供給する設計としているので崩壊熱を除去できる。 

(４) 単一故障

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁は，多様化しているの

で，遮断弁に単一故障を仮定してもＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応を

防止できる。 

 高レベル廃液濃縮缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁は，冷却系を多重化

しているので，切替弁の単一故障を仮定しても高レベル廃液濃縮缶の崩

壊熱を除去できる。 

(５) 試験及び検査

高レベル廃液濃縮缶加熱停止回路に係る遮断弁及び高レベル廃液濃縮

缶の加熱蒸気と冷却水の切替弁は，定期的な試験及び検査ができる。 
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7.3.2.3  高レベル廃液貯蔵設備 

7.3.2.3.1  概  要 

 高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル濃縮廃液貯蔵系，不溶解残渣廃液貯

蔵系，アルカリ濃縮廃液貯蔵系及び共用貯蔵系で構成する。 

 高レベル濃縮廃液貯蔵系は，高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮

系から発生する高レベル濃縮廃液を貯蔵する系である。 

 不溶解残渣廃液貯蔵系は，溶解施設の清澄・計量設備から発生する不溶

解残渣廃液を貯蔵する系である。 

 アルカリ濃縮廃液貯蔵系は，高レベル廃液濃縮設備のアルカリ廃液濃縮

系から発生するアルカリ濃縮廃液及び分離施設の分離建屋一時貯留処理設

備からのアルカリ洗浄廃液を貯蔵する系である。 

 共用貯蔵系は，高レベル濃縮廃液，不溶解残渣廃液，アルカリ濃縮廃液

及びアルカリ洗浄廃液を貯蔵する系である。 

  高レベル廃液貯蔵設備系統概要図を第7.3－３図に示す。 
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7.3.2.3.2 設計方針 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液貯蔵設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し難い材

料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とするとともに，万一放射性物質

が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置できる設計とす

る。また，気体廃棄物の廃棄施設で負圧を維持することにより閉じ込め

機能を確保できる設計とする。 

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽

等は，廃液の放射線分解により発生する水素の爆発を適切に防止できる

設計とする。 

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，

高レベル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液

一時貯槽は，崩壊熱による過度の温度上昇を防止するため，適切な冷却

機能を有する設計とする。 
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7.3.2.3.3 主要設備の仕様 

高レベル廃液貯蔵設備の主要設備の仕様を第7.3－２表に示す。 

また，高レベル濃縮廃液貯槽概要図を第7.3－４図に示す。 

 

６－７－300



 

7.3.2.3.4 系統構成及び主要設備 

 (１) 系統構成 

 高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル廃液貯槽６基，高レベル廃液一時

貯槽４基等で構成する。 

 高レベル廃液貯蔵設備は，高レベル廃液を約500ｍ３貯蔵する能力を有

する。 

 ａ．高レベル濃縮廃液貯蔵系 

 高レベル濃縮廃液貯蔵系は，高レベル濃縮廃液一時貯槽及び高レベル

濃縮廃液貯槽で構成し，高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液濃縮缶か

ら高レベル濃縮廃液等を高レベル濃縮廃液一時貯槽に受け入れた後，ス

チームジェットポンプで固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固

化設備の高レベル廃液混合槽へ移送するか，又は高レベル濃縮廃液貯槽

に移送し貯蔵する系である。また，高レベル濃縮廃液貯槽に貯蔵した高

レベル濃縮廃液は，スチームジェットポンプで高レベル濃縮廃液一時貯

槽へ移送した後，固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備

の高レベル廃液混合槽へ移送する。 

 ｂ．不溶解残渣廃液貯蔵系 

 不溶解残渣廃液貯蔵系は，不溶解残渣廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃

液貯槽で構成し，溶解施設の清澄・計量設備の不溶解残渣回収槽から不

溶解残渣廃液を不溶解残渣廃液一時貯槽に受け入れた後,スチームジェ

ットポンプで固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の高

レベル廃液混合槽へ移送するか，又は不溶解残渣廃液貯槽に移送し貯蔵

する系である。また，不溶解残渣廃液貯槽に貯蔵した不溶解残渣廃液は，

スチームジェットポンプで不溶解残渣廃液一時貯槽へ移送した後，固体

廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備の高レベル廃液混合槽
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へ移送する。 

 ｃ．アルカリ濃縮廃液貯蔵系 

 アルカリ濃縮廃液貯蔵系は，高レベル廃液濃縮設備のアルカリ廃液濃

縮缶からのアルカリ濃縮廃液及び分離施設の分離建屋一時貯留処理設備

の第10一時貯留処理槽等からのアルカリ洗浄廃液をアルカリ濃縮廃液貯

槽に受け入れ貯蔵し，また，アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液を

アルカリ濃縮廃液貯槽から,スチームジェットポンプで固体廃棄物の廃

棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備のアルカリ濃縮廃液中和槽へ移送

する系である。 

 ｄ．共用貯蔵系 

 共用貯蔵系は，高レベル濃縮廃液，不溶解残渣廃液，アルカリ濃縮廃

液及びアルカリ洗浄廃液を高レベル廃液共用貯槽に受け入れ貯蔵し，ま

た，スチームジェットポンプで固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガ

ラス固化設備へ移送する系である。 

 (２) 主要設備 

 高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，ステンレス鋼を用い，接液部は

溶接構造の設計とする。また，機器を収納するセルの床には，ステンレ

ス鋼製の漏えい液受皿を設置し，漏えい検知装置により漏えいを検知す

る設計とする。漏えいした液体状の放射性物質は，スチームジェットポ

ンプで高レベル廃液共用貯槽等に移送する設計とする。 

 なお，高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベル廃液共

用貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液一時貯槽を収納

するセルにおいて，万一漏えいが起きた場合は漏えいした液体状の放射

性物質が沸騰するおそれがあるため，漏えい検知装置を多重化するとと

もに,漏えい液の移送のためのスチームジェットポンプの蒸気は,その他
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再処理設備の附属施設の安全蒸気系から適切に供給できる設計とする。 

高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類 

廃ガス処理設備に接続し，負圧を維持する設計とする。 

 高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベル廃液共用貯槽，

高レベル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液一時貯槽は，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給し，廃液の放射線分

解で発生する水素を可
（１４）（２０）

燃限界濃度未満に抑制するとともに，接地する。

さらに，機器内及びそれらの機器，配管等を収容するセルは着火源を排

除する設計とする。 

 高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，高レベル廃液共用貯槽，

高レベル濃縮廃液一時貯槽及び不溶解残渣廃液一時貯槽は，２系列の冷

却コイル又は冷却ジャケットを設置し，その他再処理設備の附属施設の

安全冷却水系から冷却水を供給し，崩壊熱を除去する設計とする。 

 ａ．高レベル廃液貯槽 

 (ａ) 高レベル濃縮廃液貯槽 

 高レベル濃縮廃液貯槽は，内包する高レベル濃縮廃液の崩壊熱を除去

するため冷却コイルを設置する。冷却コイルは，２系列で構成し，各系

列は，それぞれ複数の冷却コイルを有する。さらに，廃液かくはん用に

かくはん装置を設ける。また，高レベル濃縮廃液貯槽は，廃液の放射線

分解によって発生する水素
（２０）

を希釈するために，その他再処理設備の附属

施設の安全圧縮空気系から空気を供給する設計とし，空気流量を測定し

流量低により警報を発する。高レベル濃縮廃液貯槽は，温度計により液

温を監視し，温度高により警報を発する。 

 (ｂ) 不溶解残渣廃液貯槽 

 不溶解残渣廃液貯槽は，内包する不溶解残渣廃液の崩壊熱を除去する
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ため冷却ジャケットを設置する。冷却ジャケットは，２系列で構成し，

各系列は，それぞれ複数の冷却ジャケットを有する。さらに，廃液かく

はん用にかくはん装置を設ける。また，不溶解残渣廃液貯槽は，廃液の

放射線分解によって発生する水素
（１４）

を希釈するために，その他再処理設備

の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給する設計とし，空気流量を

測定し流量低により警報を発する。不溶解残渣廃液貯槽は，温度計によ

り液温を監視し，温度高により警報を発する。 

(ｃ) 高レベル廃液共用貯槽 

 高レベル廃液共用貯槽は，高レベル濃縮廃液及び不溶解残渣廃液を受

け入れた場合の廃液の崩壊熱を除去するため冷却コイル及び冷却ジャケ

ットを設置する。冷却コイル及び冷却ジャケットは，２系列で構成し，

各系列は，それぞれ複数の冷却コイル及び冷却ジャケットを有する。さ

らに，廃液かくはん用にかくはん装置を設ける。また，高レベル廃液共

用貯槽は，廃液の放射線分解によって発生する 水 素
（１４）（２０）

を希釈するため

に，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給する

設計とし，空気流量を測定し流量低により警報を発する。高レベル廃液

共用貯槽は，温度計により液温を監視し，温度高により警報を発する。 

ｂ．高レベル廃液一時貯槽 

(ａ) 高レベル濃縮廃液一時貯槽 

 高レベル濃縮廃液一時貯槽は，内包する高レベル濃縮廃液の崩壊熱を

除去するため冷却コイルを設置する。冷却コイルは，２系列で構成し，

各系列は，それぞれ複数の冷却コイルを有する。さらに，廃液かくはん

用にかくはん装置を設ける。また，高レベル濃縮廃液一時貯槽は，廃液

の放射線分解によって発生する水素
（２０）

を希釈するために，その他再処理設

備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給する設計とする。高レベ
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ル濃縮廃液一時貯蔵は，必要に応じて廃液を中和処理できる設計とする。

高レベル濃縮廃液一時貯槽は，液温の監視用に温度計を設ける。 

 (ｂ) 不溶解残渣廃液一時貯槽 

 不溶解残渣廃液一時貯槽は，内包する不溶解残渣廃液の崩壊熱を除去

するため冷却ジャケットを設置する。冷却ジャケットは，２系列で構成

し，各系列は，それぞれ複数の冷却ジャケットを有する。さらに，廃液

かくはん用にかくはん装置を設ける。また，不溶解残渣廃液一時貯槽は，

廃液の放射線分解によって発生する水素
（１４）

を希釈するために，その他再処

理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給する設計とする。不

溶解残渣廃液一時貯槽は，液温の監視用に温度計を設ける。 
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7.3.2.3.5  試験・検査 

 高レベル濃縮廃液貯槽等の機器は，据付け検査，外観検査等の品質保証

活動のもとに据付けを行う。 

 

7.3.2.3.6  評  価 

 (１) 閉じ込め 

 高レベル廃液貯蔵設備の主要機器は，腐食し難いステンレス鋼を用い，

かつ，接液部は溶接構造で漏えいし難い設計とし，さらに，気体廃棄物

の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備により負圧を維持する設計としてい

るので，閉じ込め機能を確保できる。 

 高レベル廃液貯蔵設備の主要機器を収納するセルの床には，漏えい液

受皿を設置し，漏えい検知装置により漏えいを検知し，漏えいした廃液

を高レベル廃液共用貯槽等に移送する設計としているので，万一の液体

状の放射性物質の漏えいを想定しても，その拡大を防止できる。 

 (２) 火災及び爆発の防止 

 高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，

高レベル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，不溶解残渣廃液一

時貯槽は，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供

給し，廃液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制

する設計とし，さらに，これらの機器を接地しているので爆発を防止で

きる。 

 (３) 崩壊熱除去 

 高レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯槽，不溶解残渣廃液貯槽，

高レベル廃液共用貯槽，高レベル濃縮廃液一時貯槽，不溶解残渣廃液一

時貯槽は，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系から冷却水を供

（１４）（２０） 
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給しているので崩壊熱を除去できる。 
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7.3.3 低レベル廃液処理設備 

7.3.3.1 概  要 

低レベル廃液処理設備は，第１低レベル廃液処理系，第２低レベル廃

液処理系，洗濯廃液処理系，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処

理系，油分除去系，及び海洋放出管理系で構成し，低レベル廃液をその性

状に応じて分類後処理し，処理後の排水は，放出管理を行って海洋へ放出

する。低レベル廃液処理設備のうち，海洋放出管理系の一部は，ＭＯＸ燃

料加工施設と共用する。 

 各施設の管理区域内で発生する廃液のうち高レベル廃液及び廃溶媒以外

の廃液は，低レベル廃液としてそれぞれの建屋に設けた中間貯槽に性状に

応じて分類して集め，低レベル廃液処理設備へ移送する。 

低レベル廃液処理設備系統概要図を第7.3－５図に示す。 
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7.3.3.2 設計方針 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 ａ．低レベル廃液処理設備は，海洋に放出する排水中の放射性物質の濃度

及び量を合理的に達成できる限り低くするために，廃液の性状に応じ

て蒸発，ろ過等の適切な処理を行う設計とする。 

 ｂ．低レベル廃液処理設備で処理した処理水は，放出管理が行える海洋放

出管理系を経て十分な拡散効果を有する海洋放出口から放出する設計

とする。 

 (２) 閉じ込め 

 低レベル廃液処理設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し難い材

料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とするとともに，万一放射性物質

が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置できる設計とす

る。 

 (３) 共  用 

低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ燃料加工施設で濃度限度以下

であることを確認した排水を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放出管

を経て海洋に放出するまでの排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加工

施設と共用する設計とし，ＭＯＸ燃料加工施設において故障その他の

異常が発生した場合は，排水を第１放出前貯槽に受け入れる経路上に

設置する弁を閉止することにより，ＭＯＸ燃料加工施設からの波及的

影響を及ぼさない設計とすることで，共用によって再処理施設の安全

性を損なわない設計とする。 

 (４) その他 

 低レベル廃液処理設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備

は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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7.3.3.3  主要設備の仕様 

  低レベル廃液処理設備の主要設備の仕様を第7.3－３表に示す。 

  なお，低レベル廃液処理設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系及び海洋放出管理系の一

 部は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる。 

 

６－７－310



7.3.3.4 系統構成及び主要設備 

低レベル廃液処理設備は，１系列（一部２系列）で構成し，処理能力

は，各施設から発生する低レベル廃液を処理することが可能な能力を有す

る。また，低レベル廃液処理設備で処理した低レベル廃液を約100ｍ３／ｈ

で海洋放出できる能力を有する。 

低レベル廃液処理設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備

は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

(１) 系統構成

ａ．第１低レベル廃液処理系 

 第１低レベル廃液処理系は，高レベル廃液処理設備のアルカリ廃液濃

縮缶凝縮器からの凝縮液，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設備の溶媒

再生系のウラン精製系の第２洗浄器等から受け入れた廃液，その他再処

理設備の附属施設の分析設備の廃液，各施設からの床ドレン等及び六ヶ

所保障措置分析所内の，貯留容器にて一時貯留し，六ヶ所保障措置分析

所が法令に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度以下であることを確

認した排水を第１低レベル第１廃液受槽等に受け入れ，第１低レベル廃

液蒸発缶で蒸発濃縮する。第１低レベル廃液蒸発缶の濃縮液は，固体廃

棄物の廃棄施設の低レベル固体廃棄物処理設備の乾燥装置へ移送し，凝

縮液は第２低レベル廃液処理系の第２低レベル廃液受槽へ移送する。 

ｂ．第２低レベル廃液処理系 

 第２低レベル廃液処理系は，酸及び溶媒の回収施設の第１酸回収系の

精留塔及び第２酸回収系の精留塔からの回収した水，第１低レベル廃液

処理系の第１低レベル廃液蒸発缶からの凝縮液等を第２低レベル廃液受

槽に受け入れ，第２低レベル廃液蒸発缶で蒸発濃縮する。第２低レベル

廃液蒸発缶の濃縮液は，酸及び溶媒の回収施設の第１酸回収系の第１供
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給槽又は第２供給槽へ移送し，凝縮液は油分除去系の油分除去装置へ移

送する。 

 ｃ．洗濯廃液処理系 

 洗濯廃液処理系は，再処理施設の管理区域で使用した防護衣を洗濯す

る際に発生する洗濯廃液の処理を行う。洗濯廃液は，ろ過後，海洋放出

管理系の第１放出前貯槽へ移送する。 

 ｄ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系は，使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設で発生する低レベル廃液を処理する。 

 使用済燃料輸送容器の内部水，使用済燃料輸送容器の内部除染水等は，

第１ろ過装置で処理した後，機器ドレン等とともに，第２ろ過装置及び

脱塩装置にて処理する。脱塩装置からの処理水は，第６低レベル廃液蒸

発缶へ，必要に応じ第５低レベル廃液蒸発缶又は第１低レベル廃液蒸発

缶へ移送するか，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の補給水槽に移

送し，貯蔵後再使用する。第６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃

液蒸発缶は，受け入れた低レベル廃液を蒸発濃縮し，濃縮液は，低レベ

ル濃縮廃液貯槽に一時貯蔵し，固体廃棄物の廃棄施設の低レベル濃縮廃

液処理系の固化装置へポンプで移送する。凝縮液は，海洋放出管理系の

第１放出前貯槽へ移送する。ただし，再処理設備本体の運転開始に先立

ち使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を使用する場合は，第２放出前

貯槽へ移送する。 

 また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の管理区域で使用した防

護衣を洗濯する際に発生する洗濯廃液等は，洗濯廃液ろ過装置にてろ過

処理した後，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送する。ただし，再

処理設備本体の運転開始に先立ち使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設
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を使用する場合は，第２放出前貯槽へ移送する。 

ｅ．油分除去系 

 油分除去系は，第２低レベル廃液処理系の第２低レベル廃液蒸発缶か

らの凝縮液，せん断処理施設，溶解施設，分離施設及び精製施設の試薬

ドレン，並びに再処理施設の管理区域で発生する手洗い水等の油分を含

む可能性のある放射性物質の濃度が極めて小さい廃液，また，六ヶ所保

障措置分析所内の，貯留容器にて一時貯留し，六ヶ所保障措置分析所が

法令に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度以下であることを確認し

た排水を受け入れ，油分除去装置で廃液中の油分を除去する。廃液は，

油分除去後，海洋放出管理系の第１放出前貯槽へ移送する。 

ｆ．海洋放出管理系 

 海洋放出管理系の第１放出前貯槽は，油分除去系の油分除去装置，洗

濯廃液処理系の洗濯廃液ろ過装置並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設廃液処理系の第６低レベル廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発

缶及び洗濯廃液ろ過装置からの処理済廃液を受け入れる。第２放出前貯

槽は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系の第６低レベル

廃液蒸発缶又は第５低レベル廃液蒸発缶及び洗濯廃液ろ過装置からの処

理済廃液を受け入れる。また，再処理施設の管理区域で発生する空調ド

レン等の放射性物質の濃度が極めて小さい廃液は，第１放出前貯槽に受

け入れる。さらに，ＭＯＸ燃料加工施設の排水口から排出された放射性

物質の濃度が線量告示に定められた濃度限度以下の排水を，第１放出前

貯槽に受け入れる。 

 第１放出前貯槽及び第２放出前貯槽では，それぞれ約370ｍ３／日及び

約70ｍ３／日で受け入れた廃液の試料採取を行い，放射線管理施設の放

出管理分析設備にて放射性物質の量及び濃度を確認した後，それぞれ第
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１海洋放出ポンプ及び第２海洋放出ポンプで海洋放出管を経て海洋に放

出する。それぞれのポンプの吐出側には流量計を設置し流量を監視する

とともに，１基の貯槽から廃液を放出している間は，他の貯槽からは放

出しない設計とする。 

 第２海洋放出ポンプから導く海洋放出管は，再処理設備本体の運転開

始時には，第１海洋放出ポンプから導く海洋放出管との合流部で切り離

し，以後使用しない設計とする。 

 ＭＯＸ燃料加工施設からの排水を第１放出前貯槽に受け入れ，海洋放

出管を経て海洋に放出するまでの排水が通過する経路は，ＭＯＸ燃料加

工施設と共用する。 

 (２) 主要設備 

 低レベル廃液処理設備の主要機器は，ステンレス鋼等を用い，接液部

は溶接構造等の設計とする。また，万一放射性物質を含む廃液が漏えい

した場合に備えて，機器を収納する室の床には，ステンレス鋼製又は樹

脂製の漏えい液受皿を設置するとともに，漏えいを検知できる設計とす

る。漏えいした廃液は，適切に移送する設計とする。 

 海洋放出管の陸上部は，保護管を設置する。また，海洋放出管は，加

圧試験により健全性が確認できる設計とする。 

 低レベル廃液処理設備の主要機器は，気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類

廃ガス処理設備又は換気設備に接続する設計とする。 

 その他核種について第１低レベル廃液蒸発缶，第２低レベル廃液蒸発

缶及び第５低レベル廃液蒸発缶の除染係数は，50以上，第６低レ
（ ２ １ ） （ ２ ２ ）

ベル

廃液蒸発缶の除染係数は，100以上，第１ろ過
（ ２ １ ） （ ２ ２ ）

装置の除染係数は， 

10,000以 上 ，
（２３）（２４）

第２ろ過装置及び脱塩装置の除染係数は100以上得
（２５）（２６）

られ

る設計とする。 
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7.3.3.5  試験・検査 

  海洋放出管は，定期的な加圧試験を行う。 
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7.3.3.6 評  価 

 (１) 放射性物質の放出低減 

 低レベル廃液処理設備は，廃液の性状に応じた適切な処理を行うこと

により，海洋に放出する排水中の放射性物質の濃度及び量を合理的に達

成できる限り低くすることができる。また，低レベル廃液処理設備で処

理した処理水は，海洋放出管を経て十分な拡散効果を有する海洋放出口

から放出することができる。 

 (２) 閉じ込め 

 低レベル廃液処理設備の主要機器は，ステンレス鋼等の腐食し難い材

料を用い，かつ，接液部は溶接構造等で漏えいし難い設計とし，さらに，

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備等により負圧を維持する

設計としているので，閉じ込め機能を確保できる。 

 低レベル廃液処理設備の主要機器を収納する室の床には，ステンレス

鋼製又は樹脂製の漏えい液受皿を設置し，漏えいを検知できる設計とす

るとともに，漏えいした廃液を適切に移送する設計としているので，万

一の液体状の放射性物質の漏えいを想定しても，その拡大を防止できる。 

 海洋放出管は，加圧試験により健全性の確認ができる。 

 (３) 共  用 

 低レベル廃液処理設備のうち，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する経路

は，ＭＯＸ燃料加工施設において故障その他の異常が発生した場合でも，排水

を第１放出前貯槽に受け入れる経路上に設置する弁を閉止することにより，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設からの波及的影響を及ぼさない設計とすることで，共用によ

って再処理施設の安全性を損なわない。 
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(４) その他

低レベル廃液処理設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵設備廃液処理系等は，再処理設備本体の運

転開始に先立ち使用できる設計としている。 

６－７－317



 

 

第7.3－１表 高レベル廃液濃縮設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 高レベル廃液濃縮系 

 ａ．高レベル廃液供給槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   ２（うち１基は長期予備） 

    容  量   約20ｍ３／基 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｂ．高レベル廃液濃縮缶 

    種  類   ケトル形減圧蒸発方式 

    基  数   ２（うち１基は長期予備） 

    容  量   約22ｍ３／基 

    処理容量   約３ｍ３／ｈ（１基当たり） 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｃ．高レベル廃液濃縮缶凝縮器 

    種  類   横置多管式 

    基  数   ２（うち１基は長期予備） 

    容  量   約３ｍ３／ｈ（１基当たり） 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｄ．減衰器   

    種  類   円筒形蛇管 

    基  数   １ 

    保持時間   約30分 

    主要材料   ステンレス鋼 
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 (２) アルカリ廃液濃縮系 

 ａ．アルカリ廃液供給槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   １ 

     容  量   約10ｍ３ 

    主要材料   ステンレス鋼 

  ｂ．アルカリ廃液濃縮缶 

    種  類   ケトル形 

     基  数   １ 

     容  量   約８ｍ３ 

     処理容量   約0.3ｍ３／ｈ 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｃ．アルカリ廃液濃縮缶凝縮器 

    種  類   横置多管式 

    基  数   １ 

    容  量   約0.3ｍ３／ｈ 

    主要材料   ステンレス鋼 
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第7.3－２表 高レベル廃液貯蔵設備の主要設備の仕様 

(１) 高レベル濃縮廃液貯蔵系

ａ．高レベル濃縮廃液貯槽 

種  類   たて置円筒形 

基  数   ２ 

容  量   約120ｍ３／基 

主要材料   ステンレス鋼

 ｂ．高レベル濃縮廃液一時貯槽 

種  類   たて置円筒形 

基  数   ２ 

容  量   約25ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼

(２) 不溶解残渣廃液貯蔵系

ａ．不溶解残渣廃液貯槽 

種  類   たて置円筒形 

基  数   ２ 

容  量   約70ｍ３／基 

主要材料   ステンレス鋼

ｂ．不溶解残渣廃液一時貯槽 

種  類   たて置円筒形 

基  数   ２ 

容  量   約５ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼
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 (３) アルカリ濃縮廃液貯蔵系 

   アルカリ濃縮廃液貯槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   １ 

    容  量   約120ｍ３  

    主要材料   ステンレス鋼 

 (４) 共用貯蔵系 

   高レベル廃液共用貯槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   １ 

    容  量   約120ｍ３  

    主要材料   ステンレス鋼 
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第7.3－３表 低レベル廃液処理設備の主要設備の仕様 

 

 (１) 第１低レベル廃液処理系 

ａ．第１低レベル第１廃液受槽 

    種  類    ライニング槽 

    基  数    ４ 

    容  量    約180ｍ３／基 

    ライニング材料 ステンレス鋼 

 ｂ．第１低レベル第２廃液受槽 

    種  類    たて置円筒形 

    基  数    １ 

    容  量    約50ｍ３ 

    主要材料    ステンレス鋼 

 ｃ．第１低レベル廃液蒸発缶 

    種  類    熱サイホン式 

    基  数    １ 

    容  量    約3.8ｍ３／ｈ 

    主要材料    ステンレス鋼 

 (２) 第２低レベル廃液処理系 

 ａ．第２低レベル廃液受槽 

    種  類    ライニング槽 

   基  数    ４ 

    容  量    約350ｍ３／基 

    ライニング材料 ステンレス鋼 
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 ｂ．第２低レベル廃液蒸発缶 

    種  類   熱サイホン式 

    基  数   １ 

    容  量   約13ｍ３／ｈ 

    主要材料   ステンレス鋼 

 (３) 洗濯廃液処理系 

 ａ．洗濯廃液ろ過装置 

    種  類   円筒形圧力式  

    基  数   ２ 

    容  量   約3.5ｍ３／ｈ 

    主要材料   ステンレス鋼 

(４) 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系＊  

ａ．除染ピット 

   種  類   たて置円筒形 

   基  数   １ 

   容  量   約18ｍ３ 

   主要材料   ステンレス鋼 

ｂ．第１ろ過装置 

  種  類   セラミック式 

  基  数   ２ 

  容  量   約２ｍ３／ｈ（１基当たり） 

  主要材料   ステンレス鋼 
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ｃ．第２ろ過装置 

  種  類   中空糸膜式 

  基  数   ２ 

  容  量   約５ｍ３／ｈ（１基当たり） 

  主要材料   ステンレス鋼 

ｄ．脱塩装置 

  種  類   混床式 

  基  数   １ 

  容  量   約10ｍ３／ｈ 

  主要材料   ステンレス鋼 

ｅ．第５低レベル廃液蒸発缶 

  種  類   熱サイホン式 

  基  数   １ 

  容  量   約２ｍ３／ｈ 

  主要材料   ステンレス鋼 

ｆ．第６低レベル廃液蒸発缶 

  種  類   強制循環式 

  基  数   １ 

  容  量   約2.5ｍ３／ｈ 

  主要材料   ニッケル基合金 

ｇ．低レベル濃縮廃液貯槽 

  種  類   たて置円筒形 

  基  数   ３ 

  容  量   約60ｍ３／基（２基） 

         約６ｍ３／基（１基） 
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  主要材料  ステンレス鋼（約60ｍ３／基の貯槽）

ニッケル基合金（約６ｍ３／基の貯槽）

ｈ．洗濯廃液ろ過装置 

  種  類   円筒形圧力式 

  基  数   １ 

  容  量   約３ｍ３／ｈ 

  主要材料  ステンレス鋼

(５) 油分除去系

油分除去装置

  種  類   活性炭充てん式 

  基  数   ２ 

  容  量   約25ｍ３／ｈ（１基当たり） 

主要材料 ステンレス鋼

(６) 海洋放出管理系

ａ．第１放出前貯槽（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

種  類   ライニングプール式 

基  数   ４ 

容  量   約600ｍ３／基 

主要材料   ステンレス鋼 

ｂ．第２放出前貯槽＊  

種  類   たて置円筒形 

基  数   ２ 

容  量   約100ｍ３／基 

主要材料 ステンレス鋼
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  ｃ．第１海洋放出ポンプ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    種  類   うず巻式 

    台  数   ２ 

     容  量   約100ｍ３／ｈ（１台当たり） 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｄ．第２海洋放出ポンプ＊  

    種  類   うず巻式 

     台  数   ２ 

    容  量   約100ｍ３／ｈ（１台当たり） 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｅ．海洋放出管＊ （ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

    数  量   １ 

    管  径   陸上部 約150 ｍｍ 

           海域部 約200 ｍｍ 

    主要材料   陸上部 ステンレス鋼 

           海域部 炭素鋼 

    海洋放出口  １個 

           海底より約３ｍ立上げ，ノズル径約75ｍｍ 

 

 注） ＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備である。 
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第 7.3－2 図 高レベル廃液濃縮缶概要図 
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高レベル廃液濃縮設備の 
高レベル廃液濃縮系等 
から 
（高レベル廃液濃縮缶等） 

固体廃棄物の廃棄施設の高レベ

ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 設 備 へ

高レベル廃液調整槽 

溶解施設の清澄・計量設 
備から 
（不溶解残渣回収槽） 

高レベル廃液濃縮設備の 
アルカリ廃液濃縮系から 
（アルカリ廃液濃縮缶） 

分離施設の分離建屋一時 
貯留処理設備から 
（第 10 一時貯留処理槽等） 

不溶解残渣廃液貯蔵系 

アルカリ濃縮廃液貯蔵系 

高レベル濃縮廃液貯蔵系 

高レベル廃液混合槽  アルカリ濃縮廃液中和槽 

凡例 

高レベル廃液共用貯槽使用時の系統 
 

廃液 
 

共用貯蔵系 

高レベル濃縮 

廃液一時貯槽 

高レベル廃液 

共用貯槽 

アルカリ濃縮 

廃液貯槽 

不溶解残渣廃 

液一時貯槽  

不溶解残渣廃 

液貯槽  

高レベル濃縮 

廃液貯槽 

第 7.3－3 図 高レベル廃液貯蔵設備系統概要図    
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第 7.3－4 図 高レベル濃縮廃液貯槽概要図 
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第２低レベル 

廃 液 受 槽 

第１低レベル 

第１廃液受槽 

第２低レベル 

廃 液 蒸 発 缶 

第１低レベル 

第２廃液受槽 

第１低レベル 

廃 液 蒸 発 缶 

固 体 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 の               

低レベル固体廃棄物処理設備へ 

  （乾燥装置） 

酸及び溶媒の回収施設の酸回収 

設備（第１酸回収系）へ 

（再利用）（第１供給槽又は第２供給槽） 

海洋放出 海洋放出管 第１海洋放出ポンプ 

第２海洋放出ポンプ 

第２放出前貯槽 

第 １ 放 出 前 貯 槽 油 分 除 去 装 置 

（油分除去系） （海洋放出管理系） 

洗 濯 廃 液 

ろ 過 装 置 

第６低レベル 

廃 液 蒸 発 缶 

低 レ ベ ル 

濃縮廃液貯槽 

固体廃棄物の廃棄施設 

の低レベル固体廃棄物 

処理設備へ 

（固化装置） 

（第１低レベル廃液処理系）

（第２低レベル廃液処理系） 

液体廃棄物の廃棄施設の高レベ

ル廃液処理設備，その他再処理設

備の附属施設の分析設備，せん断

処理施設，溶解施設，分離施設，

精製施設等から［凝縮液，床ドレ

ン等］ 

（アルカリ廃液濃縮缶凝縮器

等）

酸及び溶媒の回収施設の酸回収 

設備（第１酸回収系，第２酸回 

収系）等から［凝縮液等］ 

（精留塔等） 

洗 濯 廃 液
（洗濯廃液処理系） 

せん断処理施設，溶解施設，分

離施設，精製施設，固体廃棄物

の廃棄施設の高レベル廃液 

ガ ラ ス 固 化 設 備 等 か ら             

［試薬ドレン，手洗い水等］

脱硝施設，固体廃棄物の廃棄施 

設の低レベル固体廃棄物処理設 

備等から［空調ドレン等］ 

使用済燃料の受入れ施 

設及び貯蔵施設の使用 

済燃料貯蔵設備へ 

（再利用） 使用済燃料の受入 

れ施設及び貯蔵施 

設の補給水設備 

補 給 水 槽 

凡例 

溶液 

濃縮液 

凝縮液 

使用済燃料の 

受入れ施設及び 

貯蔵施設から

（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系） 

 ［床ドレン等］ 

第１ろ過装置 第２ろ過装置 

第１ろ過装置 第２ろ過装置 脱 塩 装 置 

洗 濯 廃 液 

ろ 過 装 置 

使用済燃料輸送容器の内部水， 

使用済燃料輸送容器の内部除染水等 

第 7.3－５図 低レベル廃液処理設備系統概要図 

［機器ドレン等］ 

［洗濯廃液等］ 

第５低レベル 

廃 液 蒸 発 缶 

本範囲の設備は、

使用済燃料の受

入れ及び貯蔵に

係る設備である。

酸及び溶媒の回収施設の溶媒回

収設備（溶媒再生系のウラン精製

系）から（第２洗浄器等） 

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設 か

ら 

線量告示に定められた濃度限度以下の排水 
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7.4  固体廃棄物の廃棄施設 

7.4.1   概    要 

 固体廃棄物の廃棄施設は，各施設及び六ヶ所保障措置分析所（以下 7.4

では「各種施設」という。）で発生する高レベル廃液，低レベル濃縮廃液，

廃溶媒，雑固体等をそれぞれの性状に応じて固化，乾燥，熱分解，焼却等

の処置を施し容器に詰めた後，又は貯槽に受け入れた後，保管廃棄する施

設であり，以下の設備で構成する。また，ＭＯＸ燃料加工施設で発生し容

器に詰められた雑固体を保管廃棄する。 

  高レベル廃液ガラス固化設備 

  ガラス固化体貯蔵設備 

  低レベル固体廃棄物処理設備 

  低レベル固体廃棄物貯蔵設備 

 なお，各種施設で発生する雑固体は，発生するそれぞれの建屋で，必要

な場合には一時集積場所を設定した上で集積・保管し，雑固体に応じた運

搬容器に収納した後，クレーン等により運搬車に載せ，低レベル廃棄物処

理建屋，第２低レベル廃棄物貯蔵建屋，第４低レベル廃棄物貯蔵建屋等に

運搬し，クレーン等により低レベル固体廃棄物処理設備又は低レベル固体

廃棄物貯蔵設備に受け入れる。 

また，雑固体のうち，各施設から発生する廃活性炭は，水切りした後，

それぞれの建屋で，必要な場合には一時集積場所を設定した上で集積・保

管し，ドラム缶に収納した後，クレーン等により運搬車に載せ，第２低レ

ベル廃棄物貯蔵建屋，第４低レベル廃棄物貯蔵建屋等に運搬し，クレーン

等により低レベル固体廃棄物貯蔵設備に受け入れる。 

 ＭＯＸ燃料加工施設で容器に詰められ第２低レベル廃棄物貯蔵建屋に運

搬された雑固体は，クレーン等により低レベル廃棄物貯蔵設備の第２低レ

ベル廃棄物貯蔵系に受け入れる。 
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7.4.2  高レベル廃液ガラス固化設備 

7.4.2.1  概  要 

 高レベル廃液ガラス固化設備は，高レベル濃縮廃液，アルカリ濃縮廃

液，アルカリ洗浄廃液及び不溶解残渣廃液をガラス固化する設備である。 

 高レベル廃液ガラス固化設備系統概要図を第7.4－１図に示す。 
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7.4.2.2 設計方針 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液ガラス固化設備の放射性物質を内包する機器は，腐食し

難い材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とするとともに，万一液体

状の放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置

できる設計とし，さらに気体廃棄物の廃棄施設により負圧を維持する設

計とする。 

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液混合槽等の廃液の放射線分解により発生する水素の濃度

が過度に上昇する可能性のある機器は，水素の爆発を防止できる設計と

する。 

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液混合槽等の高濃度の放射性物質を内包する機器は，崩壊

熱による過度の温度上昇を防止するため，適切な冷却機能を有する設計

とする。 

(４) 単一故障

安全上重要な流下停止系は，それらを構成する動的機器の単一故障を

仮定しても安全機能を確保できる設計とする。 

(５) 外部電源喪失

安全上重要な流下停止系は，非常用所内電源系統に接続し，外部電源

が喪失した場合でも安全機能が確保できる設計とする。 

(６) 落下防止

ガラス固化体検査室天井クレーン等は，ガラス固化体の落下を防止で

きる設計とし，固化セル移送台車は，ガラス固化体の転倒を防止できる

設計とする。 
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  また，万一のガラス固化体の落下によっても，ガラス固化体容器に著

しい損傷を与えない設計とする。 

 (７) 試験及び検査 

 安全上重要な流下停止系は，定期的に試験及び検査ができる設計とす

る。 
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7.4.2.3 主要設備の仕様 

 高レベル廃液ガラス固化設備の主要設備の仕様を第7.4－１表に示す。 

 また，ガラス溶融炉概要図を第7.4－２図に示す。 
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7.4.2.4 系統構成及び主要設備 

 高レベル廃液ガラス固化設備は，２系列(一部１系列)で構成し，通常は

２系列で運転するが，１系列故障時等には，１系列で運転できるよう設計

する。 

 高レベル廃液ガラス固化設備は，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液

処理設備の高レベル廃液濃縮系等から発生する高レベル廃液を処理するこ

とが可能な能力を有する。 

 (１) 系統構成 

 高レベル廃液ガラス固化設備は，液体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃

液貯蔵設備から高レベル濃縮廃液及び不溶解残渣廃液を高レベル廃液混

合槽に受け入れる。また，アルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄廃液をア

ルカリ濃縮廃液中和槽に受け入れる。 

必要に応じて中和等の処理をしたアルカリ濃縮廃液及びアルカリ洗浄

廃液は，高レベル廃液混合槽に移送する。高レベル廃液混合槽内の廃液

は，必要に応じて組成調整を行った後，供給液槽及び供給槽を経てガラ

ス溶融炉に移送し，ガラス原料とともに，1,100～1,200℃程度で溶融す

る。また，ガラス溶融炉の洗浄運転を実施する場合は，高レベル廃液に

替えてガラス溶融炉に模擬廃液を移送し，ガラス原料とともに溶融する。 

ガラス溶融炉内で溶融したガラスは，固化セル移送台車上のガラス固

化体容器に注入する。注入後，ふたを溶接し，表面汚染検査等の検査を

実施したガラス固化体は，ガラス固化体検査室天井クレーンによりガラ

ス固化体貯蔵設備に移送する。 

なお，ガラス固化体貯蔵設備で貯蔵中のガラス固化体の過度の温度上

昇を防止する観点から，高レベル廃液ガラス固化設備では，ガラス固化

体１本当たりの発熱量2.3ｋＷ以下を目標としてガラス固化体を製造す
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る
（２８）

。 

 (２) 主要設備 

 高レベル廃液ガラス固化設備の主要機器のうち，槽類は，ステンレス

鋼を用い接液部は溶接構造等の設計とし，ガラス溶融炉は，溶融槽を耐

火レンガで構成し，外側をステンレス鋼製のケーシングで覆う構造とす

る。また，万一放射性物質を含む廃液が漏えいした場合に備えて，機器

を収納するセルの床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製の漏

えい液受皿を設置し，漏えいした廃液は，液体廃棄物の廃棄施設の高レ

ベル廃液共用貯槽等に移送する設計とする。 

なお，高レベル廃液混合槽等を収納するセルにおいて，万一漏えいが

起きた場合は，漏えいした廃液が沸騰するおそれがあるため，漏えい検

知装置を多重化するとともに，漏えい液移送のためのスチーム ジェッ

トポンプの蒸気は，その他再処理設備の附属施設の安全蒸気系から適切

に供給する設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備の主要機器は，気体廃棄物の廃棄施設の

高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備又は高レベル廃液ガラス固化建

屋塔槽類廃ガス処理設備に接続し，負圧の維持ができる設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備の高レベル廃液混合槽等の高濃度の放射

性物質を内包する機器は，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気

系から空気を適切に供給し，廃液の放射線分解により発生する水素を可

燃限界濃度未満に抑制する設計とするとともに，接地し，着火源を排除

する。 

高レベル廃液ガラス固化設備の高レベル廃液混合槽等の高濃度の放射

性物質を内包する機器は，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系

から冷却水を適切に供給し，崩壊熱を除去する設計とする。 
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高レベル廃液ガラス固化設備の高レベル廃液混合槽等は内包する廃液

の温度を監視し，ガラス溶融炉は耐火レンガの温度等を監視することに

より，運転状態を監視できる設計とする。また，固化セル移送台車上の

質量を監視することにより溶融ガラスの流下量の監視ができる設計とす

る。ガラス固化体の組成管理のため，ガラス溶融炉への高レベル廃液の

供給量，ガラス原料供給量及びガラス固化体容器へのガラス注入量の監

視ができる設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備のガラス溶融炉は，計測制御系統施設の

固化セル移送台車上の重量計の信号が固化ガラス１本分の質量になると

発信する信号（以下「質量信号」という。）により，流下ノズルの加熱

を停止し，さらに，流下ノズル冷却用の冷却空気供給用弁を開とし，そ

の他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を供給し，溶融ガ

ラスの流下停止を行う流下停止系を設ける設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備の安全上重要な流下停止系は，それを構

成する動的機器の単一故障を仮定しても溶融ガラスの流下停止機能を確

保するように，弁を多重化する設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備の安全上重要な流下停止系は，その他再

処理設備の附属施設の非常用所内電源系統に接続する設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化設備のガラス溶融炉等は，保守・補修を考慮

した設計とする。また，保守・補修が容易かつ短期間にできて放射線業

務従事者の線量を可能な限り低くするように，保守用の室を適切な位置

に配置するとともに，保守・補修に使用するクレーン等の機器を適切に

配置する設計とする。 
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 ａ．高レベル廃液調整槽 

 (ａ) 高レベル廃液混合槽 

 高レベル廃液混合槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため独立し

た２系列の冷却コイルを設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷

却水系から冷却水を適切に供給する設計とする。さらに，廃液かくはん

用にかくはん装置を設ける。また，高レベル廃液混合槽は，廃液の放射

線分解により発生する水素を
（１４）

希釈するために，その他再処理設備の附

属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給する設計とする。高レベ

ル廃液混合槽は，液温の監視用に温度計を設ける。 

 (ｂ) アルカリ濃縮廃液中和槽 

アルカリ濃縮廃液中和槽は，廃液かくはん用にかくはん装置を設

ける。また，アルカリ濃縮廃液中和槽は，必要に応じて廃液を中和

等の処理ができる設計とする。 

 ｂ．高レベル廃液供給液槽 

 (ａ) 供給液槽 

 供給液槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，独立した２系列

の冷却コイルを設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系か

ら冷却水を適切に供給する設計とする。さらに，廃液かくはん用にかく

はん装置を設ける。また，供給液槽は，廃液の放射線分解により発生す

る水素を
（１４）

希釈するために，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空

気系から空気を適切に供給する設計とする。供給液槽は，液温の監視用

に温度計を設ける。供給液槽は，ガラス溶融炉へ供給する高レベル廃液

の供給量監視用に液位計を設ける。 

 (ｂ) 供 給 槽   

 供給槽は，内包する廃液の崩壊熱を除去するため，独立した２系列の
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冷却コイルを設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系から

冷却水を適切に供給する設計とする。さらに，廃液かくはん用にかくは

ん装置を設ける。また，供給槽は，廃液の放射線分解により発生する水

素を
（１４）

希釈するために，その他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系

から空気を適切に供給する設計とする。供給槽は，液温の監視用に温度

計を設ける。 

 ｃ．ガラス溶融炉 

 ガラス溶融炉は，耐火レンガの組積構造により溶融槽を構成し，その

外側をステンレス鋼製のケーシングで覆う構造とする。 

 高レベル廃液又は模擬廃液及びガラス原料は，ガラス溶融炉内へ投入

し，炉内に設置した電極を介してガラスに直接電流を流すことによって

発生するジュール熱によりガラスを加熱溶融する。ガラス溶融炉内の溶

融ガラスは，ガラス溶融炉下部の流下ノズルを加熱することによりガラ

ス固化体容器に注入する。 

 ガラス溶融炉は，溶融ガラスの監視用に耐火レンガ内部に温度計を設

ける。また，ガラス原料供給量の監視用に供給量積算計を設ける。 

 ガラス溶融炉は，固化セル移送台車の重量計により流下ガラス質量を

監視するとともに，流下ガラスがガラス固化体容器以外に流下すること

を防止するため，流下停止系を設ける設計とする。 

  ガラス溶融炉は，クレーン等により遠隔で保守可能な設計とする。 

  ガラス溶融炉は，運転中に流下性の改善を図るため，棒状の装置を炉

の上部から流下ノズル内部に挿入できる構造とする。 

 また，製造するガラス固化体の概要は，以下のとおりである。 

    質 量  ガラス固化体質量   約500ｋｇ／本 

         固化ガラス質量    約400ｋｇ／本 
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    寸 法  外  径       約430ｍｍ 

         高  さ       約1,340ｍｍ 

         容器肉厚       約６ｍｍ 

    発熱量             約2.3ｋＷ／本 

    材 料  固化ガラス      ほうけい酸ガラス 

         容  器       ステンレス鋼 

 なお，ガラス固化体の発熱量は，高レベル廃液の分析値のばらつき，

ガラス溶融炉への高レベル廃液及びガラス原料の供給量の変動並びにガ

ラス固化体容器へのガラス注入量の変動を考慮すると目標からばらつく

ことが考えられ，2.3ｋＷ／本以下を目標としてガラス固化体を製造す

る場合，製造されるガラス固化体の発熱量は，ばらつきを考慮して１本

の最大値としては 2.8ｋＷ／本となるような設計とする。 

 ガラス固化体概要図を第7.4－３図に示す。 

 ｄ．固化セル移送台車 

 固化セル移送台車は，ガラス固化体が転倒しない構造とするととも

に，遠隔自動運転とし，運転を安全かつ確実に行うため，逸走防止の

インターロックを設ける設計とする。 

 ｅ．溶 接 機   

 溶接機は，ガラス固化体内容物の飛散防止等の物理的閉じ込め機能を

確保するため，固化セル内でガラス固化体容器にふたを溶接する装置で

ある。 

 ｆ．除染装置 

 除染装置は，ガラス固化体を固化セルからつり上げ，ガラス固化体の

表面の除染を行う装置である。除染装置のガラス固化体のつり上げ機構

は，ガラス固化体の落下防止のため，つりワイヤを二重化し，フックに

６－７－342



脱落防止機構を施すとともに，電源喪失時にもつり荷を保持できるフェ

イルセイフ機構を有する構造とする。さらに，除染装置のガラス固化体

のつり上げ機構は，ガラス固化体のつり上げ高さを９ｍ以内に制限でき

るインターロックを設け，万一のガラス固化体の落下によってもガラス

固化体容器に著しい損傷を与えない設計とする。
（２７）

 

 また，除染装置のガラス固化体のつり上げ機構は，遠隔自動運転とし，

運転を安全かつ確実に行うため，逸走防止のインターロックを設ける。 

 ｇ．ガラス固化体検査室天井クレーン 

 ガラス固化体検査室天井クレーンは，ガラス固化体の落下防止のため，

つりワイヤを二重化し，フックに脱落防止機構を施すとともに，電源喪

失時にもつり荷を保持できるフェイルセイフ機構を有する構造とする。 

 さらに，ガラス固化体検査室天井クレーンは，収納管外でのガラス固

化体のつり上げ高さを９ｍ以内に制限できるインターロックを設け，万

一のガラス固化体の落下によってもガラス固化体容器に著しい損傷を与

えない設計とする。
（２７）

 

 また，ガラス固化体検査室天井クレーンは，遠隔自動運転とし，運転

を安全かつ確実に行うため，逸走防止のインターロックを設ける。 

 ｈ．ガラス固化体検査装置 

 (ａ) ガラス固化体外観検査装置 

 ガラス固化体外観検査装置は，テレビカメラによりガラス固化体の外

観観察及び標識読取りを行う装置である。 

 (ｂ) ガラス固化体表面汚染検査装置 

 ガラス固化体表面汚染検査装置は，ガラス固化体の表面にろ紙を押し

つけることによりスミヤサンプルを採取する装置である。 
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 (ｃ) ガラス固化体閉じ込め検査装置 

 ガラス固化体閉じ込め検査装置は，ガラス固化体を容器内に収納し，

容器内を吸引することによりガラス固化体の閉じ込め性を検査する装置

である。 
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7.4.2.5  試験・検査 

 安全上重要な流下停止系の冷却空気供給用弁は，定期的に開閉の作動状

況を確認する。 

 安全上重要な高レベル廃液混合槽等の機器は，据付け検査，外観検査等

の品質保証活動のもとに据付けを行う。 
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7.4.2.6 評  価 

(１) 閉じ込め

高レベル廃液ガラス固化設備の主要な槽類は，腐食し難いステンレス

鋼を用い，かつ，接液部は溶接構造等とし，ガラス溶融炉は，溶融槽を

耐火レンガで構成し，漏えいし難い設計とする。さらに，これらの機器

は，気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化建屋塔槽類廃ガス

処理設備及び高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備により負圧を維持

する設計とするので閉じ込め機能を確保できる。 

 高レベル廃液ガラス固化設備の主要機器を収納するセルの床には，漏

えい検知装置を備えた漏えい液受皿を設置し，漏えいした廃液を液体廃

棄物の廃棄施設の高レベル廃液共用貯槽等に移送する設計とするので，

万一の放射性廃液の漏えいを想定してもその拡大を防止できる。 

(２) 火災及び爆発の防止

高レベル廃液混合槽等の高濃度の放射性物質を内包する機器は，その

他再処理設備の附属施設の安全圧縮空気系から空気を適切に供給し，廃

液の放射線分解により発生する水素を可燃限界濃度未満に抑制する設計

とし，さらに，これらの機器を接地し，着火源を排除する設計とするの

で，爆発を防止できる。 

(３) 崩壊熱除去

高レベル廃液混合槽等の高濃度の放射性物質を内包する機器は，適切

な冷却系を設置し，その他再処理設備の附属施設の安全冷却水系から冷

却水を適切に供給する設計とするので，崩壊熱を除去できる。 

(４) 外部電源喪失

安全上重要な流下停止系は，その他再処理設備の附属施設の非常用

所内電源系統に接続する設計とするので，外部電源喪失時に溶融ガラス
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の流下停止機能を確保できる。 

 (５) 単一故障 

 安全上重要な流下停止系は，それらを構成する動的機器を多重化する

設計とするので，単一故障を仮定しても溶融ガラスの流下停止機能を確

保できる。 

 (６) 落下防止 

 ガラス固化体検査室天井クレーン等は，つりワイヤの二重化等を行い，

また，固化セル移送台車等は，逸走防上のインターロックの設置等を行

う設計とするので，ガラス固化体の落下及び転倒を防止できる。 

 また，ガラス固化体検査室天井クレーン等は，ガラス固化体を必要以

上の高さにつり上げないインターロックを設ける設計とするので，万一

のガラス固化体の落下によっても，ガラス固化体容器に著しい損傷を与

えることはない。 

 (７) 試験及び検査 

 安全上重要な流下停止系は，定期的に試験及び検査ができる。 
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7.4.3  ガラス固化体貯蔵設備 

7.4.3.1  概  要 

 ガラス固化体貯蔵設備は，高レベル廃液ガラス固化建屋及び第１ガラス

固化体貯蔵建屋に設置するガラス固化体貯蔵設備で構成する。ガラス固化

体貯蔵設備は，高レベル廃液ガラス固化設備にて製造したガラス固化体を

受け入れ，保管廃棄する設備である。 
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7.4.3.2 設計方針 

(１) 崩壊熱除去

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体から発生する崩壊熱によるガ

ラス固化体及び構造物の過度の温度上昇を防止できる設計とする。

(２) 貯蔵容量

ガラス固化体貯蔵設備は，適切な貯蔵容量を有する設計とする。

(３) 落下防止

ガラス固化体貯蔵設備のガラス固化体受入れクレーン及び第１ガラス

固化体貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体の落下を防止できる

設計とし，トレンチ移送台車はガラス固化体の転倒を防止できる設計と

する。 

 また，万一のガラス固化体の落下によっても，ガラス固化体容器に著

しい損傷を与えない設計とする。 
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7.4.3.3 主要設備の仕様 

 ガラス固化体貯蔵設備の主要設備の仕様を第7.4－２表に示す。 

 ガラス固化体貯蔵設備概要図として，第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟

を第7.4－４図(1)に，第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟を第7.4－４図(2)

に示す。また，貯蔵ピット概要図として，第１ガラス固化体貯蔵建屋東

棟を第7.4－５図(1)に，第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟を第7.4－５図(2)

に示す。 
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7.4.3.4 系統構成及び主要設備 

 (１) 系統構成 

 ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵ピット，トレンチ移送台車，ガラス固

化体受入れクレーン及び第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーン，

冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シャフトで構成する。 

ガラス固化体貯蔵設備は，高レベル廃液ガラス固化設備からガラス固

化体を受け入れる。ガラス固化体は，高レベル廃液ガラス固化設備のガ

ラス固化体検査室天井クレーンにより高レベル廃液ガラス固化建屋内の

貯蔵ピットに搬送し，貯蔵するか，又はトレンチ移送台車により第１ガ

ラス固化体貯蔵建屋へ払い出す。高レベル廃液ガラス固化建屋から払い

出したガラス固化体は，ガラス固化体受入れクレーンを用いて，トレン

チ移送台車から取り出す。取り出したガラス固化体は，第１ガラス固化

体貯蔵建屋床面走行クレーンにより第１ガラス固化体貯蔵建屋内の貯蔵

ピットに搬送し，貯蔵する。 

ガラス固化体貯蔵設備の貯蔵容量は，約8,200本である。 

 (２) 主要設備 

 ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱により生じる通

風力によって流れる冷却空気により適切に崩壊熱を除去する設計とする。 

ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去さ

れていることを確認するため，冷却空気の温度を監視する設計とする。 

 ａ．貯蔵ピット 

 貯蔵ピットは，収納管，通風管，支持架構及びプレナム形成板で構成

し，ガラス固化体のもつ閉じ込め機能を維持するために，ガラス固化体

を収納管内に収納し，収納管と通風管の間に冷却空気を流す構造とする。 

 冷却空気は，高さ約29ｍ（高レベル廃液ガラス固化建屋）及び高さ約
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25ｍ（第１ガラス固化体貯蔵建屋）の冷却空気
（ ２ ９ ）

入口シャフトから貯蔵ピ

ットの下部に流入し，円環流路を上昇しながらガラス固化体から発生す

る崩壊熱を除去する。この崩壊熱を除去した空気は，十分な通風力を与

える高さ約35ｍの冷却空気出口シャフト排気口から大気中へ放出する。

29℃を外気温とし，2.3ｋＷのガラス固化体が全数収納された状態での

ガラス固化体の温度は，次のとおりとなる設計とする。 

高レベル廃液ガラス固化建屋の貯蔵ピット 

ガラス固化体容器表面温度 約 270℃ 

ガラス固化体中心温度  約 410℃ 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋の貯蔵ピット 

ガラス固化体容器表面温度 約 280℃ 

ガラス固化体中心温度  約 420℃ 

 この場合，冷却空気の円環流路出口温度は，それぞれ約75℃，約90℃

である。 

 また，発熱量の経年変化を考慮しても，冷却空気流量の減少割合に比

較し，ガラス固化体の崩壊熱量減少割合の方が大きいため，ガラス固化

体の温度が上昇することはない。 

 なお，ガラス固化体からの崩壊熱が適切に除去されていることを確認

するため，冷却空気入口，出口温度監視用に冷却空気入口シャフト，冷

却空気出口シャフトに温度計を設ける。 

 また，収納管は，気体廃棄物の廃棄施設の換気設備に接続し，収納管

内を負圧に維持する。貯蔵ピットは，ガラス固化体貯蔵においてガラス

固化体容器が機械的強度上十分耐え得るたて積み９段以下の設計とする。 

 ガラス固化体貯蔵設備は，貯蔵区域の天井等のコンクリート温度が6

5℃を超えないように断熱材及び貯蔵区域側壁部に空気流路を設けると

６－７－352



ともに，上部及び下部プレナム部での空気流路を形成するプレナム形成

板を設ける設計とする。 

 収納管及び通風管は，使用環境を考慮し，防食処理（アルミニウム溶

射）した炭素鋼を用いる設計とする。 

 収納管は，万一のガラス固化体の落下時にも，収納管とガラス固化体

との間隙を小さくすることにより，収納管内の空気が間隙から排出され

にくく，収納管内の空気による圧縮抵抗が働き，ガラス固化体の落下速

度，落下衝撃を減少させる効果が働くような設計とする。また，収納管

の底部には衝撃吸収体を兼ねたガラス固化体受台を設置し，万一のガラ

ス固化体落下時にもガラス固化体容器に著しい損傷を与えないようにす

るとともに，収納管の機能を失うような損傷を生じない設計とする。 

 収納管は，貯蔵区域の天井スラブで懸架支持し，通風管は，貯蔵ピッ

トの支持架構で固定支持する。収納管と通風管との間にはスペーサを設

け地震時の収納管の荷重をスペーサを介して支持架構で支持する構造と

する。さらに，支持架構は，高レベル廃液ガラス固化建屋又は第１ガラ

ス固化体貯蔵建屋の側面に固定する。なお，収納管に顕著な変化がない

ことを確認するために，収納管等の目視等による観察が可能な措置を講

ずる。 

ｂ．トレンチ移送台車 

 トレンチ移送台車に設置する遮蔽容器は，その中にガラス固化体１本

を収納できる構造とする。 

 トレンチ移送台車は，遮蔽容器内にガラス固化体の側面に沿うガイド

を設けガラス固化体が転倒しない構造とするとともに，遠隔自動運転と

し，運転を安全，かつ，確実に行うため，逸走防止のインターロックを

設ける。 
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 ｃ．ガラス固化体受入れクレーン 

 ガラス固化体受入れクレーンは，ガラス固化体の落下防止のため，つ

りワイヤを二重化し，フックに脱落防止機構を施すとともに，電源喪失

時にもつり荷を保持できるフェイルセイフ機構を有する構造とする。 

 さらに，ガラス固化体受入れクレーンは，ガラス固化体のつり上げ高

さを９ｍ以内に制限できるインターロックを設け，万一のガラス固化体

の落下によってもガラス固化体容器に著しい損傷を与えない設計とする。 

 また，ガラス固化体受入れクレーンは，遠隔自動運転とし，運転を安

全，かつ，確実に行うため，逸走防止のインターロックを設ける。 

 ｄ．第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーン 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーンに設置する遮蔽容器は，

ガラス固化体３本，収納管プラグ等を収納できる構造とする。 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーンは，ガラス固化体の落下

防止のため，つりワイヤを二重化し，フックに脱落防止機構を施すとと

もに，電源喪失時にもつり荷を保持できるフェイルセイフ機構を有する

構造とする。さらに，第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーンは，

収納管外でのガラス固化体のつり上げ高さを９ｍ以内に制限できるイン

ターロックを設け，万一のガラス固化体の落下によってもガラス固化体

容器に著しい損傷を与えない設計とする。
（ ２ ７ ）

 

 また，第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーンは，遠隔自動運転

とし，運転を安全，かつ，確実に行うため，逸走防止のインターロック

を設ける。 

 ｅ．冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シャフト 

 冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シャフトは，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋又は第１ガラス固化体貯蔵建屋と一体構造とし，建屋の側

（２７） 
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面に設ける。 

 冷却空気出口シャフトは，ガラス固化体の崩壊熱を除去できる十分な

冷却空気の風量を与える高さとする。 

 なお，冷却空気出入口シャフトの開口部には異物の侵入を防止する措

置を講ずるとともに，入口シャフト底部については目視等による観察及

び必要に応じ，じんあい等の除去が可能な措置を講ずる。 
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7.4.3.5  試験・検査 

 安全上重要な収納管及び通風管は，据付け検査，外観検査等の品質保証

活動のもとに据付けを行う。 
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7.4.3.6  評  価 

 (１) 崩壊熱除去 

 ガラス固化体貯蔵設備は，冷却空気の流路及び十分な高さの冷却空気

出口シャフトを設け，ガラス固化体からの崩壊熱により生じる通風力に

よって流れる冷却空気により適切に崩壊熱を除去する設計とするので，

ガラス固化体及び構造物の過度の温度上昇を防止できる。 

 (２) 貯蔵容量 

 ガラス固化体貯蔵設備は，約８年間に発生するガラス固化体を貯蔵で

きる。 

 なお，ガラス固化体貯蔵設備は，ガラス固化体を貯蔵ピットの収納管

内にたて積みで貯蔵し，収納管内を気体廃棄物の廃棄施設の換気設備に

より負圧に維持する設計とし，収納管と通風管の間に冷却空気を流すこ

とによりガラス固化体容器が冷却空気と直接接触しない方法で貯蔵でき

る設計とするので，適切な方法で貯蔵できる。 

 (３) 落下防止 

 ガラス固化体受入れクレーン及び第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行

クレーンは，つりワイヤの二重化等を行い，また，トレンチ移送台車

は，逸走防止のインターロックの設置等を行う設計とするので，ガラス

固化体の落下及び転倒を防止できる。 

 また，ガラス固化体貯蔵設備は，受入れ室等でのつり上げ高さを９ｍ

以内に制限するとともに，収納管の底部に衝撃吸収体を兼ねたガラス固

化体受台を設ける設計とするので，万一のガラス固化体の落下によって

もガラス固化体容器に著しい損傷を与えることはない。 
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7.4.4  低レベル固体廃棄物処理設備 

7.4.4.1   概    要 

 低レベル固体廃棄物処理設備は，低レベル濃縮廃液処理系，廃溶媒処理

系，雑固体廃棄物処理系及びチャンネル ボックス・バーナブル ポイズン

処理系で構成する。 

  低レベル固体廃棄物処理設備系統概要図を第7.4－６図に示す。 
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7.4.4.2  低レベル濃縮廃液処理系 

7.4.4.2.1  概  要 

 低レベル濃縮廃液処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の低レベル廃液処理

設備から発生する低レベル濃縮廃液を処理する系である。 

7.4.4.2.2 設計方針 

(１) 閉じ込め

低レベル濃縮廃液処理系の乾燥装置，固化装置等の放射性物質を内包

する機器は，腐食し難い材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とする

とともに，万一液体状の放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大

を防止し安全に処置できる設計とする。 

(２) その他

低レベル濃縮廃液処理系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に伴う設

備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

7.4.4.2.3  主要設備の仕様 

  低レベル濃縮廃液処理系の主要設備の仕様を第7.4－３表に示す。 

  また，乾燥装置概要図を第7.4－７図に示す。 

なお，低レベル濃縮廃液処理系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に伴

う設備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる。 

7.4.4.2.4  系統構成及び主要設備 

 低レベル濃縮廃液処理系の乾燥装置及び固化装置は，各１系列で構成す

る。低レベル濃縮廃液処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の低レベル廃液処

理設備から発生する低レベル濃縮廃液を処理することが可能な能力を有す
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る。 

 (１) 系統構成 

 低レベル濃縮廃液処理系は，液体廃棄物の廃棄施設の低レベル廃液処

理設備の第１低レベル廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液を，乾

燥装置（蒸発温度：約100℃）へ連続供給して乾燥した後，圧縮成型

し，ドラム缶又は角型容器（以下｢ドラム缶等｣という｡)に詰め，主に

低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系

又は第２貯蔵系へ，必要に応じチャンネル ボックス・バーナブル ポイ

ズン貯蔵系へ移送する。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃

液処理系から発生する低レベル濃縮廃液を，固化装置へ供給し固化材と

混合した後，ドラム缶内に固化し，低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第１

低レベル廃棄物貯蔵系，第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系若しく

は第２貯蔵系又は第４低レベル廃棄物貯蔵系へ移送する。 

 乾燥装置から発生する廃ガスは，気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガ

ス処理設備へ移送する。 

 (２) 主要設備 

 低レベル濃縮廃液処理系の乾燥装置，固化装置等の放射性物質を内包

する機器は，ニッケル基合金又はステンレス鋼を用い，接液部は溶接構

造等の設計とする。液体状の放射性物質を内包する主要設備を収納する

室の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製又は樹脂製の漏え

い液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は，適切に移送する

設計とする。 

 低レベル濃縮廃液処理系の乾燥装置等は，気体廃棄物の廃棄施設の塔

槽類廃ガス処理設備に接続する設計とする。また，乾燥装置は，加熱蒸

気温度等を測定し，運転状態を監視する設計とする。 
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7.4.4.2.5  試験・検査 

  低レベル濃縮廃液処理系は，中央制御室及び使用済燃料の受入れ施設及

 び貯蔵施設の制御室の制御盤等でその状態を監視する。 

 

7.4.4.2.6  評  価 

 (１) 閉じ込め 

 低レベル濃縮廃液処理系の乾燥装置，固化装置等の放射性物質を内包

する機器は，腐食し難いニッケル基合金又はステンレス鋼を用い，かつ，

接液部は溶接構造等の漏えいし難い設計とするので，閉じ込め機能を確

保できる。 

 低レベル濃縮廃液処理系の液体状の放射性物質を内包する主要設備を

収納する室の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製又は樹脂

製の漏えい液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は，適切に

移送する設計とするので，万一の液体状の放射性物質の漏えいを想定し

ても，その拡大を防止できる。 

 (２) その他 

低レベル濃縮廃液処理系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に伴う設

備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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7.4.4.3 廃溶媒処理系 

7.4.4.3.1  概  要 

  廃溶媒処理系は，酸及び溶媒の回収施設の溶媒回収設備から発生する廃

溶媒を処理する系である。 

 

7.4.4.3.2  設計方針 

 (１) 閉じ込め 

 廃溶媒処理系の熱分解装置等の放射性物質を内包する機器は，腐食し

難い材料を使用し，かつ，漏えいし難い構造とするとともに，万一液体

状の放射性物質が漏えいした場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置

できる設計とする。 

 (２) 火災及び爆発の防止 

 廃溶媒処理系の熱分解装置等の廃溶媒を取り扱う機器は，廃溶媒によ

る火災を適切に防止できる設計とするとともに燃焼装置等の可燃性ガス

を取り扱う機器は，可燃性ガスによる火災及び爆発を適切に防止できる

設計とする。 

 

7.4.4.3.3  主要設備の仕様 

廃溶媒処理系の主要設備の仕様を第7.4－４表に示す。 

また，熱分解装置概要図を第7.4－８図に示す。 

 

7.4.4.3.4  系統構成及び主要設備 

 廃溶媒処理系は，１系列で構成する。廃溶媒処理系は，酸及び溶媒の回

収施設の溶媒処理系から発生する廃溶媒を処理することが可能な能力を有

する。 
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 (１) 系統構成 

 廃溶媒処理系は，酸及び溶媒の回収施設の溶媒処理系から発生する廃

溶媒を，水酸化カルシウムと混合し，熱分解装置へ供給してりん酸と可

燃性ガスに熱分解（約450℃）する。りん酸は，熱分解と同時に水酸化

カルシウムで中和し熱分解生成物として熱分解装置から抜き出し，圧縮

成型した後，ドラム缶等に詰め，主に低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第

２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系又は第２貯蔵系へ，必要に応じチ

ャンネル ボックス・バーナブル ポイズン貯蔵系へ移送する。また，可

燃性ガスは，燃焼装置（約900℃）へ導いて燃焼し，燃焼後の廃ガスは，

気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備へ移送する。 

  (２) 主要設備 

 廃溶媒処理系の熱分解装置等の放射性物質を内包する機器は，ステン

レス鋼，炭素鋼又はニッケル基合金を用い，接液部は溶接構造等の設計

とする。また，液体状の放射性物質を内包する主要設備を収納する室の

床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製又は樹脂製の漏えい液

受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は，適切に移送する設計

とする。 

 廃溶媒処理系の熱分解装置等は, 気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガ

ス処理設備に接続する設計とする。 

 廃溶媒処理系の熱分解装置等の廃溶媒を取り扱う機器は，接地すると

ともに，電動機等は，防爆構造とし，着火源を適切に排除する設計とす

る。 

 ａ．熱分解装置 

 熱分解装置は，窒素ガスを供給することにより，廃溶媒を不活性な雰

囲気下で熱分解する設計とする。また，熱分解装置は，外部ヒータを適
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切に制御するとともにその内部温度を測定し，運転状態を監視する設計

とする。 

ｂ．燃焼装置 

 燃焼装置は，その内部温度を測定し，燃焼状態を監視する設計とする

とともに，耐火物を内張りし，装置外面における過度の温度上昇を防止

する設計とする。 

7.4.4.3.5  試験・検査 

  廃溶媒処理系は，中央制御室の制御盤等でその状態を監視する。 

7.4.4.3.6 評 価 

(１) 閉じ込め

廃溶媒処理系の熱分解装置等の放射性物質を内包する機器は，使用環

境を考慮し，ステンレス鋼，炭素鋼又はニッケル基合金を用い，かつ，

接液部は溶接構造等の漏えいし難い設計とするので，閉じ込め機能を確

保できる。 

 廃溶媒処理系の液体状の放射性物質を内包する主要設備を収納する室

の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製又は樹脂製の漏えい

液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は，適切に移送する設

計とするので，万一の液体状の放射性物質の漏えいを想定しても，その

拡大を防止できる。 

 熱分解装置は，廃溶媒の熱分解により発生するりん酸に対して，水酸

化カルシウムを添加し中和しているため腐食を防止できる。 

(２) 火災及び爆発の防止

廃溶媒処理系の廃溶媒を取り扱う機器は，接地するとともに，電動機
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等は防爆構造とし，着火源を排除する設計とするので，廃溶媒による火

災の発生を防止できる。 

 熱分解装置は，窒素ガスの供給により不活性な雰囲気下で廃溶媒を熱

分解する設計とするので，廃溶媒による火災の発生並びに可燃性ガスに

よる火災及び爆発の発生を防止できる。 

 燃焼装置は，その内部温度を測定し，燃焼状態を監視する設計とする

ので，可燃性ガスによる火災及び爆発の発生を防止できる。 
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7.4.4.4  雑固体廃棄物処理系 

7.4.4.4.1  概  要 

 雑固体廃棄物処理系は，各種施設から発生する紙，フィルタ，ポンプ等

の雑固体を焼却若しくは圧縮減容又はそのまま取り扱う系である。 

 

7.4.4.4.2  設計方針 

 (１) 閉じ込め 

 雑固体廃棄物処理系の焼却装置等の放射性物質を内蔵する機器は，腐

食し難い材料を使用し，かつ，放射性物質が漏えいし難い構造とする。 

 

7.4.4.4.3  主要設備の仕様 

  雑固体廃棄物処理系の主要設備の仕様を第7.4－５表に示す。 

 

7.4.4.4.4  系統構成及び主要設備 

 雑固体廃棄物処理系は，１系列で構成する。雑固体廃棄物処理系は，各

種施設から発生する雑固体を処理することが可能な能力を有する。 

 (１) 系統構成 

 雑固体廃棄物処理系は，各種施設から発生する雑固体のうち焼却可能

なものを必要に応じ焼却装置（約900℃）で焼却し廃溶媒処理系の圧縮

成型装置で圧縮成型した後，ドラム缶等に詰め，また，雑固体のうち焼

却しないものを圧縮減容装置で圧縮減容した後ドラム缶等に詰め，又は，

そのままドラム缶等に詰め，主に低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低

レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系又は第２貯蔵系へ，必要に応じチャン

ネルボックス・バーナブルポイズン貯蔵系へ移送する。 

また，雑固体のうち，低レベル廃液処理設備の油分除去系から発生す
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る廃活性炭は，雑固体廃棄物処理系で水切りした後，ドラム缶に詰め，

主に低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯

蔵系又は第２貯蔵系へ移送する。 

ただし，雑固体のうち，よう素フィルタは第２低レベル廃棄物貯蔵系

の第２貯蔵系に貯蔵する。 

焼却装置から発生する廃ガスは，セラミックフィルタを経て，気体廃

棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備へ移送する。 

(２) 主要設備

雑固体廃棄物処理系の焼却装置及びセラミックフィルタのケーシング

は，炭素鋼を用い，溶接構造等の漏えいし難い設計とするとともに，気

体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備に接続する設計とする。 

また，焼却装置及びセラミックフィルタは，耐火物を内張りし，機器

外面における過度の温度上昇を防止する設計とするとともに，焼却装置

は燃焼状態を監視する設計とする。 

7.4.4.4.5  試験・検査 

  雑固体廃棄物処理系は，中央制御室の制御盤等でその状態を監視する。 

7.4.4.4.6 評 価 

(１) 閉じ込め

雑固体廃棄物処理系の焼却装置及びセラミック フィルタのケーシン

グは，炭素鋼を用い，かつ，溶接構造等の漏えいし難い設計とするので，

閉じ込め機能を確保できる。 
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7.4.4.5  チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理系 

7.4.4.5.1  概  要 

 チャンネルボックス・バーナブルポイズン処理系は，使用済燃料の貯蔵

施設において，せん断前の処理として，使用済燃料集合体から取り外した

ＣＢ及びＢＰを処理する系(以下7.4では｢ＣＢ・ＢＰ処理系｣という｡)であ

る。 

 

7.4.4.5.2  設計方針 

 (１) 閉じ込め 

 ＣＢ・ＢＰ処理系の第２ＣＢ切断装置及び第２ＢＰ切断装置を設置す

る切断ピットは，液体状の放射性物質が漏えいし難い構造とするととも

に万一の漏えいを検知し，漏えいした液体状の放射性物質を安全に処置

できる設計とする。 

 

7.4.4.5.3  主要設備の仕様 

  ＣＢ・ＢＰ処理系の主要設備の仕様を第7.4－６表に示す。 

  なお，ＣＢ・ＢＰ処理系のうち第１ＣＢ切断装置及び第１ＢＰ切断装置

 は，再処理設備本体の運転開始から使用し，燃料貯蔵プールに隣接する設

 備であるため，使用済燃料貯蔵中の安全性を損なうことのないよう使用済

 燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設と同時に設置する。 

 

7.4.4.5.4  系統構成及び主要設備 

 ＣＢ・ＢＰ処理系は，２系列(一部１系列)で構成する。ＣＢ・ＢＰ処理

系は，使用済燃料の貯蔵施設において，せん断前の処理として，使用済燃

料集合体から取り外したＣＢ・ＢＰを処理することが可能な能力を有する。 
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 (１) 系統構成 

 ＣＢ・ＢＰ処理系は,使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及びチャンネルボ

ックス・バーナブルポイズン処理建屋に設置する。 

 使用済燃料の貯蔵施設の使用済燃料貯蔵設備において，せん断前の処

理として，使用済燃料集合体から取り外したＣＢ及びＢＰは，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋で，それぞれ第１ＣＢ切断装置及び第１ＢＰ切断装

置により使用済燃料の貯蔵施設のプール水中で切断後, チャンネルボッ

クス・バーナブルポイズン処理建屋へ移送し, それぞれ第２ＣＢ切断装

置及び第２ＢＰ切断装置により切断ピット水中で更に切断し，収納容器

に収納して，ドラム缶等に詰め，低レベル固体廃棄物貯蔵設備のチャン

ネルボックス・バーナブルポイズン貯蔵系に移送する｡ 第１ＣＢ切断装

置はＣＢを二つに切断し，第２ＣＢ切断装置は更に切断し，平板状にす

る。第１ＢＰ切断装置はＢＰを支持体とＢＰ棒本体に分割切断し，第２

ＢＰ切断装置はＢＰ棒本体をせん断する。 

 (２) 主要設備 

 第２ＣＢ切断装置及び第２ＢＰ切断装置を設置する切断ピットの内面

は，液体状の放射性物質の漏えいを防止するため，ステンレス鋼を内張

りし，接液部は溶接構造等の設計とする。また，切断ピットに漏えい検

知装置を設けるとともに漏えいした液体状の放射性物質は，適切に移送

する設計とする。切断ピットは，ピット水の水質の維持・管理を図る設

計とする。 

 また，第１切断装置及び第２切断装置は，その運転状態を監視する設 

計とする。 
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7.4.4.5.5  試験・検査 

  ＣＢ・ＢＰ処理系は，中央制御室の制御盤等でその状態を監視する。 

 

7.4.4.5.6  評  価 

 (１) 閉じ込め 

 ＣＢ・ＢＰ処理系の第２ＣＢ切断装置及び第２ＢＰ切断装置を設置す

る切断ピットの内面は，ステンレス鋼の腐食し難い材料を内張りし，か

つ，接液部は溶接構造等の漏えいし難い設計とするので，閉じ込め機能

を確保できる。また，切断ピットに漏えい検知装置を設けるとともに漏

えいした液体状の放射性物質を適切に移送する設計とするので，万一の

液体状の放射性物質の漏えいを想定しても，その拡大を防止できる。 
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7.4.5   低レベル固体廃棄物貯蔵設備 

7.4.5.1  概  要 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，廃樹脂貯蔵系，ハル・エンド ピース

貯蔵系，チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン貯蔵系，第１低レベ

ル廃棄物貯蔵系，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃棄物貯蔵系，第

２低レベル廃棄物貯蔵系及び第４低レベル廃棄物貯蔵系で構成する。 

第２低レベル廃棄物貯蔵系は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
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7.4.5.2   設計方針 

  (１) 閉じ込め 

 廃樹脂及び廃スラッジを内包する機器は，腐食し難い材料を使用し，

かつ，漏えいし難い構造とするとともに液体状の放射性物質が漏えいし

た場合にも漏えいの拡大を防止し安全に処置できる設計とする。 

ハル・エンド ピース貯蔵系の貯蔵プールは，液体状の放射性物質が

漏えいし難い構造とするとともに万一の漏えいを検知し，漏えいした液

体状の放射性物質を安全に処置できる設計とする。 

  (２) 貯蔵等に関する考慮 

   低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，適切な貯蔵容量を有する設計とする。 

  (３) 共  用   

   低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系は，ＭＯＸ

燃料加工施設と共用し，ＭＯＸ燃料加工施設から発生する雑固体の性状

に対して再処理施設で発生する雑固体と廃棄物特性が同等のものである

ことを確認して保管する。ＭＯＸ燃料加工施設から発生する雑固体を考

慮しても約６年分の貯蔵容量を有する設計とすることで，共用によって

再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

  (４) その他   

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係

る設備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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7.4.5.3   主要設備の仕様 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備の主要設備の仕様を第7.4－７表に示す。 

 なお，低レベル固体廃棄物貯蔵設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵

に必要な廃樹脂貯槽（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋），第１低レベル廃棄

物貯蔵系，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃棄物貯蔵系及び第２低

レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系は，再処理設備本体の運転開始に先立ち

使用する。 

 また，第２低レベル廃棄物貯蔵系は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
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7.4.5.4   系統構成及び主要設備 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，各種施設から発生する低レベル固体廃

棄物（廃樹脂及び廃スラッジ，ハル・エンドピース，ＣＢ及びＢＰの処

理物，低レベル濃縮廃液の処理物，廃溶媒の処理物，雑固体の処理物等）

及びＭＯＸ燃料加工施設から発生する雑固体を貯蔵する能力を有する。 

廃樹脂及び廃スラッジは，貯槽に貯蔵する設計とする。 

 その他の低レベル固体廃棄物は，ドラム缶等又は容器（ドラム）に詰め，

貯蔵室又は貯蔵プールに貯蔵する設計とする。 

低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，将来必要に応じ増設を考慮する。 

低レベル固体廃棄物貯蔵設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る

設備は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

(１) 系統構成

ａ．廃樹脂貯蔵系 

  廃樹脂貯蔵系は，使用済燃料の貯蔵施設のプール水浄化系，液体廃棄

物の廃棄施設の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設廃液処理系，低レ

ベル固体廃棄物貯蔵設備のハル・エンドピースを貯蔵するハル・エンド

ピース貯蔵系並びに低レベル固体廃棄物処理設備のＣＢ・ＢＰ処理系か

ら発生する廃樹脂及び廃スラッジを，それぞれ使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋，ハル・エンドピース貯蔵建屋及びチャンネルボックス・バーナブ

ルポイズン処理建屋に設置する廃樹脂貯槽に貯蔵する系である。

ｂ．ハル・エンドピース貯蔵系 

ハル・エンドピース貯蔵系は，溶解施設から発生するハル・エンドピ

ース等を詰めたドラムをプール水中に貯蔵する系であり，ハル・エンド

ピース貯蔵建屋に設置する。 
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ｃ．チャンネルボックス・バーナブルポイズン貯蔵系 

 チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン貯蔵系は，低レベル固体

廃棄物処理設備のＣＢ・ＢＰ処理系等から発生するＣＢ・ＢＰの処理物

等を詰めたドラム缶等を貯蔵する系であり，チャンネルボックス・バー

ナブルポイズン処理建屋に設置する。 

 ｄ．第１低レベル廃棄物貯蔵系 

 第１低レベル廃棄物貯蔵系は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施

設から発生する低レベル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理系で処

理しない雑固体を詰めたドラム缶等，低レベル固体廃棄物処理設備の低

レベル濃縮廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液の固化体を詰めた

ドラム缶及び各種施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設を

除く施設から発生する低レベル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理

系で処理しない雑固体のうち，プルトニウムを含む溶液若しくは粉末又

は高レベル廃液による汚染のおそれのない雑固体であるセル及びグロー

ブボックス以外から発生する雑固体を詰めたドラム缶等を貯蔵する系で

あり，第１低レベル廃棄物貯蔵建屋に設置する。 

 ｅ．使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃棄物貯蔵系 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃棄物貯蔵系は，使用済燃料の

受入れ及び貯蔵に係る施設から発生する低レベル廃棄物処理設備の雑固

体廃棄物処理系で処理しない雑固体を詰めたドラム缶を貯蔵する系であ

り，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋地下２階及び地下３階に設置する。 

ｆ．第２低レベル廃棄物貯蔵系 

（ａ） 第１貯蔵系 

 第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系は，低レベル固体廃棄物処理

設備の低レベル濃縮廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液の処理

６－７－375



物及び固化体，廃溶媒処理系から発生する廃溶媒の処理物，雑固体廃棄

物処理系から発生する雑固体の処理物等，各種施設から発生する低レベ

ル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理系で処理しない雑固体を詰め

たドラム缶等並びにＭＯＸ燃料加工施設から発生する雑固体が詰められ

たドラム缶等を貯蔵する系であり，第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の地上

１階に設置する。 

 ドラム缶等を貯蔵する場合は，遮蔽設計及び建屋の強度設計に影響が

ないように，表面線量当量率及び質量を貯蔵前に管理するものとする。 

 再処理設備本体の運転開始に先立ち第１貯蔵系を使用する場合には，

再処理設備本体の運転開始後を対象とした第２低レベル廃棄物貯蔵建屋

に係る遮蔽設計に影響がないように，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係

る施設から発生する低レベル廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理系で処

理しない雑固体を詰めたドラム缶等の表面線量当量率を貯蔵前に管理す

るものとする。 

(ｂ)  第２貯蔵系 

第２低レベル廃棄物貯蔵系の第２貯蔵系は，低レベル固体廃棄物処理

設備の低レベル濃縮廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液の処理

物及び固化体，廃溶媒処理系から発生する廃溶媒の処理物，雑固体廃棄

物処理系から発生する雑固体の処理物等，各種施設から発生する低レベ

ル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理系で処理しない雑固体を詰め

たドラム缶等並びにＭＯＸ燃料加工施設から発生する雑固体を詰めたド

ラム缶等を貯蔵する系であり，第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の地下１階，

地下２階及び地下３階に設置する。ただし，よう素フィルタ等は，第２

低レベル廃棄物貯蔵建屋地下２階のフィルタ貯蔵室に貯蔵する。 
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ｇ．第４低レベル廃棄物貯蔵系 

    第４低レベル廃棄物貯蔵系は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施

設から発生する低レベル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理系で処

理しない雑固体を詰めたドラム缶等，低レベル固体廃棄物処理設備の低

レベル濃縮廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液の固化体を詰めた

ドラム缶及び各種施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る施設を

除く施設から発生する低レベル固体廃棄物処理設備の雑固体廃棄物処理

系で処理しない雑固体のうち，セル及びグローブボックス以外から発生

する雑固体を詰めたドラム缶等を貯蔵する系であり，第４低レベル廃棄

物貯蔵建屋に設置する。 

  (２) 主要設備 

 廃樹脂及び廃スラッジを内包する機器は，ステンレス鋼を用い，接液

部は溶接構造等の設計とする。また，廃樹脂及び廃スラッジを内包する

主要設備を収納する室の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼

製又は樹脂製の漏えい液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質

は，適切に処置できる設計とする。 

  ハル・エンドピース貯蔵系の貯蔵プールの内面は，ステンレス鋼を内

張りし，かつ，接液部は溶接構造等の設計とする。また，貯蔵プールに

漏えい検知装置を設けるとともに漏えいした液体状の放射性物質は，適

切に移送する設計とする。また，貯蔵プールは，プール水の水質等の維

持・管理を図る設計とする。 

 フィルタ貯蔵室は，低レベル廃棄物処理建屋換気筒に接続する設計と

する。 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，貯蔵する各低レベル固体廃棄物の推

定年間発生量，使用済燃料による総合試験期間（平成18年３月31日開
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始）中に発生する各低レベル固体廃棄物，増設に必要な期間等を考慮し

て，次のとおりの貯蔵容量を有する設計とする。 

廃樹脂貯蔵系は，約40年分の貯蔵容量を有する設計とする。ハル・エ

ンドピース貯蔵系は，約５年分の貯蔵容量を有する設計とする。チャン

ネルボックス・バーナブルポイズン貯蔵系は，ＢＷＲ使用済燃料及びＰ

ＷＲ使用済燃料を年間400ｔ・ＵＰｒずつ再処理する場合に発生するＣＢ

及びＢＰの処理物等の約10年分の貯蔵容量を有する設計とする。 

 また，第１低レベル廃棄物貯蔵系，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レ

ベル廃棄物貯蔵系，第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系及び第２貯

蔵系並びに第４低レベル廃棄物貯蔵系は，低レベル固体廃棄物処理設備

の低レベル濃縮廃液処理系から発生する低レベル濃縮廃液の処理物及び

固化体，廃溶媒処理系から発生する廃溶媒の処理物，雑固体廃棄物処理

系から発生する雑固体の処理物等並びに各種施設から発生する雑固体

を再処理事業の開始から約26年分の貯蔵容量を有する設計とする。 

第１低レベル廃棄物貯蔵系，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃

棄物貯蔵系，第２低レベル廃棄物貯蔵系の第１貯蔵系及び第４低レベル

廃棄物貯蔵系は，再処理設備本体の運転開始に先立ち，使用済燃料の受

入れ及び貯蔵に係る施設を使用して，使用済燃料の受入れ及び貯蔵を行

う場合に発生する雑固体並びに低レベル固体廃棄物処理設備の低レベル

濃縮廃液処理系の固化装置のしゅん工（平成19年３月30日）後に発生

する低レベル濃縮廃液の固化体を再処理事業の開始から約28年分の貯

蔵容量を有する設計とする。 
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7.4.5.5   試験・検査 

  低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，中央制御室の制御盤等でその状態を監

 視する。 
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7.4.5.6   評  価 

  (１) 閉じ込め 

 廃樹脂及び廃スラッジを内包する機器は，ステンレス鋼を用い，かつ，

接液部は溶接構造等の漏えいし難い設計とするので，閉じ込め機能を確

保できる。また，廃樹脂及び廃スラッジを内包する主要設備を収納する

室の床には，漏えい検知装置を備えたステンレス鋼製又は樹脂製の漏え

い液受皿を設置し，漏えいした液体状の放射性物質は，適切に移送する

設計とするので，万一の液体状の放射性物質の漏えいを想定しても，そ

の拡大を防止できる。 

ハル・エンドピース貯蔵系の貯蔵プールの内面は，ステンレス鋼の腐

食し難い材料を内張りし，かつ，接液部は溶接構造等の漏えいし難い設

計とするので閉じ込め機能を確保できる。また，貯蔵プールに漏えい検

知装置を設けるとともに漏えいした液体状の放射性物質を適切に移送す

る設計とするので，万一の液体状の放射性物質の漏えいを想定しても，

その拡大を防止できる。 

  (２) 貯蔵等に関する考慮 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備は，各種施設から発生した低レベル固体

廃棄物及びＭＯＸ燃料加工施設から発生した雑固体を約６年分貯蔵する

ことができる。 

  (３) 共  用   

   低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系は，ＭＯＸ

燃料加工施設と共用し，ＭＯＸ燃料加工施設から発生した雑固体の性状

に対して再処理施設で発生した雑固体と廃棄物特性が同等のものである

ことを確認して保管し，ＭＯＸ燃料加工施設から発生した雑固体を考慮

しても約６年分の貯蔵容量を有する設計とすることで，共用によって再
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処理施設の安全性を損なわない。 

  (４) その他 

 低レベル固体廃棄物貯蔵設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必

要な廃樹脂貯槽（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）等は，再処理設備本体

の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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第7.4－１表 高レベル廃液ガラス固化設備の主要設備の仕様 

 

  (１) 高レベル廃液調整槽 

 ａ．高レベル廃液混合槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   ２ 

    容  量   約20ｍ３／基 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｂ．アルカリ濃縮廃液中和槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   １ 

    容  量   約６ｍ３  

    主要材料   ステンレス鋼 

  (２) 高レベル廃液供給液槽 

 ａ．供給液槽 

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   ２（１基／系列） 

    容  量   約５ｍ３／基 

    主要材料   ステンレス鋼 

 ｂ．供 給 槽   

    種  類   たて置円筒形 

    基  数   ２（１基／系列） 

    容  量   約２ｍ３／基 

    主要材料   ステンレス鋼 
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(３) ガラス溶融炉

種  類   液体供給式直接通電セラミックメルタ 

基  数   ２(１基／系列） 

容  量   約70Ｌ (高レベル廃液）／ｈ（１基当たり） 

主要材料 ステンレス鋼(ケーシング）

  耐火レンガ(炉材） 

(４) 固化セル移送台車

種  類   床面レール走行形 

台  数   ２（１台／系列） 

(５) 溶 接 機

種  類   ＴＩＧ自動溶接方式 

台  数   ２（１台／系列） 

(６) 除染装置

種  類   水洗浄及びブラシ除染方式 

  天井走行形（ガラス固化体のつり上げ機構） 

台  数   ２ 

(７) ガラス固化体検査室天井クレーン

種  類   天井走行形 

台  数   １ 

容  量   約２ｔ 

(８) ガラス固化体検査装置

ａ．ガラス固化体外観検査装置 

種  類   テレビカメラ方式

基  数   １ 
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ｂ．ガラス固化体表面汚染検査装置 

種  類   スミヤサンプリング方式

基  数   １ 

 ｃ．ガラス固化体閉じ込め検査装置 

種  類   ガスサンプリング方式 

基  数   １ 
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第7.4－２表 ガラス固化体貯蔵設備の主要設備の仕様 

 

 ａ．貯蔵ピット 

 (ａ) 高レベル廃液ガラス固化建屋の貯蔵ピット 

    種  類   間接自然空冷貯蔵方式 

    基  数   １ 

    構  成   収納管及び通風管 各45本 

    容  量   ガラス固化体315本(ガラス固化体７本／収納管） 

    寸  法     貯蔵ピット 約22ｍ×約６ｍ×約15ｍ（高さ） 

           収納管内径 約44ｃｍ 

           収納管肉厚 約１ｃｍ 

           収納管長さ 約14ｍ 

           通風管内径 約58ｃｍ 

           通風管長さ 約11ｍ 

    主要材料   炭素鋼 

 (ｂ) 第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟の貯蔵ピット 

    種  類   間接自然空冷貯蔵方式 

    基  数   ４ 

    構  成   収納管及び通風管 各80本／基 

    容  量   ガラス固化体720本／基 

           (ガラス固化体９本／収納管） 

    寸  法      貯蔵ピット 約26ｍ×約６ｍ×約17ｍ（高さ） 

           収納管内径 約44ｃｍ 

           収納管肉厚 約１ｃｍ 

           収納管長さ 約16ｍ 
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  通風管内径 約58ｃｍ 

  通風管長さ 約12ｍ 

   主要材料      炭素鋼 

(ｃ) 第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟の貯蔵ピット 

種  類   間接自然空冷貯蔵方式 

基  数   ４ 

構  成   収納管及び通風管 各140本／基 

容  量   ガラス固化体1,260本／基 

  (ガラス固化体９本／収納管） 

寸  法   貯蔵ピット 約26ｍ×約8ｍ×約17ｍ（高さ） 

  収納管内径 約44ｃｍ 

  収納管肉厚 約１ｃｍ 

  収納管長さ 約16ｍ 

  通風管内径 約58ｃｍ 

  通風管長さ 約12ｍ 

主要材料   炭素鋼 

ｂ．トレンチ移送台車 

種  類   遮蔽容器付床面レール走行形 

台  数   １ 

 ｃ．ガラス固化体受入れクレーン 

種  類   天井走行形 

台  数   １ 

  容   量   約１ｔ 

ｄ．第１ガラス固化体貯蔵建屋床面走行クレーン 

種  類   遮蔽容器付床面走行形 
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    台  数   １ 

    容  量   約４ｔ 

 ｅ．冷却空気入口シャフト 

 (ａ) 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却空気入口シャフト 

    高  さ   約29ｍ 

 (ｂ) 第１ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気入口シャフト 

    高  さ   約25ｍ 

 ｆ．冷却空気出口シャフト 

 (ａ) 高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却空気出口シャフト 

    高  さ   約35ｍ 

 (ｂ) 第１ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気出口シャフト 

    高  さ   約35ｍ 
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第7.4－３表 低レベル濃縮廃液処理系の主要設備の仕様 

 

(１) 乾燥装置 

   種  類   たて置遠心薄膜式 

   基  数   １ 

   容  量   約0.2ｍ３／ｈ 

   主要材料   ニッケル基合金 

(２) 圧縮成型装置 

   種  類   油圧式 

   基  数   １式 

(３) 固化装置＊ 

   基  数   １式 

   容  量   200 ドラム缶約２本／日 

 

注） ＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に伴う設備である。 
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第7.4－４表 廃溶媒処理系の主要設備の仕様 

(１) 熱分解装置

種  類  乾留分解式 

基  数  １ 

容  量  約 8ℓ ／ｈ 

主要材料 ニッケル基合金(乾留部)

ステンレス鋼(粉体抜出し部)

(２) 燃焼装置

種  類  自燃式 

基  数  １ 

主要材料 炭素鋼(ケーシング) 

 耐火物(炉材) 

(３) 圧縮成型装置

種  類  油圧式 

基  数  １式 
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第7.4－５表 雑固体廃棄物処理系の主要設備の仕様 

(１) 焼却装置

種  類  自燃式 

基  数  １ 

容  量  約75ｋｇ／ｈ 

主要材料 炭素鋼(ケーシング) 

 耐火物(炉材) 

(２) セラミック フィルタ

種  類  たて置円筒形 

基  数  １式 

容  量  約1,700ｍ３／ｈ[normal] 

主要材料 炭素鋼(ケーシング) 

 耐火物(炉材) 

(３) 圧縮減容装置

種  類  油圧式 

基  数  １ 

容  量  約1,500ｔ(圧縮力) 
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第7.4－６表 ＣＢ・ＢＰ処理系の主要設備の仕様 

 

(１) 第１切断装置＊  

ａ．第１ＣＢ切断装置 

   種  類   溶断式 

   台  数   ２ 

   容  量   ＣＢ 約0.5個／ｈ／台 

ｂ．第１ＢＰ切断装置 

   種  類   機械式 

   台  数   ２ 

   容  量   ＢＰ 約0.5個／ｈ／台 

(２) 第２切断装置 

ａ．第２ＣＢ切断装置 

   種  類   溶断式 

   台  数   ２ 

   容  量   ＣＢ 約0.5個／ｈ／台 

ｂ．第２ＢＰ切断装置 

   種  類   機械式 

   台  数   １ 

   容  量   ＢＰ 約0.5個相当／ｈ 

 

注)  *印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設と同時に 

  設置する。 
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第7.4－７表 低レベル固体廃棄物貯蔵設備の主要設備の仕様 

(１) 廃樹脂貯蔵系

ａ．廃樹脂貯槽(使用済燃料受入れ・貯蔵建屋) ＊ 

種  類   ライニング槽 

基  数   ３ 

容  量   約190ｍ３／基 

主要材料   ステンレス鋼 

ｂ．廃樹脂貯槽(ハル・エンド ピース貯蔵建屋) 

種  類  たて置円筒形 

基  数  ２ 

容  量  約80ｍ３／基 

主要材料   ステンレス鋼 

ｃ．廃樹脂貯槽(チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン処理建屋) 

種  類  たて置円筒形 

基  数  １ 

容  量  約120ｍ３ 

主要材料 ステンレス鋼

(２) ハル・エンド ピース貯蔵系

構  造  鉄筋コンクリート造(一部鉄骨鉄筋コンクリート 

  及び鉄骨造) 

貯蔵能力 約2,000本(1,000Ｌドラム換算) 

(３) チャンネル ボックス・バーナブル ポイズン貯蔵系

構  造  鉄筋コンクリート造 
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貯蔵能力 約7,000本(200 ℓ ドラム缶換算) 

(４) 第１低レベル廃棄物貯蔵系＊

構  造  鉄筋コンクリート造 

貯蔵能力 約13,500本(200 ℓ ドラム缶換算) 

(５) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋低レベル廃棄物貯蔵系＊

構  造  鉄筋コンクリート造 

貯蔵能力 約430本(200 ℓ ドラム缶換算) 

(６) 第２低レベル廃棄物貯蔵系（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）

構  造  鉄筋コンクリート造 

ａ．第１貯蔵系＊

貯蔵能力 約12,700本(200 ℓ ドラム缶換算) 

ｂ．第２貯蔵系

貯蔵能力 約42,500本(200 ℓ ドラム缶換算) 

(７) 第４低レベル廃棄物貯蔵系

構  造  鉄筋コンクリート造 

貯蔵能力 約13,500本(200 ℓ ドラム缶換算) 

注) *印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備である。
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第 7.4－2 図 ガラス溶融炉概要図 

６－７－395



 

 

 

第 7.4－3 図 ガラス固化体概要図 
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第7.4－４図（１） ガラス固化体貯蔵設備概要図 

（第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟） 
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第7.4－４図（２） ガラス固化体貯蔵設備概要図 

           （第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟） 
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第 7.4－5 図(1) 貯蔵ピット概要図（第１ガラス固化体貯蔵建屋東棟） 
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第 7.4－5図(2) 貯蔵ピット概要図（第１ガラス固化体貯蔵建屋西棟） 
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第 7.4－7 図 乾燥装置概要図 
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第 7.4－8 図 熱分解装置概要図 
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8. 放射線管理施設

8.1 設計基準対象の施設 

8.1.1 概  要 

放射線管理施設は，放射線業務従事者等の放射線被ばくを管理すると

ともに，周辺環境における線量当量等を監視するためのもので，出入管理

関係設備，試料分析関係設備，放射線監視設備，環境管理設備，個人管理

用設備及びその他の設備で構成する。試料分析関係設備においては，分析

用の標準試料及び放射能測定を行う機器の校正用に少量の核燃料物質を使

用する。 

放射線管理施設の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設，廃棄物管理施設及び

六ヶ所保障措置分析所と共用する。 

６－８－1



 

 

8.1.2 設計方針 

放射線管理施設は，放射線被ばくを合理的に達成できる限り低くする

ために，次の方針に基づき設計する。 

 (１) 放射線業務従事者等の管理区域への出入り及び物品の管理区域への搬

出入に対して，出入管理，汚染管理及び放射線業務従事者等の被ばく

管理ができるようにする。 

 (２) 再処理施設内外の主要な箇所における線量当量率，空気中の放射性物

質の濃度及び表面の放射性物質の密度を測定，監視できるようにする。 

 (３) 放射線監視設備からの主要な情報は，制御室において集中して監視で

きるようにする。 

 (４) 主排気筒及び北換気筒の放射性物質の環境放出管理に係る放射線監視

設備については，特に多重性を考慮する。 

 (５) 万一の事故に備えて，必要な放射線計測器及び防護具を備える。 

 (６) 事故時に必要な放射線監視設備は，「発電用軽水型原子炉施設におけ

る事故時の放射線計測に関する審査指針（昭和56年７月23日原子力安

全委員会決定）」を参考とした設計とする。 

 (７) 平常時の放射性物質の放出に係る放射線監視設備は，「発電用軽水型

原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指針（昭和53年９

月29日原子力委員会決定）」を参考とした設計とする。 

 (８) 放射線管理施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再

処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

 (９) 環境モニタリング設備のモニタリングポスト及びダストモニタは，非

常用所内電源系統に接続するとともに，伝送は多様性を有する設計と

する。 

 (10) 放射線管理施設のうち他施設と共用する設備は，共用によって再処

理施設の安全性を損なわない設計とする。 
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8.1.3 主要設備の仕様 

  放射線管理施設の主要設備の仕様を以下に示す。 

 (１) 出入管理関係設備* １式 

 (２) 試料分析関係設備** １式 

 (３) 放射線監視設備*** １式 

 (４) 環境管理設備**** １式 

 (５) 個人管理用設備***** １式 

放射線管理施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，

再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる。 

  注) *印の設備の一部は，廃棄物管理施設と共用する。 

**印の設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

     ***印の設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設，廃棄物管理施設及び

六ヶ所保障措置分析所と共用する。 

     ****印の設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設及び廃棄物管理施設

と共用する。 

     *****印の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び廃棄物管理施設と共用

する。 
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8.1.4.1 出入管理関係設備 

  出入管理及び汚染管理のため，次の設備を設ける。 

 (１) 出入管理設備 

再処理施設の管理区域への立入りは，原則としてゲート等の出入管

理設備を設けた出入管理室を通る設計とし，ここで放射線業務従事者

等の出入管理及び物品類の搬出入管理を行う。 

ただし，使用済燃料輸送容器，大型機器等の搬出入に際しては，各

施設の機器搬入口で放射線業務従事者等の出入管理及び物品類の搬出

入管理を行うこととし，必要に応じて臨時の出入管理設備を設ける。 

出入管理設備の一部は，廃棄物管理施設と共用する。 

共用する出入管理設備の仕様及び出入管理に係る運用を各施設で同

一とする設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損な

わない設計とする。 

また，放射線管理に必要な各種サーベイメータを備える。 

 (２) 汚染管理設備 

管理区域への出入りに伴う汚染管理及び除染を行うため，更衣室，

シャワー室，手洗い場及び退出モニタを設ける。また，汚染サーベイ

メータ及び汚染除去用器材を備える。さらに，管理区域で使用した防

護衣の洗濯を行う洗濯設備を設ける。 

洗濯設備は，再処理事業所内の廃棄物管理施設，ＭＯＸ燃料加工施

設及び核燃料物質の使用施設の管理区域で使用した汚染のない防護衣

の洗濯も行う。 
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8.1.4.2 試料分析関係設備 

再処理施設の放射線管理に伴う放射性廃棄物の放出管理用試料，作業

環境の放射線管理用試料及び環境試料の一般化学分析，放射化学分析及び

放射能測定を行うため，次の設備を備える。 

 (１) 放出管理分析設備 

気体廃棄物及び液体廃棄物の放出に係る試料の分析，放射能測定等

を行う機器を備える。 

 (２) 放射能測定設備 

作業環境等の放射線管理用試料中の放射性物質の濃度等を測定する

ため放射能測定機器を備える。 

 (３) 環境試料測定設備 

周辺監視区域境界付近及び周辺地域で採取した試料の放射能測定を

行う機器を備える。 

環境試料測定設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

共用する環境試料測定設備は，仕様及び運用を各施設で同一とし，

周辺監視区域が同一の区域であることにより，測定結果の共有を図る

設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設

計とする。 
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8.1.4.3 放射線監視設備 

  放射線監視設備は，屋内モニタリング設備，屋外モニタリング設備及び

放射線サーベイ機器で構成する。 

 (１) 屋内モニタリング設備 

再処理施設内の作業環境の放射線レベル又は放射能レベルを監視す

るため，主要な箇所に屋内モニタリング設備を設ける。 

屋内モニタリング設備には，エリアモニタ，ダストモニタ及び臨界

警報装置がある。エリアモニタ及びダストモニタは，各施設の作業環

境の主要な箇所の線量当量率
（１）（２）

又は空気中の放射性物質の濃度を監視す

るために設ける。また，臨界事故が発生する可能性は極めて低いと考

えられるが，多数の管理方法の組合せで臨界を防止していることによ

り，臨界管理上重要な施設としている溶解施設の溶解槽並びに臨界事

故を想定した場合に，従事者に著しい放射線被ばくをもたらすおそれ

のあるセル及び室周辺にて，臨界の発生を直ちに検知するとともに，

従事者に臨界事故の発生を報知するため，臨界警報装置を設ける
（１）（２）

。 

エリアモニタ及びダストモニタは，中央制御室において表示及び記

録するとともに，放射線レベル又は放射能レベルがあらかじめ設定し

た値を超えたときは，中央制御室及び必要な箇所において警報を発す

る。エリアモニタ及びダストモニタの測定値は，緊急時対策所におい

て指示する。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おいても必要なモニタリング設備の指示及び記録を行い，放射線レベ

ル又は放射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，警報を

発する。 

臨界警報装置は，放射線レベルがあらかじめ設定した値を超えたと

きは，中央制御室及び必要な箇所において警報を発する。また，非常
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用所内電源系統に接続できる設計とする。 

屋内モニタリング設備は，監視対象箇所で想定される放射線レベル

又は放射能レベルを十分測定できるようにするとともに，「発電用軽

水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針（昭和

56年７月23日原子力安全委員会決定）」を参考にして，事故時には，

建屋立入りのための線量当量率の状況が把握できるようにする。 

屋内モニタリング設備には次のものがあり，監視対象箇所の放射線

状況に応じて適切な設備を選んで設置する。主な監視対象区域を第8.1

－１表(１)～第8.1－１表(３)に示す。 

分析建屋のダストモニタの一部は，六ヶ所保障措置分析所と共用す

る。 

共用する分析建屋のダストモニタの一部は，分析建屋及び六ヶ所保

障措置分析所の空気中の放射性物質の捕集に必要な容量を確保する設

計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計

とする。 

 ａ．エリアモニタ 

ガンマ線エリアモニタ 

中性子線エリアモニタ 

 ｂ．ダストモニタ 

ベータ線ダストモニタ 

アルファ線ダストモニタ 

ｃ．臨界警報装置 

 (２) 屋外モニタリング設備 

再処理施設外へ放出する放射性物質の放射能レベル及び再処理施設

周辺の放射線レベルを監視するため屋外モニタリング設備を設ける。 
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屋外モニタリング設備は，排気モニタリング設備，排水モニタリン

グ設備及び環境モニタリング設備で構成する。 

 ａ．排気モニタリング設備 

排気モニタリング設備は，排気筒モニタ，排気サンプリング設備及

び冷却空気出口シャフトモニタで構成する。 

排気筒モニタは，２系統のガスモニタで構成し，主排気筒及び北換気筒

から放出される放射性希ガスの連続監視を行い，中央制御室にて指示

及び記録するとともに，放射能レベルがあらかじめ設定した値を超え

たときは，警報を発する。排気筒モニタの測定値は，緊急時対策所に

おいて指示する。また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室においても必要な排気筒モニタの指示及び記録を行い，放射能レベ

ルがあらかじめ設定した値を超えたときは，警報を発する。排気サン

プリング設備には，よう素用フィルタ，粒子用フィルタ，炭素－14捕

集装置及びトリチウム捕集装置を設けて放射性よう素，粒子状放射性

物質，炭素－14及びトリチウムを連続的に捕集し，定期的に回収・測

定する。 

また，冷却空気出口シャフトには，ガスモニタを設け，排気口から

放出される放射性希ガスを監視する。 

排気モニタリング設備は，「発電用軽水型原子炉施設における放出

放射性物質の測定に関する指針（昭和53年９月29日原子力委員会決

定）」を参考にして計測方法及び試料採取方法を定め，放出される放

射性物質の濃度及び量の測定ができるとともに，「発電用軽水型原子

炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針（昭和56年７月

23日原子力安全委員会決定）」を参考にして，事故時にも放出される

放射性物質の量を把握できる設計とする。 
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また，安全上重要な施設である主排気筒の排気筒モニタは，非常用

所内電源系統に接続する設計とする。さらに，排気筒モニタの機能を

健全に維持するための適切な保守及び修理ができる設計とする。 

排気モニタリング設備のモニタリング内容を第8.1－２表に示す。 

 ｂ．排水モニタリング設備 

液体廃棄物の廃棄施設の低レベル廃液処理設備の第１放出前貯槽又

は第２放出前貯槽から排水をサンプリングするための排水サンプリン

グ設備を設け，サンプリング試料を放出管理分析設備にて分析・測定

する。 

排水サンプリング設備は，「発電用軽水型原子炉施設における放出

放射性物質の測定に関する指針（昭和53年９月29日原子力委員会決

定）」を参考にして計測方法及び試料採取方法を定め，放出される放

射性物質の濃度及び量の測定ができる設計とする。 

また，放出の異常の有無を確認するため排水モニタを設け，中央制

御室にて指示及び記録するとともに，放射能レベルがあらかじめ設定

した値を超えたときは，警報を発する。さらに，使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室においても必要な排水モニタの指示及び記

録を行い，放射能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，警

報を発する。 

 ｃ．環境モニタリング設備 

周辺監視区域境界付近に，空間放射線量率の連続監視を行うための

モニタリングポスト及び空間放射線量測定のための積算線量計を設置

する。 

また，空気中の放射性物質の濃度を監視するため，粒子状放射性物

質を連続的に捕集，測定するダストモニタを設ける。 
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モニタリングポスト及びダストモニタは，その測定値を中央制御室

及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室において指示及び

記録し，空間放射線量率又は放射能レベルがあらかじめ設定した値を

超えたときは，警報を発する。モニタリングポスト及びダストモニタ

の測定値は，緊急時対策所において指示する。また，モニタリングポ

スト及びダストモニタから中央制御室及び緊急時対策所への伝送は，

有線及び無線により，多様性を有する設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，電源復旧までの期間の電源

を確保するため，非常用所内電源系統に接続する設計とする。さらに，

モニタリングポスト及びダストモニタは，短時間の停電時に電源を確保

するため，専用の無停電電源装置を有する設計とする。 

また，防火帯の外側に位置する環境モニタリング設備が，外部火災に

より機能喪失した場合には，代替設備又は「8.1.4.4 環境管理設備」

に示す放射能観測車により，空間放射線量率及び空気中の放射性物質の

濃度を監視する。 

環境モニタリング設備の測定地点，測定範囲，測定方法及び測定頻度

は，「六ヶ所再処理施設周辺の環境放射線モニタリング計画について」

を参考にして定めるとともに，「発電用軽水型原子炉施設における事故

時の放射線計測に関する審査指針（昭和56年７月23日原子力安全委員会

決定）」を参考として，事故時においても周辺監視区域境界の空間放射

線量率及び空気中の放射性物質の濃度の状況が把握できるものとする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，ＭＯＸ燃料加工施設と共用

する。また，積算線量計は，ＭＯＸ燃料加工施設及び廃棄物管理施設と

共用する。 

共用するモニタリングポスト，ダストモニタ及び積算線量計は，仕様
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及び運用を各施設で同一とし，周辺監視区域が同一の区域であることに

より，監視結果の共有を図る設計とすることで，共用によって再処理施

設の安全性を損なわない設計とする。 

 (３) 放射線サーベイ機器 

   平常時及び事故時の外部放射線に係る線量当量率，空気中の放射性物

質の濃度及び放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の

密度を測定監視するために，放射線サーベイ機器を備える。 

放射線サーベイは，外部放射線に係る線量当量率については携帯用

の各種サーベイメータにより，空気中の放射性物質の濃度については

サンプリング法により，また，放射性物質によって汚染された物の表

面の放射性物質の密度についてはサーベイメータ又はスミヤ法による

放射能測定により行う。 

放射線サーベイ関係の主要測定器及び器具は，次のとおりである。 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ 

ガンマ線用サーベイメータ 

中性子線用サーベイメータ 

ダストサンプラ 

ガスモニタ 

ダストモニタ 
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8.1.4.4 環境管理設備 

  平常時及び事故時に敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放射性物質

の濃度を迅速に測定するため，空間放射線量率測定器，中性子線用サーベ

イメータ，ダストサンプラ，よう素サンプラ及び放射能測定器を搭載した

無線通話装置付きの放射能観測車を備える。また，敷地周辺の公衆の線量

評価に資するため，風向，風速，日射量，放射収支量，雨量及び温度を観

測し，記録する気象観測設備を設ける。 

  気象観測設備は，その観測値を中央制御室において指示及び記録すると

ともに，緊急時対策所において指示する。 

  放射能観測車は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。また，気象観測設備

の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設及び廃棄物管理施設と共用する。 

  共用する放射能観測車及び気象観測設備の一部は，仕様及び運用を各施

設で同一とし，周辺監視区域等が同一の区域であることにより，測定結果

の共有を図る設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損な

わない設計とする。 
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8.1.4.5 個人管理用設備 

  放射線業務従事者等の線量管理のため，外部被ばくに係る線量当量を測

定する個人線量計と，内部被ばくによる線量を評価するためのホールボデ

ィカウンタを備える。 

  個人線量計及びホールボディカウンタは，ＭＯＸ燃料加工施設及び廃棄

物管理施設と共用する。 

  共用する個人線量計及びホールボディカウンタは，仕様及び運用を各施

設で統一し，必要な個数を確保する設計とすることで，共用によって再処

理施設の安全性を損なわない設計とする。 
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8.1.4.6 その他の設備 

放射線監視設備及び機器を定期的に点検校正し計測器の信頼度を維持

するために，必要な機器を設ける。 

また，平常時及び事故時の放射線防護に必要な防護衣，呼吸器，防護マ

スク等の防護具類を備える。 
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8.1.4 系統構成及び主要設備 

  放射線管理施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処

 理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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8.1.5 試験・検査 

出入管理関係設備，試料分析関係設備，放射線監視設備等は，定期的

に検査及び校正を行うことによりその健全性を確認する。 

 

 

６－８－16



8.1.6 評価 

 (１) 放射線業務従事者等の管理区域への出入り及び物品の管理区域への搬

出入に対して，出入管理設備，汚染管理設備，個人管理用設備，放射

線サーベイ機器及び放射能測定設備を設けているので，出入管理，汚

染管理及び放射線業務従事者等の被ばく管理を行うことができる。 

 (２) 屋内モニタリング設備，屋外モニタリング設備，放射線サーベイ機器，

放出管理分析設備，放射能測定設備及び環境試料測定設備を設けてい

るので，再処理施設内外の線量当量率，空気中の放射性物質の濃度及

び表面の放射性物質の密度を測定，監視することができる。 

 (３) 放射線監視設備からの主要な情報は，中央制御室において集中して監

視できるとともに，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室に

おいても，必要なモニタリング設備の監視ができる設計としている。 

 (４) 放射性物質の環境放出管理に係る主排気筒及び北換気筒の排気筒モニ

タは，多重性を考慮した設計としている。 

 (５) 万一の事故に備えて，放射線サーベイ機器等の必要な放射線計測器及

び防護具類を備えている。 

 (６) 事故時に必要な放射線監視設備は，「発電用軽水型原子炉施設におけ

る事故時の放射線計測に関する審査指針（昭和56年７月23日原子力安

全委員会決定）」を参考として，事故時に必要な線量当量率，放射性

物質の濃度に関する情報を得られる設計としている。 

 (７) 平常時の放射性物質の放出に係る排気モニタリング設備，排水サンプ

リング設備及び放出管理分析設備は，「発電用軽水型原子炉施設にお

ける放出放射性物質の測定に関する指針（昭和53年９月29日原子力委

員会決定）」を参考にして計測方法及び試料採取方法を定め，環境に

放出される放射性物質の濃度及び量を測定できる設計としている。 
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 (８) 放射線管理施設のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再

処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計としている。 

 (９) 環境モニタリング設備のモニタリングポスト及びダストモニタは，非

常用所内電源系統に接続するとともに，伝送は多様性を有する設計と

している。 

 (10) 廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する放射線管理施設

は，仕様及び運用を各施設で同一とする設計とし，六ヶ所保障措置分

析所と共用する放射線管理施設は，分析建屋及び六ヶ所保障措置分析

所の放射線管理施設の機能に必要な容量を確保する設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損なわない。 
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第 8.1－1 表(1) 屋内モニタリング設備の主要な監視区域 

ａ．エリアモニタ 

    建      屋    監 視 対 象 区 域 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋  燃料貯蔵プール周辺 

 前処理建屋  溶解槽セル周辺，せん断セル周辺

 分離建屋  分離建屋一時貯留処理槽セル等の

  セル周辺，抽出廃液受槽セル周辺

 精製建屋  排気フィルタユニット室 

 ウラン脱硝建屋  脱硝室，粉末取扱室， 

  製品充てん室 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  脱硝室，焙焼還元室， 

  粉末充てん室， 

  凝縮廃液貯槽セル周辺 

 ウラン酸化物貯蔵建屋  搬送室 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯  貯蔵容器取扱室 

 蔵建屋 

 高レベル廃液ガラス固化建屋  高レベル濃縮廃液一時貯槽セル

  及び高レベル濃縮廃液貯槽セル周

  辺，固化セル周辺，保守室 

 第１ガラス固化体貯蔵建屋  搬送室 

 低レベル廃液処理建屋  第１低レベル廃液蒸発缶室及び第

  ２低レベル廃液蒸発缶室周辺 

 低レベル廃棄物処理建屋  第１廃棄物取扱室周辺 

 チャンネルボックス・バーナブル  切断ピット上部周辺 

 ポイズン処理建屋 

 ハル・エンドピース貯蔵建屋  塔槽類廃ガスフィルタ室，廃樹脂

  貯槽室周辺 

 制御建屋  中央制御室 

 分析建屋  分析室 
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第 8.1－1 表(2) 屋内モニタリング設備の主要な監視区域 

ｂ．ダストモニタ 

    建      屋    監 視 対 象 区 域 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋  燃料貯蔵プール周辺 

 前処理建屋  建屋排気フィルタユニット室 

 分離建屋  グローブボックス設置エリア 

  （放射性配管分岐第１セル近傍）

 精製建屋  試薬設備室，ウラナス製造器室 

 ウラン脱硝建屋  脱硝室，粉末取扱室， 

  製品充てん室 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  脱硝室，焙焼還元室， 

  粉末充てん室 

 ウラン・プルトニウム混合酸化物貯  貯蔵容器取扱室 

 蔵建屋 

 高レベル廃液ガラス固化建屋  排気フィルタ室，フード設置エリ

  ア（固化セルの近傍） 

 低レベル廃液処理建屋  第１低レベル廃液蒸発缶室及び第

  ２低レベル廃液蒸発缶室周辺 

 低レベル廃棄物処理建屋  第１廃棄物取扱室上部周辺 

 チャンネルボックス・バーナブル  切断ピット上部周辺 

 ポイズン処理建屋 

 ハル・エンドピース貯蔵建屋  貯蔵プ－ル上部周辺 

 分析建屋  分析室 
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第 8.1－1 表(3) 屋内モニタリング設備の主要な監視区域 

ｃ．臨界警報装置 

    建      屋    監 視 対 象 区 域 

 前処理建屋  溶解槽セル周辺 

 分離建屋  プルトニウム洗浄器セル周辺 

 精製建屋  精製建屋一時貯留処理槽第２セル

  周辺，ウラン逆抽出器セル周辺 

 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋  脱硝室，焙焼還元室， 

  粉末充てん室 
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 第 8.1－2 表 排気モニタリング設備のモニタリング内容 

測 定 対 象 

測   定  箇  所 注） 

測 定 方 法 

 
 

 
 

主 
 

 
 

排 
 

 

気 
 

 

筒 

北
換
気
筒 

 

低
レ
ベ
ル
廃
棄
物
処
理
建
屋
換
気
筒 

使
用
済
燃
料
輸
送
容
器
管
理
建
屋
換
気
筒 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
建
屋
換
気
筒 

 
 

第
１
ガ
ラ
ス
固
化
体
貯
蔵
建
屋
換
気
筒 

ハ
ル
・
エ
ン
ド
ピ
ー
ス
及
び 

 放 射 性 希 ガ ス ○ － ○ － －  連続測定 

 放 射 性 よ う 素 ○ － ○ － － 
 連続捕集， 

 定期的に回収及び測定 

 粒子状放射性物質 ○ ○ ○ ○ ○ 
 連続捕集， 

 定期的に回収及び測定 

炭 素 －        14 ○ － － － － 
 連続捕集， 

 定期的に回収及び測定 

 ト リ チ ウ ム ○ － ○ － ○ 
 連続捕集， 

 定期的に回収及び測定 
 

注）高レベル廃液ガラス固化建屋及び第１ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気出口 

    シャフトからの排気は，放射性希ガスを監視する。 
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8.2 重大事故等対処設備 

8.2.1 概  要 

  重大事故等が発生した場合に再処理施設から大気中へ放出される放射性

物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録するた

めに必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

重大事故等が発生した場合に敷地内において，風向，風速その他の気

象条件を測定し，及びその結果を記録するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

重大事故等が発生し，モニタリングポスト及びダストモニタへの給電

が喪失した場合に，代替電源から給電するために必要な重大事故等対処設

備を設置及び保管する。 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，放射線監視設備，代替モニ

タリング設備，試料分析関係設備，代替試料分析関係設備，環境管理設備，

代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリング用代替電源

設備で構成する。 

監視測定に係る目的に基づく設備一覧及び対処の実施項目を第 8.2－１

表及び第 8.2－２表に示す。 

監視測定設備の機器配置概要図を第 8.2－１図～第 8.2－４図に示す。 

代替モニタリング設備の系統概要図を第 8.2－５図及び第 8.2－６図に

示す。 

代替モニタリング設備及び代替気象観測設備に係る可搬型データ伝送

装置及び可搬型データ表示装置の系統概要図を第 8.2－７図に示す。  

代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリング用発電機，可搬型環

境モニタリング用発電機，代替気象観測設備の可搬型気象観測用発電機及

び環境モニタリング用代替電源設備の環境モニタリング用可搬型発電機と
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各負荷設備との接続時の系統を第 8.2－８図に示す。 

放射線管理施設の重大事故等対処設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設

と共用する。 

 

６－８－24



8.2.2 設計方針 

代替モニタリング設備は，常設モニタリング設備（モニタリングポス

ト等）が機能喪失しても代替し得る十分な台数を配備する設計とする。 

 (１) 多様性，位置的分散 

   基本方針については，「1.7.18 (１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

 ａ．常設重大事故等対処設備 

   放射線監視設備の主排気筒の排気モニタリング設備は，地震に伴う溢

水及び火災及び配管の全周破断の影響によって同時にその機能が損な

われるおそれがないよう，系列を分けて異なる室に設置することによ

り，別系列の排気筒モニタと位置的分散を図る設計とする。 

   放射線監視設備のうち，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気

筒）の排気モニタリング設備，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建

屋換気筒），使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクト，並びに，

試料分析関係設備，環境管理設備の気象観測設備は，地震等により機

能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理等の対応によ

り機能を維持する設計とする。 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

   代替モニタリング設備のうち，可搬型排気モニタリング設備，可搬型

排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置及び可搬

型排気モニタリング用発電機は，外部からの衝撃による損傷の防止が

図られた主排気筒管理建屋及び制御建屋内に保管し，放射線監視設備

の排気モニタリング設備と同時にその機能が損なわれるおそれがない

よう，主排気筒管理建屋及び制御建屋の放射線監視設備の排気モニタ

リング設備の設置場所と離れた異なる室又は異なる場所に保管する設

計とする。 
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   また，溢水，化学薬品の漏えい及び配管の全周破断に対して代替モニ

タリング設備のうち，可搬型排気モニタリング設備，可搬型排気モニ

タリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置及び可搬型排気モ

ニタリング用発電機は，放射線監視設備の排気モニタリング設備と同

時にその機能が損なわれるおそれがないようにするため，可能な限り

位置的分散を図る。 

   代替試料分析関係設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た主排気筒管理建屋及び第１保管庫・貯水所内に保管し，試料分析関

係設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう分析建屋及び

環境管理建屋と異なる場所に保管する設計とする。 

   また，溢水，化学薬品の漏えい及び配管の全周破断に対して代替試料

分析関係設備は，試料分析関係設備と同時にその機能が損なわれるお

それがないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

   代替モニタリング設備のうち，可搬型環境モニタリング設備，可搬型

環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬型

建屋周辺モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用発電機，並

びに，代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリング

用代替電源設備は，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所内に

保管し，放射線監視設備の環境モニタリング設備及び環境管理設備と

同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，周辺監視区域境界付

近，環境管理建屋近傍及び再処理施設の敷地内の露場と異なる場所に

保管する設計とする。 

   また，溢水，化学薬品の漏えい及び配管の全周破断に対して代替モニ

タリング設備のうち，可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニ

タリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬型建屋周辺
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モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用発電機，並びに，代

替気象観測設備及び環境モニタリング用代替電源設備は，放射線監視

設備の環境モニタリング設備及び環境管理設備の気象観測設備と同時

にその機能が損なわれるおそれがないようにするため，可能な限り位

置的分散を図る。 

   環境管理設備の放射能観測車は，転倒しないことを確認する，又は必

要により固縛等の措置をするとともに，基準地震動による地震力によ

り生じる敷地下斜面のすべり等の影響を受けない環境管理建屋の近傍

に，代替放射能観測設備が保管される第１保管庫・貯水所及び第２保

管庫・貯水所から 100ｍ以上の隔離距離を確保した場所に保管する設計

とする。また，屋外に設置する設計基準事故に対処するための設備か

らも 100ｍ以上の離隔距離を確保する。 

 

 (２) 悪影響防止 

   基本方針については，「1.7.18 (１)ｂ．悪影響防止」に示す。 

ａ．常設重大事故等対処設備 

放射線監視設備の主排気筒の排気モニタリング設備の排気サンプリ

ング設備及び代替モニタリング設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換

気設備のダクトは，弁等の操作によって安全機能を有する施設として

使用する系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

とにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。  

放射線監視設備のうち，主排気筒の排気モニタリング設備の排気筒

モニタ，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気モニ

タリング設備，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）及び

環境モニタリング設備，並びに，試料分析関係設備及び環境管理設備
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の気象観測設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同じ

系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

代替モニタリング設備のうち，可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置，可搬型データ表示装置，可搬型排気モニタリング用発電機，

可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝送

装置，可搬型建屋周辺モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用

発電機，並びに，代替試料分析関係設備，環境管理設備の放射能観測

車，代替放射能観測設備及び代替気象観測設備は，他の設備から独立

して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

環境管理設備の放射能観測車は，安全機能を有する施設として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリング設備及び環境モニ

タリング用代替電源設備は，重大事故等発生前（通常時）の分離され

た状態から接続により重大事故等対処設備としての系統構成とするこ

とにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

屋外に保管する環境管理設備の放射線観測車は，竜巻により飛来物

とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

 

   補機駆動用燃料補給設備の悪影響防止については，「9.13.1.2 (２) 悪

影響防止」に記載する。 
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   内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失を

伴わない場合に使用する受電開閉設備・受電変圧器，所内高圧系統，

所内低圧系統及び計測制御用交流電源設備の悪影響防止については，

「9.2.2.1.2 (２) 悪影響防止」に記載する。 

 

 (３) 個数及び容量 

   基本方針については，「1.7.18 (２) 個数及び容量」に示す。 

ａ．常設重大事故等対処設備 

 (ａ) 放射線監視設備 

   排気モニタリング設備は，再処理施設から放出される放射性物質の濃

度の監視，測定するために必要なサンプリング量及び計測範囲に対し

て十分な容量を有する設計とする。 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境モニタリング設備は，周辺監視区

域境界付近において，放射性物質の濃度及び線量の監視，測定するた

めに必要なサンプリング量及び計測範囲に対して十分な容量を有する

設計とする。 

 (ｂ) 試料分析関係設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する試料分析関係設備の環境試料測定設備

は，再処理施設から放出される放射性物質の濃度を測定するために必

要な計測範囲に対して十分な容量を有する設計とする。 

 (ｃ) 環境管理設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境管理設備の気象観測設備は，敷地

内において風向，風速その他の気象条件を測定するために必要な計測

範囲に対して十分な容量を有する設計とする。 

 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 
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 (ａ) 代替モニタリング設備 

   可搬型排気モニタリング設備は，再処理施設から放出される放射性物

質の濃度の監視，測定に必要となるサンプリング量及び計測範囲を有

する設計とするとともに，保有数は，必要数として２台，予備として

故障時のバックアップを２台の合計４台以上を確保する。 

   可搬型排気モニタリング用データ伝送装置は，可搬型排気モニタリン

グ設備の指示値を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所に伝送

できる設計とするとともに，保有数は，必要数として２台，予備とし

て故障時のバックアップを２台の合計４台以上を確保する。 

   可搬型排気モニタリング用発電機は，可搬型排気モニタリング設備，

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置，代替試料分析関係設備の

うち，可搬型核種分析装置及び可搬型トリチウム測定装置に給電でき

る容量を有する設計とするとともに，必要数１台に加え，予備として

故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合計３

台以上を確保する。 

   可搬型環境モニタリング設備は，周辺監視区域において，放射性物質

の濃度及び線量の監視，測定に必要となるサンプリング量及び計測範

囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として９台，予備

として故障時のバックアップを９台の合計 18 台以上を確保する。 

   可搬型環境モニタリング用データ伝送装置は，可搬型環境モニタリン

グ設備の指示値を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所に伝送

できる設計とするとともに，保有数は，必要数として９台，予備とし

て故障時のバックアップを９台の合計 18 台以上を確保する。 

   可搬型データ表示装置は，可搬型排気モニタリング用データ伝送装置

及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置から衛星通信により伝
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送される可搬型ガスモニタ及び可搬型環境モニタリング設備の指示値

を表示できる設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予

備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。ま

た，電源喪失により保存した記録が失われないよう，電磁的に記録，

保存するとともに，必要な容量を保存できる設計とする。 

   可搬型環境モニタリング用発電機は，代替モニタリング設備のうち，

可搬型環境モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用データ伝

送装置に給電できる容量を有する設計とするとともに，必要数９台に

加え，予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバックアッ

プを 10 台の合計 19 台以上を確保する。 

   可搬型データ表示装置は，代替モニタリング設備及び代替気象観測設

備で同時に要求される指示値又は観測値の表示に必要な表示機能を有

する設計とし，兼用できる設計とする。 

   可搬型建屋周辺モニタリング設備のガンマ線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）は，建屋周辺において，線量当量率を測定するための計測範囲を

有する設計とするとともに，保有数は，必要数として８台，予備とし

て故障時のバックアップを８台の合計 16 台以上を確保する。 

   可搬型建屋周辺モニタリング設備の中性子線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）は，建屋周辺において，線量当量率を測定するための計測範囲を

有する設計とするとともに，保有数は，必要数として２台，予備とし

て故障時のバックアップを２台の合計４台以上を確保する。 

   可搬型建屋周辺モニタリング設備のアルファ・ベータ線用サーベイメ

ータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，建屋周辺におい

て，空気中の放射性物質の濃度を測定するためのサンプリング量及び

計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として３台，
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予備として故障時のバックアップを３台の合計６台以上を確保する。 

   可搬型環境モニタリング用発電機，可搬型環境モニタリング設備，可

搬型環境モニタリング用データ伝送装置及び環境モニタリング用代替

電源設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等

対処に同時に対処するために必要となる容量を有する設計とする。 

 (ｂ) 代替試料分析関係設備 

   可搬型試料分析設備のうち，可搬型放射能測定装置及び可搬型トリチ

ウム測定装置は，再処理施設から放出される放射性物質の濃度を測定

できる計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数とし

て１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確

保する。 

   可搬型試料分析設備の可搬型核種分析装置は，再処理施設から放出さ

れる放射性物質の濃度を測定できる計測範囲を有する設計とするとと

もに，保有数は，必要数として２台，予備として故障時のバックアッ

プを２台の合計４台以上を確保する。 

   可搬型試料分析設備のうち，可搬型放射能測定装置及び可搬型核種分

析装置は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対

処に同時に対処するために必要となる容量を有する設計とする。 

 (ｃ) 環境管理設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境管理設備の放射能観測車は，再処

理施設及びその周辺において，空気中の放射性物質の濃度及び線量を

測定するために必要なサンプリング量及び計測範囲に対して十分な容

量を有する設計とする。 

 (ｄ) 代替放射能観測設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する代替放射能観測設備は，再処理施設及
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びその周辺において，空気中の放射性物質の濃度及び線量を測定する

ために必要なサンプリング量及び計測範囲を有する設計とするととも

に，保有数は，必要数として１台，予備として故障時のバックアップ

を１台の合計２台以上を確保する。 

 (ｅ) 代替気象観測設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する可搬型気象観測設備は，敷地内におい

て風向，風速その他の気象条件を観測できる設計とするとともに，保

有数は，必要数として１台，予備として故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップを２台の合計３台以上を確保する。 

   可搬型気象観測用発電機は，可搬型気象観測設備及び可搬型気象観測

用データ伝送装置に給電できる容量を有する設計とするとともに，必

要数１台に加え，予備として故障時及び点検保守による待機除外時の

バックアップを２台の合計３台以上を確保する。 

   可搬型データ表示装置は，可搬型気象観測用データ伝送装置から衛星

通信により伝送される可搬型気象観測設備の観測値を表示できる設計

とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障時の

バックアップを１台の合計２台以上を確保する。また，電源喪失によ

り保存した記録が失われないよう，電磁的に記録，保存するとともに，

必要な容量を保存できる設計とする。 

   可搬型風向風速計は，敷地内において風向，風速を測定できる設計と

するとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップを２台の合計３台以上を確

保する。 

 (ｆ) 環境モニタリング用代替電源設備 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境モニタリング用代替電源設備は，
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放射線監視設備の環境モニタリング設備に給電できる容量を有する設

計とするとともに，保有数は，必要数として９台，予備として故障時

及び保守点検による待機除外時のバックアップを 10 台の合計 19 台以

上を確保する。 

 

 (４) 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18 (３) 環境条件等」に示す。 

ａ．常設重大事故等対処設備  

主排気筒の排気モニタリング設備の配管の一部は，「1.7.18 (5) 地震

を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とす

ることでその機能を損なわない設計とする。 

放射線監視設備の主排気筒の排気モニタリング設備は，外部からの

衝撃による損傷を防止できる主排気筒管理建屋及び制御建屋に設置し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

環境管理設備の気象観測設備は，風（台風），竜巻，積雪及び火山の

影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下

火砕物による積載荷重により機能を損なわない設計とする。 

放射線監視設備のうち，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換

気筒）の排気モニタリング設備，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気筒），使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクト及び環境

モニタリング設備，代替モニタリング設備の使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋換気設備のダクトの一部，試料分析関係設備及び環境管理設備の

気象観測設備は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備によ

る機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計とする。 

放射線監視設備の環境モニタリング設備は，森林火災発生時に消防
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車による延焼防止を図るとともに代替設備により機能を損なわない設

計とする。 

放射線監視設備，試料分析関係設備及び環境管理設備の気象観測設

備は内部飛散物の影響を考慮し，主排気筒管理建屋，北換気筒管理建

屋，制御建屋，分析建屋，環境管理建屋及び再処理施設の敷地内の露

場の内部飛散物の影響を受けない場所に設置することにより，機能を

損なわない設計とする。 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備  

代替モニタリング設備のうち，可搬型排気モニタリング設備，可搬

型排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬

型排気モニタリング用発電機，可搬型環境モニタリング設備，可搬型

環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型建屋周辺モニタリング設

備及び可搬型環境モニタリング用発電機は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる主排気筒管理建屋，制御建屋，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風

（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替試料分析関係設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる

主排気筒管理建屋に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設

計とする。 

環境管理設備の放射能観測車は，風（台風）及び竜巻に対して，風

（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備の転倒

防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリング用代

替電源設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる第１保管庫・

貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を

６－８－35



損なわない設計とする。 

代替モニタリング設備，代替試料分析関係設備，代替放射能観測設

備，代替気象観測設備及び環境モニタリング用代替電源設備は内部飛

散物の影響を考慮し，主排気筒管理建屋，制御建屋，第１保管庫・貯

水所及び第２保管庫・貯水所の内部飛散物の影響を受けない場所に設

置することにより，機能を損なわない設計とする。 

可搬型排気モニタリング用発電機，可搬型排気モニタリング用デー

タ伝送装置，可搬型環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境

モニタリング用発電機，可搬型気象観測用データ伝送装置，可搬型気

象観測用発電機及び環境モニタリング用代替電源設備は，積雪及び火

山の影響に対して，積雪に対しては除雪する手順を，火山の影響（降

下火砕物による積算荷重）に対しては徐灰及び屋内へ配備する手順を

整備する。 

 

補機駆動用燃料補給設備の環境条件等については，「9.14.2 (４) 環境

条件等」に記載する。 

内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失

を伴わない場合に使用する受電開閉設備・受電変圧器，所内高圧系統，

所内低圧系統及び計測制御用交流電源設備の環境条件等については，

「9.2.2.2 (４) 環境の条件等」に記載する。 

 

 (５) 操作性の確保 

   基本方針については，「1.7.18 (４)ａ．操作性の確保」に示す。 

   主排気筒の排気モニタリング設備の排気サンプリング設備及び代替モ

ニタリング設備の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクトの一部
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は，通常時に使用する系統から速やかに切り替えることができるよう，

系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

   環境モニタリング用代替電源設備は，環境モニタリング設備と容易か

つ確実に接続できるよう，ケーブルはボルト・ネジ接続を用いる。 

補機駆動用燃料補給設備の操作性の確保については，「9.14.2 (５) 操

作性の確保」に記載する。 

内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失を

伴わない場合に使用する受電開閉設備・受電変圧器，所内高圧系統及び

計測制御用交流電源設備の操作性の確保については，「9.2.2.2 (５) 操作

性の確保」に記載する。 
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8.2.3 主要設備の仕様 

放射線管理施設の重大事故等対処設備の主要設備の仕様を第 8.2－3

表に示す。 
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8.2.4 系統構成及び主要設備 

(１) 系統構成 

重大事故等が発生した場合に再処理施設から大気中へ放出される放

射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記

録できるようにするため，放射線監視設備，代替モニタリング設備，

試料分析関係設備，代替試料分析関係設備，環境管理設備の放射能観

測車及び代替放射能観測設備を使用する。 

重大事故等が発生した場合に敷地内の風向，風速その他の気象条件

を測定し，及びその結果を記録できるようにするため，環境管理設備

の気象観測設備及び代替気象観測設備を使用する。 

常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）への給電を可能と

するため，環境モニタリング用代替電源設備を使用する。 

主排気筒の排気モニタリング設備及び放出管理分析設備は，

「7.2.2.1 代替換気設備」，「7.2.2.2 廃ガス貯留設備」としても使用

する。 

試料分析関係設備の環境試料測定設備の核種分析装置，環境管理設

備は，「7.2.2.2 廃ガス貯留設備」としても使用する。 

可搬型排気モニタリング設備，可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置，可搬型データ表示装置，可搬型排気モニタリング用発電機及

び可搬型試料分析設備は，「7.2.2.1 代替換気設備」としても使用する。 

放射線監視設備は，排気モニタリング設備，北換気筒（使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋換気筒），使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダ

クト及び環境モニタリング設備で構成する。 

代替モニタリング設備は，可搬型排気モニタリング設備，可搬型排

気モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬型排
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気モニタリング用発電機，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダ

クトの一部，可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング

用データ伝送装置，可搬型建屋周辺モニタリング設備，可搬型環境モ

ニタリング用発電機及び監視測定用運搬車で構成する。 

試料分析関係設備は，放出管理分析設備及び環境試料測定設備で構

成する。 

代替試料分析関係設備は，可搬型試料分析設備で構成する。 

環境管理設備は，放射能観測車及び気象観測設備で構成する。 

代替放射能観測設備は，可搬型放射能観測設備で構成する。 

代替気象観測設備は，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用デー

タ伝送装置，可搬型データ表示装置，可搬型風向風速計，可搬型気象

観測用発電機及び監視測定用運搬車で構成する。 

環境モニタリング用代替電源設備は，環境モニタリング用可搬型発

電機及び監視測定用運搬車で構成する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部を常設重大事故等対処設備として設

置する。 

代替モニタリング設備，代替試料分析関係設備，代替放射能観測設

備，代替気象観測設備，環境モニタリング用代替電源設備を可搬型重

大事故等対処設備として配備する。 

放射線監視設備，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクト，

試料分析関係設備，環境管理設備の気象観測設備を常設重大事故等対

処設備として位置付ける。また，環境管理設備の放射能測定車を可搬

型重大事故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する電気設備の一部である受電開閉設備

等を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 
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補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリを可搬型重

大事故等対処設備として配備する。 

 (２) 主要設備 

ａ．放射線監視設備 

排気モニタリング設備は，放射性気体廃棄物の廃棄施設からの放出

が想定される主排気筒及び北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換

気筒）をモニタリング対象とする設計とする。  

環境モニタリング設備は，周辺監視区域境界付近をモニタリング対

象とする設計とする。 

排気モニタリング設備は，再処理施設から大気中へ放出される放射

性よう素，粒子状放射性物質，炭素－14 及びトリチウムを連続的に捕

集するとともに，放射性希ガスの濃度を連続測定し，記録する設計と

する。 

環境モニタリング設備のモニタリングポストは，周辺監視区域境界

付近における空間放射線量率を連続監視し，記録する設計とする。 

環境モニタリング設備のダストモニタは，周辺監視区域境界付近に

おける粒子状放射性物質を連続的に捕集，測定し，記録する設計とす

る。 

主排気筒の排気モニタリング設備及び北換気筒（使用済燃料受入

れ・貯蔵建屋換気筒）の排気モニタリング設備の排気筒モニタ並びに

環境モニタリング設備の指示値は，中央制御室において指示及び記録

し，空間放射線量率又は放射能レベルがあらかじめ設定した値を超え

たときは，警報を発する。また、排気筒モニタ及び環境モニタリング
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設備は，緊急時対策所へ指示値を伝送する設計とする。 

環境モニタリング設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境モニタリング設備は，再処理施

設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用に

よって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

ｂ．代替モニタリング設備 

可搬型排気モニタリング設備は，排気モニタリング設備が機能喪失

した場合に，主排気筒の排気モニタリング設備の接続口又は使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋換気設備のダクトに接続し，主排気筒又は北換気

筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）から大気中へ放出される放

射性よう素，粒子状放射性物質，炭素－14及びトリチウムを連続的に

捕集するとともに，放射性希ガスの濃度を連続測定し，記録する設計

とする。 

可搬型環境モニタリング設備は，環境モニタリング設備が機能喪失

した場合に，周辺監視区域において，線量を測定するとともに，空気

中の粒子状放射性物質を連続的に捕集及び測定できる設計とし，環境

モニタリング設備のモニタリングポスト及びダストモニタを代替し得

る十分な台数を有する設計とする。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリ

ング用データ伝送装置は，可搬型ガスモニタ及び可搬型環境モニタリ

ング設備の指示値を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所に伝

送し，監視及び記録する設計とする。 

可搬型データ表示装置は，中央制御室に伝送された可搬型ガスモニ

タ及び可搬型環境モニタリング設備の指示値を表示し，記録する設計

とする。 
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可搬型データ表示装置は，電源喪失により保存した記録が失われな

いよう，電磁的に記録し，保存する設計とする。また，記録は必要な

容量を保存する設計とする。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備は，重大事故等が発生した場合に，

重大事故等の対処を行う前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋及び使用済

燃料受入れ・貯蔵建屋の周辺における線量当量率並びに出入管理室を

設置する出入管理建屋，低レベル廃棄物処理建屋及び使用済燃料受入

れ・貯蔵管理建屋の周辺における空気中の放射性物質の濃度及び線量

当量率を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録できるように指

示値を表示する設計とする。 

可搬型排気モニタリング設備，可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置は，可搬型排気モニタリング用発電機又は非常用所内電源系統

から受電する設計とする。 

可搬型環境モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用データ

伝送装置は，可搬型環境モニタリング用発電機から受電する設計とす

る。 

また，可搬型環境モニタリング用発電機の運転に必要な燃料は，補

機駆動用燃料補給設備から補給が可能な設計とする。 

代替モニタリング設備の可搬型データ表示装置及び可搬型建屋周辺

モニタリング設備の電源は，乾電池又は充電池を使用する設計とする。 

可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝

送装置，監視測定用運搬車及び可搬型環境モニタリング用発電機は，

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する可搬型環境モニタリング設備，可搬
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型環境モニタリング用データ伝送装置，監視測定用運搬車及び可搬型

環境モニタリング用発電機は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設に

おける重大事故等対処を考慮し，共用によって重大事故時の対処に影

響を及ぼさない設計とする。 

 ｃ．試料分析関係設備 

試料分析関係設備は，採取された排気試料又は環境試料を測定でき

る設計とする。 

放出管理分析設備は，主排気筒の排気サンプリング設備及び北換気

筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気サンプリング設備で

捕集した放射性よう素，粒子状放射性物質，炭素－14及びトリチウム

の放射性物質の濃度を測定できる設計とする。 

環境試料測定設備は，ダストモニタ及び可搬型ダストモニタで捕集

した粒子状放射性物質の濃度を測定できる設計とする。 

環境試料測定設備は，再処理施設からの放射性物質の放出のおそれ

があると判断した場合に，再処理施設及びその周辺で採取した，水中

及び土壌中の放射性物質の濃度を測定できる設計とする。 

環境試料測定設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境試料測定設備は，再処理施設及

びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用によっ

て重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

ｄ．代替試料分析関係設備   

可搬型試料分析設備は，放出管理分析設備が機能喪失した場合に，

主排気筒の排気サンプリング設備，北換気筒（使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋換気筒）の排気サンプリング設備及び可搬型排気サンプリング

設備で捕集した放射性よう素，粒子状放射性物質，炭素－14及びトリ
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チウムの放射性物質の濃度を測定する設計とする。 

可搬型試料分析設備は，環境試料測定設備が機能喪失した場合に，

ダストモニタ及び可搬型ダストモニタで捕集した粒子状放射性物質の

濃度を測定する設計とする。 

可搬型試料分析設備のうち，可搬型放射能測定装置及び可搬型核種

分析装置は，再処理施設からの放射性物質の放出のおそれがあると判

断した場合に，再処理施設及びその周辺で採取した，水中及び土壌中

の放射性物質の濃度を測定する設計とする。 

可搬型核種分析装置及び可搬型トリチウム測定装置は，可搬型排気

モニタリング用発電機から受電し，可搬型放射能測定装置の電源は，

乾電池又は充電池を使用する設計とする。 

また，可搬型排気モニタリング用発電機の運転に必要な燃料は，補

機駆動用燃料補給設備から補給が可能な設計とする。 

可搬型放射能測定装置，可搬型核種分析装置及び可搬型排気モニタ

リング用発電機は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する可搬型放射能測定装置，可搬型核種

分析装置及び可搬型排気モニタリング用発電機は，再処理施設及びＭ

ＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用によって重

大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

ｅ．環境管理設備 

放射能観測車は，空間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を

測定するため，空間放射線量率測定器，中性子線用サーベイメータ，

ダストサンプラ，よう素サンプラ及び放射能測定器を搭載し，無線通

話装置を備える設計とする。 

気象観測設備は，敷地周辺の公衆の線量評価に資するため，風向，
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風速，日射量，放射収支量，雨量及び温度を観測し，記録する設計と

する。また，その観測値を中央制御室において指示及び記録するとと

もに，緊急時対策所において指示する設計とする。 

環境管理設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境管理設備は，再処理施設及びＭ

ＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用によって重

大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

 ｆ．代替放射能観測設備 

可搬型放射能観測設備は，放射能観測車が機能喪失した場合に空間

放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を測定する設計とする。 

可搬型放射能観測設備の電源は，乾電池又は充電池を使用する。 

可搬型放射能観測設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する可搬型放射能観測設備は，再処理施

設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用に

よって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

ｇ．代替気象観測設備 

可搬型気象観測設備は，気象観測設備が機能喪失した場合に，敷地

内の風向，風速，日射量，放射収支量及び雨量を測定し，及びその結

果を記録する設計とする。 

可搬型気象観測用データ伝送装置は，可搬型気象観測設備の観測値

を衛星通信により中央制御室及び緊急時対策所に伝送し，表示及び記

録する設計とする。 

可搬型データ表示装置は，中央制御室に伝送された可搬型気象観測

設備の指示値を表示し，記録する設計とする。 

可搬型データ表示装置は，電源喪失により保存した記録が失われな
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いよう，電磁的に記録し，保存する。また，記録は必要な容量を保存

する。 

可搬型気象観測設備及び可搬型気象観測用データ伝送装置は，可搬

型気象観測用発電機から受電し，代替気象観測設備の可搬型データ表

示装置の電源は，乾電池又は充電池を使用する設計とする。 

また，可搬型気象観測用発電機の運転に必要な燃料は，補機駆動用

燃料補給設備から補給が可能な設計とする。 

可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置及び可搬型

気象観測用発電機は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する可搬型気象観測設備，可搬型気象観

測用データ伝送装置及び可搬型気象観測用発電機は，再処理施設及び

ＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用によって

重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

ｈ．環境モニタリング用代替電源設備 

環境モニタリング用代替電源設備は，非常用所内電源系統から環境

モニタリング設備への給電が喪失した場合に，モニタリングポスト及

びダストモニタに給電できる設計とする。 

また，環境モニタリング用代替電源設備の運転に必要な燃料は，補

機駆動用燃料補給設備から補給が可能な設計とする。 

環境モニタリング用可搬型発電機は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用す

る。 

ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境モニタリング用可搬型発電機は，

再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，

共用によって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 
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8.2.5 試験・検査 

   基本方針については，「1.7.18 (4)ｂ．試験・検査性」に示す。 

主排気筒の排気モニタリング設備，北換気筒（使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋換気筒）の排気モニタリング設備，環境モニタリング設備，

試料分析関係設備及び環境管理設備は，再処理施設の運転中又は停止

中に校正，機能の確認，性能の確認及び外観の確認ができる設計とす

る。 

また，主排気筒の排気モニタリング設備，北換気筒（使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気モニタリング設備は，各々が独立して

試験又は検査ができる設計とする。  

可搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニタリング設備，可搬

型建屋周辺モニタリング設備，代替試料分析関係設備，代替放射能観

測設備，可搬型気象観測設備及び可搬型風向風速計は，校正，機能の

確認，性能の確認及び外観の確認ができる設計とする。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型データ表示装置，

可搬型排気モニタリング用発電機，可搬型環境モニタリング用データ

伝送装置，可搬型環境モニタリング用発電機，可搬型気象観測用デー

タ伝送装置，可搬型気象観測用発電機及び環境モニタリング用代替電

源設備は，機能の確認，性能の確認及び外観の確認ができる設計とす

る。 

補機駆動用燃料補給設備の試験及び検査については，「9.14.5 試

験・検査」に記載する。 

内的事象による安全機能の喪失を要因とし，全交流動力電源の喪失

を伴わない場合に使用する受電開閉設備・受電変圧器，所内高圧系統

及び所内低圧系統の試験及び検査については，「9.2.2.5  試験・検
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査」に記載する。 

６－８－49



 

 

 

 

監視測定設備に係る 

要求に対する 

設備区分 

設備・機器名称 

設計基準対象の施設と兼用する設備 設計基準対象の施設と兼用する設備を代替する設備 

放射性物

質の濃度

及び線量

の測定に

用いる設

備 

排気口における

放射性物質の濃

度の測定に用い

る設備 

主排気筒の排気モニタリング設備 

 排気筒モニタ（Ｐｌシンチレーション検出器，電離

箱） 

 排気サンプリング設備（ダスト，よう 

素，Ｈ－３，Ｃ－14） 

可搬型排気モニタリング設備 

 可搬型ガスモニタ（電離箱） 

 可搬型排気サンプリング設備（ダスト，よう素，Ｈ－

３，Ｃ－14） 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 

可搬型データ表示装置 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備 

可搬型排気モニタリング用発電機 

監視測定用運搬車 

北換気筒の排気モニタリング設備 

 排気筒モニタ（Ｐｌシンチレーション検出器） 

 排気サンプリング設備（ダスト，よう素，Ｈ－３）

北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備 

周辺監視区域に

おける放射性物

質の濃度及び線

量の測定に用い

る設備 

環境モニタリング設備 

 モニタリングポスト（ＮａＩ（ＴＩ）シンチレーシ

ョン検出器,電離箱） 

 ダストモニタ（ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション，

Ｐｌシンチレーション検出器） 

可搬型環境モニタリング設備 

 可搬型線量率計（ＮａＩ（ＴＩ）シンチレーション検出

器,電離箱） 

 可搬型ダストモニタ（ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション

検出器，Ｐｌシンチレーション検出器） 

可搬型環境モニタリング用データ伝送装置 

可搬型データ表示装置 

可搬型環境モニタリング用発電機 

監視測定用運搬車 

可搬型建屋周辺モニタリング設備 

 ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

 中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

 可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 

排気口における

放射性物質の濃

度の測定に用い

る設備 

放出管理分析設備 

 放射能測定装置（ガスフローカウンタ） 

 放射能測定装置（液体シンチレーションカウンタ）

 核種分析装置（Ｇｅ検出器） 

可搬型試料分析設備 

 可搬型放射能測定装置（ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーショ

ン検出器，Ｐｌシンチレーション検出器） 

 可搬型核種分析装置（Ｇｅ検出器） 

 可搬型トリチウム測定装置（液体シンチレーションカウ

ンタ） 
周辺監視区域に

おける放射性物

質の濃度及び線

量の測定に用い

る設備 

環境試料測定設備 

 核種分析装置（Ｇｅ検出器） 

周辺監視区域に

おける放射性物

質の濃度及び線

量の測定に用い

る設備 

放射能観測車 

（搭載機器：空間放射線量率測定器，中性子線用サー

ベイメータ，ダストサンプラ，よう素サンプラ及び放

射能測定器） 

（その他：ＮａＩ（ＴＩ）シンチレーションサーベイ

メータ，アルファ・ベータ線サーベイメータ） 

可搬型放射能観測設備 

 ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（ＴＩ）シンチレー

ション検出器）（ＳＡ） 

 ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ） 

 中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

 可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ） 

風向，風

速その他

の気象条

件の測定

に用いる

設備 

敷地内における

気象観測項目の

測定に用いる設

備 

気象観測設備 

 （風向風速計，日射計，放射収支計，雨量計） 

可搬型気象観測設備 

 （風向風速計，日射計，放射収支計，雨量計） 

可搬型気象観測用データ伝送装置 

可搬型データ表示装置 

可搬型気象観測用発電機 

監視測定用運搬車 

可搬型風向風速計 

モニタリ

ングポス

ト等の電

源回復又

は機能回

復設備 

モニタリングポ

スト等の代替電

源設備 

非常用所内電源系統 環境モニタリング用可搬型発電機 

監視測定用運搬車 

第 8.2－１表 監視測定に係る目的に基づく設備一覧表 
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第 8.2－３表  放射線管理施設の主要設備の仕様 

 

(１) 放射線監視設備 

ａ．常設重大事故等対処設備 

(ａ) 主排気筒の排気モニタリング設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   排気筒モニタ 

数  量   ２系列 

計測範囲   低レンジ 10～106ｍｉｎ－１ 

      中レンジ 10～106ｍｉｎ－１ 

      高レンジ 10-12～10-7Ａ 

    排気サンプリング設備 

     数  量   ２系列 

(ｂ) 北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気モニタリング

設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   排気筒モニタ 

数  量   ２系列 

計測範囲   10～106ｍｉｎ－１ 

    排気サンプリング設備 

     数  量   ２系列 

(ｃ)  北換気筒（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気筒）（設計基準対象の施

設と兼用） 

数  量   １基 

(ｄ)  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備（設計基準対象の施設と兼

用） 

数  量   １系列 
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(ｅ) 環境モニタリング設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）（設計基準対象

の施設と兼用） 

モニタリングポスト 

種  類   ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション式検出器 

      電離箱式検出器 

計測範囲   10-2～101μＧｙ／ｈ（低レンジ） 

      100～105μＧｙ／ｈ（高レンジ） 

台  数   ９台 

ダストモニタ 

種  類   ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

      プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲   10-2～104 s-1 

台  数   ９台 

 (２) 代替モニタリング設備 

ａ．常設重大事故等対処設備 

(ａ)  使用済燃料受入れ・貯蔵建屋換気設備（設計基準対象の施設と兼用）

（放射線監視設備と兼用） 

数  量   １系列 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型排気モニタリング設備 

可搬型ガスモニタ 

種  類   電離箱式検出器 

計測範囲   10-15～10-8Ａ 

台  数   ４台（予備として故障時のバックアップを２台） 

可搬型排気サンプリング設備 
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台  数   ４台（予備として故障時のバックアップを２台） 

(ｂ) 可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 

台  数   ４台（予備として故障時のバックアップを２台） 

(ｃ) 可搬型データ表示装置 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

(ｄ) 可搬型排気モニタリング用発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

     台  数   ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

容  量   約３ｋＶＡ／台 

 (ｅ) 可搬型環境モニタリング設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

可搬型線量率計 

種  類   ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション式検出器 

       半導体式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～100ｍＳｖ／ｈ又は ｍＧｙ／ｈ 

台  数   18台（予備として故障時のバックアップを９台） 

可搬型ダストモニタ 

種  類   ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

       プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～99.9ｋｍｉｎ－１ 

台  数   18台（予備として故障時のバックアップを９台） 

(ｆ) 可搬型環境モニタリング用データ伝送装置（ＭＯＸ燃料加工施設と共

用） 

台  数   18台（予備として故障時のバックアップを９台） 

(ｇ) 可搬型環境モニタリング用発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

     台  数   19台（予備として故障時及び待機除外時のバック
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アップを10台） 

容  量   約３ｋＶＡ／台 

 (ｈ) 可搬型建屋周辺モニタリング設備 

ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

台  数   16台（予備として故障時のバックアップを８台） 

種  類   半導体式検出器 

計測範囲   0.0001～1,000ｍＳｖ／ｈ 

中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

台  数   ４台（予備として故障時のバックアップを２台） 

種  類   ３Ｈｅ計数管 

計測範囲   0.01～10,000μＳｖ／ｈ 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

台  数   ６台（予備として故障時のバックアップを３台） 

種  類   ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

      プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～100ｋｍｉｎ－１（アルファ線） 

      Ｂ．Ｇ．～300ｋｍｉｎ－１（ベータ線） 

可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） 

台  数   ６台（予備として故障時のバックアップを３台） 

 (ｉ) 監視測定用運搬車（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

     台  数   ７台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを４台） 

(３) 試料分析関係設備 

ａ．常設重大事故等対処設備 

(ａ) 放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 
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放射能測定装置（ガスフローカウンタ） 

種  類   ガスフローカウンタ 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～99.9ｋｍｉｎ－１ 

台  数   １台 

放射能測定装置（液体シンチレーションカウンタ） 

種  類   光電子増倍管 

計測範囲   0～2,000ｋｅＶ 

台  数   １台 

核種分析装置 

種  類   Ｇｅ半導体 

計測範囲   10～2,500ｋｅＶ 

台  数   １台 

(ｂ) 環境試料測定設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）（設計基準対象の施

設と兼用） 

核種分析装置 

種  類   Ｇｅ半導体 

計測範囲   30～10,000ｋｅＶ 

台  数   １台 

(４) 代替試料分析関係設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型試料分析設備 

可搬型放射能測定装置（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

種  類   ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

        プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～99.9ｋｍｉｎ－１ 
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台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

可搬型トリチウム測定装置 

種  類   光電子増倍管 

計測範囲   ２～2,000ｋｅＶ 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

可搬型核種分析装置（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

種  類   Ｇｅ半導体式検出器 

計測範囲   27.5～11,000ｋｅＶ 

台  数   ４台（予備として故障時のバックアップを２台） 

(５) 環境管理設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）（設計基準対象の施設と兼

用） 

ａ．常設重大事故等対処設備 

(ａ) 気象観測設備 

台  数   １台 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 放射能観測車 

台  数   １台 

(６) 代替放射能観測設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型放射能観測設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション） 

（ＳＡ） 

種  類   ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～30μＳｖ／ｈ，0～30ｋｓ－１ 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 
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ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ） 

種  類   電離箱式検出器 

計測範囲   0.001～300ｍＳｖ／ｈ 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） 

種  類   ３Ｈｅ計数管 

計測範囲   0.01～10,000μＳｖ／ｈ 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） 

種  類   ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

        プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲   Ｂ．Ｇ．～100ｋｍｉｎ－１（アルファ線） 

        Ｂ．Ｇ．～300ｋｍｉｎ－１（ベータ線） 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ） 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

(７) 代替気象観測設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 可搬型気象観測設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

台  数   ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

(ｂ) 可搬型気象観測用データ伝送装置（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

(ｃ) 可搬型データ表示装置（代替モニタリング設備と兼用） 

台  数   ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 
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(ｄ) 可搬型気象観測用発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

     台  数   ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

容  量   約３ｋＶＡ／台 

(ｅ) 可搬型風向風速計 

台  数   ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

(ｆ) 監視測定用運搬車（代替モニタリング設備と兼用） 

     台  数   ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

(８) 環境モニタリング用代替電源設備 

ａ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ) 環境モニタリング用可搬型発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

     台  数   19台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを10台） 

容  量   約５ｋＶＡ／台 

(ｂ) 監視測定用運搬車（代替モニタリング設備と兼用） 

     台  数   ７台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを４台） 
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9.  その他再処理設備の附属施設 

9.1   概    要 

    その他再処理設備の附属施設は，次の設備等で構成する。 

  (１) 電気設備 

  (２) 圧縮空気設備 

  (３) 給水処理設備 

  (４) 冷却水設備 

  (５) 蒸気供給設備 

  (６) 主要な試験施設 

  (７) 分析設備 

  (８) 化学薬品貯蔵供給設備 

  (９) 火災防護設備 

  (10) 竜巻防護対策設備 

  (11) 溢水防護設備 

  (12) 化学薬品防護設備 

  (13) 補機駆動用燃料補給設備 

  (14) 放出抑制設備 

  (15) 緊急時対策所 

  (16) 通信連絡設備 
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9.2 電気設備 

9.2.1 設計基準対象の施設 

9.2.1.1 概要 

  再処理施設は，安全上重要な施設がその機能を維持するために必要と

なる電力を当該安全上重要な施設に供給するため，154ｋＶ送電線２回線

で電力系統に連系した設計とする。 

 再処理施設に接続する再処理施設内開閉所の外の電力系統（以下「電

線路」という。）のうち少なくとも２回線は，電力系統と非常用所内電

源系統とを接続する外部電源系統を２つ以上設ける設計とすることによ

り，当該再処理施設において受電可能な設計とし，かつ，それにより当

該再処理施設を電力系統に連系する設計とする。 

 154ｋＶ送電線は，１回線停止時においても再処理施設及び当該送電線

を共用する施設のいずれも運転可能な送電能力を有する設計とする。 

 再処理施設の電力は，東北電力ネットワーク株式会社電力系統の154ｋ

Ｖ送電線２回線（約30ｋｍ先の上北変電所から六ヶ所変電所を経由）か

ら受電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して6.9ｋＶに降圧した後，再

処理施設へ給電する設計とする。 

 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設並びに非常用電源建屋に非常用

ディーゼル発電機を設けるとともに，安全上重要な施設を有する建屋に

非常用蓄電池を設ける設計とする。 

 保安電源設備は，安全機能を有する施設への電力の供給が停止するこ

とがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，そ

の拡大を防止できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による

影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 

 外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相のうち
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１相の電路の開放が発生した場合，系統の電圧低下の警報により使用し

ている受電変圧器が自動で切り替わる設計とする。また，受電変圧器が

自動で切り替わらない場合には手動にて受電変圧器の切替えを実施する

設計とする。なお，受電変圧器の切替えが実施できない場合には，手動

にて１相開放故障が発生した受電変圧器を切り離すことにより，ディー

ゼル発電機を起動させ，安全機能を有する施設に電力を供給し，再処理

施設の非常用所内電源系統を安定状態に移行させる設計とする。 

 母線構成は，極力簡単にし，母線の切替操作を容易，かつ，信頼性の

高いものにするとともに，誤操作を防止するための措置を講ずる。非常

用所内電源系統には，必要に応じ環境の条件を模擬した試験により健全

性を確認したものを使用する設計とする。 

 非常用所内電源系統は，再処理施設の運転中又は停止中に定期的に試

験及び検査ができるとともに，その安全機能を健全に維持するための適

切な保守及び修理ができる設計とする。 

 非常用電源設備及びその附属設備は，多重性及び独立性を確保する設

計とする。具体的には，独立した２箇所に非常用電源設備及びその附属

設備を設置し，それぞれ必要な容量を有する非常用ディーゼル発電機に

接続する設計とするとともに，非常用の直流電源設備を独立した２箇所

に設置する設計とする。 

 非常用所内電源系統は，安全上重要な負荷等への電源として，電気的

及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通原因により機能を

失うことなく，少なくとも１系統は機能の維持及び人の接近性を確保で

きる設計とする。非常用所内電源系統のみの運転下又は外部電源系統の

みの運転下で，単一故障を仮定しても，安全上重要な施設の安全機能を

失うことのない設計とする。 
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 これらにより，その系統を構成する機器の単一故障が発生した場合に

も，機能が確保できる設計とする。なお，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

には第１非常用ディーゼル発電機及び第１非常用蓄電池を，再処理施設

（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を除く。）には第２非常用ディ

ーゼル発電機及び第２非常用蓄電池を各々異なる区画に設置する設計と

する。 

 非常用ディーゼル発電機は，７日間の外部電源喪失を仮定しても電力

を供給できるよう，７日間以上連続運転できる燃料貯蔵設備を敷地内に

設け，非常用ディーゼル発電機の燃料油系により，運転時に連続して燃

料を供給できる設計とする。 

 再処理施設の電源構成について，6.9ｋＶ主母線は，常用４母線，運転

予備用４母線及び非常用２母線で構成し，6.9ｋＶ母線は，常用11母線，

運転予備用９母線及び非常用９母線で構成する。また，460Ｖ母線は，常

用27母線，運転予備用23母線及び非常用19母線で構成する。 

 再処理施設内の機器は，安全上重要な負荷等とその他の機器で電源が

必要な機器（以下「一般負荷」という。）に分け，それぞれ非常用母線，

常用母線に接続する設計とする。また，一般負荷のうち運転機能保護の

ために必要な負荷（以下「運転予備負荷」という。）は，運転予備用母

線に接続する設計とする。 

 ディーゼル発電機は，非常用４台及び運転予備用２台で構成する設計

とする。 

直流電源設備は，非常用20系統及び常用31系統で構成する。計測制御用

交流電源設備は，非常用の無停電交流母線16母線及び計測母線10母線並

びに常用の無停電交流母線22母線及び計測母線18母線で構成する設計と

する。 
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 電気設備は，上記設備の他に照明及び作業用電源設備，ケーブル及び

電線路で構成する設計とする。 

 東北電力ネットワーク株式会社電力系統の154ｋＶ送電線２回線から受

電開閉設備で受電し，受電変圧器を通して再処理施設に給電を行ってい

るが，当該電気設備のうち，受電開閉設備，ユーティリティ建屋の１号

受電変圧器及び２号受電変圧器，所内高圧系統のうち6.9ｋＶ常用主母線

を廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用し，給電を行う設計と

する。また，受電開閉設備，第２ユーティリティ建屋の３号受電変圧器

及び４号受電変圧器，所内高圧系統並びに第２運転予備用ディーゼル発

電機をＭＯＸ燃料加工施設と共用し，給電を行う設計とする。なお，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設と共用する放射線監視設備のモニタリングポストは，

第１非常用ディーゼル発電機を非常用電源とする設計とすることから，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ常用母線，6.9ｋＶ非常

用母線，460Ｖ非常用母線，第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を

供給する重油タンクについても，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

 また，再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用

によって安全機能を有する施設への電力の供給が停止することがないよ

う，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線又は運

転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局

所化し，他の安全機能への影響を限定するとともに，受電変圧器につい

ては，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十

分な容量を有することから，共用によって再処理施設の安全性を損なわ

ない設計とする。 

照明設備は通常時に使用する照明の他に，安全避難通路にその位置を明

確かつ恒久的に表示することにより容易に識別でき，照明用の電源が喪失
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した場合においても機能を損なわない避難用照明と設計基準事故が発生し

た場合において，昼夜及び場所を問わず事故対策のための作業が生じた場

合に作業が可能となるよう，避難用の照明とは別に作業用照明を設ける設

計とする。また，現場作業の緊急性との関連において，仮設照明の準備に

時間的猶予がある場合には，可搬型照明を活用する設計とする。 
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9.2.1.2 設計方針 

  電気設備の設計に際しては，平常時，異常時を問わず，所内電源の完

全な喪失を招くことなく，再処理施設の安全性を確保し得るよう，次の

ような方針で設計する。 

 (１) 一般負荷及び安全上重要な負荷への電源を確保できる設計とする。 

 (２) 安全上重要な施設の安全機能を確保するための必要な電源として，

外部電源系統及び非常用所内電源系統を有する設計とする。 

 ａ．再処理施設の外部電源系統は，受電可能な154ｋＶ送電線２回線に連

系する設計とする。また，当該送電線は，１回線停止時においても再

処理施設及び当該送電線を共用する施設のいずれも運転可能な送電能

力を有する設計とする。送電線は，再処理施設内開閉所の外の電力系

統のことをいう。 

 ｂ．非常用電源設備及びその附属設備は，多重性及び独立性を確保する

設計とする。具体的には，独立した２箇所に非常用電源設備及びその

附属設備を設置し，それぞれ必要な容量を有する非常用ディーゼル発

電機に接続する設計とするとともに，非常用の直流電源設備を独立し

た２箇所に設置する設計とする。また，非常用ディーゼル発電機は，

７日間の外部電源喪失を仮定しても電力を供給できるよう，７日間以

上連続運転できる燃料貯蔵設備を設け，非常用ディーゼル発電機の燃

料油系に接続することにより，運転時に連続して燃料を供給できる設

計とする。非常用電源設備及びその附属設備は，非常用所内電源設備

（非常用ディーゼル発電機，非常用蓄電池，燃料貯蔵設備等）及び安

全上重要な施設への電力供給設備（安全上重要な施設へ電力を供給す

るメタルクラッド開閉装置，パワーセンタ，モータコントロールセン

タ，ケーブル等）のことであり，一連の設備を非常用所内電源系統と
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いう。 

 (３) 非常用所内電源系統は，安全上重要な負荷への電源として，電気的

及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通原因により機能

を失うことなく，少なくとも１系統は機能の維持及び人の接近性を確

保できる設計とする。 

 (４) 電気設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対して監視制御機能

を確保できる設計とする。 

 (５) 電気設備は，非常用所内電源系統のみの運転下又は外部電源系統の

みの運転下で，単一故障を仮定しても，安全上重要な施設の安全機能

を失うことのない設計とする。 

 (６) 再処理施設の安全機能を有する施設へ電力を供給するための施設は，

機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡大を防止

できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所

化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。また，１相開

放故障が発生した場合，系統の電圧低下の警報，また，電圧低下が小

さい場合は，当直（運転員）が１相開放故障に伴い生じる負荷の警報

により，安全機能を有する施設への電力の供給が不安定になったこと

を検知し，手動にて給電中の受電変圧器を切り離すことにより，非常

用ディーゼル発電機を起動させ，非常用母線に電力を供給し，再処理

施設の電源系統を安定状態に移行させる設計とする。 

 (７) 母線構成は，極力簡単にし，母線の切替操作を容易，かつ，信頼性

の高いものにするとともに，誤操作を防止するための措置を講ずる。 

 (８) 平常時及び異常時の監視制御用として，直流電源設備及び計測制御

用交流電源設備を設置する設計とする。 

 (９) 再処理施設内ケーブル，ケーブルトレイ，電線管及び電源盤の材料
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は，可能な限り不燃性又は難燃性のものを使用する設計とする。 

 (10) 建屋内に設置する変圧器は，乾式を使用する設計とする。 

 (11) 非常用所内電源系統には，必要に応じ環境の条件を模擬した試験に

より健全性を確認したものを使用する設計とする。 

 (12) 非常用所内電源系統は，再処理施設の運転中又は停止中に定期的試

験及び検査ができるとともに，その安全機能を健全に維持するための

適切な保守及び修理ができる設計とする。 

 (13) 再処理施設の安全避難通路には，その位置を明確かつ恒久的に表示

することにより容易に識別できるように，避難用照明として誘導灯及

び非常灯を設ける設計とする。 

また，誘導灯及び非常灯は，外部からの電源が喪失した場合におい

てもその機能を損なわないように蓄電池を内蔵した設計とする。 

 (14) 再処理施設には，設計基準事故が発生した場合において用いる作業

用の照明として，制御室に運転保安灯，直流非常灯又は蓄電池内蔵型

照明を設ける設計とする。 

運転保安灯は，外部からの電源が喪失した場合においてもその機能

を損なわないように，非常用ディーゼル発電機から電力を供給する設

計とする。 

直流非常灯は非常用直流電源設備（非常用蓄電池）に接続し，蓄電

池内蔵型照明は内蔵蓄電池を備えることにより，全交流電源喪失時か

ら重大事故等に対処するために必要な電力の供給が重大事故等対処設

備から開始される前までの間，その機能を損なわない設計とする。 

また，設計基準事故等において，想定外の警報発報により現場作業

が必要となった場合及びそのアクセスルートについては，制御室に配

備している可搬型照明を活用する。 
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 (15) 電気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処理

設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

 (16) 電気設備のうち第１非常用ディーゼル発電機，その燃料を供給する

燃料貯蔵設備及び運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備を除く，

他施設と共用する設備は，共用する施設において，機器の破損，故障

その他の異常を検知した場合には，6.9ｋＶ常用主母線又は 6.9ｋＶ運

転予備用主母線の遮断器が開放する設計とすることで，再処理施設に

波及的影響を与えることを防止する設計とするとともに，受電変圧器

については，これらの施設への給電を考慮しても十分な容量を有する

設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設

計とする。 

 (17) 電気設備のうち他施設と共用する第１非常用ディーゼル発電機及び

その燃料を供給する燃料貯蔵設備は，共用によって再処理施設の安全

性を損なわない設計とする。 

 (18) 電気設備のうち他施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機の燃

料貯蔵設備は，共用する施設において，故障その他の異常が発生した

場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異常による影響を局

所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及的影響を防止す

る設計とするとともに，他施設における使用を想定しても，再処理施

設に十分な燃料を供給できる容量を確保する設計とすることで，共用

によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 
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9.2.1.3 主要設備の仕様 

  受電開閉設備，受電変圧器，非常用母線，運転予備用母線及び常用母線，

ディーゼル発電機，直流電源設備，計測制御用交流電源設備及び照明設備

の設備仕様を第9.2－１表～第9.2－７表にそれぞれ示す。また，ディーゼ

ル発電機の燃料貯蔵設備の設備仕様を第9.2－８表～第9.2－９表に示す。 

 電気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る受電開閉設備，受電

変圧器，非常用母線，常用母線，ディーゼル発電機，直流電源設備，計測

制御用交流電源設備，照明及び作業用電源設備，ケーブル及び電線路は，

再処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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9.2.1.4 主要設備 

  電気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再処理設備

本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 

電気設備の一部は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用す

る。 
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9.2.1.4.1 受電開閉設備 

  受電開閉設備は，第9.2－１図に示すように，154ｋＶ送電線と受電

変圧器を接続する遮断器，断路器，母線及びケーブル等で構成する設

計とする。受電開閉設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設

と共用する。 

受電開閉設備の碍子部分の絶縁性を維持するために洗浄が行える設

計とする。 
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9.2.1.4.2 変圧器 

  再処理施設では，次のような変圧器を使用する設計とする。 

  受電変圧器 …… 受電電圧（154ｋＶ）を高圧母線電圧（6.9ｋＶ）に

降圧する。 

  動力用変圧器 … 高圧母線電圧（6.9ｋＶ）を低圧母線電圧（460Ｖ）

に降圧する。 

  建屋内に設置する動力用変圧器は，火災・防爆対策のため，乾式を使用

する設計とする。 

  受電変圧器は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

外部電源に直接接続している受電変圧器一次側において３相のうちの

１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への電力の供給が

不安定になったことを検知し，自動（地絡や過電流による保護継電器の動

作により）若しくは手動操作で故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更

その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対策を含む。）を行

うことによって，安全機能を有する施設への電力の供給が停止することの

ないように，電力供給の安定性を回復できる設計とする。 
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9.2.1.4.3 所内高圧系統 

  所内高圧系統は，受電変圧器，第１非常用ディーゼル発電機（使用済

燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用），第２非常用ディーゼル発電機（再

処理施設用。ただし，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を除く。），

運転予備用ディーゼル発電機及び第２運転予備用ディーゼル発電機から

再処理施設へ給電するための高圧主系統並びに高圧系統で構成する。 

また，受電変圧器から廃棄物管理施設，受電変圧器及び第２運転予備

用ディーゼル発電機からＭＯＸ燃料加工施設へも給電する設計とする。 

 

 (１) 高圧主系統（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   高圧主系統は，6.9ｋＶで第9.2－１図に示すように常用４母線，

運転予備用４母線及び非常用２母線の高圧主母線で構成する。 

ユーティリティ建屋の6.9ｋＶ常用主母線は，ＭＯＸ燃料加工施設

と供用する放射線監視設備のモニタリングポストへも給電する設計と

する。 

   6.9ｋＶ常用主母線 ……… 受電変圧器から受電する母線（第２

ユーティリティ建屋においてはＭＯ

Ｘ燃料加工施設，緊急時対策建屋等

を踏まえた構成とする。） 

   6.9ｋＶ運転予備用主母線… 受電変圧器，運転予備用ディーゼル

発電機又は第２運転予備用ディーゼ

ル発電機から受電する母線（第２ユ

ーティリティ建屋においてはＭＯＸ

燃料加工施設，緊急時対策建屋等を

踏まえた構成とする。） 
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   6.9ｋＶ非常用主母線 …… 受電変圧器，第２非常用ディーゼル

発電機又は6.9ｋＶ運転予備用主母

線から受電する母線 

   これらの母線は，母線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構

成し，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡

大を防止できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による

影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 

6.9ｋＶ常用主母線は，受電変圧器から受電し，6.9ｋＶ常用母線に

給電し，一般負荷に給電する設計とする。 

6.9ｋＶ運転予備用主母線は，外部電源が健全時には，受電変圧器

から，また，外部電源が喪失した場合には，運転予備用ディーゼル発

電機又は第２運転予備用ディーゼル発電機から受電し，6.9ｋＶ運転

予備用母線に給電し，運転予備負荷に給電する設計とする。さらに，

6.9ｋＶ非常用主母線にも給電することができ，通常時は，遮断器を

開放している。 

6.9ｋＶ非常用主母線は，6.9ｋＶ非常用母線に接続し，安全上重要

な負荷等に給電する。また，6.9ｋＶ非常用主母線は，外部電源が喪

失した場合には，第２非常用ディーゼル発電機から受電し，安全上重

要な負荷等に給電する設計とする。 

 (２) 高圧系統（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   高圧系統は，6.9ｋＶで第9.2－２図(１)～第9.2－２図(５)に示すよう

に常用11母線，運転予備用９母線及び非常用９母線の高圧母線で構

成する。 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ常用母線及び6.9ｋ

Ｖ非常用母線は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放射線監視設備のモ
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ニタリングポストへも給電する設計とする。 

 

6.9ｋＶ常用母線 ……… 6.9ｋＶ常用主母線から受電する母線 

6.9ｋＶ運転予備用母線… 6.9ｋＶ運転予備用主母線から受電する 

母線 

6.9ｋＶ非常用母線 …… 6.9ｋＶ非常用主母線から受電する母線 

ただし，使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設においては外部電源の健全時

は6.9ｋＶ常用母線から受電し，6.9ｋ

Ｖ常用母線の停電時には第１非常用デ

ィーゼル発電機から受電する母線 

これらの母線は，母線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構成

し，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡大を

防止できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を

局所化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 
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9.2.1.4.4 所内低圧系統 

  所内低圧系統は，460Ｖで第9.2－１図及び第9.2－２図 (１ )～第9.2

－２図 (５ )に示すように常用27母線，運転予備用23母線及び非常用19

母線の低圧母線で構成する。使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設の4

60Ｖ非常用母線は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放射線監視設備

のモニタリングポストへも給電する設計とする。 

  460Ｖ常用母線  ……… 6.9ｋＶ常用母線から動力用変圧器を通し

て受電する母線 

ただし，受変電設備（受電開閉設備，受電

変圧器，6.9ｋＶ常用主母線，6.9ｋＶ運転

予備用主母線，6.9ｋＶ常用母線及び6.9ｋ

Ｖ運転予備用母線の総称をいう。）におい

ては6.9ｋＶ常用主母線から動力用変圧器

を通して受電する母線  

  460Ｖ運転予備用母線 … 6.9ｋＶ運転予備用母線から動力用変圧器を

通して受電する母線 

ただし，受変電設備においては6.9ｋＶ運転

予備用主母線から動力用変圧器を通して受電

する母線 

  460Ｖ非常用母線  …… 6.9ｋＶ非常用母線から動力用変圧器を通し

て受電する母線 

ただし，第２非常用ディーゼル発電機におい

ては6.9ｋＶ非常用主母線から動力用変圧器

を通して受電する母線 

  これらの母線は，一連のキュービクル（パワーセンタ，モータコントロ

ールセンタ）で構成し，機器の損壊，故障その他の異常を検知するととも

に，その拡大を防止できるよう，遮断器により故障箇所を隔離し，故障に
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よる影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 
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9.2.1.4.5 ディーゼル発電機 

  ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に，安全上重要な負荷等

に給電するための非常用所内電源設備として，第１非常用ディーゼル発電

機２台及び第２非常用ディーゼル発電機２台，また，外部電源が喪失した

場合に運転予備負荷に給電するための非常時の電源として，運転予備用デ

ィーゼル発電機１台及び第２運転予備用ディーゼル発電機１台で構成する

設計とする。 

第１非常用ディーゼル発電機は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する

放射線監視設備のモニタリングポストへも給電する設計とする。 

第２運転予備用ディーゼル発電機は，ＭＯＸ燃料加工施設の運転予備

負荷へも給電する設計とする。第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常

用ディーゼル発電機の負荷容量曲線を第9.2－５図及び第9.2－６図に示

す。 

 (１) 第１非常用ディーゼル発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の第１非常用ディーゼル発電

機は，多重性及び独立性を確保する設計とする。具体的には，独立し

た２箇所に，それぞれ必要な容量を有する非常用ディーゼル発電機を

設置する設計とする。また，外部電源が７日間以上喪失した場合にお

いても電力を供給できるよう，７日間以上連続運転できる燃料貯蔵設

備を設け，非常用ディーゼル発電機の燃料油系により，運転時に連続

して燃料を供給できる設計とする。 

6.9ｋＶ非常用母線が停電すると，第１非常用ディーゼル発電機が起

動し，6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷は，動力用変圧器及び46

0Ｖ非常用母線に接続しているモータコントロールセンタを除いてすべ

て遮断する設計とする。その後，第１非常用ディーゼル発電機は，電
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圧及び周波数が定格値になると，6.9ｋＶ非常用母線に自動で接続され，

安全上重要な負荷が自動で順次投入する設計とする。 

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３

相のうちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設へ

の電力の供給が不安定になったことを検知し，自動（地絡や過電流に

よる保護継電器の動作により）若しくは手動操作で故障箇所の隔離又

は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操

作による対策を含む。）を行うことによって，安全機能を有する施設

への電力の供給が停止することのないように，電力供給の安定性を回

復できる設計とする。 

また，第１非常用ディーゼル発電機で発生する熱の除去は，その他

再処理設備の附属施設の安全冷却水系で行う設計とする。 

第１非常用ディーゼル発電機のそれぞれに接続する主要な負荷は，

以下の設備に属するものである。 

   ・補給水設備 

   ・プール水浄化・冷却設備 

   ・冷却水設備 

   ・制御室換気設備 

   ・放射線監視設備 

   ・蓄電池充電器 

   ・非常灯 

   ＭＯＸ燃料加工施設と共用する放射線監視設備のモニタリングポスト

は，第１非常用ディーゼル発電機を非常用電源とする設計とすること

から，第１非常用ディーゼル発電機及びその燃料を供給する燃料貯蔵

設備についても，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
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 (２) 第２非常用ディーゼル発電機 

   再処理施設（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を除く。）用の第

２非常用ディーゼル発電機は，多重性及び独立性を確保する設計とす

る。具体的には，独立した２箇所に，それぞれ必要な容量を有する非

常用ディーゼル発電機を設置する設計とする。また，外部電源が７日

間以上喪失した場合においても電力を供給できるよう，７日間以上連

続運転できる燃料貯蔵設備を設け，非常用ディーゼル発電機の燃料油

系により，運転時に連続して燃料を供給できる設計とする。 

6.9ｋＶ非常用主母線が停電すると，第２非常用ディーゼル発電機が

起動し，6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷は，動力用変圧器及び4

60Ｖ非常用母線に接続しているモータコントロールセンタを除いてすべ

て遮断する設計とする。その後，第２非常用ディーゼル発電機は，電圧

及び周波数が定格値になると，6.9ｋＶ非常用主母線に自動で接続され，

安全上重要な負荷が自動で順次投入する設計とする。 

また，外部電源に直接接続している受電変圧器の一次側において３相

のうちの１相の電路の開放が生じた場合，安全機能を有する施設への電

力の供給が不安定になったことを検知し，自動（地絡や過電流による保

護継電器の動作により）若しくは手動操作で故障箇所の隔離又は非常用

母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作による対

策を含む。）を行うことによって，安全機能を有する施設への電力の供

給が停止することのないように，電力供給の安定性を回復できる設計と

する。 

また，第２非常用ディーゼル発電機で発生する熱の除去は，その他再

処理設備の附属施設の安全冷却水系で行う設計とする。 

第２非常用ディーゼル発電機のそれぞれに接続する主要な負荷は，以
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下の設備に属するものである。 

 ・精製施設のプルトニウム精製設備 

 ・脱硝施設のウラン・プルトニウム混合脱硝設備 

 ・計測制御系統施設の計測制御設備 

 ・計測制御系統施設の制御室換気設備 

 ・気体廃棄物の廃棄施設のせん断処理・溶解廃ガス処理設備 

 ・気体廃棄物の廃棄施設の塔槽類廃ガス処理設備 

 ・気体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化廃ガス処理設備 

 ・気体廃棄物の廃棄施設の換気設備 

 ・固体廃棄物の廃棄施設の高レベル廃液ガラス固化設備 

 ・放射線管理施設の放射線監視設備 

 ・その他再処理設備の附属施設の圧縮空気設備 

 ・その他再処理設備の附属施設の冷却水設備 

 ・その他再処理設備の附属施設の蒸気供給設備 

 ・蓄電池充電器 

 ・非常灯 

 (３) 運転予備用ディーゼル発電機 

   運転予備用ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に，運転予

備用母線に接続する負荷の電源を確保する設備として１台設置する。 

また，燃料貯蔵設備を設け，運転予備用ディーゼル発電機の燃料油

系により，運転時に連続して燃料を供給できる設計とする。 

運転予備用ディーゼル発電機で発生する熱の除去は，その他再処理

設備の附属施設の一般冷却水系で行う設計とする。 

 (４) 第２運転予備用ディーゼル発電機（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   第２運転予備用ディーゼル発電機は，外部電源が喪失した場合に，運
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転予備用母線に接続する負荷の電源を確保する設備として１台設置す

る。 

また，燃料貯蔵設備を設け，第２運転予備用ディーゼル発電機の燃

料油系により，運転時に連続して燃料を供給できる設計とする。 

第２運転予備用ディーゼル発電機で発生する熱の除去は，その他再処

理設備の附属施設の一般冷却水系で行う設計とする。 

第２運転予備用ディーゼル発電機は，6.9ｋＶ運転予備用主母線を介

し，ＭＯＸ燃料加工施設にも給電する設計とする。 

６－９－24



9.2.1.4.6 直流電源設備 

  直流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常時の監視制

御用に，常に電源を必要とする負荷に給電するための非常用所内電源とし

て，110Ｖ18系統及び220Ｖ２系統，また，一般負荷のうち常に電源を必要

とする負荷に給電するための常用所内電源として，110Ｖ11系統，310Ｖ１

系統，330Ｖ２系統，348Ｖ１系統，360Ｖ４系統，410Ｖ１系統，420Ｖ３

系統，425Ｖ２系統及び460Ｖ６系統で構成する設計とする。 

非常用直流電源設備は，短時間の全交流動力電源の喪失に対しても，監

視制御機能を確保するために必要な電力を供給する設計とする。 

 (１) 第１非常用直流電源設備 

   使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な施設用の非常用所内電源は，

多重性及び独立性を確保する設計とする。具体的には，非常用直流電

源設備（110Ｖ）２系統を設け，独立した２箇所に設置する設計とす

る。これらの系統は，460Ｖ非常用母線に接続する充電器３台，第１

非常用蓄電池２組で構成し，第１非常用蓄電池２組は，１系統が故障

しても安全上重要な施設の安全機能を確保できるように各々異なる区

画に設置する設計とする。 

また，第１非常用蓄電池は，計測制御用交流電源設備の105Ｖ無停

電交流母線にも給電する設計とする。 

第１非常用蓄電池は，充電器により浮動充電する設計とする。 

直流電源設備単線結線図及び計測制御用交流電源設備単線結線図を，

それぞれ第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。 

 (２) 第２非常用直流電源設備 

   再処理施設（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設を除く。）用の非

常用所内電源は，多重性及び独立性を確保する設計とする。具体的に
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は，非常用直流電源設備（110Ｖ）16系統及び非常用直流電源設備（22

0Ｖ）２系統を設け，それぞれ独立した箇所に設置する設計とする。 

非常用直流電源設備（110Ｖ）系統は，110Ｖ非常用所内電源を必要と

する建屋にそれぞれ２系統，合計16系統設ける設計とする。各建屋の２

系統は，独立した２箇所に設置する設計とする。460Ｖ非常用母線に接

続する充電器３台，第２非常用蓄電池２組で構成し，第２非常用蓄電池

２組は，１系統が故障しても安全上重要な施設の安全機能を確保できる

ように各々異なる区画に設置する設計とする。 

また，非常用直流電源設備（110Ｖ）系統の一部は，計測制御用交流

電源設備の105Ｖ無停電交流母線にも給電する設計とする。 

非常用直流電源設備（220Ｖ）系統は，非常用所内電源の計測制御用

交流電源設備の105Ｖ無停電交流母線に給電するもので，220Ｖ非常用所

内電源を必要とする建屋に２系統設け，独立した２箇所に設置する設計

とする。460Ｖ非常用母線に接続する充電器２台，第２非常用蓄電池２

組で構成する。第２非常用蓄電池２組は，１系統が故障しても安全上重

要な施設の安全機能を確保できるように設計する。 

また，一部の非常用直流電源設備は配線用遮断器を介して一般負荷に

も給電する設計とする。 

第２非常用蓄電池は，充電器により浮動充電する設計とする。 

直流電源設備単線結線図及び計測制御用交流電源設備単線結線図を，

それぞれ第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。 

 (３) 常用直流電源設備 

   110Ｖ系統は，110Ｖ常用所内電源を必要とする建屋にそれぞれ１系統，

合計11系統設ける設計とする。各系統は，460Ｖ常用母線又は460Ｖ運

転予備用母線に接続する充電器２台，蓄電池１組で構成する。また，1
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10Ｖ系統の一部は，計測制御用交流電源設備の105Ｖ無停電交流母線に

も給電する設計とする。 

310Ｖ系統，330Ｖ系統，348Ｖ系統，360Ｖ系統，410Ｖ系統，420Ｖ系

統，425Ｖ系統及び460Ｖ系統は，常用所内電源の計測制御用交流電源設

備の105Ｖ無停電交流母線及び210Ｖ無停電交流母線に給電するもので，

310Ｖ，330Ｖ，348Ｖ，360Ｖ，410Ｖ，420Ｖ，425Ｖ及び460Ｖ常用所内

電源を必要とする建屋にそれぞれ１系統（ただし，制御建屋には４系

統）合計20系統設ける設計とする。各系統は，460Ｖ常用母線又は460Ｖ

運転予備用母線に接続する充電器１台及び蓄電池１組で構成する。 

蓄電池は，充電器により浮動充電する設計とする。 

直流電源設備単線結線図及び計測制御用交流電源設備単線結線図を，

それぞれ第9.2－３図及び第9.2－４図に示す。 
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9.2.1.4.7 計測制御用交流電源設備 

  計測制御用交流電源設備は，安全上重要な負荷のうち，平常時及び異常

時の監視制御用に電源を必要とする負荷に給電するための非常用所内電源

として，105Ｖ無停電交流母線16母線及び105Ｖ計測母線10母線，また，一

般負荷のうち計測制御用交流電源を必要とする負荷に給電するための常用

所内電源として，105Ｖ無停電交流母線18母線，210Ｖ無停電交流母線４母

線及び105Ｖ計測母線18母線で構成する。 

105Ｖ無停電交流母線は，常に安定した計測制御用交流電源を必要とす

る負荷に給電するため静止形無停電電源装置から受電する設計とする。 

非常用所内電源としての計測制御用交流電源設備は，２系統を各々異な

る区画に設置し，１系統が故障しても安全上重要な施設の安全機能は確保

できるように設計する。 

無停電電源装置を保守点検する場合は，必要な電力は460Ｖ非常用母線，

460Ｖ常用母線又は460Ｖ運転予備用母線に接続した予備変圧器から供給す

る。また，予備変圧器は火災・防爆対策のため，乾式を使用する設計とす

る。 

計測制御用交流電源設備単線結線図を第9.2－４図に示す。 
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9.2.1.4.8 再処理施設内機器 

  再処理施設内機器は，安全上重要な負荷と一般負荷に分類する。 

安全上重要な負荷は非常用母線に，一般負荷は原則として常用母線又

は運転予備用母線に接続する設計とする。 

安全上重要な負荷は，非常用母線の単一故障があっても，他の系統に

波及して異常を拡大することがないように系統ごとに分離して非常用母線

に接続する設計とする。 

また，電気設備は，再処理施設内機器の損壊，故障その他の異常を検

知した場合には，遮断器により故障箇所を隔離することにより，故障の影

響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とす

る。 
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9.2.1.4.9 照明及び作業用電源設備 

 (１) 照明設備の主要設備 

 ａ．誘導灯 

   消防法で規定する避難口及び避難通路には，避難用の照明として，誘

導灯を設ける設計とする。誘導灯は，460Ｖ運転予備用母線又は460Ｖ

常用母線（ただし，非常用電源建屋，使用済燃料の受入れ施設及び貯

蔵施設においては460Ｖ非常用母線）から変圧器を通して105Ｖで受電

し，外部からの電源が喪失した場合においてもその機能を損なわない

ように蓄電池を内蔵した設計とする。 

 ｂ．非常灯 

   建築基準法で規定する居室，居室から地上へ至る通路，階段及び踊り

場には，避難用の照明として，非常灯を設ける設計とする。非常灯は，

460Ｖ運転予備用母線又は460Ｖ常用母線（ただし，非常用電源建屋，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設においては460Ｖ非常用母線）か

ら変圧器を通して105Ｖで受電し，外部からの電源が喪失した場合にお

いてもその機能を損なわないように蓄電池を内蔵した設計とする。 

 ｃ．運転保安灯 

   制御室には，運転保安灯を設ける設計とする。運転保安灯は，460Ｖ

非常用母線から変圧器を通して210Ｖで受電し，外部からの電源が喪失

した場合においてもその機能を損なわないように非常用ディーゼル発

電機から電力を供給する設計とする。 

 ｄ．直流非常灯 

   制御室には，直流非常灯を設ける設計とする。直流非常灯は，非常用

直流電源設備（非常用蓄電池）に接続し，全交流動力電源喪失時にお

いてもその機能を損なわないように自動点灯する設計とする。 
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 ｅ．蓄電池内蔵型照明 

   中央制御室には，蓄電池内蔵型照明を設ける設計とする。蓄電池内蔵

型照明は，蛍光灯に蓄電池を内蔵した照明で，460Ｖ非常用母線に接続

し，設計基準事故の短時間の全交流動力電源喪失時に設計基準事故等

に対処するために必要な電力の供給が非常用ディーゼル発電機から開

始する前までの間，又は全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処

するために必要な電力の供給が重大事故等対処設備から開始する前ま

での間，内蔵蓄電池の電力で点灯する設計とする。 

 (２) 作業用電源設備 

   作業用電源は，460Ｖ運転予備用母線又は460Ｖ常用母線（ただし，非

常用電源建屋においては460Ｖ非常用母線）から変圧器を通して，交流

210Ｖ及び105Ｖに降圧し，必要箇所に給電する。 
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9.2.1.4.10 ケーブル及び電線路 

  安全上重要な施設に関係する動力回路，制御回路及び計装回路のケーブ

ルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分離したケ

ーブルトレイ及び電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害すること

のない設計とする。また，再処理施設内のケーブル，ケーブルトレイ及び

電線管材料には，可能な限り不燃性又は難燃性のものを使用し，必要に応

じ延焼防止材を使用する設計とする。さらに，ケーブルトレイ及び電線管

が障壁を貫通する場合は，火災対策上，障壁効果が減少しない構造とする。 
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9.2.1.4.11 燃料貯蔵設備 

  安全上重要な施設の機能を確保するため，非常用ディーゼル発電機の第

１非常用ディーゼル発電機２台及び第２非常用ディーゼル発電機２台の計

４台に対し，燃料貯蔵設備から非常用ディーゼル発電機へ供給する燃料油

系統も４系統を設ける設計とする。燃料油供給系統の構成を，第9.2－７

図に示す。 

重油タンク及び燃料油貯蔵タンクの必要量は，外部電源喪失が発生し，

第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用ディーゼル発電機が自動起動

した場合において，安全上重要な負荷等に電力を供給するための燃料を確

保する設計とする。 

燃料貯蔵設備は，第１非常用ディーゼル発電機２台，第２非常用ディー

ゼル発電機２台を７日間運転できる容量を２系統有し，それぞれの系統は

独立していることから，燃料貯蔵設備の単一故障に対しても必要な機能を

維持できる設計とする。 
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9.2.1.5 母線切替 

 (１) 受電変圧器の切替え 

   受電変圧器の１台故障又は受電変圧器回路の１回線故障時には，6.9

ｋＶ非常用主母線，6.9ｋＶ常用主母線及び6.9ｋＶ運転予備用主母線

は，健全側受電変圧器から受電するように切り替える設計とする。 

 (２) 第１非常用ディーゼル発電機への切替え 

   6.9ｋＶ非常用母線が停電した場合には，6.9ｋＶ非常用母線に接続

している負荷は，動力用変圧器及び460Ｖ非常用母線に接続している

モータコントロールセンタを除いてすべて遮断する設計とする。また，

この時6.9ｋＶ非常用母線に給電する第１非常用ディーゼル発電機は，

自動起動し電圧及び周波数が定格値になると，6.9ｋＶ非常用母線に

自動で接続され，安全上重要な負荷が自動で順次投入する設計とする。 

 (３) 第２非常用ディーゼル発電機への切替え 

   6.9ｋＶ非常用主母線が停電した場合には，6.9ｋＶ非常用主母線か

ら給電する6.9ｋＶ非常用母線に接続している負荷は，動力用変圧器

及び460Ｖ非常用母線に接続しているモータコントロールセンタを除

いてすべて遮断する設計とする。また，この時6.9ｋＶ非常用主母線

に給電する第２非常用ディーゼル発電機は，自動起動し電圧及び周波

数が定格値になると，6.9ｋＶ非常用主母線に自動で接続され，安全

上重要な負荷が自動で順次投入する設計とする。 

 (４) 運転予備用ディーゼル発電機への切替え 

   6.9ｋＶ運転予備用主母線が停電した場合には，6.9ｋＶ運転予備用

主母線から給電する6.9ｋＶ運転予備用母線に接続している負荷は，

動力用変圧器及び460Ｖ運転予備用母線に接続している運転予備負荷

に係るモータコントロールセンタを除いてすべて遮断する設計とする。
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また，この時6.9ｋＶ運転予備用主母線に給電する運転予備用ディー

ゼル発電機及び第２運転予備用ディーゼル発電機は，自動起動し電圧

及び周波数が定格値になると，6.9ｋＶ運転予備用主母線に自動で接

続され，運転予備負荷が自動で順次投入する設計とする。 

 (５) 154ｋＶ送電線電圧回復後の切替え 

   ディーゼル発電機で所内負荷運転中，154ｋＶ送電線電圧が回復した

場合，所内負荷を元の状態に戻す設計とする。 

 (６) 非常用電源設備からの受電時等の母線の切替操作 

   安全上重要な負荷は，非常用電源設備からの給電が可能な構成とし，

外部電源系統又は非常用ディーゼル発電機のいずれからも受電できる

構成とする。このうち，外部電源系統の受電については，送電線に接

続する遮断器や断路器等を設置した受電開閉設備，電気を降圧する受

電変圧器から構成する設計とする。開閉所機器，受電変圧器及び所内

高圧系統については，送電線や所内電源の切替操作が容易に実施可能

なようにスイッチ等を設ける設備構成とする。 

非常用主母線及び非常用母線は，通常時は外部電源系統から受電変

圧器を通して受電する設計とする。通常時の受電経路は以下のとおり。 

・6.9ｋＶ非常用主母線（非常用電源建屋）：外部電源系統→受電開

閉設備→受電変圧器→6.9ｋＶ非常用主母線 

・6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設）：外

部電源系統→受電開閉設備→受電変圧器→6.9ｋＶ常用主母線→6.9

ｋＶ常用母線→6.9ｋＶ非常用母線 

   6.9ｋＶ非常用主母線及び6.9ｋＶ非常用母線が外部電源系統から受電

できなくなった場合，第１非常用ディーゼル発電機及び第２非常用デ

ィーゼル発電機は自動起動する設計とする。6.9ｋＶ非常用主母線は，
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第２非常用ディーゼル発電機からの給電へ自動で切り替わる設計とす

る。また，6.9ｋＶ非常用母線は，第１非常用ディーゼル発電機からの

受電へ自動で切り替わる設計とする。外部電源系統から受電できなく

なった場合の受電経路は以下のとおり。 

・6.9ｋＶ非常用主母線（非常用電源建屋）：第２非常用ディーゼル

発電機→6.9ｋＶ非常用主母線 

・6.9ｋＶ非常用母線（使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設）：第

１非常用ディーゼル発電機→6.9ｋＶ非常用母線 

なお，非常用ディーゼル発電機で所内負荷運転中，154ｋＶ送電線の

電圧が回復すれば，非常用ディーゼル発電機を外部電源に同期並列す

ることにより，無停電（手動）で所内負荷を切り替えることができる

設計とする。 
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9.2.1.6 試験・検査 

 (１) 非常用ディーゼル発電機は，その健全性及び能力を確認するため，

再処理施設の運転中又は停止中であっても，定期的に起動試験を行っ

て，電圧確立時間や負荷を印加しての運転状況の確認により，その運

転の成立性を確認する。また，安全機能を健全に維持するため，適切

な保守及び修理を実施する。 

 (２) 非常用蓄電池は，その健全性及び能力を確認するため，再処理施設

の運転中又は停止中であっても，定期的に巡視点検を行い，機器の健

全性や浮動充電状態にあることを確認する。また，安全機能を健全に

維持するため，適切な保守及び修理を実施する。 
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9.2.1.7 評価 

 (１) 電気設備は，外部電源系統及び非常用所内電源系統を有するため，

一般負荷及び安全上重要な負荷への電源を確保できる設計とする。 

 (２) 再処理施設の外部電源系統は，受電可能な154ｋＶ送電線２回線によ

り電力系統に連系する設計とし，当該送電線は，１回線停止時におい

ても再処理施設及び当該送電線を共用する施設のいずれも運転可能な

送電能力を有するため，安全上重要な負荷への電源を確保できる設計

とする。 

 (３) 非常用所内電源系統は，非常用所内電源設備として，第１非常用デ

ィーゼル発電機２台，第２非常用ディーゼル発電機２台，非常用蓄電

池20組及び非常用無停電電源装置16台を有することにより多重性を確

保し，また，系統を分離することにより独立性を確保できるため，そ

の系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，

運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要な

施設の電源を確保できる設計とする。 

 (４) 非常用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備は７日間以上連続運転できる

容量とするため，外部電源喪失時も安全上重要な施設への電源を確保

できる設計とする。 

 (５) 非常用所内電源系統は，電気的及び物理的に相互に分離独立した設

計とし，共通原因により機能を失うことなく，少なくとも１系統は機

能の維持及び人の接近性を確保できるため，安全上重要な施設への電

源を確保できる設計とする。 

 (６) 電気設備は，非常用直流電源設備を設置するため，短時間の全交流

動力電源の喪失に対して監視制御機能を確保できる設計とする。 

 (７) 再処理施設の安全機能を有する施設へ電力を供給するための施設は，

機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合には，遮断器により故
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障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他の安全機能への影響

を限定できる構成とするので，異常の拡大を防止することができる設

計とする。 

また，１相開放故障が発生した場合，系統の電圧低下の警報，また，

電圧低下が小さい場合は，当直（運転員）が１相開放故障に伴い生じ

る負荷の警報により，安全機能を有する施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し，手動にて給電中の受電変圧器を切り離すこと

により，非常用ディーゼル発電機を起動させ，非常用母線に電力を供

給することで，再処理施設の電源系統を安定状態に移行させることが

できる設計とする。 

 (８) 非常用ディーゼル発電機は，6.9ｋＶ非常用主母線（使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設に当たっては6.9ｋＶ非常用母線）が停電すると

自動で起動し，母線に接続している設備は，モータコントロールセン

タを除いて全て自動で遮断され，非常用ディーゼル発電機が定格値に

なると，自動で投入する設計とすることで，容易，かつ，信頼性が高

く，誤操作を防止することができる設計とする。 

 (９) 電気設備は，直流電源設備及び計測制御用交流電源設備を設置する

設計とすることで，平常時及び異常時に監視制御できる設計とする。 

 (10) 再処理施設内ケーブル，ケーブルトレイ，電線管及び電源盤の材料

は，可能な限り不燃性又は難燃性のものを使用する設計とすることで，

万一の火災時にも火災の拡大を防止できる設計とする。 

 (11) 非常用所内電源系統は，多重性を考慮し２系統を設け，互いに独立

した系統とすることにより，１系統が定期的試験，検査並びに保守及

び修理をしている場合であっても安全上重要な施設の安全機能を確保

できるため，再処理施設の運転中又は停止中に定期的試験，検査並び

に適切な保守及び修理ができる設計とする。 
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 (12) 再処理施設には，外部からの電源が喪失した場合においても，蓄電

池を内蔵した，消防法に基づく誘導灯及び建築基準法に基づく非常灯

を設けるため，確実に避難することができる設計とする。 

 (13) 制御室には，460Ⅴ非常用母線から給電する運転保安灯を設けるため，

設計基準事故が発生した場合においても，事故対策のために必要な作

業をすることができる設計とする。 

 (14) 制御室には，非常用直流電源設備又は内蔵蓄電池から受電し，全交

流動力電源喪失時に自動点灯する直流非常灯又は蓄電池内蔵型照明を

設けるため，制御室内に留まり監視を継続することができる設計とす

る。 

 (15) 制御室には，可搬型照明を備えており，設計基準事故が発生し，運

転保安灯を設置していない場所で現場設置機器の動作確認作業や機器

の操作が必要となった場合においても，昼夜及び場所を問わず，作業

をすることができる設計とする。 

 (16) 電気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，後続す

る再処理設備本体の電気設備との取り合い工事のため，6.9ｋＶ常用主

母線に予備的措置を施すので，再処理設備本体の運転開始に先立ち使

用できる設計とする。 

 (17) 電気設備のうち第１非常用ディーゼル発電機，その燃料を供給する

燃料貯蔵設備及び運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備を除く，

他施設と共用する設備は，共用する施設において，機器の破損，故障

その他の異常を検知した場合には，6.9ｋＶ常用主母線又は6.9ｋＶ運

転予備用主母線の遮断器を開放することで，再処理施設に波及的影響

を与えることを防止する設計とするとともに，受電変圧器については，

これらの施設への給電を考慮しても十分な容量を有する設計とするこ

とで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 
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 (18) 電気設備のうち他施設と共用する第１非常用ディーゼル発電機及び

その燃料を供給する燃料貯蔵設備は，給電先が共用するモニタリング

ポストであり，必要となる電力及び燃料が増加するものではないこと

から，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 (19) 電気設備のうち他施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機の燃

料貯蔵設備は，共用する施設において，故障その他の異常が発生した

場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異常による影響を局

所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及的影響を防止す

る設計とするとともに，他施設における使用を想定しても，再処理施

設に十分な燃料を供給できる容量を確保する設計とすることで，共用

によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 
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9.2.2 重大事故等対処設備  

9.2.2.1 概要 

 (１) 全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するた

めの電力を確保するための設備 

全交流動力電源喪失により，重大事故等が発生した場合において，当

該重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため，非常用ディー

ゼル発電機の代替電源設備として，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可

搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

可搬型発電機，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機及び使用済燃料

の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機を配備する。また，非常用所内電

源系統の代替所内電気設備として，重大事故対処用母線を設置し，可搬型

分電盤及び可搬型電源ケーブルを配備する。 

代替電源設備及び代替所内電気設備は，重大事故等の対処に必要な電力

を確保できる設計とする。 

代替電源設備及び代替所内電気設備の配置図を第 9.2－８図～第 9.2

－14 図に示す。 

 (２) 全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処する

ための設備 

全交流動力電源喪失を要因とせず外部電源が健全な環境条件において，

動的機器の機能喪失又は人為的な過失の重畳を要因として発生する重大事

故等の対処に必要な電力を供給する電気設備は，設計基準対象の施設の保

安電源設備の一部である受電開閉設備等を兼用し，常設重大事故等対処設

備として位置付ける。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等の対処に必要な設備へ必要な電

力を給電できる設計とする。 
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重大事故等時において，共用する受電開閉設備等は，再処理施設及びＭ

ＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処を考慮し，共用によって重大事

故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 
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9.2.2.2 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

  基本方針については，「1.7.18 (１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

ａ．全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

に電力を確保するための設備 

１） 代替電源設備 

代替電源設備は，第１非常用ディーゼル発電機又は第２非常用ディー

ゼル発電機と共通要因によって同時にその機能を損なうおそれがないよ

う，異なる燃料を使用することで，多様性を有する設計とする。 

代替電源設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機は，

第１非常用ディーゼル発電機と共通要因によって同時にその機能を損な

うおそれがないよう，通常は外部保管エリアに保管し，対処時は建屋近

傍の屋外に運搬し使用することで，独立性を有する設計とする。 

代替電源設備の前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，制

御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機

及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，第２非常用ディーゼ

ル発電機と共通要因によって同時にその機能を損なうおそれがないよう，

通常は前処理建屋，分離建屋，精製建屋，制御建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の近傍の屋外に保管

し，対処時はその場で運転し使用することで，独立性を有する設計とす

る。 

代替電源設備の使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機は，

外部からの衝撃による損傷の防止が図られた，使用済燃料受入れ・貯蔵

建屋内の第１非常用ディーゼル発電機と同時にその機能を損なうおそれ

がないよう，第１非常用ディーゼル発電機と異なる場所に保管する設計

６－９－44



とする。 

また，設計基準より厳しい条件の要因となる事象の内的事象のうち配

管の全周破断に対して使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電

機は，第１非常用ディーゼル発電機と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

代替電源設備の前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，制

御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機

及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，転倒しないことを確

認する，または必要により固縛等の処置をするとともに，基準地震動に

よる地震力により生じる敷地下斜面のすべりなどの影響を受けない場所

に，第２非常用ディーゼル発電機と同時にその機能を損なうおそれがな

いように第２非常用ディーゼル発電機が設置される建屋から 100ｍ以上

の離隔距離を確保した場所に保管することで位置的分散を図る。 

建屋の外から電力を供給する可搬型電源ケーブルと重大事故対処用母

線との接続口は，地震に伴う溢水，化学薬品漏えい及び火災によって同

時にその機能を損なうおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機及び高レベル廃

液ガラス固化建屋可搬型発電機内の，それぞれ互いに異なる複数の場所

に設置する設計とする。また，重大事故対処用母線には，それぞれの機

能に必要な容量が確保できる接続口を設ける設計とする。 

 

２） 代替所内電気設備 

(ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線（常設分電盤及び常設ケーブ

ル）は，安全上重要な施設へ電力を供給するための設備と共通要因によ
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って同時にその機能を損なうおそれがないよう，安全上重要な施設へ電

力を供給するための設備と異なる系統構成とすることで，独立性を有す

る設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線（常設分電盤及び常設ケーブ

ル）は，安全上重要な施設へ電力を供給するための設備と地震に伴う溢

水，化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能を損なうおそれが

ないよう，安全上重要な施設へ電力を供給するための設備を設置する電

気盤室と異なる室及び廊下に設置することにより，安全上重要な施設へ

電力を供給するための設備と位置的分散を図る設計とする。 

重大事故対処用母線は，少なくとも１系統は機能の維持及び人の接近

性の確保を図る設計とする。 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，安全上

重要な施設へ電力を供給するための設備と共通要因によって同時にその

機能を損なうおそれがないよう，通常は安全上重要な施設への電力を供

給するための設備と異なる場所に保管し，対処時は安全上重要な施設へ

電力を供給するための設備と異なる系統構成とすることで，独立性を有

する設計とする。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，外部か

らの衝撃による損傷の防止が図られた前処理建屋，分離建屋，精製建屋，

制御建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固

化建屋及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設内の，安全上重要な施

設へ電力を供給するための設備と同時にその機能を損なうおそれがない

よう，安全上重要な施設へ電力を供給するための設備と異なる場所に保

管する設計とする。 
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建屋の外から電力を供給する可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルと

重大事故対処用母線との接続口は，地震に伴う溢水，化学薬品漏えい及

び火災によって同時にその機能を損なうおそれがないよう，前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル

廃液ガラス固化建屋内の，それぞれ互いに異なる複数の箇所に設置する

設計とする。 

 

ｂ．全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた

めの設備 

１） 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により

機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等によ

り機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，溢水，化学

薬品漏えい及び火災により機能が損なわれる場合，必要に応じて使用

済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，竜巻，落雷，

火山の影響及び航空機落下により機能を損なう場合でも，代替電源設

備及び代替所内電気設備による対策を講ずることができる設計とする。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，森林火災発

生時に消防車等による事前散水による延焼防止を図るとともに，代替

電源設備及び代替所内電気設備による対策を講ずることができる設計

とする。 
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２） 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により機能が損

なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により機能を

維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止す

る等の手順を整備する。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，電

気的及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通要因によっ

て同時にその機能を損なうおそれがないよう，少なくとも１系統は機

能の維持及び人の接近性を確保することで，独立性を有する設計とす

る。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，地

震に伴う溢水，化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能を損

なうおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，制御建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋

内の独立した２箇所に設置することにより，位置的分散を図る設計と

する。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水，化学薬品漏えい及び

火災により機能が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，竜巻，落雷，火山の影響及

６－９－48



び航空機落下により機能を損なう場合でも，代替電源設備及び代替所

内電気設備による対策を講ずることができる設計とする。 

３） 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により機能

が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により

機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，電

気的及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通要因によっ

て同時にその機能を損なうおそれがないよう，少なくとも１系統は機

能の維持及び人の接近性を確保することで，独立性を有する設計とす

る。 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，地

震に伴う溢水，化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能を損

なうおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，制御建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋

内の独立した２箇所に設置することにより，位置的分散を図る設計と

する。 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水，化学薬品漏えい及び

火災により機能が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 
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所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，竜巻，落雷，火山の影響及

び航空機落下により機能を損なう場合でも，代替電源設備及び代替所

内電気設備による対策を講ずることができる設計とする。 

４） 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により機能

が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により

機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，電

気的及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通要因によっ

て同時にその機能を損なうおそれがないよう，少なくとも１系統は機

能の維持及び人の接近性を確保することで，独立性を有する設計とす

る。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設け，地

震に伴う溢水，化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能を損

なうおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，制御建屋，

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋

内の独立した２箇所に設置することにより，位置的分散を図る設計と

する。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水，化学薬品漏えい及び
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火災により機能が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給する

ための電気設備の一部を兼用する設備は，竜巻，落雷，火山の影響及

び航空機落下により機能が機能を損なう場合でも，代替電源設備及び

代替所内電気設備による対策を講ずることができる設計とする。 

５） 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷

へ電力を供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，地震等によ

り機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等に

より機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処

理を停止する等の手順を整備する。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷

へ電力を供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設

け，電気的及び物理的に相互に分離独立した電源を確保し，共通要因に

よって同時にその機能を損なうおそれがないよう，少なくとも１系統は

機能の維持及び人の接近性を確保することで，独立性を有する設計とす

る。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷

へ電力を供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，２系統を設

け，地震に伴う溢水，化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能

を損なうおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，制御建

屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建

屋内の独立した２箇所に設置することにより，位置的分散を図る設計と

する。 
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計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水，化学薬品漏え

い及び火災により機能が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再

処理を停止する等の手順を整備する。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，竜巻，落雷，火山の

影響及び航空機落下により機能を損なう場合でも，代替電源設備及び代

替所内電気設備による対策を講ずることができる設計とする。 

 

 (２) 悪影響防止 

   基本方針については，「1.7.18（１）ｂ．悪影響防止」に示す。 

ａ．全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備 

１） 代替電源設備 

代替電源設備のうち，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電

機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型

発電機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，竜巻により飛

来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

２） 代替所内電気設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替所内電気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

代替所内電気設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに
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より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ｂ．全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた

めの設備 

１） 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

２） 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

３） 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

４） 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備とし

て使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

５） 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安

全機能を有する施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対

処設備として使用することにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

 (３) 個数及び容量 
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   基本方針については，「1.7.18（２） 個数及び容量」に示す。 

ａ．全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備 

１） 代替電源設備 

代替電源設備のうち，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電

機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型

発電機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，重大事故等に

対処するために必要な電力を確保するために必要な容量約 80ｋＶＡを

有する設計とするとともに，保有数は，必要数として各建屋で１台使用

するための５台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップを 11 台の合計 16 台以上を確保する。 

代替電源設備のうち，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発

電機は，重大事故等に対処するために必要な電力を確保するために必要

な容量約 200ｋＶＡを有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して１台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックア

ップを２台の合計３台以上を確保する。 

また，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電機，制御建屋可

搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機及び高レ

ベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，複数の敷設ルートで対処でき

るよう必要数を複数の敷設ルートに確保する。 

また，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機は，複数の

敷設ルートで対処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保する。 

２） 代替所内電気設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

前処理建屋の重大事故対処用母線，分離建屋の重大事故対処用母線，
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精製建屋の重大事故対処用母線，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の

重大事故対処用母線及び高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用

母線は，重大事故等に対処するために必要な容量約 80ｋＶＡを有する

設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた各建

屋で２系統の 10 系統以上を有する設計とする。 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

代替所内電気設備の可搬型重大事故等対処設備のうち，前処理建屋の

可搬型分電盤，分離建屋の可搬型分電盤，精製建屋の可搬型分電盤，制

御建屋の可搬型分電盤，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分

電盤，高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤及び使用済燃料の受

入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電盤は，重大事故等に対処するために

必要な容量約 80ｋＶＡを有する設計とするとともに，保有数は，必要

数として７台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバッ

クアップを８台以上を確保する。 

代替所内電気設備の可搬型重大事故等対処設備のうち，前処理建屋の

可搬型電源ケーブル，分離建屋の可搬型電源ケーブル，精製建屋の可搬

型電源ケーブル，制御建屋の可搬型電源ケーブル，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋の可搬型電源ケーブル，高レベル廃液ガラス固化建屋の

可搬型電源ケーブル及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型

電源ケーブルは，重大事故等に対処するための系統の目的に応じて必要

な容量等を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として一式，

予備として故障時バックアップを一式確保する。 

ｂ．全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた

めの設備 

１） 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 
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   受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設の仕様が，重大事故等が収束するために必要な設備の電源容量

に対して十分であることから，安全機能を有する施設としての容量等と

同仕様の設計とする。 

２） 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

   所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設の仕様が，重大事故等が収束するために必要な設備の電源容量

に対して十分であることから，安全機能を有する施設としての容量等と

同仕様の設計とする。 

３） 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

   所内低圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設の仕様が，重大事故等が収束するために必要な設備の電源容量

に対して十分であることから，安全機能を有する施設としての容量等と

同仕様の設計とする。 

４） 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   直流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安全機能を有

する施設の仕様が，重大事故等が収束するために必要な設備の電源容量

に対して十分であることから，安全機能を有する施設としての容量等と

同仕様の設計とする。 

５） 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   計測制御用交流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，安

全機能を有する施設の仕様が，重大事故等が収束するために必要な設備

の電源容量に対して十分であることから，安全機能を有する施設として

の容量等と同仕様の設計とする。 

 (４) 環境の条件等 
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   基本方針については，「1.7.18（3） 環境条件等」に示す。 

ａ．全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備 

 １） 代替電源設備 

代替電源設備のうち，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発

電機は，外部からの衝撃による損傷を防止できる第１保管庫・貯水所，

第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設

計とする。 

代替電源設備のうち，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電

機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型

発電機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，風（台風）及

び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，必要によ

り当該設備の転倒防止，固縛を図った設計とする。 

代替電源設備は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等

に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわ

ない設計とする。 

代替電源設備は，溢水量及びを化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を

受けない高さへの保管及び被水，被液防護する設計とする。 

代替電源設備のうち，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発

電機は，配管の全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性

の液体（溶液，有機溶媒等）の影響を受けない第１保管庫・貯水所，第

２保管庫・貯水所に保管することにより，機能を損なわない設計する。 

代替電源設備のうち，前処理建屋可搬型発電機，分離建屋可搬型発電

機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型

発電機及び高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機は，配管の全周破
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断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶

媒等）の影響を受けない近傍の屋外に保管することにより，機能を損な

わない設計する。 

代替電源設備は，想定される重大事故等が発生した場合においても設

置及び常設設備との接続に支障がないように，当該設備の設置場所を，

線量率の高くなるおそれの少ない場所を選定する。 

代替電源設備は，降灰予報が発報した場合に事前に屋内に配備するた

めの手順を整備する設計とする。 

２） 代替所内電気設備 

(ａ) 常設重大事故等対処設備 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，「ロ． (７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地

震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とす

ることでその機能を損なわない設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，外部からの衝撃による損

傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，風（台風）

等により機能を損なわない設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，溢水量及びを化学薬品の

漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護す

る設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，配管の全周破断に対して，

影響を受けない場所に設置することにより，漏えいした放射性物質を含

む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とす

る。 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 
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代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，外部か

らの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋及び

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設に保管し，風（台風）等により機

能を損なわない設計とする。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは「ロ． 

(７) (ⅱ) (ｂ)（ホ） 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，溢水量

及びを化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの保管及び

被水，被液防護する設計とする。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，配管の

全周破断に対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，

有機溶媒等）の影響を受けない前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋及び使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設内の，それぞれ互いに異なる複数の

箇所に保管することにより，機能を損なわない設計する。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，想定さ

れる重大事故等が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に

支障がないように，当該設備の設置場所を，線量率の高くなるおそれの

少ない場所を選定する。 

代替所内電気設備の可搬型重大事故等対処設備は，降灰予報が発報し

た場合に事前に屋内に配備するための手順を整備する設計とする。 

 

ｂ．全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた
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めの設備 

１） 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，風（台風），

竜巻，積雪，火山の影響，凍結，高温，降水及び航空機落下により機能

が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手

順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，落雷により機

能が損なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の

手順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，森林火災発生

時に消防車による事前散水による延焼防止を図るとともに代替設備によ

り機能を損なわない設計とする。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，自然現象，外

部人為事象，溢水，化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮して，必

要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により

機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により機

能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止す

る等の手順を整備する。 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，配管の全周破

断に対して，影響を受けない場所に設置することにより，漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわ

ない設計とする。 

２） 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

   所内高圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた
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めの電気設備の一部を兼用する設備は，風（台風），竜巻，積雪，火山

の影響，凍結，高温，降水及び航空機落下により機能が損なわれる場合，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   所内高圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，落雷により機能が損なわれる場

合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   所内高圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水量及びを化学薬品

の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護

する設計とする。 

所内高圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，自然現象，外部人為事象，溢水，

化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮して，必要に応じて使用済燃

料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により

機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等によ

り機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，配管の全周破

断に対して，影響を受けない場所に設置することにより，漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわ

ない設計とする。 

３） 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

   所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，風（台風），竜巻，積雪，火山
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の影響，凍結，高温，降水及び航空機落下により機能が損なわれる場合，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，落雷により機能が損なわれる場

合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   所内低圧系統のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水量及びを化学薬品

の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護

する設計とする。 

   所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，自然現象，外部人為事象，溢水，

化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮して，必要に応じて使用済燃

料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

所内低圧系統のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により機能が損なわれる場

合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により機能を維持する設計と

する。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備す

る。 

   所内低圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，配管の全周破

断に対して，影響を受けない場所に設置することにより，漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわ

ない設計とする。 

４） 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   直流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，風（台風），竜巻，積雪，火山
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の影響，凍結，高温，降水及び航空機落下により機能が損なわれる場合，

必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   直流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，落雷により機能が損なわれる場

合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

   直流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷へ電力を供

給するための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水量及びを化学薬品

の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被液防護

する設計とする。 

直流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を供給するた

めの電気設備の一部を兼用する設備は，自然現象，外部人為事象，溢水，

化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮して，必要に応じて使用済燃

料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

直流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により

機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等によ

り機能を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理

を停止する等の手順を整備する。 

直流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，配管の全周破

断に対して，影響を受けない場所に設置することにより，漏えいした放

射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわ

ない設計とする。 

５） 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，風（台風），竜巻，

積雪，火山の影響，凍結，高温，降水及び航空機落下により機能が損な
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われる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整

備する。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，落雷により機能が損

なわれる場合，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を

整備する。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の安全上重要な負荷

へ電力を供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，溢水量及び

を化学薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，

被液防護する設計とする。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，自然現象，外部人為

事象，溢水，化学薬品漏えい及び火災による損傷を考慮して，必要に応

じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を整備する。 

計測制御用交流電源設備のうち安全上重要な施設の一般負荷へ電力を

供給するための電気設備の一部を兼用する設備は，地震等により機能が

損なわれる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により機能

を維持する設計とする。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止

する等の手順を整備する。 

計測制御用交流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，配

管の全周破断に対して，影響を受けない場所に設置することにより，漏

えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機

能を損なわない設計とする。 

 (５) 操作性の確保 

   基本方針については，「1.7.18（４）ａ．操作性の確保」に示す。 
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ａ．全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備 

１） 代替電源設備 

代替電源設備は，コネクタ接続方式に統一することにより，現場で

の接続が可能な設計とする。 

代替電源設備は，想定される重大事故等が発生した場合においても

設置及び常設設備との接続に支障がないように，コネクタ接続方式と

することで，当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な設計とす

る。 

２） 代替所内電気設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

    代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，容易かつ確実に接続でき

るよう，コネクタ接続方式に統一する設計とする。 

代替所内電気設備の重大事故対処用母線は，想定される重大事故等

が発生した場合においても操作に支障がないように，当該設備の設置

場所を，線量率の高くなるおそれの少ない場所に選定し，当該設備の

設置場所で操作可能な設計とする。 

 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，コネ

クタ接続方式に統一することにより，現場での接続が可能な設計とす

る。 

代替所内電気設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，想定

される重大事故等が発生した場合においても設置及び常設設備との接

続に支障がないように，コネクタ接続方式とすることで，当該設備の
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設置及び常設設備との接続が可能な設計とする。 

ｂ．全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた

めの設備 

１） 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

受電開閉設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，設計基準事

故に対処するための設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故

等対処設備として使用する。 

２） 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，設計基準事故

に対処するための設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用する。 

所内高圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，中央制御室の

操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

３） 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，設計基準事故

に対処するための設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用する。 

所内低圧系統のうち電気設備の一部を兼用する設備は，中央制御室の

操作スイッチにより操作が可能な設計とする。 

４） 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，設計基準事

故に対処するための設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故

等対処設備として使用する。 

５） 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

計測制御用交流電源設備のうち電気設備の一部を兼用する設備は，
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設計基準事故に対処するための設備として使用する場合と同じ系統構成

で重大事故等対処設備として使用する。 
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9.2.2.3 主要設備の仕様 

  常設重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対処設備の主要機器仕様

を第 9.2－10 表に示す。 

  直流電源を必要とする可搬型の代替計測制御設備については「6.2 計

測制御設備」で説明する。 
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9.2.2.4 系統構成 

 (１) 全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備 

   全交流動力電源喪失により，重大事故等が発生した場合において，当

該重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため，非常用デ

ィーゼル発電機の代替電源設備として，前処理建屋可搬型発電機，分

離建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発電機，ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋可搬型発電機，高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電

機及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機を配備する。

また，非常用所内電源系統の代替所内電気設備として，重大事故対処

用母線を設置し，可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルを配備する。 

   代替電源設備及び代替所内電気設備は，重大事故等の対処に必要な電

力を確保する設計とする。 

   全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するため

の電力を確保するための設備の系統図を第 9.2－15 図～第 9.2－20 図

に，負荷となる主な設備を第 9.2－11 表に示す。 

 (２) 全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処する

ための設備 

   全交流動力電源喪失を要因とせず外部電源が健全な環境の条件におい

て，動的機器の機能喪失又は人為的な過失の重畳を要因として発生す

る重大事故等の対処に必要な電力を供給するために，受電開閉設備，

受電変圧器，6.9ｋＶ非常用主母線，6.9ｋＶ運転予備用主母線，6.9ｋ

Ｖ常用主母線，6.9ｋＶ非常用母線，6.9ｋＶ運転予備用母線，460Ｖ非

常用母線，460Ｖ運転予備用母線，第２非常用直流電源設備，常用直流

電源設備，第１非常用直流電源設備，計測制御用交流電源設備及び非

６－９－69



常用計測制御用交流電源設備を常設重大事故等対処設備（設計基準対

象の施設と兼用）として位置付け，重大事故等の対処に必要な電力を

確保する設計とする。 

   全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処するた

めの設備の系統図を第 9.2－21(1)図～第 9.2－21(8)図に示す。 
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9.2.2.5 試験・検査 

  基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

(１) 全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するた

めの電力を確保するための設備 

 １) 代替電源設備 

  (ａ) 可搬型重大事故等対処設備 

   代替電源設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観検査及び絶

縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。また，停止

中に模擬負荷試験による機能・性能確認ができる設計とする。 

代替電源設備は，各々が独立して試験又は検査ができる設計とする。 

 ２)  代替所内電気設備 

  (ａ) 常設重大事故等対処設備 

   代替所内電気設備の常設重大事故等対処設備は，再処理施設の運転

中又は停止中に外観検査及び絶縁抵抗測定による機能・性能確認が

可能な設計とする。また、代替所内電気設備の常設重大事故等対処

設備は，各々が独立して試験又は検査ができる設計とする。 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

   代替所内電気設備の可搬型重大事故等対処設備は，再処理施設の運

転中又は停止中に外観検査及び絶縁抵抗測定による機能・性能確認

が可能な設計とする。また、代替所内電気設備の可搬型重大事故等

対処設備は，各々が独立して試験又は検査ができる設計とする。 

(２) 全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処する

ための設備 

１) 受電開閉設備（設計基準対象の施設と兼用） 

受電開閉設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観検査及び絶
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縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。 

２) 所内高圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内高圧系統は，再処理施設の運転中又は停止中に外観検査及び絶

縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。 

３) 所内低圧系統（設計基準対象の施設と兼用） 

所内低圧系統は，再処理施設の運転中又は停止中に外観検査及び絶

縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。 

４) 直流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

直流電源設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観検査及び絶

縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。 

５) 計測制御用交流電源設備（設計基準対象の施設と兼用） 

   計測制御用交流電源設備は，再処理施設の運転中又は停止中に外観

検査及び絶縁抵抗測定による機能・性能確認が可能な設計とする。 
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第 9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様 

 

(1) 154ｋＶ母線 ＊（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

定 格 電 圧 

定 格 電 流 

168ｋＶ 

800Ａ 

 

(2) 遮断器（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

項    目 
受電変圧器用 

遮断器 ＊ 

154ｋＶ受電用  

遮断器 ＊ 

154ｋＶ母線 

連絡用遮断器 ＊ 

定 格 電 圧 

定 格 電 流 

台    数 

168ｋＶ 

800Ａ 

２ 

168ｋＶ 

800Ａ 

２ 

168ｋＶ 

800Ａ 

１ 

 

項    目 
受電変圧器用 

遮断器 ＊＊ 

154ｋＶ母線 

連絡用遮断器 ＊＊ 

定 格 電 圧 

定 格 電 流 

台    数 

168ｋＶ 

800Ａ 

２ 

168ｋＶ 

800Ａ 

３ 

注１）＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備である。 

注２）＊印の設備は，廃棄物管理施設と共用する。 

注３）＊印及び＊＊印の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
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（１） 受電変圧器（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

容   量 

電   圧 

相   数 

周 波 数 

台   数 

約 90,000ｋＶＡ／台 

154ｋＶ／6.9ｋＶ 

３ 

50 Ｈｚ 

２＊ 

約 36,000ｋＶＡ／台 

154ｋＶ／6.9ｋＶ 

３ 

50 Ｈｚ 

２＊＊ 

 
注１）＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備である。 
注２）＊印の設備は，廃棄物管理施設と共用する。 

注３）＊印及び＊＊印の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

 

第 9.2－２表 受電変圧器の主要設備の仕様 
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第 9.2－３(1)表 非常用母線の設備仕様 

ａ．前処理建屋 6.9ｋＶ非常用メタクラＡ，Ｂ 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 計器用変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 ガス遮断器 

個数 ２ ６ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｂ．前処理建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ，2500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.6ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ，4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 15 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，65ｋＡ，90ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｃ．分離建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.6ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ ６ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｄ．精製建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.9ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 12 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｅ．制御建屋 6.9ｋＶ非常用メタクラＡ，Ｂ 

構成及び仕様 

項目 
受電盤（計器用変

圧器盤を含む） 

き電盤（共通電源車受電

盤を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ８ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 真空遮断器 

個数 ６ 10 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｆ．制御建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ，Ｂ 

 動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1000ｋＶＡ，2000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.9ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2000Ａ，3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 10 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ，3200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｇ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 6.9ｋＶ非常用メタクラＡ， 

Ｂ 

構成及び仕様 

項目 
受電盤（計器用変圧

器盤を含む） 
き電盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ４ 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｈ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ， 

Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.9ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 
受電盤（計器用変

圧器盤を含む） 
き電盤 

動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2400Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ ８ 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｉ．ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 460Ｖ非常用パワーセ 

ンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 750ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.6ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤（計

器用変圧器

盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1600Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ ６ 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，65ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｊ．非常用電源建屋 6.9ｋＶ非常用メタクラＡ，Ｂ 

構成及び仕様 

項目 受電盤 
母線連

絡盤 
き電盤 計器用変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 10 ８ ８ ４ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 母線連絡用 き電用 

型式 ガス遮断器 

個数 10 ４ ８ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気式，機械式 

６－９－84



ｋ．非常用電源建屋 460Ｖ非常用コントロールセンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 750ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.6ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ 24 ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 800Ａ 
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ｌ．高レベル廃液ガラス固化建屋 460Ｖ非常用パワーセンタＡ，Ｂ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.9ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤（計器

用変圧器盤を

含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 14 

極数 ３極 

操作方式 電動バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1250Ａ，3400Ａ 

定格遮断電流 65ｋＡ，85ｋＡ 

引外し自由方式 電気式，機械式 
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ｍ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 6.9ｋＶ非常用メタクラ

Ａ，Ｂ，Ｅ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
母線連絡盤（き

電盤を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ６ ５ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ６ 11 ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｎ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 460Ｖ非常用パワーセンタ

Ａ，Ｂ，Ｅ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 3200ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用

変圧器盤

を含む） 

き電盤

（計器用

変圧器盤

を含む） 

動力用 

変圧器

盤 

母線 

連絡盤 
計器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ４ ７ ２ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1600Ａ，4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 
受電用 

 
き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ４ 18 ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－88



第 9.2－３(2)表 運転予備用母線及び常用母線の設備仕様 

ａ．前処理建屋 6.9ｋＶメタクラＣ１，Ｄ11 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 
計器用変

圧器盤 

母線連絡

盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 ガス遮断器 

個数 ２ ４ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－89



ｂ．前処理建屋 460ＶパワーセンタＣ11，Ｃ12，Ｄ111，Ｄ112 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ，2300ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器

用変圧

器盤を

含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤

（計器用

変圧器盤

を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ４ 12 ４ ４ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ４ 35 ４ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，65ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－90



ｃ．分離建屋 6.9ｋＶメタクラＣ１，Ｄ11 

 構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
母線連絡盤（き

電盤を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ２ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ４ ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－91



ｄ．分離建屋 460ＶパワーセンタＣ１，Ｄ11 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2400ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 

動力用 

変圧器

盤 

母線 

連絡盤 
計器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ３ ２ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 14 ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 3000Ａ，1600Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－92



ｅ．精製建屋 6.9ｋＶメタクラＣ１，Ｄ11 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 母線連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ４ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－93



ｆ．精製建屋 460ＶパワーセンタＣ11，Ｃ12，Ｄ111，Ｄ112 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ，1500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡

盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ４ 11 ４ ４ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2400Ａ，3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ４ 28 ４ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ，3200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－94



ｇ．制御建屋 6.9ｋＶメタクラＣ１，Ｃ２，Ｄ11，Ｄ12 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 母線連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ４ 18 ４ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ４ 31 ４ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－95



ｈ．制御建屋 460ＶパワーセンタＣ1，Ｃ２，Ｄ11，Ｄ121，Ｄ122， 

Ｄ123 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2500ｋＶＡ，3000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 

動力用 

変圧器

盤 

母線 

連絡

盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ６ 22 ６ ８ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ６ 59 ８ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ，4200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－96



ｉ．低レベル廃液処理建屋 460ＶパワーセンタＣ１，Ｄ11 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 

動力用 

変圧器

盤 

母線 

連絡盤 
計器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 13 ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ) 

定格電圧 600Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－97



ｊ．ハル・エンドピース貯蔵建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器

用変圧

器盤を

含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤

（計器用

変圧器盤

を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 12 ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，90ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－98



ｋ．ウラン脱硝建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相３線乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用

変圧器盤

を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤（計

器用変圧器

盤を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ５ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 12 ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 600Ｖ 

定格電流 1600Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，90ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－99



ｌ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 6.9ｋＶメタクラＣ，Ｄ２ 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 母線連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ６ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－100



ｍ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡

盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 13 ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ，3200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

 

６－９－101



ｎ．ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 460ＶパワーセンタＣ， 

Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 750ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用

変圧器盤

を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤

（計器用

変圧器盤

を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ３ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1600Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ ７ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，65ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 

６－９－102



ｏ．低レベル廃棄物処理建屋 6.9ｋＶメタクラＣ，Ｄ２ 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 母線連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ６ ２ 

定格電圧 6.9ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ９ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 

 

６－９－103



ｐ．低レベル廃棄物処理建屋 460ＶパワーセンタＣ１，Ｃ２，Ｃ３， 

Ｄ21，Ｄ22，Ｄ23 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 3000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡

盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ６ 30 ６ ６ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ６ 75 ６ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1200Ａ，2400Ａ，4200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ，100ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｑ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 6.9ｋＶメタクラＤ１，Ｄ

２ 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
母線連絡盤（き

電盤を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ９ ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｒ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設 460ＶパワーセンタＤ１，

Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 2400ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 

動力用 

変圧器

盤 

母線 

連絡盤 
計器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ２ ２ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1600Ａ，3000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 11 ２ 

極数 ３極 

操作方式 電磁操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 600Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｓ．ユーティリティ建屋 6.9ｋＶメタクラＣ，Ｃ１，Ｄ１，Ｄ２，Ｄ 

21（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 
計器用変圧

器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ９ 56 11 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブル又はバスダクトによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ，4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 ガス遮断器 

個数 ９ 56 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ，2000Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 63ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｔ．ユーティリティ建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｃ２，Ｃ11，Ｃ12， 

Ｃ13，Ｄ211，Ｄ212，Ｄ213 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1000ｋＶＡ，2500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤

（計器用

変圧器盤

を含む） 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ８ 13 ８ ６ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1600Ａ，4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ８ 35 ６ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ，4000Ａ 

定格遮断電流 42ｋＡ，50ｋＡ，65ｋＡ，90ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｕ．第２ユーティリティ建屋 6.9ｋＶメタクラＣ２，Ｃ３，Ｃ４，Ｄ 

３，Ｄ４（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 
計器 

変圧器盤 

母線 

連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ５ 21 ８ 10 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブル又はバスダクトによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2000Ａ，3150Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ５ 21 ９ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ，2000Ａ，3150Ａ 

定格遮断電流 44ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｖ．第２ユーティリティ建屋 460ＶパワーセンタＣ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.6ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 １ ２ １ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 3150Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 

型式 気中遮断器 

個数 １ ３ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1600Ａ，3000Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ，65ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｗ．第２ユーティリティ建屋 460ＶコントロールセンタＤ３ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形  二次：三角形 

定格電圧 一次側：6.6ｋＶ  二次側：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 受電盤 き電盤 
動力用 

変圧器盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 １ ６ １ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 800Ａ 
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ｘ．高レベル廃液ガラス固化建屋 6.9ｋＶメタクラＣ，Ｄ２ 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変圧

器盤を含む） 

き電盤 母線連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ２ ２ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 1200Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 真空遮断器 

個数 ２ ４ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

絶縁階級 ６号Ａ 

定格電圧 7.2ｋＶ 

定格電流 1200Ａ 

定格遮断電流 50ｋＡ 

定格遮断時間 ５サイクル 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｙ．高レベル廃液ガラス固化建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 3000ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ７ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 4000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ 18 ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1250Ａ，2100Ａ，4650Ａ 

定格遮断電流 65ｋＡ，120ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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ｚ．第１ガラス固化体貯蔵建屋 460ＶパワーセンタＣ，Ｄ２ 

動力用変圧器 

項目  

型式 三相乾式変圧器 

冷却方式 自冷式 

周波数 50Ｈｚ 

容量 1500ｋＶＡ 

結線 一次：三角形 二次：三角形 

定格電圧 一次：6.9ｋＶ 二次：460Ｖ 

絶縁 Ｈ種 

 

構成及び仕様 

項目 

受電盤 

（計器用変

圧器盤を含

む） 

き電盤 
動力用 

変圧器盤 

母線 

連絡盤 

型式 閉鎖配電盤 

個数 ２ ４ ２ ２ 

定格電圧 460Ｖ 

電気方式 50Ｈｚ 三相３線式 

電源引込方式 ケーブルによる 

フィーダ引出方式 ケーブルによる 

母線電流容量 2000Ａ 

 

遮断器（予備遮断器は含まない） 

項目 受電用 き電用 母線連絡用 

型式 気中遮断器 

個数 ２ ８ ２ 

極数 ３極 

操作方式 バネ操作方式（ＤＣ110Ｖ） 

定格電圧 460Ｖ 

定格電流 1250Ａ，2100Ａ 

定格遮断電流 65ｋＡ 

引外し自由方式 電気的，機械的 
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電
池
 

 
 
 

 
組

 
 
数

 
 
 
 

 
電

 
 
圧

 
 
 
 

 
容

 
 
量

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊
＊
＊
 

２
 

 
 

  
 
 1
1
0 
Ｖ

 
 
 
 約

 
2,

0
00
Ａ
ｈ
／

組
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊
＊
＊
 

２
 

 
 

  
 
 1
1
0 
Ｖ
 

 
 
 約

 
2,
2
00

Ａ
ｈ
／

組
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊
＊
＊
 

２
 

 
 

  
 
 1
1
0 
Ｖ
 

 
 
 約

 
4,
0
00

Ａ
ｈ
／

組
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊
＊
 

２
 

 
 
 
  
 
 2

2
0 

Ｖ
 

 
 

約
 
1,
4
00

Ａ
ｈ

／
組

 

    

 
充

電
器

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
台

 
 
数

 
 
 
 

 
充

電
方

式
 

 
 

 
３

（
う

ち
１

台
は
予

備
）

 
 
 

 
浮

動
（

常
時
）
 

 
 

 
３
（

う
ち
１

台
は
予

備
）
 

 
 
 

浮
動
（

常
時
）
 

 
 

 
３
（

う
ち
１

台
は
予

備
）
 

 
 
 

浮
動
（

常
時
）
 

 ２
 

 
 

浮
動

（
常

時
）

 

   
  
 
 
  
注

）
 *

印
の

設
備

は
，

使
用

済
燃

料
の
受

入
れ
及

び
貯
蔵

に
必
要

な
設
備

で
あ
る

。
 

  
 
 
 
  
 
**

印
の

設
備

は
，

非
常

用
所

内
電
源

の
無
停

電
交
流

母
線
に

給
電
す

る
。
 

  
 
  
 
  
*
**

印
の

設
備

は
，

非
常

用
所

内
電
源

の
1
1
0 
Ｖ
 直

流
母
線

に
給
電

す
る
と

と
も
に

無
停
電

交
流
母

線
に

も
給

電
す

る
。
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第
9
.
2
－

５
表
(
2
)
 
直

流
電
源
設

備
の
主

要
設

備
の

仕
様

 
 （

２）
 
 常

用
所
内

電
源
 

  

  
項

 
 

 
 

目
 

使
用

済
燃

料
 

輸
送
容
器
管
理
建
屋

＊
 

使
用

済
燃

料
 

受
入
れ

・
貯

蔵
建
屋

＊
 

ユ
ー

テ
ィ
リ

テ
ィ
建

屋
＊
 

第
２
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
建
屋
 

  

  
蓄

 
電

 
池
 

  
 

 
組

 
 
数
 

  
 

 
電

 
 
圧
 

  
 

 
容

 
 
量
 

＊
＊
 

１
 

  
 
 
 1
1
0 
Ｖ
 

 
  
 
約
 4
0
0Ａ

ｈ
／
組

 

＊
＊
 

１
 

  
 
 
 4
2
5 
Ｖ

 
 
  
約
 1

,6
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
  

 
 約

 2
9
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
  

 
 約

 6
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
31
0
 Ｖ

 
  

 
 約

 9
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

 
１
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
  

 
 約

 2
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

3
48
 Ｖ

 
約
 5

0Ａ
ｈ
／
組
 

    

  
充

電
器

 
 

 
 
 
 

  
 

 
台

 
 
数
 

  
 

 
充

電
方

式
 

 
１
 

 浮
動
（
常
時
）
 

 
１

 
 
  
 
 浮

動
（
常

時
）
 

   
２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 

浮
動

（
常

時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 

浮
動

（
常

時
）
 

 
１
 

 
 浮

動
（
常
時
）
 

  ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

 
 

 浮
動
（
常
時
）
 

 
１
 

浮
動
（
常
時
）
 

   

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
項

 
 

 
 

目
 

使
用

済
燃
料

輸
送
容

器
管
理

建
屋
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ
・

貯
蔵
建

屋
及
び

ユ
ー

テ
ィ
リ
テ
ィ
建
屋
以
外
の
建
物
 

 

  
蓄

 
電

 
池
 

  
 

 
組

 
 
数
 

  
 

 
電

 
 
圧
 

  
 

 
容

 
 
量
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
  

 
約
 9
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
  

 
約
 1
5
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 3
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 1
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 2
5
0Ａ

ｈ
／
組
 

 １
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 2
9
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
11
0
 Ｖ

 
 
  
約
 1

,0
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

    

  
充

電
器

 
 

 
 
 
 

  
 

 
台

 
 
数
 

  
 

 
充

電
方

式
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 
浮
動
（
常
時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 
浮
動

（
常

時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 

浮
動

（
常

時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 

浮
動

（
常

時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 

浮
動
（
常
時
）
 

   ２
（
う
ち
１
台
は
予
備
）
 

  
 
浮
動
（
常
時
）
 

 
１
 

 
  
浮
動
（
常
時
）
 

   

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
項

 
 

 
 

目
 

使
用

済
燃
料

輸
送
容

器
管
理

建
屋
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ
・

貯
蔵
建

屋
及
び
ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
建
屋
以
外
の
建
物
 

  
蓄

 
電

 
池
 

  
 

 
組

 
 
数
 

  
 

 
電

 
 
圧
 

  
 

 
容

 
 
量
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
33
0
 Ｖ

 
  

 
 約

 3
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
33
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 5
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
42
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 6
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
42
0
 Ｖ

 
 
  
 

約
 1
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
36
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 4
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
36
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 8
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
36
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 6
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
42
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 1
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

  
充

電
器

 
 

 
 
 
 

  
 

 
台

 
 
数
 

  
 

 
充

電
方

式
 

 １
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 １
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 １
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 １
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 １
 

  
浮

動
（
常
時
）
 

 １
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 
１
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 １
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
項

 
 

 
 

目
 

使
用

済
燃
料

輸
送
容

器
管
理

建
屋
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ
・

貯
蔵
建

屋
及
び

ユ
ー

テ
ィ
リ
テ
ィ
建
屋
以
外
の
建
物
 

 

  
蓄

 
電

 
池
 

  
 

 
組

 
 
数
 

  
 

 
電

 
 
圧
 

  
 

 
容

 
 
量
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
36
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 5
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
41
0
 Ｖ

 
 
  
約
 2

,0
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
46
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 4
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

３
 

  
 
  
 
46
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 6
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
46
0
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 8
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
42
5
 Ｖ

 
 
  
 
 約

 5
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

＊
＊
 

１
 

  
 
  
 
46
0
 Ｖ

 
 
  
約
 1

,0
0
0Ａ

ｈ
／
組
 

    

  
充

電
器

 
 

 
 
 
 

  
 

 
台

 
 
数
 

  
 

 
充

電
方

式
 

 １
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 １
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 １
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 ３
 

  
浮

動
（

常
時

）
 

 １
 

  
浮

動
（
常
時
）
 

 １
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

 
１
 

  
浮
動
（
常
時
）
 

   
  
 注

）
 *
印

の
設
備
は
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
及
び
貯
蔵
に

係
る

設
備
で

あ
る

。
 

  
 

  
 
**
印

の
設
備
は
，
常
用
所
内
電
源
の
無
停
電
交
流
母

線
に

給
電
す

る
。
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第

9
.
2
－

６
表

(
1
)
 
計

測
制
御
用

交
流
電

源
設

備
の
主

要
設

備
の

仕
様

 
 (
1
) 

非
常

用
所

内
電

源
 

 
 ａ

．
無

停
電

交
流

電
源

 
 

項
 
  

 
  
目

 
使

用
済

燃
料
 

 
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
＊
 

使
用
済
燃

料
受
入

れ
・
貯

蔵
建

屋
以

外
の

建
物

 

 
静

止
形

 
 

台
数

 

 
無

停
電

 
 

電
圧

 

 
電

源
装

置
 

容
量

 

２
 

 
 

  
 
 1
0
5 
Ｖ
 

 
 
 約

 
 3

0ｋ
Ｖ
Ａ
／

台
 

２
 

 
 
 
  

 
 1
0
5 
Ｖ
 

 
 
 約

 
２
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

２
 

 
 
 

 
1
0
5 

Ｖ
 

 
 
約

 
 2
0ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

６
 

 
 

 
 

1
0
5 

Ｖ
 

 
 

約
 
 3

0ｋ
Ｖ

Ａ
／

台
 

４
 

 
 

 
 

1
0
5 

Ｖ
 

 
 

約
 
 5

0ｋ
Ｖ

Ａ
／

台
 

 
予

 
備

 
 

台
数

 

 
変

圧
器

 
 

容
量

 

２
 

 
 
 約

 
 3

0ｋ
Ｖ
Ａ
／

台
 

２
 

 
 
約

 
２
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

２
 

 
 
約

 
 2
0ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

６
 

 
 

約
 
 3

0ｋ
Ｖ

Ａ
／

台
 

４
 

 
 

約
 
 5

0ｋ
Ｖ

Ａ
／

台
 

     
 
 ｂ

．
計

測
交

流
電

源
 

 

項
 
  

 
  
目

 

使
用

済
燃

料
 

 
 

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

＊
 

使
用
済
燃

料
受
入

れ
・
貯

蔵
建
屋

以
外
の

建
物
 

 
変

圧
器

 
 

台
数

 

 
 

 
 

 
 

容
量

 

２
 

 
 
 約

 
5
0ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

４
 

 
 
約
 

30
ｋ
Ｖ
Ａ

／
台
 

４
 

 
 
約

 
5
0ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

  注
）
* 
印
の
設
備
は
，
使
用
済
燃
料
の
受
入

れ
及

び
貯
蔵

に
必
要

な
設
備

で
あ

る
。
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第
9
.
2
－

６
表
(
2
)
 
計

測
制
御
用

交
流
電

源
設

備
の

主
要

設
備

の
仕

様
 

（
２

）
 
常

用
所
内

電
源
  
  
 

 
 
 
ａ
．

無
停
電

交
流

電
源

 

 
使

用
済

燃
料
 

  

輸
送

容
器

管
理

建
屋

＊
 

使
用

済
燃

料
 

  

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

＊
 

ユ
ー

テ
ィ

リ
テ

ィ
 

  建
 
 
 
 
 
 
 
 
 
屋

＊
 

第
２

 

ユ
ー

テ
ィ

リ
テ

ィ
 

 建
 

 
 

 
屋

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
項
 

 
 
目

 
使
用
済
燃

料
輸
送

容
器
管

理
建

屋
，

使
用

済
燃

料
受

入
れ

・
貯

蔵
建

屋
及

び
ユ

ー
テ

ィ
リ

テ
ィ

建
屋

以
外

の
建

物
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
静
止
形

 
 
台

数
 

 
無
停
電

 
 
電

圧
 

 
電
源
装

置
 
容

量
 

１
 

 
 

 
 
 
 
1
0
5
 
Ｖ

 

 
約

 
 
2
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

 
 

 
 
 
 
1
0
5
 
Ｖ

 

 
 
約

 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

1
0
5
 
Ｖ

 

約
 
7
5
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

１
 

1
0
5
 
Ｖ

 

約
 
1
5
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

 

２
 

 
 
 
1
0
5
 
Ｖ

 

 
約
 
2
0
ｋ
Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 
 
 
1
0
5
 
Ｖ

 

 
約
 
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 
 
 
1
0
5
 
Ｖ

 

 
約
 
7
5
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 
 

 
1
0
5
 
Ｖ

 

約
 
1
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 
 

 
1
0
5
 
Ｖ

 

約
 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 
 

 
1
0
5
 
Ｖ

 

約
 
2
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 
 

 
2
1
0
 
Ｖ

 

約
 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 
 

 
2
1
0
 
Ｖ

 

約
 
2
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 
 

 
2
1
0
 
Ｖ

 

約
 
2
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 
予
 
備

 
 
台

数
 

  
変
圧
器

 
 
容

量
 

１
 

 

 
約

 
 
2
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

 

約
 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

 

約
 
7
5
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

１
 

 

約
 
1
5
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

 

２
 

 

約
 
2
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 

約
 
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 

約
 
7
5
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

３
 

 

約
 
1
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 

約
 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 

約
 
2
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 

約
 
1
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 

約
 
2
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 

約
 
2
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

   
 
 
ｂ
．

計
測
交

流
電

源
 

 
使

用
済

燃
料
 

  

輸
送

容
器

管
理

建
屋

＊
 

使
用

済
燃

料
 

  

受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

＊
 

ユ
ー

テ
ィ

リ
テ

ィ
 

  建
 
 
 
 
 
 
 
 
 
屋

＊
 

使
用
済
燃

料
輸
送

容
器
管

理
建
屋

，
使
用

済
燃
料
受
入

れ
・

貯
蔵

建
屋

 

  

及
び

ユ
ー

テ
ィ

リ
テ

ィ
建

屋
以

外
の

建
物

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
項
 

 
 
目

 

 

 
変
圧
器

 
 
台

数
 

  
 
 
 

 
 
容

量
 

１
 

 

 
 
約

 
1
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

 

 
 
約

 
5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

１
 

 

約
 
1
5
ｋ

Ｖ
Ａ
／

台
 

 

５
 

 

約
 

3
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 

約
 

4
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

５
 

 

約
 

5
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

２
 

 

約
 

7
5
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

 

１
 

 

約
 
1
0
0
ｋ

Ｖ
Ａ

／
台

 

注
）
 
*
印

の
設
備

は
，

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
及

び
貯

蔵
に

係
る

設
備

で
あ
る

。
 

 
６－９－119



  

項
 
 
 
 
 
目

 
誘
 
導
 
灯

 
非
 
常
 
灯

 
運
転
保
安
灯

 
直
流
非
常
灯

 
蓄
電
池
内
蔵
型

 
照
明

 

電
 
源
 
電
 
圧

 
交
流
 
1
0
5
Ｖ
 

交
流
 
1
0
5
Ｖ
 

交
流
 
2
1
0
Ｖ
 

直
流
 
1
1
0
Ｖ
 

交
流
 
2
1
0
Ｖ
 

停
電
時
供
給
電
源

 
蓄
電
池
 

（
内
蔵
）
 

蓄
電
池
 

（
内
蔵
）
 

4
6
0
Ⅴ
非
常
用
母
線
 

非
常
用
 

直
流
電
源
設
備
 

蓄
電
池
 

（
内
蔵
）
 

用
 
 
 
 
 
途
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用
 

（
消
防
法
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避
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用
 

（
建
築
基
準
法
）
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室
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で
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用
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で
の
 

初
動
対
応
用
 

中
央
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室
で
の
 

初
動
対
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用
 

 注
）
＊
印

の
制

御
室

は
，

中
央

制
御
室
及

び
使

用
済
燃
料

の
受
入

れ
施

設
及
び
貯

蔵
施

設
の

制
御

室
で

あ
る

。
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項   目 第１非常用ディーゼル 

発 電 機 ＊ 

第２非常用ディーゼル 

発 電 機 

対 象 機 器 

容   量 

流体の種類 

個   数 

耐震クラス 

重油タンク 

130ｍ3／基 

Ａ重油 

４基 

Ｓクラス 

燃料油貯蔵タンク 

165ｍ3／基 

Ａ重油 

４基 

Ｓクラス 

 
注１）＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に必要な設備である。 
注２）＊印の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

第 9.2－８表 非常用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備の主要設備の仕様 
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項   目 運転予備用ディーゼル発電機及び 

第２運転予備用ディーゼル発電機 ＊ 

対 象 機 器 

容   量 

流体の種類 

個   数 

耐震クラス 

重油タンク ＊＊ 

50ｍ3／基 

Ａ重油 

４基 

Ｃクラス 

 
注１） ＊印の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

注２） ＊＊印の設備は，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
 

第 9.2－９表 運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備 
の主要設備の仕様 
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第 9.2－10 表 常設重大事故等対処設備及び可搬型重大事故等対処設

備の主要機器仕様 

 

(１) 全交流動力電源喪失を要因として発生する重大事故等に対処するた

めの電力を確保するための設備による給電 

１) 代替電源設備 

〔可搬型重大事故等対処設備〕 

 ａ．前処理建屋可搬型発電機 

    台  数   ４ （予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを３台） 

    容  量    約 80ｋＶＡ／台 

 ｂ．分離建屋可搬型発電機 

    台  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２

台） 

    容  量   約 80ｋＶＡ／台 

 ｃ．制御建屋可搬型発電機 

    台  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２

台） 

    容  量   約 80ｋＶＡ／台 

 ｄ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 

    台  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２

台） 

    容  量   約 80ｋＶＡ／台 

 ｅ．高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

    台  数   ３ （予備として故障時のバックアップを２
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台） 

    容  量   約 80ｋＶＡ／台 

 ｆ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 

    台  数   ３ （予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを２台） 

    容  量   約 200ｋＶＡ／台 

 

２) 代替所内電気設備 

〔常設重大事故等対処設備〕 

ａ．前処理建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブ

ル） 

    系  統   ２ 

ｂ．分離建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブ

ル） 

    系  統   ２ 

ｃ．精製建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，常設電源ケーブ

ル） 

    系  統   ２ 

ｄ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の重大事故対処用母線（常 

設分電盤，常設電源ケーブル） 

    系  統   ２ 

ｅ．高レベル廃液ガラス固化建屋の重大事故対処用母線（常設分電盤，

常設電源ケーブル） 

    系  統   ２ 
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〔可搬型重大事故等対処設備〕 

 ａ．前処理建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｂ．分離建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｃ．精製建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｄ．制御建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｅ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｆ．高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｇ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型分電盤 

面  数   ２ （予備として故障時のバックアップを１

面） 

 ｈ．前処理建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 190ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 
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 ｉ．分離建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 170ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 ｊ．精製建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 200ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 ｋ．制御建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 350ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 ｌ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 160ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 ｍ．高レベル廃液ガラス固化建屋の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 470ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 ｎ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の可搬型電源ケーブル 

    数  量   約 120ｍ×６本（予備として故障時のバックア

ップを３本） 

 

(２) 全交流動力電源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処す

るための設備による給電 

(ａ)  設計基準対象の施設と兼用する電気設備 

１) 受電開閉設備 

〔常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と兼用）〕 

ａ．受電開閉設備（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 
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系  統   ２ 

ｂ．受電変圧器（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

台  数   ４ 

 

２) 所内高圧系統 

〔常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用）〕 

ａ．非常用電源建屋の 6.9ｋＶ非常用主母線 

系  統   ２ 

ｂ．ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

系  統   １ 

ｃ．ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｄ．ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ常用主母線（ＭＯＸ燃料加工施設

と共用） 

系  統   ２ 

ｅ．第２ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ運転予備用主母線 

系  統   ３ 

ｆ．第２ユーティリティ建屋の 6.9ｋＶ常用主母線 

系  統   １ 

ｇ．前処理建屋の 6.9ｋＶ非常用母線 

系  統   ２ 

ｈ．前処理建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｉ．分離建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 
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ｊ．精製建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｋ．制御建屋の 6.9ｋＶ非常用母線 

系  統   ２ 

ｌ．制御建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   ２ 

ｍ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 6.9ｋＶ非常用母線 

系  統   ２ 

ｎ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｏ．高レベル廃液ガラス固化建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｐ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 6.9ｋＶ非常用母線（Ｍ

ＯＸ燃料加工施設と共用） 

系  統   ２ 

ｑ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 6.9ｋＶ常用母線（ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用） 

系  統   ２ 

ｒ．低レベル廃棄物処理建屋の 6.9ｋＶ運転予備用母線 

系  統   １ 

 

３) 所内低圧系統 

〔常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用）〕 

ａ．非常用電源建屋の 460Ｖ非常用母線 

系  統   ２ 
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ｂ．ユーティリティ建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   ３ 

ｃ．第２ユーティリティ建屋 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｄ．前処理建屋の 460Ⅴ非常用母線 

系  統   ２ 

ｅ．前処理建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｆ．分離建屋の 460Ⅴ非常用母線 

系  統   ２ 

ｇ．分離建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｈ．精製建屋の 460Ⅴ非常用母線 

系  統   ２ 

ｉ．精製建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｊ．制御建屋の 460Ｖ非常用母線 

系  統   ２ 

ｋ．制御建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   ２ 

ｌ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ｖ非常用母線 

系  統   ２ 

ｍ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｎ．高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ｖ非常用母線 
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系  統   ２ 

ｏ．高レベル廃液ガラス固化建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｐ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 460Ｖ非常用母線（ＭＯ

Ｘ燃料加工施設と共用） 

系  統   ２ 

ｑ．低レベル廃棄物処理建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｒ．低レベル廃液処理建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｓ．ハル・エンドピース貯蔵建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

ｔ．ウラン脱硝建屋の 460Ｖ運転予備用母線 

系  統   １ 

 

 ４) 直流電源設備 

〔常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用）〕 

ａ．非常用電源建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｂ．ユーティリティ建屋の直流電源設備 

系  統   ２ 

ｃ．第２ユーティリティ建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｄ．前処理建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 
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ｅ．前処理建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｆ．分離建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｇ．精製建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｈ．制御建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｉ．制御建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｊ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｋ．高レベル廃液ガラス固化建屋の第２非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｌ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の第１非常用直流電源設備 

系  統   ２ 

ｍ．低レベル廃棄物処理建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｎ．低レベル廃液処理建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｏ．ハル・エンドピース貯蔵建屋の直流電源設備 

系  統   １ 

ｐ．ウラン脱硝建屋の直流電源設備 

系  統   １ 
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５) 計測制御用交流電源設備 

〔常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用）〕 

ａ．ユーティリティ建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｂ．第２ユーティリティ建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｃ．前処理建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

系  統   ２ 

ｄ．前処理建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｅ．分離建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

系  統   ２ 

ｆ．分離建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｇ．精製建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

系  統   ２ 

ｈ．精製建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｉ．制御建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

系  統   ２ 

ｊ．制御建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   ４ 

ｋ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の非常用計測制御用交流電源

設備 

系  統   ２ 
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ｌ．ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｍ．高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用計測制御用交流電源設備 

系  統   ２ 

ｎ．高レベル廃液ガラス固化建屋の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 

ｏ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の非常用計測制御用交流電

源設備 

系  統   ２ 

ｐ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の計測制御用交流電源設備 

系  統   １ 
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機器名称 主要負荷 

前処理建屋可搬型発電機 建屋代替換気設備 

情報把握計装設備 

分離建屋可搬型発電機 建屋代替換気設備 

情報把握計装設備 

制御建屋可搬型発電機 情報把握計装設備 

代替通信連絡設備 

居住性を確保するための設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋

可搬型発電機 
建屋代替換気設備 

情報把握計装設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬

型発電機 
建屋代替換気設備 

情報把握計装設備 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設可搬型発電機 
可搬型計測ユニット 

可搬型監視ユニット 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪

失の対処に必要な空冷設備 

情報把握計装設備 

代替計測制御設備 

代替通信連絡設備 

居住性を確保するための設備 

 
 

第 9.2－11 表 可搬型重大事故等対処設備の主要負荷 
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制 御 建 屋

制 御 建 屋

制 御 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

低 レ ベ ル 廃 棄 物 処 理 建 屋
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0
Ｖ

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

非 常 用 母 線

4
6
0
Ⅴ

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

制 御 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

非 常 用 母 線

4
6
0
Ⅴ

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

運 転 予 備 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

至
青

森
（

変
）

至
岩

手
（

変
）

2
7
5
ｋ
Ｖ
送
電
線

1
5
4
ｋ
Ｖ
送
電
線

変
電
所

（
凡
例
）

（
変
）

（
凡
例
）

遮
断
器

断
路
器

進
相
コ
ン
デ
ン
サ

動
力
用
変
圧
器

本
範
囲
の
設
備
は
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
及
び

貯
蔵
に
係
る
設
備
で
あ
る
。

１
号
受
電
変
圧
器

6
.
9
ｋ
Ｖ

非
常
用
主
母
線

6
.
9
ｋ
Ｖ
運
転
予
備
用
主
母
線

非
常
用

所
内
電
源
系
統

非
常
用

所
内
電
源
系
統

３
号
受
電
変
圧
器

制 御 建 屋

制 御 建 屋

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 管 理 建 屋

6
.
9
ｋ
Ｖ
常
用
主
母
線

廃 棄 物 管 理 施 設

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

低 レ ベ ル 廃 棄 物 処 理 建 屋

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 管 理 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

常 用 母 線

4
6
0
Ｖ

6
.
9
ｋ
Ｖ
常
用
主
母
線

廃 棄 物 管 理 施 設

6
.
9
ｋ
Ｖ

常
用

主
母
線

第 ２ 運 転 予 備 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

４
号
受
電
変
圧
器

受
電
開
閉
設
備

運 転 予 備 用 母 線

4
6
0
Ｖ

常 用 母 線

4
6
0
Ⅴ

そ の 他 の 設 備 （ 事 務 建 屋 ）

そ の 他 の 設 備 （ 事 務 建 屋 ）

２
号
受
電
変
圧
器

D
/
G

6
.
9
ｋ
Ｖ

常
用

主
母
線

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転
予
備
用

主
母
線

1
5
4
ｋ
Ｖ
母
線

運 転 予 備 用 母 線

4
6
0
Ｖ

第 ２ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋

ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋

6
.
9
ｋ
Ｖ

非
常
用
主
母
線

D
/
G

D
/
G

ハ ル ・ エ ン ド ピ ー ス 貯 蔵 建 屋

ハ ル ・ エ ン ド ピ ー ス 貯 蔵 建 屋

共 通 電 源 車 接 続 口

共 通 電 源 車 接 続 口

共
通
電
源
車
接
続
口

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設

緊 急 時 対 策 建 屋

緊 急 時 対 策 建 屋

共 通 電 源 車 接 続 口
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 4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

建 屋 排 風 機 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

 
第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 

 
共 通 電 源 車 接 続 口 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

 
 

 
 

 
 

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 
 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

 

建 屋 排 風 機 

 

 

第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 

 
 

共 通 電 源 車 接 続 口 

 
D
/
G 

D
/
G  

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
 

か
ら
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

非
常
用
 

所
内
電
源
系
統
 

非
常
用
 

所
内
電
源
系
統
 

使
用

済
燃

料
輸

送
容

器
管
理
建
屋

 

第
9
.
2
－

２
図
(
1
)
 
主

要
建
屋
内

単
線
結

線
図

 

4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

 
 

6
.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
 

か
ら
 

4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯

蔵
建
屋
 

 
 
（
注
）
本
範
囲
の
設

備
は
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
及
び
貯
蔵
に
係
る
設
備
で
あ
る
。
 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

 

建 屋 排 風 機 
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6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
 

用
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ
 

運
転
予
備
 

用
母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ
 

常
用

 
母
線

 

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
 

用
母

線
 

6
.
9
ｋ
Ｖ
非
常
用
主
母
線

 
か
ら

 

 
 
 
 
6
.
9
ｋ
Ｖ
 

非
常
用
母
線

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
運

転
予

備
用
主

母
線

 
か
ら

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
非

常
用

主
母
線

 
か

ら
 

 
 
 
 
 
 
 
 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
用

母
線

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ
 

非
常

用
 

母
線

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

制
 
御
 

建
 
屋

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

4
6
0
Ｖ

 
常

用
 

母
線

 

4
6
0
Ｖ
 

非
 

常
 

用
 

母
 

線
 

4
6
0
Ｖ
 

運
転

 
予

備
用

 
母

線
 

4
6
0
Ｖ

 
 常

用
 

 母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
運

転
予

備
 

用
母

線
 

4
6
0
Ｖ
 

常
用

母
線

 
4
6
0
Ｖ
 

非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ
 

非
 

常
 

用
 

母
 

線
 

4
6
0
Ｖ
 

非
 

常
 

用
 

母
 

線
 

4
6
0
Ｖ

 
非

 
常

 
用

 
母

 
線

 

4
6
0
Ｖ

 
運
転
予
備

 
用
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
運
転
予
備

 
用
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
常
用
母
線

 

低
レ
ベ
ル
廃
液

 
 
 
 

処
理
建
屋

 
精

 
製
 

建
 
屋

 
分

 
離
 

建
 
屋

 
前

 
処

 
理
 

建
 
屋

 

第
9
.
2
－

２
図
(
2
)
 

主
要
建
屋
内

単
線

結
線

図
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転
予

備
用
主

母
線
 

か
ら

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
主

母
線
 

か
ら
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転
予
備

用
母

線
 

 

4
6
0
Ｖ

常
用

母
線
 

4
6
0
Ⅴ

運
転
 

予
備

用
母

線
 

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
主

母
線
 

か
ら

 

出
 

入
 

管
 

理
 
建
 

屋
 

本
範

囲
の

設
備

は
，

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
及

び
貯

蔵
に

係
る

設
備

で
あ

る
。

 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

4
6
0
Ｖ

 
運

転
 

予
備

用
 

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
常

用
 

母
線
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第
9
.
2
－

２
図

(
3
)
 
主

要
建
屋
内

単
線
結

線
図

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

常
用
主

母
線

 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
主

母
線

 

か
ら

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

運
転
予
備

用
主
母

線
 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
主

母
線

 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

運
転
予
備

用
母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

常
用
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常
用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

 

常
用

母
線

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

4
6
0
Ｖ

 

常
用

 

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常
用

 

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

運
転
予
備

用
 

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常
用

 

母
線

 
4
6
0
Ｖ

 

運
転
予

備
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

常
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

運
転
予
備

用
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常

用
 

母
線

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ
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第
9
.
2
－

２
図
(
4
)
 

主
要
建
屋
内

単
線
結

線
図

 

本
範

囲
の

設
備

は
，

使
用

済
燃

料
の

受
入

れ
及

び
貯

蔵
に

係
る

設
備

で
あ

る
。

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

非
常
用

主
母

線
 

か
ら

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

非
常
用
主

母
線

 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

主
母

線
 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備

用
主

 

母
線

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備

用
母

線
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

常
用
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

非
常
用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

 

運
転

予
備

用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

 

常
用
母
線

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

運
転
予
備

用
主

母
線

 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

主
母

線
 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 
6
.
9
ｋ
Ｖ

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

運
転
予
備

用
母
線

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用
母

線
 

4
6
0
Ｖ
運

転
予
備

用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

常
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

運
転

予
備

用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

 

常
用
母
線

 
4
6
0
Ｖ

 

運
転
予
備

用
 

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 

常
用

母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

 

運
転
予
備

用
主
母

線
 

か
ら

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

主
母

線
 

か
ら
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第
9
.
2
－

２
図
(
5
)
 

主
要
建
屋
内

単
線
結

線
図

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
用

主
母
線

か
ら
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

主
母
線

か
ら
 

6
.
9
ｋ
Ｖ
運
転
予
備
用
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
常
用
母
線
 

4
6
0
Ｖ

運
転
予

備
用
母

線
 

4
6
0
Ｖ

常
用
母

線
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充 電 器 

充 電 器 

充 電 器 

非 常 用 Ｄ ／ Ｇ 系 Ａ 

計 測 制 御 系 統 施 設 

無 停 電 交 流 電 源 Ａ 

遮 断 器 操 作 回 路 

非 常 灯 

非 常 用 Ｄ ／ Ｇ 系 Ｂ  

計 測 制 御 系 統 施 設 

無 停 電 交 流 電 源 Ｂ 

遮 断 器 操 作 回 路 

非 常 灯 

運 転 予 備 用 Ｄ ／ Ｇ 系 

計 測 制 御 系 統 施 設 

無 停 電 交 流 電 源 

遮 断 器 操 作 回 路 

非 常 灯 
充 電 器 

充 電 器 

（
非

常
用

Ａ
系

）
 

 4
6
0Ｖ

非
常

用
母

線
 

ａ
．

非
常

用
所

内
電
源

 
ｂ

．
常

用
所

内
電

源
 

凡
 
例

 

1
1
0Ｖ

 Ｄ
Ｃ
 

母
線
Ｂ

 
1
1
0Ｖ

 Ｄ
Ｃ

 
母

線
Ａ

 
1
1
0Ｖ

 Ｄ
Ｃ
 

常
用

1
1
0Ｖ

蓄
電

池
 

非
常
用

11
0Ⅴ

 
蓄

電
池
Ｂ

 
非

常
用

11
0Ｖ

 
蓄

電
池
Ａ

 

運
転

予
備

用
 

Ｃ
系

又
は

 
常

用
Ｄ

系
 

4
6
0Ｖ

母
線

 

運
転

予
備

用
 

Ｃ
系

又
は

 
常

用
Ｄ

系
 

4
6
0Ｖ

母
線

 

（
非
常
用

Ｂ
系
）

 
 4
6
0Ｖ

非
常
用

母
線
 

第
9
.
2
－

３
図

 
直
流

電
源
設
備

単
線
結

線
図

 

注
）

直
流

電
源
設

備
の
一

部
は
，

使
用
済

燃
料
の

受
入

れ
及
び
貯

蔵
に
必

要
な
設

備
で

あ
る

。
 

  
 

直
流

負
荷
の

無
停
電

交
流
電

源
は
，

計
測
交

流
電
源

設
備
の

1
05

Ｖ
無
停

電
交

流
母

線
に

給
電

す
る

。
 

  
 

一
部

の
非
常

用
直
流

電
源
設

備
は
配

線
用
遮

断
器
を

介
し
て

一
般
負

荷
に

も
給

電
す

る
。

 
 

配
線

用
遮

断
器

 

母
線
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2
10
Ｖ
又

は
 

1
05
Ｖ

無
停

電
交

流
 
母
線

 
 

                        
 

 

11
0Ｖ

 Ｄ
Ｃ
 

母
線
Ａ
 

又
は
 

非
常

用
22
0Ｖ

 
蓄

電
池

Ａ
 

1
05
Ｖ
 

無
停

電
交
流

 母
線
Ａ

 
 

注
）

計
測
母

線
は
，
必

要
に

応
じ
て

設
け

る
。

 
 

 
計

測
制

御
用
交

流
電
源

設
備
の

一
部

は
，

使
用

済
燃
料

の
受
入

れ
及
び

貯
蔵

に
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：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

 
第

9
.
2
－

1
8
図

 
全

交
流

動
力

電
源
喪
失

に
対

処
す
る
た

め
の
電

源
系

統
図

 

（
ウ

ラ
ン

・
プ
ル

ト
ニ

ウ
ム
混
合

脱
硝
建

屋
可

搬
型
発
電

機
接

続
時

（
精

製
建

屋
へ

の
給

電
を

含
む

）
）
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2
0
0
Ｖ

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ
ス
固

化
建
屋

の
 

重
大

事
故

対
処

用
母
線

 

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
の

 
重

大
事

故
対

処
用

母
線

 

（
建
屋
境

界
）

 

高
レ
ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建
屋

 

高
レ
ベ
ル

廃
液
ガ

ラ
ス

固
化
建
屋

可
搬
型

発
電

機
 

 
Ｇ

 

建 屋 代 替 換 気 設 備 

建 屋 代 替 換 気 設 備 

可
搬
型
分
電
盤
 

可
搬
型
分
電
盤
 

情 報 把 握 計 装 設 備 

情 報 把 握 計 装 設 備 

※
 

※
 

※
 

※
 

※
 

※
 

※
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

の
重
大
事
故
対
処
用
母
線
２
系
統
の
う
ち
，
何
れ
か
１
系
統
を
選
択
し
て
接
続
す
る
。
 

凡
例

 

：
接
続
口

 

：
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

第
9
.
2
－
1
9
図

 
全

交
流

動
力

電
源
喪
失

に
対

処
す
る
た

め
の
電

源
系

統
図
（
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

建
屋

可
搬

型
発

電
機

接
続

時
）
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代 替 計 測 制 御 設 備 

2
0
0
Ｖ

 

使
用
済
燃

料
の
受

入
れ

施
設
及
び

貯
蔵
施

設
可

搬
型
発

電
機

 

情 報 把 握 計 装 設 備 

可
搬
型
計

測
ユ
ニ

ッ
ト

 

 
2
0
0
Ｖ

 

（
建

屋
境

界
）

 
使
用
済
燃

料
の

 
受
入
れ
施

設
 

及
び
貯
蔵

施
設

 

 
Ｇ

 

居 住 性 を 確 保 

す る た め の 設 備 

2
0
0
Ｖ

 

凡
例

 

：
接
続
口

 

：
可
搬
型
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
電
源
ケ
ー
ブ
ル

 

：
そ
の
他
の
設
備

 

代 替 通 信 連 絡 設 備 

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却

等 の 機 能 喪 失 の 対 処 に 

必 要 な 空 冷 設 備 ※ 

可
搬
型
監

視
ユ
ニ

ッ
ト

 

 

2
0
0
Ｖ

 

1
0
0Ｖ

 
1
0
0Ｖ

 

可
搬
型
分
電
盤
 

※
一

部
建

屋
内

 

設
備

設
置

 

第
9
.
2
－
2
0
図

 
全

交
流

動
力

電
源

喪
失

に
対

処
す
る
た

め
の
電

源
系

統
図
（
使

用
済
燃

料
の

受
入

れ
施

設
及

び
貯

蔵
施

設
可

搬
型

発
電

機
接

続
時

）
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.

 

D
/
G

D
/
G

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転

予
備
用

主
母
線

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転

予
備
用

主
母
線

第
9
.
2
－
2
1
図
(
1
)

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
を
要
因
と
せ
ず
に
発
生
す
る
重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め
の
設
備
の
系
統
図
（
１
／
８
）

そ の 他 の 設 備 （ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 ）

そ の 他 の 設 備 （ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋 ）

1
5
4
ｋ
Ｖ
母
線

制 御 建 屋

制 御 建 屋

制 御 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

低 レ ベ ル 廃 棄 物 処 理 建 屋

運 転 予 備 用 母 線

4
6
0
Ｖ

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

非 常 用 母 線

4
6
0
Ｖ

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

制 御 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

非 常 用 母 線

4
6
0
Ｖ

第 ２ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

運 転 予 備 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

（
凡
例
）

遮
断
器

断
路
器

進
相
コ
ン
デ
ン
サ

動
力
用
変
圧
器

１
号
受
電
変
圧
器

6
.
9
ｋ
Ｖ

非
常
用
主
母
線

6
.
9
ｋ
Ｖ
運
転
予
備
用
主
母
線

非
常
用

所
内
電
源
系
統

非
常
用

所
内
電
源
系
統

３
号
受
電
変
圧
器

制 御 建 屋

制 御 建 屋

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 管 理 建 屋

6
.
9
ｋ
Ｖ
常
用
主
母
線

廃 棄 物 管 理 施 設

ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋

低 レ ベ ル 廃 棄 物 処 理 建 屋

使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 管 理 建 屋

高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋

常 用 母 線

4
6
0
Ｖ

6
.
9
ｋ
Ｖ
常
用
主
母
線

廃 棄 物 管 理 施 設

6
.
9
ｋ
Ｖ

常
用

主
母
線

第 ２ 運 転 予 備 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機

４
号
受
電
変
圧
器

受
電
開
閉
設
備

運 転 予 備 用 母 線

4
6
0
Ｖ

常 用 母 線

4
6
0
Ｖ

そ の 他 の 設 備 （ 事 務 建 屋 ）

そ の 他 の 設 備 （ 事 務 建 屋 ）

２
号
受
電
変
圧
器

D
/
G

6
.
9
ｋ
Ｖ

常
用

主
母
線

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転
予
備
用

主
母
線

1
5
4
ｋ
Ｖ
母
線

運 転 予 備 用 母 線

4
6
0
Ｖ

第 ２ ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋

ユ ー テ ィ リ テ ィ 建 屋

6
.
9
ｋ
Ｖ

非
常
用
主
母
線

D
/
G

ハ ル ・ エ ン ド( ピ ー ス 貯 蔵 建 屋

ハ ル ・ エ ン ド( ピ ー ス 貯 蔵 建 屋

共 通 電 源 車 接 続 口

共 通 電 源 車 接 続 口

共
通
電
源
車
接
続
口

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設

Ｍ Ｏ Ｘ 燃 料 加 工 施 設

緊 急 時 対 策 所

緊 急 時 対 策 所

( ２ ／ ８ ＊ １ へ)

東
北

電
力

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

㈱
電

力
系

統

至
青

森
（

変
）

至
岩

手
（

変
）

2
7
5
ｋ
Ｖ
送
電
線

1
5
4
ｋ
Ｖ
送
電
線

変
電
所

（
凡
例
）

（
変
）

( ３ ／ ８ ＊ ５ へ)

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
の
範
囲

( ３ ／ ８ ＊ ４ へ)

( ３ ／ ８ ＊ ６ へ)

( ７ ／ ８ ＊ へ)

六
ケ
所
（
変
）

上
北
（
変
）

共 通 電 源 車 接 続 口

( ５ ／ ８ ＊ へ)

( ４ ／ ８ ＊ ７ へ)

( ５ ／ ８ ＊ へ)

( ４ ／ ８ ＊ ９ へ)

( ３ ／ ８ ＊ ３ へ)

( ５ ／ ８ ＊ へ)

( ５ ／ ８ ＊ へ)

( ４ ／ ８ ＊ ８ へ)

( ５ ／ ８ ＊ へ)

( ６ ／ ８ ＊ へ)

( ２ ／ ８ ＊ ２ へ)

1
0

1
2

1
1

1
4

1
5

1
8

1
3
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 4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

建 屋 排 風 機 

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

 
第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 

 
共 通 電 源 車 接 続 口 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

 
 

 
 

 
 

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 
 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

 

建 屋 排 風 機 

 

 

第 １ 非 常 用 デ ィ ー ゼ ル 発 電 機 

 
 

共 通 電 源 車 接 続 口 

 
D
/
G 

D
/
G  

4
6
0Ｖ

非
常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
か
ら
 
 
 

 
 

 ＊
１

 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

非
常
用
 

所
内
電
源
系
統
 

非
常
用
 

所
内
電
源
系
統
 

使
用

済
燃

料
輸

送
容

器
管
理
建
屋

 第
9
.
2
－
2
1
図

(
2
)
 

全
交

流
動

力
電
源

喪
失

を
要
因
と

せ
ず
に

発
生

す
る
重
大

事
故
等

に
対

処
す

る
た

め
の

設
備

の
系

統
図

(
２

／
８

)
 

4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

6
.
9ｋ

Ｖ
 

非
常
用
母
線
 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

 

 
 

6
.
9ｋ

Ｖ
常
用
主
母
線
か
ら
 
 
 

 
 

 ＊
２
 

4
6
0Ｖ

 
常
用
母
線
 

 

使
用
済
燃
料
受
入
れ
・
貯

蔵
建
屋
 

 
 
（
注
）
本
範
囲
の
設

備
は
，
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
及
び
貯
蔵
に
係
る
設
備
で
あ
る
。
 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

 

 

建 屋 排 風 機 

 

 

(
７
／
８
 ＊

16
へ
) 

(
８

／
８
 ＊

19
へ
) 

(
８
／
８
 ＊

21
へ
) 

(
７
／
８
 ＊

17
へ
) 

(
８
／
８
 ＊

20
へ
) 
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6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
用

 
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ
 

運
転
 

予
備
用

 
母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ
 

常
用

 
母
線

 

 

4
6
0
Ｖ

 
常

用
 

母
線

 

6
.
9
ｋ
Ｖ
非
常
用
主
母
線

 
か
ら

 
＊
４

 
＊
６

 
＊
５

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
 

用
母

線
 

 
 
 
6
.
9
ｋ
Ｖ
 

非
常
用
母
線

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
運

転
予

備
用
主

母
線

 
か
ら

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
非

常
用

主
母
線

 
か

ら
 

 
 
 
 
 
 
 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

運
転

予
備
用

母
線

 
 
 
 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
 

常
用

母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ
 

非
常

用
 

母
線

 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

換 気 設 備 用 冷 凍 機 

制
 
御
 

建
 
屋

 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
 

非
常

用
母

線
 

6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 
6
.
9
 

ｋ
Ｖ

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

4
6
0
Ｖ

 
非

 
常

 
用

 
母

 
線

 

4
6
0
Ｖ

 
 常

用
 

 母
線

 

 
4
6
0
Ｖ

 
運

転
予

備
 

用
母

線
 

 
4
6
0
Ｖ

 
常

用
母

線
 

4
6
0
Ｖ
 

非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
非
常
用

 
母
線

 

4
6
0
Ｖ

 
非

 
常

 
用

 
母

 
線

 

4
6
0
Ｖ
 

非
 

常
 

用
 

母
 

線
 

4
6
0
Ｖ

 
非

 
常

 
用

 
母

 
線

 

 
4
6
0
Ｖ
 

運
転
予
備

 
用
母
線

 

 
4
6
0
Ｖ
 

運
転
予
備

 
用
母
線

 

 
 
 
4
6
0
Ｖ
 

常
用
母
線

 

低
レ
ベ
ル
廃
液

 
 
 
 

処
理
建
屋

 
精
 
製

 
建

 
屋

 
分
 

離
 
建

 
屋

 
前

 
処

 
理

 
建

 
屋

 

第
9
.
2
－
2
1
図
(
3
)
 

全
交

流
動

力
電

源
喪
失

を
要
因
と

せ
ず

に
発
生

す
る
重
大

事
故
等

に
対

処
す

る
た

め
の

設
備

の
系

統
図
（

３
／

８
）

 

6
.
9
ｋ
Ｖ

運
転

予
備

用
主

母
線
 

か
ら

 
6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
主

母
線
 

か
ら
 

6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
母

線
 

6
.
9
ｋ
Ｖ
運
転
予
備
用
母

線
 

 

4
6
0
Ｖ

常
用

母
線
 

4
6
0
Ｖ

運
転
 

予
備

用
母

線
 

 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 循 環 ポ ン プ 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

冷 却 水 用 冷 凍 機 

6
.
9
ｋ

Ｖ
常

用
主

母
線
 

か
ら

 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

共 通 電 源 車 接 続 口 

出
 

入
 

管
 

理
 
建
 

屋
 

( ７ ／ ８ ＊ 1
6

へ) 

( ８ ／ ８ ＊ 2
1

へ) 

( ７ ／ ８ ＊ 1
7

へ) 

( ８ ／ ８ ＊ 2
1

へ) 
( ７ ／ ８ ＊ 1

8
へ) 

 

( ８ ／ ８ ＊ 1
9

へ) 
( ７ ／ ８ ＊ 1

6
へ) 

 

常
設

重
大

事
故

等
対

処
範

囲
 

動
力

用
変

圧
器

 

遮
断

器
 

共
通

電
源

車
接
続
口

 

（
凡
例
）

 

 
4
6
0
Ｖ

 
運

転
予

備
 

用
母

線
 

＊
３
 

( ８ ／ ８ ＊ 2
1

へ) 

( ８ ／ ８ ＊ 2
1

へ) 
( ７ ／ ８ ＊ 1

8
へ) 

 

( ８ ／ ８ ＊ 2
0

へ) 
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9.3 圧縮空気設備 

9.3.1 設計基準対象の施設 

9.3.1.1 概要 

  圧縮空気設備は，一般圧縮空気系及び安全圧縮空気系で構成し，再処理

施設内の各施設に圧縮空気を供給する設備である。 

  一般圧縮空気系は，廃棄物管理施設と共用する。 

  圧縮空気設備系統概要図を第9.3－１図に示す。 

  安全圧縮空気系系統概要図を第9.3－２図に示す。 
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9.3.1.2 設計方針 

 (１) 圧縮空気設備は，各施設で使用する圧縮空気を供給できる設計とする。 

 (２) 安全圧縮空気系は，圧縮空気によってその安全機能が維持される再処

理施設の安全上重要な施設へ圧縮空気を供給できる設計とする。 

 (３) 安全圧縮空気系は，それらを構成する動的機器の単一故障を仮定して

も，その安全機能が確保できる設計とする。 

 (４) 安全圧縮空気系は，非常用所内電源系統に接続し，外部電源が喪失し

た場合でも，その安全機能を確保できる設計とする。 

 (５) 安全上重要な施設の安全圧縮空気系は，定期的な試験及び検査ができ

る設計とする。 

 (６) 一般圧縮空気系の一部は，廃棄物管理施設と共用し，廃棄物管理施設

における使用を想定しても，再処理施設に十分な圧縮空気を供給でき

る容量を確保し，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止す

ることにより故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の

異常が発生した施設からの波及的影響を防止する設計とすることで，

共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。 

 (７) 一般圧縮空気系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備は，再

処理設備本体の運転開始に先立ち使用できる設計とする。 
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9.3.1.3 主要設備の仕様 

  圧縮空気設備の主要設備の仕様を第9.3－１表に示す。 

  なお，圧縮空気設備のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る一般圧縮

 空気系の一部は，再処理設備本体の運転開始に先立ち使用する。 
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9.3.1.4 主要設備 

 (１) 一般圧縮空気系 

   一般圧縮空気系は，空気圧縮機等で構成し，各施設に圧縮空気を供給

する。 

一般圧縮空気系は，廃棄物管理施設と共用する。 

なお，一般圧縮空気系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設

備は，予備的措置を施すことにより，再処理設備本体の運転開始に先

立ち使用できる設計とする。 

 (２) 安全圧縮空気系 

   安全圧縮空気系は，３台の空気圧縮機及び水素掃気用，計測制御用，

かくはん用の３基の空気貯槽，水素掃気用安全圧縮空気系，かくはん

用安全圧縮空気系，計測制御用安全圧縮空気系等で構成し，各施設に

圧縮空気を供給する。 

水素掃気用安全圧縮空気系の圧縮空気は，溶液等の放射線分解によ

り発生する水素を希釈することによる火災及び爆発の防止等の安全機

能を維持するために供給する。水素掃気用安全圧縮空気系から圧縮空

気を供給する主要機器を第9.3－２表(１)及び第9.3－２表(２)に示す。 

計測制御用安全圧縮空気系の圧縮空気は，計測制御系統施設の安全

上重要な施設の計測制御系及び安全保護回路の火災及び爆発の防止，

臨界安全等の安全機能を維持するために供給する。 

かくはん用安全圧縮空気系の圧縮空気は，機器内の溶液のかくはん

等のために供給する。 

安全圧縮空気系の空気圧縮機等は，１台でも必要な圧縮空気量を供

給する容量を有する設計とする。また，空気圧縮機の運転に必要な冷

却水は，安全冷却水系から供給する。 
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安全圧縮空気系は，それらを構成する空気圧縮機等の動的機器の単

一故障を仮定しても，その安全機能が確保できるよう多重化する。 

安全圧縮空気系の空気圧縮機等は，非常用所内電源系統に接続する

ことにより，外部電源が喪失した場合でも，その安全機能を確保でき

る設計とする。 

水素掃気用及び計測制御用の空気貯槽は，短時間の全交流動力電源

の喪失時においても，その安全機能を確保できる容量とする。 
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9.3.1.5 試験・検査 

  安全圧縮空気系の空気圧縮機等は，定期的に予備機に切り替え，予備機

の健全性を確認する。 
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9.3.1.6 評  価 

 (１) 圧縮空気設備は，適切な容量の空気圧縮機等を設ける設計とするの

で，各施設に圧縮空気を供給できる。 

 (２) 安全圧縮空気系は，圧縮空気によって火災及び爆発の防止等の安全

機能が維持される再処理施設の安全上重要な施設へ圧縮空気を供給す

る設計とするので，その安全機能を維持することができる。 

 (３) 安全圧縮空気系は，空気圧縮機等を多重化する設計とするので，動

的機器の単一故障を仮定しても，火災及び爆発の防止等の安全機能を

確保できる。 

 (４) 安全圧縮空気系は，非常用所内電源系統に接続する設計とするので，

外部電源が喪失した場合でも，火災及び爆発の防止等の安全機能を確

保できる。 

 (５) 安全圧縮空気系の空気圧縮機等は，多重化する設計とするので，安

全機能を損なうことなく定期的な試験及び検査ができる。 

 (６) 一般圧縮空気系は，廃棄物管理施設における使用を想定しても，再

処理施設に十分な圧縮空気を供給できる容量を確保でき，故障その他

の異常が発生した場合でも，弁を閉止することにより故障その他の異

常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波

及的影響を防止する設計とすることで，共用によって再処理施設の安

全性を損なわない。 

 (７) 一般圧縮空気系のうち使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る一部の空

気圧縮機等は，予備的措置を施すので，再処理設備本体の運転開始に

先立ち使用できる。 

 

６－９－173



9.3.2 重大事故等対処設備 

9.3.2.1 代替安全圧縮空気系 

9.3.2.1.1 概  要 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合において，「放射線分解

により発生する水素による爆発」（以下9.3.2.1では「水素爆発」とい

う。）の発生を想定する対象機器に圧縮空気を供給し，水素爆発の発生を

未然に防止するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

上記対策が機能しなかった場合に備え，水素爆発の発生を想定する対象

機器に上記対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給し，水

素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために必要な重大事故

等対処設備を設置及び保管する。 

安全圧縮空気系の水素掃気機能が喪失した場合には，水素爆発の発生を

未然に防止するため，水素爆発の発生を想定する対象機器に圧縮空気を供

給する。 

上記対策が機能せず水素爆発が発生した場合には，水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するため，水素爆発の発生を想定する対象機

器に上記対策に使用する系統とは異なる系統から圧縮空気を供給する。 
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9.3.2.1.2 系統構成及び主要設備 

水素爆発の発生を未然に防止し，水素爆発が続けて生じるおそれがない

状態を維持するための設備として，代替安全圧縮空気系を設ける。 

(１) 系統構成 

水素爆発に対処するための重大事故等対処設備として，代替安全圧縮

空気系を使用する。代替安全圧縮空気系は，水素爆発を未然に防止する

ための空気の供給に使用する設備及び水素爆発の再発を防止するための

空気の供給に使用する設備で構成する。 

水素爆発を未然に防止するための空気の供給に使用する設備は，圧

縮自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニット，機器圧縮空気自動供給ユ

ニット，建屋内空気中継配管，可搬型空気圧縮機，可搬型建屋外ホース，

可搬型建屋内ホース等で構成する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリ並びに計

装設備の一部である可搬型圧縮空気自動供給貯槽圧力計，可搬型機器

圧縮空気自動供給ユニット圧力計，可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計，

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計，可搬型セル導出ユニット流量計，

可搬型水素濃度計及び可搬型貯槽温度計を可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

水素爆発の再発を防止するための空気の供給に使用する設備は，圧

縮空気手動供給ユニット，建屋内空気中継配管，可搬型空気圧縮機，可

搬型建屋外ホース，可搬型建屋内ホース等で構成する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 
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補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリ並びに計

装設備の一部である可搬型圧縮空気手動供給ユニット圧力系，可搬型

貯槽掃気圧縮空気流量計，可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計，可搬

型セル導出ユニット流量計，可搬型水素濃度計及び可搬型貯槽温度計

を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する圧縮空気設備の安全圧縮空気系の一

部，清澄・計量設備の一部，分離設備の一部，分配設備の一部，分離

建屋一時貯留処理設備の一部，高レベル廃液濃縮設備の高レベル廃液

濃縮系の一部，プルトニウム精製設備の一部，精製建屋一時貯留処理

設備の一部，ウラン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系の一部，高

レベル廃液貯蔵設備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の一部，高レベル廃液

貯蔵設備の共用貯蔵系の一部及び高レベル廃液ガラス固化設備の一部

を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系の水素掃気配管・弁とし

て位置付け，清澄・計量設備の一部，分離設備の一部，分配設備の一

部，分離建屋一時貯留処理設備の一部，高レベル廃液濃縮設備の高レ

ベル廃液濃縮系の一部，プルトニウム精製設備の一部，精製建屋一時

貯留処理設備の一部，圧縮空気設備の安全圧縮空気系の一部，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝設備の溶液系の一部，高レベル廃液貯蔵設

備の高レベル濃縮廃液貯蔵系の一部，高レベル廃液貯蔵設備の共用貯

蔵系の一部，高レベル廃液ガラス固化設備の一部，分析設備の一部及

び計測制御設備の一部を重大事故等対処設備の代替安全圧縮空気系の

機器圧縮空気供給配管・弁として位置付ける。また，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器（第 9.3－２

表）を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

補機駆動用燃料補給設備については「9.14.4 系統構成」に，計装
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設備については「6.2.1.4 系統構成及び主要設備」に示す。 

(２) 主要設備 

代替安全圧縮空気系は，圧縮空気設備の安全圧縮空気系の水素掃気

機能が喪失し，系統内の圧力が低下した場合，溶液の性状ごとに水素

掃気機能喪失から重大事故対策の準備に使用することができる時間

（以下「許容空白時間」という。）が短い分離建屋，精製建屋及びウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気配管・弁に圧縮空気自動供

給貯槽及び圧縮空気自動供給ユニットから機器圧縮空気自動供給ユニ

ットに切り替えるまでの間，自動で未然防止濃度未満を維持するため

に必要な圧縮空気を供給できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系は，水素発生量の増加が想定される時間の前に，

圧縮空気自動供給貯槽及び圧縮空気自動供給ユニットから機器圧縮空

気自動供給ユニットへの切り替えを行い，可搬型空気圧縮機により圧

縮空気を供給するまでの間，未然防止濃度に維持するために十分な量

の圧縮空気を供給できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系は，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋の重大事故の水素爆発を想定する機器のうち，許容

空白時間が短く，可搬型空気圧縮機からの空気の供給開始前に未然防

止濃度に至る可能性のある機器の圧縮空気自動供給系よりも機器に近

い位置に機器圧縮空気自動供給ユニットを設置し，水素掃気配管・弁

に圧縮空気を供給できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系は，分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋の重大事故の水素爆発を想定する機器のうち，許容

空白時間が短く，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始前に未然

防止濃度に至る可能性のある機器へ圧縮空気手動供給ユニットを速やか
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に接続できる設計とする。 

圧縮空気手動供給ユニットは，可搬型空気圧縮機に切り替えるまでの

間，貯槽等内の水素濃度を未然防止濃度未満に維持するために必要な量

の圧縮空気を供給できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系は，発生防止対策が機能しない場合に備え，圧縮

空気手動供給ユニットにより圧縮空気を供給し，機器内の水素濃度をド

ライ換算で８ｖｏｌ％未満に維持している期間中に，発生防止対策で敷

設する可搬型建屋外ホース，可搬型建屋外ホースの下流側に，機器に

圧縮空気を供給するための建屋内空気中継配管及び可搬型建屋内ホー

スを設置し，可搬型建屋内ホースと機器圧縮空気供給配管・弁を接続

した上で，代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気供給配管・弁に圧縮空

気を供給できる設計とする。 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に設置

する代替安全圧縮空気系の圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給貯

槽及び圧縮空気自動供給ユニットは，代替安全圧縮空気系の可搬型空

気圧縮機による圧縮空気の供給を行うための許容空白時間を確保する

必要があるため，設計基準で設置した圧縮空気設備の安全圧縮空気系

が停止した場合においても自動で圧縮空気を供給できる設計とする。 

分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に設置す

る代替安全圧縮空気系の機器圧縮空気自動供給ユニットは，圧縮空気の

供給がない場合の許容空白時間が短く，可搬型空気圧縮機からの空気の

供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある重大事故の水素爆発を想

定する機器に設置し，圧縮空気自動供給貯槽及び圧縮自動供給空気ユニ

ットよりも貯槽等に近い位置から代替安全圧縮空気系の水素掃気配管に

圧縮空気を供給できる設計とする。 
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分離建屋，精製建屋及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋に設置

する代替安全圧縮空気系の圧縮空気手動供給ユニットは，圧縮空気の

供給がない場合の許容空白時間が短く，可搬型空気圧縮機からの空気

の供給開始前に未然防止濃度に至る可能性のある重大事故の水素爆発

を想定する機器に対して設置し，圧縮空気自動供給系及び機器圧縮空

気自動供給ユニットに接続する系統とは異なる系統から圧縮空気を供

給し，可搬型空気圧縮機からの圧縮空気の供給開始までの許容空白時

間を確保できる設計とする。 

代替安全圧縮空気系の可搬型空気圧縮機は軽油を燃料とし，対処のた

めに必要な燃料は，補機駆動用燃料供給設備から補給が可能な設計とす

る。 

代替安全圧縮空気系の建屋内空気中継配管は，常設の建屋内の圧縮空

気供給用の配管であり，可搬型建屋外ホースの接続口から，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器に圧縮空

気を供給するための接続口を設置する部屋まで圧縮空気を分配する設計

とする。 

 

9.3.2.1.3 設計方針 

(１) 多様性，位置的分散 

   基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

 可搬型空気圧縮機は，安全圧縮空気系の空気圧縮機と共通要因によ

って同時にその機能を損なわれるおそれがないよう，可搬型空気圧縮

機をディーゼルエンジンにより駆動し，必要な燃料は，補機駆動用燃

料補給設備からの補給が可能な設計とすることで，電動往復式圧縮装

置により構成する安全圧縮空気系の空気圧縮機に対して多様性を有す
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る設計とする。 

代替安全圧縮空気系の可搬型建屋内ホース等は，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラ

ン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内の，

安全圧縮空気系又は代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備と

同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，安全圧縮空気系又は

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備と異なる場所に保管す

る設計とする。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部発生飛散物及び配管の全周破

断に対して代替安全圧縮空気系の可搬型建屋内ホース等は，安全圧縮

空気系又は代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備と同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないようにするため，可能な限り位置的

分散を図る。 

可搬型空気圧縮機は，転倒しないことを確認する，又は必要により

固縛等の処置をするとともに，基準地震動による地震力により生じる

敷地下斜面のすべり等の影響を受けない場所に，前処理建屋内の安全

圧縮空気系の空気圧縮機と同時にその機能が損なわれるおそれがない

ように，前処理建屋内の安全圧縮空気系の空気圧縮機が設置される建

屋から 100ｍ以上の離隔距離を確保した場所に保管するとともに外部保

管エリアにも保管することで位置的分散を図る。 

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の外から空気を供給する代替安

全圧縮空気系のうち，可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースと

常設重大事故等対処設備との接続口は，複数のアクセスルートを踏ま

えて自然現象，外部人為事象及び故意による大型航空機の衝突その他
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のテロリズムに対して前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プ

ルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内の適切に

離隔した隣接しない位置の異なる複数の場所に設置する。また，溢水，

化学薬品漏えい及び火災によって同時にその機能が損なわれるおそれ

がないよう，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウ

ム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内のそれぞれ互いに

異なる複数の場所に設置する設計とする。 

一つの接続口で「放射線分解により発生する水素による爆発」の発

生を想定する対象機器の水素掃気機能及び液位計測機能を兼用して使

用する場合には，それぞれの機能に必要な容量が確保できる接続口を

設ける設計とする。 

（２） 悪影響防止 

   基本方針については，「1.7.18 (１)ｂ．悪影響防止」に示す。 

   代替安全圧縮空気系は，圧縮空気自動供給貯槽を隔離することにより

機器圧縮空気自動供給ユニットから圧縮空気を供給し，貯槽等の水素

濃度を未然防止濃度未満に維持するための機能へ悪影響を及ぼさない

設計とする。 

   代替安全圧縮空気系の圧縮空気自動供給貯槽，圧縮空気自動供給ユニ

ット，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニット

は，弁等の操作によって安全機能を有する施設として使用する系統構

成から重大事故等対処設備としての系統構成とすることにより，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

   代替安全圧縮空気系の建屋内空気中継配管，水素掃気配管・弁及び機

器圧縮空気供給配管・弁は，重大事故等発生前（通常時）の離隔若し

くは分離された状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設備
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としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

   可搬型空気圧縮機は，回転体が飛散することを防ぐことで他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

   屋外に保管する可搬型空気圧縮機は，竜巻により飛来物とならないよ

う必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

（３） 個数及び容量等 

   基本方針については，「1.7.18 (２) 個数及び容量等」に示す。 

 圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気

手動供給ユニットは，想定される重大事故等時において，可搬型空気

圧縮機からの圧縮空気の供給開始までに，「放射線分解により発生す

る水素による爆発」の発生を想定する対象機器の気相部における水素

濃度をドライ換算８ｖｏｌ％未満に維持するために必要な空気を供給

できる設計とする。 

 圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気

手動供給ユニットは，操作の時間を考慮し、必要な圧縮空気流量を確

保するために必要な容量を確保する設計とする。 

可搬型空気圧縮機は，想定される重大事故等時において，「放射線分

解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器が水素

爆発に至ることを防止するために必要な圧縮空気供給量を有する設計

とするとともに，保有数は，必要数として３台，予備として故障時及

び保守点検による待機除外時のバックアップを６台の合計９台を確保

する。 

可搬型空気圧縮機は，「放射線分解により発生する水素による爆発」
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の発生を想定する対象機器へ圧縮空気を供給するとともに，計装設備

への圧縮空気を供給する場合に必要な容量を有する設計とし，兼用で

きる設計とする。 

可搬型空気圧縮機は、同時に発生する可能性のある事故への対処を

含めて，事象進展に応じた使用の状態を踏まえた，必要な容量を確保

した設計とする。 

   可搬型建屋内ホースは，複数の敷設ルートで対処できるよう必要数を

複数の敷設ルートに確保するとともに，建屋内に保管するホースにつ

いては１本以上の予備を含めた個数を必要数として確保する。 

   代替安全圧縮空気系は，安全圧縮空気系に対して，重大事故等への対

処に必要な設備を１セット確保する。 

（４） 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18 (３) 環境条件等」に示す。 

   代替安全圧縮空気系は，重大事故等時に想定される温度，圧力，湿度，

放射線の影響を考慮しても機能を喪失することはなく，必要な機能を

有効に発揮することができる設計とする。 

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備は，「放射線分解に

より発生する水素による爆発」の発生を想定する対象機器の気相部に

おける水素濃度 12ｖｏｌ％未満での水素燃焼に伴う瞬間的に上昇する

温度及び圧力の影響を考慮しても，機能を損なわない設計とする。 

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備は，同時に発生する

おそれがある冷却機能の喪失による蒸発乾固及び放射線分解により発

生する水素による爆発による温度，圧力及び湿度に対して，機能を損

なわない設計とする。 

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備は，外部からの衝撃
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による損傷を防止できる前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・

プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備は，「ロ．(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ) 

地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替安全圧縮空気系の常設重大事故等対処設備及び常設重大事故等

対処設備と可搬型重大事故等対処設備の接続口は，溢水量及びを化学

薬品の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水，被

液防護する設計とする。 

代替安全圧縮空気系の水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配

管・弁は，配管の全周破断に対して，適切な材料を使用することによ

り，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）

により機能を損なわない設計とする。 

   可搬型空気圧縮機は，風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び

竜巻による風荷重を考慮し，必要により当該設備の転倒防止，固縛等

の措置を講じて保管する設計とする。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースは，前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液

ガラス固化建屋及び屋外エリアに保管する。屋外エリアに保管する場

合は，風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷

重を考慮し，必要により当該設備の転倒防止，固縛を図った設計とす

る。屋内に保管する場合は，外部からの衝撃による損傷を防止できる

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に保管し，風（台風）等により機
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能を損なわない設計とする。 

可搬型空気圧縮機は，積雪及び火山の影響に対して，積雪に対して

は除雪する手順を，火山の影響（降下火砕物による積載荷重，フィル

タの目詰まり等）に対しては，可搬型空気圧縮機を屋内に配置する手

順を整備する。 

   可搬型空気圧縮機は，「ロ．(７)(ⅱ)(ｂ)(ホ) 地震を要因とする重大事故等

に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。 

可搬型空気圧縮機は，溢水量及び化学薬品の漏えい量を考慮し，影

響を受けない高さへの保管及び被水，被液防護する設計とする。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースは，内部発生飛散物の

影響を考慮し，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ

ウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋の内部発生飛散物

の影響を受けない場所に保管することにより，機能を損なわない設計

する。 

   可搬型空気圧縮機は，想定される重大事故等が発生した場合において

も設置及び常設設備との接続に支障がないように，線量率の高くなる

おそれの少ない場所の選定により当該設備の設置場所で操作可能な設

計とする。 

圧縮空気自動供給系，機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気

手動供給ユニットは，想定される重大事故等が発生した場合において

も操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場所の

選定又は当該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設備の設置

場所で操作可能な設計とする。 

水素掃気配管・弁及び機器圧縮空気供給配管・弁と可搬型設備との
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接続口は，想定される重大事故等が発生した場合においても接続に支

障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場所の選定又は当

該設備の設置場所への遮蔽の設置等により当該設備の設置場所で接続

可能な設計とする。 

(５) 操作性の確保 

   基本方針については，「1.7.18 (４)ａ．操作性の確保」に示す。 

可搬型空気圧縮機を接続する接続口は，コネクタ式に統一すること

により，現場での接続が可能な設計とする。 

   水素掃気配管・弁，機器圧縮空気供給配管・弁及び圧縮空気手動供給

ユニットは，通常時に使用する系統から速やかに切り替えることがで

きるよう，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースは，容易かつ確実に接

続でき，かつ，複数の系統が相互に使用することができるよう，口径

並びに内部流体の圧力及び温度に応じたコネクタ接続又はより簡便な

接続方式を用いる設計とする。 
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9.3.2.1.4 主要設備の仕様 

代替安全圧縮空気系の主要設備を第 9.3－３表に示す。 

代替安全圧縮空気系の系統概要図を第 9.3－３図から第 9.3－７図に，

機器配置概要図を第 9.3－８図，接続口配置図及び接続口一覧を第 9.3－

９図に示す。 
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9.3.2.1.5 試験・検査 

  基本方針については，「1.7.18 (４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

可搬型空気圧縮機，圧縮空気自動供給系の圧縮空気自動供給ユニット，

機器圧縮空気自動供給ユニット及び圧縮空気手動供給ユニットは，再処理

施設の運転中又は停止中に独立して機能・性能，外観の確認，漏えいの有

無の確認及び分解又は取替えが可能な設計とする。 

可搬型建屋内ホース及び可搬型建屋外ホースと常設設備との接続口は，

外観の確認が可能な設計とする。 

代替安全圧縮空気系は，法令要求対象に対する法定検査に加え，維持

活動としての点検（日常の運転管理の活用を含む）が実施可能な設計とす

る。 
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9.3.2.2 臨界事故時水素掃気系 

9.3.2.2.1 概  要 

  臨界事故の発生を想定する機器において，臨界事故が発生した場合，安

全圧縮空気系及び一般圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホ

ースを敷設し一般圧縮空気系から空気を機器等に供給し，水素掃気を実施

することにより，機器の気相部における水素濃度をドライ換算８ｖｏｌ％

未満に維持し，ドライ換算４ｖｏｌ％未満に移行するために必要な重大事

故等対処設備を設置及び保管する。 
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9.3.2.2.2 系統構成及び主要設備 

  臨界事故により発生する放射線分解水素を掃気する設備として，臨界事

故時水素掃気系を設ける。 

 (１) 系統構成 

   臨界事故により放射線分解水素が発生した場合の重大事故等対処設備

として，臨界事故時水素掃気系を使用する。 

   臨界事故時水素掃気系は，一般圧縮空気系，安全圧縮空気系，機器圧

縮空気供給配管・弁及び可搬型建屋内ホースで構成する。 

   代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び重大事故時可溶性中性子吸

収材供給回路を常設重大事故等対処設備として設置する。 

   計装設備の一部である可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計を可搬型重大事

故等対処設備として配備する。 

また，設計基準対象の施設と兼用する圧縮空気設備の一部である一

般圧縮空気系及び安全圧縮空気系，臨界事故の発生を想定する機器に

接続する溶解設備の一部である配管，精製建屋一時貯留設備の一部で

ある配管及び計装設備の一部である配管，臨界事故の発生を想定する

機器（第4.3－７表及び第4.5－８表）並びに電気設備の一部である受電

開閉設備等を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替可溶性中性子吸収材緊急供給回路及び重大事故時可溶性中性子

吸収材供給回路については「6.2.2.2 系統構成及び主要設備」及び「6.

2.3.2 系統構成及び主要設備」に，計装設備については「6.2.1.4 系

統構成及び主要設備」に，電気設備については「9.2.2.4 系統構成」に

示す。 

 

 (２) 主要設備 
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   臨界事故により発生した放射線分解水素を，一般圧縮空気系及び安全

圧縮空気系による水素掃気に加え，可搬型建屋内ホースを敷設し，一

般圧縮空気系から空気を機器等に供給し水素掃気を実施することによ

り，機器の気相部における水素濃度をドライ換算８ｖｏｌ％未満に維

持し，ドライ換算４ｖｏｌ％未満に移行する。 
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9.3.2.2.3 設計方針 

 (１) 多様性，位置的分散 

   基本方針については，「1.7.18(１)ａ．多様性，位置的分散」に示す。 

 ａ．常設重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系は，地震等により機能が損なわれる場合，代

替設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計と

する。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を

整備する。 

 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，外部からの衝撃に

よる損傷の防止が図られた前処理建屋及び精製建屋内の常設重大事故

等対処設備である，臨界事故時水素掃気系の機器圧縮空気供給配管・

弁と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，臨界事故時水素

掃気系の機器圧縮空気供給配管・弁と異なる場所に保管する設計とす

る。 

また，溢水，化学薬品の漏えい，内部発生飛散物及び配管の全周破

断に対して臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，臨界事故

時水素掃気系の機器圧縮空気供給配管・弁と同時にその機能が損なわ

れるおそれがないようにするため，可能な限り位置的分散を図る。 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，転倒しないことを

確認する，又は必要により固縛等の処置をするとともに，基準地震動

による地震力により生じる敷地下斜面のすべり等の影響を受けない場

所に，臨界事故時水素掃気系の機器圧縮空気供給配管・弁と同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないように，臨界事故時水素掃気系の機

器圧縮空気供給配管・弁が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を
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確保した外部保管エリアにも保管することで位置的分散を図る。 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースと臨界事故時水素掃気

系の機器圧縮空気供給配管の接続口は，臨界事故環境下における共通

要因である放射線の影響を考慮した場合でも接続できなくなることを

防止するため，臨界事故発生機器からの接続口までの建屋躯体による

遮蔽を考慮の上，それぞれ互いに異なる複数の場所に設置する設計と

する。 

 (２) 悪影響防止 

   基本方針については，「1.7.18(１)ｂ．悪影響防止」に示す。 

 ａ．常設重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系は，重大事故等発生前（通常時）の離隔若し

くは分離された状態から弁等の操作や接続により重大事故等対処設備

としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。 

 (３) 個数及び容量 

   基本方針については，「1.7.18(２)個数及び容量」に示す。 

ａ．常設重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系として用いる安全圧縮空気系および一般圧縮

空気系は，臨界事故が発生した機器の気相部における水素濃度をドラ

イ換算８ｖｏｌ％未満に維持するために必要な空気を供給できる設計

とする。また，臨界事故時に追加的に空気を供給する一般圧縮空気系

は，安全機能を有する施設の仕様が，臨界事故が発生した機器の気相

部における水素濃度をドライ換算４ｖｏｌ％未満に維持するために必

要な流量に対し，十分であることから，安全機能を有する施設として

の容量等と同仕様の設計とする。 
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ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，複数の敷設ルート

で対処できるよう必要数を複数の敷設ルートに確保するとともに，建

屋内に保管するホースについては１本以上の予備を含めた個数を必要

数として確保する。 

 (４) 環境条件等 

   基本方針については，「1.7.18(３)環境条件等」に示す。 

 ａ．常設重大事故等対処設備 

臨界事故時水素掃気系は，地震等により機能が損なわれる場合，代

替設備による機能の確保，修理等の対応により機能を維持する設計と

する。また，必要に応じて使用済燃料の再処理を停止する等の手順を

整備する。 

臨界事故時水素掃気系は，配管の全周破断に対して，ステンレス鋼

等，腐食し難い材質とすることにより，漏えいした放射性物質を含む

腐食性の液体（溶液，有機溶媒等）により機能を損なわない設計とす

る。 

臨界事故時水素掃気系は，想定される重大事故等が発生した場合に

おいても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない

場所を選定する。 

 ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

   臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる前処理建屋及び精製建屋に保管し，風（台風）等

により機能を損なわない設計とする。 

   臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，溢水量及び化学薬品

の漏えい量を考慮し，影響を受けない高さへの保管及び被水，被液防
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護する設計とする。 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，内部発生飛散物の

影響を考慮し，内部発生飛散物の影響を受けない前処理建屋及び精製

建屋内に保管することにより，機能を損なわない設計とする。 

臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，配管の全周破断に

対して，漏えいした放射性物質を含む腐食性の液体（溶液，有機溶媒

等）の影響を受けない前処理建屋又は精製建屋内に保管することによ

り，機能を損なわない設計とする。 

   臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，想定される重大事故

等が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に支障がない

ように，線量率の高くなるおそれの少ない設置場所を選定する。 

 (５) 操作性の確保 

   基本方針については，「1.7.18(４)ａ．操作性の確保」に示す。 

   臨界事故時水素掃気系の可搬型建屋内ホースは，コネクタに統一する

ことにより，現場での接続が可能な設計とする。 

   臨界事故時水素掃気系は，通常時に使用する系統から速やかに切り替

えることができるよう，系統に必要な弁等を設け，現場で操作可能と

する設計とする。 

   臨界事故時水素掃気系は，容易かつ確実に接続でき，かつ，複数の系

統が相互に使用することができるよう，ホースは口径並びに内部流体

の圧力及び温度に応じたコネクタとする設計とする。 
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9.3.2.2.4 主要設備の仕様 

臨界事故時水素掃気系の主要設備の仕様を第9.3－４表に，臨界事故時

水素掃気系の系統概要図を第9.3－15図に，臨界事故時水素掃気系の機器

配置概要図を第9.3－16図に，臨界事故時水素掃気系の接続口配置図及び

接続口一覧を第9.3－17図に示す。 

 

9.3.2.2.5 試験・検査 

  基本方針については，「1.7.18(４)ｂ．試験・検査性」に示す。 

臨界事故時水素掃気系は，再処理施設の運転中又は停止中に外観点検，

員数確認等が可能な設計とする。 
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第9.3－１表 圧縮空気設備の主要設備の仕様 

 

(１) 一般圧縮空気系（廃棄物管理施設と一部共用） 

空 気 圧 縮 機 空 気 貯 槽 

 容量 ｍ3/min[normal] 
(１台当たり) 

台   数 
 

 容 量 (ｍ3) 
 

 基   数 
 

約   1 
 

 １＊ 

 
 約   4 

 
 １＊ 

 

約  14 
 

 ２＊ 

 (うち１台は予備) 
 約  12 

 
 １＊ 

 

約 100 
 

 １  

 
 約 100  １  

約 130 
 

 ３  

 

 注）＊印の設備は，使用済燃料の受入れ及び貯蔵に係る設備である。 

 

(２) 安全圧縮空気系 

空 気 圧 縮 機 空 気 貯 槽 

 容量 ｍ3/min[normal] 
(１台当たり) 

 台   数 
 

 容量 (ｍ3) 
 

 基数 
 

備  考 
 

約  24 
３ 

 (うち１台は予備) 

 約 35  １  水素掃気用 

 約 50  １  計測制御用 

 約 15  １  かくはん用 
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第 9.3－２表 「放射線分解により発生する水素による爆発」の 

発生を想定する対象機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建屋 機器名 

前処理建屋 

中継槽Ａ 

中継槽Ｂ 

計量前中間貯槽Ａ 

計量前中間貯槽Ｂ 

計量・調整槽 

計量補助槽 

計量後中間貯槽 

分離建屋 

溶解液中間貯槽 

溶解液供給槽 

抽出廃液受槽 

抽出廃液中間貯槽 

抽出廃液供給槽Ａ 

抽出廃液供給槽Ｂ 

プルトニウム溶液受槽 

プルトニウム溶液中間貯槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第４一時貯留処理槽 

高レベル廃液濃縮缶 ※ 

精製建屋 

プルトニウム溶液供給槽 

プルトニウム溶液受槽 

油水分離槽 

プルトニウム濃縮缶供給槽 

プルトニウム濃縮缶 

プルトニウム溶液一時貯槽 

プルトニウム濃縮液受槽 

プルトニウム濃縮液計量槽 

プルトニウム濃縮液中間貯槽 

プルトニウム濃縮液一時貯槽 

リサイクル槽 

希釈槽 

第２一時貯留処理槽 

第３一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 
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（つづき） 

建屋 機器名 

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋 

硝酸プルトニウム貯槽 

混合槽Ａ 

混合槽Ｂ 

一時貯槽 

高レベル廃液ガラス 

固化建屋 

第１高レベル濃縮廃液貯槽 

第２高レベル濃縮廃液貯槽 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽 

高レベル廃液共用貯槽 

高レベル廃液混合槽Ａ 

高レベル廃液混合槽Ｂ 

供給液槽Ａ 

供給液槽Ｂ 

供給槽Ａ 

供給槽Ｂ 

※ 長期予備は除く。 

６－９－199



第 9.3－３表 代替安全圧縮空気系の主要設備の仕様 

ａ．水素爆発を未然に防止するための空気の供給に使用する設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

（ａ）水素掃気配管・弁（設計基準対象の施設と兼用（第 9.3－３図～７図）） 

    数  量   49 系列 

接続方式   コネクタ方式 

（ｂ）機器圧縮空気供給配管・弁（設計基準対象の施設と兼用（第 9.3－３図 

～７図） 

    数  量   49 系列 

接続方式   コネクタ方式 

（ｃ）圧縮空気自動供給系 圧縮空気自動供給貯槽 

    種  類   よこ置円筒形（分離建屋） 

           たて置円筒形（精製建屋） 

    基  数   ３基（分離建屋） 

           ５基（精製建屋） 

    容  量   約 5.5ｍ３／基（分離建屋） 

           約 2.5ｍ３／基（精製建屋のうち２基） 

           約５ｍ３／基（精製建屋のうち３基） 

    主 要 材 料       ステンレス鋼 

（ｄ）圧縮空気自動供給系 圧縮空気自動供給ユニット 

    数  量   １式 

    容  量   約 15ｍ３[normal] 

（ｅ）機器圧縮空気自動供給ユニット 

    数  量   １式 

    容  量   約 10ｍ３[normal］（分離建屋） 
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          約 52ｍ３[normal]（精製建屋） 

          約 20ｍ３[normal］（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

（ｆ）建屋内空気中継配管 

数  量   ８系列 

接続方式   コネクタ方式 

（ｇ）「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象 

  機器（設計基準対象の施設と兼用）（第 9.3－２表） 

（ｈ）補機駆動用燃料補給設備 

「第 9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載する。 

 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

（ａ）可搬型空気圧縮機 

    台  数   ９台（予備として故障時及び待機除外時のバックア

ップを６台） 

    容  量   約 7.5ｍ３／min[normal]／台（前処理建屋，分離 

建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋で使用） 

           約 3.9ｍ３／min[normal]／台（精製建屋及びウラ 

ン・プルトニウム混合脱硝建屋で使用） 

（ｂ）可搬型建屋外ホース 

    数  量   １式 

    接続方式   コネクタ方式 

（ｃ）可搬型建屋内ホース 

    数  量   １式 

    接続方式   コネクタ方式 
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（ｄ）補機駆動用燃料補給設備 

「第 9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載する。 

（ｅ）計装設備 

「第 6.2.1－１表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕

様」に記載する。 

 

ｂ．水素爆発を未然に防止するための空気の供給に使用する設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

（ａ）機器圧縮空気供給配管・弁（設計基準対象の施設と兼用（第 9.3－８ 

図～12 図） 

    数  量   98 系列 

接続方式   コネクタ方式 

（ｂ）圧縮空気手動供給ユニット 

    数  量   １式 

    容  量   約 10ｍ３[normal］（分離建屋） 

          約 62ｍ３[normal］（精製建屋） 

          約 31ｍ３[normal］（ウラン・プルトニウム混合脱硝

建屋） 

（ｃ）建屋内空気中継配管 

数  量   ８系列 

接続方式   コネクタ方式 

（ｇ）「放射線分解により発生する水素による爆発」の発生を想定する対象

機器（設計基準対象の施設と兼用）（第 9.3－２表） 

（ｈ）補機駆動用燃料補給設備 

「第 9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載する。 
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［可搬型重大事故等対処設備］ 

（ａ）可搬型空気圧縮機 

    台  数   ９台（予備として故障時及び待機除外時のバックア

ップを６台 ，水素爆発を未然に防止するための

空気の供給に使用する設備を兼用） 

    容  量   約 7.5ｍ３／min[normal]／台（前処理建屋，分離 

建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋で使用） 

           約 3.9ｍ３／min[normal]／台（精製建屋及びウラ 

ン・プルトニウム混合脱硝建屋で使用） 

（ｂ）可搬型建屋外ホース 

    数  量   １式（水素爆発を未然に防止するための空気の供給 

に使用する設備を一部兼用） 

    接続方式   コネクタ方式 

（ｃ）可搬型建屋内ホース 

    数  量   １式（水素爆発を未然に防止するための空気の供給 

に使用する設備を一部兼用） 

    接続方式   コネクタ方式 

（ｄ）補機駆動用燃料補給設備 

「第 9.14－１表 補機駆動用燃料補給設備の設備仕様」に記載す

る。 

（ｅ）計装設備 

「第 6.2.1－１表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器

仕様」に記載する。 
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第9.3－４表 臨界事故時水素掃気系の主要設備の仕様 

 (１) 常設重大事故等対処設備 

 ａ．臨界事故時水素掃気系 

    一般圧縮空気系（「9.3 圧縮空気設備」と兼用） 

      「第9.3－１表 圧縮空気設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    安全圧縮空気系（「9.3 圧縮空気設備」と兼用） 

      「第9.3－１表 圧縮空気設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    機器圧縮空気供給配管・弁（「4.3.1.4.1 溶解設備，4.5.1.4 精

製建屋一時貯留処理設備及び6.1.2 計測制御設備」と兼用） 

      数  量   16系列 

      主要材料   ステンレス鋼 

 ｂ．臨界事故の発生を想定する機器 

    溶解槽（「4.3.1.4.1 溶解設備」と兼用） 

      「第4.3－１表 溶解設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    エンドピース酸洗浄槽（「4.3.1.4.1 溶解設備」と兼用） 

      「第4.3－１表 溶解設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    ハル洗浄槽（「4.3.1.4.1 溶解設備」と兼用） 

      「第4.3－１表 溶解設備の主要設備の仕様」に記載する。 

    第５一時貯留処理槽（「4.5.1.4 精製建屋一時貯留処理設備」と兼

用） 

      「第4.5－３表 精製建屋一時貯留処理設備の主要設備の仕様」

に記載する。 

    第７一時貯留処理槽（「4.5.1.4 精製建屋一時貯留処理設備」と兼

用） 
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      「第4.5－３表 精製建屋一時貯留処理設備の主要設備の仕様」

に記載する。 

 ｃ．電気設備 

   「第9.2－１表 受電開閉設備の主要設備の仕様」，「第9.2－２表 

受電変圧器の主要設備の仕様」，「第9.2－３(1)表 非常用母線の設

備仕様」，「第9.2－３(2)表 運転予備用母線及び常用母線の設備仕

様」，「第9.2－５表 直流電源設備の主要設備の仕様」，「第9.2－６

表 計測制御用交流電源設備の主要設備の仕様」に記載する。 

 (２) 可搬型重大事故等対処設備 

 ａ．臨界事故時水素掃気系 

    可搬型建屋内ホース（溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，ハル洗浄槽

用） 

      数  量   １式 

      接続方式   コネクタ接続 

    可搬型建屋内ホース（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用） 

      数  量   １式 

      接続方式   コネクタ接続 

 ｂ．計装設備 

   「第6.2.1－４表 計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様」

に記載する。 
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（一般圧縮空気系） 

 
使用済燃料の受入れ施設 

 及び貯蔵施設  

 

再 処 理 設 備 本 体 空 気 圧 縮 機 

その他再処理設備の附属施設 

放射性廃棄物の廃棄施設 

計 測 制 御 系 統 施 設 

製 品 貯 蔵 施 設 空 気 圧 縮 機 

本範囲の一部の設備は，使用済燃料 
の受入れ及び貯蔵に係る設備である。 

第9.3－1図 圧縮空気設備系統概要図 
 

（安全圧縮空気系） 

廃棄物管理施設 
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第 9.3－2 図 安全圧縮空気系系統概要図 

空 気 圧 縮 機 

空 気 圧 縮 機 

空 気 圧 縮 機 

空 気 貯 槽 

空 気 貯 槽 

空 気 貯 槽 

放 射 性 廃 棄 物 の 廃 棄 施 設 

計 測 制 御 系 統 施 設  

再 処 理 設 備 本 体  

（かくはん用） 

（計測制御用） 

（水素掃気用） 水素掃気用 
安全圧縮空気系 

かくはん用 
安全圧縮空気系 

計測制御用 
安全圧縮空気系 
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計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用
一
覧

前
処
理
建
屋
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第
9.
3－

４
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

系
統
概
要
図
（
分
離
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出
先
セ
ル

導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処
理
建
屋
の

安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

逆
止
弁

圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

機
器
圧
縮
空
気

自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

圧
縮
空
気
手
動

供
給
ユ
ニ
ッ
ト

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

水
封

安
全
器

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施
設
）

※
１

※
２

P P

P
P
P

Q
P

P
P

F

P

P
F

F

T

F

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

F
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※
１
　
水
素
掃
気
配
管
・
弁

※
２
　
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

設
備
名

設
備
名

安
全
圧
縮
空
気
系

（
「
9
.
3
 
圧
縮
空
気
設
備
」
と
兼
用
）

分
離
設
備

（
「
4
.
4
.
4
.
1
 
分
離
設
備
」
と
兼
用
）

分
配
設
備

（
「
4
.
4
.
4
.
2
 
分
配
設
備
」
と
兼
用
）

分
離
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備

（
「
4
.
4
.
4
.
3
 
分
離
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備
」
と
兼

用
）

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
系

（
「
7
.
3
.
2
.
2
　
高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
設
備
」
と
兼

用
）

　
　
　
　
第
9
.
3
－
４
図
　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の
系
統
概
要
図

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
分
離
建
屋
）
（
そ
の
２
）

　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用
一
覧

分
離
建
屋

計
測
制
御
設
備

（
「
ヘ
.
計
測
制
御
系
統
施
設
の
設
備
」
と
兼
用
）
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導
出
先
セ
ル

水
封
安
全
器

第
9.
3－

５
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）

の
系
統
概
要
図
（
精
製
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型

排
風
機

（
建
屋
境
界
）

圧
縮
空
気

手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

機
器
圧
縮
空
気

自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

前
処
理
建
屋
の

安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

逆
止
弁

排
風
機

圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施
設
）

※
１

※
２

P

P P

F

F
P

F
F

P

P

F
P

P
P

P

Q T

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

P

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）
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※
１
　
水
素
掃
気
配
管
・
弁

※
２
　
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

設
備
名

設
備
名

安
全
圧
縮
空
気
系

（
「
9
.
3
 
圧
縮
空
気
設
備
」
と
兼
用
）

計
測
制
御
設
備

（
「
ヘ
.
計
測
制
御
系
統
施
設
の
設
備
」
と
兼
用
）

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
精
製
設
備

（
「
4
.
5
.
1
.
3
 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
精
製
設
備
」
と
兼
用
）

－

精
製
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備

（
「
4
.
5
.
1
.
4
 
精
製
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備
」
と
兼

用
）

－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第
9
.
3
－
５
図
　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の
系
統
概
要
図
（
精
製
建
屋
）
（
そ
の
２
）

　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用
一
覧

精
製
建
屋
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第
9.
3－

６
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

系
統
概
要
図
（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処
理
建
屋
の
安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

圧
縮
空
気

自
動
供
給

ユ
ニ
ッ
ト

機
器
圧
縮
空
気

自
動
供
給

ユ
ニ
ッ
ト

圧
縮
空
気

手
動
供
給

ユ
ニ
ッ
ト

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

排
風
機

逆
止
弁

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施
設
）

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

※
１

※
２

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

P
P

P

P

F

Q T

F
F

F

P

P

P

P

P

F

６－９－214



※
１
　
水
素
掃
気
配
管

・
弁

※
２

　
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁

設
備
名

設
備

名

安
全
圧
縮
空
気
系

（
「
9
.
3
 
圧
縮
空
気
設
備
」
と

兼
用

）

溶
液
系

（
「
4
.
6
.
3
　
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

設
備
」
と
兼
用
）

　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
設
計
基
準
対

象
の

施
設

と
兼

用
一

覧

 
 
 
 
 
第
9
.
3
－
６
図
　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然

に
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）
の
系
統
概
要
図
（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

）
（

そ
の

２
）

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合

脱
硝
建
屋

計
測

制
御

設
備

（
「

ヘ
.
計

測
制

御
系

統
施

設
の

設
備

」
と

兼
用

）
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導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処
理
建
屋
の
安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

排
風
機

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

導
出
先
セ
ル

水
封
安
全
器

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施

設
）

第
9.
3－

７
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の
系
統
概
要
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
）
（
そ
の
１
）

※
１

※
２

F

F

P

P P

P

P
P
P

P

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

F

F
※
２

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

Q T

F
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※
１

　
水

素
掃

気
配

管
・

弁
※

２
　

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

・
弁

設
備

名
設

備
名

安
全

圧
縮

空
気

系
（

「
9
.
3
 
圧

縮
空

気
設

備
」

と
兼

用
）

安
全

圧
縮

空
気

系
（

「
9
.
3
 
圧

縮
空

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

共
用

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

共
用

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
設

備
（

「
7
.
4
.
2
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

設
備

」
と

兼
用

）
計

測
制

御
設

備
（

「
ヘ

.
計

測
制

御
系

統
施

設
の

設
備

」
と

兼
用

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
第

9
.
3
－

７
図

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

（
水

素
爆

発
を

未
然

に
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）
の

系
統

概
要

図
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

（
そ

の
２

）

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

の
設

計
基

準
対

象
の

施
設

と
兼

用
一

覧

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
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導
出
先
セ
ル

第
9.
3
－
８
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

系
統
概
要
図
（
前
処
理
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

安
全
圧
縮
空

気
系
の
空
気

圧
縮
機

安
全
圧
縮
空

気
系
の
空
気

圧
縮
機

安
全
圧
縮
空

気
系
の
空
気

圧
縮
機

可
搬
型
発
電
機

（
代
替
電
源
設
備
）

排
風
機

逆
止
弁

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施
設
）

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

水
封
安
全
器

※１

※２

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

F
流
量
計

T
温
度
計

P
圧
力
計

Q
濃
度
計

本
対
応
で
使
用
す
る
設
備

（
太
い
実
線
）

P
P

P

F

P P
P

Q T

F

P

F
F

F
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※
１
　
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

※
２
　
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

設
備
名

設
備
名

前
処
理
建
屋

清
澄
・
計
量
設
備

（
「
4
.
3
.
1
.
4
.
2
 
清
澄
・
計
量
設
備
」
と
兼
用
）

計
測
制
御
設
備

（
「
ヘ
.
計
測
制
御
系
統
施
設
の
設
備
」
と
兼
用
）

　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
第
9
.
3
－
８
図
　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
系
統
概
要
図
（
前
処
理
建
屋
）
（
そ
の
２
）

建
屋

　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設
と
兼
用
一
覧
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第
9.
3－

９
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

系
統
概
要
図
（
分
離
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出
先
セ
ル

導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処
理
建
屋
の

安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

逆
止
弁 圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

機
器
圧
縮
空
気

自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

圧
縮
空
気
手
動

供
給
ユ
ニ
ッ
ト

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

水
封

安
全
器

可
搬
型
発
電
機

（
第
42
条

電
源
設
備
）

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施
設
）

※１

※１
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※
１

　
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁

設
備

名

分
離

設
備

（
「

4
.
4
.
4
.
1
 
分

離
設

備
」

と
兼

用
）

分
配

設
備

（
「

4
.
4
.
4
.
2
 
分

配
設

備
」

と
兼

用
）

分
離

建
屋

一
時

貯
留

処
理

設
備

（
「

4
.
4
.
4
.
3
 
分

離
建

屋
一

時
貯

留
処

理
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

系
（

「
7
.
3
.
2
.
2
　

高
レ

ベ
ル

廃
液

濃
縮

設
備

」
と

兼
用

）

計
測

制
御

設
備

（
「

ヘ
.
計

測
制

御
系

統
施

設
の

設
備

」
と

兼
用

）

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

の
設

計
基

準
対

象
の

施
設

と
兼

用
一

覧

分
離

建
屋

　
　

　
　

　
　

第
9
.
3
－

９
図

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

（
水

素
爆

発
の

再
発

を
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）
の

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
系

統
概

要
図

（
分

離
建

屋
）

（
そ

の
２

）
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導
出
先
セ
ル

水
封
安
全
器

第
9
.
3
－
1
0
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）

の
系
統
概
要
図
（
精
製
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出

先
セ
ル

可
搬

型
排

風
機

（
建
屋
境
界
）

圧
縮
空
気

手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

機
器
圧
縮
空
気

自
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

前
処
理
建
屋
の

安
全
圧
縮
空
気

系
か
ら

逆
止
弁

排
風
機

圧
縮
空
気
自
動

供
給
貯
槽

水
素

爆
発

対
象

貯
槽
等※

１

※
２

P

F

F

常
設

重
大

事
故
等
対

処
設
備

可
搬

型
重

大
事
故
等

対
処
設

備
（

可
搬
型

ホ
ー
ス
等

）

弁
・

ダ
ン

パ
（
開
）

弁
・

ダ
ン

パ
（
閉
止

）

排
風

機

凡
例

F
流

量
計

T
温

度
計

P
圧

力
計

Q
濃

度
計

Q T

F
F

P
P

P

可
搬

型
フ
ィ

ル
タ

主
排

気
筒

（
第
2
1
条

廃
棄
施
設

）

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

F
PP

P

P

P

可
搬

型
発
電

機
（

代
替

電
源

設
備
）
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※
１
　
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

※
２

　
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁

設
備
名

設
備

名

安
全
圧
縮
空
気
系

（
「
9
.
3
 
圧
縮
空
気
設
備
」
と
兼
用
）

計
測

制
御

設
備

（
「

ヘ
.
計

測
制

御
系

統
施

設
の

設
備

」
と

兼
用

）

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
精
製
設
備

（
「
4
.
5
.
1
.
3
 
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
精
製
設
備
」
と
兼
用

）
－

精
製
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備

（
「
4
.
5
.
1
.
4
 
精
製
建
屋
一
時
貯
留
処
理
設
備
」

と
兼

用
）

－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第
9
.
3
－
1
0
図
　
代
替
安
全

圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空

気
の

供
給

に
使

用
す

る
設

備
）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
の
系
統
概

要
図
（
精
製
建
屋
）
（
そ
の
２
）

　
代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
設
計
基
準
対
象
の
施
設

と
兼

用
一

覧

精
製
建
屋
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第
9
.
3
－
1
1
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

系
統
概
要
図
（
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋
）
（
そ
の
１
）

導
出

先
セ
ル

可
搬

型
フ
ィ

ル
タ

可
搬

型
排
風

機

可
搬

型
空

気
圧

縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処

理
建
屋

の
安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

機
器

圧
縮
空

気
自

動
供

給
ユ

ニ
ッ

ト

圧
縮
空
気

手
動
供
給

ユ
ニ
ッ
ト

可
搬

型
発
電

機
（

代
替

電
源

設
備
）

排
風
機

逆
止
弁

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

水
素
爆
発

対
象
貯
槽
等

※
２

※
２

主
排

気
筒

（
第
21
条

廃
棄

施
設
）

P
P

F

P

Q T

F
F

P P

P

F

P

常
設
重
大

事
故
等
対

処
設
備

可
搬
型
重

大
事
故
等

対
処
設

備
（

可
搬
型

ホ
ー
ス
等

）

弁
・
ダ
ン

パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン

パ
（
閉
止

）

排
風
機

凡
例

F
流

量
計

T
温

度
計

P
圧

力
計

Q
濃

度
計

P

F

P
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※
１

　
機

器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
・
弁

設
備
名

安
全
圧
縮
空
気
系

（
「

9
.
3
 
圧
縮
空
気
設
備
」
と
兼
用
）

溶
液
系

（
「

4
.
6
.
3
　

ウ
ラ

ン
・

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
設
備
」
と
兼
用
）

計
測
制
御
設
備

（
「

ヘ
.
計

測
制

御
系
統
施
設
の
設
備
」
と
兼
用
）

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

の
設

計
基

準
対

象
の

施
設

と
兼
用
一
覧

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
混

合
脱

硝
建

屋

　
　
　
　
　
　
第
9
.
3
－
1
1
図
　
代
替
安
全

圧
縮

空
気

系
（

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 
系
統
概
要

図
（

ウ
ラ

ン
・

プ
ル

ト
ニ

ウ
ム

混
合

脱
硝

建
屋

）
（

そ
の
２
）
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導
出
先
セ
ル

可
搬
型
フ
ィ
ル
タ

可
搬
型
排
風
機

可
搬
型

空
気
圧
縮
機

（
建
屋
境
界
）

前
処
理
建
屋
の
安
全
圧
縮
空
気
系
か
ら

排
風
機

セ
ル
導
出
ユ
ニ
ッ
ト

フ
ィ
ル
タ

水
素
爆
発

対
象
機
器

導
出
先
セ
ル

水
封
安
全
器

可
搬
型
発
電
機

（
第
4
2条

電
源
設
備
）

主
排
気
筒

（
第
21
条

廃
棄
施

設
）

第
9.
3－
12
図

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
（
水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給
に
使
用
す
る
設
備
）
の
系
統
概
要
図

（
高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋
）
（
そ
の
１
）

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
可
搬
型
ホ
ー
ス
等
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
開
）

弁
・
ダ
ン
パ
（
閉
止
）

排
風
機

凡
例

※
１
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※
２

　
機

器
圧

縮
空

気
供

給
配

管
・

弁

設
備

名

安
全

圧
縮

空
気

系
（

「
9
.
3
 
圧

縮
空

気
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

濃
縮

廃
液

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

共
用

貯
蔵

系
（

「
7
.
3
.
2
.
3
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
貯

蔵
設

備
」

と
兼

用
）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
設

備
（

「
7
.
4
.
2
 
高

レ
ベ

ル
廃

液
ガ

ラ
ス

固
化

設
備

」
と

兼
用

）

分
析

設
備

（
「

9
.
8
 
分

析
設

備
」

と
兼

用
）

計
測

制
御

設
備

（
「

ヘ
.
計

測
制

御
系

統
施

設
の

設
備

」
と

兼
用

）

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋

　
　

　
　

　
　

　
 
第

9
.
3
－

1
2
図

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

（
水

素
爆

発
の

再
発

を
防

止
す

る
た

め
の

空
気

の
供

給
に

使
用

す
る

設
備

）
の

系
統

概
要

図
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
（

高
レ

ベ
ル

廃
液

ガ
ラ

ス
固

化
建

屋
）

（
そ

の
２

）

　
代

替
安

全
圧

縮
空

気
系

の
設

計
基

準
対

象
の

施
設

と
兼

用
一

覧
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第
9
.
3
－

1
3
図

（
１
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
前

処
理

建
屋

 
地

下
４

階
）

 

対
象
な
し
 

６－９－228



 

 
 

 

対
象
な

 
 

第
9
.
3
－

1
3
図

（
２

）
 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
前

処
理

建
屋

 
地

下
３

階
）

 

対
象
な
し
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第
9
.
3
－

1
3
図

（
３

）
 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
前
処

理
建

屋
 

地
上

１
階

）
１

／
２
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第
9
.
3
－

1
3
図

（
３

）
 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
前

処
理

建
屋

 
地

上
１

階
）

２
／

２
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第
9
.
3
－

1
3
図

（
４
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
前

処
理

建
屋

 
地

上
２

階
）
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第
9
.
3
－

1
3
図

（
５
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
下

３
階

）
 

対
象
な
し
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第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ

抽
出
廃
液
供
給
槽

Ａ

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽

抽
出
廃
液
受
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
受
槽

溶
解
液
中
間
貯
槽

圧
縮
空
気
自
動
供
給
貯
槽

①

対
象
貯
槽

接
続
口

溶
解
液
中
間
貯
槽

溶
解
液
供
給
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
受
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
中
間
貯
槽

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽

抽
出
廃
液
受
槽

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶

①

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

第
１
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

：
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
保
管
場
所

略
称

Ｐ
ｕ
：
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

水
素
掃
気
配
管
の
弁

計
装
設
備

可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス

第
9
.
3
－

1
3
図

（
６
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
下

２
階

）
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略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

水
素

爆
発
の

再
発
を

防
止
す

る
た
め

の
空
気

の
供
給

第
１

接
続
口

ホ
ー

ス
接
続

口

①

対
象

貯
槽

接
続

口

抽
出

廃
液
受

槽
抽

出
廃

液
中

間
貯
槽

Ｐ
ｕ

溶
液
受

槽
Ｐ

ｕ
溶

液
中

間
貯
槽

抽
出

廃
液
供

給
槽
Ａ

抽
出

廃
液
供

給
槽
Ｂ

第
２

一
時
貯

留
処
理

槽
第

３
一

時
貯

留
処
理

槽
第

４
一

時
貯

留
処
理

槽

①

代
替

安
全

圧
縮

空
気

系
の

機
器

圧
縮

空
気

供
給

配
管

の
弁

代
替

安
全

圧
縮

空
気

系
の

建
屋

内
空

気
中

継
配

管
の

弁

第
9
.
3
－

1
3
図

（
７
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
下

１
階

）
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溶
解
液
供
給
槽

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
Ａ

：
可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
保
管
場
所

①

②

③

④

⑤

⑥

対
象
機
器

接
続
箇
所

－

④
若
し
く
は

⑤
若
し
く
は

⑥

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気

の
供
給

ホ
ー
ス
接
続
箇
所

対
象
機
器

接
続
箇
所

－

①
若
し
く
は

②
若
し
く
は

③

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気

の
供
給

ホ
ー
ス
接
続
箇
所

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気

の
供
給

第
２
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

⑨
⑩

対
象
貯
槽

接
続
口

抽
出
廃
液
受
槽

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
受
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
中
間
貯
槽

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽

⑨

対
象
貯
槽

接
続
口

抽
出
廃
液
受
槽

抽
出
廃
液
中
間
貯
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
受
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
中
間
貯
槽

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ａ

抽
出
廃
液
供
給
槽
Ｂ

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

第
３
一
時
貯
留
処
理
槽

第
４
一
時
貯
留
処
理
槽

⑩

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

第
２
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

対
象
貯
槽

接
続
箇
所

Ｐ
ｕ
溶
液
受
槽

Ｐ
ｕ
溶
液
中
間
貯
槽

第
２
一
時
貯
留
処
理
槽

⑪

水
素
爆
発
を
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト
供
給

ホ
ー
ス
接
続
箇
所

⑪

略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

圧
縮
空
気
手
動
供
給
ユ
ニ
ッ
ト

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
Ｂ

※

計
装
設
備

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス

計
装
設
備

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
の
弁

計
装
設
備

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

※
：
長
期
予
備

第
9
.
3
－

1
3
図

（
８
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
上
１

階
）
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高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
Ａ

②
③

対
象

貯
槽

接
続

口

溶
解

液
中
間

貯
槽

溶
解

液
供
給

槽
②

水
素

爆
発
を

未
然
に

防
止
す

る
た
め

の
空
気

の
供
給

第
２

接
続
口

ホ
ー

ス
接
続

口

①

対
象

貯
槽

接
続

口

溶
解

液
中
間

貯
槽

溶
解

液
供
給

槽
①

水
素

爆
発
の

再
発
を

防
止
す

る
た
め

の
空
気

の
供
給

第
１

接
続
口

ホ
ー

ス
接
続

口

対
象

貯
槽

接
続

口

溶
解

液
中
間

貯
槽

溶
解

液
供
給

槽
③

水
素

爆
発
の

再
発
を

防
止
す

る
た
め

の
空
気

の
供
給

第
２

接
続
口

ホ
ー

ス
接
続

口

：
可

搬
型
重

大
事
故

等
対
処

設
備
保

管
場
所

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶
Ｂ
※

計
装
設
備

可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス

計
装
設
備

計
装
設
備

計
装
設
備

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
の
弁

※
：

長
期
予

備

第
9
.
3
－

1
3
図

（
９
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
上

２
階

）
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①
③

対
象
貯
槽

接
続
口

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶

①

水
素
爆
発
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

第
２
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

対
象
貯
槽

接
続
口

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶

②

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

第
１
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

対
象
貯
槽

接
続
口

高
レ
ベ
ル
廃
液
濃
縮
缶

③

水
素
爆
発
の
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
空
気
の
供
給

第
２
接
続
口

ホ
ー
ス
接
続
口

②

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
の
弁

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の

建
屋
内
空
気
中
継
配
管
の
弁

第
9
.
3
－

1
3
図

（
1
0
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
分

離
建

屋
 

地
上
３

階
）
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Ｐ
ｕ

濃
縮

液
受
槽

リ
サ
イ
ク

ル
槽

希
釈

槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
一
時

貯
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
中
間

貯
槽

Ｐ
ｕ

溶
液

受
槽

第
３
一
時

貯
留
処

理
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

缶
供
給

槽

略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

T
.
M
.
S
.
L
.
約

+
3
8
,
5
0
0

第
７
一
時

貯
留
処

理
槽

Ｐ
ｕ

溶
液

供
給
槽

Ｎ

精
製

建
屋

約
92
ｍ

約71ｍ

対
象
な
し
 

第
9
.
3
－

1
3
図

（
1
1
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
精

製
建

屋
 

地
下

３
階

）
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第
２
一
時

貯
留
処

理
槽

油
水
分
離

槽

Ｐ
ｕ

溶
液

一
時
貯

槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
計
量

槽

略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

T
.
M
.
S
.
L
.
約

+
4
3
,
5
0
0

Ｎ

精
製

建
屋

約
92
ｍ

約71ｍ

対
象
な
し
 

第
9
.
3
－

1
3
図

（
1
2
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
精

製
建

屋
 

地
下

２
階

）
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略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

保
管

場
所

T
.
M
.
S
.
L
.
約

+
4
8
,
5
0
0

Ｐ
ｕ

濃
縮

缶

対
象

貯
槽

接
続

口

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
受

槽
リ

サ
イ

ク
ル

槽
希

釈
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
計

量
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
中

間
貯

槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
一

時
貯

槽
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

②

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

口

Ｎ

精
製

建
屋

約
92
ｍ

約71ｍ

④
③

②

機
器

圧
縮

空
気

自
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

対
象

貯
槽

接
続

箇
所

Ｐ
ｕ

溶
液

受
槽

油
水

分
離

槽
Ｐ

ｕ
濃

縮
缶

供
給

槽
Ｐ

ｕ
溶

液
一

時
貯

槽
Ｐ

ｕ
濃

縮
液

受
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
計

量
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
中

間
貯

槽
Ｐ

ｕ
濃

縮
液

一
時

貯
槽

リ
サ

イ
ク

ル
槽

希
釈

槽

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

①

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

圧
縮

空
気

手
動

供
給

ユ
ニ

ッ
ト

ホ
ー

ス
接

続
箇

所

①

対
象

貯
槽

接
続

箇
所

－
③

若
し

く
は

④

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

箇
所

⑦
⑥

⑤

対
象

貯
槽

接
続

箇
所

－
⑥

若
し

く
は

⑦

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

箇
所

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

口

対
象

貯
槽

接
続

口

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
受

槽
リ

サ
イ

ク
ル

槽
希

釈
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
計

量
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
中

間
貯

槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

液
一

時
貯

槽
第

３
一

時
貯

留
処

理
槽

⑤

計
装
設
備
 

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
水
素
掃
気
配
管
の
弁
 

計
装
設
備
 

 

代
替
安
全
圧
縮
空
気
系
の
機
器
圧
縮
空
気
供
給
配
管
の
弁
 

 

計
装
設
備
 

 

第
9
.
3
－

1
3
図

（
1
3
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
精

製
建

屋
 

地
下

１
階

）
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③
②
①

略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト
ニ

ウ
ム

T
.
M
.
S
.
L
.
約
+
5
3
,
5
0
0

可
搬
型
重

大
事
故

等
対

処
設
備

保
管
場

所

④ ⑤ ⑥

Ｐ
ｕ
濃
縮

缶

圧
縮
空
気

自
動
供

給
貯
槽

対
象
貯
槽

接
続
口

Ｐ
ｕ
溶
液

供
給
槽

Ｐ
ｕ
溶
液

受
槽

油
水
分
離

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

缶
供
給

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

缶

Ｐ
ｕ
溶
液

一
時
貯

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

液
受
槽

Ｐ
ｕ
濃
縮

液
計
量

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

液
中
間

貯
槽

Ｐ
ｕ
濃
縮

液
一
時

貯
槽

リ
サ
イ
ク

ル
槽

希
釈
槽

第
２
一
時

貯
留
処

理
槽

第
３
一
時

貯
留
処

理
槽

第
７
一
時

貯
留
処

理
槽

①

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
１

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

口

対
象
貯
槽

接
続
口

Ｐ
ｕ
溶
液

供
給
槽

Ｐ
ｕ
溶
液

受
槽

油
水
分
離

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

缶
供
給

槽
Ｐ

ｕ
溶
液

一
時
貯

槽

Ｐ
ｕ
濃
縮

液
受
槽

Ｐ
ｕ
濃
縮

液
計
量

槽
Ｐ

ｕ
濃
縮

液
中
間

貯
槽

Ｐ
ｕ
濃
縮

液
一
時

貯
槽

リ
サ
イ
ク

ル
槽

希
釈
槽

第
２
一
時

貯
留
処

理
槽

第
３
一
時

貯
留
処

理
槽

④

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
１

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

口

⑦ ⑧

Ｎ

精
製

建
屋

約
92
ｍ

約71ｍ

対
象
貯
槽

接
続
箇
所

－
⑤

若
し
く

は
⑥

－
⑦

若
し
く

は
⑧

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

ホ
ー

ス
接

続
箇

所

対
象
貯
槽

接
続
箇
所

－
②

若
し
く

は
③

－
⑦

若
し
く

は
⑧

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

ホ
ー

ス
接

続
箇

所

圧
縮
空
気

手
動
供

給
ユ
ニ

ッ
ト

可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

計
装
設
備
 

可
搬
型
建
屋
外
ホ
ー
ス
 

可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

計
装
設
備
 

可
搬
型
建
屋
内
ホ
ー
ス
 

計
装
設
備
 

 

計
装
設
備
 

セ
ル
導
出
設
備
の
塔
槽
類
廃
ガ
ス
処
理
設
備
か
ら
セ
ル
に
導
出
す
る
ユ
ニ
ッ
ト
の
弁
 

第
9
.
3
－

1
3
図

（
1
4
）

 
代
替
安

全
圧
縮

空
気

系
の
機
器

配
置
概

要
図

（
精

製
建

屋
 

地
上

１
階

）
 

代
替
計
測
制
御
設
備
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T
.
M
.
S
.
L
.
約
+
6
0
,
5
0
0

③
②

①

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス

接
続

口

Ｎ

精
製

建
屋

約
92
ｍ

約71ｍ

対
象

貯
槽

接
続

箇
所

－
②

若
し

く
は

③

水
素

爆
発

を
未

然
に

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

ホ
ー

ス
接

続
箇

所

対
象

貯
槽

接
続

口

Ｐ
ｕ

溶
液

供
給

槽
Ｐ

ｕ
溶

液
受

槽
油

水
分

離
槽

Ｐ
ｕ

濃
縮

缶
供

給
槽

第
２

一
時

貯
留

処
理

槽

第
７

一
時

貯
留

処
理

槽

①

可
搬

型
重

大
事

故
等

対
処

設
備

保
管

場
所

略
称

Ｐ
ｕ

：
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム

⑥
⑤

④

水
素

爆
発

の
再

発
を

防
止

す
る

た
め

の
空

気
の

供
給

第
２

接
続

口
ホ

ー
ス
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